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第一部  【企業情報】

第１【本国における法制等の概要】

１【会社制度等の概要】

(1)【提出会社の属する国・州等における会社制度】

会社を律する法的枠組みは改正されたフランス商法が定めている（「会社法」）。

有限責任会社には株式会社(Société Anonyme - SA)と有限会社(Société à Responsabilité

Limitée - SARL)の形態がある。小規模事業は一般に有限会社の形態を採用している。

以下は、当社のような株式会社に適用がある会社法の主要な規定の要旨である。

株式会社設立には発起人が定款(statuts)を作成する必要がある。定款は株式会社の登記地

の商事裁判所書記官室に提出しなければならない。株式会社は商事裁判所書記官から登記録証を

得て初めて法人格を取得する。

定款は株式会社が準拠する基本文書である。定款には会社の商号および形態、存続期間、登

録事務所の所在地、その目的および資本の額を記載しなければならない。

また、定款には次の事項を記載することとする。

(a) 会社設立時の発行株式数。定款に額面価額を記載することは特に義務付けられなくなっ

た（当該株式の額面価額総額は、会社の資本金と等しくなければならない）。

(b) 会社の株式の形式（記名式または無記名式）；

(c) 株式の譲渡制限；

(d) 会社の設立時に現物出資する者の氏名、出資額およびかかる出資の対価としてその者に

発行される株式数。

株主

株式会社には、少なくとも２名、その株式が規制市場に上場されている場合は７名の株主が

必要である。フランスまたは外国の個人または法人が株主となることができる。

株式資本

株式会社の最低株式資本は37,000ユーロ（上場会社の場合は225,000ユーロ）で、１株当り

の額面金額について法律上の制約はない。1998年7月以降、株式の額面金額を定款に記載する義

務はなくなった。株式会社の株式資本は、普通株式または特別な権利を付された「優先株式」で

構成される。

商事会社が発行する有価証券に関する法規定を改正する2004年6月24日フランス行政立法

（オルドナンス）第2004-604号の規定により、投資証券（以下「CI」という）または議決権証券

を発行することはできなくなった。

1983年1月3日法によって導入された制度に基づく既存CIに付された権利は修正されない。そ

の内容は以下のとおりである。

CIは、株式に付与された経済的権利（すなわち、配当、準備金および清算後の剰余金に対す

る権利）すべてを有し、株式保有者と同じ情報を得る権利、および議決権証券によって示される

CIの議決権を、CI所有者に対し付与する。
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従来の意味における無記名式株式の制度、すなわち会社がその無記名式株券を発行する場合

には、同株券の所有者はかかる株券を引渡すことにより第三者に当該株式を譲渡することがで

き、またかかる株券を発行会社に呈示することにより株券に表章された権利を会社に対して行使

することができるという制度は、フランスではもはや存在しない。記名式であれ無記名式であれ

株式の所有はもはや株券によってではなく、会社の株主名簿への登録（記名式株式の場合）およ

びまた金融機関の実質株主の個々の口座への記帳（無記名株式の場合）によって表章される。所

有またはその譲渡の事実は、株式会社（記名式株式の場合）または金融機関（無記名式株式の場

合）が発行する証明書により証明される。ただし、フランス国外のみで流通する予定である株式

については、ユーロクリア・フランスが発行する株券により証明することができる。

株式を譲渡するためには、株主は会社または場合により金融機関に譲渡指図を出さなければ

ならない。株式譲渡証書に署名する必要はないが、非上場会社については、税務当局に届出なけ

ればならない。非上場株式の譲渡については、1999年1月1日以降登録税が課せられている。上場

会社については、譲渡証書が作成されない場合、登録税は課されない。既存株主間の株式の譲渡

に制限を加えることはできない。承認（通常は取締役会の承認）を要する旨の定款上の規定がな

ければ、株式は自由に第三者に譲渡することができる。記名式には議決権証書（発行済CIがある

場合）が不可欠である。

株式会社は、次の場合に自己株式を取得することが認められている。(a)消却、(b)従業員割

当（株式購入オプション、従業員との利益共有、株式無償交付）、(c)自社の資本の経済的およ

び財務的管理、(d)会社合併に伴う株式移転。

欧州規則により会社は(a)株式の消却をするため、および(b)会社の資本に対する権利、また

はストックオプション制度等の従業員への株式割当の権利を付与する義務を履行するため、正当

に株式の買い戻しができる。

また欧州規則および証券取引所規則に従い、会社は(c)株式の流動性を確保し市場を活性化

させるため投資サービスプロバイダーと換金契約を締結すること、および(d)保有しておいて、

その後の（特に買収合併による拡大のときの）交換または支払に利用するため株式を購入するこ

ともできる。

会社が取得できる株式の数は、その会社の資本金を構成する株式の総数の10%を超えてはな

らない。会社が取得した自己株式については議決権も配当受領権もない。会社法では株式の持ち

合いを禁止している。ある会社が他の会社の10%以上を直接保有している場合、当該他の会社は

前者の株式資本を一切保有することができない。さらに、会社がその子会社またはその支配する

会社を通じて間接的に自己株式を支配している場合は、それらの株式について当該会社の株主総

会における議決権行使は認められていない。

株主の責任はその出資額を限度とする。

資本出資形態

株式は金銭または現物による出資に対して割り当てることができる。発起人株（設立前に発

起人が行ったサービスに対して割り当てられる株式）は違法である。株式払込金は受領後8日以

内に払込人名簿とともに銀行、公証人、政府機関(Caisse de Dépôts et Consignations)に預託

しなければならない。預託金は株式会社が商業登記番号を取得するまでは引き出すことができな

い。
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株式会社の当初資本となる株式、またはその後の増資の株式に対し金銭で払い込む場合、最

低払込金は額面金額に対し設立時の資本については50%、その後の増資については25%で、発行株

式のプレミアム分については全額となる。ただし残額は取締役会の求めに応じ最長5年以内に払

い込まれなければならない。

現物出資（有形または無形資産）に対して株式が発行された場合、商業裁判所が選任した独

立評価者(commissaire aux apports)が現物出資の金額について意見を提示しなければならな

い。鑑定意見は定款に添付しなければならない。株式がプレミアム付きで発行されるときは、か

かるプレミアムは発行時に全額払込まれることを要する。

社債の発行は、資本金が払込まれ、かつ株主により最低2会計年度についての会社の会計が

承認された後でなければ許されない。ただし、一定の限られた場合について法律はかかる原則の

例外を設けている。

増資および減資

会社の資本金は、金銭もしくは現物出資または留保利益の資本組入れにより臨時株主総会の

決議をもって増加することができる。また上場会社に限り、臨時総会で承認し金額および回数に

一定の制限を設けたうえで、取締役会（最高経営責任者に委任可能）に増資を授権できる。増資

は新株発行または既存株式の額面の増額で行われる。株主にはその出資を増額する義務はない。

発行株式について額面の25%およびプレミアム全額を当初払い込み、75%についてはその後の支払

を認める上記手続は、増資についても適用される。

減資をするには臨時株主総会を開催し株式消却または額面の減額を決議する必要がある。

増減資は商事裁判所書記官に通知し官報で公告しなければならない。

社債の発行

法律により取締役会には債券その他の債務証券の発行を決定することが認められているが、

会社定款でその決定を株主総会に限るか、株主総会の事前承認を条件とすると定めることもでき

る。法律により株主総会も債券発行を決議できる。取締役会はその権能を取締役会のメンバーま

たは執行役に委任することができる。

複合証券の発行

臨時株主総会での承認を得て取締役会は転換、交換、償還、新株引受権（ワラント）の提

示、その他の方法で、いつでもまたは定められた日に、会社資本の一定割合を表章する株式を発

行して割り当てる有価証券を発行するのに必要な権能を得ることができる（最高経営責任に委任

可能）。2014年8月以降、既存の株主のみを対象にする（株式が希薄化しない）複合証券の発行

にはそのような承認は不要となった。

経営

会社法は会社の株主に2種類の経営制度について選択権を認めている。取締役会の「一元主

義」形式、または業務執行体および監事会の「二元主義」形式である。

(a) 取締役会および会長

取締役会(conseil d'administration)は3名以上18名以内の取締役から成る。また吸収

ないし新設合併の場合は取締役の数は合併から３年以内は最高24名に増加することができ
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る。取締役はフランス人もしくは外国人または法人でもよいが、法人の場合はその常任代表

者として個人を指定しなければならない。2011年1月27日の法律2011-103に基づき、規制対

象市場に株式を上場している企業および特定の要件を満たしている企業は、取締役会メン

バーのいずれの性別も40%を下回ってはならない（2017年までに実施され、移行期間が適用

される）。

取締役は、最長任期を6年とし株主により任命される。最初の取締役会は最長３年間定

款に記載される。取締役は株主により事前の通知、理由または補償なしに解任されうる。

取締役会は、効力を有する法律により認められた完全な権限を付与されている。

取締役会は、当社の事業戦略を決定し、これを確実に実施する。

明示的に株主に留保された権限に従い、かつ会社の目的の範囲内で、取締役会は、会

社の経営に影響を及ぼす事項を扱い、協議の上会社の事項を統治する。

取締役会の決議は、出席取締役または委任状により代理された取締役の多数決により

決せられる。可否同数の場合は、定款に別段の定めがない限り会長兼最高経営責任者が決定

権を有する。定足数は取締役の総数の半数である。

各取締役は、その職務を遂行するために必要な一切の情報を受取るものとし、また有

益と考える文書を入手することができる。

取締役会は、本人または代理人が出席した取締役の単純過半数をもって、取締役とし

ての任期を超えない任期で、取締役会メンバーの中から会長(Président du conseil

d'administration)を互選する。

取締役会会長は、法律により割当てられた職務を遂行するが、とりわけ、当社の統治

機関が適切に機能するようにする。会長は、取締役会の議長を務め、取締役会の役割をとり

まとめ、取締役が確実にその任務を遂行できるようにする。

取締役会は、希望に応じ、１名または複数名の副会長(Vice-Président)を任命し、取

締役としての任期を超えない任期を定める。副会長または最も上席の副会長は、会長に支障

があるときその職務を遂行する。

取締役会は、当社の経営に対して取締役会会長と最高経営責任者(Directeur Général)

の職務に分離がないかを決定する。つまり、経営は取締役会会長(Président-Directeur

Général)によって遂行されるか、当社の経営は最高経営責任者によって遂行される。

取締役会が会社の経営を会長に付託しないときは、取締役の中から、または取締役会

外から最高経営責任者を任命し、その任期を定める。かかる任期は、いかなる場合も同人の

取締役としての任期を超えないものとする。

最高経営責任者は、会社の目的の範囲内で、かつ法律により明示的に株主総会に付与

された権限および明示的に取締役会に付与された権限に従って、あらゆる状況下で会社に

代って行為する完全な権限を法律により付与される。

最高経営責任者は、第三者との関係において当社を代表し、裁判所において当社を代

表する。

取締役会会長が会社の経営を引受ける場合は、最高経営責任者に関する法律の規定が

適用される。

最高経営責任者の提案に基づき、取締役会は１名または複数名にこれを補佐する権限

を付与することができ、その役職を上席執行副社長(Directeur general délégué)とする。

上席執行副社長は最大5名まで任命することができる。
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(b) 業務執行体および監事会

本制度の下で、会社は業務執行体(directoire)と監事会(conseil de surveillance)に

より経営される。

監事会は３名以上18名以内（吸収や合併の場合は合併から３年以内は24名以内）の監

事で構成される。フランス人もしくは外国人または法人が監事を務めることができ、最長６

年を任期（非上場会社の場合、定款において選任された場合は３年）として株主により任命

される。監事は通常株主総会で理由を示されることなく解任されうる。法人が監事会の構成

員である場合は、その法人は個人をその常任代表者として定めなければならない。監事会の

各構成員は株主であることを要する。監事会に関係する規定の大部分は、取締役会に適用さ

れるものと同様であるが、監事会は業務執行体を単に管理するのに対して取締役会は経営機

能を有する点が異なる。

業務執行体は1名以上5名以内（上場会社の場合は7名以内）の構成員からなり、その構

成員の業務執行役員は個人であることを要し、監事会により選任される。業務執行役員は株

主である必要はない。資本金が50,000ユーロ未満の株式会社は１名の業務執行役員を有する

だけでよい。この場合、この業務執行役員は単独業務執行取締役(directeur général

unique)と呼ばれる。定款で定められている場合、業務執行体構成員の任期は最短2年最長６

年である。定款で定められていない場合は４年である。業務執行体の権限は広汎で、会社の

目的および株主総会および監事会に法律上留保された決定による制約を受けるのみである。

業務執行体の権限に加えられた制限は会社内部では拘束力を有するが、第三者に対してその

制限をもって対抗することはできない。業務執行体によりなされる経営上の決定に関する規

則は定款で規定される。業務執行体は合議制の経営機関である。一般に、業務執行体の構成

員１名は監事会により会社を代表すべきことを定められる。このように選定された者は最高

経営責任者の肩書を有する。最高経営責任者は１名ないし２名の業務執行取締役により補佐

される。

業務執行体は、四半期毎の営業報告書を監事会に提出する。業務執行体の構成員は監

事会の構成員を兼ねることができない。業務執行体の構成員を解任するには、監事会の提案

により通常株主総会でこれが承認されなければならない。業務執行体の構成員が理由なく解

任された場合には、損害賠償の請求を行う権利が認められている。

株主の権利

(a) 株主総会

株主（未償還の議決権証書があるときはその所有者を含む）は総会を通じて会社に対

する支配権を行使する。株主は選択した人物に委任状を与えることができる。通常総会と臨

時総会の2種類の総会がある。

財務書類を承認するために、会計年度末から6カ月以内に少なくとも毎年1回の通常総

会を開催しなければならない。ただし、ナント商事裁判所の裁判長がこの6カ月の期間を延

長する命令を発している場合は、この限りでない。法律または定款で株主の承認が義務付け

られる会社の経営に関するあらゆる事項（定款変更を除く）について、必要に応じて他の通

常総会を召集することができる。通常総会の第１回招集の場合の定足数は資本金の20%を有

する株主が本人または代理人が出席することにより満たされる。第2回招集については定足

数の要件はない。承認のためには議決権の単純過半数（50%超）を要する。
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臨時株主総会のみが定款を変更する権限を有する。増資に関しては、既存株主の追加

出資を求めるためには全株主の承認を要する。留保利益、準備金または株式発行プレミアム

の資本組入れは、通常総会に適用される定足数および多数決要件に従い臨時総会で承認する

ことができる。臨時総会の他の決議については、定足数は第1回招集で資本金の25%、また第

2回招集で20%を有する株主が自ら出席または代理出席することにより満たされる。

再招集された臨時総会において20%の定足数が満たされない場合には、当該総会2カ月

を超えない範囲で延会とすることができる。この第2回会議にも、5分の1の定足数が必要と

なる。

承認のためには議決権の3分の2の多数を要する。

定款により数種の株式が定められている場合は、全株主に正式に通知された臨時総会

の承認がなければ、どの種類の株式の権利内容にも変更を加えることができない。さらに、

当該種類の株式の株主の特別集会により当該決議が承認されなければならない。

(b) 議決権

議決権行使に関する契約は法的に強制できない。一般に1株当りの議決権の数は、所有

する株式資本の割合に比例しなければならない。1株は少なくとも１個の議決権を有する。

これらの原則には例外がある。定款には、(a)同一の種類の全株式にかかる株主一人当りの

議決権数の制限および(b)無議決権の「優先株式」の発行を規定することができる。さらに

(c)2014年3月29日の「Loi Florange」の制定以降、この法律では同一の株主によって最低2

年間保有されている全額払込済の記名式株式については、二重議決権が認められている。現

在では定款でこのような二重議決権の取得には2年間よりも長く保有する必要があると定め

ることもできる。

フランス法では、単独もしくは他者と共同で行為する個人または法人が、上場企業の

社外発行済株式資本（報告主である法人や個人が有効に所有する株式、契約や金融商品の条

項に則り即座にあるいは将来的に自らの意思のみに基づき取得する権利を有する株式）また

は議決権（米国預託株式(ADS)を通じたものを含む）の5%、10%、15%、20%、25%、30%、

33
1/3

%、50%、66
2/3

%、90%もしくは95%超を有する所有者となった場合、またはかかる所有数

がその後いずれかの水準を下回った場合には、当該水準を挟んで4営業日後の市場または取

引システムが終了する前に、発行会社および金融市場庁にその所有する株式数およびADSの

数を通知しなければならない。2010年10月22日の法律によって導入された30%基準値は、以

下に記載される公開買付を開始するため、資金または当社の議決権の30%の所有に対する義

務を定めている。フランス商法の第L.233-9 1 4 に従い、報告を行う法人が、契約あるいは

金融商品の条項に則り即時または将来的に自らの意思に基づいて自発的に取得する権利があ

る発行済み株式についても、通知の対象となる基準値の計算に入れければならない。

かかる通知を怠った場合、当該水準を超える株式についてはその後2年間議決権を行使

することができない。

(c) 配当

配当および利益処分は株主により承認されなければならない。定款に記載されていな

い限り、配当金の支払について制限はないことになるが、配当は処分可能利益を上回っては

ならない。さらに、各年、純利益の最低5%は利益準備金が発行済株式資本の10%に達するま

で同準備金に組入れることを要する。定款により第１順位配当を定めることができる。法定
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監査人が意見を述べた最終または中間貸借対照表によって利益が減価償却、準備金および場

合により繰越損失による調整後の中間配当の額以上である場合には、株式会社は中間配当を

支払うこともできる。取締役会（または業務執行体）は、中間配当の分配、その金額および

支払日について決定する。

(d) 清算

会社の清算の場合は、全負債および清算費用支払後の残存資金は株主（議決権証書所

有者を除く）およびCI所有者の間でそれぞれの持分に応じて分配される。

(2)【提出会社の定款等に規定する制度】

一般的事項

2015年12月31日現在、当社の定款（以下「定款」という）では、株式資本は151,816,867.95

ユーロで固定され、全額払込済の１株あたり額面金額0.05ユーロの普通株式3,036,337,359株

（以下「株式」という）によって表章されると定められている。

定款の規定に則り、その時点で発行済である株式総数の2%以上にあたる数の株式を直接また

は間接に所有するに至った株主は、以後、当該株式所有比率が50%に達するまで1%増加するごと

に5取引日の期間内にその所有株式数を当社に通知しなければならない。この定款の規定による

通知義務を履行しない場合、株主は、資本金の少なくとも3%に相当する部分を所有している1人

または複数の株主の請求により、法律で定める条件および制限に従い、所定限度を超える株式に

付随する議決権を剥奪される。同様に、上記の限度のいずれかを下回ることになった場合も、上

記と同様の手順で当社に通知しなければならない。

当社は、現行法令の定める条件により、株主、その身元および所有株式数に関する情報を承

認仲介者または機関に通知することを求めることができる。

株式は、株主の選択により記名式または無記名式とするが、部分的に払込がなされた株式は

これが全額払込済となるまでは記名式としなければならない。当社の発行済株式総数の3%以上に

当る数の本株式を直接または間接に有するに至った株主は5取引日以内にその株式を登録しなけ

ればならない。

当社株式は、当社の帳簿上または承認仲介機関（以下に定義する。）において、その所有者

の名義による口座登録によって表章されなければならない。

株主の権利

(a) 議決権

株主は、株主総会の2営業日前の午前0時（フランス時間）までに、身分証明書と株式

所有の登録証明を提示すれば、会社が所有する株主の登録または承認仲介者が所有する無記

名式の株市のいずれかに参加し、株主総会において投票することができるものとする。

以下の規定に従い、総会の各構成員は、その所有するか、または代理出席する株数と

同数の議決権を有するものとする。

ただし、少なくとも3年間同一株主の名義で登録されているすべての全額払込済記名式

株式には2倍の議決権があるものとする。
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2倍議決権は、無記名式に転換されたかまたは他の所有者に譲渡された株式について

は、法律上消滅する。ただし、記名式株式の名義が、遺言によらない相続もしくは遺言によ

る相続、配偶者間における資産の分配または配偶者もしくは相続人に対する生前贈与により

変更された場合、上記期間は中断されずまた取得した権利は持続するものとする。

当社株主の議決権を制限する規定は一切ない。

(b) 配当請求権

会計年度の引当控除後の収入と費用の差額が、その会計年度の利益または損失とな

る。法定準備金が資本金の少なくとも10%に達するまで、前年度の損失（ある場合）を差し

引いた利益から合計５％を控除し、法定準備金とする。法定準備金が理由の如何を問わず株

式資本の10分の1を下回ることになったときは、法定準備金への繰入が再開される。

分配可能利益とは、会計年度の利益から前年度の損失および上記にいう控除額を差引

き、これに繰越利益を加えたものとする。株主総会は、取締役会の提案に基づき、利益の一

部または全部の繰越、種類を問わず準備金への繰入、または配当としての株主への分配を決

定することができる。

さらに、株主総会は、任意準備金から控除した金額を当初もしくは追加配当または特

別配当として分配することを決定することができる。この場合の決定においては、かかる控

除金額の原資となる科目を明示するものとする。ただし、配当は、会計年度の分配可能利益

からまず控除されるものとする。

通常株主総会は、各株主に対し、分配された配当の全部もしくは一部または中間配当

につき、かかる配当または中間配当の支払を現金または株式のいずれかにより受領する選択

権を付与することができる。

株主総会または取締役会は、中間配当が行われる場合は、かかる配当の支払開始日を

設定するものとする。

当社株式の保有および譲渡

当社株式の所有者は、その有する当社株式を「記名式」の形で保有し、当社の管理する口座

に当該所有者の名義で登録するか、または「無記名式」の形で保有し、「承認仲介機関」

（intermediaire financier habilite、すなわちフランスのブローカー、銀行、その他の公認さ

れた金融機関）の管理する口座に当該所有者の名義で登録するかを選択することができる。当該

所有者は、その費用負担で、１つの保有形態から別の保有形態に変更することができる。ユーロ

クリア・フランスは、フランスの上場会社の株式その他の有価証券口座を管理する機関であると

同時に、承認仲介機関間でのフランスの上場会社の有価証券取引が記録される中央預託制度であ

る。

口座登録された当社株式は、口座間の振替により移転する。口座登録、移転および売買は現

行法令の定める条件により実施されるものとする。

現行法により、これらの手続を免除されていない者については、当社は移動もしくは移転の

申告または指示の署名には現行法令により定められた条件による認証を求めることができる。

当社株式の所有者でフランスの非居住者である者は、NYSEユーロネクスト・パリでこれらを

譲渡することができる。当該所有者、ブローカーまたは譲渡の仲介役を果たすその他の代理人が

当該譲渡に関して援助が必要な場合は、承認仲介機関に連絡すべきである。
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NYSEユーロネクスト・パリでは、当社株式の譲渡はすべて無記名式で行われなければならな

い。当社株式の売買取引は、所有者が当該承認仲介機関に対し自ら（または、場合によってはそ

の代理人を通じて）指図を出すことから開始される。譲渡証書は作成されず、権原証書の交付も

不要である。取引の決済は、当該取引が行われた条件により、約定（資金引落し）日または月末

に近い基準日のいずれかに行われる。2008年１月１日より、証券取引所税（Impot sur les

Operations de Bourse：証券取引所における取引に対する課税）は廃止された。

取引に関与したブローカーに対して売買価格に基づいて計算された交渉による手数料が支払

われる。この手数料の中には、承認仲介機関または（フランスの内外を問わず）取引に関与した

その他の代理人に対する手数料は含まれていない。譲渡契約が締結されない限り、フランスでは

通常、登録税は支払われない。上記に関わらず、2012年以降、フランスの証券発行企業が発行し

た時価総額が10億ユーロを超える株式の取引には、取引金額の0.2%に相当する税金が課せられる

ようになっている。

当社の経営

(a) 取締役会

定款に基づき、当社は、総会が選任し解任し得る６名以上18名以下の構成員で構成さ

れる取締役会によって経営される。

取締役は、以下の条件に従って再選が可能である。

別の取締役に代って任命される取締役は、前任者の任期の残余期間のみ在任する。

定款の第14条は、(g)に記載されているとおり、検査役(censeurs)は顧問としての立場

で出席するものとする。

2016年6月21日以降、取締役は定款により当社の株式を少なくとも500株所有すること

を義務づけられない。

また、取締役会は秘書役の職務を遂行する者を選任する。取締役会は秘書役を補佐す

るため、同じ条件により、副秘書役1名を選任することができる。

取締役会は、当社の利益のために必要な都度、本社または会長が最高経営責任者と協

議のうえで定めるその他の場所において開催する。

取締役会は、会長により、法律に従っていかなる方法によっても、口頭によっても招

集することができる。

法律により禁止される場合を除き、ビデオ会議（その種類および利用は現行法の定義

するところによる。）の方法により取締役会に出席する取締役は、定足数および過半数の算

定に当り当該会議に出席しているものとみなされる。

上記の決議について定める場合を除き、決議は、法律が定める定足数および多数決の

条件に基づいて採択される。ルーセント・テクノロジーズとの合併成立後は、取締役会の投

票の結果可否同数となった会議において、会長に決定投票権はない。

(b) 取締役会の権限および責任

取締役会は、効力を有する法律により認められた完全な権限を付与されている。

取締役会は、当社の事業戦略を決定し、これを確実に実施する。

明示的に株主に留保された権限に従い、かつ会社の目的の範囲内で、取締役会は、会

社の経営に影響を及ぼす事項を扱い、協議の上会社の事項を統治する。
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取締役会は、当社の経営にあたる者を、取締役会会長とするか最高経営責任者とする

かを決定する。

取締役会は、在任取締役の少なくとも3分の2が出席した場合に限り、この選択につい

て協議することができる。必要な定足数の出席がないためにこの協議をすることができない

場合は、取締役会は、10日以内に再度この協議のために会議をしなければならない。

定款の第16条に基づき、当社の経営方法に関する取締役会の決定は、本人または代理

人が出席した取締役の3分の2の多数決により決せられ、取締役会が新しい決定をするまで有

効であるものとする。

(c) 会長および副会長

取締役会は、取締役の賛成票（本人または代理人が出席した取締役の単純過半数によ

る）をもって、その取締役としての任期を超えない任期で会長(Président du conseil

d'administration) 1名を取締役会構成員の中から互選する。

取締役会は、上記と同じ定足数および過半数の条件に基づき、随時会長を解任するこ

とができる。

取締役会会長は、法律により割当てられた職務を遂行するが、とりわけ、当社の統治

機関が適切に機能することを確保する。会長は、取締役会の議長を務め、取締役会の役割を

とりまとめ、取締役が確実にその任務を遂行できるようにする。

取締役会は、希望に応じ、１名または複数名の副会長(Vice-Président)を任命し、取

締役としての任期を超えない任期を定める。副会長または最も上席の副会長は、会長に支障

があるときその職務を遂行する。

(d) 最高経営責任者

取締役会が会社の経営全般を会長に委託しない場合、取締役会は、取締役の賛成票

（本人または代理人が出席した取締役の単純過半数による）をもって、取締役会の構成員の

中または取締役以外から、その取締役としての任期を超えず（該当する場合）、その任命時

に取締役会が定める任期で最高経営責任者(Directeur général)を指名する。

取締役会は、上記と同じ定足数および過半数の条件に基づき、随時最高経営責任者を

解任することができる。

最高経営責任者は、当社の目的の範囲内で、かつ法律により明示的に株主総会に付与

された権限および明示的に取締役会に付与された権限に従って、あらゆる状況下で当社に

代って行為する完全な権限を付与される。

最高経営責任者はまた、取締役会の運営規則に定める制限のもとで一般的な権限を付

与され、また社債の発行、ストック・オプションおよび自社株の売買ならびに当社が付与す

ることのある保証および法務保障に関する特別な権限を付与された。

最高経営責任者は、第三者との関係において当社を代表し、また裁判所において当社

を代表する。

取締役会会長が当社の経営を引受ける場合は、最高経営責任者に関する法律の規定が

適用される。

(e) 上席執行副社長
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最高経営責任者の提案に基づき、取締役会は１名または複数名にこれを補佐する権限

を付与することができ、その役職を上席執行副社長(Directeur general délégué)とする。

上席執行副社長は最大５名まで任命することができる。

上席執行副社長に付与される権限の範囲および期間は、最高経営責任者の同意を得

て、取締役会がこれを決定する。

上席執行副社長は、第三者との関係において最高経営責任者と同一の権限を有する。

最高経営責任者が欠員の場合、取締役会が別段の決定をしない限り、新しい最高経営

責任者の任命があるまで、上席執行副社長の職務および権限は持続する。

取締役会は、会長または最高経営責任者の提案に基づき、また会長または最高経営責

任者自身は自身で、および上席執行副社長もしくは副社長は、法律に定める制限の範囲内

で、当社の経営機能もしくは事業遂行のために、あるいは一つまたは複数の特定の目的のた

めに、適切と考える権限を、個人でまたは委員会として行為する代理人（取締役会の構成員

であると否とにかかわらず、また社外の者であるとを問わない）に付与することができる。

この権限は、恒久的な場合と一時的な場合とがあり、副代理権を含む場合と含まない場合が

ある。

(f) 会社役員および取締役の報酬

株主総会は、取締役報酬を定めることができ、これは新しい決議により改正されるま

で据え置かれる。

取締役会は、かかる金額を、その適切と考えるところによりかつ法律の定めるところ

に従い、関係当事者に分配する。

(g) 議決権を有さない検査役

会長の提案を受け、取締役会は、株主総会に対し、以下の条件を満たす2名の検査役

(censeurs)の任命を提案しなければならない。

アルカテル・ルーセント定款の第14条に従い、取締役会立会人は取締役会に招集さ

れ、協議ベースで参加する。2013年7月29日、取締役会はコーポレート・ガバナンスおよび

指名委員会の推奨を受け、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会と報酬委員会を含め

た全ての委員会（2016年1月8日以降は社外取締役委員会を含む。）の会合について取締役会

参加権を延長することを決定した。これは、取締役会参加権がすでに監査および財務委員会

および技術委員会の会合に参加していたからである。この決定は、取締役でもある従業員が

報酬委員会の会合に参加することを推奨するAFEP-MEDEF法の新たな規定に準拠している。

2010年6月1日に開催された株主総会で、検査役(censeurs)の任期をずらすため当社定

款が変更された。

2016年6月21日に開催された株主総会において、当社の定款が改正され、検査役として

任命されるために、当該者はその任命時に当社またはグループ会社の給与制従業員であるこ

とが唯一の条件となった。グループ会社は、アルカテル・ルーセントが議決権の半数以上を

直接的もしくは間接的に保有している会社、および／またはかかるグループ会社が議決権の

半数以上を直接的もしくは間接的に保有している会社をいう。

総会
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通常総会および臨時総会は法律の定める定足数および多数決条件に従って審議し、現行法に

より各総会に属するものとされる権限を行使するものとする。

取締役会が定める規則および手続に定める条件に従い、株主は、ビデオ会議または株主の身

元を確認できる電気通信手段によって、すべての通常および臨時株主総会に出席し、議決権を行

使することができる。

総会は、法律の定める規則および手続に従って招集されるものとする。

総会は、本社または招集通知に記載されたその他の場所において開催する。

総会の議題は、取締役会がこれを招集する場合は取締役会が、またその他の場合は、総会を

招集する者が、決定するものとする。

株主は、他の株主またはその配偶者を、あるいは会社が上場企業である場合は他の第三者を

代理人とすることができる。

すべての株主は、総会において法律の定める条件に従い郵便により議決権を行使することが

できる。

監査人

通常総会は、法律に定める職務の遂行に責任を負う法定監査人を少なくとも2名選任するも

のとする。監査人は6事業年度を任期とする。法定監査人は再任されうる。

会計

毎会計年度末において、取締役会は、商法第1巻第2編第3章第2条に従い、同日現在の各種資

産および負債の目録ならびに年次決算書を作成するものとする。取締役会はまた、法律の定める

条件に従い、その年度における当社の営業およびその子会社の活動についての報告書、ならびに

必要に応じて連結決算書を作成するものとする。

資産負債目録、貸借対照表、損益計算書、年次決算の資料を完成しかつこれを説明する特別

付属明細書、営業報告書および連結決算書は、法律の定める期間内に本社において監査人に提供

されるものとする。

２【外国為替管理制度】

本株式およびCIないし本株式に対するその他の権利の取得および処分（以下に述べる支配的

持分の本株式の取得は除く）ならびに当社による配当の支払は、本書の日付日現在施行されてい

る規則上、フランス国の外国為替管理制度上の制約を何ら受けることなく行うことができる。た

だし、非居住者株主および非居住者CI所有者に対するすべての配当の送金は公認銀行または同金

融機関を通じて行わなければならない。

法律の規定に従って、当社に対する支配的持分（2003年3月7日デクレ第2003-196号に基づ

き、資本金または議決権の33.33%超）を取得する者または共同して行為する者の集団は、フラン

スの外国為替管理上、事前の宣言または承認を義務づけられる。

３【課税上の取扱い】
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当社株式を取得、保有および処分した場合に発生するフランスと日本の主な税効果は、以下のと

おりである。ただし、各人の個別状況に応じて該当する可能性があるフランスおよび日本の税法

のすべての側面に対応しているわけではない。以下の記載は、本年次報告書作成日時点で適用さ

れる税法、規制および判決に基づくものである。また、1995年3月3日時点の収益と資本に対する

税金に関する二重課税、税金詐欺および脱税を防止するための日本とフランスの協定、ならびに

一般に2008年1月1日から適用される2007年協定（以下、「所得税条約」という）に基づくもので

ある。これらはすべて、遡及効力を伴い変更されたり、異なる解釈がなされたりする場合があ

る。

(I) 配当に対する課税

フランス法の下では、分配利益は、配当金受領者が個人株主であるか、親会社以外の会社

であるかまたは親子関係会社であるかによって、3つの方法のいずれか一つの方法により課税さ

れる。

フランスの居住者である個人は、法人税または同様の税の課税対象であり、かつEU加盟国

もしくはフランスと租税条約（詐欺や脱税に対抗するための行政補助条項が規定されている）を

締結している国に所在する外国の会社とフランスの会社の両方から支払われた配当金やその他の

分配金の60%のみが累進税率で課税される。

外国源泉の配当金の残額は、税法上のフランス居住者が受領した純額について課税され

る。

フランス源泉の配当金については、社会税が源泉徴収され、所得税の目的上一部が控除可

能である。

親会社以外の会社は、利益分配会社の株式の５％未満を保有する配当金受領会社として定

義される。これらの会社は、参加権を有する他の会社から受領した分配金のすべてについて課税

される。

親子関係会社は、利益分配会社の株式の５％以上を保有する配当金受領会社として定義さ

れる。フランスの親子関係会社は、そのフランスおよび外国の子会社から分配を受けた所得につ

いては引続き課税を免除される。免税額は、受領した配当金から投資収益に割当てられる費用に

相当する分（配当金の5%を上限とする。）を差引いた額である。2016会計年度については、この

上限は、95％保有するEU、アイスランド、ノルウェーおよびリヒテンシュタインの関連会社から

の配当金については配当金の１％とされている。

フランスの会社からフランス税法上の非居住者に対する分配所得は、30%または21%の源泉

徴収税の対象となる。EU、アイスランドおよびノルウェーの税法上の居住者には、2012年1月1日

から21%の源泉徴収税率が適用される。

非協力国・地域(NCST)の居住者に支払われる配当金には、75%の源泉徴収税率が適用され

る。

日本とフランスとの間の所得税条約に基づき、普通株式の所有が、フランスにおける恒久

的施設または固定的施設と実質的に関連を有さない限り、上記の源泉徴収税(30%)は10%に軽減さ

れる。

日本に居住する受益者が在フランス分配会社の株式資本の10%以上を直接または間接的に保

有している場合、上記の源泉徴収税は支払配当金総額の5%に軽減される。
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効力を有する日本の税法上居住者である受益者が、フランス税法上居住者である分配会社

の株式資本の15%を6ヶ月間以上保有した場合、源泉徴収税はさらに0%（源泉徴収税免除）に減税

される。

一定の条件および制限に則り、かかるフランスの源泉徴収税は、実質株主の日本所得税債

務に対する税額控除となる外国所得税として扱われる（税額控除の総額は、所得に関連する日本

の税額を超えてはならない）。

当社は、10%、5％あるいは0%の中の適切な減税率をもって配当金から源泉徴収を行う。た

だし、(i)租税条約に則り日本国居住者であることを立証するフランス財務書式5000-EN（居住証

明書）に記入し、(ii)管轄の日本税務当局による証明を受け、(iii)配当金支払日までに当該証

明書を当社に送付することを条件とする。

「簡易」手順に基づき配当金支払日までに居住証明書を入手し当社に送付しなかった場

合、当社は30%の税率でフランスの源泉徴収税を差し引く。この場合、「通常」手順に則りフラ

ンス税務当局からの還付を申請することができる。ただし、(i)居住証明書（書式5000-EN）およ

びフランス財務書式5001-EN（配当金に対する源泉徴収税計算）に適宜記入し、(ii)管轄の日本

税務当局から当該書式の承認を受け、(iii)配当金が支払われる年から2暦年後の12月31日までに

当社がフランス税務当局に申告できるよう十分余裕をもった期日までに、両書式を当社に送付す

ることを条件とする。

居住証明書、書式5001-EN、およびそれぞれの記入説明書は、フランス非居住者税務セン

ター(French Centre des impôts des non-résidents)（所在地：10, rue du Centre, TSA,

93465 Noisy-Le-Grand, France）において、またはフランス税務当局ウェブサイト

(www.impôts.gouv.fr)からダウンロードして入手することができる。

通常、フランスの源泉徴収税還付金は、当該フランス財務書式を提出してから12ヶ月以内

に支払われる。ただし、当該配当金が支払われた暦年末から1月15日までの期間には支払は行わ

れない。

(II) 譲渡所得税

A/フランス税法上の居住者：

(a) 売主がフランス税法上の居住者であり法人所得税の対象となる法人である場合、そして

(i)　株式を2年未満（先出先入法による評価方法により）所有している場合には、総所

得（損失）は33.33%の法人所得税に服し、または

(ii)　2012年末以降、2年以上所有している株式には、その総所得の12%についてのみ、

33.33%の法人税が課される（この12%は、免税の譲渡所得に関して負担したみなし

費用として扱われる）。ただし株式が会計的には参加株式の要件を満たす（不動

産会社の株式の場合を除く）か、または公開買付において取得した株式である

か、または親子会社関係の要件を満たす株式であることを条件とする。

その他の種類の株式にかかる所得は、すべて標準的な法人所得税率で課税され

る。

法人所得税の対象となる法人に対しては、税額の3.3%が累積的に追加課税され

る。ただし、最初の763,000ユーロを免除し、総額は少なくとも763,000ユーロと

する。
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加えて、年間売上高が250百万ユーロを超える会社には、2013年12月31日から2016

年12月30日の間に終了する事業年度については、10.7%（2014年1月1日以前は5%）

が特別追加課税される。この追加課税は、繰越損金を差し引いた後、税額控除

（研究開発税額控除、外国税額控除など）を差し引く前の法人所得税に基づいて

算出される。その結果、かかる会社に適用される限界税率は38%となる。

(b) 売主がフランス税法上の居住者（個人）であり累進的税率の所得税が課せられる場合。

株式、社債および類似する有価証券の売却によって得る資本利益にも合計15.5%の一般

社会税が課せられる。

所得税の目的のために、株式の売却による資産売却益には一般的な減税制度が適用さ

れる。但し、利益の全額が一般社会税の対象となる。

一般的な制度の下では、資産売却益の課税率は以下のとおりとなる。

納税者の有価証券の所有期間が2年未満の場合は0%、納税者の有価証券の所有期間が

2～8年の場合は50%、納税者の有価証券の所有期間が8年を超える場合は65%。

B/日本税法上の居住者

日本とフランスの所得税条約に則り、当該条約の適用上日本の税法上居住者である者は、以

下の場合を除き、株式の譲渡に起因するフランスの譲渡所得税を課されることはない。

(a) 当該本株式が、日本の企業がフランスに有する恒久的施設の事業資産または日本の居住

者がフランスにおいて利用する固定的施設に属する資産の一部である場合、または

(b) 譲渡者が保有しまたは所有する本株式（他の関係のある者が保有しまたは所有する本株

式で譲渡者が保有しまたは所有するものとともに合算されるものを含む。）が、当該

フランスの課税年度中のいずれかの時において、当社の総株式資本の25%以上である場

合、および譲渡者および前記の関係のある者が当該年度中に譲渡した本株式の総数が

当社の総株式資本の5%以上である場合。

(III) 贈与税および相続税

贈与税

贈与は、相続の場合と類似の税規則の対象となる（下記参照）。

相続税

フランス国内に資産を有する者がこれを遺して死亡した場合には、同人の遺産財団の価額に

基づいて相続税(droit de succession)が課される。相続税は、遺言または無遺言相続による資

産承継あるいは死因贈与(causa mortis)など、死亡に起因するすべての資産承継に課せられる。

相続税は、死亡者の受益者のうち相続を承認した者によって支払われる。

国内法のもとでは、フランス人または外国人が死亡時にフランスに居住していた場合、フラ

ンスの内外を問わず同人が所有していたすべての動産および不動産は課税対象となる。一方、か

かる死亡者がフランス国外で居住していた場合は、フランス国内に所在する資産（フランス企業

の株式もこれに該当する）のみが課税対象となる。フランスは、遺産に係る課税についていくつ

かの条約または協定を結んでいるが、日本との間にかかる条約は存在しない。
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遺産の相続人および受益者は、税務当局に対し、死亡日から６カ月以内、またはもし死亡者

がフランス国外で死亡した場合には１年以内に、詳細な相続税申告書を提出しなければならな

い。この申請書は通常、公証人が作成する。

以下の場合には、申告書は不要である。

-　受益者が直系卑属、配偶者またはPACS（民事連帯契約 Pacte Civil de Solidarité）上

のパートナーであって、遺産の総額が50,000ユーロに満たない場合（ただし、登録また

は宣言せずに贈与が行われていない場合）。

-　遺産の総額が3,000ユーロに満たない場合。

-　遺産財団に資産がない場合。

配偶者間またはPACS上のパートナー間での相続は、遺産の額に関わらず相続税は全額免除さ

れる。

各法定相続人が直系卑属の場合、2015年については100,000ユーロの人的控除を受けること

ができる。159,325ユーロの控除は、身体的および精神的な障害をもつ受益者に認められる。こ

の159,325ユーロの控除は、最初の控除と合算することができる。

その他の場合はいずれも、受益者は1,594ユーロの控除を受けることができる。また大家族

の場合、一定の減税が認められることがある。

死亡者の遺産財団の総価額からは、死亡者が死亡日現在負担していた確定債務、死亡直前の

疾病時に要した全費用、および1,500ユーロまでの葬儀費用を控除することができる。

相続税の税率は、受益者と死亡者との関係および分配される取り分の額に基づく。税率は累

進的で、分配される取り分の純価額に対して課される。

(IV) 株式売却に対する譲渡税

金融取引に対する課税は、買主または売主の局在や取引が行われた場所（規制下にある市

場、代替のプラットフォーム、OTC取引）に関係なく、パリ証券取引所に上場されている全ての

株式の振替に適用される。

金融取引に対する税率は、2012年8月1日以降0.2%となっている。法律では、株式の発注執行

にブローカーの連鎖が関与している場合、納税の責任を負う当事者は買主から直接発注を受けた

投資サービスプロバイダーであると規定している。

(V) フランス富裕税

フランス富裕税は、日本とフランスの所得税条約の対象となっていない。フランス富裕税

は、個人にのみ適用される。一般的に、当社の実質的持分とはならない程度の当社株式を、独自

または関係者と共同で直接あるいは間接的に所有する日本税制上の居住者には、フランス富裕税

は適用されない。

(VI) 日本における課税

「第 8-2 (4) 本邦における配当等に関する課税上の取扱い」を参照。

４【法律意見】
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当社の取締役会副秘書役であり、法律の専門家であるナタリー・トロレ・マズリエールに

より、下記趣旨の法律意見書が作成されている。

(a) 当社はフランス法に基づき正当に設立され、有効に存続している法人である、および

(b) 本書に記載されているフランスの法令に関する概要はすべての重要な点につき真実かつ

正確である。
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第２【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結データ

12月31日終了会計年度

（単位：１株当りの金額を除き、百万ユーロ） 2015 2014
(1)

2013
(1)

2012
(1)(2)

2011
(1)(2)

損益計算書データ

収益 14,275 13,178 13,813 13,764 14,637

（百万円） 1,700 1,570 1,645 1,639 1,743

再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、

資産の減損および退職後給付制度の

改訂計上前営業活動からの利益（損失） 1,004 572 192 (480) 241

（百万円） 120 68 23 (57) 29

リストラクチャリング費用 (401) (574) (518) (479) (202)

（百万円） (48) (68) (62) (57) (24)

資産の減損 (193) - (548) (894) -

（百万円） (23) - (65) (106) -

営業活動からの利益（損失） 678 137 (739) (1,636) 108

（百万円） 81 16 (88) (195) 13

継続事業の利益（損失） 251 (23) (1,336) (2,854) 298

（百万円） 30 (3) (159) (340) 35

純利益（損失） 235 (72) (1,361) (2,215) 720

（百万円） 28 (86) (159) (340) 35

親会社の持分保有者に帰属する純利益（損失） 206 (107) (1,371) (2,138) 671

（百万円） 25 (13) (163) (255) 80

親会社の持分保有者に帰属する

親会社の持分保有者に帰属する1株当たりの廃止事

業計上前純利益（損失）

̶ 基本的
(3)

0.08 (0.02) (0.55) (1.16) 0.11

（円） 10 (2) (66) (138) 13

̶ 希薄化後
(4)

0.08 (0.02) (0.55) (1.16) 0.10

（円） 10 (2) (66) (138) 12

普通株式1株当たり配当金
(5)

- - - -
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 12月31日時点

（単位：百万ユーロ） 2015 2014
(1)

2013
(1)(2)

2012
(1)(2)

2011
(1)(2)

貸借対照表

資産合計 23,783 22,005 22,638 22,011 24,995

（百万円） 2,833 2,621 2,696 2,622 2,977

市場性有価証券ならびに現金および現金同等物 6,531 5,550 6,355 4,929 4,472

（百万円） 745 661 757 587 533

社債およびその他の長期債務 4,632 4,875 4,922 3,954 4,290

（百万円） 552 581 586 471 511

長期および短期債務－1年内返済予定 579 402 1,240 851 323

（百万円） 69 48 148 101 38

資本金 152 141 140 4,653 4,651

（百万円） 18 17 17 554 554

積立後、親会社の持分保有者に帰属する持分
(6)

4,276 2,406 3,675 2,595 4,643

（百万円） 509 287 438 309 553

非支配株主持分 904 833 730 745 747

（百万円） 109 99 87 89 89
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12月31日終了会計年度

（単位：百万ユーロ） 2015 2014 2013
(1)

2012
(1)

2011
(8)

キャッシュ・フロー計算書データ

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,177 127 (221) (144) 80

（百万円） 140 15 (26) (17) 10

投資活動によるキャッシュ・フロー (485) 235 (1,128) (1,039) (775)

（百万円） (58) 28 (134) (124) (92)

財務活動によるキャッシュ・フロー (211) (1,383) 2,350 (12) (1,007)

（百万円） (25) (165) 280 (1) (120)

現金および現金同等物の期首残高
(7)

3,878 4,096 3,401 3,533 5,039

（百万円） 462 488 405 421 600

現金および現金同等物の期末残高 4,905 3,878 4,096 3,401 3,542

（百万円） 584 462 488 405 422

(1)　2014年、2013年、2012年および2011年の額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（2015年12月31日末

時点の連結財務諸表注記を参照）。2012年と2011年は監査されていない。

(2)　2013年、2012年、および2011年の額は、廃止事業の影響を反映して再提示されている（2014年12月31日末時点の連結

財務諸表注記9を参照）。

(3)　12月31日現在連結子会社が保有する加重平均株式数を控除後の株式同等物について未調整の加重平均発行済株式数に

基づいている。

－ 普通株式：2,808,608,666（2015年）、2,767,026,349（2014年）、2,431,168,718（2013年）、2,396,818,408

（2012年）、2,393,578,923（2011年）。

(4)　1株当たり希薄化調整後利益は、希薄化効果を持つ株式同等物から連結子会社が所有する株式同等物の加重平均数を控

除後の数に基づいている。純利益は、当社の転換社債に関連した税引後支払利息について調整後済みである。ストッ

ク・オプション制度の希薄化効果は、自己株式法を用いて計算されている。これらを考慮した株式数は、以下の通り

である。

－ 普通株式：2,852,673,640（2015年）、2,767,026,349（2014年）、2,431,168,718（2013年）、2,396,818,408

（2012年）、2,701,421,886（2011年）。

(5)　フランス会社法に基づき、年間配当の支払は、その関係する会計年度末から9カ月以内になされなければならない。当

社の取締役会は、2016年に開催予定の年次株主総会において2015年度については配当金を支払わない旨を提案するこ

とを発表した。

(6)　表示金額は配当金を控除している。2015年12月31日時点、2014年、2013年、2012年、2011年に配当金の提案と支払は

行われていない。

(7)　この金額には、為替管理制限の対象国において保有している現金および現金同等物が2015年12月31日現在で1,505百万

ユーロ（2014年12月31日現在では1,019百万ユーロ、2013年12月31日現在では756百万

ユーロ、2012年12月31日現在では949百万ユーロ、2011年12月31日現在では959百万ユーロ）含まれている。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 21/425



親会社財務書類注記

非連結データ

2015 2014 2013 2012 2011

業績
（単位：千ユーロ）

子会社および関連会社に対
する投資からの収益 11,900 411,956 11,994 69,753 59,043

（百万円） 1,417 49,068 1,429 8,308 7,033

税金、減価償却費、
償却費および引当金計上前
利益（損失） (6,851,613) 383,973 (212,927) 93,403 (2,452,870)

（百万円） (816,096) 45,735 (25,362) 11,125 (302,881)

法人所得税 29,363 46,200 24,950 28,082 41,193

（百万円） 3,497 5,503 2,972 3,345 4,906

従業員利益分配 - - - - -

（百万円） - - - - -

税金、減価償却費、
償却費および引当金計上後
利益（損失） 794,896 890,086 1,909,568 (2,894,686) (1,316,134)

（百万円） 94,680 106,018 227,449 (344,786) (156,765)

配当金（分配税を含む） -
(1)

- - - -

１株当たり利益（ユーロ）

税金計上後、かつ減価償却
費、償却費および引当金計
上前利益（損失） (2.25) 0.15 (0.07) 0.05 (1.04)

（円） (268) 18 (8) 6 (124)

税金、減価償却費、
償却費および引当金計上後
利益（損失） 0.26 0.32 0.68 (1.24) (0.57)

（円） 31 38 81 (148) (68)

額面0.05ユーロの普通株式
に帰属する配当 - - - - -

（円） - - - - -

期末現在資本金

資本金
（単位：千ユーロ） 151,817 141,022 140,428 4,653,128 4,650,767

（百万円） 18,083 16,797 16,726 554,234 553,953

株式数 3,036,337,359 2,820,432,270 2,808,554,197 2,326,563,826 2,325,383,328

社債の転換により
発行する新株式数 628,147,574 652,378,496 408,912,938 459,636,084 467,543,871

純資産額
（百万ユーロ） 12,168.7 11,000.2 10,095.4 7,196.0 10,090.8

（百万円） 144,944 1,310,234

総資産額（正味価値）
（百万ユーロ） 24,359.2 22,107.0 23,003.6 17,868.0 19,931.9

（百万円） 2,901,424 2,633,165 2,739,959 2,128,257 2,374,089

１株当り純資産額

（ユーロ）
(2)

4.0 3.9 3.6 3.1 4.3

（円） 476 465 429 369 512
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配当性向 (%) - - - - -

人事関連

期中平均従業員数 7 9 8 9 9

給与
（単位：千ユーロ） 11,992 7,861 11,931 4,786 6,579

（百万円） 1,428 936 1,421 570 784

社会保障費および従業員給
付
（単位：千ユーロ） 3,844 25,727 3,244 1,106 2,273

（百万円） 458 3,064 386 132 271

（注）　(1)　提案済み。

　　　　(2)　以下の年度末現在でそれぞれ発行済み合計普通株式数に基づき計算された（2,325,383,328、2012 年：

2,326,563,826; 2013：2,808,554,197; 2014：2,820,432,270 および 2015年：3,036,337,359）。
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２【沿革】

沿革

2006 旧アルカテルとルーセント・テクノロジーズ・インクの企業結合は2006年11月30日に完了。

企業と通信事業者の双方が利用する音声セルフ・サービス・ソリューション開発の大手企業であるボイ

スジェニーを取得

家庭用ブロードバンド・ネットワーク製品事業のパイオニアである2Wireの27.5% の持分を取得

当社のワイヤレス・インフラストラクチャー合弁企業であるエボリウム 3Gに対する富士通の持分を買

収。

2007 リアルタイムでの事業実績管理によりカスタマー・サービス業務を最適化するソフトウェアのパイオニ

アであるインフォーミアムを買収（現在は、ジェネシスの事業部門）。

ネットデバイシズ（支店ネットワーク管理を促進するために設計された企業ネットワーキング技術会

社）を買収

トロピック・ネットワークス（カナダを拠点としたトロピック・ネットワークスは、テレフォニー、

データ、およびケーブルを応用した大都市圏および地方の光通信網）の買収

ドラーカ・コムテクの持分の49.9 % をこの会社のジョイント・ベンチャー・パートナーであるドラー

カ・ホールディングNVに売却。

当社のアバネックスの持分の12.4 % をピレリに売却し、関連コンポーネントについてピレリとアバネッ

クス双方と供給契約を締結。

アルカテル・アレニア・スペースの当社持分 67% およびテレスパツィオ（衛星サービスにおける世界の

リーダー）の当社持分 33% をタレスに売却。鉄道信号事業、ならびに通信事業者または通信サービスの

提供事業者以外の安全保障システム向けのインテグレーションおよびサービス事業を、タレスに譲渡。

2008 家庭向けゲートウェイと呼ばれる高度なホーム・ネットワーキング・デバイスの開発、構成およびサ

ポートを自動化するリモート管理ソフトウェア・ソリューションの開発および販売を行う米国企業モー

ティブ・ネットワークスを買収。

2009 タレス社の持分20.8% をダッソー・アビアシオンに売却

当社の電気分数馬力モーターおよびドライブの子会社、Dunkermotoren GmbHをトリトンに売却

ヒューレット・パッカード (HP) との 10 年間の共同調達協定の発表。当社の IS/IT インフラストラク

チャーの効率改善と、共同での市場進出アプローチ促進の支援を期待して本協定の締結に至った。

2010 当社はブロードバンド・サービスプロバイダー・マーケット向けに高度な家庭向けゲートウェイを提供

する米国の2Wireの当社持分26.7% の売却を完了した。売却先は Pace plcであった。

真空ポンプソリューションと機器事業のファイファー・バキューム・テクノロジー AG への売却

2012 ジェネシスの売却。2012 年 2 月 1 日当社は、ジェネシス事業を Permiraファンド（Permira はヨー

ロッパの非公開投資会社）および Technology Crossover Ventures（ベンチャー・キャピタル会社）が

所有する会社に売却したが、2011 年 10 月 19 日に受けたバインディング・オファーに則り売却益は15

億米ドルであった。
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2013 LGSの売却。2013 年 12 月 20 日、当社は、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投資家

グループが所有し、CoVant を含む米国拠点の企業に対し、当社子会社である LGS イノベーションズ

LLC 売却について正式契約を締結した。現金による取引では最高で 200 百万米ドルにのぼり、うち 50%

が完了時に支払われ、残りの 50% は 2014 年度の業績に基づいて決定される。取引の完了は、米国政府

からの承認含め一定条件の対象となり、2014 年第 2 四半期までに完了の見込みである。

クアルコムとの戦略的パートナーシップ。2013 年 9 月 30 日、ウルトラブロードバンド・ワイヤレス

アクセス用のスモールセルを開発するうえでクアルコム社と戦略的パートナーシップ契約を締結するこ

とで合意した。この結果、クアルコムは当社株式を年間 20 百万米ドルまで購入する可能性があり、こ

れは 4 件のトランシェで、2013 年から 2016 年に生じる。各トランシェの最低ロックアップ期間は 6

カ月である。9 月 30 日、クアルコム社は約 6 百万の自己株式（株式資本の約 0.25% に相当する）を

20 百万米ドルで購入した。

2014 サイバーセキュリティ・サービスの売却。2014 年 12 月 31 日、アルカテル-ルーセントは、売却益 41

百万ユーロで、サイバーセキュリティ・サービスおよびソリューションと通信セキュリティ事業をタレ

スに売却した。

アルカテル-ルーセント・エンタープライズの売却。2014 年 9 月 30 日、アルカテル-ルーセントは、

売却益 205 百万ユーロで、China Huaxin にエンタープライズ事業の 85％ を売却した。また、2014 年

2 月上旬、当社の最終オファーは現金 205 百万ユーロであった。

LGS の売却。2014 年 3 月 31 日、当社は、売却益 1 億 1,000 万米ドル（81 百万ユーロ）（運転資本

の調整後の金額）で、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、

CoVant を含む米国拠点の企業に当社子会社である LGS イノベーションズ LLC を売却した。この契約に

は、2014 年度の業績にも基づく最高 1 億米ドルのアーンアウトが含まれるが、多額の金額を受け取る

ことはないものと予想する。
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2015 アルダ・マリンの残りの株式保有の取得。2015 年 3 月 18 日、当社子会社のアルカテル・ルーセン

ト・サブマリン・ネットワークスは、以前に Louis Dreyfus Armateurs (LDA) が保有していた、アル

ダ・マリンの株式を76 百万ユーロの現金で取得した。LDA は依然として当社の戦略的海底通信パート

ナーである。アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスは7年満期の 86 百万ユーロの融資

枠に合意した。この 86 百万ユーロは一部、アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスが

ケーブル船を買収したことでカバーされた。

ノキアの取引。2015 年 4 月 15 日、アルカテル-ルーセントとノキアは、次世代テクノロジーのための

サービスにおけるイノベーションリーダーとなるべく、統合する意思を発表した。同日に両社が契約し

た了解覚書によれば、ノキアは、フランスとアメリカで公開交換オファーを通じてアルカテル-ルーセン

トを取得する。全て株式による取引は完全希薄化ベースで 156 億ユーロ、アルカテル-ルーセント株式1

株につき新しいノキアの株式 1 株あたり 0.55 ユーロとなる。6 月 4 日、アルカテル-ルーセントは労

使協議会による必要な諮問を完了したことを発表した。これは、ノキアとの提案されている統合につい

て反対がなかったことを示唆する。7 月30 日、当社は、当社グループを率いるガバナンス構造につい

て、ノキアとの提案された統合を控えたうえで用意していることを発表し、ミシェル・コンブ氏が8月14

日付で最高経営責任者、会長、取締役としての役職を辞任することに加え、フィリップ・カミュ氏が引

き継ぐことを発表し、ノキアは、アメリカでのオファーに関して、フォーム F-4 登録書類を、アメリカ

の証券取引委員会（「SEC」）に対して交換オファー／仮目論見書を添えて提出した。2015 年 10 月 7

日、ノキアは、統合後のノキアおよびアルカテル-ルーセントの計画された経営陣と組織構造について発

表した。10月21日、ノキアは、ノキアがアルカテル-ルーセントの買収を進めるうえでノキアに必要な規

制当局の承認が得られたことを発表した。10月28日、当社の取締役会は、公開交換オファーを支持する

意見を表明した。10月29日、ノキアは、フランス金融庁（Autorité des Marchés Financiers「AMF」）

に対し、草稿版のフランスでのオファー文書（ projet de note d'information）を提出した。11月12

日、アルカテル-ルーセントは、AMFに草稿版の対応オファー文書（ projet de note en réponse）を提

出した。11月18日、ノキアは、フランスとアメリカの両国でアルカテル-ルーセントの証券の公開交換オ

ファーを開始した。12月2日、ノキアの株主が、ノキア株式がオファーで交換されることを承認した。12

月23日、フランスとアメリカの両国で最初のオファー期間が終了した。

日本におけるグループ

世界でも最大規模の電気通信市場の1つとして、日本は、アルカテル-ルーセントにとって事業の面でも、

技術面でも極めて重要な市場である。

アルカテル-ルーセントは、現在、他のネットワーク・プロバイダーおよびケーブル・テレビ会社のほか、

日本の主な通信サービス・プロバイダー3社のすべてに対して、ソリューションを提供している。当社は、IP

ルーターおよびアグリゲーション、ATM交換機、光スイッチおよびクロス・コネクト、固定接続、テレフォ

ニー・スイッチ、海底ケーブル陸揚げ局、ソフトウェア・ソリューション、加入者データベースおよびモビリ

ティ・アプリケーションをはじめとする、膨大なインストール・ベースのソリューションを有している。

新たに革新的サービス（固定・モバイルのコンバージャンス、ネットワーク仮想化）が当該市場で導入さ

れ始めたと考えている。アルカテル-ルーセントは、このような動向を把握するべくこの領域にフォーカスし、

電気通信サービス・プロバイダー向けのIP、光およびGPONアクセス・インフラなどの革新的なソリューショ

ン、ならびに日本の大手通信会社、CP（コンテンツ・プロバイダー）、家電、消費者、ゲーム、大学またはマ

スコミ向けのIMSアプリケーション・サーバー、オープン・アプリケーション・プラットフォーム、クラウド・

サービス・プラットフォーム、統合テレフォニー・サーバーといったALUの電気通信アプリケーションなどの革

新的ソリューションを提供している。

（* 31.12.15現在　出典：MIC）

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 26/425



３【事業の内容】

(1)　会社の目的

当社の企業目的は以下の通りとする。

1. 電力産業、電気通信産業、情報処理産業、エレクトロニクス産業、宇宙産業、原子力産業および冶金

産業における国内、産業、民間用、軍事用その他の用途のためのあらゆる種類の装置、機器およびソ

フトウェア、ならびに、より一般的には発電および送電または通信のあらゆる手段（ケーブル、電池

およびその他のコンポーネント）の研究、製造、開発および業務、ならびに上記の手段に関連する業

務およびサービスに関してあらゆる可能な活動を行うことである。

2. 一切の特許、ライセンス、ロイヤルティ、製造プロセス、秘密、技巧、パターン、商標、上記パラグ

ラフで記載されている端末や機器に関連したソフトウェアの取得、使用、売却、または譲渡。

3. 目的の実行に必要または有用な一切の産業または商業の前提、工場、建物、機器、機械の製造、取

得、使用、譲渡、賃借。

4. 法的形態、目的や活動に関係なく、一切の企業、連合、パートナーシップ、フランスやその他に対す

る資本参加の取得。

5. 株式や証券の管理、および、いかなる手段、特に、取得、増資、買収、合併による投資。

6. 設立、取得、貸借、フランスまたはその他のあらゆる企業の管理、特に、第1段落に記載されている

活動に関連した財務分野、産業分野、商業分野、鉱業分野、農業分野の活動。

7. 構造に関係なく、独自の資産、固定資産や動産、および一切の資産の管理。

(2)　事業内容

当社の2015年の事業セグメントは以下の通りであった。

・以下を含む中核ネットワーク

＞IPルーティングポートフォリオとNuage Networkから構成されるIPルーティング

＞地上光通信、海底通信、ワイヤレス送電ポートフォリオから構成されるIPトランスポート

＞ソフトウェアとサービスを内包するIPプラットフォーム

・以下を含む接続事業：

＞モバイル無線接続製品および技術（LTE、CDMA、W-CDMA、GSM／EDGE、

小セル）を全て含むワイヤレス接続事業）

＞銅およびファイバー接続技術に焦点を当てた固定ネットワーク

＞ネットワーク事業運営及びキャリアや戦略的業界市場のためのその他の焦点を当てたソリュー

ションを含むマネージド・サービス

＞当社の特許ポートフォリオ関連のマネタイゼーション周辺にあるライセンス供与。

さらに、当社は具体的なフォーカスを持つ3つの組織を有している。

・事業運営：事業運営組織には、納品、事業運営、シフト計画の実行を牽引し、モニタリングを行うの

に役立つ重要な機能が含まれている。

・営業：当社の営業組織はカスタマーリレーションシップを牽引することと会社が顧客に接するうえで

の営業に焦点を当てている。

・戦略とイノベーション：会社の将来の議題の決定を担当する。この組織はベル研究所の監督を行い、

当社の知的財産の管理を行う。

また、当社は以下の会社機能を有している。財務、法務、人事、マーケティング。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 27/425



ノキアの取引の影響：2015年4月15日、当社とノキア・コーポレーションは覚書を締結した。覚書には、ノ

キアがアルカテル-ルーセントの発行分の持分証券全てについて、フランスと米国の公開交換オファーを通じて

提案を行い、これは一定の条件に従うものとする。

2015年10月7日、ノキアは、IPで接続された世界のための次世代テクノロジーおよびサービスにおける革新

的リーダーを生み出し、統合後の会社を、人々や物がどこにあってもシームレスな接続の基礎となる場所を作

り出すために実行する予定された経営陣と組織構造を発表した。

新しい組織構造の下、統合後の会社のネットワーク事業は、 モバイルネットワーク、固定ネットワーク、

アプリケーション＆アナリティクス、IP／オプティカルネットワークという4つのビジネスグループを通じて実

行される。これらのビジネスグループは、エンドツーエンドの製品、ソフトウェア、サービスのポートフォリ

オを提供して、統合後の会社がお客様に次世代のリードするネットワークソリューションおよびサービスを提

供するのを可能にする。これらに加え、高度なテクノロジー開発やライセンス供与にフォーカスしたノキア・

テクノロジーズが引き続き別のビジネスグループとして事業を展開する。各ビジネスグループはポートフォリ

オについて戦略上、運営上、財務上の責任を持ち、目標を達成するうえで全面的に説明責任を負う。4つのネッ

トワークビジネスグループには共通の統合・移行オフィスがあり、シナジーを牽引し、統合活動をリードす

る。

統合後の会社には、ノキア・テクノロジーを除き、ビジネスグループ全体にわたって共通の販売組織があ

る。さらに、交換オファーの終了後、統合後の会社には追加のユニットが用意され、これは社長兼CEO直属とな

る。

業績報告については、2016年第1四半期から、アルカテル-ルーセントは、 (i) モバイルネットワークと固

定ネットワークから構成されるウルトラブロードバンドネットワーク、(ii) IP／光ネットワークとアプリケー

ション＆アナリティクスから構成されるIPネットワークとアプリケーションが全てネットワークビジネスに入

り、(iii) グループ全体の機能や特定の割り当てられていないビジネスをサポートするその他の3つに分けて報

告可能セグメントに基づき業績報告を行う。

統合後の会社の戦略のフォーカス：ノキアによる買収の結果、統合後の会社は、ますます接続されていく

世界の中心にあるテクノロジーを形成し、展開するのをリードするためのイノベーション能力、ポートフォリ

オ、グローバル規模を備える。当社は、業界内での変化をリードする好位置にある。業界は現在、以下のいく

つかの主要トレンドに牽引される急速なテクノロジーの進展や継続的中断を経験している。

・動画、ソーシャルネットワーキング、および、モバイル端末を通じたアクセスが増えているその他の

クラウドベースのサービスに対する消費者の需要が牽引する、過去に前例のないデータの増加

・サービスや業界全体がかつてないほどクラウドベースのアプリケーション、モノのインターネット

(IoT) が現実になるのに伴い、ビジネスプロセス、人々の生活、分析・管理が必要な膨大なデータの

継続的なデジタル化

・接続性やデータへの依存が増している個人、企業、公共サービス、国家の利益を守るための、拡張さ

れたネットワークやアプリケーションのセキュリティとプライバシーに対する需要やガイドラインの

厳格化

・ネットワークのパフォーマンスや収益性を高め、ネットワーキングサービスを簡略化することを目的

とした、モバイルネットワーク、固定ネットワーク、IP & オプティカルネットワーク全体にわたる

異種ネットワークのコンバージェンス

・ネットワークがますますバーチャルになり、ソフトウェアアプリケーションやプラットフォームを通

じてクラウドを介して管理されるに伴い、テレコミュニケーションやITドメインが収斂し、アプリ

ケーションプログラミングインターフェース（「API」）を通じたオープンソースエコシステムのた

めにますます接続される

 

業界が変化するに伴い、市場の機会も変化する。オペレーターはワイヤレス契約者の成長の減速、接続性

サービスからのユーザーごとの収益の減少、かつてないほど増加しているデータに対する需要がネットワーク

へのトラフィックを牽引することに直面している。ネットワーク効率性を牽引することが鍵であるものの、契

約者ベースを拡大しサービス提供を多様化させることも重要である。
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並行して、エンタープライズやウェブスケールのプレイヤーは、ネットワークインフラストラクチャの柔

軟性の拡大を要求することで、ITやテレコム技術の収斂に対応できるようにし、クラウドベースのソフトウェ

アプラットフォームが提供するスケーラビリティや効率性を活用する。

４【関係会社の状況】

(1)　親会社

提出会社の親会社に関する情報は次の通りである。

氏名 所在地 表示資本 主たる事業 議決権の割合

Nokia

Corporation

Karaportti 3, FI-

02610 Espoo,

Finland

245,896,461.96 ユーロ 電気通信 95.26%

(2)　子会社

下の組織図は、連結財務書類の注記33に記載されている各社など、2015年12月31日現在グループに統合さ

れている主要会社を示したものである。別途記載がない限り、資本持分率は100%である。
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５【従業員の状況】

2015年末時点での当社の全世界での従業員数は100カ国以上に50,047人である。以下の地域別内訳は、完全

連結会社および株式の50％ 以上を当社が所有している会社のために働いていた従業員数（長期欠勤／通知期間

を含む）を示している。

2014年9月30日付けで、企業向け活動の売却により過去2年間の従業員数は再表示された。企業の従業員数

は2013年で 2,795人、2014年で463人であった。

請負業者および臨時職員

2015年、請負業者および臨時職員の平均人数は総計で2,607人だった。請負業者の数は、アルカテル・

ルーセントが下請けに出した仕事を行う第三者の従業員数から構成される。

臨時職員（すなわち、一般に、当社敷地内で作業を実施する援助要員の第三者の従業員。たとえば、当社

従業員または特定の専門家が短期で不足する場合など）であった。

多様化された高度なスキルを持つグローバルな人材を生み出すと言う当社のコミットメントを追求しつ

つ、2015年、当社は、刺激的な仕事環境と継続的な学習機会を提供し、知識を共有して違いを称賛するこ

とで、多様性とオープンな対話を助長した。昨年の当社の目標は、人材の変革とアルカテル・ルーセン

ト・ユニバーシティの拡大を牽引し、当社のリーダーシッププログラムの効率性を拡大し、さらに労働力

を多様化させて将来の成長を促進することであった。
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第３【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)　2015年中の取引のハイライト

ノキアの取引

2015年4月15日、アルカテル-ルーセントとノキアは、次世代テクノロジーのためのサービスにおけるイノ

ベーションリーダーとなるべく、統合する意思を発表した。同日に両社が契約した了解覚書によれば、ノ

キアは、フランスとアメリカで公開交換オファーを通じてアルカテル-ルーセントを取得する。全て株式

による取引は完全希薄化ベースで156億ユーロ、アルカテル-ルーセント株式1株につき新しいノキアの株

式1株あたり0.55ユーロとなる。6月4日、アルカテル-ルーセントは労使協議会による必要な諮問を完了し

たことを発表した。これは、ノキアとの提案されている統合について反対がなかったことを示唆する。7

月30日、当社は、当社グループを率いるガバナンス構造について、ノキアとの提案された統合を控えたう

えで用意していることを発表し、ミシェル・コンブ氏が最高経営責任者、会長、取締役としての役職を辞

任することに加え、フィリップ・カミュ氏が引き継ぐことを発表した。8月14日、ノキアは、アメリカで

のオファーに関して、フォームF-4登録書類を、アメリカの証券取引委員会（「SEC」）に対して交換オ

ファー／仮目論見書を添えて提出した。2015年10月7日、ノキアは、統合後のノキアおよびアルカテル-

ルーセントの計画された経営陣と組織構造について発表した。10月21日、ノキアは、ノキアがアルカテル

-ルーセントの買収を進めるうえでノキアに必要な規制当局の承認が得られたことを発表した。10月28

日、当社の取締役会は、公開交換オファーを支持する意見を表明した。10月29日、ノキアは、AMFに対

し、草稿版のフランスでのオファー文書（ projet de note d'information）を提出した。11月12日、ア

ルカテル-ルーセントは、AMFに草稿版の対応オファー文書（ projet de note en réponse）を提出した。

11月18日、ノキアは、フランスとアメリカの両国でアルカテル-ルーセントの証券の公開交換オファーを

開始した。12月2日、ノキアの株主が、ノキア株式がオファーで交換されることを承認した。12月23日、

フランスとアメリカの両国で最初のオファー期間が終了した。

その他の事項

2020年満期の優先債券の公開買付。2015年7月31日の公開買い付け募集要項に従い、2015年9月4日、現金

総額324百万ドル（289百万ユーロ）にて6.75% の2020年満期の優先債の名目価額総額300百万ドル（268百

万ユーロ）の購入を行うことに同意した。公開買付に出された債券は取り消された。

ノキアが予定している公開交換オファーを背景としたグループ従業員とCEOの長期報酬制度の条項の改

正。熟考された統合という背景で、アルカテル-ルーセントの取締役会は、2015年4月14日、7月29日、10

月28日、12月1日に、グループの従業員およびCEOに関する現行の長期報酬スキームへの修正について承認

した。これには、特に、(i) グループの従業員が保有する全てのストックオプションの権利確定の繰り上

げ、(ii) ノキアのオファーの完了前に権利確定していない業績連動株式を保有している受益者が、権利

確定していない業績連動株式に基づく権利について、特定の条件に基づき、関連するプランの元で受け取

る権利があった分と同じアルカテル-ルーセントの株式数と引き換えに放棄する機会、(iii) 関与してい

る受益者が2014年に行ったストックオプションのコミットメントの報酬に対する制限されていない株式分

の付与、が含まれる。これらの修正のメリットは、株式を売却しようとする受益者であり、ノキアのオ

ファーの再開の最終日より最低でも2日前に市場で受け取られる。特定のプランの受益者は、ノキアによ

る流動性メカニズムで繰り上げができない。

ガバナンス。2015年7月29日の会合にて、取締役会は、2015年9月1日付でミシェル・コンブ氏がアルカテ

ル-ルーセントの最高経営責任者兼取締役の役職を辞任することを承認した。その後、当時アルカテル・

ルーセントの会長兼取締役を務めていたフィリップ・カミュ氏を、2015年9月1日付で暫定の会長兼取締役

に任命した。期間はノキアの取引が完了する移行期間中である。最高業務責任者であるフィリップ・ギル

モが、アルカテル-ルーセント・グループの事業管理・経営を担当した。最高財務責任者兼法務責任者で

あるジャン・ラビがノキアと予定されている取引の完了を担当した。フィリップ・ギルモ (Philippe

Guillemot) とバジル・アルワン (Basil Alwan)（IPルーティングおよびトランスポート部門プレジデン
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ト）が共同で統合チームを率いた。移行期間中、リーダーシップ・チームは、シフト計画に基づくアルカ

テル・ルーセントの2015年の目標達成、ノキアとの予定された取引の完了、ノキアとの統合の準備を責任

を持って遂行した。

ミシェル・コンブ氏のテレコム業界での専門レベルと会社の事業への関与を考えたうえで、取締役会は、

報酬委員会とコーポレート・ガバナンス & 任命委員会の推薦を受け、会社の事業を今後進めていくうえ

で、ミシェル・コンブ氏に対して非競合契約を実行することを要求した。

主要株主。AMFに提出されている通知、及び、2015年4月23日にアルカテル-ルーセントに送付されたもの

によれば、オデッセイ・アセット・マネジメントLLP（英国）が株式資本と議決権の5% を上回っており、

2015年7月3日に株式資本と議決権の5%の閾値を宣言した。Odey Asset Management LLP（英国）は、2015

年7月3日時点で、アルカテル-ルーセントの株式資本の4.92% とアルカテル-ルーセントの議決権の4.84%

を占める、アルカテル-ルーセントの株式139,392,474株を保有していた。Odey Asset Management LLP

（英国）が保有する株式を実質ノキアのオファーで引き受けたというのがアルカテル-ルーセントの理解

だ。2016年1月7日付でAMFに提出した書類によれば、Odey Asset Management LLP（英国）は、その日時点

でアルカテル・ルーセントの株式を161,791株所有していた。

アルダ・マリンの残りの株式保有の取得。2015年3月18日、当社子会社のアルカテル・ルーセント・サブ

マリン・ネットワークスは、以前にLouis Dreyfus Armateurs (LDA) が保有していた、アルダ・マリンの

株式を76百万ユーロの現金で取得した。LDAは依然として当社の戦略的海底通信パートナーである。アル

カテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスは7年満期の86百万ユーロの融資枠に合意した。この86

百万ユーロは一部、アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスがケーブル船を買収したこと

でカバーされた。

(2)　事業セグメント別分析

(a)　中核ネットワークセグメント

(i)　概要

通信市場における抜本的な変化は、サービス・プロバイダーのネットワークに影響を及ぼしてい

る。手ごろな価格で手に入るスマートフォン、タブレット、モバイル機器、高速ワイヤレス接続、より

魅力的なサービス、コンテンツ、アプリケーションなどにより、モバイル・ブロードバンド・データ・

トラフィック、特にビデオが急速に拡大し続けている。モバイル・ネットワーク事業者はまた、ワイヤ

レス容量と範囲を拡大するために、ますます多数の小セル・サイトを展開している。さらに競争が増す

中、次世代のブロードバンドに関する取り組みにより、固定ネットワーク事業者に対する要求は高まり

続けている。同時にこれらの要素は、高速で質の高い接続をいつでもどこからでも楽しめるようになる

ことを求めるユーザーの声を受け、固定もしくはモバイルネットワークのいずれかで事業展開している

サービス・プロバイダーが中核ネットワーク・インフラストラクチャーとインターネット・プロトコル

(IP) アプリケーションへの投資を続けていかなければならないことを示唆している。

サービスプロバイダーは引き続きネットワーク接続サービスの販売を行うものの、競争は激しく、

価格は常にプレッシャーにさらされることとなる。さらに、サービスプロバイダーは、エンタープライ

ズ通信サービスや消費者エンターテイメントサービスのような追加的な収益ストリームを生む追加的

サービスを販売するのが困難と考えている。インターネット企業が提供する他の形式のウェブベースの

アプリケーションやサービスは、消費者やコスト効率性を追求する企業にとってはますます魅力的に

なっている。GoogleやAmazonといったウェブスケールの企業はウェブベースのアプリケーションやサー

ビスの提供に成功し、エンドユーザーに対して大きなグローバルデータセンターや関連する相互接続さ

れたネットワークに対して、従来のサービス基盤と比較して事業展開とよりコスト効率性の高いインフ

ラを提供できている。

これらのウェブベースのアプリケーションとサービスの成長をサポートし、データセンター内と

データセンター同士のコミュニケーションの効率性を高めるため、新しいプラットフォームが急速に出

現している。こういった新しいプラットフォームは、ソフトウェア・デファインド・ネットワーキング

(SDN) として知られるネットワーキングへの次世代アプローチを使用したテレコミュニケーションを基
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盤としたIPネットワーキングやITを基盤としたデータセンターシステムを統合している。SDNは、展開が

簡単で、もっと規模が大きく、エラーが少なく、プロセスの自動化を行うことで運営を安くするために

ネットワーキングをより簡単にすることを目論んでいる。また、商業的なハードウェアで実行されるよ

うなネットワーク機能であるネットワーク機能仮想化(NFV) は、IPアプリケーションやサービス向けの

代替展開アプローチとして増加している。これらの仮想化された機能をデータセンターに設置すること

で、NFVはクラウドベースのアプリケーションやサービスの実現のためのテレコミュニケーションネット

ワークの効率性と柔軟性を高めることを目論む。これは、クラウドベースの世界で成功するうえで非常

に重要だ。

テレコム市場におけるこれらの変化を受け、当社はインターネット・プロトコル (IP) ネットワー

ク、クラウドとウルトラブロードバンドアクセスについて、スペシャリストとしてのプロバイダーとし

て自社のポジショニングを行った。当社の中核ネットワーク・セグメントには次の部門が含まれる。IP

ルーティング、IPトランスポートおよびIPプラットフォーム。2015年、中核ネットワーク・セグメント

は、インターネット・プロトコル (IP)、ワイヤレス、有線接続製品など、次世代のネットワーク製品

ポートフォリオへの投資を続けてきた。当社の次世代中核ネットワーク製品ポートフォリオは、引き続

き革新的で収益性の高いサービスの提供と拡張可能な低コストの帯域幅を同時に行うにはどうすればよ

いかという重要な課題に取り組む。さらに、当社では、サービスプロバイダーがもっと効率的で、ソフ

トウェア・デファインド・ネットワーク(SDN) とネットワーク機能仮想化 (NFV) の事業運営モデルを包

括できるクラウドベースのネットワークインフラへと進化できるよう助けることを目的として、当社の

中核ネットワークポートフォリオの調査を行っている。

(ii)　IPルーティング

当社のIPルーティング部門は、クラウド対応のビジネス、モバイル、家庭サービスの効率的実現を

サポートする一方、膨大なネットワーク・トラフィックに備えるための課題を満たす必要のあるIPルー

ティング・インフラストラクチャおよびアプリケーションを実現することに重点を置く。当社のIPルー

ティングポートフォリオは、サービス・プロバイダー、モバイル・ネットワーク事業者、ケーブルマル

チプル・システム・オペレーター (MSO)、輸送、公益事業および世界中の大規模な企業を対象とする。

IPポートフォリオ内の主要製品群は、以下のとおりである。

・インターネット・プロトコル／マルチプロトコル型ラベル・スイッチング（またはIP／MPLS）アク

セス、アグリゲーション、エッジ、コアルーター。これらの製品により、通信事業者内および通信

事業者間の国内また国際的なネットワークのトラフィックは、単一の共通ネットワーク・インフラ

ストラクチャーにおいて、卓越した拡張性、パフォーマンス、信頼性、アプリケーション・インテ

リジェンスを備え、広範なIPベースのサービス（インターネット・アクセス、インターネット・プ

ロトコル・テレビ (IPTV)、IP上での音声通信、携帯電話とデータ、および管理されたビジネス

VPN）の提供が可能となる。

・通信事業者イーサネット・アクセスおよび集約スイッチ／ルーター。これらのプラットフォームや

デバイスにより、通信事業者は高度な家庭向けサービス、法人サービス、およびモバイル・バック

ホール・サービスを提供することが可能となる。これは、エンドユーザーをコアネットワークに繋

げるものである。これらの製品は、都市や大規模キャンバスなど、主に大都市圏ネットワークで使

用されている。

・サービス集約ルーター。これらのプラットフォームは、従来のネットワーク技術から次世代の通信

事業者イーサネット／パケット・ネットワークへの移行を促進できるよう最適化されたもので、モ

バイル・バックホール、法人サービスや固定ネットワーク集約向けとして幅広く導入されている。

・サービス適応管理。これらの製品は、IP／MPLSネットワークのあらゆる部分の管理をサポートし、

サービス・プロバイダーが積極的なトラブルシューティング、既存ネットワーク内での統合の簡素

化などが行えるよう、プロセスの簡素化をサポートするものである。

・コンテンツ配信ネットワーク (CDN)。これらの製品は、Webやビデオ・コンテンツを配信および保

存する装置である。これらは、コスト効率が高い方法で企業や個人に多種多様なビデオやその他コ

ンテンツを配信し、またサービス・プロバイダーとコンテンツ・プロバイダーの間に新たな取引関

係を築く機会を提供する。
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・ソフトウェア・デファインド・ネットワーキング (SDN)。SDNを利用すると、サービスプロバイ

ダー、ウェブスケールオペレーター、大企業は、複数のテナントやユーザーグループにとって安全

なバーチャルコンピュート、ストレージ、ネットワーキングリソースを提供する強固で自動化さ

れ、高度にスケーラブルなデータセンターとネットワーキングインフラを構築できる。

(iii)　IPトランスポート

当社のIPトランスポート部門は、ファイバー光接続を介した高速データ通信を実現する機器を設計

している。この部門では、大都市圏や地方の短距離データ通信向けに、固定およびモバイル・マルチ・

サービス・ネットワークの集約向けに、地上（地上通信）および海底（海底通信）用光通信機器に焦点

を当てている。当社の伝送ポートフォリオには、極超短波ワイヤレス送電機器も含まれる。

地上光通信

当社の地上光通信製品は、メトロ・アクセスからネットワーク・コアまでサービス拡大のサポート

を目的に設計されたポートフォリオを提供している。サービスプロバイダーは、当社の製品を利用する

ことにより、多様なアプリケーションやプラットホームに基づいて音声、データならびにビデオ・トラ

フィック・パターンを管理することができる。当社の製品を使用しているサービスプロバイダーは、新

しいサービスを提供し、ウルトラブロードバンドサービスをサポートするための既存のネットワークイ

ンフラストラクチャを活用することで、多数のサービス品質機能、変動するサービス・レート、ならび

にトラフィックの渋滞管理を含む様々なデータサービス管理を導入することができる。

光ネットワーキング業界の大手として当社は、光伝送ネットワークの変革において重要な役割を果

たしている。当社の波長分割多重方式 (WDM) 製品は、高まるデータ・ネットワーキング・ニーズを処理

できる低コストで拡張性の高いネットワークにおけるサービス・プロバイダーの要件を満たすことを目

的に、企業をはじめ超長距離の範囲まで多様な市場に対応している。当社のWDM製品ポートフォリオは、

オンサイトの設定を頻繁に行う必要のないインテリジェントなフォトニクスという方式に基づいてい

る。当社のWDM製品で10 Gbps、40 Gbps、100 Gbpsおよび200 Gbpsの高速WDM上り回線で使用できる100

Gbps、200 Gbps、400 Gbpsテクノロジーを利用することで、事業者は帯域幅のボトルネックを解決する

と同時に、伝送ビット当たりのコストを最低限に抑えて提供できる。このアプローチは、簡単に操作、

管理および監視が可能なより柔軟なWDMネットワークの設計と、インストールを促進するものである。

海底通信

すでに575,000 kmを超える海底通信ケーブルが設置され、330,000 kmの海底通信ケーブルに保守契

約が結ばれていることから、当社は、光通信を使った海底電気通信ケーブル・ネットワークの設置、保

守を行う業界のリーダーである。業界アナリストによれば、当社の市場占有率は約40%である。海底通信

ケーブル・ネットワークは大陸、本島と複数の島間、1つの島と複数の島間、または沿岸部の複数地点を

結ぶことができる。市場は、急増するブロードバンド・トラフィック量や接続需要に対応する容量の需

要で主に牽引される。サービス・プロバイダーとルートの冗長性ニーズとの競争は二次的な原動力であ

る。

この市場の顧客は主にコンソーシアムにグループ化されるサービス・プロバイダーである。ウェブ

スケール・コンテンツ・プロバイダー（Google、Microsoft、Facebookなど）からの投資レベルの増加も

見られる。特異な統合プレーヤーとして、当社は顧客に設計、開発、製造、海底調査、海底レイ、土木

工事、設置やケーブルの試運転や保守を提供する。

当社の海底活動は以下のとおりである。

・有中継ケーブルとは、海を越える距離に信号を増幅するためにリピーターを使って500 kmを超える

距離のターンキー・システムである。

・無中継ケーブルは、500 km以下の距離に用いられる。

・ケーブルの両端の端末装置のアップグレードとは、システムの容量（一般的に100Gギガビット／

秒）を増加させるものである。

・海底保守とは、必要な時に販売後故障したシステムを修理するためのものである。

当社はまた、石油・ガス市場に参入することにより顧客基盤を拡大し始めた。特に石油・ガスのオ

フショア・プラットフォームと海岸を繋ぎ、永久的に貯留監視ソリューションを提供するものである。
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この市場の特徴は、完成までに1年以上を要する比較的件数の少ない大型契約があることである。

上向きサイクルの回復が始まった時に、最近の電気通信事業は北米と南米間（Seabras-1など）、イ

ンドや中東を渡る欧州やアジア間（Sea-Me-We-5など）、アフリカ海岸（ACE - Phase II）や南アジア、

太平洋およびオーストラリア路線（Moanaなど）に取り組んだ。

石油・ガス市場において、当社はオーストラリアの北西沿岸のオフショア・プラットフォームを結

ぶ建設プロジェクトを開始した。

2015年、当社は、アポロ海底通信ケーブルに対する所有権40% を売却した。

ワイヤレス送電

当社は、欧州電気通信標準化機構 (ETSI) と米国規格協会 (ANSI) の要件の双方に適合した極超短

波無線製品から成る包括的なポートフォリオを提供している。こうした製品の中には、デジタル・テレ

ビ放送、防衛および安全保障、エネルギーおよび公益事業などの市場における、モバイル・バックホー

リング・アプリケーション、固定ブロードバンド・アクセス・アプリケーション、ならびにプライベー

ト・アプリケーションを対象とした大容量の極超短波送電システムが含まれる。

2015年、ワイヤレス送電部門はウルトラブロードバンドネットワークを引き続きサポートすること

を目的とした研究開発に取り組んだ。これには、空中およびネットワークインターフェイス両方にまた

がる容量の増加、パフォーマンスの改善や、5G技術のサポートへの準備が含まれる。

(iv)　IPプラットフォーム

当社のIPプラットフォームは、通信サービスプロバイダーがネットワークと事業運営を最適化し、

カスタマー体験を改善し、新しいサービスをマネタイズするのを助けるシステムハードウェア、ソフト

ウェアプラットフォーム、アプリケーションを提供している。これらのIPプラットフォームソリュー

ションには以下のものが含まれる。

通信とコラボレーション

クラウド通信とコラボレーションソフトウェアから構成されるRapport™ ポートフォリオのお陰で、

サービスプロバイダーは、コストやサービス提供の複雑性を削減し、リテールサービスを改善し、エン

タープライズ市場やホールセール市場の新しい収益を成長させることができる。

ネットワーク機能の仮想化 (NFV)

当社のCloudBandポートフォリオはサービスプロバイダー向けのクラウドとITサービスの柔軟性とコ

スト効率で通信ネットワークの力を組み合わせている。CloudBandはNFVプラットフォームでIPマルチメ

ディア・サブシステムや進化したパケット・コアなどの洗練された機能とともに、そのオープンな設計

は幅広い仮想ネットワーク機能をサポートしている。当社は初のオープン・コミュニティー・アドバン

シングNFVを立ち上げた。当社はこれをCloudBandエコシステムと呼んでいる。革新的な共同プロジェク

トに従事する世界的なサービス・プロバイダーと共にサプライチェーン全般で約60のパートナーと現在

関わっている。

Motive® 顧客体験管理 (CEM)

当社の製品は、顧客ケア、ホーム端末、アプリケーション、および、ネットワーキング機器に関す

るアナリティクスと報告データを提供している。当社は8億台以上の端末を管理し、この市場ではリード

する位置を保持している。当社のMotive製品ポートフォリオには、カスタマーケア、サービス管理プ

ラットフォーム、ケア & サポートアプリケーション、ダイナミックオペレーション、ネットワークイン

テリジェンスが含まれる。

ポリシーおよび課金

世界中の100社以上のサービスプロバイダーが、当社のポリシー、課金およびダイアメーター・コン

トロールポートフォリオを使用しており、これを当社ではスマートプランと呼んでいる。新しい収益を

生み出し、顧客体験を高めることを目的としている。

コンサルティングサービス
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顧客とともに協力し、顧客がビジネスプラットフォームとしてのネットワークを変革できるよう助

けることで顧客の戦略的事項およびビジネス上の問題に取り組む。IPプラットフォームサービスは、NFV

とクラウドテクノロジーの未来を体現している。2015年中、当社は、クラウド／NFVの実装成功にフォー

カスしたNFVを有効にするフレームワークをロールアウトした。このフレームワークには、アプリケー

ション搭載、ハードウェア検証、クラウド／NFV環境の運営化とクラウド移行が含まれる。

Mformation

2015年、当社は、世界中で20社以上のサービスプロバイダーを顧客に持ち、5億台以上の端末を管理

している、モビリティ管理ソリューションのパイオニアかつリーダーであるMformationを買収した。

Mformationは、自動車、ヘルスケア、公益、製造、デジタルホームなどの複数の業界にわたってコント

ロールやセキュリティを提供する安全でスケーラブルでアプリケーション依存型のモノのインターネッ

ト（「IoT」）を備えたサービスプロバイダーである。

シフト計画が当社の支払業務とOSS事業の合理化と、IPプラットフォーム内の特定のポートフォリオ

売却と段階的廃止を達成する。さらに、ビジネス・サポート・システム (BSS) 事業を段階的に廃止して

いる。

(b)　接続事業セグメント

(i)　概要

スマートフォン、タブレット、その他のモバイル端末、インテリジェント端末はますます波及し、

人々やビジネス、社会を新しくエキサイティングな方法でつないでいる。サービスプロバイダーは接続

しているユーザーと端末をネットワーク、サービス、アプリケーションへとつないでいる。現在より高

速な固定とモバイル両方のブロードバンドへの需要があることは、ブロードバンドのトラフィックが例

外的に成長していることを反映したものである。より多くのデータ、アプリケーションとサービスがク

ラウドに移行し、巨大なデータセンターに保管されている。アクセスネットワークは今やユーザーとク

ラウドを繋ぐ欠かせない橋となっており、コンテンツを作成し、サービスを生み出し、どんな端末でも

好きな時に好きな場所からアクセスできるようにしている。アクセスネットワークの役割はパフォーマ

ンスと機能に妥協することなく最低コストでより多くの機能を提供できるよう変わってきている。

こういった変化を受け、当社はワイヤレス事業と固定アクセスポートフォリオの再ポジショニング

を行い、ウルトラブロードバンドアクセスにフォーカスし、顧客に対して高スピードのキャパシティの

高いパフォーマンスに優れたアクセスソリューションを提供している。これらのウルトラブロードバン

ドのソリューションは最新のイノベーションを固定とワイヤレスアクセステクノロジーにおいて提供

し、固定およびワイヤレスアクセス市場における当社のリーダーシップポジションを確固たるものにす

る。

(ii)　ワイヤレス

当社のワイヤレス接続事業ポートフォリオは、顧客が展開するうえで可能な限り最高の容量、カバ

レッジ、速度、柔軟性を提供することで、顧客が需要を満たすうえでより速く動き、エンドユーザーに

とって最高品質の体験を提供し、新しい市場機会を真っ先に活用できるようにする製品やサービスに

フォーカスしている。当社の主要活動は4G／LTE／LTE-Aをオーバーレイするソリューションと3G／4G／

マルチスタンダードスモールセルソリューションとともに、関連する専門サービスを提供することに

フォーカスしている。当社は5Gに向けた道筋を示している。vRANなどのネットワーク機能の仮想化

(NFV) といった基本的な5Gテクノロジーにある業界をリードするポートフォリオの開発や、ソフトウェ

ア・デファインド・ネットワーク (SDN) 、5G原則のリーダーと考えられる事業者との共働が挙げられ

る。当社は引き続き、事業・投資戦略に沿った過去の2G／3Gワイヤレステクノロジーからポートフォリ

オを移行させることを行っている。

LTE（ロング・ターム・エボリューション）

モバイル・ブロードバンド・データ・トラフィックが急増した結果、4G LTE向け市場や第4世代ワイ

ヤレス市場は、従来のワイヤレス技術よりも早期に成熟期に達している。GSA (Global Mobile

Suppliers Association) によれば、2015年10月までで、147カ国で開始された商用LTEネットワークは
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442件あり、2015年中、LTEへの加入登録は、その他のモバイルテクノロジーよりも速く成長し、全世界

での加入登録者は10億人に達したとのことだ。

LTE／LTE-Aオーバーレイソリューションに対する当社の焦点は、通信事業者がますますLTEへの移行

の重要性を認識していることの表れに対応するものである。当社では、LTE／LTE-Aオーバーレイが高速

になり、安全になり、専門のネットワークリソースは現在よりうまく運営されると考えている。特に今

年については、当社は、事業者が次世代ネットワークアーキテクチャへの円滑な移行を可能にするLTEラ

ジオアクセスネットワーク技術の新しいポートフォリオを開始した。当社の刷新されたLTE RANポート

フォリオは、モバイル事業者が近い将来に最も大きな困難となると当社が考えるものに対処することを

目指している。その最も大きな困難とは、動画、特に、都市環境において、容量を消費するデータサー

ビスを、持続可能かつコスト効率のたかいやり方で提供できるよう、需要に適応できる能力のことだ。

この新しいプラットフォームは、仮想化されたRAN、最終的には5Gファミリーのソリューションへの円滑

な移行も提供する。2015年、当社は、LTEソフトウェアリリースのグローバル可用性について発表した。

これは、キャリア統合を含め、重要なパフォーマンス拡大を提供するものである。

当社LTEポートフォリオとサービスは正しい専門知識、ツール、手法や経験を提供しており、これら

は、顧客がこれらのサービスをもっと迅速にエンドツーエンドの試用、設計ツール、リモート統合と積

極的なトラブルシューティングを利用して実装できると考えている。

スモール・セル

スモール・セルは、ワイヤレス・ネットワークの範囲と容量をコスト効率の高い形で拡張し、デー

タ・トラフィック・ホットスポットやカバレッジホールが存在するすべての場所において、体験の質を

向上させる。

当社のスモール・セルは包括的なものであり、エンドツーエンドで事業者をターゲットとしてお

り、これらの事業者は3G／4Gネットワークのカバレッジと増加キャパシティを家庭、屋内、公共ドメイ

ンで利用することを目論んでいる。当社のポートフォリオは、マルチスタンダードのホームおよびエン

タープライズスモール・セルだけでなく、新しいコンパクトアウトドアメトロセルやメトロラジオなど

のスモールセルアクセスポイントのフルスイートを包含する。当社は、サイト・アクセス、電源、バッ

クホールや迅速なネットワーク設計のニーズ、アクセス・ポイント設置、アクセス・ポイント試運転を

含む事業者の課題に対応するスモール・セル・アクセス・ポイントのスイート、3G/4Gマルチ・スタン

ダード・ゲートウェイ、事業、運用、管理システムおよびワイヤレス・サービス一式を含む。

レガシー・ワイヤレス

W-CDMA, GSMおよびCDMAポートフォリオのポートフォリオに対する投資は削減され、ワイヤレス事業

内の成長セグメント（LTEやスモールセル）に関する研究開発に焦点を当てる。また、vRANや5Gといった

より長期のネットワーク進展も同様である。

RFS（高周波システム）

RFSはケーブルおよびアンテナシステム、アクティブおよびパッシブRFコンディショニングモジュー

ルのグローバルデザイナーおよびメーカーであり、ワイヤレスインフラとブロードキャストインフラ向

けにエンドツーエンドのパッケージソリューションを提供する。RFSは、ブロードキャストや、ワイヤレ

ス通信、極超短波および防衛事業において、相手先商標製品製造会社 (OEM) のほか、配信事業者、シス

テム・インテグレーター、ネットワーク事業者および設置者に向けて提供している。RFSは、基地ベース

のモバイルコミュニケーション、建物内、トンネル内ラジオカバレッジ、電子波リンク、テレビ、ラジ

オなどの様々な用途のためのRFシステムを提供する。

(iii)　固定アクセス

当社固定アクセス部門は、サービス・プロバイダーがデジタル加入者線 (DSL) およびファイバー接

続を解して高速ブロードバンド接続を提供することができるようにする固定アクセス製品の設計と展開

を行っている。fiber-to-the-x (FTTx) 機器としても知られるこられの製品は、世界各国の家庭および

法人顧客に対して、インターネット・アクセスやその他のサービスを提供している。これらの製品も、

交換局と一般家庭を結ぶ通信手段にIP接続を提供することで、レガシー・ネットワークからIPへの移行

完了に寄与している。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 38/425



当社は、固定ブロードバンド・アクセス市場において世界をリードする企業であり、音声、ビデオ

およびデータ・サービスの最大規模を誇る大々的な展開を支援している。業界アナリストによれば、当

社はDSL技術の世界最大手のサプライヤーであり、世界全体の出荷済みのポートに基づくDSL市場占有率

の収益の41% を占めている。

また、ギガビット・パッシブ光ネットワーキング (GPON) 技術でも世界第3位のサプライヤーとして

の地位にあり、全世界の市場占有率の17% を占めるに至っている。当社はVDSL2 技術の世界最大手のサ

プライヤーであり、世界全体の出荷済みのポートに基づくDSL市場占有率の収益の47% を占めている。

2015年には、当社はブリティッシュ・テレコムとともに最新のDSLイノベーションG.fast の世界最大の

試験を行った。さらに、当社は、当社のXG-FASTベルラボ技術を使い、ブリティッシュ・テレコムの銅

ネットワーク上で5.6 Gbpsスピードの記録を示した。

当社は、世界で最も速い速度でブロードバンド市場が成長を遂げている中国市場においても、大手

サプライヤーとしての地位を確立している。当社は、最先端および次世代のファイバー技術に対応する

市場最大容量のファイバー・アクセス・プラットフォームを有している。ファイバー技術におけるこう

したイノベーションにより、サービス・プロバイダーは利益向上の可能性を広げ、運用コストを下げな

がら、同時に品質とエンド・ユーザーの顧客体験を向上させることが可能となる。通信事業者がミック

スしマッチできるようなソリューションを確立してきた。これは、多様な技術や実装モデル（FTTNから

FTTHまで）を備えたもので、できる限り高速な投資収益と市場投入速度の達成を見込むものである。

(iv)　ライセンス供与

ライセンス供与部門は、収益を生み出すためにライセンス供与特許の戦略を積極的に追及するとこ

ろである。当社では収益を生み出すため、第三者の当事者に対しても選ばれた技術のライセンス供与を

行っている。追加の収益は選ばれた特許の販売を通じて得られる。

(v)　マネージド・サービス

当社のマネージド・サービスはネットワーク事業運営及びキャリアや戦略的業界市場のためのその

他の焦点を当てたソリューションを含むものである。当社のソリューションは、市場投入時間を加速

し、サービスの質を継続的に改善し、持続可能な運営費用を総合で削減することで顧客を助ける。当社

のポートフォリオは主に、複数のベンダー、複数のテクノロジー、複数のサービス環境（以下の通りを

カバーするため、2つのセグメントを提供している。

・ネットワーク管理サービス：

＞運営移管ソリューション。当社は顧客のネットワーク・オペレーションを管理し、複数ベン

ダーネットワークの運営機能を移管する。当社では顧客の所有するレガシーインフラを管理

し、顧客のニーズに合わせて移管ペースを調整する。最終的に、当社は契約終了時点で顧客に

対して運営を移行し、財産のライセンス供与を行うオプションがある。

＞ネットワーク事業運営サービス。当社ではグローバルネットワーク事業運営センターから基本

的なネットワーク運営フォールト管理サービスと問題解決を提供することでコスト効率性の高

いアプローチを提供している。これには、サービス管理および顧客体験管理サービスが含まれ

る。

・BOMT（建設・運営・管理・移管）ソリューション。当社は顧客が新しい当社の製品、技術、ソ

リューションをより速く導入し、運営するのを助ける。BOMTプログラムの一環として、当社は顧

客のネットワークを運営・管理し、契約終了時点で顧客に対して運営を移管し、知的財産のライ

センス供与を行うオプションがある。
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２【生産、受注及び販売の状況】

当社は、ほとんどの当社製品とサービスを、直販部隊を通じて世界最大の電気通信サービス・プロバイ

ダーに販売している。中国等の一部の国々では、直販部隊が現地パートナーとの合弁企業で業務を展開してい

る場合があり、間接チャネルを活用する場合もある。過去2年間に渡り、当社は、成長セグメント市場にフォー

カスすることにより、顧客基盤の多様化に対して多額の投資を行ってきた。成長セグメント市場とは、大企

業、政府、公益、輸送、石油・ガスである。当社は、間接的ビジネスを構築することを目的とした拡大パート

ナーシッププログラムとともに、これらの市場に対する直接営業部隊に投資した。当社は、HPやAccentureなど

の企業とのパートナーシップも活用し、サービスプロバイダーやその他の非通信セグメントに様々な製品を販

売している。

2015年、当社は引き続き、パートナーマーケティング、デジタルチャネル、マーケティング自動化におけ

る投資を増やし、Go-to-Market機能を拡大してきた。これらの投資の結果、市場でのプレゼンスが強化され、

直接マーケティングプログラムに対する強固な基盤が形成された。

３【対処すべき課題】

該当なし

４【事業等のリスク】

事業、財政状態または経営成績は以下のいずれかのリスクによって重大な悪影響を受ける可能性がある。

当社は、当社の事業にとって重要だと考える特定リスクについて記載した。これには、ノキアが将来的にアル

カテル-ルーセントを買収することから生じる可能性のある追加リスクも含まれている（詳細は「第3.-1.-(1)

2015年中の取引のハイライト」および「第6.-3.-(1) 後発事象 - 最近の事象 - ノキアの取引と関連事項に関

する最新情報」を参照のこと）。当社が直面するリスクは以下に記載されたものだけではない。一般的に、他

の業種の会社にも同じように当て嵌まるリスクについては、景気または市場の全般的な状態、あるいはそれ以

外の要因によるものであるため、ここでは議論しない。当社の事業は、当社が把握していない追加リスクまた

は現時点ではそれ程重要でないとみなしたリスクの影響を受ける可能性もある。

(1)　事業等のリスク

ノキアのオファーの成功を受け、（「第6.-3.-(1) 後発事象 - 最近の事象 - ノキアの取引と関連事項に

関する最新情報」に記載の通り）、当社は、重大なリソースの配分の開始と続行を行った。これには、ノキ

ア・グループとアルカテル・ルーセント・グループの事業を統合するための経営陣の関心も含まれる。統合プ

ロセスには、特定のリスクや不透明性が関与しており、統合が、現在予想されている時間枠内で、予定通りに

行われるという確証もなければ、計画されている新しい構造の結果、意図したメリットが得られるという保証

もない。

こういったリスクや不確実性には、その他にも、将来的に、当社の経営陣が注意力を喪失などが含まれ、

その結果、業績不足、継続的事業の混乱、当社サービス、基準、コントロール、手順、ポリシーの矛盾などに

つながり、これらのいずれも、当社が顧客、ベンダー、規制当局、従業員との関係を維持するうえで、大きな

マイナスの影響が及んだり、当社の事業、財務状況や業績に多大なマイナスの影響につながる可能性がある。

統合プロセスが原因で直面する可能性がある将来的困難には次のものが含まれる。

・企業、財務、管理、事務機能の統合に関連した困難。これには、現金管理、外国為替／ヘッジ取引、社

内およびその他の資金調達、保険、財務管理および報告、インフォメーションテクノロジー

（「IT」）、コミュニケーション、コンプライアンス、およびその他の事務的機能が含まれる。
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・第三者との様々な契約に関する契約上の問題。これには、合弁事業契約、年金契約、エンジニアリング

および関連作業・サービスに関する契約、IT契約、テクノロジーおよび知的財産権ライセンスなどを含

め、統合プロセスの結果として生じる可能性のあるものである。

・主要従業員を保持できない能力および必要なリソースを採用できない能力

・統合プロセスにより発生する再編成で起こる混乱の結果、新組織で非効率が生じる可能性がある。

・こういった変更を実施することに関連して設定した時間、範囲、または予算内で、目標の組織上変更、

効率性、シナジーを達成できない能力。

・以前に存在していた顧客とのコミットメントが原因で、必要とされた製品ラインを合理化させたり、過

去の製品や関連するアフターセールスサービスをリタイヤできない能力。

・主要顧客からの事業規模の損失または縮小、または、既存顧客との契約を更新できない能力、または、

新しい顧客との関係を達成できない能力。

・統合の結果、事業または規制や業界の不利な進展、訴訟により、法律、規制当局、業界基準が課す新し

いまたは追加の条件により、当社に影響する可能性があるもの。

・研究開発、マーケティング、およびその他のサポート機能のコーディネートがうまくいかなかったり、

非効率になったり、その他の事務的負担が生じること。

電気通信業界は業績の変動が激しく、景気、技術の展開と購入および投入時期に関する、当社製品とサー

ビスを購入するサービス・プロバイダーやその他顧客による意思決定、ならびに企業と個人による通信サービ

スに対する需要と支出をはじめとする数多くの要因の影響を受ける。

2015年のグローバル通信業界の消費環境は様々だった。2015年中、スマートフォンの普及、モバイルデー

タ、All-IPネットワーク移行が引き続き成長したことにより、特定のテクノロジーにおける消費は改善した。

これは、IPルーティングやIPトランスポートといった事業での収益が増えたことから明らかである。地域の観

点から見ると、ルーティングとLTEなど、IPおよびウルトラブロードバンド・アクセス技術への投資は、とりわ

け下半期、米国において力強い投資がもたらされた。一方、中国における投資は引き続き、4G LTE実装に

フォーカスしており、2014年のレベルから加速した。一方、ヨーロッパの電気通信機器市場は引き続き和らい

だ状態である。世界経済の回復力が不透明であるため、実際の市況は当社の見込みや計画とは大幅に異なるも

のとなる可能性がある。さらに市況は、地域によっても、多様な技術の内容によっても異なり、大幅な変動に

陥りやすい可能性がある。当社が参入している特定の産業セグメントの状況は、他のセグメントよりも脆弱で

ある場合がありうる。そのような場合、当社の事業は悪影響を受ける可能性がある。

当社製品やサービスを購入するサービス・プロバイダーとその他顧客による設備投資が当社見込みを下回

る場合、当社の収益や収益性は悪影響を受けるおそれがある。当社製品やサービスを購入するサービス・プロ

バイダーとその他顧客の需要レベルは素早く変化する場合がある。また、月次ベースでの変化など、短期間で

変化する可能性がある。通信業界は先行きが読みづらく、変化が激しいため、収益、業績ならびにキャッ

シュ・フローを正確に予測することは依然として困難である。

加えて、粗利益は売上高ならびに製品と地域構成によって影響を受ける。そのため、製品に対する需要の

落込みにより売上数量が予想を下回った場合、または製品構成が不利な結果をもたらす場合には、予想された

粗利益を実現できず、収益性は予想を下回ることになる。こうした要因は四半期毎に変動する可能性がある。

当社の事業は多額の資金を必要とするため、流動性供給源を利用できない場合、または当社の事業運営に

必要な資金を十分に調達できない場合には、追加的な資金源が必要になる可能性がある。

これまで、当社の運転資金ニーズとキャッシュ・フローは数多くの要因に左右され四半期毎や年毎に変動

してきた。またこの状況は今後も続くであろう。また、当社の運転資金ニーズとキャッシュ・フローは今後も

数多くの要因によって四半期毎および年毎に変動することが予想されている。キャッシュ・フローの変動を管

理できない場合には、当社の事業、経営成績ならびに財政状態は重大な悪影響を受ける可能性がある。キャッ

シュ・フローの変動の原因になりそうな要因は、以下のとおりである。

・売上および収益性の水準

・在庫管理の有効性
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・売掛金の回収および支払条件の変化

・設備投資の時期と金額

・予想される再編措置に付随する費用、ならびに

・顧客の信用リスク。

今後、当社の資金源は、進行中の事業から生まれるプラスのキャッシュ・フロー、事業売却で得た利益、

様々な形態の社債や株式の発行など、様々な資金源から資本資源を得ることになる。これには、20億米ドルの

ノキア・コーポレーションのリボルビング流動性サポート枠、および、10億ユーロのノキア・コーポレーショ

ンのリボルビングクレジット枠が含まれる。これらの資金源は、様々な要素次第となる。例えば、当社顧客の

未払の売掛金の支払能力のほか、支払期間延長の付与の依頼人、貸手や投資家による当社の信用の質に関する

認識、一般的な負債市場動向、そして信託証書の諸条件の遵守などである。現状を鑑みると、いつでも負債市

場に頼ることができるとは言い切れない。事業や資金源（アルカテル・ルーセントの純現金および現金同等物

ポジション、2015年度末時点の1.409百万ユーロの市場性のある有価証券、2つのノキアのリボルビング枠およ

びスタンダード＆プアーズによるアルカテル・ルーセントの信用格付けを含む）および全体的な市場環境を考

慮した上で、当社は、今後12カ月間の業務資金を十分調達できる資金源を有しているものと確信している。し

かしながら、事業環境が大幅に悪化した場合、あるいは信用市場で入札や契約履行保証が難しくなった場合、

あるいは当社の顧客が支出計画を大幅に削減した場合、当社の流動性状況が悪化する

可能性もある。当社の現在の予想を上回るような資金需要に対応できるだけのキャッシュフローを営業活

動から生み出すことができない場合、営業の追加的な改善を通じて、あるいは資本市場における資金調達、資

産の売却もしくは第三者またはノキア・コーポレーションからの資金供与といった外部の資金源を通じて、補

完的な資金を確保する必要性も生じ得る。当社が納得できる条件でかかる資金調達手段を利用できる保証はな

い。さらに、ノキアは、当社の受取勘定の廃止を大幅に削減させる意志を開始し、これは、過去に当社の流動

性の源となっていた。当社がより高水準の債務を負っている場合には、かかる債務の元利金返済に充当される

営業キャッシュ・フローの比率を高める必要がある。債務の返済資金が増加すると、研究開発費および設備投

資などの事業資金に充当できる資金が不足し、当社の事業は重大な悪影響を受ける可能性がある。

また、アルカテル・ルーセント・グループがノキア・グループに統合される一環として、当社は、長期債

務のかなりの部分を再評価し、現金の資金源を資金調達し、ノキア・コーポレーションのリボルビング流動性

サポート枠を一部とした。この結果、当社のすぐに手に入る貸借対照表の現金が減ることになり、これによ

り、当社は、ノキアの枠により依存することになり、この可用性はノキア自身の財務状態にかかっている。

当社が資本市場を利用できる可能性と当社の資金調達コストは、当社の債務と社債に関するスタンダー

ド＆プアーズ、ムーディーズあるいは同じような格付機関の格付および当社の事業見通しによって異なってく

る。当社の現在の短期信用格付と長期信用格付のほか、当社の格付が将来引下げられると、資金調達コストの

上昇を招くとともに、資本市場を利用できる機会は減少する。当社の信用格付によって受入可能な条件で資本

市場を十分に利用できること、あるいは格付を取得後、スタンダード・アンド・プアーズ、ムーディーズある

いは同様の格付機関から引下げられないと保証することはできない。

顧客の財政状態が悪化すると、信用リスクと商業リスク、ならびにリスク資産総額は増大するおそれがあ

る。

当社の売上の中では、通信業界に属する顧客向けの売上がかなりの割合を占めている。これらの顧客に

よっては、商取引を行う条件の1つとして支払期間の延長、直接融資またはそれ以外の形態での金融支援を自社

のサプライヤーに要求する場合がある。当社は、これまで当社事業にとって適切な場合に資金調達を行ってき

たが、今後も同様の資金調達を提供する、あるいは同様に確約することを予定している。当社が顧客に資金供

与を手配できるか、または資金供与を実施できるか否かは、当社の信用格付、当社の信用枠のレベル、ならび

に当社が受入可能な条件で契約債務を売却できるか否かという点をはじめ、数多くの要因によって左右され

る。当社は日常的に顧客との間で長期契約を締結する予定であり、当社の顧客はこの契約に基づいて長期にわ

たって多額の支払いを行う。当社は、このような契約に従って、顧客から多額の支払いを受ける前に、約定価

格の重要な部分に相当する製品とサービスを提供する。顧客に対して行われる資金提供と長期契約に基づく事

業リスクに伴い、顧客の財政状態が悪化すると当社の事業は悪影響を受けるおそれがある。過去に、一部の顧

客が該当する法域の破産法または会社更生法に基づいて保護を申請した、あるいは経営危機に陥った。経済状

況は引き続き不透明と見込んでいるため、2016年の状況がどのように進展するか予測することはできない。顧
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客が経営危機に陥った場合には、当該顧客に対する信用供与および融資で損失が発生したり、当社の事業リス

ク損失のほか、顧客の持続的な事業で損失が発生するおそれがある。顧客が当社に対する義務を履行できない

場合には、キャッシュ・フローの減少および引当金を上回る損失を受ける可能性があり、経営成績と財政状態

は重大な悪影響を受ける可能性がある。

デリバティブ商品を利用して市場リスクを軽減できないと、財政状態と経営成績は悪化する可能性があ

る。

当社は世界中で事業を展開しているため、当社の資産、負債ならびに収益、諸経費の大部分はユーロと米

ドル以外の様々な通貨建てになっている。財務書類はユーロ建てで作成されているため、為替レートの変動

（とりわけ、米ドルまたは米ドルにリンクされている通貨の対ユーロ相場の変動）は当社の四半期または年次

ベースの計上業績に重大な影響を与える可能性がある。

そのほかにも、当社は金利および保有する市場性証券相場の変動を含む市場リスクも受けている。当社は

こうしたリスクの一部を軽減するためにデリバティブ商品を利用することができる。市場リスクを軽減する戦

略が成功しないと、財政状態と経営成績が損なわれる可能性がある。

その他の無形資産やのれんの減損により、財政状態や業績は悪影響を受けるおそれがある。

当社は、とりわけアルカテルとルーセントに関連するのれん、ならびに取得した無形資産、売却、リース

またはその他の販売を目的としたソフトウェアの開発費用およびに内部での使用を目的としたソフトウェアの

開発費用を含む多額の無形資産を所有している。耐用年数が定められていないのれんおよび無形資産は減価償

却されないが、年に一度、また減損損失が発生したことを示すイベントまたは状況が発生した場合にはそれよ

りも頻繁に、減損テストが実施される。それ以外の無形資産の場合は定額法により推定耐用年数に応じて減価

償却が行われるとともに、製品の製造中止、工場の閉鎖、製品の処分、あるいは簿価の回収が完全にはできな

いことを示唆する状況の変化があった場合には、減損損失の再評価が行われる。

これまで、当社は、上記の事象の一部の他、構造改革や市況の悪化（当社に特有のものか、より広い範囲

の電気通信業界に特有のものか、またはより一般的なものかにかかわらず）の可能性など、様々な理由から多

額の減損費用を認識してきた。

過去の減損に関する詳細は注記11を参照のこと。

この製品部門の回収可能価額の判断に使用する主要仮定条件に重大な不利な変更がある場合は、将来的に

は追加の減損費用が発生する可能性もあり、その影響が重大なものになる可能性があるだけでなく、当社の経

営成績または財政状態に悪影響を与えるおそれがある。

当社は、数多くの企業が参入し、極めて競争の激しい業界で事業を展開している。有効に競争できない

と、当社の事業は損なわれることになる。

各事業部門は激しい競争にさらされており、製品提供内容、技術力、品質、サービスならびに価格の面で

しのぎを削っている。新規サービス・プロバイダーと法人顧客の獲得競争のほか、新しいインフラストラク

チャーの展開を巡る競争が特に激しくなっており、価格を重視する姿勢が強まっている。競争力のある価格設

定に加え、高品質で高度な技術を備えた製品に対する強力なサポートと統合サービスなどの数多くのメリット

を既存顧客と見込み顧客に提供している。しかしながら、価格だけで購入決定が行われる場合、状況によって

は有利に立てない場合もある。

当社には数多くのライバル企業が存在する。その多くはすでに当社と競合状態にあり、その一部は極めて

規模が大きく、強力な技術力と財務力を備えており、世界中のサービス・プロバイダーとの関係を確立してい

る。一部の競合会社は極めて低いコスト構造を備えているため、価格面では非常に高い競争力を維持してい

る。さらに、技術の取得またはシフトに伴って、新しい競合企業がこの業界に参入してくる可能性がある。既

存の競合企業に加え、電気通信、コンピュータ・ソフトウェア、コンピュータ・サービス、データ・ネット

ワーキング業界からも新たな企業が参入してくる可能性がある。当社がこれらの企業との競争に打ち勝つと保

証することはできない。競合企業は、当社が対抗または提供できないような低価格、製品またはサービスの追

加、あるいは魅力的な商品構成またはサービス構成、あるいはサービスその他のインセンティブを提供できる

場合がある。これらの競合企業は、新たに台頭する技術への迅速な対応という面で、当社よりも有利な立場に
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ある可能性がある。また、さらに大規模な販売キャンペーンを実施し、さらに積極的な価格設定方針を採用

し、既存の顧客、潜在顧客、従業員ならびに戦略的なパートナーに対してさらに魅力的な提案を行うことがで

きるかもしれない。

テクノロジーが当社の製品とサービスの原動力になっている。当社がこの業界における技術的進歩に追い

つけない場合、または商業的には受け入れられない技術を追求する場合には、顧客は当社製品の購入や当社

サービスの利用を見合わせる可能性がある。

電気通信業界では数多くの様々な技術を利用する。大手サービス・プロバイダーは複数の、時には互換性

のない技術に投資することが多い。この業界では、テクノロジーのアップグレードが頻繁に行われるほか、時

には大規模なアップグレードを求められることがある。そのうえ、当社のサービス収入を増大させるため、つ

ねに卓越したツールの開発と保守を行う必要がある。当社には既存および潜在的なテクノロジーのすべてに投

資できるリソースはない。そのため、当社は、顧客に大いに受け入れられている、あるいは今後受け入れられ

るであろうと確信する技術、そして当社が適切な技術的専門性を有すると確信する技術に対して経営資源を集

中させる。しかしながら、既存商品のライフ・サイクルは短く、価格はライフ・サイクルを通して下落すると

いう特徴がある。加えて、顧客が当社の開発した製品を採用しない場合、またはそのようなテクノロジーが最

終的に有効ではないことが判明した場合には、テクノロジー開発に対する当社の選択は誤りであったことにな

る。当社の収益と経営成績は、顧客にとって魅力的な製品のポートフォリオとサービスを維持できるか否か、

既存製品を拡張できるか否か、今後も巧みにかつ適時に新製品を導入できるか否か、ならびに当社が提供する

サービスのために新ツールの開発、または既存ツールの拡張ができるか否かによって大きく異なってくる。

当社が技術の実現を可能とするには努力を要すること、上述したように顧客市場が急速に変化しているこ

と、ならびに重大な競争の脅威が存在することを理由として、新しい技術の開発は、当社にとって重大なリス

クとなっている。

これらの製品をタイムリーに市場に出せない場合、市場シェアの低下、あるいは新技術を新規市場で売り

込む機会の喪失につながり、当社の事業や業績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

当社は、限られた数の社内外の製造組織、流通センターおよびサプライヤーに依存している。こうした

パートナーが当社の要件どおりに提供または実行できない場合、十分な量の製品、サービス、ソリューション

を期日どおりに納品する当社の能力や、品質、安全性、セキュリティ基準に対応する当社の能力に悪影響が及

ぶ可能性がある。

当社の製造戦略は、 社内の製造場所と外部の製造サプライヤーの2つの主要生産ソースの上に成り立って

いる。外部の製造手段を使用する場合、在庫、標準製造設備および共通の試験設備の主要所有者は外部製造者

であるが、大部分の場合は特注の試験設備は当社の所有であるため、不要になった場合は、簡単に製造場所を

変更できる。社内の製造場所の製造設備と共通および特注の試験設備は当社の所有である。

当社の事業継続計画には、経済的に実現可能な場合は、指定地域内で当社の供給と出荷をサポートおよび

最適化するサプライ・チェーンを確保するための地域の調達戦略の実装も含まれる。この計画には、指定の設

備に問題が発生した場合に、社内および外部の製造場所の両方に代替製造場所への移動可能性が含まれる。さ

らに、すべての施設に対して、内部および外部監査を実施し、全体的な事業中断リスクを削減するために必要

なアクションを特定する。

ただし、上記の対策にもかかわらず、当社製品のすべての混乱リスクを完全に軽減することができない場

合、混乱事象の内容によっては、製造を優先順位付けする必要性が生じ、その結果、一部の製品の供給が他の

ものより大きく影響を受ける場合がある。

調達戦略は年に1回開発および更新され、購入部品、完成品、サービス、ソリューションの選択に使用する

主要テクノロジーと供給ソースが特定される。当社は、可能最大の範囲で、業界標準の多くの部品および原材

料ファミリーは複数ソースから調達する。多くの部品および完成品に対して、当社は混乱事象が発生した場合

に追加在庫にアクセス、または最終顧客の需要増加に対応できるように複数の事前定義されたソースを使用す

る。一方、単一ソースの部品またはリードタイムが長い部品に、予測しなかった需要増、部品を通常は異なる

競合他社へ配分を行うことによる不足、サプライヤーの生産中止、品質上の問題など、さまざまな理由により

サプライ・チェーン・リスクが発生した場合は、製品の出荷に悪影響を及ぼすことがある。また、特定の部品

に対して、代替ソースを技術的に使用できなくなる場合がある。複数ソース戦略に加えて、主に当社の要件を
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満たす「優先」サプライヤーで構成されたグループのなかで新製品や大量生産のためのサプライヤーベースを

集中させることで、調達の混乱を軽減する努力をさらに行う。これらの優先サプライヤーは品質および性能の

監視下にあり、定期的な企業レビューや経営管理会議の対象となっている。

製造および調達戦略、当社の事業継続計画、物流ネットワークに関して講じた手順にかかわらず、これら

の手順が当社のサプライ・チェーンのさまざまな段階の混乱を避けるために十分であることは保証できない。

このような段階の混乱が、十分な量の製品、サービス、ソリューションを期日どおりに納品する当社の能力

や、品質、安全性、セキュリティ基準に対応する当社の能力に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

当社は、人事 (HR) プロセスやインフラの大部分を外部委託しており、外部企業の信頼性への依存度が高

まっている。これらのプロセスが中断されると、反応やこれらのプロセスに対して多大なマイナスの影響が出

る場合があり、これは当社の事業運営にとって多大な事態となり、変化するビジネスニーズに対応する能力が

変わってくる。

財務と人事の領域でアウトソースされるサービスのカスタマイズの性質が原因で、外注先企業と効率的関

係を結べない場合は当社にとって継続的問題、さらにはビジネスの中断につながる場合がある。さらに、経営

陣の焦点が直接型から間接型の運営管理に向かうに伴い、積極的経営陣のいないリスクやサービスは標準的な

質を下回る可能性がある。外注を行っている会社が達成できない追加リスクというものも存在し、この場合、

影響を受けたサービス、契約上の救済措置は、当社が被った損害を全て補填できない可能性がある。これは特

にパリにあるユーロネクスト証券取引所に上場されている報告要件には特に当てはまるものである。

このアウトソーシングを実行するため、ビジネスプラクティスやプロセスの変更が求められ、経済規模や

事業運営効率を活用できるようにし、事業を行う方法を反映できるようにした。結果として、個々の事業部門

またはグループ全体に向けてカスタマイズされたビジネスプロセスは、現在よりも標準化されたフォーマット

になった。アウトソーシングへの移行の途中で、当社従業員はアウトソーシングを行う会社のスタッフや発注

先の会社のシステムの訓練を受ける必要が出てくるようになる。将来の同様の訓練の結果、当社の人事が混乱

する可能性がある。従業員の規模やアウトソーシング先の会社に従業員を移管することで、労働問題にも影響

が出る可能性があり、これはアウトソーシングの事業に影響する可能性がある。もし十分に対処がなされた場

合、この移行は一部の人材の損失につながる可能性がある。

また、監督手順の独立承認にも関わらず、当社が効率的に実行できないというリスクも存在する。機密性

の高いデータ、戦略的技術の適用、アルカテル-ルーセントグループの記録へアクセスできることで、第三者か

ら生じる問題と言うのもあるだろう。

長期的に見れば、こういった種類の組織は将来的にはアウトソーシングを行う会社の独立性を生み出す。

この独立性は期間を通じて増していくものである。というのも、当社の能力では日々の業務や実体験で学ぶも

のであり、変容するビジネスのニーズは変わっていく可能性がある。

外注の財務や人事サービスについては定評のある企業を選び、リスクを認識してこのリスクを最低限に抑

えるために協力しているものの、これらのプロセスを完璧とし、中断がないようにすることは不可能である。

これらの問題が生じた場合、当社の事業運営、特に移行時期において大きなマイナスの影響を生じさせる場合

がある。派生して生じるパフォーマンスの問題は締切の忘れ、財務的損失、ビジネス機会の喪失や評判の問題

につながる場合がある。

これらの活動のほとんどは、2015年初頭に移行され、上記のリスクは減少し、現時点では、事業への混乱

は生じていない。但し、ノキアとの取引を背景に、当社が、アウトソースされた企業に対して、新しいノキア

の組織が定義するツールやプロセスの変更にタイムリーに適応できる能力に関連した別のリスクは存在する。

情報システム・リスク、データ保護違反、サイバー攻撃、産業スパイにより、当社が所有する、または当

社に委任されている知的財産および機密情報に不正アクセス、または変更、または不正利用または損失、なら

びに当社システムまたは当社が管理しているシステムの使用妨害などが発生することがある。

当社の事業および競争力に不可欠な貴重な知的財産ならびにその他の機密および専有情報（当社および顧

客、サプライヤーおよび当社の顧客のエンドカスタマーを含むその他の第三者の）は、当社の情報システムに

保存または当社の情報システムを介してアクセスできる。そのシステムの大部分は、当社のIT事業ならびに当

社が管理または第三者に販売しているネットワークおよび情報システムの相当部分をアウトソーシングしてい
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る、またはそのセキュリティおよび信頼性に対して当社が責任を有する第三者によって管理されている。その

ような情報への不正アクセスまたは修正、または不正利用または損失により、当社の事業および事業結果に重

大な悪影響が及ぶ可能性がある。当社がクラウドベースのプロバイダーとサービスの試用を拡大するのに伴

い、当社が直接に管理できない社外の情報が増えることになり、これによりリスクが増える。また、多様化、

アウトソーシング、規模縮小といった事業活動が増えることで、重要な情報が社外や社内の要因で妥協される

ことになる。

認可されていない社外の当事者が、アドバンスト・パーシスタント・スレット攻撃（「APT」）およびその

他の攻撃などの最新の攻撃を使用して、当社の情報システムをターゲットにした。APTは「フィッシング」攻撃

を使用し、攻撃の主要ベンダーとしてダウンロードした。当社の情報システムにアクセスこのような試みは、

2013年に1度成功しており、攻撃の総数は世界中で増えており、当業界においては2014年には2度、2015年には1

度あった。当社はこれら攻撃の影響を調査した。攻撃に関して、機密性の高い情報が攻撃に遭ったと考える理

由はないものの、調査が示すように、データの一部が抽出されたため、調査の現段階では、決定的とみなせる

段階にない。世界中で攻撃の件数全体が増えており、当社の業界は、ターゲットとなっている業界として指定

されているため、当社は今後も継続的に、そのような攻撃によってビジネスまたは事業、またはその顧客に重

大な影響を及ぼすリスクを相当に軽減すると考える是正措置を講じる。しかし、他にも成功した、または検出

されなかったサイバー攻撃があったという可能性を無視することはできない。当社のビジネスは、第三者およ

び従業員による窃盗、詐欺行為、トリッキーなまたはその他の形態の策略、妨害行為、海外における破壊行為

に対しても脆弱である。

当社には、既知のまたは疑わしいデータ違反に対応するための措置が講じられている。さらに、システム

の脆弱性とセキュリティ保護の有効性の定期評価を実施、社内およびサプライヤー、ビジネス・パートナーと

の連携の下で情報セキュリティ改善プログラムを実施してきており、今後も継続して実行する。また、当社は

この分野に配分するリソースも増加させている。ただし、既存の手順または改善プログラムが将来のセキュリ

ティ違反またはサイバー攻撃の防止に対して十分であることは保証できない。さらに、情報技術事業やその他

事業の相当部分をアウトソーシングしているため、当社にはそのような第三者の脆弱性に対しても責任があ

る。情報技術は急速に進化しており、不正アクセスに使用するテクニックまたはシステムに対する妨害行為は

頻繁に変更され、サイバー攻撃およびその他の産業スパイの背後にいる当事者は精巧で十分な資金を有してい

るため、すべての既知の脆弱性をタイムリーに軽減、またはサイバー攻撃およびデータ違反のすべてのリスク

を排除することは商業的にも技術的にも無理である。知的財産および機密情報への不正アクセスまたは変更、

または不正利用または損失により、訴訟が起こされ、顧客、サプライヤーおよびその他の第三者に対する責任

を問われ、競争面でのポジションに悪影響を与え、研究・開発部門およびその他の戦略的イニシアチブへの投

資価値が減少し、ブランドおよび評判にダメージを与える可能性があり、当社の事業、事業結果または財務状

況に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、情報システム保護措置の追加実装のコスト面および事業面へ

の影響が相当なものになる可能性がある。そのような措置の実装は成功しないことがあり、事業は混乱し、よ

りコスト高になり、時間を要し、リソース集約型になる可能性がある。そのような混乱の結果、事業に悪影響

が出る可能性がある。

当社はIT事業の大部分を外部委託しており、これらの事業の信頼性を確保するために外部企業が講じる予

防的措置にますます依存する状況が生じている。

こうした予防的措置にもかかわらず、アウトソーシングしたものや自社管理するものを含めたIT事業は機

器障害、破壊行為、自然災害、停電などの事象による寸断の影響を受けやすい。ITシステム及びサービスの外

部委託に際しては定評のある企業を選定しており、リスクの特定、対策や制御の実施に向けて外部企業と緊密

に連携しているが、当社が信頼するITシステム及びサービスのアベイラビリティに障害が生じて当社の事業運

営に重大な悪影響が生じないとは言い切れない。

現行製品や今後計画している製品の多くは極めて複雑で、電気通信ネットワークで展開された後でないと

検出されない欠陥やエラーが含まれている可能性がある。そのような事態が発生した場合には、当社の評判は

損なわれるおそれがある。

当社の製品は極めて複雑なため、当社が精力的に行っている製品開発、製造および統合テストにおいて、

顧客満足度に影響を与えるか、または当社に対する訴訟の原因になる可能性があるすべての欠陥、エラー、不
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具合、ならびに品質上の問題を的確に検出できるとは保証できない。そのため、出荷された製品に欠陥が検出

された場合には、一部の部品の交換および／または是正措置を義務付けられる可能性がある。

瑕疵、不具合、欠陥あるいは品質上の問題が発生した場合には、注文の取消、返品、経営資源の分散、顧

客および顧客のエンド・ユーザーによる訴訟リスクを招く可能性がつねにあるほか、当社または当社の顧客や

エンド・ユーザーにそれ以外の損失を発生させる可能性もある。このような事態の発生に伴い、当社製品が市

場で受け入れられなかったり、市場での受け入れが遅れたり、販売機会が失われる恐れもある。その結果、当

社事業が損なわれ、当社収益や収益性に悪影響が及ぶことも考えられる。適宜、当社はこういったことを経験

してきた。

現行の規制や技術規格の急激な変更、あるいは従来は規制対象ではなかった製品とサービスに関する新た

な規制や技術規格の導入は、混乱を招き、当社にとって時間的・金銭的負担となる可能性がある。

当社は、現行の規則および技術基準と未完成の技術基準に関する解釈に基づき、またはかかる規則と基準

がないことを根拠にして、多くの製品とサービスを開発している。現行の規則と技術基準の変更、あるいは従

来は規制されなかった製品とサービスに関連した新しい規制と技術基準の導入に伴って、コンプライアンス費

用が増加するとともに、開発の遅延を余儀なくされることにより、当社の開発努力は悪影響を受ける可能性が

ある。当該の製品とサービスに対する需要も減少する可能性がある。

当社の顧客のうち上位10社（そのうち、ベライゾン、AT&Tとスプリントがそれぞれ当社収益の15%、14%と

5%を占める）が2015年の収益の53%を占めており、収益の大半は電気通信サービス・プロバイダーから生み出さ

れるものである。主要な顧客を失うか、またはサービス・プロバイダーの支出が減少する、または、当社の顧

客基盤を非サービスプロバイダーに拡大・多様化できないことは、当社の収益、収益性ならびにキャッシュ・

フローは大幅に悪化する可能性がある。

当社の顧客のうち上位10社が2015年の収益の53% を占めている（そのうち、ベライゾン、AT&Tとスプリン

トがそれぞれ当社収益の15%、14% と5% を占める）。サービス・プロバイダーの規模が大きくなるにつれ、当

社の収益に占める少数の大手サービス・プロバイダーの比率が今後高まる可能性がある。一般に、当社の既存

顧客には、一定の期間内に当社から定額の製品またはサービスを購入する義務はなく、また過去の注文を減額

したり、発注時期を先送りしたり、あるいはそれまでの注文を破棄できる権利が付与されることがあり、これ

はある報告期間から次の報告期間への収益に影響する可能性がある。それゆえ、当社は既存の顧客に対する将

来の売上を確実に予測することは困難である。今までは当社の顧客が突然に納入業者を変更した事例はない

が、当社の顧客は期間毎に（時には大幅に）購入先を変更するおそれがある。少数の大口顧客に依存している

ことに加え、このような事態が発生した場合には、当社の売上、収益性およびキャッシュ・フローは悪影響を

受けるおそれがある。さらに、当社は通信業界向けの事業に集中しているため、通信業界での設備投資の減速

または遅延に伴う影響を極めて受けやすくなる。当社は顧客基盤をケーブル・サービス・プロバイダー、ウェ

ブスケール、大規模なテクノロジー企業または縦貫事業などの新興のカスタマーセグメントへ拡大・多様化す

ることに注力しており、また、かかる拡大・多様化などを達成できないかもしれないキャリアグレードのネッ

トワークにも投資を行っている。

ノキアとの取引の結果、同じネットワークプロバイダーが特定の市場でそのような顧客と特定のビジネス

の閾値を上回るネットワークプロバイダーの能力を制限してしまう顧客の多様性ポリシーが原因で、当社は特

定の他の既存契約を失ったり、新規契約の更新や獲得ができなくなる可能性がある。一部の国におけるポリ

シーや実践についても、外国のベンダーが特定の閾値を超えてネットワークを提供するのに参加することを制

限してしまう可能性がある。

当社は数多くの顧客と長期販売契約を締結している。コストと製品構成は契約期間中も変化するため、中

には結果的に採算性が悪いと判明する契約も出てくるだろう。

当社は、数多くの大口顧客と長期の販売契約を締結しているほか、当社は将来にわたり今後も長期販売契

約を締結すると予想している。既存の販売契約の中には、契約期間中、固定価格で製品やサービスを販売する

ことを義務付ける販売契約もある。また、中止を考えている製品やサービスの販売を義務付ける、あるいは将

来的に義務付けることになる契約もあるため、結果として収益性が高く戦略的に重要な製品の開発から経営資

源を転用することになる。以前の事業再編活動は、製品は合理化されて提供される必要があるとされているた
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め、できれば中止したい製品を販売しなければならない可能性が高まるのである。このような販売契約の一部

を履行するために支出された費用は、当社の当初費用見積りとは大きく異なる可能性がある。顧客に転嫁でき

ないコストの超過分によって当社の経営成績は悪影響を受ける可能性がある。

当社は大規模に国際事業を展開しており、新興市場や新興地域での収益は相当な金額にのぼっている。

本項の別の箇所に記載されている通貨リスクに加えて、当社の国際事業は、当社が業務や事業を展開する

国々の景気、政情、言語と文化の障壁に起因する様々なリスクの対象となる。当社は、今後もアジア、アフリ

カ、中南米ならびに東欧の新興市場における事業を引き続き拡大していく予定である。これらの新興市場で

は、ごくわずかな商品（もっと具体的に言えば、原油や鉱物といった原材料の輸出だけに依存している経済）

に依存しているために激しい変動が起こる可能性のある経済状況、契約上の権利を行使する能力に影響を及ぼ

す可能性のある脆弱な法律制度、為替操作の可能性、国際的な貿易規制、不安定な政治情勢、商品や通貨に影

響を及ぼす民営化措置やその他の政府による措置などが挙げられる。また、一部諸国の政治情勢が、一時的に

せよ、紛争やテロのリスクが高まることにより当該諸国における当社事業に悪影響を及ぼす可能性がある。こ

うした理由から、当社は特定の国との潜在的に契約を締結、管理、終了したり、一定期間特定の国で就労した

りできない可能性がある。

アルカテル・ルーセントグループの米国企業年金と退職後給付制度は、規模が大きい。また積立要件は、

資産の投資方法、世界の金融市場のパフォーマンス、金利水準、対象従業員や退職者の推定寿命に関する想

定、医療関連費用の増額、および法定要件の改正によって変動する。これらの給付制度は費用負担が大きく、

積立やコスト管理の取り組みが効果を上げていない可能性もある。

米国内のアルカテル・ルーセントグループの前従業員や現行従業員そして退職者の多くは、退職後年金、

医療保険、グループ生涯給付金を給付する、大型確定給付型年金および福利厚生制度の１つ以上に加入してい

る。このように確定給付型年金や退職後年金、福利厚生制度には、資産配分、金融市場のパフォーマンス、金

利、平均寿命に関する想定、医療費、および法的要件の変更など、様々な基準に基づく積立要件がある。これ

らの前述の基準やその他の基準の変更に応じ、当社の大型確定給付型年金制度、退職後年金の積立要件は増額

となる場合がある。積立要件の増額から生じるコストをコントロールできなくなる可能性もあり、これによ

り、当社の経営成績や財政状況に大きな影響が出る可能性がある。

割引率や資産価値のボラティリティが、アルカテル・ルーセントの年金制度の積立状況に影響を及ぼす可

能性がある。

米国年金制度の積立要件を計算するため、米国の内国歳入法では制度資金を算出および適用する割引率を

決定する際に使用する多くの方法が規定されている。制度資金を算出する場合は、評価日の公正市場価値また

は平滑化公正価値（2年を超えない前期間に基づき、前期間の最終日として評価日を使用）から選択できる。割

引率を決定する場合は、評価日のスポット割引率（実質的には、評価日の前月の毎日のレートの平均イール

ド・カーブ）または各時間セグメントの24カ月平均（24カ月期間が評価日の5カ月後以降の終了とならない24カ

月期間）を選択できる。2014年の積立評価を判定するために、当社は米国経営幹部向け年金制度および米国従

業員向け企業年金制度（現行のものとそれ以外）の2年間の資産公正価値平滑化方法を選択した。アルカテル・

ルーセントは一般的に、2015年の積立評価を行ううえで、同じ資産評価方法を使用することが求められてい

る。制度の測定に適用される割引率に関しては、2012年7月6日に施行され、その後2014年8月8日に施行された

線道路・輸送機関財政支援法 (HATFA)、2015年11月2日に施行された、2015年超党派予算法（総称して、「MAP-

21／HATFA／BBA」）拡大された、21世紀における発展に向けた前進法 (MAP-21) は、規制の資金目的で制度の

負債を測定する時間セグメントの金利を使用する制度について、米国税制適格退職年金制度の積立要件に影響

する。このようなプラン、MAP-21／HATFA／BBAについては、このような金利について25年間の平均値での「コ

リドー」を設立している。MAP-21／HATFA／BBAにより修正、拡大されたとおり、アルカテル・ルーセントグ

ループの米国経営者向けおよび現在有効な従業員向け企業年金制度に適用されるものであり、ここでは規制上

の積立要件を定める目的の時間セグメントの金利を採用しているが、この目的にフルイールドカーブを使用す

る米国停職年金制度には適用されない。米国経営者向けおよび現在有効な従業員向け企業年金制度について

は、MAP-21／HATFA／BBAでは、修正、拡大されたとおり、規制の資金目的に使用される金利が増加する。MAP-

21／HATFA／BBAに基づくこれらの制度の予備的評価については少なくとも2017年までに積立拠出金は求められ
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ていない。MAP-21／HATFA／BBAは現在アルカテル・ルーセントグループの年金制度には適用されていないもの

の、その制度に関して、規制の資金目的での負債と比較した場合の資産を考慮すると、グループでは拠出金の

必要性を感じていない。

年金と退職後医療制度の加入者が想定よりも長生きする可能性があり、その結果給付債務が増加すること

が考えられる。

当社の年金および退職者向け医療保険プランの参加者が想定より長生きした場合、年金および退職者向け

医療保険が増加する可能性が高い。退職者医療制度や年金制度の加入者の長寿レベルが、当社が現在使用して

いる死亡率表に示されているデータを超えるかどうか定かではない。また、これらの表において今後更新され

る内容に推定寿命の大幅な延びが反映されないとも限らない。

年金積立のために、内国歳入法 (IRS) が発行した死亡率表を用いている。この表には、まだ年金給付を受

けていない現役従業員や前従業員の寿命が15年延び、現在給付を受けている退職者の寿命が７年延びるという

予測が記載されている。これらの表から、給付金支払いを行うものとアルカテル・ルーセントが想定する期間

を決定する。期間が長くなればなるほど、給付債務額やその債務をまかなうために必要な資産の額が増大す

る。会計目的で、2014年9月30日までは、米国保険数理基準AA協会 (U.S. Society of Actuaries Scale AA)

（「SOA」）に基づく世代予測を組み入れたRP-2000死亡率表を使用していた。2014年12月31日以降、当社はこ

れらの仮定を、経営上の記録のための改善された死亡率 (MP-2014) を記載したRP-2014ホワイトカラー表、従

業員の記録のための改善された死亡率 (MP-2014) を記載したRP-2014ブルーカラー表に変更した。2015年10月8

日、米国SOAは、死亡率改良前提：scale MP-2015の一連の最新版を公開した。この新しい死亡率改良スケール

は、MP-2014の死亡率改良の進展以降、社会保障庁が公開した2年分の追加データを表している。これらの2年分

の追加データは、過去よりも死亡率改良の程度が低くなっていることを示している。2015年12月31日以降、当

社はこれらの仮定を、従業員の記録のための改善された死亡率 (MP-2014) を記載したMP-2015改善死亡率表に

変更した。

将来の米国の退職者医療制度負担額を見積るため、2014年9月30日まで年金積立のために使用した、米国保

険数理基準AA協会 (U.S. Society of Actuaries Scale AA) に基づく世代別予測付きの同じRP2000結合健康死

亡率表を使用した。2014年12月31日以降、同様に、経営陣レコード用MP-2014死亡率改善スケール付きRP-2014

ホワイトカラー表、および職業レコード用MP-2014死亡率改善スケール付きRP-2014ブルーカラー表へとこれら

の想定を変更した。米国の退職者向け医療給付プランについて、2015年12月31日以降、当社はこれらの仮定

を、従業員の記録のための改善された死亡率（MP-2014）を記載したMP-2015改善死亡率表に変更した。年金給

付と同様に、加入者が長生きすればするほど、退職者医療給付債務が増大する可能性がある。退職者医療制度

や年金制度の加入者の長寿レベルが、当社が現在使用している死亡率表に示されているデータを超えるかどう

か定かではない。また、これらの表において今後更新される内容に推定寿命の大幅な延びが反映されないとも

限らない。

2014年10月27日に発表された、新たな死亡率（RP-2014ホワイトカラーとブルーカラー）、および新たな死

亡率改善スケール (MP-2015) を米国保険数理基準AA協会 (U.S. Society of Actuaries Scale AA) が2015年10

月8日に発行した。新しい想定は、2017年度までに規制の資金目的で効力を発するようにはならないと見込まれ

る。

当社は、年金資産剰余分で元幹部退職者の医療費および団体生命保険費用を積み立てることができない

当社は、米国内国歳入法第420条に則り、米国通信労働者組合と国際電工労働組合の幹部を務めた退職者の

現行医療費および団体生命保険費用を、米国停職年金制度の年金資産剰余分の振替でまかなっており、引き続

きこの方法を続ける予定である。内国歳入法第420条では、剰余資産を「MAP-21適用前の制度の積立債務の120%

または125% のいずれかを超える資産（選択した振替の種類に応じて）」と定義している（MAP-21/HATFA/BBAは

適用しない）。現在の保険数理上の想定および現在の給付水準および制度に基づき、当社は今後も引き続き、

歳入法第420条、米国停職年金制度の振替で、米国通信労働者組合と国際電工労働組合の幹部を務めた退職者の

医療給付を積み立てていくことが可能であると考えている。しかしながら、当制度の積立状況の悪化が、将来

的に第420条振替を行う当社の能力にマイナスの影響を及ぼす可能性がある。現状、第420条は、2025年12月31

日に期限切れになるよう設定されている。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 49/425



医療費の増加とサービスの利用増加により、退職者医療費が大幅に増える可能性がある。

現行の医療制度では、1990年2月以降退職した人と今後のすべての退職者に提供する交付金の上限を定め

ている。これは、退職者医療債務のほぼ半分を占めることになる（一人当たり）。当社は、段階を踏んで、法

的要求事項ならびにあらゆる団体交渉の義務に則り、現行の退職者医療制度の費用全体と当社の負担額の削減

に取り組む可能性がある。しかしながら、実際にはこれらの費用を削減する当社の努力を上回るペースで費用

が増加している。さらに、過去に、当社による退職者医療給付の減額または廃止を巡って訴訟が提起されてい

る。これらの費用を抑制するために講じる措置により、追加的な請求事案が発生する可能性がある。

当社のIPトランスポート部門の活動には、海底通信ケーブル・ネットワークの設置および保守が含まれて

いる。この活動過程で既存の海底インフラに損傷が及ぶ可能性があり、当社は最終的にその責任を負わされる

可能性がある。

当社の子会社アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークは、本島と島、島と島または沿岸部の複

数地点を結ぶ海底光ファイバー・ケーブル・ネットワーク供給における業界のリーダーで、現在、その事業は

石油およびガス・プラットフォーム、海上風車、その他のオフショア施設へのブロードバンド・インフラ供給

に拡大している。徹底した調査により、これらのすべての活動の計画・展開段階でさまざまなプロセスと安全

な手順が許可されているが、電気ケーブルまたは石油パイプラインなど、事前の注意にかかわらず、それ以前

に設置されたインフラが発見されない場合があり、通信ケーブルの設置プロセス中に損傷を受け、同じエリア

の第三者の事業中断または予想外の汚染を引き起こすリスクがある。当社には限定契約条項があり、損害を抑

えるために保険をかけているものの、これらの保護が完全にリスクをカバーするに十分であるとは保証できな

い。

(2)　法的リスク

当社は訴訟に関与しており、決定が当社にとって不利になった場合、多額の損害賠償の支払いを義務付け

られる可能性がある。

当社は、商業用不動産、知的所有権、環境および労働者問題に関連した事項を含む各種の訴訟の被告に

なっている。現在係争中の訴訟または将来の訴訟で当社に有利な決定が下される範囲、または当社に対して多

額の支払いを命じる判決が下されるか否かを予測することはできない。このような訴訟に起因して発生する物

質的損害により、当社の収益性とキャッシュ・フローは悪影響を受けるおそれがある。

当社では、今までも、そして今後も引き続き、申し立てられた反腐敗法に関する違反について調査が行わ

れる可能性があり、かかる調査の結果、多額の罰金、罰則、その他の制裁が再度科される可能性がある。

現在多くの国で施行されている反腐敗法では、新しいビジネスを獲得したり、既存の事業関係を維持する

目的のために、企業やその仲介業者が、公務員に不正な支払いをすることを禁止している。連邦海外腐敗行為

防止法（「FCPA」）といった特定の腐敗防止法では、会社の事業運営で腐敗につながる支払いがないように、

適切な記帳および記録を維持し、統制および手順を実施することも求めている。当社は世界中に拠点を構えて

おり、当社顧客の一部が政府機関であったり、当社のプロジェクトや契約で公務員からの承認が求められるこ

とが多いため、従業員、コンサルタント、代理人が、グループの方針および腐敗防止法に違反する行動をとり

うるリスクがある。

過去に、FCPAを含め、当社は反腐敗法の実際の違反、または違反を申し立てられた事例を経験したことが

ある。結果、当社は米国証券取引委員会に対して利益侵害の罰金を、米国司法省に対して犯罪の罰金を支払う

必要があった。

また、当社は、コスタリカ法務長官およびInstituto Costarricense de Electricidadに対して、コスタリ

カにおける反汚職請求の処理として、一定額の支払を行わなければならなかった。また、当社はコスタリカ、

フランス、ナイジェリアにおいてその他の一部の継続的調査の対象となる場合がある。これについては本報告

書のセクション6.7「法的事項」に記載されている。また、さらなる物質的損害、罰金、およびその他の制裁を

受けることに加え、これらの国々の特定の公的調達契約を締結できない可能性をもたらす場合がある。
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さらに、取られた措置および当社のトレーニングとコンプライアンスプログラムは、当社従業員、コンサ

ルタントや代理人が、当社グループの機関に対する活動に従事するうえで反腐敗法を回避するうえで十分では

ない可能性がある。かかる法律へのさらなる違反、または違反の疑いがある場合、グループの評判、または事

業運営・財務状況に多大な悪影響を与える場合がある。

当社の知的所有権を保護できない場合には、当社の事業と業績見通しは損なわれる可能性がある。

特許などの知的所有権は当社の事業に極めて重要であり、成功を収めるために独自の新製品や技術を開発

することが不可欠である。当社は、フランス、米国および諸外国の特許を数多く取得しているほか、数多くの

特許を出願中である。しかし、特許（登録済みか出願中かを問わない）によって競争上の優位性がもたらされ

るか否か、あるいは、かかる特許が第三者から挑戦されるか否かについて予測することはできない。さらに、

競合他社がすでに特許を出願している可能性があり、これが発行されると、当社の特許権に勝る、あるいは当

社の製品販売力を制限する場合がある。競合他社は当社の特許を基礎にした設計を試みたり、当社の専有的な

テクノロジーをコピーする、またはその他の方法で取得および利用する可能性もある。加えて、現在出願中の

特許が承認されない可能性もある。当社の特許出願が認められない場合、または知的所有権に関してそれ以外

の問題が発生した場合には、当社の競争力は著しく損なわれ、これを受けて将来の収益が制限され、潜在顧客

を失いかねない。

当社は知的所有権を巡る訴訟と侵害申立の対象となっており、多額の支出を義務付けられる可能性、また

は一部の製品販売を禁止される可能性がある。

時として当社は、製品やソフトウェアに関連して、第三者から知的所有権の侵害に関する通知や申立を受

けることがある。当社の知的所有権を他の会社にライセンスする際にも同じような通知またはクレームを受け

取ることがある。知的所有権を巡る訴訟には費用と時間がかかるほか、経営陣と主要幹部社員の関心がそれ以

外の経営問題から逸れてしまう可能性がある。関係するテクノロジーが複雑なことと、知的所有権を巡る訴訟

の先行きを読めないことがこのようなリスクをさらに高めている。当社による特許権その他の知的所有権の侵

害に関する訴訟で第三者の主張が認められた場合には、当社は割高なロイヤルティ契約またはライセンス契約

の締結を余儀なくされるか、または多額の損害賠償金の支払いを義務付けられる可能性があるほか、一部の製

品の販売を禁止されるおそれもある。さらに、当社の重要な特許またはそれ以外の知的所有権の1つが取り消さ

れた場合には、ライセンス収入を失う

ほか、競合会社を含む他社が当該技術を使用することをブロックできなくなる可能性がある。

当社は複数の重要な合弁事業に関与しており、共同経営されている会社に特有の問題に直面している。

当社は複数の重要な合弁会社に関係している。一定の行為を行うためには、関連する合弁事業契約によっ

て全会一致の同意または適格過半数の株主による賛成投票が義務付けられている。そのため意思決定プロセス

が減速する可能性がある。当社最大の合弁事業であるアルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベルにはこの種の

要件がある。当社は、アルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベル・カンパニー・リミテッドの株式の50% プラ

ス１株を保有し、残りは中国政府が保有している。

当社は当社の事業を制限する環境安全衛生に関する法律の適用を受けている。

当社の事業は、環境安全衛生に関する広範な法律（有害物質の使用、廃棄および浄化、ならびに人体への

影響に関連した法律を含む）の適用を受けている。米国では、これらの法律により、過失の有無を問わず、当

事者は是正費用の拠出を義務付けられている。当社は十分な準備金を積み立てているため、環境保全義務を完

全に履行できるが、追加的な有害物質の発見、必要な是正措置の範囲、ならびに浄化義務の追加などの要因に

よっては、当社の設備投資と是正措置に関連したその他の費用が環境準備金の項目に表示されている金額を上

回る可能性があるほか、当社の経営成績とキャッシュ・フローに悪影響を与える可能性がある。環境安全衛生

に関する現行の法律または将来の法律を遵守することにより、当社は将来債務の対象になり、生産の中止、設

備稼働率の制限、あるいは高価な汚染防止設備の取得、またはそれ以外の重大な支出を義務付けられる可能性

がある。
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当社の最善の利益を保護するために取られた措置にもかかわらず、当社の少数株主が、アルカテル-ルーセ

ントの株価が、当社の経営陣と取締役がノキアに有利なように決定したとマイナスの影響を与えるような行動

を起こす可能性がある。

ノキアのオファーが成功した結果、ノキアは、2016年2月10日付で、当社の普通株式の90.34% を所有して

いる。従って、当社は、現在、ノキアの支配下にあることになり、当社の取締役会のうち5名（合計9名）はノ

キアの従業員である。

当社の資本の高比率を保有しているということにも関わらず、ノキアは、フランスの法律に基づき、必要

な所有レベルを達成せず、当社の残りの株主の締め出しを実行できず、この結果、当社の資本の約9% が依然と

して公開保有されている。（この割合は、アルカテル・ルーセントの普通株式の完了を以て減少する）。

取締役会のメンバー全員が、当社の利益にとって最善となる行動を行う義務を同等に負っているものの、

社外取締役委員会は当社の取締役の内部に作られており、マスターサービス契約は、ノキアと当社との間で施

行されており、この目的は、当社の利益、そして、少数株主の利益を保護するものであり、当社の少数株主

は、当社経営陣や当社の取締役会が、ノキアに有利な決断を行ったと言われる場合に会社にマイナスの影響が

出ないように、アルカテル・ルーセントの株主価値を考えるものであり、当社および当社取締役会のメンバー

に対して、法的手続き（集団訴訟を含む）を行う場合がある。こういった行動の保護により、多大な費用がか

かったり、経営陣の集中力が散漫になる可能性がある。

５【経営上の重要な契約等】

国家安全保障契約

米国の対米外国投資委員会（以下「CFIUS」）は、当社のルーセントとの企業結合を2006年11月17日付で

承認した。CFIUSはその承認手続きの最終段階で、当社が一定期間内に国家安全保障契約（「NSA」）および特

別安全保障契約（「SSA」）を特定の米国政府省庁と締結することを前提として、当社のルーセントとの企業結

合の承認を保留または禁止しないよう、アメリカ合衆国大統領に進言した。CFIUSによる承認手続きの一環とし

て、当社は米国司法省、米国国土安全保障省、米国国防総省、および米国商務省（以上を総称して、「米国政

府当局」）との間に、NSAを2006年11月30日付で締結した。2012年11月20日現在、米国商務省はNSAから撤退し

ている。NSAでは条件の一つとして、ベル研究所の業務に関連する当社の米国事業ならびにアメリカ合衆国内の

通信インフラストラクチャーに係わる一定の保証事項が規定されている。NSAの下で、諸条件のいずれかに係わ

る当社の重大な違反があり、かかる違反によってアメリカ合衆国の国家の安全が脅かされる場合には、米国政

府当局の閣僚級およびCFIUS委員長の要請に基づき、CFIUSがルーセントとの企業結合に係わる調査を再開し、

米国大統領への進言を修正または新たに進言し、アルカテル-ルーセントの新たなコミットメントにすることが

できることに、NSAの契約当事者は同意している。また、米国政府の為に特定業務を遂行し、ベル研究所に関連

する米国政府の契約および特定の機密資産を保管する目的で、子会社、LGS Innovations LLC （「LGS」）を別

組織で設立することに当社は同意した。2006年12月20日付で発効した、当子会社を律するSSAでは、特定の従業

員、ならびに業務および施設の分離独立性を確保し、親会社による管理と影響に制限を加え、更に特定の情報

のフローに制限を加える諸規定が定められている。

LGSの売却。2014年3月31日、アルカテル・ルーセントはLGSを米国を基盤とした会社に売却した。アルカテ

ル-ルーセントは米国政府と協力して、必要な承認を得て、NSA修正に向けて動いており、アルカテル-ルーセン

トがLGSを通じて米国政府に対して引き続き製品やサービスの販売を行えるようにする。さらに、LGSの売却に

より、アルカテル-ルーセントはもはやSSAの当事者ではなく、LGSの取締役会の取締役を務めていない。

ノキアとCFIUSとの結合。ノキアとアルカテル・ルーセントは、残りのUSG当事者とともに、修正版再提示

国家安全保障契約（「修正版NSA」）を締結した。修正版NSAは、ノキアと特定の米国政府機関との間の現行の

国家安全保障契約を修正するもので、元々のアルカテル・ルーセントNSAに取って代わる。修正版NSAは、2016

年1月7日付で、ノキアがアルカテル・ルーセントの過半数株式を取得した時点で発効となる。修正版NSAは、以

前のアルカテル・ルーセントNSAと非常によく似たもので、以前のものは廃止された。修正版NSAでは条件の一

つとして、ベル研究所の業務に関連する当社の米国事業ならびにアメリカ合衆国内の通信インフラストラク

チャーに係わる一定の保証事項が規定されている。修正版NSAでは、アルカテル・ルーセントとノキアとの間で

の事業統合に関する見直しを再開する規定は入っていない。
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ノキア流動性支援枠

2016年2月3日、ノキア・コーポレーションとアルカテル・ルーセントUSAインクは、以下の3件のトラン

シェに分けて、20米ドルのリボルビング流動性サポート枠（「枠」）を締結した。これは、以下のものから構

成される。

・枠A：2017年6月30日を満期日とする686百万米ドル

・枠B：2019年12月31日を満期日とする546百万米ドル

・枠C：2020年11月15日を満期日とする768百万米ドル。

適用される利率は引き出し金額に対して年率2.40% である。手数料は引き出されていない金額の2.40% の

30% である。

枠は、アルカテル・ルーセントUSAが、関連手数料、費用、アルカテル・ルーセントの一般的な目的を含

め、2020年に満期を迎える6.750% 優先債700百万米ドル、2020年に満期を迎える8.875% 優先債500百万米ド

ル、2017年に満期を迎える4.625% 優先債650百万米ドル（総称して「債権」）の償還ができるよう資金調達で

きるようにする目的で用意された。債権は2016年2月に償還された。（「7.-(3) 流動性および資金源 - 資金

源」を参照のこと）。

枠に基づく借入は、その他のアルカテル・ルーセントUSAインクの無担保かつ非劣後の債務全てについてパ

リ・バスとなっている。枠には財務制限条項はない。アルカテル・ルーセントUSAインクに関する一定の取り決

め（例えば、保証、賠償金、非劣後といった一定のネガティブな条項が含まれる）が含まれているが、これら

のいずれも、アルカテル・ルーセントUSAインクが、債権に関連した契約書に基づき許可される活動に従事する

ことを妨げるものではない。

ノキアリボルビング融資枠

2016年4月13日、ノキア・コーポレーションとアルカテル-ルーセント・パーティシペイションズは10億

ユーロの2年間のリボルビングクレジット枠を締結した。

適用される利率は引き出し金額に対してEURIBOR + 0.95% マージンである。枠の使用レベルに応じて、年

率0.10%、0.20%、または0.40% の使用料も適用される。手数料は引き出されていない金額の2.40% の35% であ

る。

このリボルビング融資枠は、アルカテル・ルーセント・パーティシペイションズの一般的な目的で利用で

きる。

リボルビング融資枠に基づく借入は、その他のアルカテル・ルーセント・パーティシペイションズの無担

保かつ非劣後の債務全てについてパリ・バスとなっている。枠には財務制限条項はない。

マスターサービス契約とフレームワーク契約

2016年1月8日、アルカテル・ルーセントとノキアはマスターサービス契約（「MSA」）とフレームワーク契

約（「FA」）を締結した。これは、グループ間のサービスや共同活動が、2つの会社（およびそれらの子会社）

で提供されるうえでの規約を規定するもので、アルカテル・ルーセントとその少数株主の会社利益を確保する

ことを目的としたものである。

MSAはサービス、ブランドのクロスライセンス供与、知的財産権の移行についてカバーし、FAは、人事、

マーケティング、ITサービスについてカバーしている。MSAがカバーする取引は、フランス商法第L. 225-38条

に従って規制された取引としての資格を満たすため、この結果、次回の株主総会でアルカテル・ルーセントの

株主の承認を得るため送付される（ノキアが保有する当社の株式で、定足数と過半数の計算を除いたもの）。

一方で、FAがカバーする取引についてはその規定の対象とならない。当社の取締役会は、社外取締役委員会と

FAの推奨を以て、MSAの執行を承認した。ノキアが任命した取締役、つまり、Risto Siilasmaa氏、Rajeev Suri

氏、Timo Ihamuotila氏、Samih Elhage氏、Maria Varsellona女史は、MSAの承認に関わる議決に参加しなかっ

た。
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いずれの契約でも、サービスは、アームズ・レングス条件で提供されることを規定している。これには、

アルカテル・ルーセントとノキア（およびそれぞれの子会社との間で）コミットメントや収入を公正かつ比例

配分で分け合い、当事者同士で製品ポートフォリオの決定を通じてシナジーを実現することが含まれている。

いずれの契約に基づいて適用される価格設定メカニズムは、経済協力開発機構 (OECD) が発行した多国籍企業

及び税務当局のための移転価格ガイドラインに従うものである。いずれの契約にも、アルカテル・ルーセント

グループが、この契約に関連して生じる費用や手数料が大幅に高くなるのを保護する規約も含まれている。さ

らに、マスターサービス契約は、アルカテル・ルーセントの社外取締役委員会のメンバーの具体的な情報権も

提供している。

アルカテル-ルーセントとノキアのトップ経営陣から構成される運営委員会は、これらの契約の全体的なパ

フォーマンスについて監督する。運営委員会が解決できないようなMSAやFAに基づく紛争が生じた場合、その件

は、ノキアの取締役会とアルカテル・ルーセントの取締役会にエスカレートされるが、アルカテル・ルーセン

トの取締役会にエスカレートされた場合、それがMSAに関する紛争である場合は、社外取締役だけが関与する。

両方の契約は、期間は12カ月間で、同様の期間で自動的に更新される。但し、いずれかの当事者が3カ月前

に停止を行った場合は除く。

６【研究開発活動】

(1)　概要

当社の研究開発の取り組みは、 主に以下の2つを重視して構成されている。それらは、新たな混乱する市

場機会において基盤を築くことを目的としたベル研究所の研究。そして、実効可能な市場で提供する製品・

サービスへとコンセプトを変換させ、当社の提供内容を競合他社のものと差別化できるよう、独自の差別化要

因で既存の製品ラインを拡大する製品に焦点を当てた開発、の2点である。

2015年、当社の研究開発機関は、優れた実績を挙げ、当社の改革の歴史的記録を塗り替えた。これにより

当社は、IPルーティング、トランスポート、プラットフォームからクラウドからウルトラブロードバンドアク

セス技術まで、主要市場セグメントにおいて、技術開発の最先端にいる。現在顧客に提供している製品、広範

囲に及び研究活動など、2015年の主な実績は以下の通りである。

(2)　支出

2015年、収益の16.9% 革新および当社の多様な製品ラインの支援に費やした。これらの支出は2,406百万

ユーロに達した。これは、開発費ならびに固定資産除却におけるキャピタル・ゲイン（ロス）を資本化する前

のものであり、ルーセントとの企業結合にかかる取得価格の配分入力の影響を除いた金額である。2014年支出

の2,200百万ユーロからの9.4% の増加、2014年の収益に占める割合の16.7% からの上昇であった。2015年、レ

ガシーの研究開発支出は研究開発合計額の13% を占めた。この数値は2014年は17% であった。この理由は、シ

フト計画の一環として2015年までに15% という目標を達成することから来ている。

７【財政状態、経営成績およびキャッシュフローの状況の分析】

(1)　2015年の概要

2015年、電気通信機器および関連サービス市場の動向は、様々な地域の多様な要素を含んでいた。ルー

ティングとLTEなど、ウルトラブロードバンド・アクセス技術への投資は、とりわけ下半期、米国において力強

い投資がもたらされた。中国も、2014年初頭に加速した4G LTEの展開どおり、力強いネットワーク投資からの

恩恵を受けた。一方、ヨーロッパの電気通信機器市場は引き続き和らいだ状態である。
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地域の動向に加え、業界2015年の電気通信機器や関連サービスの支出の重要な決定要因となった。電気通

信業界は引き続き、新しいモバイル機器、および新しいアプリケーションやサービスの大規模な採用によって

生じる急速な変化を経験することなる。データ通信量の成長により、電気通信のプロバイダーに、受信地域、

容量、質という面でネットワークを改善することへの多大な苦難をかかえるようになった。こうした需要を満

たすため、ネットワーク事業者はAll-IPアーキテクチャへの移行を続けており、銅、ファイバー、LTEを通じた

ネットワークへのアクセスの高速化や、新しいデジタルサービスの配信に重点を置いている。また当社は、高

速ネットワークの展開に投資しているケーブル事業者にも同様の動向を予測している。さらに、ネットワーク

とクラウドのインフラは相互に関連しているため、企業と消費者のアプリケーションのホスティングが可能に

なる。AmazonやGoogleなどのウェブスケール企業や大企業が膨大なデータセンターの開発を牽引し、大規模で

のシームレスなIP接続やデジタルサービスの配信を提供している。IPルーティングは電気通信機器や関連サー

ビス業界の変遷の中心にあり、固定ブロードバンドおよびモバイルブロードバンドだけでなくクラウドサービ

スにも影響を与えている。

こうした地域と業界の動向が相まって、2015年の電気通信機器や関連サービス市場において様々な要素を

含んだ支出となった。こういった傾向は、2015年の売上8.3% 増という当社業績に対する主な影響要因ともなっ

た（以下に記載する収益の増減割合は2014年と比較した2015年の数値である）。セグメントの業績の詳細は、

「7.-(2) 2015年12月31日終了年度の連結およびセグメントの経営成績（2014年12月31日終了年度との比較）」

に記載されている。

これらの業界の動向に合致させるため、2013年6月19日、当社はシフト計画を発表した。これは、高性能

ネットワークに不可欠な高付加価値機器とサービスを提供する、IPとクラウドネットワーキングおよびウルト

ラブロードバンドアクセスの専門プロバイダーとして当社をリポジショニングする詳細な3か年計画である。

シフト計画の主な要素および2015年12月31日現在の更新には以下が含まれる。

・IPルーティング、IPトランスポート、IPプラットフォームとそれに関連するサービスを含む、中核ネット

ワーク事業であるネットワーキング事業への投資。これらの事業が将来の当社の成長の起爆剤になること

を期待しています。2015年には中核のネットワークセグメントにおいて7十億ユーロを超える収益を生み出

すことを目指し、中核のネットワーキングセグメントが当社のセグメント営業利益率に寄与し、2015年に

は12.5%を上回ることを当初は目指していた。2015年第3四半期業績発表説明会の一環として、グループ

は、目標の引き上げを行った。2015年の中核ネットワーク部門からの予想収益について、68億～70億ユー

ロ、営業利益率について、2014年と同程度の10.6% と見積もっている。当社では、営業利益率の定義につ

いて、再編費用、連結企業体売却益／（損）、資産の減損、訴訟、取引関連コストおよび退職後給付制度

の改訂計上前の営業活動を収益で割ったものとする。この際、ルーセントとの企業結合に関連した取得価

格の配分 (PPA) の処理によるマイナスの現金以外の影響は除外される。2015年、中核ネットワーキング・

セグメントの収益は6,780百万ユーロ、利益率は10.0%だった。

・接続事業からのセグメント営業キャッシュフローの増加。当社では、セグメントの営業キャッシュ・フ

ローの定義について、再編費用、訴訟、取引関連コスト、連結企業体売却益／（損）、資産の減損および

退職後給付制度の改訂計上前の営業活動に、連結財務書類の注記17に開示される通り、営業運転資金の変

更をプラスする。当社の目標は、接続事業における営業キャッシュ・フローを2015年には200百万ユーロ以

上生み出すことであった（以前250百万ユーロに目標を設定していたが、2014年のエンタープライズ事業や

LGSイノベーションズの株式を考慮して調整した）。2015年第3四半期の決算発表の一環として、グループ

はこの目標を更新し、2015年の営業活動によるキャッシュフロー200百万ユーロを大幅に上回ると予想して

いる。2015年、接続事業からのセグメント営業キャッシュフローは627百万ユーロで、2014年に対して579

百万ユーロの増加を示した。これは、主に収益性の向上だけでなく、運転資金の改善によるものである。

・市場多様化：シフト計画実行が成功することで、市場へのアクセス方法を向上でき、よってケーブル事業

者、ウェブスケールや大型テクノロジー企業などの新規顧客に対応することで最大限に活用することがで

きる。2015年、当社の収益の約9% は、通信以外の顧客によるものだった。さらに、市場多様化により当社

の主力製品およびサービスポートフォリオを活用するための当社の営業・マーケティング戦略を再設計で

きるようになり、また、データセンターなどの新しい市場セグメントを見出すのを助けてくれる。

・コスト構造の適正規模化。コスト構造の適正規模化：シフト計画の実行を成功させることで、2012年の固

定為替相場によるコストベースに対して2015年に固定費用を950百万ユーロ削減できると考えている。(以

前十億ユーロに目標を設定していたが、2014年のエンタープライズ事業やLGSイノベーションズの株式を考
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慮して調整した)。この方法は、販売費および一般管理費の大幅削減、研究開発投資の最適化、イノベー

ションへの再注力と公開、輸送・サプライチェーン・製造効率の実施、品質を改善しながら製品の複雑性

を削減することである。2015年12月31日時点、2012年と比較して固定コストの1,031百万ユーロの削減を達

成した。2015年は356百万ユーロで、2014年は340百万ユーロで、2013年は335百万ユーロであった。

・事業売却による追加現金の生成 当社は資産売却を通じて2013年から2015年の間に少なくとも十億ユーロの

現金を目標と設定した。当社は次のクローズした売却を発表した。

＞　LGSイノベーションズの株式、当社の政府事業、2014年3月31日に完了したマディソン・ディアボー

ン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、CoVantを含む米国拠点の企業

＞　アルカテル-ルーセント・エンタープライズの85％ の株式をテクノロジー投資会社であるChina

Huaxinに売却。当該手続は2014年9月30日に完了。

＞　2014年12月31日、アルカテル-ルーセントは、サイバーセキュリティ・サービスおよびソリューショ

ンと通信セキュリティ事業をタレスに売却した。

＞　2015年、当社は、アポロ海底通信ケーブルに対する所有権40%を売却した。

2014年、当社は子会社であるアルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス (ASN)の初期資本金を

IPOを通じて求める方針を発表した。しかし、2015年10月、当社は、ASNを完全子会社として事業展開を継続

し、ASNの戦略ロードマップの執行を続けると発表した。

ノキアとの取引が完了したことを考えると、その他の資産売却は考慮されない。

・自己資金計画と財務持続可能性：当社は2013年から2015年までで債務プロファイルの管理と債務削減を通

じ、バランスシートを強化するシフト計画の目標を完了した。2014年末までに、当社の債券は再プロファ

イルされ、満期が延長され、利息コストが削減された。2015年末時点で、グループが保有するネット

キャッシュのポジションは1,409百万ユーロだった。2013年第2四半期末はネットデットのポジションは794

百万ユーロだった。これは、シフト計画が開始した時期である。

上記の取り組みを通じ、会社が持続可能なベースでフリーキャッシュフローを生成できるようにし、2015

年全体のフリー・キャッシュ・フローの目標はシフト計画にとって最も重要な目標だった。当社はおおむね目

標を上回った。シフト計画実施前の2012年は、フリー・キャッシュ・フローは668百万ユーロの赤字であった

が、2015年には626百万ユーロのフリー・キャッシュ・フローがあった。経営陣は、当社の投資家に対してフ

リー・キャッシュ・フローを提供することは、当社がシフト計画の一環で実現した運営コスト削減に加え、持

続可能なベースで現金を生み出せる能力について理解してもらいやすくなると考えている。シフト計画の一環

として当社が実施した運用モデルのお陰で、当社の同業他社に合っていたコスト削減が可能になり、現在より

損益分岐点が低くなった。これは主に、販売・販促の効率性向上、研究開発リソース配分、購買最適化を通じ

たものである。営業活動による現金の正味流入（流出）はキャッシュフロー計算書の中でも、最も比較しやす

い財務指標である。2012年は144百万ユーロの流出であったところ、2015年は1,177百万ユーロの流入であっ

た。これは、2015年年次報告書の連結財務諸表の注記27と2014年年次報告書、2012年年次報告書に記載されて

いる。

(2)　2015年12月31日終了年度の連結およびセグメントの経営成績（2014年12月31日終了年度との比較）

本項の記載は、次の事項に基づき、2015年12月31日と2014年12月31日に終了した1年間の経営成績を考察す

るものである。これには、2014年に事業終了として扱われた、2014年9月のエンタープライズ事業の85%の売却

の影響を含んでいる。2014年の結果は、特定の繰延税資産の認識に関する会計処理の変更の遡及的影響を考慮

するため再表示された。これに関する詳細は、2015年年次報告書の連結財務諸表の注記4に記載されている。

収益。2015年の収益は合計で14,275百万ユーロに達したが、13,178百万ユーロと前年比で8.3% の増加で

あった。2015年の当社収益の約69% は米ドル建て、もしくは米ドルにリンクした通貨建てとなっている。ユー

ロ以外の売上の部分を会計目的でユーロに換算する場合、ユーロの相対的価値は、米ドルを含む対その他の通

貨に対する為替レートの影響を受ける。2014年との比較で2015年に固定の為替レートを採用していた場合、当

社の連結収益は実際に計上した8.3% の増収ではなく、約3.7% の減収となっていたものと考えられる。これ

は、(i) 2015年中にユーロ以外の通貨で直接取引した売上に、2015年に適用された平均為替レートではなく、
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2014年に適用された平均為替レートを適用し、(ii) 2015年中に実行した他国通貨建て輸出取引（主に欧州か

ら）で為替ヘッジ取引契約を結んだものについて、2014年の平均ヘッジ・レートを適用したためである。当社

経営陣は、固定為替レートで2015年の収益を投資家に示すことで、業界の競合他社の収益と当社の収益の進展

状況が比較しやすくなるものと確信している。

以下の表は当社の計上収益、ユーロ／他国通貨の換算影響額、ヘッジによる影響額、ならびに固定為替

レート採用時の収益を示したものである。

（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日

終了年度

2014年12月31日

終了年度 変更率

計上収益 14,275 13,178 8.3%

ユーロ／他国通貨の換算影響額 (1,425)

ユーロ／他国通貨のヘッジ影響額 (157)

固定レートと固定ペリメーターを

使用した収益 12,693 13,178 -3.7%

セグメントと部門別収益

セグメントと部門別の収益は下表の通りである。

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年

中核ネットワーク 6,780 5,966

IPルーティング 2,669 2,368

IPトランスポート 2,450 2,114

IPプラットフォーム 1,661 1,484

接続事業 7,482 7,157

ワイヤレス 4,896 4,685

固定 2,268 2,048

マネージド・サービス 262 369

ライセンス供与 56 55

その他および未割当金額 13 55

合計 14,275 13,178

中核ネットワークセグメント

IPルーティング、IPトランスポート、およびIPプラットフォーム部門から構成される、中核ネットワーク

セグメントでは、現在の為替レートを使用して、2015年の収益は6,780百万ユーロであり、2014年の5,966百万

ユーロとの比較で13.6% の増加であった。ユーロ以外の中核ネットワーク事業の売上の部分を会計目的でユー

ロに換算する場合、ユーロの相対的価値は、米ドルを含む対その他の通貨に基づいた為替レートの影響を受け

る。2014年との比較で2015年に固定レートを採用していた場合、当社の中核ネットワーク部門の連結収益は実

際に計上した13.6% の増収ではなく、4.1% の増収となっていたものと考えられる。

2015年のIPルーティング部門の収益は2,669百万ユーロであったが、これは2014年の2,368百万ユーロから

12.7% の増加であった。為替レートからの影響を除外すると、このセグメントは、約2.0% の上昇となる。この

要因は、ヨーロッパ、中東、アフリカ (EMEA) と中南米 (CALA) における成長が、北米とアジア太平洋での消

費の減少にやや相殺されたからである。当社のIPコアルーターである7950 XRSは、2015年も引き続き勢いがあ

り、2015年末時点で55件の契約を獲得している。ソフトウェア定義ネットワーク (SDN) ソリューションに焦点

を当てた、当社の完全所有子会社、Nuage Networks™ は、市場での牽引力を示し続け、2015年末には顧客は50

社となった。
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地上および海底光通信事業を含む、当社のIPトランスポート部門の収益は、2015年は2,450百万ユーロであ

り、2014年の2,114百万ユーロから15.9% の増収であった。為替レートからの影響を除外すると、このセグメン

トは、2015年は約9.6% の上昇となる。IPトランスポートについては、2015年は当社の地上通信事業にとって回

復の一年となった。この理由は、当社のWDMポートフォリオ、特に中国とCALAを除くEMEAとアジア太平洋で収益

が成長したことによる。1830フォトニクスサービススイッチが光通信部門の収益全体に対する割合で見て2015

年は引き続き成長し、61% に達した。前年同期のこの数値は49%であった。当社の100ギガビット光通信シング

ルキャリア・コヒーレント技術は引き続きWDMポートフォリオにおける成長の牽引力としての役割を果たし、

ポート出荷数の相対的シェアは2014年の34% から2015年の46% へと引き続き増加した。当社の海底通信事業は

2015年には力強い成長を達成した。これは、上向きサイクルの回復が発生を始めたからであり、当社の注文

バックログにより、2016年に向けて前向きな準備ができた。

ソフトウェアおよび関連サービスを含む2015年のIPプラットフォーム部門の収益は1,661百万ユーロであっ

たが、これは2014年の1,484百万ユーロから11.9% の増加であった。外国為替レートからの影響を除外すれば、

この事業は0.3% の減少となる。これは、ボイスオーバーLTE (VoLTE) 向けのIPマルチメディアサブシステム

(IMS) での成長、特に、北米での成長が、当社がこの事業を再編するに伴ってレガシー技術のフェーズアウト

の終了に関連した減少で相殺されてしまったからである。また、2015年に退出したVoLTE向けIMSといったIPプ

ラットフォームで強固なビジネスでの実績が見られた。特にEMEAとAPACで顕著であった。

接続事業セグメント

ワイヤレス接続、固定接続、マネージド・サービス、およびライセンス供与部門から構成される接続事業

セグメントでは、現在の為替レートを使用した場合、2015年の収益は7,482百万ユーロであり、2014年の7,157

百万ユーロとの比較で4.5% の増加であった。ユーロ以外の接続事業の売上の部分を会計目的でユーロに換算す

る場合、ユーロの相対的価値は、米ドルを含む対その他の通貨に基づいた為替レートの影響を受ける。2014年

との比較で2015年に固定の為替レートを採用していた場合、当社の接続事業セグメントの収益は実際に計上し

た4.5% の増収ではなく、7.6% の減収となっていたものと考えられる。

2015年のワイヤレス部門の収益は4.5% 増加し、2014年の4,685百万ユーロから4,896百万ユーロとなった。

為替レートからの影響を除外すると、このセグメントは、約10.0% の下落となる。この要因は、中国とアメリ

カに集中していた4G LTEにおける強みが、レガシー技術とサービスの減少で相殺されてしまったからである。

当社は引き続き、2015年にLTEにおける全世界での展開を続け、年度末には、48カ国で90の顧客を獲得した。

2015年、当社は、住宅、エンタープライズ、メトロセルポートフォリオにおけるスモールセル適用へのフォー

カスも進め、今や事業者が87社となった。

2015年の固定アクセスの収益は2,268百万ユーロであったが、これは2014年の2,048百万ユーロから10.7%

の増加であった。外国為替レートからの影響を除外すると、この事業は2015年には2.3% の増加となっていた。

この理由は、銅やファイバーを含む、ブロードバンドアクセス技術における成長が、アジア太平洋、特にオー

ストラリアとCALAで成長したものの、欧州と北米での減少で相殺されてしまった。G.fast、VplusやTWDM-PONと

いった次世代のテクノロジーが、引き続き市場を牽引した。これは、多くの企業が展開していることからも明

らかである。

マネージド・サービス部門の収益は、2015年は262百万ユーロであり、2014年の369百万ユーロと比較して

29.0% の減収であった。当事業は、マージン希薄化契約を終了するか、リストラクチャする戦略によって影響

を受け続けていた。為替レートからの影響を除外すると、このセグメントは、32.8%の下落となる。

ライセンス供与部門の収益は、2015年は56百万ユーロと、2014年の55百万ユーロから1.8% の増加であっ

た。為替レートからの影響を除外すると、このセグメントは、1.8% の下落となる。

地域市場別収益

以下の表は2015年と2014年の地域別収益（顧客の所在地域を基準としている）を示したものである。

（単位：百万ユーロ）

地域市場

別収益 フランス

その他

西欧

その他

欧州 中国

その他

アジア

太平洋 米国

その他

北南米

その他

諸国 連結

2013 817 2,101 281 1,459 1,499 5,9813 1,192 1,013 14,275
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2014 771 1,929 282 1,342 1,289 5,488 1,009 1,068 13,178

変更率

（2015年対2014年） 6% 9% 0% 9% 16% 8% 18% -5% 8%

2015年の全体に占める米国の収益は41.4% で、2014年の41.6% から減少した。米国での収益は8% 増となっ

た。この理由は、2014年と比較して消費環境が厳しくなったにも関わらず、4G LTEなど一部の成長もあり、ド

ル高で売上に恩恵が得られたからである。2015年の欧州が収益に占める割合は22.4%（フランスが5.7%、その他

西欧が14.7%、その他欧州が2.0%）であったが、2014年の22.6%（フランスが5.9%、その他西欧が14.6%、その他

欧州が2.1%）から減少した。欧州は、主に、IPルーティングとIPトランスポート両方が検討だったことから、

通年成長を達成できた。欧州内でみると、収益は、フランスが6％、その他西欧が9%、その他欧州が横ばいの増

加となった。2015年のアジア太平洋が収益に占める割合は20.7%（中国が10.2%、その他アジア太平洋が10.5%）

であったが、2014年同期比の20.0%（中国が10.2%、その他アジア太平洋が9.8%）から増加した。これは、オー

ストラリアとインドにおける全体の成長に加え、中国での4G LTEの成長が、日本での減少により一部相殺され

たことによる。2015年のその他北南米の収益は中南米での拡大による影響を受け、前年同期比で18% となり、

収益全体に占める割合は7.7% から8.4% に増加した。収益合計のその他の国々が占める割合は、2015年に7.1%

であり、2014年の8.1% との比較で5% 減少した。中東およびアフリカが軟調だったことが原因である。

売上総利益。2015年の収益に対する割合で見た当社の売上総利益は、2014年の33.4% と比較して36.0% に

増加したものの、絶対値で見ればわずかながら増加し、前年同期の4,408百万ユーロから5,143百万ユーロと

なった。売上総利益が増加したのは、主に、好ましい製品ミックス、特に一部のビジネスラインにおけるソフ

トウェアに関連したものに加え、利益率が改善したことである。

当社は、多くの地域市場において多種多様な製品を販売している。製品ごとの収益性は製品の成熟度、求

められる研究開発の度合い、そして競争上の当社全体の位置づけによって異なる場合がある。さらに、収益性

は地域の競争環境、当社の市場占有率、および顧客の調達方針に依存し、地域によって影響を受ける。2015年

は、様々な動向が見られた。上記の通り、製品ミックスにおけるシフトが売上総利益にプラス影響となった。

一般管理費および販売費。2015年の一般管理費および販売費は1,761百万ユーロにのぼり、対収益で12.3%

を占めた。これに対し、2014年は1,621百万ユーロ、対収益では12.3%を占めていた。前年同期比で8.6% の一般

管理費および販売費の増加は、米ドル高の影響を反映しているが、その一部は2015年にシフト計画の一環で行

われた経費削減努力により相殺された。2014年の27百万ユーロのルーセントとの企業結合に要した非現金パー

チェス法の会計処理は、一般管理費および販売費に含まれる。

研究開発費。31百万ユーロの開発費を資産計上後の2015年の研究開発費は、2,378百万ユーロで収益の

16.7%であった。これは、前年の2百万ユーロの開発費を資産計上後の2,215百万ユーロ、収益の16.8% から7.4%

の増加であった。前年同期比で7.4% の研究開発費の増加は、米ドル高の影響を反映しているが、その一部は

2015年にシフト計画の一環で行われた経費削減努力により相殺された。資産計上後の研究開発費の償却費が、

当期中に資産計上した新たな研究開発費を超えたことにより、31百万ユーロのプラスの影響で、2015年と2014

年の研究開発費の資産計上はマイナスとなった。2015年の27百万ユーロおよび2014年の24百万ユーロのルーセ

ントとの企業結合に要した非現金パーチェス法の会計処理は、研究開発費に含まれる。

再編費用、訴訟、取引関連費用、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上

前営業活動からの利益（損失）。2015年、当社は、リストラクチャリング費用、資産の減損、取引関連費用、

連結持分売却益／(損)、および退職後給付制度の改訂計上前の営業活動の損益として、2014年に572百万ユーロ

の収益を計上したのに対し、2015年は1,004百万ユーロの利益であった。2015年上半期に損失幅が縮小した要因

は、一般管理費および販売費と研究開発費が高かったことによる。この増加は、当社の営業損失についてドル

高の影響があったことが原因である。ルーセントの企業結合によるパーチェス法会計処理 (PPA) では、2015年

に25百万ユーロのマイナス影響が生じた。これは、進行中の研究開発の償却の段階的廃止による前年の51百万

ユーロの影響より小さかった。

下表は、2015年12月31日および2014年12月31日末日の収益とセグメント営業利益を示したものである。
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（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日締め全期

中核ネット

ワーク 接続事業

報告可能なセグ

メント合計

その他

および

未割当金額 合計

収益 6,780 7,482 14,262 13 14,275

セグメントの営業利益（損失） 678 423 1,101 (72) 1,029

PPA調整（リストラクチャリング費用および資産
の減損を除く） (25)

再編費用、訴訟、取引関連費用、連結持分売却

益／（損）、資産の減損および

退職後給付制度の改訂計上前営業活動

からの利益（損失）。 1,004

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日締め全期

中核ネット

ワーク 接続事業

報告可能なセグ

メント合計

その他

および

未割当金額 合計

収益 5,966 7,157 13,123 55 13,178

セグメントの営業利益（損失） 630 42 672 (49) 623

PPA調整（リストラクチャリング費用および資産
の減損を除く） (51)

再編費用、訴訟、取引関連費用、連結持分売却

益／（損）、資産の減損および

退職後給付制度の改訂計上前営業活動

からの利益（損失）。 572

2015年、当グループの1,029百万ユーロのセグメント営業利益（PPAで25百万ユーロに調整済み）は、リス

トラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／(損)、資産の減損、取引関連費用および退職後給付制度の改

訂計上前営業活動からの収益1,004百万ユーロを計上した。2014年、当グループの623百万ユーロのセグメント

営業利益（PPAで51百万ユーロに調整済み）は、リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／(損)、資

産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの収益572百万ユーロを計上した。

2015年の中核ネットワークセグメント営業利益は、2014年の630百万ユーロ（収益全体の10.6%）に対し

て、678百万ユーロ（収益全体の10.0%）であった。中核ネットワークセグメントの営業利益の前年比での改善

には、コスト構造改善の取り組みが反映されている。とりわけ、営業費用について、IPトランスポートとIPプ

ラットフォーム両方からの高い営業利益の拠出につながっている。

2015年の接続事業セグメント営業利益は、2014年の42百万ユーロ（収益全体の0.6%）に対して、423百万

ユーロ（収益全体の5.7%）であった。接続事業セグメントの前年比での営業利益の改善は、固定ネットワーク

部門からの継続的な力強い拠出に加え、シフト計画の一環としてワイヤレス接続事業部門の収益性達成に向け

たコスト構造改善での当社の取り組みを反映している。

2015年のリストラクチャリング費用は、2014年の574百万ユーロに対して401百万ユーロであった。2015年

のリストラクチャリング費用の減少は、2014年に開始されたシフト計画に基づく、数多くのリストラクチャリ

ングやアウトソーシングを反映したものである。

訴訟。2015年、31百万ユーロの訴訟費用を計上した。これは主に環境訴訟に関連している。これに対し、

2014年は7百万ユーロの訴訟戻入を計上した。

連結持分売却益／（損）。

2015年、1百万ユーロの連結事業体の売却で損失を認識した。2014年との比較では、これは主にサイバーセ

キュリティサービスとソリューション、および通信サービス活動の売却、39百万ユーロに関わるもので、LGS

Innovations LLCの売却に関して認識された11百万ユーロの損失により一部相殺された。

取引関連費用。

2015年、当社は、2015年4月に発表されたノキアの交換オファーに関連して104百万ユーロを認識した。

2014年は、取引関連費用は発生しなかった。

資産の減損。
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2015年第3四半期、当社は、アルカテル・ルーセント。サブマリン・ネットワークスののれんに関連した

193百万ユーロの資産の減損を計上し、完全子会社としての事業展開を続けるという発表と関連して、全ての関

連事情を考慮した。2014年、当社は資産の減損に関わる請求金額を一切計上しなかった。

退職後給付制度の改訂。

2015年、当社は、月額で年金を受け取っているのを一括払いに変更することを受け入れる米国の経営陣年

金プランと米国の現職でない人物向けの年金プランの受益者に行われた一括払いから生じる404百万ユーロの戻

入を計上した。2014年、当社は次のような112百万ユーロの戻入を計上した：(i) 退職後医療給付の3年間の延

長の代わりに年間上限額を対象とする元幹部退職者への当社の債務の減額に伴う80百万ユーロの増加、(ii)

1990年3月1日以降に退職した、65歳未満の元幹部退職者の退職者医療給付の助成金停止に伴う25百万ユーロの

増加、および (iii) 現職のオランダ人従業員向け確定給付年金制度の、当グループが今後年金の増加を保証し

ない確定拠出年金制度への変換に伴う7百万ユーロの増加。

営業活動からの利益（損失）。

2015年の営業活動に使用した純現金が678百万ユーロであったのに対し、2014年は137百万ユーロであっ

た。2015年の営業活動からの利益（損失）の改善は、減損費用なし、粗利益の増額、一般管理費および販売費

の減額、研究開発費の減額、および連結企業体の売却収入によるものであるが、リストラクチャリング費用の

増額、退職後給付制度の修正からの拠出金の減額により一部相殺された。

金融費用。

2015年の金融費用は、2014年の291百万ユーロに対して269百万ユーロであった。2015年の金融費用が減少

したのは主に、資金再調達の完全効果と2014年上半期の一定の債券の満期前の償還に関係している。

その他の金融収益（損失）。

2015年のその他の金融損失は、2014年の211百万ユーロに対して136百万ユーロであった。2015年、その他

の金融損失は主に、年金と退職後給付費用の財務構成要素に関わる損失121百万ユーロから構成されていた。こ

れは主に、2014年末に米国で新しい死亡率表が発表されたことの影響を反映したものであり、ある程度、新し

い死亡率表により、2015年第4四半期の前提の実行が変更になったことで2020年に満期を迎える優先債権を一部

買戻したことで25百万ユーロの損失があったことに関係している。これらの損失は、102百万ユーロのキャピタ

ル・ゲイン、および、51%の持ち分を持つアルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスが保有する

ジョイントベンチャーへの持ち分40% の売却によるキャポタル・ゲイン26百万ユーロは、当社の損益計算書の

「その他の金融収益（損失）」項目内に認識された。2014年、その他の金融損失は主に、次のものから構成さ

れていた：

(i) 2014年8月19日に当社が償還したアルカテル-ルーセントUSAインクの担保付き優先信用融資の再評価の影響

に伴う101百万ユーロの損失、(ii) 年金と退職後給付費用の財務構成要素に関わる44百万ユーロの損失、(iii)

2016年満期の優先債の一部再購入に伴う30百万ユーロの損失。これらの損失は15百万ユーロの減損損失の戻入

により一部相殺された。

関連会社および合弁企業の純利益(損失)持分。

持分法適用会社純利益持分は、2014年は15百万ユーロであったのに対し、2015年は2百万ユーロであった。

法人所得税と廃止事業計上前の利益（損失）。

税金および廃止事業計上前利益（損失）は、2015年は275百万ユーロであったが、2014年は350百万ユーロ

の損失であった。

法人所得税損益。

2015年は法人所得税費用が24百万ユーロであったのに対し、2014年は327百万ユーロの法人所得税収益で

あった。2015年の法人所得税費用は、57百万ユーロの正味繰延法人所得税収益からのものであり、82百万ユー

ロの当期法人所得税によって一部相殺された。57百万ユーロの正味繰延法人所得税収益は主に米国における繰

延税金資産の回収可能性の再評価に関連する。2014年の法人所得税収益は、当期法人所得税61百万ユーロが、

正味繰延法人所得税収益388百万ユーロで相殺された結果である。この正味繰延法人所得税収益388百万ユーロ

には、米国における繰延所得税控除により繰越税金資産363百万ユーロが主に含まれています。

継続事業からの利益（損失）。
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事業継続による利益は、2014年が23百万ユーロの損失であったのに対し、2015年は251百万ユーロの利益で

あった。

廃止事業からの利益（損失）。

2015年は、ジェネシス事業の売却に関連する廃止事業からの16百万ユーロの損失があったが、これは、

2014年のエンタープライズ事業の売却が関連している。当社の2014年の継続事業からの損失49百万ユーロは主

に、事業の売却に伴うものである。

少数株主持分。

少数株主持分として計上された利益は、2015年の29百万ユーロに対して2014年は35百万ユーロであった。

利益が改善した理由としては、アルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベル・カンパニー・リミテッドを通じた

中国国内業務からの収益によるところが大きい。

親会社の持分保有者に帰属する純利益（損失）。

親会社の持分保有者に帰属する純利益は、2015年が206百万ユーロの利益であったのに対し、2014年は107

百万ユーロの損失であった。

(3)　流動性および資金源

流動性

2015年および2014年12月31日年度末のキャッシュ・フロー

概要。

現金および現金同等物は2015年に1,027百万ユーロ増加し、2014年12月31日時点の3,878百万ユーロから

2015年12月31日時点では4,905百万ユーロとなった。これは主に、営業活動による現金が1,050百万ユーロと大

きく増加したからだ。この増加は、2013年以降のシフト計画の一環として取られた行動の結果だ。

営業活動による純現金収入。

2014年の投資活動に使用した純現金が127百万ユーロであったのに対し、2015年は1,177百万ユーロであっ

た。運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動による純キャッシュ・フローは、2014年が609百万ユーロ

であったのに対し、2015年は1,015百万ユーロに増加した。この増加は主に、2014年の33.4% と比較して2015年

の売上総利益の36.0%への増加、またコスト削減や一般管理費の削減にあります。

運転資本における変更は、いくつかの要因による2014年のマイナスの影響164百万ユーロに対し、利息およ

び税金計上前の営業活動からの純キャッシュで2015年435百万ユーロの影響を与えた。2015年、在庫や実行中の

作業に変化があったことは、営業キャッシュフローに大きなプラスの影響342百万ユーロを及ぼした。この値は

2014年には72百万ユーロであった。いずれの年度においても大がかりな契約何件かとの関連でワイヤレスの活

動で実行中の作業が増えたことで影響を受けたのであるが、特に2015年は第4四半期での変化に大きく影響され

ている。また、2015年には営業債権が93百万ユーロとなったが、これは、リコースなしの債権が増えたことに

よるもの。2014年は18百万ユーロであった。これは、米国の債権の差額がマイナス227百万ユーロだったことが

影響している。2014年の営業債権の変化は167百万ユーロであった。その他の流動資産および負債の変化は大き

く275百万ユーロで、2014年は35百万ユーロのマイナスだった。これは主に、VATの回収と賃金の増加に関係し

ている。

2015年の正味利息および税金の支払が273百万ユーロであったのに対し、2014年は318百万ユーロであっ

た。2015年の支払利息は、2014年の290百万ユーロに対して264百万ユーロであった。2015年の金融費用が減少

したのは主に、資金再調達の完全効果と2014年上半期の一定の債券の満期前の償還に関係している。

投資活動による純現金収入。

2014年の投資活動に使用した純現金が235百万ユーロであったのに対し、2015年は485百万ユーロであっ

た。この変化は主に、2014年と比較して、2015年の市場性のある有価証券の売却がかなり少なかった（2014年

は617百万ユーロ、2015年は68百万ユーロ）に関係している。2015年の設備投資は、2014年の556百万ユーロに

対して580百万ユーロであった。2015年、当社は、(i) Louis Dreyfus Armateurs（「LDA」）との以前の合弁事

業であるアルダ・マリンへの持ち分49%分（以前がLDAが所有していたもの）を76百万ユーロで、および、(ii)

ケーブル船を26百万ユーロで取得した。これは、連結会社の取得や持分法適用会社の取得に際して現金支出が
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増加したことが主要因であり、2014年の14百万ユーロから2015年の109百万ユーロになった。このことは、投資

活動に使用した現金の増加にも寄与した。

財務活動による純現金収入。

2014年の投資活動で生み出された純現金が1,383百万ユーロであったのに対し、2015年は211百万ユーロで

あった。

2015年3月18日、当社の合弁事業パートナーが保有する持ち分49% のアルダ・マリンに対するエクイティの

取得に関連し、アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスは7年満期の85百万ユーロの融資枠に合

意した。

2015年9月4日、当社は、2020年満期の6.75% 優先債権を額面価額300百万米ドルで買戻しした。

2014年、当社は転換可能債券 (OCEANE) を2件のトランシェで発行し、総額は1,148百万ユーロであった。

これら発行収益により、額面価額1,724百万米ドルの優先信用融資の残額を返済した。2014年 (i)満期日に、

6.375% の優先債券に基づいて、残りの274百万

ユーロ (ii) 2017年を満期とする7.75% のトラスト型転換優先証券の発行済みの931百万米ドルの元本金額およ

び (iii) 232百万ユーロの2016年優先債券を返済した。

為替レートの正味のプラス影響は2015年505百万ユーロ、 2014年は633百万ユーロであった。

事業処分または廃止事業。

ジェネシス事業の売却による廃止事業によって発生した現金は2015年41百万ユーロ、2014年170百万ユーロ

であった。

資金源

資源。

今後、当社の資金源は、進行中の事業から生まれるプラスのキャッシュ・フロー、事業売却で得た利益、

様々な形態の社債や株式の発行など、様々な資金源から資本資源を得ることになる。これには、ノキア・コー

ポレーションのリボルビング流動性サポート枠、および、ノキア・コーポレーションのリボルビングクレジッ

ト枠が含まれる。これらの資金源は、様々な要素次第となる。例えば、当社顧客の未払の売掛金の支払能力の

ほか、支払期間延長の付与の依頼人、貸手や投資家による当社の信用の質に関する認識、一般的な負債市場動

向、そして信託証書の諸条件の遵守などである。

現状を鑑みると、いつでも負債市場に頼ることができるとは言い切れない。また、当社の継続的事業によ

り、2015年はプラスのキャッシュフローが生み出されたものの、前年は該当しなかった。2015年12月31日時点

で当社の現金、現金同等物、および短期投資を含めた市場性有価証券は併せて6,531百万ユーロであった。約

1,700百万ユーロに及ぶこの現金、現金同等物、および市場性有価証券は、現地の管轄外当社子会社による、こ

れらの資金利用が制限される場合のある交換制御制限の対象である国（主に中国）に保有されているが、こう

した制限が当社の現金支払義務を満たす能力に影響が及ぶとは考えていない。

ノキアリボルビング流動性支援枠

2016年2月3日、ノキア・コーポレーションとアルカテル・ルーセントUSAインクは、以下の3件のトラン

シェに分けて、20米ドルの枠を締結した。これは、以下のものから構成される。

・枠A：2017年6月30日を満期日とする686百万米ドル

・枠B：2019年12月31日を満期日とする546百万米ドル

・枠C：2020年11月15日を満期日とする768百万米ドル

適用される利率は引き出し金額に対して年率2.40% である。手数料は引き出されていない金額の2.40% の

30%である。

枠は、アルカテル・ルーセントUSAが、関連手数料、費用、アルカテル・ルーセントの一般的な目的を含

め、2020年に満期を迎える6.750% 優先債700百万米ドル、2020年に満期を迎える8.875% 優先債500百万米ド

ル、2017年に満期を迎える4.625% 優先債650百万米ドル（総称して「債権」）の償還ができるよう資金調達で

きるようにする目的で用意された。債権は2016年2月に償還された。
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枠に基づく借入は、その他のアルカテル・ルーセントUSAインクの無担保かつ非劣後の債務全てについてパ

リ・バスとなっている。枠には財務制限条項はない。アルカテル・ルーセントUSAインクに関する一定の取り決

め（例えば、保証、賠償金、非劣後といった一定のネガティブな条項が含まれる）が含まれているが、これら

のいずれも、アルカテル・ルーセントUSAインクが、債権に関連した契約書に基づき許可される活動に従事する

ことを妨げるものではない。

ノキアリボルビング融資枠

2016年4月13日、ノキア・コーポレーションとアルカテル-ルーセント・パーティシペイションズは10億

ユーロの2年間のリボルビングクレジット枠を締結した。

適用される利率は引き出し金額に対してEURIBOR + 0.95% マージンである。枠の使用レベルに応じて、年

率0.10%、0.20%、または0.40% の使用料も適用される。手数料は引き出されていない金額の2.40% の35%であ

る。

このリボルビング融資枠は、アルカテル・ルーセント・パーティシペイションズの一般的な目的で利用で

きる。

リボルビング融資枠に基づく借入は、その他のアルカテル・ルーセント・パーティシペイションズの無担

保かつ非劣後の債務全てについてパリ・バスとなっている。枠には財務制限条項はない。

2013年共同銀行融資枠

2013年12月17日、アルカテル-ルーセントは12社の国際銀行のシンジケートとともに、3年間の504百万ユー

ロのリボルビング融資枠を完了した。融資枠が利用できるかどうかは、アルカテル-ルーセントの信用格付に左

右されることはない。正味負債の返済に必要な資金創出能力に関連した財務制限条項をアルカテル-ルーセント

が遵守することが、当融資枠利用の条件となっている。米アルカテル-ルーセント・インクとグループの一部の

子会社は、このリボルビング融資枠に関して優先保証を提供した。

このリボルビング融資枠は2016年2月9日にキャンセルされた。停止前に引き出されたことは一度もなかっ

た。

2015年3月 融資枠契約

2015年3月18日、当社の合弁事業パートナーが保有するアルダ・マリンに対するエクイティの取得に関連

し、アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス (ASN) は7年満期の86百万ユーロの融資枠に合意し

た。3船は融資枠の元、モーゲージを条件とする。

2020年11月満期の6.75% 優先債

2015年9月2日、アルカテル・ルーセントUSAインクは、300百万米ドルまでの現金を購入する提案に従い、

2020年11月満期の6.75% 優先債の300百万米ドルの合計元本の購入を承諾した。債権の購入価格は1,000米ドル

の額面に対して1,080米ドル、プラス、利息である。アルカテル・ルーセントUSAインクが買戻した債権はキャ

ンセルされた。この結果、これらの6.750% 債権の発行済み元本は2015年12月31日時点で700百万米ドルであ

る。

2016年2月10日、アルカテル・ルーセントUSAインクは、2020年満期の6.75% 優先債権の発行済の700百万米

ドルの元本を全額償還することを完了した。償還金額は、未収および未払いの11百万米ドルの利息と適用され

るプレミアム54百万米ドルを含め、765百万米ドルであった。

2020年1月1日満期の 8.875% 優先債

2016年2月10日、アルカテル・ルーセントUSAインクは、2020年満期の8.875% 優先債権の発行済の500百万

米ドルの元本を全額償還することを完了した。償還金額は、未収および未払いの5百万米ドルの利息と適用され

るプレミアム37百万米ドルを含め、542百万米ドルであった。

2018年、2019年、2020年満期の OCEANE転換社債

2013年7月3日、アルカテル・ルーセントは2018年7月1日を満期とする転換／交換可能債券 (OCEANE) を名

目価額629百万ユーロで発行した。社債の金利は年率4.25% であり、毎年1月1日と7月1日に年2回の割合で金利

が支払われ、金利支払いの開始は2014年1月1日である。当社の社債オプションにおける早期償還は特定の状況

下で可能である。これらの社債は既に発行済である（以下を参照のこと）。
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2014年6月10日、アルカテル-ルーセントは転換社債 (OCEANE) を2つのトランシェで発行した。内容は以下

の通りである。

・トランシェ1 額面価額688 百万ユーロ 2019年1月30日満期。転換価格は4.11ユーロ、すなわちパリの

ユーロネクストでの上場・規制を受けているアルカテル-ルーセントの株価を約40% 上回る転換プレミア

ムに相当する。

・トランシェ2 額面価額460 百万ユーロ 2020年1月30日満期。転換価格は4.02ユーロ、すなわちパリの

ユーロネクストでの上場・規制を受けているアルカテル-ルーセントの株価を約37% 上回る転換プレミア

ムに相当する。

社債の金利は年率でそれぞれ2019年満期と2020年満期で0.00% と0.125% であり、毎年1月30日と7月30日に

年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの開始は2015年1月30日である。当社の社債オプションにおける早

期償還は特定の状況下で可能である。

2016年1月22日、当社は、OCEANE 2018、OCEANE 2019、OCEANE 2020の保有者に対して、ノキアのオファー

を背景に、OCEANEの早期償還を要求する権利について知らせた。この結果、OCEANEの目論見書の意味の中で支

配権が変更されることになる。OCEANE 2019の保有者7,393,369名と、OCEANE 2020の保有者1,751,000名が早期

償還を要求した。

さらに、2015年後半と2016年初頭に、OCEANE 2018の保有者206,784,349名、OCEANE 2019の保有者

37,880,652名、OCEANE 2020の保有者16,138,206名が、ノキアのオファーを提示され、2016年初頭に、OCEANE

2018の保有者4,795,096名、OCEANE 2019の保有者19,971,720名、OCEANE 2020の保有者56,644,832名が再開され

たノキアのオファーの提示を受けた。2016年2月12日、ノキアは、オファーで提示されたOCEANEの全てを、ノキ

ア・コーポレーションの株式に転換した。

2016年3月21日、残りの発行済みの421,910株のOCEANE 2018が全額償還された。本報告書同日付で、残って

いるOCEANE 2018はない。

上記の取引の結果、2016年3月31日時点で、残りの発行済みOCEANE 2019は367百万ユーロにのぼり、残りの

発行済みOCEANE 2020は109百万ユーロにのぼっている。

2017年7月満期の4.625% 優先債

2016年2月10日、アルカテル・ルーセントUSAインクは、2017年満期の4.625% 優先債権の発行済の650百万

米ドルの元本を全額償還することを完了した。4.625% 優先債権の償還金額は、未収および未払いの3百万米ド

ルの利息と適用されるプレミアム31百万米ドルを含め、685百万米ドルであった。

2016年1月15日満期の8.50% 優先債

2015年3月、2百万の2016年満期の優先債券が買い戻され、2百万ユーロに相当する現金が取り消された。

この結果、これらの8.50% 債権の発行済み元本は2015年12月31日時点で190百万ユーロである。2016年1月15

日、満期日に、8.50% の優先債券に基づいて、残りの190百万ユーロを返済した。

信用格付

本報告書提出時点での、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSAインクの信用格付は以下

のとおりである。

格付機関

コーポ

レート・

ファミリー

格付

長期

債務

短期

債務 見通し

CFR／

債券格付け

最終更新日

見通しの

直近の更新

ムーディーズ B3 B3/Caa1
(1)

Not Prime

（ノット・

プライム） ポジティブ

2012年

12月4日／

2013年

12月19日

2014年

11月17日
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アルカテル-ルーセン

トS.A. B2 B2/B3
(1)

Not Prime

（ノット・

プライム）

アップグレード

のレビュー

2015年

8月28日

2015年

4月20日

米アルカテル-ルーセ

ント・インク

該当

なし B2 該当なし

アップグレード

のレビュー

2015年

8月28日

2015年

4月20日

スタンダード・

アンド・プアーズ

アルカテル-ルーセン

トS.A. BB+ BB+ B ポジティブ

2016年

3月21日

2016年

3月21日

米アルカテル-ルーセ

ント・インク BB+ BB+ 該当なし ポジティブ

2016年

3月21日

2016年

3月21日

(1)　OCEANE 2018およびOCEANE 2019と2020はB3と格付けされている。アルカテルが発行したその他全ての長期債は

B2格付けされている。

(2)　8.875% の優先債、6.75% の優先債、4.625% の優先債はそれぞれB2と格付けされている。アルカテル-ルーセン

トの2028年満期の6.50% の社債と2029年満期の6.45% の社債は2012年1月20日に撤回された。

ムーディーズ：2015年8月28日、ムーディーズはアルカテル・ルーセントのコーポレート・ファミリー格付

をB3からB2に、転換社債 (OCEANE) 格付をCaa1からB3に、優先無担保格付をB3からB2に引き上げた。格付けは

全てアップグレードのレビューがなされている。

2015年4月20日、ムーディーズはアルカテル・ルーセントの全てのアップグレードのレビューを行った。

2014年11月17日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・インクの格

付けの見通しを「ポジティブ」から「安定的」へと変更し、B3格付けとして確認した。

ムーディーズの格付グリッドは、最高格付のAAA格から最低格付のC格に分けられている。アルカテル・

ルーセントの親会社の格付け、アルカテル・ルーセントの長期債（OCEANE 2019および2020を除く）、米アルカ

テル・ルーセント・インクの長期債はBカテゴリ内のB3と格付けされており、このカテゴリにはB1とB2の格付け

も含まれる。

ムーディーズは、B格カテゴリーについて以下のように定義している。「Bに格付けされた債務は投機的と

みなされ、高信用リスクの対象となる。」

スタンダード・アンド・プアーズ：2016年3月21日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-

ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSAインクの長期発行体格付の見通しをB+ からBB+ に引き上げた。ア

ルカテル・ルーセントとアルカテル・ルーセントUSAインクが発行した債券に対する格付も、BB+ からB+ に引

き上げられ、アルカテル・ルーセントに対する短期社債のBの格付が確認された。

2015年8月5日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセン

トUSAインクの長期発行体格付の見通しをBからB+ に引き上げた。格付けは全てCreditWatchにポジティブなイ

ンプリケーションとなっている。

2015年4月17日、スタンダード＆プアーズはアルカテル・ルーセントの格付についてCreditWatchにポジ

ティブなインプリケーションを与えた。

2014年8月18日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米国アルカテル-ルー

セント・インクの発行体格付の見通しを B- から B に引き上げた。グループが発行した無担保社債も CCC+／

B- からBに引上げられた。同日、格上げにより、見通しは、ポジティブから安定的に変更された。

スタンダード・アンド・プアーズの格付グリッドは、AAA格（最高格付）からD格（最低格付）に分けられ

ている。

アルカテル・ルーセント及びアルカテル・ルーセントの親会社の格付けと長期負債はB+に格付けされ、B格

カテゴリーに属している。

スタンダード・アンド・プアーズは、BB格カテゴリーについて以下のように定義している。「BBの格付け

が付いている債務は、その他の投機的なものよりも不払いに脆弱性が低い。しかし、事業、財務あるいは景気

環境の悪化により、債務において支払義務を満たす債務者の能力あるいは意欲が損なわれる可能性がある。」

スタンダード・アンド・プアーズは、B格カテゴリーについて以下のように定義している。「B格」の債務

は、「BB格」の債務よりも不払いに対して脆弱であるが、現在のところ債務者は債務に対する財務的確約を満
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たす能力を備えている。事業、財務あるいは景気環境の悪化により、債務において支払義務を満たす債務者の

能力あるいは意欲が損なわれる可能性がある。」

短期資金需要。

当社の短期資金需要は、当社の再建計画、設備投資および短期債務の返済を含め、主として当社の事業を

賄う資金に関連している。

再建計画。

このシフト計画開始を通じて、当社では 2015年に直接チャネルを通じた事業運営の採用、販売費及び一般

管理費機能の追加的統合、研究開発能力への再注力により、固定費を2012年との比較で1,031百万ユーロ削減し

た。2015年12月31日現在のリストラクチャリング経費は、306百万ユーロであった。

短期債務。

2015年12月31日現在、当社には579百万ユーロの短期金融債務残高があった。

長期負債および金融負債総額。

2015年12月31日時点で、長期金融負債残高は4,632百万ユーロであった。したがって金融負債総額はその時

点のグロスで5,211百万ユーロであったのに対し、2014年12月31日時点では5,277百万ユーロであった。

キャッシュ・フローの見通し。

当社が保有する現金、現金同等物、および市場性有価証券（短期投資を含む）は2015年12月31日現在で合

計6,531百万ユーロあり、この金額は、当社が今後12カ月間の当社の資金需要を賄うのに、また計画どおり当社

の資金支出プログラムを達成するのに十分であると考えている。

事業環境が著しく悪化することや当社の顧客が支出計画を縮小していく場合、または当社の流動性の悪化

を理由に信用市場が当社の入札や契約履行保証の利用を制限する場合には、当社は適切に設備投資を実施する

優先順位を見直していく必要がある。当社は追加的な再建計画を実施し、また追加的な資金源を求める必要性

が生じる可能性があるが、そのような状況下ではこういったことが困難になる可能性がある。

当社の社債に影響を及ぼす格付条項

アルカテル-ルーセントとアルカテル-ルーセントUSAインクの既発債と転換社債には、それぞれの信用格付

が引下げられた場合に繰上げ償還事由が発生することを定めたトリガー条項は含まれていない。

(4)　契約債務およびオフバランスの偶発債務

(i)　契約債務

当社には2015年以降も存続する契約債務が一部存在している。これらの債務の中には、長期負債とそれ

に係る利息のほか、ファイナンス・リース、オペレーティング・リース、固定資産購入義務、ならびにその

他の確定購入義務がある。2015年12月31日現在における契約上の現金支払義務の合計は、当該契約および

ファーム・コミットメント上の将来の最低支払額に基づいて以下の表に表示されている。金融負債、ファイ

ナンス・リース債務ならびに転換社債のエクイティ部分に関連した金額の全額は、本報告書に掲載されてい

る当社の連結財務諸表にすべて反映されている。

（単位：百万ユーロ） 支払期日  

契約支払債務

2016年

12月31日
以前 2017-2018 2019-2020 2021年以降 合計

金融負債（ファイナンス・リース
を除く） 559 1,103 2,037 1,484 5,183

ファイナンス・リース債務 20 8 - - 28

転換社債の資本部分 - 46 139 - 185
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確定購入義務
(1)

27 94 173 53 347

小計 - 財政状態報告書に計上 606 1,251 2,349 1,537 5,743

金融負債にかかる金融費用 241 396 276 2 915

オペレーティング・リース 151 200 138 135 624

固定資産購入契約 33 - - - 33

確定購入義務 
(2)

737 566 290 110 1,703

小計 - 財政状態報告書に
計上されていない契約債務 1,162 1,162 704 247 3,275

契約債務合計
 (3)

1,768 2,413 3,053 1,784 9,018

(1)　2015年4月1日、当社は、一部のライセンス契約を終了し、クアルコム社との新しい2件のライセンス契約を締結

した。この契約期間は6年から10年と様々である。2015年12月31日現在、合計契約額の残余額は347百万ユーロ

であった。2016年2月4日、クアルコムは当社に対し、権利を行使して当社の2件のライセンス契約を、ノキアの

オファー終了と同時に停止することを通知してきた。停止により、未払いの毎四半期のロイヤルティ支払全額

278百万ユーロ（302.5百万ドル）をクアルコムに停止から30日以内に支払うことになった。

(2)　うち425百万ユーロが販売協力契約に従ってHPに行われた契約に関連するものであり。438百万ユーロが、以下

の「アウトソーシング取引」の記述にあるように、HPと締結した販売協力契約およびITアウトソーシング取引

に準じたHPとの二社間の約定である。その他の確定購入義務は、主として、第三者への事業売却に伴う複数年

の供給契約に基づく購入義務によるものである。

(3)　企業年金、退職後の医療・福利厚生給付、ならびに退職後給付に関連した債務は、上記表には含まれていない

（連結財務書類の注記23を参照のこと）。

 

(ii)　オフバランス債務

2015年12月31日現在、当社のオフバランス債務および偶発債務は2,056百万ユーロであり、これは主に

当社の連結および非連結の子会社による電気通信機器およびサービスの提供にかかる長期契約についての保

証1,368百万ユーロからなる。一般に、当社は、金融機関を通じて顧客に発行した契約履行保証の裏付けと

してこうした保証を提供している。こうした契約履行保証およびカウンター保証は、標準的な業界の実務慣

行であり、長期供給契約において提供されている。これらの契約債務を当社のオフバランスの偶発債務に含

めた後に、

納期の遅延、当社の長期契約に基づく履行を当社が怠ったとの主張に関連した請求、または当社の顧客

による支払義務履行の懈怠など一定の事象が発生した場合には、当社は連結財務諸表の「引当金」もしくは

「工事契約にかかる対顧客受取債権／対顧客未払債務」または棚卸資産引当金の科目において見積リスクを

計上する。顧客に提供した約184百万ユーロの融資契約は、2,056百万ユーロのオフバランス債務および偶発

債務には含まれない。

契約の履行を目的として提供された保証に関しては、金融機関が提供した保証を担保するために当社が

発行した保証状のみが以下の表に表示されている。

通常の事業において生ずるオフバランスの偶発債務は、以下のとおりである。

（単位：百万ユーロ） 2015 2014 2013

グループ契約に関する保証 1,368 1,637 1,180

割引手形
(1)

- - -

その他の偶発債務
(2)

688 737 671

小計 - 偶発債務 2,056 2,374 1,851

担保付借入
 (3)

- 2 8

合計
(4)

2,056 2,376 1,859

(1)　この項目に計上されている額は、遡及権のある債権の割引のみに関するものである。遡及権のない割引された

債権総額は、連結財務諸表の注記20に記載されている。
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(2)　以下に記載のあるルイ・ドレフュス・アーマチュアズ（「LDA」）に付与された保証は除外する。

(3)　特定の社債に関して以下に記載のある劣後保証は除外する。

(4)　企業年金、退職後の医療・福利厚生給付、ならびに退職後給付に関連した債務は、上の表には含まれていな

い。これらの給付制度に対して予想される資金拠出の要約については、連結財務書類注記23を参照。

上記の表に示契約で付与された保証す金額は、グループが付与した現在の保証に基づいて履行を要求さ

れ得る将来支払の最大見込額（割引前）を示している。将来支払う可能性のある最大額は、効果的に支払わ

れ得る最大の額の、割り引かれていない信頼に足る最適な見積額を反映するものとする。これは、こうした

支払いが発生する可能性はごくわずかだとしても、遡及権の行使や担保保証条項によって可能な回収に関す

るいかなる減額も考慮しない。このような信頼できる最適な見積りが利用できない場合には、公表する金額

は、その他の性質をすべて同じままで、グループが支払いを要求しうる最大の額とする。また、顧客のため

に提供された親会社保証および契約履行保証の大部分には、保険が付されている。従って、上記の表に記載

された保証に関連したエクスポージャーの見積額は、請求があった場合に当社が受け取ることのある保険金

によって減額される可能性がある。

製品保証ならびに年金給付および退職後給付に関連した契約債務は、上記の表には含まれていない。こ

れらの契約債務は、当社の2015年連結財務諸表に完全に反映されている。訴訟、調停、または規制当局の措

置から生じる偶発債務も、当社の長期契約について付与された保証に関連したものを除き、上記の表に含ま

れていない。

顧客の債務不履行または破産を原因として解約され、または中断された契約に関連した契約債務は、法

的な保証の免除が得られない限り、上記の「グループに関する保証」に含まれている。偶発債務について詳

しくは、連結財務書類注記31を参照のこと。

当社は、第三者の長期契約に対する保証により、非連結会社による契約の不履行を根拠に被保証当事者

に対する支払を要求されるおそれがある。これらの偶発債務の公正価値は、保証を発行するために保証人が

受領する保証料に相当し2015年12月31日現在では約0（2014年12月31日時点では0、2013年12月31日時点では

0）であった。

アウトソーシング取引

2015年に契約された重要なアウトソーシング契約はない。

アクセンチュアとのアウトソーシング取引

2014年2月28日、シフト計画のコスト削減目標に関連して当社は、会計機能のアウトソーシングを含

め、金融機能の事業転換に関連して、アクセンチュアと7年間のサービス実施契約を締結した。この契約

は、人事および情報技術に関する同様のサービス契約を補完するものである。アクセンチュアとの契約に

よってカバーされるこれら3つの各会社機能は、「タワー」と呼ばれる。Accentureとの契約により、契約

期間中に当社が業務を行う国において、 財務のデータ処理サービス（バックオフィス）、経理、人事、お

よびITサービス、ITアプリケーションのサポートや保守のコスト削減およびカバーが実現されると予想さ

れている。

全体として、当社は2020年までに、約757百万ユーロ分のAccenture製品およびサービスを購入するこ

とを約束した。この契約債務の2015年12月31日時点での残高438百万ユーロは、上記の契約支払債務に関す

る表の「確定購入義務」の欄に記載されている。

HCLテクノロジーズとのアウトソーシング取引

2014年7月1日、シフト計画の目標としているコスト削減とともに、当社はHCL Technologies Limited

と一部のレガシー技術向けに当社の研究開発部門の譲渡に関する

7年間のマスターサービス契約を締結した。この契約により、契約期間中に以下を対象とするコスト削減を

実現することが見込まれる。最初の3年の取引および転換フェーズの一環として、当社はこれら活動の再編

を約束しており、その費用は40百万ユーロと見積もられている。
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全体として、アルカテル-ルーセントは約276百万ユーロ分のHCLのサービスを2021年までに購入するこ

とを確約している。うち186百万ユーロは2015年12月31日までの購入に残り、残高は、上記の契約支払債務

に関する表の「確定購入義務」の欄に記載されている。

ヒューレット・パッカードとのアウトソーシング取引

2009年10月29日、当社は 2009 年12月1日を発効日として、ヒューレット・パッカード・カンパニー

（「HP」）と重要なITアウトソーシング取引を締結し、同時に10年間の販売協力契約を締結した。

ITアウトソーシング取引は、当社のITインフラストラクチャーの大部分をHPに転換し管理させるもの

である。最初の移行および転換段階（「T&T段階」と言う）の一環として、HPは自社の資源を投じ当社のグ

ローバルIT/ISプラットフォームを転換する計画である。その結果、アルカテル-ルーセントは2010年から

2015年の間におおよそ263百万ユーロを投じてIT/IS事業を構造改革することに尽力している。パフォーマ

ンス・プログラムは2015年末日までに完了する予定である。

経営資源移行の一環として、当社はHPに対し、売却およびファイナンス・リースバック協定に則り、

ITインフラストラクチャー資産を売却した。これは、上記の契約上の支払義務の表に記載された「ファイ

ナンス・リース債務」に含まれる支払義務であり、2015年12月31日時点のファイナンス・リース債務総額

は10百万ユーロにのぼる（2014年12月31日時点で3百万ユーロ、2013年12月31日時点で10百万ユーロ）。

さらにHPとの全体的な取り決めの一環として、アルカテル・ルーセントは、約514百万ユーロ分のHP製

品およびサービスを購入することを約束した。当社は2014年末までのこの約束を果たした。

また、全体の契約の一部として、以下のコミットメントがHPとの協定に含まれていた。

・アルカテル-ルーセントがHPまたはHP関連会社から10年間にわたり購入あるいは調達するIT管理サー

ビスの額に関する最低額契約、総額1,422百万ユーロ（以前は1,408万ユーロ）（2015年12月31日時

点の契約債務残高は411百万ユーロである）。

・専任のチームを結成するなど、販売協力協定に準じて販売拡大を目指した特定の商業的な取り組み

を行う義務として、投資を行うこと（2015年12月31日時点の契約債務残高は14百万ユーロ）。

これらの2つの契約債務の2015年12月31日時点での残高は、上記の契約支払債務に関する表の「確定購

入義務」の欄に記載されている。

その他の契約債務-委託製造業者／電子機器受託製造サービス (EMS) 業者。

当社は、製造業務の多くの部分を限定された電子機器受託製造サービス (EMS) 業者に外部委託してい

る。EMS製造業者は、アルカテル・ルーセントの設計仕様を使用して製品を製造し、アルカテル・ルーセン

トが確立した品質保証プログラムおよび基準に沿ってプラットフォームをテストする。当社が承認するサ

プライヤ・リストにあるサプライヤから、EMSは、当社の需要予測に基づいて製品の製造に使用する部品お

よび部分組立品を調達する必要がある。

一般に、当社はEMSが購入する部品および部分組立品を所有していないほか、製品の所有権は、通常は

納入時にEMS業者から当社に移転される。当社は、EMSからの当社への所有権の移転時に在庫購入を記録す

る。当社は、過去の傾向や将来見込まれる需要に基づき、過剰在庫や陳腐化在庫に関する規定を確立す

る。この分析に含める在庫は、当社の代行製造業者であるEMSが所有する過剰在庫と陳腐化在庫、ならびに

当社製品に統合される予定の部品に対してEMSのサプライヤを使用してEMSが持っている、取り消し不可

で、返品不可の (NCNR) 部品および部分組立品の注文から成る過剰在庫と陳腐化在庫である。当社は、

2015年にEMS業者の持つ過剰在庫の契約債務を3百万ユーロ、そして2014年に32百万ユーロを記録した

（2013年は26百万ユーロの費用であった）。

通常、当社はEMS業者との委託製造関係において最低購入義務を有していない。そのため、上述の「契

約債務」に示される契約支払債務表には、EMS業者に関連する契約債務は含まれていない。

ルイ・ドレフュス・アーマチュアズのための補償状。

2011年上半期中に、当グループは、当社と共同で支配するアルダ・マリンの共同ベンチャー企業であ

るルイ・ドレフュス・アーマチュアズ（「LDA」）のために補償状（「LOI」）を提供した。これは、LDAが

管理する船舶を使用する必要があった、2011年第2四半期に当グループが行った海底ケーブルシステムの修
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繕に伴い、船舶の乗組員が東京電力福島第一原子力発電所からの放射線に被曝したことによる損失を補償

することで合意したものである。

このLOIに則り発生する可能性のある債務は、LDAが乗組員に付与する給与の (i) 5% あるいは (ii)

給与再評価の率のいずれか低い方で毎年増加することから、総額で50百万ユーロを超えることはないもの

と考えられる。LOIは2081年4月15日に失効する。

修繕作業中に測定された放射線レベルは、IRSN（フランス放射線防護原子力安全研究所）が定める臨

界値を常に下回っていたため、2015年12月31日現在、補償に則る支払いリスクは迫っていないものと考え

られる。

顧客への資金供与

標準的な業界の実務慣行に基づき、当社は随時、支払期間延長の付与、直接融資、および第三者資金

源への保証付与によって、当社顧客に対する資金供与を行っている。より一般的には、当社の事業の一環

として、当社は、常に顧客から相当額の支払を受けるべき長期契約を結んでいる。

2015年12月31日時点で、履行済みの顧客への資金供与契約の下で約84百万ユーロ（引当金控除後）の

エクスポージャーが存在した。これに加え、2015年12月31日時点で、当社は89百万ユーロを顧客に資金供

与する契約債務を有していた。これらの追加コミットメントについては、実際に実行されることなく契約

の満了を迎える可能性もある。

未実行の顧客融資と未実行のコミットメントは、とりわけ、各々の顧客の短期と長期の流動性ポジ

ション、顧客の当期業績と計画との対比、顧客が直面する取引執行上の課題、競争状況の変化、顧客の経

営経験を査定することによってチェックされている。潜在的な問題が表面化した場合には、未使用コミッ

トメントの破棄を含む一定の緩和措置が講じられる。このような措置によりエクスポージャーの総額は限

定できる可能性はあるが、履行済みの金額および保証済みの金額の範囲内で損失を被る可能性は依然とし

て存在する。

(iii)　設備投資

毎年、当社は保守と革新にある程度の設備投資を行っています。2015年には、当社の設備投資額は開

発費の資本化203百万ユーロを含め、580百万ユーロにのぼった。当社は、当社の現在の現金および現金同

等物、市場性有価証券および資金調達手段によって、当社の設備投資計画を予定通り実施するのに充分な

柔軟性があると判断している。事業環境が著しく悪化することや当社の顧客が支出計画を縮小する場合

は、当社は適切に設備投資を実施する優先順位を見直していく必要がある。

2015年12月31日時点で、設備投資の契約債務は33百万ユーロにのぼった。
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第４【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社は、グループの持株会社であるため、独自の設備を有していない。有形固定資産に関する取得、売却そ

の他の動きの内訳については、「第6 経理の状況」の連結財務諸表への注記13を参照のこと。

２【主要な設備の状況】

当社は、オーナーまたはテナントとして、数多くの建物、生産施設、研究所およびサービス施設を、全世界

に有している。施設は、以下の特徴によって2つに区分される。

•　当社の各種事業のための生産および組立施設；

•　研究および技術革新活動のための施設、ならびに特定の地域およびすべての事業を網羅する機能を支援

するための施設

生産、組立および研究開発活動の大部分は、当社のすべての事業についてヨーロッパ、米国および中国で行

われている。

当社の生産と組立のほとんどは外部委託されている一方、残りの部分については当社の生産設備で実行され

ている。2015年12月31日現在、当社の総生産設備は約180,000平方メートルで、下表は、生産設備が集中してい

る中核ネットワークと接続事業セグメントについての地域別の内訳を示している。

当社のかかる設備状況は良好で、現在および将来におけるグループの事業活動の要件を十分に満たしてお

り、グループの利益に影響を及ぼす可能性のある重要な環境リスクに対するエクスポージャーはないと考えて

いる。

以下の表に示す施設は、当社が使用する不動産の多様性を示すために390箇所の施設ポートフォリオから選

定したものである。選定にあたり、地域、事業セグメント、使用タイプ（生産／組立、研究／革新技術または

サポート機能）、そして所有地所か賃貸地所かという4つの主要基準を適用した。

 

2015年12月31日現在のアルカテル・ルーセントの生産設備

（単位：千平方メートル） EMEA 北南米 APAC 合計

中核ネットワーク 61 0 5 66

接続事業 37 30 47 114

合計 98 30 52 180

生産／組立施設

国名 所在地 所有／リース

中国 上海、浦東 完全所有

中国 上海、松江区 完全所有

フランス カレー 完全所有

英国 グリニッジ 完全所有

米国 メリデン 完全所有
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生産施設の主な特徴は以下のとおりである。

•　上海、浦東（中国）：142,000平方メートルの敷地のうち、23,000平方メートルが固定接続およびワイ

ヤレス接続事業の生産拠点として使用されており、残りは主に事務所や研究施設として使用されてい

る。

•　上海、松江区（中国：22,340平方メートルの敷地が、RFS（無線周波数システム）の製品製造のために

使用されている。

•　カレー（フランス）：45,000平方メートルが海底通信ケーブルの製造用に使用されている。

•　グリニッジ（英国）：16,000平方メートルが海底通信ケーブルの製造用に使用されている。

•　メリデン（米国）：21,000平方メートルの敷地が、RFS（無線周波数システム）の製品製造のために使

用されている。

研究・開発およびサポート機能センター

国名 所在地 所有状況

ドイツ シュツットガルト リース

ドイツ ニュルンベルグ リース

オーストリア ウィーン 完全所有

ベルギー アンヴェール リース

ブラジル サンパウロ 完全所有

カナダ オタワ 完全所有

中国 上海、浦東 完全所有

スペイン マドリッド リース

米国 プラノ 完全所有

米国 ネイパービル 完全所有

米国 マレー・ヒル 完全所有

フランス ビラソー リース

フランス ラニオン 完全所有

フランス ブローニュ・ビヤンクール、本社 リース

フランス オルヴォ リース

インド バンガロール リース

インド チェンナイ リース

イタリア ヴィメルカーテ リース

メキシコ クアウティトラン、イスカリ 完全所有

オランダ ホーフトドルプ リース

ポーランド ビドゴシュチ 完全所有

ルーマニア ティムショハラ 完全所有

英国 スウィンドン リース

シンガポール シンガポール リース

上記施設の占有率は50% から100%である（平均占有率は77%）。アルカテル・ルーセントが専有していない

スペースは、他社にリースされるか、あるいは未専有状態となっている。

77%という占有率は、アルカテル・ルーセントのグローバル・ポートフォリオに基づいている。ここに示さ

れているのは主要な所在地の設備であり、これらが当社事業を代表する一例を構成している。
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３【設備の新設、除却等の計画】

上記「第4-2主要な設備の状況」を参照のこと。
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第５　【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)　【株式の総数等】

　　 （2015年12月31日現在）

①　【株式の総数】

授権株式数 発行済株式総数

未発行の

授権株式数

（該当なし）
(1) 3,036,337,359 （該当なし）

（注）　(1)　フランスでは日本で用いられているような意味での授権株式の概念は存在しない。しかし、株主総

会は取締役会に対して新株ないし持分証券の発行にかかる授権をその金額と期間について一定の範囲

内で与えることができる。

②　【発行済株式】

種類 普通株式

記名・無記名の別 記名式または無記名式

額面または無額面 額面0.05ユーロ

種類 普通株式

発行済株式数 3,036,337,359

上場金融商品取引所名又は登録認可金

融商品取引業協会名

ユーロネクスト（パリ）、

NYSEユーロネクスト（米国預託証券によって表章される、そ

れぞれが1株に相当する米国預託株式）
(1)

(1)　2016 年 2 月 1 日、アルカテル・ルーセントは同社の米国預託証券の NYSE への上場を自主的に廃止する意図

を通知した。上場廃止は 2016 年 3 月 7 日に有効となった。

(2)　【転換価格修正条項付転換社債等の行使の状況等】

該当なし
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(3)　【発行済株式総数および資本金の推移】

　　 （2015年12月31日現在）

日付 株式数 資本金額（ユーロ） 摘要

2010年12月31

日現在

残高 2,318,385,548 4,636,771,096

20,632 41,264

ルーセント・テクノロ

ジーズ・インクが発行した

転換証券行使

100,000 200,000

スペーシャル・ワイヤレス

の買収に伴う、コラレック

社発行社債のアルカテル・

ルーセント株式への償還

6,109,985 12,219,970

ストック・オプション行使

分

767,163 1,534,326
(1)

アルカテル・ルーセントの

業績連動株式プランに基づ

くアルカテル・ルーセント

の株式発行

2011年12月31

日現在

残高 2,325,383,328 4,650,766,656

1,180,498 2,360,996
(1)

アルカテル・ルーセントの

業績連動株式プランに基づ

くアルカテル・ルーセント

の株式発行

2012年12月31

日現在

残高 2,326,563,826 4,653,127,652

2,870,871 5,734,987.20
(1)

アルカテル・ルーセントの

業績連動株式プランに基づ

くアルカテル・ルーセント

の株式発行

7,890,275 394,513.75

ストック・オプション行使

分

2,475 123,75

ルーセント・テクノロジー

ズ・インクが発行した転換

証券行使

15,658,262 782,913.10 OCEANE 2015年転換

- (4,542,390,904.35)
(2)

名目価値を 2 ユーロから

0.05 ユーロに減額したこ

とによる減資
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455,568,488 22,778,424.40

優先新株予約権付株式の発

行に伴うアルカテル・ルー

セントの増資

2013年12月31

日現在

残高 2,808,554,197 140,427,709.85

4,435,355 221,767.75
(1)

アルカテル・ルーセントの

業績連動株式プランに基づ

くアルカテル・ルーセント

の株式発行

7,438,828 371,941.40

ストック・オプション行使

分

2,830 141.50

ルーセント・テクノロジー

ズ・インクが発行した転換

証券行使

1,060 53.00 OCEANE 2018年転換

2014年12月31

日現在

残高 2,820,432,270 141,021,613.50

4,236,071 211,803.55
(1)

アルカテル・ルーセントの

業績連動株式プランに基づ

くアルカテル・ルーセント

の株式発行

38,595,369 1,929,768.45

ストック・オプション行使

分

- - -

ルーセント・テクノロジー

ズ・インクが発行した転換

証券行使

147,958,658 7,397,932.90 OCEANE 2018年転換

15,220,628 761,031.40 OCEANE 2019年転換

9,894,363 494,718.15 OCEANE 2020年転換

2015年12月31

日現在

残高 3,036,337,359 151,816,867.95

(1)　アルカテル・ルーセントの株式発行にともなう借方。

(2)　減資額は株式発行差金勘定に計上されている。
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当社によるアルカテル・ルーセントの株式の購入

2015年、当社は、当社の株式買戻プログラムに基づく取引を一切実施していない。2015年12月31日現在、

アルカテル・ルーセントが直接保有する株式数は、資本金の0.43%に相当する13,005,087株であった。同日現

在、当社の子会社は、当社資本金の0.89% に相当する27,110,613株の株式を保有していた。これらの株式は、

2015年12月31日現在、連結自己資本からの控除として計上されていた。

2015年10月28日の取締役会の決議および2016年1月8日の取締役会による認識に基づき、自己株式は次の目

的で配分された。

•　ノキア・オファー（およそ1660万株の自己株式）に組み込まれた業績連動株式加速メカニズムへの義務

に対応するため；

•　2014年のストック・オプション制度（未執行）の代替えとして提案された株式付与（およそ330万株の

自己株式）への義務を遵守するため；

•　残存自己株式をノキア・オファー（およそ2000万株の自己株式）に付与するため。

2015年5月26日の株主総会において、当社の資本金の10% を上限として、18ヶ月間にわたり、アルカテル・

ルーセントの株式買戻しの授権が取締役会（法律に準じた権限委譲の権利を有する）に付与された。

最大購入価格は1株20ユーロを超えず、売却価格は株式の額面価値である1株当り0.05ユーロを下回らな

い。本プログラムは2015年5月26日の株主総会の株主による承認以降実施されていない。

定款第241-1条および金融市場庁 (AMF) 規則に基づく買戻プログラムの詳細

当該プログラムを授権する株主総会の期日。2015年5月26日の株主総会にて、当社の資本金の10%を上限と

して、18ヶ月にわたりアルカテル・ルーセントの株式を買戻す権利が取締役会に付与された。

当社が直接または間接的に保有する株式数および資本の比率。2015年12月31日時点で、当社は13,005,087

株を直接に、また27,110,613株を間接的に保有していた。2016年2月10日（ノキア・オファー最終結果が公

開される日）時点で、当社および当社の関連会社は全自己株式をノキア・オファーに付与した。従って、

当社は現在直接的または間接的にそのような株式を保有しない。

株式買戻プログラムの目的。現在の株式買戻しプログラムの目標は、次のとおりである。

•　法律の定める条件に基づいて、減資により、購入された株式の一部またはすべてを取り消す。

•　当社または関連会社または法律の定める諸条件に基づく組織の従業員および取締役

（「dirigeants」）に対して、買戻した株式を付与または販売する（ストック・オプション、会社の利

益配分への従業員の参加、業績関連株式等）。

•　当社またはその関連会社の従業員または取締役に対するストック・オプション制度またはその他の株

式割当に関する義務を遵守する。

•　当社の株式資本を利用できる証券に付与された権利の行使時に株式を交付し、かかる証券に関して当

社（またはその子会社のいずれか）が実施する契約債務に基づき関連ヘッジ取引を実施する。

•　特に当社が実施した対外的な成長取引、合併、スピンオフまたは寄付に際し、株式を保有かつ交付す

ること（対価物の交換、支払い、またはその他の方法で）。

•　AMFによって認められている規範に則った流動性契約に関連し、投資サービス提供者を介してアルカテ

ル・ルーセントの株式に関するマーケット・メーキング業務または流動性資産の保守に従事すること。

買戻プログラムの目的は、今後AMFによって許可される可能性のある市場慣行、より一般的には、適用法お

よび規制を遵守するあらゆる取引の実施を促進することである。この場合、当社は株主に対して、プレス

リリースを通して通知を行う。

買戻の条件。株式の取得、売却、および譲渡は随時、特に適用法および規制によって授権されている数量

および価格に関する制限に従い（アルカテル・ルーセントの公開買付期間中は除く）、規制市場、国際貿

易体制、体型的な内部振替などの手段、またはブロック購入や売却などの私募、公開買付や公開交換募

集、あるいは規制市場、または国際貿易体制や体系的な内部振替を通して取引されるオプションやその他

の金融派生商品の利用、あるいは市場機関が承認した条件下で、直接または投資サービス・プロバイダー
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を介した他の手段ワラントの転換、交換、償還、提示やその他の方法で会社の資産を利用できる有価証券

の発行によって生じる私募や株の受け渡しなどの手段を介して行うことができる。

最大資本比率、最大株式数および株式の種類、最高購入価格。当該プログラムは、ユーロネクスト（パ

リ）証券取引所－コンパートメントAに上場されるアルカテル‐ルーセントの株式 (ISIN FR0000130007)

に関するものである。

現在の各権限で許可された購入比率の上限は、購入日時点の資本を構成する株式総数の10%である。2015年

12月31日時点の当社資本を構成する株式数を情報の目的上考慮すると、上限は303,633,735株となり、認可

済み最高購入価格に基づく上限（20ユーロ）は、すでに当社が保有している株式を除き、理論上は最大

6,072,674,700ユーロとなる。

ただし、当社の株式資本に影響を及ぼす取引の場合、特に準備金の資本組入れを通して資本金が増えた場

合、無償株式の割り当て、特に業績連動株式、株式分割または株式合併、自己資本に影響を及ぼす額面価

値の変更やその他の取引が発生した場合、取締役会は、こうした取引が株式の価格に及ぼす影響を考慮す

るために、上記の最高購入価格を調整する権限を与える場合がある。

当該プログラムの期間。2015年5月26日の株主総会で承認された現在の株式買戻しプログラムは、承認日か

ら18か月にわたり、2016年11月26日まで実施される。

株式、または資本を利用できる権利

ルーセント・テクノロジーズ・インクが発行したストック・オプションおよびその他の株式ベースの報酬

手段

ルーセントとの企業結合の一環として、当社は、ルーセント・テクノロジーズ・インクが付与したストッ

ク・オプションおよびその他の株式ベースの報酬である証券（制限付株式ユニット、業績連動株式、およ

び取締役の繰延株式）の保有者に対し、当該保有者の保有する有価証券に付随する権利の行使または転換

が行われた場合、アルカテル・ルーセント株式を発行することに同意した。

旧アルカテルおよびルーセントの企業結合実施日である2006年11月30日現在、これらの有価証券はルーセ

ント・テクノロジーズ・インクの普通株式合計311,307,596株に対する権利があった。

その結果、また、2006年9月7日付の株主総会における株主による授権行為によって当社の取締役会による

2006年11月30日付決定に従い、アルカテル・ルーセントの子会社コラレックは、ルーセント・テクノロ

ジーズ・インクに対して1口がアルカテル・ルーセントの株式１株に転換可能な社債60,767,243口を発行し

た。

そのようなルーセントのストック・オプションまたはその他の株式ベースの報酬である証券が保有者によ

り行使される時、米アルカテル・ルーセント・インク（以前の名称はルーセント・テクノロジーズ・イン

ク）は、これに対応する数の転換社債の転換を要求し、直ちに当該転換により生じたアルカテル・ルーセ

ントの株式の株式数を、権利を行使した保有者に交付する。

2015年12月31日現在、アルカテル・ルーセントの株式に転換可能な社債のうち合計55,669,199口が未行使

であった。ただし、同日に取消されたストック・オプションを考慮すると、これらの社債が全く転換され

ていない可能がある。

いずれの社債も証券取引所に上場されていない。

(4)　【所有者別状況】

株主は、記名式または無記名式のいずれかの株式保有方法を選択することができる。ただし、当社付随定

款に則り、持分が株式総数の3%を超える株主は株式の記名を要請しなければならない。

本株式が記名式をとっていない限り、「第1-1　会社制度等の概要」に記載された状況にある場合を除

き、当社は株主の氏名およびその所有株式数を知り得ない。
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付随定款の規定に則り、当社資本金の2%以上の株式を保有する株主は、保有する株式総数を当社に通知し

なければならない。さらに1%の基準点に達する度に、この通知を更新することとする。通知内容は、Autorité

des marchés financiers に提出される当社の年次報告書「Document de Référence」において開示される。

フランス法のもとでは、単独でもしくは他者と共同で行為を行う個人または法人が、アルカテル・ルーセ

ントの発行済株式資本または議決権の5%、10%、15%、20%、25%、30%、331/3%、50%、662/3%、90%もしくは 95%

超を有する所有者となった場合、またはかかる所有数がその後当該いずれかの水準を下回った場合には、当該

水準を挟んで増減した日から4営業日以内に、アルカテル・ルーセントおよび金融市場庁 (Autorité des

marches financiers: AMF) にその所有する株式数を通知しなければならない。30%基準値は、以下に記載され

る公開買付を開始するため、資金または当社の議決権の30%の所有に対する義務を定めている。近年、フランス

法では、報告を行う法人や個人は、有効に保有する株式に加え、契約あるいは金融商品の条項に則り即時また

は将来的に自らの意思に基づいて自発的に取得する権利がある株式を保有しているものとみなされると規定し

ている。10%、15%、20%、25%の4つの基準値はそれぞれ、フランス商法のL. 233-7条で定義されている意思表示

の義務を構成する。会社とAMFに通知を行う期限は5営業日である。

ノキアがアルカテル・ルーセントを買収した後、2016年1月8および2016年3月8日現在の株主の種類による

資本金の割合の詳細は、次のようになっている。

株主の種類 資本金割合 (%)

2016年1月8日 2016年3月8日

ノキア株および自己株式 77% 92%

機関投資家 13% 2%

小口投資家 9% 4%

その他 1% 2%

合計 100% 100%
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(5)　【大株主の状況】

（2016年1月8日時点）

以下の表は、2015年12月31日時点の発行済み株式に基づく2016年1月8日（当初のノキアのオファーの完了

後）時点の大株主をまとめたものである。

2015年12月31日時点の発行済株式に

基づく当初のノキアのオファーの

完了後の2016年1月8日時点の資本

2015年12月31日時点の

発行済株式に基づく当初のノキア

のオファーの

完了後の2016年1月8日

時点の理論上の議決権
(3)

2015年12月31日時点の

発行済株式に基づく当初のノキア

のオファーの

完了後の2016年1月8日の株主総会

に行使可能な

議決権
(4)

株式数

資本金

割合 (%) 二重議決権 議決権総数 決議割合(%) 議決権総数 決議割合(%)

ノキア・コーポレーション

(1) (7) 2,316,995,879 76.31% - 2,316,995,879 76.01% 2,316,995,879 76.56%

ブラックロック・

インク
(7)

26,688,400 0.88% - 26,688,400 0.88% 26,688,400 0.88%

キャピタル・グループ・カ

ンパニー・

インク
(1) (7)

20,675,600 0.68% - 20,675,600 0.68% 20,675,600 0.68%

ケス・デ・デポ・エ・コン

シニャ

シオン
(1) (2) (7)

- - - - - - -

アムンディ
(1)

7,731,200 0.25% - 7,731,200 0.25% 7,731,200 0.26%

DNCA ファイ

ナンス
(1) (7)

- - - - - - -

FCP 2AL
(1)

- - - - - - -

フランスの機関

投資家
(5) (7)

- - - - - - -

アルカテル・ルーセントが

保有する自己株式
(6)

- - - - - - -

子会社が所有する

自己株式
(6)

22,000,000 0.72% - 22,000,000 0.72% - -

一般投資家 642,246,280 21.15% 12,111,300 654,357,580 21.47% 654,357,580 21.62%

合計 3,036,337,359 100.00% 12,111,300 3,048,448,659 100.00% 3,026,448,659 100.00%

(1)　 出典：株主申告

(2)　BPIパーティシペーションズ・フランスが保有する株式を含む。

(3)　総議決権には、当社およびその子会社が保有する議決権のない株式が含まれる。

(4)　純議決権（または「株主総会で行使可能」な議決権）には、議決権のない株式は含まれない。

(5)　株式資本の0.50% 超をそれぞれ保有するフランスの機関投資家。

(6)　フランスの該当法に基づいて、これらの株式は自己株式として保有されている間は議決権がない。

(7)　出典：アルカテル・ルーセント（2016年1月8日現在のTPI）。

2016年3月8日現在の大株主は以下の表のとおりである。

2016年2月29日現在の発行済株式に

基づく2016年3月8日現在の資本

2016年2月29日現在の

発行済株式に基づく、2016年3月8

日現在の

総議決権
(3)

2016年2月29日現在の

発行済株式に基づく、2016年3月8

日の株主総会で行使可能な議決権

数
(4)

株式数

資本金

割合 (%) 二重議決権 議決権総数 決議割合(%) 議決権総数 決議割合(%)
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ノキア・コーポレーション

(1)(7) 3,241,602,305 91.64% 3,241,602,305 91.58% 3,241,602,305 91.58%

ブラックロック・

インク
(7)

9,742,900 0.27% 9,742,900 0.27% 9,742,900 0.27%

アムンディ
(1)(7)

1,109,000 0.03% 1,109,000 0.03% 1,109,000 0.03%

キャピタル・グループ・カ

ンパニー・

インク
(1)(7)

- - - - - -

ケス・デ・デポ・エ・コン

シニャ

シオン
(1) (2) (7)

- - - - - -

DNCA ファイ

ナンス
(1)(7)

- - - - - -

FCP AN
(1)(8)

- - - - - -

その他のフランスの機関投

資家
(5) (7)

- - - - - -

その他の北アメリカの機関

投資家
(7)

9,531,300 0.27% 9,531,300 0.27% 9,531,300 0.27%

アルカテル・ルーセントが

保有する自己株式
(6)

- - - - - -

子会社が所有する自己株式

(6) - - - - - -

一般投資家 275,294,232 7.78% 2,533,623 277,827,855 7.85% 277,827,855 7.85%

合計 3,537,279,737 100.00% 2,533,623 3,539,813,360 100.00% 3,539,813,360 100.00%

(1)　出典：株主申告

(2)　BPIパーティシペーションズ・フランスが保有する株式を含む。

(3)　総議決権には、当社およびその子会社が保有する議決権のない株式が含まれる。

(4)　純議決権（または「株主総会で行使可能」な議決権）には、議決権のない株式は含まれない。

(5)　それぞれ株式資本の0.50%以上を保有するその他のフランスの機関投資家。

(6)　フランスの該当法に基づいて、これらの株式は自己株式として保有されている間は議決権がない。

(7)　出典：アルカテル・ルーセント（2016年3月8日現在のTPI）。

(8)　元FCP 2AL。

議決権

フランス商法のL. 233-8-II条、およびAMF一般規定の223-16条に則り、アルカテル・ルーセントで発表さ

れた議決権総数は、2015年12月31日現在で3,048,448,659であった（親会社および子会社の保有する自己

株式を含む）。

株主が所有基準値を超えたかどうかを判断できるようにするために、当社はWebサイトにて議決権総数を

毎月公開している。

AMF一般規定のもと規定されている情報とみなされる議決権に関する情報は、以下のアドレスで確認可

能：www.alcatel-lucent.comから、見出し「Investors（投資家）」、次に「Regulated Information（規

定されている情報）」に進む。

2015年12月31日現在、二重議決権の恩恵を受ける株主の有する議決権は、合計12,111,300となり、これは

議決権の0.39% に相当する。

2　【配当政策】
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過去5年間においては、配当は分配されていない。

5年以内の未請求の配当は、フランス財務省に引き渡される。

配当政策は、当グループの財政状況および利益をとりわけ分析して、特に事業活動のセクターにおいて、

自己資本比率および業績のほか、現在と将来のリターン、配当の分配に関係する市場の慣行を考慮して、取締

役会が定めるものとする。当社の財務成績、投資の必要性、および債務管理関連の要求事項を踏まえると、配

当の分配を調整するか、配当の分配をなくす決断をする場合がある。

2016年4月26日の取締役会議において、取締役会は2015年度の配当金の支払いはしないことを勧告した。

 

3　【株価の推移】

以下の表は、表示期間中のユーロネクスト・パリ証券取引所における当社普通株式の最高・最低株価を示

したものである。

(1)　【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】

　ユーロネクスト・パリ

事業年度 2011 2012 2013 2014 2015

最高（ユーロ） 4.43 1.95 3.36 3.40 4.48

最低（ユーロ） 1.11 0.72 0.96 1.88 2.77

(2)　【当該事業年度中最近6月間の月別最高・最低株価】

　ユーロネクスト・パリ

月別 7月 8月 9月 10月 11月 12月

(2015)

最高（ユーロ） 3.45 3.44 3.28 3.70 3.81 3.86

最低（ユーロ） 3.10 2.77 2.93 3.23 3.64 3.38
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4　【役員の状況】

(1)　当社の経営陣

(a)　取締役会

2016年1月8日まで、当社の取締役会は、3年の任期を持つ10人の取締役員
(1)

で構成されていた。そ

の内9人は AFEP-MEDEF による基準である、2015年11月改訂の上場企業のコーポレート・ガバナンス規範

（「AFEP-MEDEF 法」）に基づく社外取締役であり、他に顧問として会議に参加する 2 人の取締役立会

人がいた。

氏名 役職

フィリップ・カミュ
取締役会長、暫定CEO（2015年9月1以来

(2)
）兼取締役

（社外取締役ではない）

ジャン・C・モンティ 取締役会副会長兼社外取締役

フランチェスコ・

カイオ 社外取締役

Poste Italiane の CEO

カルラ・チコ 社外取締役

スチュアート・E・

アイゼンスタット

社外取締役

コヴィントン&バーリングLLPの国際貿易＆財務部長

キム・クロフォード・グッドマ

ン 社外取締役

ルイ・R・ヒューズ 社外取締役、インゼロ・システム会長

シルビア・サマーズ
(3)

社外取締役

オリヴィエ・ピウ 社外取締役、ジェムアルトCEO

ジャン＝シリル・

スピネッタ

社外取締役

エールフランス-KLM名誉会長

ローレンス・モウザ 取締役立会人、FCP 2AL「アクシオナリア・アルカテル・

ルーセント」の監査役員

ジル・ル・ディッセ 取締役会立会人、FCP 2AL「アクシオナリア・アルカテル・ルーセント」の

監査役員

バーバラ・ラーセン 取締役会副秘書役、法律顧問

ナタリー・トロレ・

マズリエール 取締役会副秘書役、証券&会社法部長

(1)　2015年7月15日付でヴェロニク・モラリ女史が取締役を辞任した。

(2)　2015年8月31日まではミシェル・コン氏がCEOを務めていた。

(3)　2015年5月26日の株主総会でシルビア・サマーズ女史が取締役に任命された。
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2016年1月8日の取締役会会議後、当社の取締役会は9名（うち3名が女性）で構成されており、7つ

の異なる国籍を代表し、平均年齢55歳となっている。AFEP-MEDEFの規範に則り、在任期間は3年で取締役

の在任期間の更新時をずらしている。2013年以降、毎年取締役会の3分の1が再任・改任される。

取締役 役職 年齢 社外
(1)

国籍 任期満了

カミュ氏 会長 - CEO 67 いいえ フランス SM 2016年
(2)

スピネッタ氏 取締役 72 はい フランス SM 2017年

チコ女史 取締役 55 はい イタリア SM 2016年
(3)

サマーズ女史 取締役 63 はい フランス-米国 SM 2018年

スーリ氏 取締役 
(4)

48 いいえ

シンガ

ポール SM 2018年

エルハージェ氏 取締役 
(4)

54 いいえ レバノン-カナダ SM 2017年

シイラスマー氏 取締役 
(4)

49 いいえ

フィン

ランド SM 2018年

ヴァルセロナ女史 取締役 
(4)

45 いいえ イタリア SM 2017年

イハムオティラ氏 取締役 
(4)

49 いいえ

フィン

ランド SM 2018年

(1)　AFEP-MEDEF規範に基づく社外取締役。

(2)　2016年6月21日付で任期満了。

(3)　2016年6月21日付で再任。

(4)　2016年株主総会で承認されたコオプテーション。

2016年6月21日、株主総会は投票によって、ノキア・コーポレーションの最高革新＆執行責任者で

あるマーク・ルアンヌ氏を新任取締役として任命した。

過去5年間におけるルアンヌ氏の取締役職および執行役員職歴は次のとおりである：ノキア・ネッ

トワークスのモバイル・ブロードバンド部門前執行副社長；2010年から2011年までノキア・シーメン

ス・ネットワークのネットワーク・システム責任者。

取締役 現在の取締役職および専門的職位

任期満了となった過去5年間の

取締役職および執行役員職

アルカテル・

ルーセント株式

保有

カミュ氏 フランス国内：グループマン・デ・アン

ダストリ・フランセス・アエロナティ

ク・エ・スパシアル(GIFAS)名誉会長。

国外：キーノルト・インク最高経営責任

者、アプタミール・インク取締役会会

長、エバーコア・パートナーズ・インク*

上席顧問。

フランス国内：2016年6月21日までアルカ

テル・ルーセント取締役会会長および暫

定CEO
(1)

そして、アルカテル・ルーセン

ト*の「技術委員会」の委員、ラガルデー

ル・グループ* 共同経営者、レガルデー

ル・アクティブおよびレガルデール・

サービスの監査役会メンバー、エディシ

オン・P・アマウリの取締役、アシェット

SA取締役会におけるレガルデールSCA常任

代表、レガルデール・サービス取締役会

におけるアシェットSA常任代表、アルジ

ル・コマンディテ-アルコ副会長兼最高経

営責任者代理。

国外：北米レガルデール会長兼最高経営

責任者、シュルンベルジェ*およびレガル

デール・アンリミテッド・インク取締役

普通株式：

28,083株
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チコ女史 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の社外取締役, 社外取締役委員会のメン

バー、監査および財務委員会のメン

バー、そしてコーポレート・ガバナンス

および指名委員会のメンバー。

国外：アレジオン*の社外取締役、コーポ

レート・ガバナンスおよび指名委員会の

メンバー

フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の技術委員会のメンバー。
(3)

.

国外：アンブロセッティ・コンサルティ

ング（中国）の最高経営責任者、ワール

ド・デューティー・フリーの社外取締

役、コーポレート・ガバナンス委員会の

メンバーおよび関係者委員会のメン

バー、そしてリヴォリS.p.A.（イタリ

ア）の最高経営責任者、EPTAの取。
(4)

普通株式：

36,756株

スピネッタ氏 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の社外取締役、社外取締役委員会会長、

コーポレート・ガバナンスおよび指名委

員会会長、報酬委員会会長監査と財務委

員会のメンバーおよびエールフランス-

KLM*の名誉会長。

フランス国内：エールフランス-KLM* CEO

兼取締役会会長、エールフランス会長、

コンパニー・ド・サンゴバン* 取締役、

Areva* 監査委員会会長、La Posteおよび

Gaz de France Suez* の取締役、Conseil

National Education Economieの会長、

Paris Europlace 諮問委員会メンバー。

国外：アリタリアCAI取締役、IATA理事会

メンバー。

普通株式：

36,622株

サマーズ女史 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の社外取締役, 監査および財務委員会会

長、社外取締役会メンバー、そして報酬

委員会メンバー。

国外：セムテック社*の取締役ディレク

ター、コーポレート・ガバナンス委員会

のメンバー、およびヘッドウォーター社*

取締役、報酬委員会のメンバー、指名お

よびコーポレート・ガバナンス委員会メ

ンバー。

国外：トライデント・マイクロシステム

ズ*の取締役社長＆CEO。

普通株式：

3,538株

スーリ氏 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の技取締役および技術委員会会長。

国外：ノキア・コーポレーション*の社長

兼最高経営責任者(CEO)。

国外：NSNのCEO。 (5)

シイラスマー氏 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の取締役、報酬委員会のメンバー、技術

委員会のメンバー。

国外：ノキア・コーポレーション*の取締

役会会長、ノキア・コーポレーション*の

コーポレート・ガバナンスおよび指名委

員会会長、エフセキュア（株）*創立者＆

取締役会会長、フィンランドの技術産業

連盟EKの理事会の副会長、産業人の欧州

ラウンドテーブルのメンバー、Nexitベン

チャーズ社の共同創設者。

国外：サ・コーポレーションの取締役会

会長、Mendor Oy社の取締役、BLYK社の取

締役、Fruugo社の取締役会会長、Efecte

社取締役、EBLC（欧州ビジネスリー

ダー・コンベンション）の組織委員会メ

ンバー、Ekahau社の取締役、Vigoワーキ

ング・グループ長、「フィンランドの一

般的な徴兵制の未来」のワーキング・グ

ループ長

(5)

イハムオティラ氏 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の取締役。

国外：ノキア・コーポレーション*の最高

財務責任者、Uponor社の取締役、フィン

ランドの中央商工会議所の取締役。

ティモ・イハムオティラは、現職に5年以

上就いており、5年間に満期となったその

他の職務に就いていなかった。

(5)

ヴァルセロナ女史 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の取締役、コーポレート・ガバナンスお

よび指名委員会のメンバー

国外：ノキア・コーポレーション*の最高

法務責任者。

国外：ノキア・コーポレーション*の上席

執行副社長、NSN社の法務顧問、テトラ

パック・グループの法務顧問、シデル・

グループ、テトララバル・グループの法

務顧問。

(5)
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エルハージェ氏 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

の取締役。

国外：ノキア・コーポレーション*のモバ

イルネットワーク社長、クイックプレ

イ・メディア社の取締役

国外：MSN社の最高財務責任者＆最高業務

責任者(COO)、主要プライベート・エクイ

ティ運用会社およびグローバ経営コンサ

ルタント会社の上級顧問、ノーテル社の

キャリア・ボイス・オーバーIP・アン

ド・アプリケーション・ソリューション

(CVAS)事業部の社長。

(5)

モウザ氏 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

のエンジニアおよび取締役会立会人、ア

クシオナリア・ノキア投資信託(FCP AN)

の監査役会メンバー。

FCP ANの1,311

投資口

ル・ディッセ氏 フランス国内：アルカテル・ルーセント*

のエンジニアおよび取締役会立会人、ア

クシオナリア・ノキア投資信託(FCP AN)

の監査役会会長。

FCP ANの5,641

投資口

*　上場企業.

(1) 　2015年9月1日から2016年6月21日まで暫定CEOとして任命された。2016年6月21日時点で、オリヴィエ・デュラ

ン氏は最高経営責任者に任命された。

(2) 　2015年に任期満了となった。

(3) 　2016年1月7日まで勤務した。

(4) 　2015年に任期満了となった。

(5) 　フランス商法L. 225-25条に基づき、当社定款には各取締役が就任から6ヶ月以内（最新の期限は2016年7月8

日）に、当社の少なくとも500株を保持する要件がある。2016年6月

21日以降、当社の規定は修正され、この要件はもう存在しない。

(b) 　経営委員会とリーダーシップ・チーム

ノキア・オファーの成功の後、経営委員会の組成が変更された。2016年4月26日現在および2016年

6月21日まで、経営委員会は横断機能と企業機能の管理者を含み、次のように構成されている。

-　フィリップ・カミュ、最高経営責任者 (CEO)

-　オリヴィエ・デュラン、最高財務責任者 (CFO)

-　バーバラ・ラーセン、法務顧問

-　フィリップ・ギルモ、最高執行責任者（COO）

2016年6月21日以降、経営委員会は次のように構成されている。

-　オリヴィエ・デュラン、最高経営責任者 (CEO)

-　バーバラ・ラーセン、法務顧問

-　フィリップ・ギルモ、最高執行責任者（COO）

-　ロイク・ル・グルイエ、人事担当

-　フランク・モーロワ、最高財務責任者 (CFO)

経営委員会は主としてグループの戦略と組織を担当し、政策を実行し、長期的な財務計画と人材

戦略を行う。グループの計画やプロジェクトの実行監督を担当し、各セグメントの業績を監視し、異な

るセグメント間でリソースを配分する。

2016 年 1 月 8 日まで、リーダーシップ・チームは次の役員で構成されていた。

最高経営責任者：ミシェル・コンブであったが、2015 年 9 月 1 日からはフィ

リップ・カミュが就任。

ビジネスラインのマネージャー達：

-　バジル・アルワン（IPルーティング＆トランスポート）

-　バスカー・ゴーティ（IPプラットフォーム）
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-　デイブ・ギアリー（ワイヤレス）

-　フェデリコ・ギーエン（固定ネットワーク）

横断機能のマネージャー達：

-　フィリップ・ギルモ（オペレーション）

-　フィリップ・カーイェ（戦略＆イノベーション）

-　ミシェル・コンブ（営業）（2015年8月31日まで
(1)

）

(1) 　2015年9月1日以降、独立した機能としてのこの職務は消滅し、オペレーション部門が

営業を担当する。

企業機能のマネージャー達：

-　ニコール・ジオネ（人事）

-　ティム・クラウゼ（マーケティング）

-　ジャン・ラビー（財務および法務）。

横断機能と起業機能のマネージャー達は、最高経営責任者と共に、6人のメンバーから成る経営委

員会を構成する。2016年1月8日以降、リーダーシップ・チームは無くなり、経営委員会のみとなった。

2015年度および2016年度初めに任命されたリーダーシップおよび経営委員会のメンバーは次のとお

り。

オリヴィエ・デュラン氏が、2016年6月21日以降フィリップ・カミュ氏に代わり最高経営責任者と

なった。

フィリップ・カミュ氏が、2015年9月1日以降2016年6月21日までミシェル・コンブ氏に代わり暫定

CEOとなった。

バスカー・ゴーティ氏が、2015年1月12日以降アンドリュー・マクドナルド氏に代わりにIPプラッ

トフォームのマネージャーとなった。

オリヴィエ・デュラン氏が、2016年3月1日以降ジャン・ラビー氏に代わり最高財務責任者となっ

た。

2015 年度および2016年度に退任した、リーダーシップ・チームおよび経営委員会のメンバーは次

のとおり。

ミシェル・コンブ氏は、2015 年8月31日まで、リーダーシップ・チームと経営委員会のメンバーを

務めた。

アンドリュー・マクドナルド氏は、2015年1月12日まで、経営委員会のメンバーを務め、バス

カー・ゴーティ氏がその後任となった。

ジャン・ラビー氏は、2016 年 2 月29日まで経営委員会のメンバーだった。
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(2)　執行取締役および役員の状況

(2.1)　当社執行役員および役員への報酬方針

執行取締役の報酬への方針は、AFEP-MEDEF 法の勧告に従っている。報酬委員会の勧告に基づき、

取締役会は取締役会会長および最高経営責任者が解任された場合、彼らの報酬全額および長期給付を,決

定する。

取締役会および報酬委員会の職務

取締役会は、執行役員報酬の様々な要素（定額報酬と変動報酬、ストック・オプションの付与、業

績連動単位株、離職手当、そして状況に応じて追加年金給付）の均衡を確保する。また、AFEP-MEDEF 法

で定める規則と妥当性の包括性と明確性、バランスと妥当性、ベンチマーキングと一貫性に関する原則

に則りこれらの要素を定めるものである。

最高経営責任者と取締役の報酬は、報酬委員会の責任で設定される。報酬委員会は、退職金や離職

手当、適用される場合非競争手当、そしてその他あらゆる種類の給付を含み、該当人物に支払われるあ

るいは帰属するすべての役員報酬について評価を行う。

委員会は、アルカテル―ルーセントのマネージメントの年次評価、および執行役員に対して支払わ

れる定額および変動報酬の設定に関する勧告を行う。これには役員報酬のベース給与と昇給、変動部分

の決定に関する規則も含まれる。当該人物の業績はこの目標に対して評価され、目標の達成レベルで評

価される。

報酬委員会はまたアルカテル―ルーセントの従業員に対するストック・オプションや業績連動株式

の付与に関する方針も検討する。

執行役員の長期報酬に適用される一般原則

AFEP-MEDEF法に則り、執行役員に対する業績連動株式およびストック・オプションの付与に関する

ことはすべて、取締役会が定めた1つ以上の業績条件の満足度によって決定される。2014年5月28日およ

び2015年5月26日の株主総会で株主により与えられた権限によると、これらの付与は、権限対象期間の従

業員付与総額の6%未満でなければならない。取締役会はまた、フランス商法第 L. 225-197-1条に則り、

執行役員に分配される株式の保有期間、およびAFEP-MEDEF 法に規定されている業績連動株式の付与に関

するアルカテル・ルーセントの株式購入義務に関する特定の条件も定めている。

2008年12月3日に施行された法律に則り、雇用からの収入を促進する目的で、これらの付与は補足

の利益分配を支払うため、フランスのグループ会社のスタッフの90% 以上にグループの業績での利益を

提供するメカニズムを伴っていた。

当社執行役員への報酬方針

2015年には、取締役会は報酬委員会の提案により、特に当社の変換計画に定義されている、アルカ

テル・ルーセント・グループの戦略と変換目標と一致するよう、執行役員の報酬方針を決定した。

最高経営責任者の変動・長期的な報酬に適用された業績基準はこれらの原則と一致している。2015

年度における彼の変動報酬に適用される業績基準は、変換計画目標の50%を達成出来たかどうかに依存し

ていた。長期報酬に関しては、報酬は、在職条件および業績基準、特にパネルと対比した株価推移（50%

加重）と、会社の戦略の実施状況（50%加重）に基づいた業績連動単位株から構成されている。

会長の報酬は、定額部分と業績基準の対象となる長期報酬で構成されており、取締役会の会長とし

ての役割と責任についての特有の評価基準が適用されている。

2015年9月1日から2016年6月21日まで、フィリップ・カミュ氏は、取締役会会長に加え、暫定CEOも

務めた。この任期が非常に特別で暫定的な状況であることから、フィリップ・カミュ氏の報酬は、ノキ

ア・オファーが承認されるまで、取締役会の会長としての彼の報酬のレベルを維持した。この承認の

後、フィリップ・カミュ氏が取締役会会長とCEOとして留まったため、彼の報酬は「(2.3)取締役会会長

および最高経営責任者（2016年1月8日から2016年6月21日まで）」としての報酬に変更された。
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(2.2)　取締役会会長（2015年8月31日まで）および会長兼CEO（2015年9月1日から2016年1月7日まで）

フィリップ・カミュ氏の取締役会会長として報酬は定額年棒および、2年の権利確定期間終了時に

在職していることと取締役会会長の職位にリンクした業績基準の達成度を条件とした業績連動単位株の

形での長期報酬で構成されている。この報酬は、フィリップ・カミュ氏が会長兼CEOとして就任した後

も、2016年1月8日の取締役会でノキア・オファーが承認されるまで変更されなかった。

 

現金年俸

2008年就任時のフィリップ・カミュ氏の報酬は200,000ユーロに設定された。

この報酬額は、当社の取締役の平均報酬の2倍であるが、変動部分は含まれていない。この報酬額はノキ

ア・オファーが成功するまで維持された。

変動報酬

フィリップ・カミュ氏は、変動報酬を受け取っていない。

役人の報酬と現物給付

フィリップ・カミュ氏は、役員報酬も現物給付も受けていない。

長期報酬

ストック・オプション

フィリップ・カミュ氏は、アルカテル・ルーセントのストック・オプションの給付を一切受けな

かった。

業績連動株式

フィリップ・カミュ氏は、2015年業績連動株式の付与を受けなかった。アルカテル・ルーセント・

グループの回復に向けての個人的な責任を示すため、フィリップ・カミュ氏は、2013年業績連動株式の

付与を一切放棄したことを補足しておく。取締役会はこの決定を十分に受け止めた。フィリップ・カ

ミュ氏は、2013年以前には業績連動株式の給付を受けたが、それらは全て業績基準の対象であった。取

得した業績連動株式を彼の職務終了まで保持する義務については、下記のサブセクション「ノキア・オ

ファーに関連するフィリップ・カミュ氏の株式保有義務の取扱い」を参照。

ノキア・オファーに関連するフィリップ・カミュ氏の株式保有義務の取扱い

フィリップ・カミュ氏は彼が執行役員の職務を終了する時まで、彼が役員である期間に業績連動株

式としてまたは、株式ベースの報酬として取得した当社の株式を保持する必要がある。これは適用法

（「特定持株義務」）および、一般的に当社の判断に基づいて、カミュ氏が取締役会会長としての任期

中に取得したアルカテル・ルーセントの全株式に適用され、それらは彼が市場で取得した株式を含む

（「一般的な持株義務」）。

ノキア・オファーの後の流動性の低下が、フィリップ・カミュ氏が保有する当社株式に影響を与え

ることを考慮し、取締役会は、2015年12月1日コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告に基づ

き、「一般的な持株義務」を放棄し、フィリップ・カミュ氏がアルカテル・ルーセントの株式をノキ

ア・オファーで提供することを許可する決定をした。ただし、アルカテル・ルーセントの株式と交換で

受け取ったノキアの株式は「特定持株義務」の対象となるため、フィリップ・カミュ氏が執行役員とし

ての職務を終了するまで、保持義務の対象となることを条件とする。

フィリップ・カミュ氏は最初のノキア・オファー時に合計1,103,269株の当社株式を差出した。そ

の内訳は、彼が市場で取得した株式合計250,000株（2008年9月12日に50,000株、2011年8月2日に50,000

株、そして2013年11月25日に150,000株）および業績連動株式計画で付与された株式合計853,269株と

なっている。
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業績連動単位株

フィリップ・カミュ氏が2013年に彼の業績連動株式の交付を放棄して以来、取締役会は会長として

の氏への報酬が、当社のガバナンスに関する彼の貢献の大きさと質を反映していないことを考慮し、

2014年報酬委員会の勧告に従って、彼の年間定額報酬200,000ユーロに加えて、業績連動単位株で構成さ

れる長期的な報酬を付与することを決定した。2014年3月19日、取締役会は2年の権利確定期間終了時

（2016年3月19日）に取締役会会長として在職していることを条件として、また業績基準の達成度に従っ

て、400,000の業績連動単位株をフィリップ・カミュ氏に付与する決定をした。

フィリップ・カミュ氏は、2015年と2016年初頭に業績連動単位株を受け取らなかった。

業績連動単位株は、受益者に現金で報酬を受け取る権利を与える条件付き権利である。業績目標の

達成度は、2015年3月13日の取締役会議の決定に従い、権利確定期間の終了時に評価される。当初、業績

基準の達成度が権利確定期間の初年度と権利確定期間の終了時に評価されていた。

業績連動単位株の権利確定は、2つの業績基準を満たすことが求められる。

-　50%は2014年初頭に実施された取締役会評価による勧告の実施に基づいた取締役会の承認に従

う。

-　50%は当社戦略に関する会長の貢献に基づく。

権利確定期間。業績連動単位株に対する権利は、業績基準の達成度に準じて2年間にわたり付与す

る。各業績連動単位株の価値は、2年間の権利確定期間終了時の2016年3月19日以前の20営業日のアルカ

テル・ルーセント株式の平均価格に基づき、各株式の平均株価で評価され決定される。

在職条件。フィリップ・カミュ氏が、2年間の権利確定期間の終了時である2016年3月19日時点で取

締役会の会長である場合、業績連動単位株付随する権利は確定される。

権利確定期間中に観察された達成度（会計年度2014年および2015年）。2016 年1月8日の取締役会

義において、取締役会はフィリップ・カミュ氏が、2014年の初めに開催された取締役会の評価の結果な

された勧告を順調に実施していたと判断した。それらは次に関連する。(i) 組織、資源、主要なプロセ

スおよびインターフェイスについて、リーダーシップ・チームとそのチームの業務モードを特に重視、

(ii) 当社とそのポジションについての、業界アナリストの報告、特定の取締役会での役員と業界アナリ

スト、顧客、重要な株主などの間で交わされた討論を通して彼らの意見を聞くため、それを整理して当

社の取締役会に提示した広範な様々な情報。および (iii) 取締役会の議題に応じて、アルカテル・ルー

セント・グループの特定の活動に関して、より詳細ね情報を取締役会の提示すること。

取締役会は、また当社の戦略、特に当社とノキアの戦略の組み合わせに関して、フィリップ・カ

ミュ氏の貢献は極めて良好であると判断した。

上記の取締役会での勧告の実施および当社の戦略へのフィリップ・カミュ氏の強い関与を考慮し

て、当委員会は2014年業績連動単位株制度への業績基準は満たされ、2014年度および2015年度のグロー

バル達成率は100%と判断した。その結果、400,000株の業績連動単位株が授与された。フィリップ・カ

ミュ氏が、業績連動株式の権利確定期間が終了する2016年3月19日まで取締役会長を務めるという、業績

連動単位株制度に基づく2014年の在職条件もまた満たされた。

退任後の給付

フィリップ・カミュ氏は、当社またはその他のアルカテル・ルーセント・グループ会社から、取締

役会会長またはCEO職の退任について、あるいは退任後の期間について適用されるいかなる約定も受け

取っていない。彼は競争禁止条項に関連する報酬の恩恵を受けていない。さらに、カミュ氏は追加年金

または補足年金制度を受給する権利を有していない。

例外的な報酬

報酬委員会の勧告、およびアルカテル・ルーセントとノキアの戦略の組み合わせにおいて、フィ

リップ・カミュ氏が成し遂げた仕事、そして特に新しい経営陣への移行を達成したことを考慮して、取

締役会は2016年1月8日にフィリップ・カミュ氏に対して例外的な手当を支給することを決定した。これ
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はAFEP MEDEF法の第23.2.3条に基づき「非常に特殊な状況」において執行役員に付与することが許可さ

れるものである。

実際、当社の会長兼CEO就任以来フィリップ・カミュ氏は、当社取締役会の新組織を推進し、当社

とノキアの戦略的な組み合わせを実現するために尽力した。

フィリップ・カミュ氏は、特にノキア経営陣とアルカテル・ルーセント・チームとの間をつなぐ役

割を果たしてきた。彼はまた、当社の新たなコーポレート・ガバナンスの実現に取り組んだ。これは当

社に少数株主が存在する限り少数株主の利益が適切に保護されることを保証した。フィリップ・カミュ

氏はまた、当社の企業利益と少数株主の利益を保護することを保証するため、リード取締役の役割を強

化する社外取締役委員会の設定に尽力し、この委員会の組織と機能を強化する規則の実施に取り組ん

だ。

この例外的手当額は350,000ユーロである。

(2.3)　取締役会会長および最高経営責任者（2016年1月8日から2016年6月21日まで）

現金年俸

ノキア・オファー締結後、取締役会はその 2016 年 1 月 8 日の会議で、当社の支配権を変更し

フィリップ・カミュ氏の報酬構成を再検討した後、彼を取締役会長兼 CEOとして承認した。2016年1月8

日を有行日として、取締役会は彼の定額年棒を900,000 ユーロと設定することを決めた。

報酬の他の要素

フィリップ・カミュ氏の報酬の他の要素は変更されない。フィリップ・カミュ氏は変動報酬、取締

役の報酬、または現物給付を受けない。

またフィリップ・カミュ氏の報酬にはいかなる種類の長期インセンティブ報酬もふくまれない。

株主の意見に対して提出される、2015年度の取締役会会長とCEOへの報酬の要約

フランス商法第225-37条の規定に従い当社が使用する規範であるAFEP-MEDEF法（第24.3条）に則

り、各家計年度終了後に各執行役員に対して支払う予定の、あるいは付与される次のような報酬要素

は、株主の意見の対象となる。

-　定額分、

-　変動額分を決定するために使用される、年間変動額分そして場合によっては複数年変動額分、

-　特別報酬、

-　ストック・オプション、業績連動株、およびその他の長期報酬の構成要素、

-　入社手当および離職手当、

-　補足年金制度、

-　あらゆる種類の給付。

(2.4) 　最高経営責任者（2015年8月31日まで）

ミシェル・コンブ氏は2015年8月31日まで、当社の最高経営責任者 (CEO)

だった。彼は2015年9月1日付けで辞任した。取締役会は2015年7月29日および2015年9月10日の会議で、

彼の離職に関連した報酬要素を定義した。

ミシェル・コンブ氏の年俸総額は、定額分と変動分、および長期の報酬と給付で構成されている。

彼の報酬は報酬委員会の勧告に基づいて取締役会が毎年決定

する。

最高経営責任者の変動報酬は、事前に定義された業績基準に則って毎年決定される。長期報酬に適

用される業績基準は、シフト計画によって反映される通り、グループの戦略と変革の目標、ならびに会

社の戦略の実施を示す。
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ノキア・オファーを踏まえて、取締役会は2015年4月14日、アルカテル・ルーセント・グループの

従業員のためのメカニズムと同様、ミシェル・コンブ氏の長期報酬も加速することを決定した。このメ

カニズムは、特別な状況、特にノキア・オファーの完了を考慮して、AFEP-MEDEF法の第23.2.3条に基づ

く、報酬に関する在職条件および将来の業績条件の放棄を含む。

ミシェル・コンブ氏の最高経営責任者としての職務の終了について、取締役会は彼に非競争契約に

署名することを求め、および彼の長期報酬の金額を買収期間に応じて算出する方式を適用することを要

求する決定をした。それは次に基づく。(i) ミシェル・コンブ氏が2015年度在職していたこと、(ii) 取

締役会によって2016年2月10日に審査された初期の経済パフォーマンス基準の達成度（以下のサブセク

ション「ノキア・オファーと彼の最高経営先任者としての職務終了に伴うミシェル・コンブの氏報酬に

ついての諸条件」を参照）。

年俸

最高経営責任者の報酬を決定する基準はAFEP-MEDEF法に準じて具体的に事前に確立されている。取

締役会は2015年3月13日の会議において、ミシェル・コンブ氏の最高経営責任者としての報酬を決定し

た。

2015年の固定年俸。ミシェル・コンブ氏は120万ユーロの固定年棒を報酬として受け取ったが、そ

の額は彼が就任した2013年4月1日以来変更されていない。2015年度の固定年棒に関しては、彼の職務の

終了日である2015年8月31日までの期間に応じて計算され、その額は800,000ユーロとなった。

2015年変動報酬。最高経営責任者は変動報酬も受けとるが、その額は固定年棒の0%～200%であり、

目標が達成すると100%のボーナスを受け取る。目標は会計年度開始時に設定される。

2015年度の達成度は次に挙げる2つの業績基準に従って決定された。

-　50%はセグメント営業キャッシュ・フロー、顧客満足度といった、当社の目標達成度に基づく

が、これはグループの従業員全員に適用される達成ボーナス計画 (ABP) の目標と同じであ

る。

-　50%は2015年度のシフト計画を目標とした満足度に基づくが、これは主に固定費削減に注目す

る。

会社の業績評価指標の内訳は次のとおり：合計業績基準の40%のセグメントの営業キャッシュ・フ

ロー、10%が顧客満足度（併せて業績基準の50%となる）。顧客満足度は、当社の主要顧客13社への調査

を通して測定した。

2016年2月10日の会議で取締役会は、報酬委員会の勧告に基づき、監査および財務委員会による財

務要素の承認を経て、2015年度の各基準への達成度を決定した。それによると、セグメント営業キャッ

シュ・フローに基づく達成度は154%、顧客満足度の達成度は133%、シフト計画の目標の達成度は149%で

あった。その結果、ミシェル・コンブ氏への2015年度の変動報酬は1,195,000ユーロで、これは彼の固定

報酬の149.4%に相当し、彼の2015年度中の在職期間に応じて比例配分している。

現物給付. 運転手つきの社用車は、同氏に必要な職務の一環として利用可能となっている。

長期報酬

取締役会は2013年、権利確定期間が3年間で在職条件と業績条件がある業績連動単位株をミシェ

ル・コンブ氏に付与することを決定した。業績連動単位株は、受益者に現金で報酬を受け取る権利を与

える条件付き権利である。2013年から2015年の間に、取締役会が決定した付与は、このセクションで説

明されている。取締役会は更に2014年、ミシェル・コンブ氏にストック・オプションを付与する原則を

決定した。

提案されたノキア・オファーとミシェル・コンブ氏の職務が停止されることを考慮し、取締役会は

彼の全ての業績連動単位株の権利授与を加速させる決定をした。これは当グループの従業員の長期報酬

に対する処置と同様であり、彼の権利の確定を決定するために存在条件を放棄し、権利授与の期間を彼

の離職までの期間（期間に応じた比例配分）とした。また、2014年3月の事業をミシェル・コンブ氏への

ストック・オプション付与と、下記に説明された条件、特にノキア・オファーの成功を条件とし交換す
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る（下記のサブセクション「ノキア・オファーと彼の最高経営責任者としての離職を背景としたミシェ

ル・コンブ氏の報酬の諸条件」を参照）。

2015年業績連動単位株の付与

取締役会は、2015年3月13日の会議にて、ミシェル・コンブ氏に対して685,000株の業績連動単位株

を2015年度について付与することを決定した。全報酬を受け取るためには、3年間の権利確定期間（2018

年）が終了するまで最高経営責任者として在職するという在職条件と、業績基準の達成という条件が満

たされる必要がある。取締役会は2015年9月10日の会議で、ミシェル・コンブ氏の最高経営責任者として

の職務停止後には、2015年度の業績連動単位株を付与することは出来ないと判断した。なぜなら、これ

らの業績連動株式は将来の会計年度（2016年度から2018年度）に対して付与されるものだからである

（下記のサブセクション「ノキア・オファーと彼の最高経営責任者としての離職を背景としたミシェ

ル・コンブ氏の報酬の諸条件」を参照）。

2つの業績基準は次のとおりである。

-　当社の戦略の実行：50%の権利確定はシフト計画の実施と成果、具体的には2015年度のコスト

削減、に基づいて決定される。

-　株価評価：50%の権利確定は、アルカテル・ルーセントの株価推移、および電気通信機器セク

ターのソリューションとサービス・プロバイダーの代表的な10社（Adtran、Amdocs、Arris、

Ciena、Cisco、CommScope、Ericsson、Juniper、Nokia、ZTE）のパネルの株価との対比に基づ

いている。アルカテル・ルーセントの株価の推移は、以下で説明する2014年の業績連動単位株

の付与に適用されるものと同じ評価方法を使用して評価されるものとする。

付与の特徴：これらの業績条件が満たされたかどうかは、3年間の権利確定期間終了時に判断され

る。各業績連動単位株の評価額は、2018年3月13日以前の20営業日のアルカテル・ルーセントの平均株価

に基づいて決定される。取締役会はその金額の上限を、目標報酬総額の200%とする決定を下した（固定

と変動の目標）。ただし、AFEP-MEDEF法を順守した在職条件と業績条件に従うものとする。

2014年業績連動単位株の付与

取締役会は、2014年3月19日の会合でミシェル・コンブ氏に対して700,000株の業績連動単位株を付

与することを決定した。報酬は3年間の権利確定期間があり、全ての付与を受け取るためには、権利確定

期間の終了時（2017年）まで同氏が最高経営責任者を務めるという在職条件と、業績基準の達成という

条件がある。

当社の戦略の実行：権利確定の50%は、権利確定期間の財務計画で設定された当社の戦略目標の達

成に基づくものであり、参照計画は2014年度のシフト計画であることが記載されている。目標の達成度

は毎年評価される。

取締役会は、2015年に適用される会社の戦略実施に伴う業績目標を定めた。

これは、政府および大企業（石油・ガス、輸送、公益事業などのセクター）への販売など、当社の従来

の事業の範囲（サービスプロバイダー）を超えて達成した売上高の成長に基づいて測定される、分散化

に基づくものとする。

株価の推移：50%の権利確定は毎年3月19日に測定されるアルカテル・ルーセントの株価推移、およ

び電気通信機器セクターのソリューションとサービス・プロバイダーを代表する10社（Adtran、

Amdocs、Arris、Ciena、Cisco、CommScope、Ericsson、Juniper、Nokia、ZTE）のパネルの株価との対比

に基づいている。2014年5月28日の株主総会の新たな授権に従い、従業員に付与される業績連動株式に使

用されるものと同様の評価グリッドと方法論を用いている。業績率は、リーダーシップ・チームのメン

バーの業績の推移に適用される方法に従い、パネルと比較されたアルカテル・ルーセントの株価に基づ

いており、0%～100%の範囲で変化する。毎年の付与応当日に、業績率が付与の3分の1に適用され、3年の

権利確定期間終了時の在職条件が達成された時点で、最終の権利確定が決定される。

-　アルカテル・ルーセントの株価がパネル企業の株価を下回わった（当社株価がパネルの中央値

より低い）場合は、権利は付与されないものとする。

-　アルカテル・ルーセントの株価がパネル企業の株価と同等の成績（当社株価がパネルの中央値

の株価と同等）である場合は、該当権利確定期間の権利の75%を付与するものとする。
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-　アルカテル・ルーセントの株価が、パネル企業の株価の中央値を10%以上上回った場合は、該

当権利確定期間の権利の100%を付与するものとする。

-　これら2つの制限の間では（中央値と、中央値より10%高い場合）、付与する権利の数値は

75%～100%の範囲で比例するものとする。

取締役会は、この目的で契約関係にある監査事務所が確証した分析内容に基づき、上記の業績条件

を満たしているか否かを決定する。

段階的な権利確定期間。3年間にわたって権利確定する業績連動単位株に対する権利は、次に挙げ

る業績基準を満たす必要がある。各業績連動単位株の価値は、3年間の権利確定期間終了時に、2017年3

月19日以前の20日間の営業日のアルカテル・

ルーセント株式の平均株価に基づき、各株式の平均株価と等価で決定される。

2015年度の達成度。次のサブセクション、「ノキア・オファーと彼の最高経営責任者としての離職

を背景としたミシェル・コンブ氏の報酬の諸条件」を参照。

2014年度の達成度 。報酬委員会の勧告に従い、監査および財務委員会による財務要素の承認を経

て、取締役会は、2014年度に関する最初の基準の達成度、とりわけシフト計画の目標達成に100%基づく

会社の戦略の実施を決定した。2014年度の会社の業績はすべて、同年中の成長によるものである。

2つ目の基準に関する目標の達成度、すなわち、アルカテル・ルーセントの株価の業績は、契約応

当日の2015年3月19日に評価された。アルカテル・ルーセントの株価は、参照パネルの株価の中央値を

3.1%超えたため、この条件の達成率は82.7%となった。2つの業績条件が達成したことを考慮すると、

2014年度のグローバルの達成率は91.35%となる。（これは213,150口の業績連動単位株の権利確定となっ

た）。

在職条件。業績連動単位株に付属する権利は、ミシェル・コンブ氏が3年間の権利確定期間の終了

時（2017年3月19日）に最高経営責任者の職位にある場合に確実に付与される。しかしこの条件は、提案

されたノキア・オファーを受けてミシェル・コンブ氏が最高経営責任者としての職位を停止したたこと

を考慮し、取締役会によって放棄された。

2013年業績連動単位株の付与

取締役会は、2013年3月7日の会議にて、ミシェル・コンブ氏に対して2013年4月1日の同職就任日か

ら3年を1期間とした権利確定期間の業績連動単位株を1,300,000口の付与することを決定した。これは、

3年の権利確定期間の終了時（2016年）まで同氏が最高経営責任者を務めるという在職条件と、全付与に

適用される業績基準の達成度に従うものである。

当社の戦略の実行：2013年度については、権利確定の50%は、2012年12月4日に公開された貸手への

情報の覚書に記載されたパフォーマンス・プログラム達成に向けた当社の戦略の定義と実施に基づくも

のである。

報酬委員会の勧告を受け、取締役会は、2013年6月19日に発表されたシフト計画、そして特に当計

画の実施において2014年度に行った事業分割の構成要素を考慮するために、2014年度の当社の戦略の定

義と実行に関連する業績基準の更新を行うことを決定した。目標の達成度は毎年評価される。

取締役会は、2015年に適用する会社の戦略を実施するにあたっての業績目標を定めた。これは、売

上総利益の指標に基づいて測定される利益性に基づくものとする。

株価の推移50%の権利確定は、毎年4月1日に測定されるアルカテル・ルーセントの株価推移、およ

び電気通信機器セクターのソリューションとサービス・プロバイダーの代表的10社（Adtran、Arris、

Ciena、Cisco、Ericsson、F5 Networks Juniper、Motorola Solutions Inc.、Nokia、ZTE）のパネル株

価との対比に基づいている。ここでは、従業員に付与される業績連動株式に使用されるものと同一の評

価グリッドと方法論を用いている。業績率は、本パネル内のアルカテル・ルーセントの株価の順位に

従って変化する。すなわち、アルカテル・ルーセントの株価が上位2社に入っている場合は100%、3～5位

の場合は75%、6～9位の場合は50%、最下位になった場合は0%となる。

段階的な権利確定期間。業績連動単位株に対する権利は3年の期間に付与され、業績基準の達成度

が条件となる。各業績連動単位株の価値は、3年間の権利確定期間終了時に、2016年4月1日以前の20日間

の営業日のアルカテル・ルーセント株式の平均株価に基づき、各株式の平均株価と等価で決定される。
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2015年度の達成度。サブセクション、「ノキア・オファーと彼の最高経営責任者としての離職を背

景としたミシェル・コンブ氏の報酬の諸条件」を参照。

2014年度の達成度 。報酬委員会の勧告に従い、監査および財務委員会による財務要素の承認を経

て、取締役会は、2014年度に関する最初の基準の達成度、とりわけシフト計画の目標達成100%基づく、

特に2014年度の10億ユーロの目標に対する達成の進捗を基準に、会社の戦略の定義と実施を決定した。

2014年度の終了時に完了または発表された事業分割は、シフト計画の目標の70%以上に達した。2つ目の

基準に関する目標の達成度である、アルカテル・ルーセントの株価の推移は、付与の応当日である2015

年4月1日に評価された。アルカテル・ルーセントの株価順位が4位であったため、その条件の75%が達成

したとみなされた。2つの業績条件が達成したことを考慮すると、2014年度のグローバルの達成率は

87.5%となる。（これは379,166口の業績連動単位株の権利が確定された）。

2013年度の達成度。報酬委員会の勧告に従い、監査および財務委員会による財務要素の承認を経

て、取締役会は2013年度に関する最初の基準、すなわち100%がパフォーマンス・プログラム目標達成に

基づいている会社の戦略の定義と実施を決定した。2つ目の基準に関する目標の達成度、アルカテル・

ルーセントの株価の推移は、付与の応当日である2014年4月1日に評価された。アルカテル・ルーセント

の株価順位が1位であったため、その条件は100%に達成したことになる。2つの業績条件が達成したこと

を考慮すると、2013年度のグローバルの達成率は100%となる。（これは433,333口の業績連動単位株の権

利が確定された）。

在職条件。業績連動単位株に付属する権利は、ミシェル・コンブ氏が3年間の権利確定期間の終了

時（2016年4月1日）に最高経営責任者の職位にある場合に確実に付与される。しかしこの条件は、提案

されたノキア・オファーを受けてミシェル・コンブ氏が最高経営責任者としての職位を停止したたこと

を考慮し、取締役会によって放棄された。

ノキア・オファーとミシェル・コンブ氏の最高経営責任者としての離職を背景とした同氏の報酬の諸条

件」を参照。

ノキア・オファーに関連して、当社の取締役会は2015年4月14日の会議において、ミシェル・コン

ブ氏の業績連動単位株の付与および当社株式との支払いを加速する原則の適用を決定した。またその会

議において、彼に2014年のストック・オプションの代わりに株式付与を決定した。これは当グループの

従業員の長期報酬に対する処置と同様で、在職条件と将来の業績達成条件を放棄するものである。だた

し、これはノキア・オファーの完了が条件となる。

2015年7月29日の会議において、取締役会はミシェル・コンブ氏に対して、最高経営責任者として

の職位を停止する上で、会社の利益を保護するため非競争契約に署名することを要求した。この非競争

契約に基づき、ミシェル・コンブ氏は、ノキアとの提案の組み合わせに応じて、当社かノキアの株式で

支払われる非競争報酬を受ける権利がある。

2015年9月10日に、取締役会はコーポレート・ガバナンス高委員会が発行した勧告を受けて、ミ

シェル・コンブ氏の長期報酬及び非競争契約の条項の要素を検討した。その結果、取締役会は業績連動

単位株および非競合報酬を再考し、業績連動株式の取得は比例配分されること、そして非競争報酬の支

払いは、株式ではなく現金で行うことを決定した。

年金制度

就任以降、最高経営責任者は年間のフランス社会保障年金上限の8倍を超える報酬部分について、

当グループのフランスの子会社の役員全員の適用される個人年金制（AUXAD制度）の給付を受けている。

ただし、これを超える額に関しては、適用法に則り業績条件に従った、法的なまたは契約に基づく年金

制度はない。AUXAD制度のシステムおよび計算方法は、AGIRC制度と類似している。1976年に設立された

年金制度は、322人の受益者がいる。この中には、アルカテル・ルーセント、およびアルカテル・ルーセ

ントが50%超を保有するフランス子会社によって現在雇用されている約25人のグループの役員が含まれ

る。AUXADでは、退職時に同社に在職することを受益者に義務付けていない。

参考報酬および潜在的な権利 。参照報酬には、基本の年俸（年間の定額報酬と変動報酬）が含ま

れるが、長期報酬計画に従う特別項目や変動項目は含まれない。業績基準が100%達成されるという前提
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のもと、AUXAD計画は1.20万ユーロの報酬について年間約1%の終身年金を生み出す可能性がある。これ以

上の場合、この年金の確定年金は1.2%まで上昇する可能性がある。このメカニズムは、参照所得の45%を

上回る将来的権利については提供しない。

年金給付を算出するための参照期間は最高経営責任者としてのミシェル・コンブ氏の合計在籍期間

である。

業績基準。年金制度の給付は3つの量的業績基準に基づくものであり、3つで75%（各25%）と2つで

25%（各12.5%）で加重された質的業績基準を示す。

-　3つの量的業績基準は、次の進化に対応する。(i) 収益、(ii) 営業利益（損失）、および

(iii) 前年度と比較したアルカテル・ルーセントの前年の株価。これらを、ストック・オプ

ションと業績連動株式制度に使用するセクター企業を代表するサンプル企業のパネルと比較す

る。

-　パフォーマンス・プログラムの実施および顧客満足度指数の向上を対象とした2つの質的基準

に対応する。

定量的基準の達成度。業績率は次に挙げる3つの量的業績基準の達成度に基づく。アルカテル・

ルーセントが上位2位（1位と2位）にランクされた場合は100%、

3位～5位にランクされた場合は75%、6位～10位にランクされた場合は50%、10位以下にランクされた場合

は0。

グローバル業績率。参照期間中、グローバル業績率は、この年金プランに従って最高経営責任者の

権利を決定するために量的基準と質的基準の達成度に基づき算出された。もしグローバル業績率が、(i)

85%以上であった場合、100% の権利が確定、(ii) 50%～85%であった場合、75%の権利が確定、(iii)

25%～50%であった場合、50%の権利が確定となる。そして,もしグローバル業績率が25%未満であった場

合、この制度での権利は確定しない。

ミシェル・コンブ氏の職位終了時の業績評価。ミシェル・コンブ氏の退職時に、取締役会はこれら

の基準に対して全体的な業績率を測定する。これは当社の年間業績とその競合他社を比較して、AUXAD制

度下でミシェル・コンブ氏が累積した権利の100%が彼に起因するものか否かを決定する。

明らかに取得した権利。最終的なポイント数は、2015年の変動報酬が支払われた後に計算され、年

間最大約36,000ユーロの年金に相当する。これらのポイントは、ミシェル・コンブ氏が彼のフランスで

の補足年金制度の下で、彼の権利を決済する際年金に変換される。

退任後の給付

ミシェル・コンブ氏が2013年3月に就任した時、当社は彼が退職する際退職手当を受け取ることに

同意した。その額は、適用法で定められた業績条件に基づいて、目標報酬の1年分（定額および変動目

標）に相当する金額となっている。退職手当は、当社の状況に関連する一連の業績条件によって決定さ

れる。これらの条件には、当社の監査済み財務諸表に記載のフリー・キャッシュフローが、ミシェル・

コンブ氏の最高経営責任者退任までの1年以上、プラスであることが含まれる。フリー・キャッシュフ

ローとは、営業活動から発生した（または使われた）現金（リストラクチャリングの現金支出、年金お

よび退職後給付のための資金供給など）から、有形および無形の設備投資額を差し引いた額のことであ

る。この業績条件は、完全達成(100%)または未達成(0%)のいずれかのみとなる。

AFEP-MEDEF法に従い、この退職手当は以下の条件を満たしている場合のみ支払われる：(a) 統制や

戦略の変更により、取締役会が最高経営責任者を解雇した、および (b) 上記の業績条件が満たされた。

次に該当する場合、退職手当は授与されない：ミシェル・コンブ氏が、(a) 重大な過失または違法

行為を犯した、(b) 自らの意思で当社を退職する、(c) 当グループ内での役職が変更された場合、(d)

短期間中に年金を請求する権利が与えられた場合。

ミシェル・コンブ氏の辞任時の決意。2015年7月29日の会議において、取締役会はミシェル・コン

ブ氏の辞任時点で上記のいずれの条件も満たされていないと判断したため、同氏に退職手当が支払われ

るべきだという結論に達した。

雇用契約。AFEP-MEDEF法に則ると、ミシェル・コンブ氏とアルカテル・ルーセントまたはその子会

社間に雇用契約は存在しない。
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株主の意見に対して提出される、2015年度の最高経営責任者への支払われる、または付与される報酬の

要約

フランス商法第L. 225-37条の規定に従い当社が使用する規範であるAFEP-MEDEF法（第24.3条）に

則り、各執行役員に対する終了後の会計年度に関して支払う予定の、あるいは付与される次の報酬要素

は、株主の意見に従うものとする。

-　定額分、

-　年間変動額分、場合に応じて多年度にわたる変動額分（変動額分を決定するうえで使用される

目標を伴う）

-　特別報酬、

-　ストック・オプション、業績連動株、およびその他の長期報酬の構成要素、

-　入社手当および離職手当、

-　補足年金制度、

-　あらゆる種類の給付。

(2.5)　経営委員会

経営委員会の委員の報酬
(1)

は、報酬委員会が審査する当グループの業績基準に基づいた、定額部

分、変動部分（会長およびCEOは除く）、長期報酬および給付から構成されている。これは当グループの

多数のグループ管理者該当職務にある個人の業績に適用されるものと同様である。

2015年度の経営委員会の定額および変動報酬の総額は9百万ユーロとなり、その内の定額報酬は4百

万ユーロである。報酬の定額分には現物給付も含まれているが、適用可能な場合は、国外赴任手当また

は帰国手当のほか、国外赴任者住宅手当も含まれている。翌年に支払われる各会計年度の変動部分は、

達成ボーナス計画(ABP)で定められる。

年次報告書のいずれの箇所にも含まれている財務諸表の注記29「関連当事者取引」は、上席執行役

員に支給されている報酬総額およびその他の給付を要約している。

さらに、当グループ企業の取締役会会議への出席について上席執行役員が受け取った役員報酬があ

る場合は、支払報酬総額から控除されている。

さらに、報酬委員会の勧告を受け、2014年4月から2016年1月8日まで、経営委員会の各メンバー

は、経営委員会のメンバーとしての義務が終了するまで、1年間の給与と同額のアルカテル・ルーセント

の株式を保有する義務がある。経営委員会のメンバーは、この義務を果たすために3年間の任期が求めら

れる。この義務は、経営委員会のメンバーではないリーダーシップ・チームのメンバーについても適用

され、この期間はリーダーシップ・チームの役職期間に相当する。ノキア・オファーに関連して、ノキ

ア・オファーが成功した後の流動性の低下がアルカテル・ルーセントの株式に影響を与える可能性があ

るため、取締役会は報酬委員会の勧告に基づき、リーダーシップ・チームのメンバーがノキア・オ

ファーに参加できるよう株式保有義務を放棄することを決定した。

グローバルの年金給付準備金

年金に関する合計義務額（総合給付債務（権利確定された、またはされていない権利）を考慮）、

および2015年12月31日現在の当社の取締役会の取締役および経営委員会委員に付与されたその他の給付

は、710万ユーロ（2014年12月31日は590万ユーロ）となった。本金額の内訳は次のとおり。取締役に対

して0万ユーロ。
(2)

（2014年には70万ユーロ
(3)

）、経営委員会のメンバーに対して710万ユーロ（2014年

には520万ユーロ）。

(1) 　2016年1月8日までは、経営委員会は6人のメンバーがおり、その中には2015年8月31日まではCEOが

含まれ、2015年9月1日から2016年6月21日までは会長兼CEOが含まれていた。2016年1月8日以降2016

年6月21日まで、4人のメンバーが含まれ、2016年6月21日以降は5人のメンバーが含まれる（「(1) -

(b) 経営委員会とリーダーシップ・チーム」参照）。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

 98/425



(2) 　2015年9月1日以降、取締役は年金コミットメントからの給付は受けていない。2015年9月

1日前は、当グループのフランス子会社の企業幹部に適用される個人年金制度（AUXADプラン）の恩

恵を受けていた取締役は、ミシェル・コンブ氏のみであった。

(3) 　ミシェル・コンブ氏を含む。

(3)　規制対象の契約

規制対象の契約、契約義務、および関連当事者取引

フランス法に則った「規制対象」の契約とは、最高経営責任者、または最高経営責任者代理、ある

場合は取締役、あるいは10%超の議決権を有する株主と、会社との契約のことであり、フランス法で承認

されている限り、一般的な諸条件の元に行われる通常業務の過程で発生する取引を行わないことになっ

ている。

かかる契約に加え、例えば取締役会会長または最高経営責任者の職務の退任時に新たに生じる契約

義務については、特定の法的手続きを踏んで取締役会が事前に承認したうえで、特別の法定監査人報告

書で報告を行い、株主総会に提議して相談しなければならない。

関連当事者契約および取引（米国法）とは、特に会社取締役、上席執行役員、会社の資本の5%超を

保有する株主、および前述の当事者の親族と結んだ契約である。かかる取引は、「規制対象の」契約に

適用される規則に沿っている限り、フランス法では事前の承認手続きを必要としない。

2015年9月1日に最高経営責任者を辞任したミシェル・コンブ氏に対し、当社が2015年に約束したコミット

メント

競争禁止賠償

取締役会は当社の利益を保護するために、2015年7月29日の会議で、報酬委員会及びコーポレー

ト・ガバナンスおよび指名委員会の勧告に基づき、ミシェル・コンブ氏が当社に勤務する間に取得した

通信分野での専門知識を考慮し、彼がCEOとしての職位を終了した時点で非競争契約へ署名することを要

求する決定をした。

取締役会は、2015年9月10日に開催された会議で、次の決定をした。

-　競業禁止賠償額は3,100,000ユーロで、3年間にわたり3回の分割払いで支払われる。最初の支

払は2015年11月である。

-　非競争契約は2018年12月31日まで40ヶ月有効である。

-　賠償額は、ミシェル・コンブに代わって当社が支払日に支払う雇用者の社会保障負担額を差し

引いて支払われる。

ミシェル・コンブ氏に付与された業績連動単位株に連動されていた、在職条件と業績条件の放棄

ノキア・オファーに関連して、取締役会は2015年4月14日の会議で、シェル・コンブ氏の業績連動

単位株の付与および彼に対する当社株式の支払いを加速することを決定した。これは当グループの従業

員の長期報酬に対するメカニズムと同様で、この報酬に関する在職条件と将来の業績条件を放棄する。

ただし、ノキア・オファーが完を条件とする。

2015年9月10日の会議で、取締役会はコーポレート・ガバナンス高委員会が発行した勧告を受け

て、ミシェル・コンブ氏の長期奨励報酬の要素を検討した。その結果、取締役会は2013年と2014年の業

務連動株式についての対応を再検討し、業績連動単位株はミシェル・コンブ氏が離職するまでの期間に

ついてのみ取得できることを決定した。これは期間に応じて算出された額 となり、支払いは株式の代わ

りに現金でなされる。業績連動単位株は4,167,085ユーロと評価された（「長期報酬」のサブセクション

である「(2.4) 最高経営責任者（2015年8月31日まで）」を参照）。

取締役会はまた2015年9月10日の会議で、これらの業績連動単位株は将来の会計年度（2016年から

2018年）に関するものであり、それがミシェル・コンブ氏が最高経営責任者を退いた後であることか

ら、業績連動株式の部分的または全部の買収を意図しないことを決定した。（「(2.4) 最高経営責任者

（2015年8月31日まで）」を参照）。
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これらのコミットメントは、2016年の株主総会で株主が承認し、フランス商法第L. 225-38条に遵

守できるようにした。

ミシェル・コンブ氏の就任時のコミットメントは、フランス商法第L. 225-38条を準拠し、2013年5

月7日の株主総会で承認された。これらのコミットメントは、ミシェル・コンブ氏が職務を退く日である

2015年9月1日に終了する。（詳細は、(2.4)「最高経営責任者（2015年8月31日まで）」およびサブセク

ション「年金制度」と「機能の終了後の給付」を参照）。

その他のコミットメントおよび関連当事者取引

2016年に締結した株主が議決権の10%以上を保持している取引

取締役会は2016年1月8日、社外取締役委員会の勧告に基づき、そして当社およびその少数株主の利

益を保護するため、2016年1月8日付のノキアとのマスターサービス契約への署名を承認した。本契約は

統合計画を実施する各社が相手会社にコミットする、または各社の子会社が諸条件に応じて、管理サー

ビスと他のサービスを提供することを確実にするための契約である。

その他の関連会社取引

IAS 24 法で定義されているように、当グループ会社が2013年、2014年および2015年に締結した関

連当事者取引の詳細は、連結財務諸表の「関連当事者取引」への注記29に示されている。

かかる取引は、主に共同支配企業（比例連結法を用いた連結）および持分法を用いた連結会社に関

するものである。

 

(4)　報酬および長期報奨

下記「ノキア・オファーの成功を受けて採用された長期報酬制度」は、当グループの従業員および

管理者のための長期的な給付に関する一般的な原則についての記述である。これらはノキア・オファー

（「第6 - 3.- (1) 後発事象－最近の事象－ノキア取引と関連事項の最新情報」で定義されている）の

完了前に適用された。役員および執行役員の報酬については、特に「(2) 執行取締役および役員の状

況」で詳述している。

ノキア・オファーの成功を受けて採用された長期報酬制度

ノキア・オファーの成功で、アルカテル・ルーセントは2016年1月の初めにノキアの子会社となっ

た。アルカテル・ルーセントの従業員は現在、ノキア・グループ内で合意され実施されている長期奨励

制度を受ける権利があり、それによってノキア・コーポレーションの株式を受け取ることができる。

ノキア・オファー実行の際、当社はストック・オプションや業績連動株式の受取人に対して加速メ

カニズムを提案した。それは「(4.1.5) ノキア・オファーに関連して導入された長期報酬手段のメカニ

ズム」に詳述されている。

加えて、加速メカニズムが実行されていないストック・オプションおよび業績連動株式も一定の条

件の下で、ノキアが提案した流動性契約の恩恵を受けることができる。同契約については「(4.1.5) ノ

キア・オファーに関連して導入された長期報酬手段のメカニズム」に詳述されている。

(4.1) 　長期報酬メカニズム

(4.1.1)　一般原則

当社資本における報酬および長期利益分配メカニズムは、グループおよび株主の利益のために、ア

ルカテル・ルーセントの開発目標に対して従業員および管理職を関与させることを目的としている。こ

こで使用する主な手段は、業績連動株式やストック・オプションの付与、ならびにフランスにおける利

益分配契約および従業員貯蓄制度の実施であった。

業績連動株式およびストック・オプションの付与方針
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業績連動株式およびストック・オプションの付与については、上席執行役員の勧告を受け、報酬委

員会の審査を経て、取締役会が毎年決定する。これらは当社の長期報酬方針の一環として行っている

が、これには次のような目的なある。それらは、従業員をアルカテル・ルーセント・グループの業績結

果に関与させること、そして個人の業績を奨励してそれに報いること、競争が激しい業界で能力ある人

材を引き付けて定着させることなどである。

本報酬方針は、グローバルに適用されるものの、異なる慣行、および各国に適用される規制の特異

性を考慮している。2014年にフランスの法律が変更したことを受けて、アルカテル・ルーセント・グ

ループはフランスおよびその他の国における適用規定と条件を遵守するよう調整した。本制度の主たる

特徴は拡大する市場の需要を満たしている。

業績条件

取締役会は毎年、制度の諸条件を定め、特に業績連動株式およびストック・オプションの付与に付

随する業績基準を決定する。

取締役会は、業績連動株式の付与を単一の量的基準に置くことを選択した。当該基準は、アルカテ

ル・ルーセントの株価と、電気通信機器セクターのソリューションおよびサービス・プロバイダーの代

表10社のパネルの株価の推移を比較したものを参照している。執行役員へのストック・オプション付与

に際し、1つの業績基準を選択しているが、この基準はフリー・キャッシュ・フローに基づいたものであ

る。

以下の表は、業績連動株式およびストック・オプション制度に対して適用された最貧の業績基準で

ある。

従業員 リーダーシップ・チーム

業績連動株式

アルカテル・ルーセント

株式の業績

アルカテル・ルーセント

株式の業績

ストック・

オプション
(1)

業績条件の対象外

フリー・キャッシュ・

フローの進化

(1)　従業員に対するストック・オプションの付与は2013年以降なく、リーダーシップ・チームへの不

要は2012年以来ない。

段階的な権利確定および在職

2014年、ストック・オプションと業績連動株式の権利確定条件が再考された。特にシリコンバレー

企業の報酬の慣行が非常に積極的である米国において、特別に競争が厳しい状況が続く電気通信業界の

新たな課題を達成することがその目的である。

こうした点を踏まえ、当社は2つの重要な変更を行うことを決定した。フランスの従業員と他国の

従業員間の条件を調和させること、そして忠誠心と長期的な奨励の概念を強化するために、権利確定権

の50%を初回の2年間の終了時に段階的に付与する原則を採用することの2点である。

そのためストック・オプションについては、受益者を雇用するグループ会社に関わらず、権利確定

期間はすべての受益者に対して3年となった（「(4.1.4) ストック・オプション」を参照）。

-　2年間の最初の権利確定期間の終了時に、受益者は権利の50%を取得する。ただし、この2年の

権利確定期間の終了時に受益者が会社に在職していることが条件である。

-　第2の権利確定期間がそれに続く。これは3年目に対応するものでその期間の終了時に残りの権

利の50%を取得するもの。ただし、3年目の終了時に受益者が会社に在職していることが条件で

ある。

当社の戦略的な進化を受けて、2013年以来いかなるストック・オプション制度も実施されなかった

ため、これらの新しい条件は実行されなかった。
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業績連動株式については、受益者を雇用するグループ会社に関わらず、総権利確定期間はすべての

受益者に対して4年となった（「(4.1.2) 業績連動株式」を参照）

-　在職条件が満たされたか否かは、1番目の期間である2年間（1年目と2年目）の終了時に決定さ

れ、最初の50%が付与される。そして、2番目の期間である2年間（3年目と4年目）の終了時に

残りの50%が決定され付与される。

-　業績条件が満たされたか否かは、同じ第1の2年間の終了時、および4年の権利確定期間の終了

時に決定される。

権限の使用

アルカテル・ルーセントの取締役会は2015年5月26日の株主総で、株式資本の1.5%に限定される業

務連動株式を26ヶ月間にわたって付与する権限を株主から与えられた。また、同取締役会は2014年5月28

日の株主総で、株式資本の2%に限定される業務連動株式を38ヶ月間にわたって付与する権限を株主から

与えられた。

これらの新しい授権に則って実施される制度については、受益者全員に対する業績連動株式の全付

与は業績条件を満たす必要がある。また、同じ原則が、リーダーシップ・チームのメンバーに付与され

る全ストック・オプションにも適用される。

2015年5月26日の株主総会で採択された権限に基づき、2015年度には980万株の業績連動株式が付与

された。これは当社資本１の0.35%である。リーダーシップ・チームのメンバーは、この制度の恩恵を受

けていない。

付与の再調整およびその希薄化効果の安定化

近年当社では、徐々にストック・オプションよりも業績連動株式を高い優先順位で付与している。

2015年12月31日現在、流通しているストック・オプションおよび業績連動株式による株式は、87.6

百万証券（調整後）であり、アルカテル・ルーセントの希薄化資本の2.32%、および当該株式資本の

2.88%に相当した。

2013年12月9日に完了する優先新株予約権付株式による増資を受け、有価証券の転換メカニズムが

調整され、ストック・オプションの受益者および有価証券保有者の、当社の資本にアクセスできる権利

を確保できるよう調整した。そのため本章では、上述の増資前の制度の調整前および／または後の有価

証券数、およびストック・オプションの行使価格について報告する。

フローに関しては、業績連動株とストック・オプションの年間付与合計は、2013年には26.2百万株

（調整後）、2014年には10.47百万株、2015年には9.81百万株となった。平均付与率、すなわち「平均

バーン・レート」は、1年以内の業績関連株式およびストック・オプションの付与数の平均に相当する。

このため、「過去のバーン・レート」は直近3回分の付与の平均に基づいて算出されており、年間で

15.03百万株を占める。これは2015年12月31日現在の株式資本の約0.49%を占める。

(4.1.2) 業績連動株式

予備ノート

「(4.1.5)ノキア・オファーに関連して導入された長期報酬手段のメカニズム」は、ノキア・オ

ファーに関連して適用された業務連動株式のメカニズムについて説明している。

新規付与の特徴

受益者が業績連動株式を取得するには、4年間の段階的な権利確定期間を通して当グループへの受

益者の在職条件と、業績条件が満たされている必要がある。業績連動株式は今後、最低限の保有期間の

対象とはならない。

2015年7月29日の制度
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取締役会は、アルカテル・ルーセント・グループの3,745名の従業員と取締役に対して、1,000万株

の業績連動株式を付与することを決定した。ただし、在職条件および当グループ株価の業績基準を満た

すことが条件である。この付与は、最高経営責任者を含むリーダーシップ・チームのメンバーに付与さ

れた業績連動株式を含まない。実際に付与された業績連動株式数は、特定の国での法的制約を受けて減

少し、9,807,615株を 3,664人の従業員に付与した。キャンセルされた業績連動株式の受益者は代わりに

業績連動単位株を付与された。

在職条件と業績条件、段階的な権利確定：受益者の権利の取得は、4年を1期間とした全権利確定期

間の終了時となる。ここでは在職条件と業績条件を満たす必要がある。

-　在職条件が満たされたか否かは、1番目の期間である2年間（1年目と2年目）の終了時に決定さ

れ、最初の50%が付与される。そして、2番目の期間である2年間（3年目と4年目）の終了時に

残りの50%が決定され付与される。

-　業績条件を満たしているか否かは、同じ第1の2年間の終了時、および4年の権利確定期間の終

了時に決定される。4年間の終了時の業績水準が第1の2年間の終了時に記録されたものを上

回っている場合には、4年間の終了時に、この業績条件が全期間の付与に適用されるものとす

る。

アルカテル・ルーセント株価の業績基準：業績連動株の付与時に、取締役会は通常全ての業績連

動株式制度に適用される基準を設定する。しかし例外として、ノキア・オファー完了後、「流動性が低

下」した場合は、参照株式パネルの構成について、アルカテル・ルーセントの株価業績をノキア株価の

業績と置き換える構成を採用する決定をした。ノキア・オファー完了後、次のような条件の内一つが満

たされた場合、「流動性の低下」があると見なされる：

-　当社株式が、フランスの通貨金融法L. 421-1を遵守する、いかなる規制市場で上場されていな

い場合、

-　ノキアが直接的または間接的に当社株式の少なくとも85%を保持している場合、または

-　ユーロネクスト（パリ）における、当社株式の20連続取引日の１日平均売買高が500万株を下

回った場合。

2番目の条件が満たされているため、現在は流動性を低下があるとみなされる。

流動性の低下が認められない場合、アルカテル・ルーセントの株価は、電気通信機器セクターのソ

リューションとサービス・プロバイダー企業の代表的な10社のパネルと照らして測定される。この参照

パネルは、企業の上場に影響しうる企業構造に関する取引の場合、変更内容に基づいて改定される場合

がある。2014年9月15制度以来、参照パネルは以下の企業で構成されている：Adtran、Amdocs、Arris、

Ciena、Cisco、CommScope、Ericsson、Juniper、Nokia、ZTE。Amdocs および CommScope はF5 Networks

および Motorola Solutions Inc.に取って代わった。旧2社の活動は、現在では当グループの活動と大き

く異なっているためである。確実に取得される株式数は、同期間の参照パネルの会社の株式と対比させ

た、アルカテル・ルーセントの株価の推移に基づく。流動性の低下に関わる、このメカニズムの調整に

ついては、下記の「ノキア・オファーに関する受益者の権利」を参照。

業績レベルの決定：付与時には、アルカテル・ルーセントとパネル各社の最初の参考株価、それぞ

れ、付与日前の20の始値の平均値となる。（「最初の参考株価」）。各比較期間の終了時に、参考株価

はアルカテル・ルーセントとパネル各社に同一の方法を使用して決定される。すなわち、比較期間の終

了日前の20始値の平均値（「最終参考株価」で決まる。アルカテル・ルーセントと参考パネル各社の業

績条件の評価に使用される割合は、最終参考株価を最初の参考株価で割って計算される。

グループの従業員である受益者の業績評価：業績は各2年の期間の最後に評価される。確実な取得

は、在職条件を満たし、上述した4年の権利確定期間の終了時の最後の評価を経て決定される。

-　アルカテル・ルーセントの株価が、パネル企業の株価と比較して、大幅に下回った（中央値と

比較して40%以上の差異がある）場合は、該当期間の権利は付与されないものとする。

-　アルカテル・ルーセントの株価が、パネル企業の株価と同様である（中央値に基づいて測定）

場合、該当期間の株式の100%を付与するものとする。

-　権利確定株式数はこれらの2つの限度の間で比例するものとする。
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取締役会は、本目的で契約関係にある監査事務所により評価される分析内容に基づき、上述の業績

条件を満たしているか否かを決定する。

業績水準 。本制度における業績審査はまだなされていないが、最初の業績審査は、2番目の応当日

である2017年7月29日に実施されることになっている。

ノキア・オファーに関連する受益者の権利。この制度の受益者は、一定の条件の下で、また適用規

制が許す範囲内で、流動性のメカニズム（「4.1.5）ノキア・オファーに関連して導入された長期報酬手

段のメカニズム」を参照）から恩恵を受ける。

また、流動性の低下を考慮して株価の業績基準は次のように調整された：初期の参考株価は、付与

時のアルカテル・ルーセントの株価に替えられているが、これはノキア・オファーの交換比率に基づい

て調整されている（1アルカテル・ルーセントの株式に対して0.55ノキア株式）、また、比較期間終了日

にノキアの株価に基づいて、最終参照株価が決定されるが、それにはノキアの株価が除外されている。

2014年9月15日制度

取締役会は、アルカテル・ルーセント・グループの4,641名の従業員と取締役に対して、

10,466,473の業績連動株式を付与することを決定した。ただし、在職条件および当グループ株価の業績

基準を満たすことが条件である。本制度には、リーダーシップ・チームの一部のメンバーへの業績連動

株式495,000株の配分（最高経営責任者を除く）が含まれている。

在職条件と業績条件、段階的な権利確定 ：2015年7月29日制度に適用される在職条件と株価業績基

準は、2014年9月15日制度にも適用される。

授与日における受益者であるリーダーシップ・チームのメンバーの業績評価 ：業績は各2年の期間

の最後に評価される。確実な取得は、在職条件を満たし、上述した4年の権利確定期間の終了時の最後の

評価を経て決定される。計算の方法は、業績条件がより高い当グループの従業員に使用される方法と同

じである。

-　アルカテル・ルーセントの株価がパネル企業の株価を下回る（当グループの株価がパネルの中

央値を下回る）場合は、権利は付与されないものとする。

-　アルカテル-ルーセントの株価が、パネル企業の株価と同様の成績である（当グループの株価

パネルの中央値と等しい）場合、関連期間の権利の75%を付与するものとする。

-　アルカテル・ルーセントの株価がパネル企業の株価の中央値を+ 10%以上期待を上回っている

場合は、関連期間に関して付与される権利の100%を付与するものとする。

-　これら2つの制限（中央値と、中央値より10%高い値）の間では、権利確定株式数は75%～100%

の範囲で比例するものとする。

業績水準 。本制度における業績審査はまだなされていないが、最初の業績審査は、2番目の応当日

である2016年9月15日に実施されることになっている。

ノキア・オファーに関連する受益者の権利 。この制度の受益者は、加速メカニズム、または該当

する場合、流動性のメカニズムの恩恵をうけることができる(「(4.1.5)ノキア・オファーに関連して導

入された長期報酬手段のメカニズム」を参照）。また、株価業績条件と代表パネル企業の構成は、2015

年7月29日制度と同じ原理に基づいて修正された。

2011年から2013年の制度

在職条件および業績条件。権利確定は、付与日から2年を1期間とした期間以降に受益者が従業員と

して在籍していること、そして電気通信機器セクターのソリューションとサービス・プロバイダー10社

（Adtran、Arris、Ciena、Cisco、Ericsson、F5 Networks Juniper、Motorola Solutions Inc.、

Nokia、ZTE）の代表パネルの株価との対比で測定された、アルカテル・ルーセントの株価の推移に基づ

く。

留意事項として、2009年に定めた14社のプロバイダーの当初のリストは、

2009年のノルテル上場廃止、2010年後半のADCテレコム上場廃止、2013年初頭のコンバース上場廃止、

2013年末のテラブ上場廃止で終了した構造的事業運営の結果として改正された。
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基準価格は、アルカテル・ルーセント株式については各1年間の終了時前の20取引日のユーロネク

スト（パリ）取引所の平均始値に基づいており、他社の株式については上場している重要な取引所の同

様の基準に基づいて計算される。

雇用主がどの法人であるかにかかわらず、グループの従業員である全受益者について、権利確定さ

れる業績連動株式は、付与後の4年目の終了時に利用できる。

業績審査、段階的な権利確定。アルカテル・ルーセントの株価および他社の株価推移をすべての受

益者について、2回の最初の各1年間の後に測定する（期間1～2）フランス国外に拠点を置くグループ会

社の従業員については、3回目のアルカテル・ルーセント株価業績審査は4年目終了時に行われるが、こ

れは、1年目と2年目に計算された権利が、権利確定期間の終了時（すなわち4年目終了時に）に確実に取

得されるかどうかを判断するために行われる。フランス国内に拠点を置くグループ会社の従業員の受益

者については、追加的な業績審査はない。ただしフランス国外に拠点を置くグループ会社の従業員の受

益者に関しては、付与後の第4年の終了時に業績連動株式が取得できるように、2年間の追加の1保有期間

が必要となる。

参考期間第１期と第2期。アルカテル・ルーセントの株価をパネルの他の発行企業の株価と比較し

た順位に基づき、0%～100%の範囲の係数を使用して、第1および第2期間中の権利確定株式数を計算す

る。取締役会は、本目的で契約関係にある監査事務所により毎年評価される分析内容に基づき、業績条

件を満たしているか否かを決定する。

第2期間に用いられる係数は、第1期間中に権獲されなかった権利の残高に適用される。アルカテ

ル・ルーセントの株価の順位が最下位である場合は権利が確定されない。2年間の権利確定期間の終了時

にフランスのグループ従業員である受益者に最終的に権利確定される業績連動株式の総数は、第1期と第

2期の権利確定された総株式数となる。

参考期間第1期と第4期。フランス国外アルカテル・ルーセント・グループ会社の従業員である受益

者に関しては、権利確定株式数は、4年間の権利確定期間の終了時に決定される。アルカテル・ルーセン

ト株価（またはノキア・オファー後はノキア株価。これは下記の段落「ノキア・オファーに関連する受

益者の権利」に説明されている）の参考株価および代表的企業パネルのその他の発行体の参照株価は、

各付与日の応当日に測定され、他の発行体の株価と比較したアルカテル・ルーセント株価の順位が決定

される。アルカテル・ルーセント株価の順位が最下位でない場合は、参考期間第1～第2の終了時に決ま

る株式の総数は確実に権利確定されるものとする。

2015年度と2016年度に観察された達成度。2011年3月16日制度（8,177名の受益者と9,939,786 株の

業績連動株式（調整前）を含む）に関して、816,552 株のアルカテル・ルーセント株式（調整前）が、

50%の達成度に基づき、本制度の2番目の応当日に、フランスを拠点としたグループ会社の従業員956名に

対して以前発行されたことを指摘する。フランス国外を拠点とするグループ会社の従業員である受益者

については、最終業績審査が、本制度の4番目の応当日にスケジュールされている。その最終業績審査に

よって、最初の2つの期間(50%)の終了時に取得される権利が、確定期間の終了時に確実に確定されるか

どうかが決まる。

2015年3月13日の会議で、上述の規定と一貫して、アルカテル-ルーセントの株価がパネル内の発行

者の株式との比較で8位になり、結果的にアルカテル-ルーセントの株式は最下位ではないため、第2期間

の終了時に取得される50%の達成度が、フランス国外を拠点とする会社の従業員である6,109名の受益者

の権利総数を決めるために使用されることを、取締役会は決定した。これにより、かかる従業員の利益

のために、業績連動株式総数3,771,094株が確実に権利確定された。

10,474,215株の業績連動株式（調整前）が7,936受益者に付与された、2012年3月14日制度に関して

は、2014年に2番目の業績審査が行われた。合計1,830,056株のアルカテル・ルーセント株式（調整後）

がフランス国内を拠点としたグループ会社の従業員で、本制度の2番目の応当日に在籍していた（死亡や

障害による場合を除く）885名に対して発行された。フランス国外を拠点とした当社のグループ会社の従

業員で、加速メカニズムを受け入れなかった936人に対して、取締役会は2016年3月16日、上記の規定に

従って、アルカテル・ルーセント株式の他の発行体パネルと比較した順位は

2位であったと決定した。アルカテル・ルーセントの株式が最下位ではなかったため、当制度の2番目の

応当日に100%の達成度を使用して受益者に対し、合計974,121株の業績連動株式の権利を確定した。
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2,368,500株の業績連動株式（調整前）が47人の受益者に付与された、2013年7月12日制度に関し

て、取締役会は2015年7月29日に、アルカテル・ルーセント株式の他の発行体パネルと比較した順位は2

位であったと決定した。それは当制度の2番目の応当日に100%の達成度を使用して、フランス国内を拠点

とした受益者で2番目の応当日に在籍していた（死亡や障害による場合を除く）9人に対し権利の確定を

決定した。これらの受益は合計464,977株の業績連動株式の取得を確定した。フランス国外を拠点とした

当社のグループ会社の従業員で、「(4.1.5)ノキア・オファーに関連して導入された長期報酬手段のメカ

ニズム」で説明された加速メカニズムを受け入れた従業員に対しては、当制度における4番目の応当日の

業績審査はない。

ノキア・オファーに関連する受益者の権利 。この制度の受益者は、加速メカニズム、または該当

する場合、流動性のメカニズムの恩恵をうけることができる（「(4.1.5)ノキア・オファーに関連して導

入された長期報酬手段のメカニズム」を参照）。また、株価業績条件と代表パネル企業の構成は、2015

年7月29日制度と同じ原理に基づいて修正された。

(4.1.4)　ストック・オプション

予備ノート  

「(4.1.5)ノキア・オファーに関連して導入された長期報酬手段のメカニズム」は、ノキア・オ

ファーに関連して適用されたストック・オプションのメカニズムについて説明している。

新規付与の特徴

2011年3月16日から2013年までの年間制度

段階的な権利確定。受益者は、各権利確定期間の終了時に在職しているかが考慮され、付与される

ストック・オプションへの権利を4年間を1期間とした期間にわたり段階的に獲得することになってい

る。このオプションへの権利は、フランス国外が拠点のアルカテル・ルーセント・グループの従業員で

ある受益者に対して毎年25%の率で権利確定する。フランスを拠点とする当グループ会社の従業員である

受益者については、4年間の権利確定期間には、受益者が権利の50%を獲得した後の最初の2年の権利確定

期間があり、次に第3年の終了時に25%、第4年の終了時に25%の段階的な権利確定が可能である。この制

度で2012年及び2013年に受益者となった者は、加速メカニズム、または該当する場合、流動性のメカニ

ズムの恩恵をうけることができる。（「(4.1.5)ノキア・オファーに関連して導入された長期報酬手段の

メカニズム」のサブセクション「ストック・オプション」を参照）。

権利の行使。ストック・オプションは、一度確実に権利確定されると行使可能であるが、各国法で

課される保有期間の規定に則る。例えば、フランス国内に拠点をおくグループ会社の従業員である受益

者は、2012年9月28日以前に付与されたストック・オプションの行使を、付与日から4年間である保有期

間終了前にはできない。2012年9月28日以降に付与されるストック・オプションに適用される新しいフラ

ンス税制に従い、取得に伴うキャピタルゲインは、保有期間に関連する恩恵がなく累進所得税の対象と

なる。したがって雇用主がどの法人であるかにかかわらず、当グループの全従業員について、段階的な

権利確定を考慮して、付与された全ストック・オプションは、最終的に付与後第4年の終了時にのみ利用

可能である。ストック・オプションの行使は、当制度が終了する前、すなわち付与から8年以内に行わな

ければならない。

割引なし。ストック・オプションの行使価格は、ストック・オプションが付与される取締役会会議

の前の20取引日の、ユーロネクスト・パリ証券取引所でのアルカテル・ルーセント株式の平均始値に対

する割引や減額を含まない平均始値と等しい。ただし、行使価格は2013年6月以降は、株式の額面価格

0.05ユーロを下回ってはならない（本日以前は2.00ユーロ）。

授与日にリーダーシップ・チームのメンバーであった受益者の業績条件。執行役員およびリーダー

シップ・チームのメンバーのためのストック・オプションの権利確定は全ての従業員に適用されるもの

と同様の原理によって規定されるが、業績基準の対象ともなる。この基準は、AFEP-MEDEF法の推奨によ

り、当グループの執行役員に付与されるオプションの100%、ならびにリーダーシップ・チーム（最高経

営責任者を除く）に付与されるオプションの50%に適用される。2012年にリーダーシップ・チームのメン

バーに対してストック・オプションの付与はなかった。
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リーダーシップ・チームのメンバーへの2011年および2012年の付与については、フリー・キャッ

シュ・フローの推移を財務基準として選定している。4年を1期間とする各事業年度末に業績を評価す

る。

達成した業績に応じて、0～100%の範囲にある係数を使用して、各期間についての権利確定権数を

算出する。

付与日にリーダーシップ・チームのメンバーであった受益者で彼らの権利について、「(4.1.5)ノ

キア・オファーに関連して導入された長期報酬手段のメカニズム」に説明されている、加速メカニズム

を選択した者に対しては、ストック・オプションについての業績条件はこれ以上適用されない。

2015年度と2016年度に観察された達成度。2011年3月16日制度（初期に付与された1,400,000株のス

トック・オプション（調整前））に関し、2014年3月14日と2015年3月13日に実施された年間業績審査の

結果は、それぞれ0%と89%であった。したがって、計画の権利確定期間終了時に取得された全体的な達成

度は30.5%である。

2012年3月14日制度（初期に付与された1,100,000株のストック・オプション（調整前））に関し、

2015年3月13日に実施された年間業績審査の結果は89%であった。全受益者が加速メカニズムを利用した

ため、2016年には本計画の業績審査は行われなかった。そのため、当計画の全体的な達成度は73.7%であ

る。

ノキア・オファーに関連する受益者の権利。2012年および2013年に本制度の受益者と成った者は加

速メカニズム、または該当する場合、流動性のメカニズムの恩恵を受けることができる。このメカニズ

ムは「(4.1.5)ノキア・オファーに関連して導入された長期報酬手段のメカニズム」に説明されている。

(4.1.5)　ノキア・オファーに関連して導入された長期報酬手段のメカニズム

加速メカニズムによれば、5,110万株が適格制度の受益者に届けられた（2,000万株が、業績連動株

式制度と2014年ストック・オプション制度の代替えとしての株式付与で子会社が保有する株式、そして

3,100万株は、ストック・オプションの新しい該当者に対して新規発行された株式）。そして、多くの株

式が再開されたノキア・オファーの最終日の遅くとも2取引日前に市場で売却された。

業績連動株式

当社は、2008年から2014年の間に、数回の制度の下業績連動株式を付与した。その主な特徴は、上

記、「(4.1.2) 業績連動株式」に記載されている。追加の業績連動株式制度が2015年7月29日に実施され

た。それも(4.12)項に説明されている。

当社は2015年4月15日の「覚書」締結以前に付与された業績連動株式の受益者およびまだ権利確定

期間中の対象者に対して、業績連動株式制度における彼らの権利を放棄する代わりに当社の株式を提供

する提案をした。これは初期のノキア・オファーの最終日以降の在籍条件を問わないものである。ただ

し、ノキア・オファーが成功すること、そして受益者が初期ノキア・オファーの最終日における在籍条

件を満たすこと、そして受け取った株式を再開されたノキア・オファーの最終日の少なくとも最後の2取

引日までに市場で売却することが条件であった。

この業績連動株式加速メカニズムにより、16,689,074株の株式が付与され、同数の株式が2016年1

月11日から2016年1月20日の間に市場で売却された。該当受益者は、売却した株について１株当たり

3.7228ユーロを受け取ったが、これは本メカニズムの結果市場で売却された51,191,586株の株式の平均

株価である。このメカニズムは本セクション(4.1.5)の「ストック・オプション」と「2014年ストック・

オプション制度の受益者の状況」項で説明されている。特定の司法権区間では、上記のメカニズムは、

このような区域の適用法、規制または他のタイプの制約を遵守して採用された。

業績連動株式の受益者で、そのような放棄を受け入れなかった者に関しては、彼らの業績連動株式

の在籍および業績条件を含む諸条件は変更されていない。ただし、当社取締役会が、流動性の低下が起

こった場合（上記「(4.1.2)業績連動株式」で定義）、業績条件を変更する決定をした場合は除く。これ

は、アルカテル・ルーセントの株式価格を、参照価格としてのノキア・オファーの交換率ベースで調整

するためと、代表サンプル株価との調整をするためである。また、一部の受益者は、一定の条件の下で

適用される規制と許容される範囲で、流動性メカニズムから恩恵を受ける（以下のサブセクション「ス

トック・オプションの保有者および業績連動株式の受益者に提供される流動性」を参照）。
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2015年7月29日制度（「覚書」に署名された後）に基づいて2015年に付与された権利未確定の業績

連動株式については、受益者は、一定の条件の下で適用される規制と許容される範囲で、流動性メカニ

ズムから恩恵を受ける（以下の見出し「ストック・オプションの保有者および業績連動株式の受益者に

提供される流動性」を参照）。

2016年3月31日現在、および当社が知る限りにおいて、権利未確定の業績連動株式の数は

10,173,400であった。

ストック・オプション

当社は、2006年から2013年の間にいくつかの制度の下、ストック・オプションを付与した。その主

な特徴は、上記、「(4.1.4) ストック・オプション」に記載されている。

当社は2015年4月15日の「覚書」締結以前に付与されたストック・オプションの受益者およびまだ

権利確定期間中の対象者および税制保有期間の対象者に対して、彼らのストック・オプションの権利行

使を加速する案を提示した。ただし、ノキア・オファーが成功すること、そして受益者が初期ノキア・

オファーの最終日における在籍条件を満たすこと、そして加速メカニズムの対象となったストック・オ

プションおよび権利確定したストック・オプション（フランスおよびベルギー法の下で税制保有期間の

対象となっている者でその受益者がストック・オプションについての加速メカニズムを受け入れなかっ

た場合を除く）を行使し、その結果受け取った株式を、再開されたノキア・オファーの最終日の少なく

とも最後の2取引日までに市場で売却することが条件であった。

しかし、そのような株式の行使価格合計と行使と売却に関するコストや費用が、株式の売却価格よ

り高い場合、ストック・オプションを行使し受け取った株式を売却する条件から放出される。権利の加

速メカニズムを受け入れた場合、受益者は取消不能な形で、流動性契約の諸条件（下記の行使されな

かったストック・オプションについての説明参照）を受け入れたことになる。フランスおよびベルギー

法の下で税制保有期間の対象となっているストック・オプションの受益者はまた、そのようなストッ

ク・オプションを対象とした加速契約を選択しない限り、流動性契約の諸条件の説明参照を取消不能な

形で受け入れたことになる。

本ストック・オプションの加速メカニズムの下で31,115,833のストック・オプションが行使され、

同数の株式が2016年1月11日から1月20日の間に市場で売却された。該当受益者は、売却した株について

１株当たり3.7228ユーロを受け取ったが、これは本メカニズムの結果市場で売却された51,191,586株の

株式の平均株価である。このメカニズムは本セクション(4.1.5)の「ストック・オプション」と「2014年

ストック・オプション制度の受益者の状況」項で説明されている。特定の司法権区間では、上記のメカ

ニズムは、このような区域の適用法、規制または他のタイプの制約を遵守して採用された。

ストック・オプション保有者でそのような加速を受け入れなかった者に対しては、在職条件と該当

する場合業績条件を含むストック・オプションの契約条件は変更されていない。特定の保有者は、一定

の条件の下で適用される流動性のメカニズムから、規制が許す範囲に恩恵を受けることができる。

2016年3月31日現在、および当社が知る限りにおいて、権利確定されたストック・オプション数は

299,300であり権利未確定のストック・オプション数は16,550,948であった。

2014年ストック・オプション制度の受益者の状況

当社は会計年度2014年のストック・オプション制度を検討していたが、この計画は、最終的には実

行されなかった。このストック・オプション制度の代わりに、当社は全ストック・オプションについ

て、2つのストック・オプションに対して1株の株式の割合で受益者に株式を付与することを決定した。

この株式付与は、キア・オファーが成功すること、そして受益者が初期ノキア・オファーの最終日にお

ける在籍条件を満たすこと、そして受け取った株式を再開されたノキア・オファーの最終日の少なくと

も最後の2取引日までに市場で売却することが条件であった。

この交換制度の下で3,386,679株が付与され、同数の株式が2016年1月11日から年1月20日の間に市

場で売却された。該当受益者は、売却した株について１株当たり3.7228ユーロを受け取ったが、これは

本メカニズムの結果市場で売却された51,191,586株の株式の平均株価である。このメカニズムは本セク

ションおよび(4.1.5)の「業績連動株式」および「ストック・オプション」項で説明されている。
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特定の司法権区間では、上記のメカニズムは、このような区域の適用法、規制または他のタイプの

制約を遵守して採用された。

ストック・オプション保有者および業績連動株式の受益者に提供された流動性

2015年以前に付与されたストック・オプション保有者および業績連動株式の受益者に提供された流動性

「覚書」に基づき、ノキアは、フランスの税務居住者である次のような制度の受益者に、税制の目

的上必要な保有期間を満たすため流動性契約を提供した：

-　2014年9月15日付けの業績連動株式制度。

-　2012年8月13日付けのストック・オプション制度。

-　2012年3月14日付けのストック・オプション制度。

ベルギーの税務居住者である次のような制度の受益者にも流動性契約が提供された。ただし、彼ら

がストック・オプションを付与される際、減税ベースの課税を選択し、これらのストック・オプション

を保有する条件を満たす必要がある。

-　2013年7月12日付けのストック・オプション制度。

保有期間終了後これらのストック・オプションを行使した場合、流動性低下（「(4.1.2) 業績連動

株式」で定義）が起こった場合には、流動性契約に基づき、ストック・オプションの保有者が受け取っ

た株式は自動的にノキア株式に交換されるか、ノキア株式の市場価格相当の現金と交換される。この流

動性契約の下では、保有期間終了後の関連業績連動株式も、自動的にノキア株式に交換されるか、ノキ

ア株式の市場価格相当の現金と交換される。

交換比率はノキア・オファーの交換率と同じであるが、ノキアまたはアルカテル・ルーセントの金

融取引があった場合には調整の対象となり、この場合、ストック・オプションの保有者および業績連動

株式の受益者は、そのような取引がなかった場合に獲得できたであろう額のノキア株式または同等の現

金を取得する。

2016年3月31日現在、および当社が知る限りにおいて、流動性契約の対象となったストック・オプ

ション数は179,405であり、業績連動株式数は75,323であった。2016年2月12日以来、再開されたノキ

ア・オファーの決済後、ノキアは当社株式の85%以上を保持しているため、当社の株式は現在、流動性低

下の対象となっている。

加えて、ノキアによる流動性契約は、権利確定したストック・オプションで、上記で説明された加

速メカニズムの売却の対象となっていないストック・オプションに対しても提供されている。また、そ

のような株式の行使価格合計と行使と売却に関するコストや費用が、再開されたノキア・オファーの最

終日のユーロネクスト・パリ市場における当社株式の終値の90%以上である場合も同様に提供される。

権利確定および未確定のストック・オプションの受益者で、彼らの権利の加速メカニズムを要求し

たものの、そのようなストック・オプションの行使価格合計よりも、権利行使と売却に関するコストや

費用の方が高かったため、加速メカニズムを行使しなかった受益者は、自動的に本流動性契約の対象と

なる。2016年3月31日現在、および当社が知る限りにおいて353,892のストック・オプションが本流動性

契約の対象となっている。

上記で説明されている通り、本流動性契約はノキア株式またはその株式の市場価値と同等の現金で

決済される。

特定の司法権区では、これらのメカニズムは該当法、規制、またはその他の種類の制約を遵守して

2015年に採用された。それに基づいて、該当権利確定期間終了時に流動性低下の事象が起こった業績連

動株式数は、当社が知る限りにおいて、2016年3月31日現在、最高で9.645百万株であり、それらは自動

的にノキアによってノキアの株式に交換されるか、そのような権利確定期間終了直後のノキア株式の市

場価格と同等の現金と交換される。

交換比率はノキア・オファーの交換率と同じであるが、ノキアまたはアルカテル・ルーセントの金

融取引があった場合には調整の対象となり、この場合、業績連動株式の受益者は、そのような取引がな

かった場合に獲得できたであろう額のノキア株式または同等の現金を取得する。
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特定の司法権区間では、このようなメカニズムは、このような区域の適用法、規制または他のタイ

プの制約を遵守して採用された、または採用される。

2015年に付与されたスト業績連動株式の受益者に提供された流動性

ノキアおよび当社は、2015年に業績連動株式を付与された全受益者と流動性契約を締結することに

同意した。それに基づいて、該当権利確定期間終了時に、流動性低下の事象が起こった業績連動株式数

は、当社が知る限りにおいて、2016年3月31日現在、最高で9.645百万株であり、それらは自動的にノキ

アによってノキアの株式に交換されるか、そのような権利確定期間終了直後のノキア株式の市場価格と

同等の現金と交換される。

交換比率はノキア・オファーの交換率と同じであるが、ノキアまたはアルカテル・ルーセントの金

融取引があった場合には調整の対象となり、この場合、業績連動株式の受益者は、そのような取引がな

かった場合に獲得できたであろう額のノキア株式または同等の現金を取得する。

特定の司法権区間では、このようなメカニズムは、このような区域の適用法、規制または他のタイ

プの制約を遵守して採用された、または採用される。

(4.1.6)　共同利益分配契約および共同年金貯蓄制度 (PERCO)

当グループのフランス国内の会社は、上席執行役員の勧告に基づき、フランスの共同利益分配契約

および従業員貯蓄制度を設立した。さらに、国外子会社は適用法に則り従業員向けの利益分配制度を導

入している。

2009年2月23日、当グループのフランスの会社および当会社を代表する労働組合は、共同年金貯蓄

制度(PERCO)の創設に関する労働協約に署名した。PERCOは、今後の年金を補足する、または住宅購入等

の計画を実行するために、当グループのフランスの会社の従業員が利用可能である。この制度により、

従業員は長期貯蓄制度への積立を行い、それと同等の拠出をアルカテル・ルーセントから受け取ること

ができる。PERCOは、当社の既存の従業員貯蓄制度に上乗せする形で創設された。

2009年6月25日まで、アルカテル・ルーセント従業員株主基金(Fonds Actionnariat Alcatel-

Lucent)に対する支払のみが、雇用主拠出の対象となる（保有期間条件は5年）。年金貯蓄制度への拠出

を従業員に奨励するために、PERCO契約の署名者は、当グループのフランスのすべて会社を対象とする

PERCOとアルカテル-ルーセント従業員株主基金の共同対応拠出積立金の設立に賛成した。アルカテル-

ルーセントは、利益分配や制度に対する自発的拠出分を補足する予定である。

毎年、従業員はPERCOおよび／またはアルカテル・ルーセント従業員株主基金に上限3,000ユーロを

投資することができ、雇用主総拠出金の最高額は2,000ユーロとなる。雇用主拠出金は、以下の通り計算

される。

-　累積支払額1,000ユーロを上限とし、従業員の支払分の100%

-　累積支払額が1,001ユーロから2,000ユーロの場合、従業員の支払分の70%

-　累積支払額が2,001ユーロから3,000ユーロの場合、従業員の支払分の30%

ノキア・オファーについて、FCP 2ALの監査役会（フランス語でFonds Commun de Placement

Actionnariat Alcatel-Lucent）は、2015年11月30日に会議を開催し、2015年12月23日現在所有する全ア

ルカテル・ルーセント株式を付与する決定をした。監査役会はまた、2016年1月22日にAMFの承認を得

て、FCPという名称をFCP ANと改名した（フランス語名はフFonds Commun de Placement Actionnariat

Nokia）。
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5　【コーポレート・ガバナンス等】

(1)　【コーポレート・ガバナンスの状況】

(a)　コーポレート・ガバナンスの原則

職務と権限の分離

2015年8月31日までは、取締役会会長と最高経営責任者の職務は分離していた。取締役会は当時、こ

のコーポレート・ガバナンス様式が最も適した形体であると考え、取締役会の年間評価でもそのように結

論付けられ確認された。

取締役会会長と最高経営責任者は、それぞれフィリップ・カミュ氏（2008年10月1日以降）とミシェ

ル・コンブ氏（2013年4月1日以降）が担っていた。

2015年9月1日から2016年6月21日まで、取締役会は、会長と最高経営責任者の役割をまとめる方がよ

り適しているとの考えからフィリップ・カミュ氏をその取締役としての任期中（すなわち2015年12月31日

に終了する期間に係る財務書類を承認する株主総会まで）につき暫定的に会長兼最高経営責任者として任

命することを決定した。

2016年6月21日に開催された会合で、取締役会は、2016年6月21日付で、取締役会会長と最高経営責

任者の役職を分割することを決定し、マーク・ルアンヌ氏を取締役会会長に、オリヴィエ・デュラン氏を

最高経営責任者に任命することを決議した。

取締役会会長

取締役会会長と最高経営責任者の機能が分離されている場合の取締役会会長の役割は、取締役会会

長として議長を務め、取締役会を組織、管理し、年次株主総会で会社の業績を報告することである。同氏

はまた、当社の法人の事業、特に取締役会の委員会の事業を監督し、より一般的にはアルカテル・ルーセ

ントがコーポレート・ガバナンスのベスト・プラクティスに準拠するよう徹底する。加えて、取締役会は

取締役会会長に対し、国内と海外の拠点において、特に政府代表者とのハイレベル協議において当グルー

プを代表する権限を委任している。

取締役会副会長

2013年2月21日、取締役会はジャン・C・モンティ氏を取締役会副会長に任命した。彼は取締役会の

特別な要求に従い、アメリカ大陸での高レベルな会合でグループを代表するなどの一部の事項について会

長を支援する役目を負う。2013年5月7日付の株主総会で、取締役としての3年間の任期更新を受けた。こ

の任期は2015年12月

31日を期末とする会計年度の財務諸表を承認する株主総会の終了時点で終了した。2016年1月8日のジャ

ン・C・モンティ氏の辞任を受けて、現在取締役会の副会長はいない。

最高経営責任者

2013年4月1日に取締役会がミシェル・コンブ氏を最高経営責任者に任命した後、彼は2013年5月7日

の株主総会で、取締役として3年間の任期更新の承認を受けた。この任期は、2015年12月31日を期末とす

る会計年度の財務諸表を承認する株主総会の終了時点で終了した。ミシェル・コンブ氏の辞任は、2015年

9月1日に有効となった。

取締役会の構成

取締役会は、専門知識と広範な各種技能を組み合わせ当グループのハイテク事業に資すると共に、

様々な地理的市場における通信専門技能やや知識、当社が事業を展開する地域の事業環境、および十分な

財務上の専門知識を兼ね備えることを目指している。深い財務知識を備えることで、取締役会は、財務諸

表および会計基準への順守について、十分な情報に基づいた独立した判断を下すことが可能となる。

ノキア・オファーの成功を反映するための辞任しおよび共同事業
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ノキア・オファーの成功後、取締役会の構成は、当社の新しい資本構造を反映するよう再編され

た。AFEP-MEDEFコード法第9.2条により、当社の株式がユーロネクスト・パリに上場されている限り、取

締役会の少なくとも3分の１は社外取締役でなければならない。当社の新大株主であるノキアとの特定の

関係を有する取締役（特に執行役員または従業員として）は、社外取締役とは考慮されない。

本要件を満たすためには、取締役6人が辞任し、ノキアの利益を代表する5人新しい取締役が入会

し、4人の取締役が現在の任務を維持する。従って、2016年1月8日には：

- 　ジャン・C・モンティ氏、ルイ・R・ヒューズ氏、オリヴィエ・ピウ氏、スチュアート・E・アイ

ゼンスタット氏、およびフランセスコ・カイオ氏及びキム・クロフォード・グッドマン女史

は、アルカテル・ルーセントの取締役を辞任。ジャン・C・モンティ氏、ルイ・R・ヒューズ氏

とオリヴィエ・ピウ氏は、

2015年12月2日のノキア・コーポレーション株主総会でノキア・コーポレーションの取締役と

して任命された。

- 　リスト・シラスマ氏（ノキア・コーポレーションの取締役会会長）、ラジーブ・スリ氏（ノキ

ア・コーポレーションの最高経営責任者）、ティモ・イハムオティラ氏（ノキア・コーポレー

ションの最高財務責任者）とサミー・エルハージュ氏（ノキア社のモバイルネットワーク部門

社長）およびマリア・ヴァルセロナ女史（ノキア・コーポレーションの最高法務責任者）が、

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告を受け。2016年株主総会ではこれらのコオ

プテーションを承認した。

2016年6月21日、株主総会は投票により、ノキア・コーポレーションの最高革新＆執行責任者である

マーク・ルアンヌ氏を新任取締役に任命した。

取締役の選任

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会は、取締役会に当社の将来の取締役選任、および取締

役会の構成に関する年次の最新情報を提供する。

2015年2月には、上場企業の取締役の少なくとも40%を女性にすると言う新たな法定要件を2017年6月

までに遵守することを進展させるため、委員会は取締役会に対して、シルビア・サマー女史の3年の任期

を2015年5月26日の株主総会で株主の承認を得るため提案することを勧告した。その目的のためは、取締

役会は2014年7月から候補に関する独自の調査を実施した。そして、社外アドバイザーの支援を受け、当

委員会は可能性のある女性候補者のショートリストを作成した。候補者は、技術的なバックグラウンドの

ある米国市民であり、この選任は取締役内の多様性を高める目的がある。ショートリストにある候補者に

ついては、委員会メンバー、および取締役会会長と最高経営責任者との面談が行われ、候補者の関心事お

よび個人の技能が評価された。2015年5月26日の株主総会で、株主がシルビア・サマーズ女史を取締役に

任命したことで、女性の取締役が3人から4人となり、12人の取締役の内33%が女性となった。

ノキア・オファーの成功を受けて、2016年1月には取締役会は、その全体の組成をより詳細に検討し

た。新会員を選出する前は、5人の取締役がノキアに所属していたため、コーポレート・ガバナンスおよ

び指名委員会は、新たな取締役の、特に技術、財務、法務および新興市場分野におけるスキルの多様性を

強調した。当社の9人の取締役会には3人の女性取締役がおり、現在は取締役会と同じ33%割合である。

取締役の更新

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会は毎年、任期切れになる前の取締役の状況を審査する

目的で会議を開き、特定の取締役の更新の有無を提案する。その際、さまざまな基準（特に、技能、取締

役業務への効果的な貢献度、対応可能性、および個人的な深い関与）、および新取締役の任命について検

討する。

従業員の代表

当社は従業員を代表する取締役（「administrateur salarié」）が不在であるため、従業員代表が

取締役会における2名の取締役会立会人として確保されている。アルカテル・ルーセントは、2013年6月14

日付けのフランス法の条件を満たしていないため、当社は従業員の代表を務める取締役の任命を要求する

規定の対象になっていない。
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2人の取締役会立会人（「Censeurs」）は、アルカテル・ルーセント社の従業員であり、

Actionnariatノキア投資信託(FCP AN)（フランス語で「Fonds Commun de Placement」または「FCP」）

（旧Actionnariat Alcatel Lucent Fonds Commun de Placement (FCP 2AL)）のメンバーである。ノキ

ア・オファーが完了した2016年1月7日まで、FCPは当社の定款の第14条に従い、アルカテル・ルーセント

の株式を保有していた。FCPの監査役会は、FCPが所有するアルカテル・ルーセント株式を、ノキア・オ

ファーに提供することを決定した。そのため、FCPは今日当社の株式を保有せず、ノキア株式を保有して

いる。この変更は2016年1月22日にAMFにより承認されたFCPの定款に反映された。取締役会立会人の地位

は、ノキアのオファーの完了の結果として、また、当社のガバナンスの変更の結果として、2016年株主総

会（議題の特別事項）で再検討される（第1 - 1 - (2) - 会社 (g) の経営を参照のこと）。

取締役会立会人は、法令第14条に従って指名される。取締役会立会人の在任期間は1年間であり、更

新可能である。

取締役会立会人の任命時点で、同氏が当社またはグループ会社の給与支払いを受ける従業員となる

こととなった。グループ会社は、アルカテル・ルーセントが直接的または間接的に議決権の半分以上を有

する会社や、直接的または間接的に議決権の半分以上を有するグループ会社として定義されるものとす

る。

いかなる理由で、株主総会で任命された取締役会立会人が、当社やグループ会社の給与受け取り従

業員としての条件を満たさなくなった場合、その取締役会立会人は、満たさなくなった日から15日後に自

動的に辞任することとなる。当社の株式が、ユーロネクスト・パリの規制市場での取引が得られなくなっ

た場合も同様に適用される。

会長の提案を受けて、取締役会は、取締役会立会人が6名を超えないと指定し、上記の要件を満たし

ていない取締役会立会人について株主総会に提案できる。

2015年5月26日の株主総会の終了時にベルトラン・ラプラーヤ氏が任期切れとなったため、ローレン

ス・モウザ氏（アルカテル・ルーセント・サブマリン・ネットワークスの従業員であるエンジニアでFCP

のメンバー）を株主総会で株主に任命された。彼の任期は、2017年12月31日を期末とする事業年度の財務

諸表の承認にあたって招集される株主総会の終了時までの3年である。

2人の取締役会立会人、ローレンス・モウザ氏とジル・ル・ディッセ氏は2016年1月7日に辞任したと

みなされる。FCPがアルカテル・ルーセントの株式をノキア・オファーに差し出したため、彼らは当社の

株式を保有する投資信託のメンバーではなくなったためである。但し、ローラン・ドゥ・ムーザ氏とジ

ル・ル・ディッセ氏については法令第14条に従い、2016年6月21日付で1年間の任期で任命された。

取締役の独立性

取締役会が選定した独立性基準はAFEP-MEDEF法に基づいている。2016年3月

7日にアルカテル・ルーセント株式がニューヨーク証券取引所（「NYSE」）から上場廃止したことで、ア

ルカテル・ルーセントは、NYSE規則の対象ではなくなった。

AFEP-MEDEF法によれば、株式資本が広く拡散され、支配株主を持たない会社の取締役の半数、そし

て非支配取会社の締役会の少なくとも3分の１は、社外取締役でなければならない。取締役会は、独立基

準が満たされているかどうかを定める必要がある。

全取締役の年次審査

2016年1月8日に、取締役会はその構成を変更した後、各取締役の状況、および彼または彼女とアル

カテル・ルーセント・グループ、および（今年からは）ノキアとの間に存在するかもしれない関係の年次

評価を実施した。AFEP-MEDEF法の独立基準、およびNYSEの勧告に従い、提出された宣言、質問票への取締

役の回答などに基づいて、臨機応変に状況を評価した。

取締役会は、次のAFEP-MEDEF法の独立基準、および2016年1月8日にて改正し拡張された取締役会営

業規則に依存した。

- 　取締役は当社の従業員でも執行役員(mandataire social)でもない。また親会社や連結子会社の

従業員や取締役でもない。そして過去5年間そのような職位にあったことはない。
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- 　取締役は当社が直接的または間接的に所有する会社の執行役員ではない。また当社が指名した

従業員が取締役となっている、または当社の現在または元役員が取締役となっている会社の取

締役ではない。

- 　取締役は（直接的または間接的に）次のいずれでもない：顧客、サプライヤー、投資銀行や商

業銀行家。そして、いずれの場合にも、(i) 当社または当社グループにとって重要である、ま

たは (ii) 当社または当社グループが、その事業体の活動の大きな部分を占める。

- 　取締役は、当社または当社グループの執行役員(mandataire social)と親密な家族関係がない。

- 　取締役は、過去5年間に当社のまたはグループ会社の監査人であったことはない。

- 　取締役は、当社の、または当社の親会社の、または連結子会社の取締役を12年以上務めていな

い。

- 　取締役には、当社の取締役の報酬に加えて、当社または当社のグループ会社から大きな報酬を

受けていない。これは、業績ベースの報酬制度への参加を含むがそれに限定されない。

- 　当社の取締役は、当社の執行役員が取締役となっている会社の執行役員ではない（クロス関

係）。

- 　取締役は、過去12カ月間に、役員が不在だったり職務を遂行することが出来なかった間に、一

時的に当社の経営に関わったことはない。

取締役会は次を決定した：

- 　リスト・シラスマ氏、ラジーブ・スリ氏、ティモ・イハムオティラ氏、マリア・ヴァルセロナ

女史は、改訂された取締役会の内規に基づく、独立した社外取締役とはみなされない。なぜな

ら彼らはアルカテル・ルーセントの親会社であるノキア・コーポレーションの従業員、執行委

員(mandataires sociaux) または取締役だからである。

- 　フィリップ・カミュ氏は、独立した社外取締役とはみなされない。なぜなら彼はCEOとして当社

の役員だからである。

- 　ジャン-シリル・スピネッタ氏、ルビア・サマーズ女史、そしてカルラ・チコ女史は、改訂され

た取締役会の内規に基づく独立した社外取締役とみなされる。

- 　結果として、必要な数の独立した社外取締役（取締役9名のうち3名が社外取締役）の最低限の

要件が満たされた。

2015年5月26日の株主総会でシルビア・サマーズ女史を指名し株主の承認を得るための、彼女の独立性に

関する審査

2015年2月5日の年次株主総会において、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告に基づ

き、新たな取締役としてシルビア・サマーズ女史を任命する案を、AFEP-MEDEF法に基づく独立性基準に関

して、シルビア・サマーズ女史の状況を審査する。

取締役会は、シルビア・サマーズ女史が、彼女の独立した判断に影響を与える可能性がある、当社

アルカテル・ルーセント・グループ、またはその経営者との関係が一切ないことを留意した。

シルビア・サマーズ女史がAFEP-MEDEFコードの基準を満たしているため、彼女は独立した社外取締

役と見なされる。2016年6月21日、2016年株主総会にてシルビア・サマーズ女史が取締役に再任された。

2016年1月8日に設定された社外取締役委員会のメンバーの独立性の検討

2016年1月8日付けの改正版取締役会の内規の採用によって設立された社外取締役委員会について、

取締役会は、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告に基づき、本委員会のメンバーとして指

名される予定の取締役の状況を、改訂版取締役会の内規第4条に定める独立性基準の全てについて審査し

た。

これらの基準に照らして、取締役会は、ジャン-シリル・スピネッタ氏、ルビア・サマーズ女史、そ

してカルラ・チコ女史は、AFEP-MEDEF法および取締役会の内規が定める基準の下で独立していると結論付

けた。

取締役会会長
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2015年3月13日、取締役会は、2013年6月に改正されたAFEP-MEDEF法の新たな規定に照らし、フィ

リップ・カミュ氏の状況を調査した。本法律では、執行役員である取締役会会長は、この法律が規定する

独立基準を満たし、独立取締役としてみなされる場合があると記述している。取締役会は、取締役会会長

には、当社アルカテル-ルーセント・グループ、またはその独立した判断に影響を与えうる経営陣との間

にいかなる種類の関係も一切ないことを留意した。これに従い、AFEP-MEDEF法の基準を満たすフィリッ

プ・カミュ氏は、本法律の基準に従い、独立した社外取締役とみなされた。

2015年9月1日から2016年6月21日まで暫定会長兼CEOに任命された後、フィリップ・カミュ氏は、

AFEP-MEDEF法に基づき、社外取締役としてみなされる基準を満たさなくなった。

委員会内の独立性

2016年1月8日以来、監査および財務委員会のおよび社外取締役委員会のメンバーの全員、そして

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会、そして報酬委員会のメンバーの3分の2が独立している。

従って、アルカテル・ルーセントは、取締役会が採用した、新しいAFEP-MEDEF法の規則の推奨を超えて準

拠している。

2016年1月8日までは、監査および財務委員会の全メンバー、およびコーポレート・ガバナンスおよ

び指名委員会、報酬委員会、テクノロジー委員会を構成した3分の2の取締役は、取締役会の内規に基づい

て独立している。（「(a)コーポレート・ガバナンスの原則」のサブセクション「取締役の独立性」を参

照）。各委員会に所属する独立した社外取締役の人数は、AFEP-MEDEF法の勧告を上回っている。

取締役会の評価

AFEP-MEDEF法および当社の取締役会の内規に従うと、取締役会の議題では、取締役会の内容と組織

に関する年次の考察を命じている。すなわち、個別のアンケート調査に基づく自己評価、および社外コン

サルタントの支援で実施される評価を行うこととなる。

当社取締役会は、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の指揮のもと、2015年初頭に独自の

業務に関する年次評価を実施した。この評価の結果は2015年3月13日、取締役が審査した。

取締役会は、大変有益な総合的な見解を示し、前回の自己評価以降に大幅な成長がみられたことを

指摘した。

取締役会は、メンバーの満足いく多様性の度合い、技能、および高い水準の経験から恩恵を受けて

いた。取締役会の環境が、建設的な話し合いとコミュニケーションを支持し、取締役会、その委員会、お

よび会長とCEO間のやり取りはバランスが取れている。取締役会は、グループの戦略の開発と、その実施

のフォローアップの双方において、グループの戦略に深く関与し続けている。このようにグループの戦略

を十分に理解することで、取締役はグループの利益を念頭に行動することが可能である。

この自己評価を受けて、取締役会が行った提案は次のようなものであった。第1に、リーダーシッ

プ・チーム・メンバーが業務を行う方法に、ならびに組織、リソース、主なプロセスやインターフェイス

という点でチームを管理する方法に特化した重点領域など、特定の改善を要する事柄。第2に、業界アナ

リストの報告書や、取締役とセクターアナリスト、クライアント、および重要な株主間での取締役会専用

セッション中の意見交換の組織化など、取締役会が利用できる情報の多様性を拡大し、当社の見解とその

位置付けについて共有できるようにすること。第3に、取締役会の議題に基づき、グループの特定の活動

に関して、取締役会がより具体的な情報を利用できるようにすることであった。

特に、ノキア・オファーを考慮し、取締役会は年次評価を延期することを決定した。

倫理

各取締役および取締役会立会人は、取締役憲章で規定されている行動規範に順守し、特に適用され

る証券法に加え、インサイダー取引の阻止を目的としてアルカテル・ルーセントが作成した「アルカテ

ル・ルーセント・インサイダー取引規定」の規則を順守する責任がある。本規定は、当社の株式に付随す

る取引を承認しない限定された期間、各取締役が保有しなければならない最低株式数、およびアルカテ

ル・ルーセント株式に関係する個人的な取引についてAutorité des Marchés Financiers（フランスの証

券規制当局）に通知する義務について定めている。
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利害の対立

取締役憲章の3条は次のとおり：「取締役は、潜在的利害の対立で生じるあらゆる情報について取締

役会会長に通知する義務を有する。かかる対立が特定の対象に関わる場合には、該当する解決法の投票へ

の参加は差し控えるようにする必要がある。」加えて、2016年1月8日に取締役会の内規が改訂されて以

来、当規則の第8条に基づいて：「取締役員は、彼または彼女が当社または当グループのいずれかの会社

と、実際の利害の対立がある、またはその可能性があることを認識した場合、取締役会と社外取締役委員

会に対して通知しなければならない。またそれについての議論や採決を棄権する必要がある」。

取締役会が認識している限りにおいて、2016年1月8日のノキアに関係ある5名の取締役の任命まで

は、利害の衝突の状況は存在していなかった。

2016年1月8日以降、ノキアに連携されている5名の取締役は、取締役会会長に対し、ノキア内での経

営者としての地位（執行役員または従業員）から生じる利害衝突の可能性について通知した。その5名の

取締役は次の各氏である。リスト・シラスマ氏、ラジーブ・スリ氏、サミー・エルハージュ氏、ティティ

モ・イハムオティラ氏とマリア・ヴァルセロナ女史。利害の衝突があった場合、潜在的なものであって

も、この状況を解決するためには幾つかの決定をする。取締役会内規第8条は、当該取締役は当該事項に

ついて議論と採決への参加を棄権することを要求している。

取締役会の知識の範囲：

-　当社の取締役会の取締役と当社の上席執行役員との間に家族関係はない。

-　取締役会の取締役、または経営委員会委員がそのような地位、またはCEOとして任命されること

に合意する、株主、クライアント、サプライヤー、または第三者との協定や契約は一切ない。

-　当社の取締役は過去5年間、不正行為で起訴されていない。

-　当社の取締役会は、法的もしくは規制当局により告訴されていないか、公的な制裁を受けていな

いこと、または証券発行企業の運営管理、経営、もしくは監督機関の委員としての役職への就

任や、過去5年間証券発行企業の経営もしくは事業活動への関与を裁判所から禁止されていな

いものとする。

- 　当社の取締役で、過去5年間に破産、裁判所による第三者預託、または清算に関連した企業の執

行役員であったものはいない。

(b)　出席手数料

取締役会会長および最高経営責任者を除いて、取締役は次から構成される、役員報酬を受け取る、

(i) 取締役会における任務遂行、ならびに状況に応じ、取締役会の委員会のひとつにおける任務遂行に関

する定額分、(ii) AFEP-MEDEF法に準じた各種の会議への出席に関する変動分。追加の役員報酬は、取締

役間で均等に配分されるが、税引後の追加料金として付与される金額のアルカテル・ルーセントの株式へ

の投資、および取締役としての在任期間中に取得した株式の保有を行う必要がある。

2015年までは、取締役の報酬は、半年毎に支払われた。株式を取得し保持することに対する義務と

関連する追加の出席手当については、出席手当の2回目の支払いの時点で支払われる。

定額分 €395,000

監査および財務委員会会長 €25,000

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会、および技術委員会の会長、な

らびに監査および財務委員会のメンバー €15,000

取締役会メンバーである委員会のメンバー（監査および財務委員会のメン

バー以外） €10,000

取締役間で均等に配分 残高

会議の出席に応じて配分される変動分 €395,000

追加部分 €200,000

合計 €990,000
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2015年度の取締役会立会人への支払総額は、100,000ユーロであった。

上述した規定に加え、2014年度および2015年度中に各取締役および各取締役会立会人が受け取った

役員報酬およびその他の報酬、および2014年度および2015年度中の報酬総額は以下の通りであった。

2014 2015

取締役 総額 総額

委員会メンバーと
して受け取った金

額*
委員会会長として
受け取った金額*

ベルナール氏 44,238 - - -

カイオ氏 52,789 72,276 10,000 -

チコ女史 86,373 83,574 10,000 -

アイゼンスタット氏 110,426 111,725 20,000 -

グッドマン女史 97,905 109,408 22,500 -

ヒューズ氏 125,426 136,170 25,000 15,000

ジェイ女史 44,576 - - -

モンティ氏 109,042 119,872 10,000 25,000

モラリ氏 52,789 21,611 6,071 -

ピウ氏 131,810 132,650 30,000 -

サマーズ女史 該当なし 55,436 7,500 -

スピネッタ氏 134,626 147,278 15,000 30,000

合計 990,000 990,000 156,071 70,000

取締役会立会人

ラプライエ氏 50,000 25,000 - -

ル・ディッセ氏 50,000 50,000 - -

モウザ氏 該当なし 25,000 - -

上記表で示す報酬は、2014年度および2015年度中にアルカテル-ルーセントとその子会社が取締役に

対して支払った唯一の報酬である。ただし、「4.-(2)執行取締役および役員の状況」に記述されている執

行役員に対して支払った金額を除く。取締役は、取締役会会長とCEOを除き、当社の資本にアクセスでき

る一切のストック・オプション、業績連動株式、またはその他の有価証券を保有しないものとする。

加えて当グループには、前CEOを除く取締役に対して、退任または職務の変更の結果として支払い義

務が生ずる、あるいは支払い義務が生ずる可能性のある報酬、手当、給付を構成する契約義務はない。

さらに取締役は、ノキア・グループの全執行役員および取締役会のメンバーを対象とする、ノキ

ア・グループの「取締役および役員」民事責任保険から恩恵を受けることができる。

ノキア・オファーの成功と新しいガバナンスが実行されたことで、取締役会は、2016年1月8日、取

締役会の内規への改訂を承認した。それには、次の4つの委員会への出席についての、新しい出席手当が

含まれる。社外取締役委員会、コーポレート・ガバナンス及び指名委員会、報酬委員会、および監査およ

び財務委員会。当社またはノキア・グループの執行役員であるが、取締役員としての報酬を受け取ってい

ない取締役会会長、最高経営責任者、およびその他の取締役。2016年6月21日の株主総会では、2010年6月

1日の株主総会で承認された条項を削除することを決定した。これは、追加の取締役手数料に適用される

アルカテル・ルーセント株式を取得・保有する約束に関して、これまで既に取得した株式について必要な

約束を排除するものである。当社の証券に関してノキアが開始した公開交換オファーが成功したのを受

け、当社の新しい株式保有に関してはもう正当化されていない。
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(c)　AFEP-MEDEF法

アルカテル・ルーセントは、AFEP-MEDEF法を順守している（MEDEFのウェブサイト：www.medef.frを

参照）2008年10月29日と12月11日の会議で、取締役会は本原則に準拠することを確認し公表したが、本原

則は、なかでも取締役会の内規に定めるとおり、当社の取締役会および委員会の運営規則を定めている。

当社のコーポレート・ガバナンス制度は、かかる原則が当社の組織、状況、および手段に沿う範囲

でAFEP-MEDEF法の原則を反映している。2015年度にはミシェル・コンブ氏の報酬パッケージに関してはそ

うならなかった。それは次の2つの観点による。

AFEP-MEDEF法 アルカテル・ルーセントの立場

少なくとも2年間の社内での年功に関する合
理的要件は、定義された給付の年金制度の支
払いで給付を受けるものである

ミシェル・コンブ氏が給付を受ける年金制度には年
功に関する条項が一切含まれていないが、年功によ
り徐々に権利確定する権利の付与がある（ミシェ
ル・コンブ氏については、この年金給付算出の参照
期間は同氏が最高経営責任者として任務を果たした
期間）こととなっており、毎年、同氏の報酬の限ら
れた一部（毎年1.2百万ユーロの報酬のうち1年に約
1%、これに加えて将来的な年金は約1.2%と見積もら
れる）となっている。

追加年金制度の給付が当社の受益者の在職完
了に条件づけられる基準

追加年金制度の他の受益者への給付と同様に、最高
経営責任者の追加年金制度の給付は、当社における
在職によって決定される。しかし、取締役会は、3
つで75%となる質的業績基準（個別に25%）の年金制
度の下と、2つで25%となる質的基準（個別12.5%）
年金制度で、最高経営責任者(CEO)の権利を条件付
ける決定をした。

ミシェル・コンブ氏の退職時に、取締役会は、年金
制度の下でミシェル・コンブ氏が獲得した権利は
100%確実に彼に起因するものであったと判断した
（「(2.4) 最高経営責任者（2015年8月31日ま

で）」のサブセクション「年金制度」を参照）。

2015年9月1日以来、取締役会会長兼CEOであったフィリップ・カミュ氏は、補足年金制度の給付を受

けていない。その日以来、当社は完全にAFEP-MEDEF規範を遵守している。

(d)　取締役会の権限および活動

(d.1)　取締役会

法的または規制上の機能に関する事項に加えて、取締役会は、当グループの戦略的方向性および活

動に影響を与える主要な決定について定期的に判断するものとする。また取締役会は、アルカテル-ルー

セントの研究開発活動から得られる見通しを分析し、選定した主な技術に関する情報を提供する。さらに

取締役会は、当グループの経営を経済面および財務面から監視し、アカウントに大きな影響を与える財務

取引を承認する。

取締役会の内規では、取締役が職務を行使する条件、特にCEOの決定について、それ以上の場合取締

役会の事前の承認が必要である最低条件を規定している。

(d.2)　取締役会内規

アルカテル・ルーセントの取締役は、取締役会内規を構成する内容（取締役会内規）を施行した。

これは現在効力あるコーポレート・ガバナンスの規則に従う取締役会の運営手続きを定義するためのもの

である。これらの規則は真に社内向けのものであり、適用される法律や当社の定款の代わりとなることを

目的としたものではない。むしろ、実践的に実施することを意図しており、その結果、当社、第三者や株

主に対して適用されるものではない。

取締役会で承認されたこれらの内規は主として以下のことを意図している。
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- 　現存する法律の諸条項と当社の定款とそのメンバーの職位を明確にし、一方で株主総会に対し

て、もう一方では取締役会長および最高経営責任者に対する、取締役会の役割を定義する。

-　会合や話し合いの効率性を高める。なかでも、会長の役割を具体的にし、当社のコーポレート・

ガバナンスに関する方針を念頭に当社の経営管理を監督する機関の適正な手順を進展させる。

ノキア・オファーの成功に続き、アルカテル・ルーセントの取締役会は、2016年1月8日および2016

年4月26日に、取締役会内規を修正した。(「(d.4) 取締役会の2015年、2016年初頭の活動」のサブセク

ション「コーポレート・ガバナンス」参照）。

取締役会内規は、当社のウェブサイト上観覧できる。また、株主総会で取締役会の報告書の一部と

して、株主に開示する。

(d.3)　取締役会会議の編成

取締役会の業務を管理する内規に則り、取締役会は少なくとも四半期に1度会議を開くものとする。

ただし実際には、取締役会はそれより頻繁に開かれており、当社に対する会長と取締役のコミットメント

を表している。

出席を促進するため、取締役はビデオ会議やその他の電気通信手段で会議に出席が可能であり、こ

の場合は、取締役は法律で規定される場合を除き、定数および大多数の計算に考慮される。

実際または潜在的に取締役が利害の対立の状況下にある場合は、取締役会会長に通知し、該当する

議決案への決議を控えるものとする。

 

2015年の取締役および委員会会議の出席状況

 

2015年取締役会および
委員会会議 取締役会

監査および財務
委員会

コーポレート・
ガバナンスおよ
び指名委員会 報酬委員会 技術委員会

カイオ氏 8 - - - 2

カミュ氏 12 - - - -

チコ女史 11 - - - 4

コンブ氏
(1)

9 - - - -

アイゼンスタット氏 11 - 5 7 -

グッドマン女史 12 5 - - 4

ヒューズ氏 11 5 5 - 4

モンティ氏 12 5 3 - -

ピウ氏 12 - 5 7 4

サマーズ女史
(2)

5 2 - - -

スピネッタ氏 11 5 5 7 -

モラリ氏
(3)

1 - - 1 -

ドゥ・モウザ氏
(4)

5 2 3 3 2

ラプライエ氏 7 3 2 4 2

ル・ディッセ氏 12 5 5 7 4

会議総数： 12 5 5 7 4

2015年12月31日までの

全体の出席率
(5)

88% 100% 92% 88% 90%

(1)　2015年9月1日付でミシェル・コンブ氏が取締役および最高経営責任者を退任した。
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(2)　2015年5月26日、シルビア・サマーズ女史が取締役に任命された。

(3)　2015年7月15日付で、ヴェロニック・モラリ女史が取締役を退任し、報酬委員会としての役職も終了し

た。

(4)　2015年5月26日、株主総会にて、ローラン・ドゥ・ムーザ氏が取締役会立会人に任命された。

(5)　取締役会立会人は、全体の出席率の計算を考慮されない。

取締役会会議は、ブローニュ・ビヤンクールの当グループの本社、または米国アルカテル-ルーセン

ト・インクの本社所在地の米国ニュージャージー州マレーヒルにて通常は開催されている。ただし会議

は、役員、従業員、および取締役間の対話を促進し、取締役がグループの広範囲において事業活動だけで

なく、重要な市場でアルカテル-ルーセント・グループが直面する特定の課題について深く理解できる視

点を持つよう、アルカテル-ルーセント・グループの他の所在地でも定期的に開催する場合もある。

同様の目的でまた、取締役会は適切とみなされる議題でアルカテル-ルーセント・グループ内の上席

執行役員の意見を求め、大半は取締役会会議の前に開催される非公式会議にて対面することができる。取

締役はまた、定期的にアルカテル-ルーセント・グループの、特に潜在的に有力な経歴を持つ従業員と定

期的に会う場を設定している。従業員の職務の業績支援にあたり、取締役会の取締役は、会社に関する、

特に財務分析報告書の関連情報をすべて入手する。取締役会は、専用の保護されたイントラネットサイト

経由で、いつでもこの情報を閲覧することができる。

加えて、取締役会の会議開催前には、5つの専門委員会のうちの1つまたは複数の委員会の会議が開

催される。特に、年次、半期、および四半期の財務諸表を準備する四半期の取締役会議に先立ち体系的

に、監査および財務委員会によって財務諸表が検討される。

監査および財務委員会は、当社の最高財務責任者、および彼のチームメンバー、ならびに開示委員

会、取締役会会長（または、取締役会会長や最高経営責任者の出席が計算されない場合、取締役会会長ま

たは最高経営責任者）のメンバーを、取締役会会長またはグループの役員の出席の可否を問わず、会議に

招待することができる。また同委員会は、各会議の終了時に別途、内部監査の部門長および法定監査人を

アルカテル-ルーセント・グループの役員の出席なく招集することができる。

特定の取締役のスケジュールの問題や、勤務地が遠隔であることが理由で、取締役会は、監査およ

び財務委員会会議、および取締役会議を2日間連続で実施するよう手配するようにしている一方で、取締

役が、書類や情報を十分に検討する時間を確保できるようにしている。

2015年8月31日まで、AFEP-MEDEF法に順守して、大半の取締役会議の終盤には、会長は、CEOおよび

役員と、会議出席の召集を受けた従業員を退席させて取締役の間で議論を主導する。

特に、内規第13条では、当社役員または従業員である取締役が同席しない状態で取締役会を開催

し、執行役員の業績を評価すべきであると定めている。取締役会会長および暫定CEO（またはCEO）はこう

いった会議には参加しない。

委員会会議への参加

取締役会会長、暫定CEO（取締役会会長と最高経営責任者の地位が累積されない場合は取締役会会長

および最高経営責任者）、および委員会のメンバーでない取締役は、個人的状況について話し合いが行わ

れる際の報酬委員会、およびコーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の会議を除き、コンサルベース

の投票のある会議に出席できる。

取締役会立会人の参加

アルカテル・ルーセント付属定款第14条に従い、取締役会立会人は、取締役会議に招集され、コー

ポレート・ガバナンスおよび指名委員会、および報酬委員会の会議を含む、コンサルベースに参加する。

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の勧告を受け、取締役会は、取締役会立会人の参加をすべて

の委員会会議に拡大した。取締役会立会人は、すでに監査および財務委員会、および技術委員会の会議に

参加している。この参加は、従業員を代表する取締役が報酬委員会の会議に参加することを推奨する

AFEP-MEDEF法の新たな規定に準拠している。
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(d.4)　2015年および2016年初頭における取締役会の活動

取締役会の会議は、2015年度は12回の開催で出席率は88%であり、2016年度前半は11回の開催で出席

率は89%であった。取締役会が扱った主な議題は以下のとおりである。

グループの戦略および変革

取締役会は以前に決定された戦略的ガイドラインと2015年についてグループが適用する行動計画の

実行を精査した。こうして取締役会は、2013年6月19日に発表されたシフト計画に従いグループが引き続

き変革に向かうことを確認したほか、グループの構成、手順、および生産リソースの成功に向けた採用と

合理化を確保するために講じられた主な方法を審査した。

2015年度中、取締役会の活動は、ノキアとの取引に焦点を当てており、会合で毎回話し合いが行わ

れた。交渉の進捗状況に関して、グループの経営陣から公表を受け取った。重大な段階に達した会合につ

いて、以下に簡単に要約する。

ノキアとの取引に関連して、取締役会は、財務専門家のZaoui & Coの分析による支援を受けた。同

社は、当社が様々な評価を実行することに携わった。Zaoui & Coは数多くのブリーフィングを提供し、

様々な書面による意見を提出した。Sullivan & Cromwell法律事務所が当社の取引に関する法的側面につ

いて支援し、当社とノキアが締結する了解覚書の草稿を作成した。

2015年2月5日の会合で、取締役会は、当社の将来的なワイヤレス事業のノキアへの売却、バリュ

エーション分析、将来的な価値創造の分析、将来的な実行リスク、取引に関して考えられるタイムテーブ

ルについて検討した。取締役会は、アルカテル・ルーセントのノキアに対する売却についての戦略的合理

性、2つのグループの統合とこういった統合の財務面の産業要素、業務要素、市場要素についても検討し

た。

公開交換オファーによる2つのグループの統合は、2015年3月13日の会合にて、当社とノキアの株価

に基づく交換レート、および、今回のオファーが完了する可能性についてバリュエーション分析を行っ

た。但し、取締役会は、ノキアとの戦略的取引に対する代替手段についても検討した。これには、アルカ

テル・ルーセントのワイヤレス事業の売却、別の形での事業統合や戦略的パートナーシップなども含ま

れ、その時点では、他に実行できる戦略的な代替手段はないと結論付けた。取締役会は、アルカテル・

ルーセントの重要顧客についての考えうる反応についても検討した。

2015年3月29日に行われた会合で、取締役会は、Zaoui & Coが用意した財務プレゼンテーションを受

け取り、提案されている取引のプロセスに関する質問、提案された交換レートの公平性、交換レート交渉

の可能性について表明した。取締役会はサポートを提供し、経営陣に対し、引き続きノキアとの話し合い

を行うことを承認した。2015年4月14日の取締役会会合で、上席執行役員は、ノキアとの話し合いに関す

るアップデートを表明した。取締役会は、了解覚書やノキアのオファー、その財務面や法務面に関する規

約について検討した。これらは、それより前に、Zaoui & CoとSullivan & Cromwellが見直しを行ったも

のである。取締役会は、全会一致で了解覚書を承認し、2015年4月15日に取引についてプレスリリースで

公表した。

了解覚書に署名した後、取締役会は、様々な当局に対して行ったアプローチや、これらの当局から

得られた回答について見直しを行った。この中には、フランス政府、AMFやSECなどの金融当局、こういっ

た手続が必要な国々、特にアメリカ、中国、欧州連合における規制・統括当局が含まれる。

2015年10月28日の取締役会会合で、上席執行役員は、ノキアとの話し合いに関するさらなるアップ

デートを表明した。これは、了解覚書の財務面や法律面について、Zaoui & CoとSullivan & Cromwellに

よる見直しを行った後のことである。Zaoui & Coは取締役会に対し、了解覚書の財務条件について最新の

意見を提示した。この意見に因れば、想定した前提、従った手順、検討事項、記載されている資格や制限

に基づけば、オファーに従って、ADSを含め、アルカテル・ルーセント株式の保有者に対して提案され、

支払われる予定の公開レートは、財務面から見て公平なものだということだった。取締役会は、Associés

en Financeによる独立専門家レポートについても認識した。このAssociés en Financeは、2015年6月4日

に、AMF一般規則の第261-1条と、2つのグループが署名した了解覚書に従って行われる取引の財務規約に

ついて報告を行う目的で、任命されたものである。ノキアのオファーの規約に関する追加的話し合いと検

討を経て、取締役会は、再度、取引を続行することに賛成する表を投じ、AMF規則第231-19条の規定に準

拠した合理的意見を発行し、全会一致で、ノキアのオファーはアルカテル・ルーセント、その従業員、株

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

121/425



主およびADSの保有者を含む利害関係者（ノキアの取締役に3名の取締役が参加することが提案されている

ことについては話し合いになく、合理的意見に投票されなかった）にとっての最善の利益となることを決

定した。

業務面についても取締役会がモニタリングし、2つのグループの業務統合を実行するうえでの統合

チームを設定する手順を開始し、チームの動きについてモニタリングした。取締役会は、中国のものを含

め、新しい業務モデルに対する関心も取り組んだ。

詳細は、アルカテル-ルーセントがAMFに提出した草稿版の対応オファー文書(projet de note en

réponse)を参照すること。

財務諸表と財政状態

取締役会は、2014年度のアルカテル・ルーセント財務諸表および連結財務諸表を審査、承認し、こ

の内容は2015年5月26日の株主総会で株主が承認した。さらに2016年2月10日の取締役会議において、監査

および財務委員会の勧告に従い、法定監査人の出席のもと、取締役会は、2015年度のアルカテル・ルーセ

ントおよび連結財務諸表を承認した。さらに2016年4月26日の取締役会議においてアルカテル・ルーセン

トおよび連結財務諸表を承認した。これは、2016年の株主総会にて株主に承認された。取締役会は、留保

利益勘定に実績を配分すること、および2015年12月31日を期末とする年度も配当金分配の停止を維持する

ことを提案した。

さらに、監査および財務委員会が情報提供した後に、取締役会は、キャッシュ・フロー、年金基金

管理、および当グループ全体の財務状況、ならびに想定される状況の展開を審査した。

取締役会は、アルカテル-ルーセント・グループが直面するリスク、および全体的リスク管理プログ

ラムで実施している手段を調査したうえで、2015年度向けに作成された会長のコーポレート・ガバナンス

および内部統制およびリスク管理報告書も承認した。

 

コーポレート・ガバナンス

取締役会は引き続き、当社の経営体の職務を監督し、また当社がコーポレート・ガバナンスのベス

ト・プラクティスを遵守していることを確認した。2015年、取締役会は、株主総会で、シルヴィア・サ

マーズ女史を新しい取締役とし、 スチュワート・E・アイゼンスタット氏、オリヴィエ・ピウ氏、ルイ・

R・ヒューズ氏の取締役の更新を提案する意見を提出した。

2015年7月29日の会合にて、取締役会は、ミシェル・コンブ氏が当社の最高経営責任者兼取締役の役

職を辞任することを承認した。取締役会が、ノキアとの統合プロセスの開始を希望し、会合で決定された

新しい経営陣への円滑な移行を確保するため、ミシェル・コンブ氏の辞任は2015年9月1日付で発効される

ことで合意された。

報酬委員会とコーポレート・ガバナンス委員会が共同でブリーフィングを行った後、取締役会は、

会長と最高経営責任者の役割を統合する方が適切だと考え、これに従い、フィリップ・カミュ氏を会長兼

CEOの地位に暫定ベースで任命することに決定した。期間は同氏の取締役の期間と同じ、つまり、2015年

12月31日を期末とする会計年度の株主総会までである。

取締役会は、ノキアとの提案された統合について、アルカテル-ルーセントのガバナンス、移行後の

取締役会の公正、ノキアのオファーの成功から生じるグループの経営陣に関する影響についても検討し

た。

ノキアのオファーが成功したのを受けて、取締役会の公正は2016年1月8日に大幅に修正され、新し

い株式保有を反映するようにした。一方で、取締役会は、 ジャン・C・モンディ氏、ルイ・R・ヒューズ

氏、オリヴィエ・ピウ氏、スチュアート・E・アイゼンスタット氏、フランチェスコ・カイオ氏、キム・

クロフォード・グッドマン女史の辞任を承認した。一方で、辞任した取締役の後任として、取締役会は、

リスト・シラスマー氏、ラジーヴ・スーリ氏、ティモ・イハムオティラ氏、サミー・エルハジェ氏、マリ

ア・ヴァルセロナ女史を取締役会にコオプトした。これらメンバーのコオプテーションの承認は、2016年

株主総会で株主によって決定された。コーポレート・ガバナンス委員会および指名委員会は、新しい取締

役、特に、テクノロジー、財務、法律、新興国の分野で様々なスキルを強調した。
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新しい取締役会は、コーポレート・ガバナンスに関するAFEP-MEDEFの推奨に従い、社外取締役の3分

の1、つまり、9名の取締役のうち3名（ジャン・シリル・スピネッタ氏、シルヴィア・サマーズ女史、カ

ルラ・チコ女史）を、新しく作成された社外取締役委員会の構成員とした。

取締役会は、フィリップ・カミュ氏を会長兼最高経営責任者とすることも確認した。

さらに、取締役会は、取締役会業務規則を修正し、取締役会のガバナンスの拡張、独立性基準の強

化、社外取締役に開示する情報の補完、社外取締役委員会の設定が行えるようにした。新しく形成された

社外取締役委員会の役割は、意思決定が会社の利益に合うよう行われるようにし、少数株主の利益を保護

し、取締役会の機能が正しく機能するようにするものである。社外取締役委員会のメンバーは2016年1月8

日に任命された。社外取締役委員会は、2016年2月10日の取締役会会合で最初の報告書を提出した。これ

は、ノキアのオファーの再開、MSA（マスターサービス契約）、中国における組織のアップデートに関す

るものである。

ノキアのオファーの具体的なコンテキストを検討し、取締役会は、当社の内規に準じて、コーポ

レート・ガバナンスおよび指名委員会の監督の下、取締役会の業務について年次評価を実施した。

取締役会は、2015年5月26日の株主総会で、株主は、グループの状況やコーポレート・ガバナンスに

ついて、ノキアとの取引後に採用されるガバナンス措置も含め、公開交換オファーが成功した場合に、会

長兼CEOが直接通知する詳細報告書を通じて連絡が行われることを確認した。また取締役会は、フランス

および米国の証券取引所の規定に従い、確実に投資家および一般人が適切な情報を受けられるようにし

た。

さらには前年どおり取締役会は、当社が倫理および職業上の行為について最も厳格な原則に則って

いることと、営業拠点がある国々に適用される規則および規定に従うことを徹底するように努めた。最高

経営責任者の主導の下、前年通り、グループ内の従業員全員に、当グループの倫理行動規範に規定されて

いる原則を個別に理解することが求められた。

最後に、2016年前半に、取締役会は、新しい取締役会会長および新しい最高経営責任者の任命につ

いて検討し、取締役会会長の職にマーク・ルアンヌ氏を、また最高経営責任者の職にはオリヴィエ・デュ

ラン氏を、2016年6月21日付で任命することを決議した。

 

人事管理および報酬方針

取締役会は、人事管理および報酬に関し、当グループの方針で主要な方向性について定期的に情報

提供した。特に、従業員および主要役員の変動報酬の決定を左右する業績基準を承認し、業績として支

払った金額を再検討した。

さらに取締役会は、従業員および執行役員の業績連動株式制度、および執行役員向けのストック・

オプション制度について業績審査を決定し、グループの業績基準、および当該業績基準に関連する目標を

設定した。2015年5月26日の株主総会で付与された新たな授権に際し、業績連動株式を付与する目的で、

取締役会は2015年7月29日の会議にて、業績連動株式制度を作成することを決定した。

アルカテル・ルーセントとノキアとの統合について、取締役会は、グループ従業員および最高経営

責任者に対する現行の長期報酬スキームに対するいくつかの修正を承認した。ノキアとアルカテル・ルー

セントとの取引の例外的事情を考えると、取締役会は、グループ従業員が保有している全てのストック・

オプションは、特定の条件の元、決定的に権利確定し、さらには、実行されなかった2014年のストック・

オプションのプランに代わるため、取締役会は、未制限株式を関与している従業員に付与する原則を承認

した。2015年4月14日以前に付与された業績連動株式については、公開オファー時点で権利確定していな

い場合、取締役は、受益者に対し、一定の条件の元、こういった業績連動株式の権利を放棄する権利を付

与した。権利放棄と引き換えに、これらの受益者は、関連するプランに基づいて得られるはずだった業績

連動株式と同じだけの株数のアルカテル・ルーセントの株式を受け取った。これらの修正のメリットは、

株式を売却しようとする受益者であり、ノキアのオファーの再開の最終日より最低でも2日前に市場で受

け取られる（「(4.1.5)ノキアのオファーを背景とした長期報酬手段に関して実施されるメカニズム」を

参照のこと）。

ノキアとの取引の例外的事情を考慮した結果、取締役会は、特定の条件で、権利確定条件と保有条

件の放棄を検討し、これが、ミシェル・コンブ氏に付与された業績連動株式にも適用されることを同日に
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決定した。そして、同氏にストック・オプションを付与する（実行できない）という2014年の取り組みを

変更し、一定の条件に基づき、ノキアのオファー完了のもと、未制限のアルカテル・ルーセントの株式を

付与することに決定した。

ミシェル・コンブ氏が最高経営責任者としての役職を辞任した後、取締役会は、ミシェル・コンブ

氏と非競争契約を締結し、比例配分ベースで同氏の長期報酬を調整することを決定した。比例配分は、

(i) 2015年度中のミシェル・コンブ氏の在籍期間、

(ii) 2016年2月10日の取締役会会合で評価を行う経済パフォーマンス基準の達成度（「(2.4)最高経営責

任者（2015年8月31日まで）」のサブセクション「ノキアのオファーと最高経営責任者としての役職の終

了にかかわるミシェル・コンブ氏の報酬に関する規約」を参照のこと）である。

フィリップ・カミュ氏については、取締役会は、報酬委員会の推奨を以て、2014年の業績連動株式

に付随している業績基準の達成度について認知し、当社とノキアとの戦略的統合の一環としてフィリッ

プ・カミュ氏が行った仕事を検討したうえで、取締役は、AFEP-MEDEF規範の第23.2.3条に従い、例外報酬

を与えることを決定した。例外報酬は、「非常に例外的な事情」に基づいて付与されるものである。ノキ

アのオファーの成功を経て、取締役会は、フィリップ・カミュ氏の会長兼CEOとしての役職を確認し、会

社のガバナンスの修正の結果として、フィリップ・カミュ氏の報酬構造を修正した（「(2.3) 取締役会会

長および最高経営責任者（2016年1月8日から2016年6月21日まで）」を参照のこと）。

報酬委員会の推奨および引続きノキア・コーポレーションの最高革新＆執行責任者の職にあるマー

ク・ルアンヌ氏の同意を以て、取締役会は、ルアンヌ氏が2016年6月21日以降の取締役会会長としての新

たな職務について、出席料、長期奨励報酬または退職手当を含む一切の報酬を受取らないことを決定し

た。報酬委員会の推奨を以て、取締役会はまた、デュラン氏の報酬を年間総額900,000ユーロの固定額に

設定し、これを最高経営責任者としての在任期間について比例的に支払うこととした。オリヴィエ・デュ

ラン氏は、2016年6月21日以降の最高経営責任者としての職務に関していかなる変動報酬も長期奨励報酬

も受け取らない。

 

(e)　取締役会委員会の権限および活動

取締役会には、監査および財務委員会、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会、報酬委員

会、技術委員会、社外取締役委員会の5つの専門委員会がある。各委員会には取締役会で承認された独自

の内規がある。各委員会は、提示された議題に関する決定をする唯一の権限を有する取締役会に報告を行

う。

(e.1)　監査および財務委員会

監査および財務委員会の会議は、2015年度は5回の開催で平均出席率は100%であり、2016年度の初頭

は3回の開催で出席率は100%であった。

役割

関連のある本委員会の活動の主な分野：

-　財務諸表

-　内部統制およびリスク管理

-　財務状況、および法定監査人との関係。

また、取締役会に職務の業績について知らせ、直面するあるあらゆる問題について即時通知する。

監査および財務委員会の役割および運営方法は、フランス商法第L. 823-19条、コーポレート・ガバ

ナンスに関する各種のフランスの報告書で勧告されているベスト・プラクティスに従っている。

財務諸表
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取締役会内規の定めによる監査および財務委員会の役割は、当社が採用する会計基準、当社のリス

クおよび重要なオフバランス債務、ならびに最高経営責任者または最高財務責任者から同委員会に

提出されたすべての財務または会計上の事項を審査することである。

同委員会は、連結財務諸表および親会社の財務諸表の作成に使用される会計方法の適切性および一

貫性に加え、アルカテル-ルーセント・グループ・レベルの重大な取引における適切な会計処理を審

査、承認している。

同委員会は、連結の範囲、また状況に応じ、この範囲に特定企業が含まれるべきではない理由を審

査する。

同委員会は、IFRSおよびフランスGAAP（親会社の財務諸表についてはフランスGAAPによる）の双方

に従い、当グループに適用され、アルカテル-ルーセント・グループが適用する会計基準、ならびに

それらを使った場合の影響と、生じる会計処理での差異について審査する。

同委員会は、四半期、半期、および年間のアルカテル-ルーセント財務諸表および連結財務諸表なら

びにアルカテル-ルーセント・グループの予算案を検討する。

内部統制およびリスク管理

監査および財務委員会は、財務情報の収集や検討のための内部手続きが当該情報の信頼性を確保で

きる状態で実施されているかどうか検証する。同委員は、存在するリスク、特に会計および財務報

告で重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクについて特定および分析するプロセスを確保する。ア

ルカテル-ルーセント・グループ内の内部監査部門の部長は、当該部門の業務の業績を同委員会に定

期的に報告する。さらに、同委員会は年に２回、アルカテル-ルーセント・グループの内部監査計画

ならびに内部監査部の運営方法および組織について審査する。同委員会は、内部監査部門の部長の

選任、および実施の可能性のある同人の交代について必要に応じて相談を受ける。

同委員会は、アルカテル-ルーセント・グループ内で構築された財務および連結のプロセスが機能し

ていない可能性を示唆するあらゆる苦情、警告、またはその他の報告（匿名によるものを含む）に

ついて審査する。

当社の監査および財務委員会は、当社のコンプライアンス・プログラムの適切性、当該プログラム

への潜在的な重大な違反、および当社が講じる是正措置を確認するために、最高コンプライアンス

責任者と定期的に会議する。

財務情報

当社の監査および財務委員会はまた、アルカテル-ルーセント・グループの債務、資産計上、および

本資産計上へのあらゆる変更の可能性、ならびに取締役会会長または最高経営責任者により同委員

会に提示されたあらゆる財務または会計上の事項（リスクの範囲および資金管理の一元化等）を審

査する。

同委員会はまた、400百万ユーロを超えるあらゆる有価証券の発行など、アルカテル-ルーセント・

グループの財務諸表に重大な影響を及ぼすすべての金融取引を審査し、取締役会の承認を受けるこ

ととする。

法定監査人

当社の監査および財務委員会は、AFEP-MEDEF法を順守し、法定監査人の選任プロセスを監督し、取

締役会に対してかかる監査人の選任について勧告する。

ある場合は、当社の会計の監査に関係しない任務、または付随的でもかかる監査を直接補完するも

のでもないが法定監査人の職務と矛盾しない任務は、その重大性に関わらず、監査および財務委員

会の承認を受けなければならない。同委員会は、これらの任務が特に、フランス商法第L. 822-11条

の規定に違反しないことを確認する。

監査および財務委員会はまた、法定監査人の独立性を審査および判断し、財務諸表監査に対する当

該監査人の報酬額に関して意見を表明する。
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同委員会は、特定の会計年度中において当社の財務諸表の監査に対して支払われた報酬総額に基づ

き、報酬の上限を定める。この水準を超えた場合、委員会は事前に承認された任務について個別に

権限を付与しなければならない。

2015年および 2016年前半における委員会の取り組み

同委員会は、その各会議において、最高財務責任者および法定監査人による説明を受け、法定監査

人の出席のもと、財務諸表の作成中に最高財務責任者と議論した主な点について審査した。

同委員会は、2014年度と2015年度の当社財務諸表および連結財務諸表、2015年度の半期および四半

期の連結財務諸表、ならびに2016年度の第1四半期計算書を審査した。この審査の準備に当たり、同

委員会は、特にアルカテル-ルーセント・グループに関する信頼性のある情報の開示を確保するため

に作成された開示委員会の業務に依拠している。

いくつかの状況で、同委員会は、アルカテル-ルーセント・グループの主な契約およびその他の契約

義務の結果、財政状況の主な要素、特に資産計上、債務、および年金基金の状況について取り組ん

だ。

委員会は、ノキアのオファーに関連する詳細文書、特に、社外専門家が発行した報告書を詳細に見

直した。委員会は、特に、今回の取引により生み出される費用、年度末財務諸表の締めプロセスの

変更に関する将来的なインパクトや、取引のリスクについて見直しを行った。これらの要素を元

に、委員会は、取締役会に対し、当社の株式の保有者および当社のその他の有価証券の保有者に対

し、ノキアのオファーについて証券を買付することを推奨する合理的意見を発行した。

委員会はまた、2015年5月26日の株主総会にて株主に提出される2015年のアルカテル-ルーセント・

グループ予算、および財務上の権限に関する議決案原稿を審査した。このため、委員会は、エクス

ポージャーと交換比率、および、対米ドルのユーロ安の影響や予算への影響について何回か話し合

いを行った。さらに、参照書類の財務セクション、および2014年と2015年のフォーム20-F、ならび

に内部統制およびリスク管理のうち、特に会計および財務報告書に関する部分について取締役会会

長の報告書の一部を審査した。

財務報告プロセスのモニタリングに関して、委員会は、グループ内の会計手順の変更、特に、特定

の繰延税資産の扱いに関して、委員会は変更について明記した。これにより、過去2年間（2013年と

2014年）の連結財務諸表を再表示することとなった。委員会は、連結財務諸表の注記4の見直しを

行った。これは、これらの変更（「第6 - 1. -連結財務諸表」、注記4「会計取扱と提示の変更」を

参照）の見直しを行い、取締役会が、2015年度連結財務諸表を、暫定の未監査の財務諸表と比較し

て承認することを推奨した。

内部統制およびリスク管理手順の効率性をモニタリングするミッションのなかで、委員会は、グ

ループの経営陣の意見を聞き、経営陣の所見についてメモを取った。特に、サーバン・オクスレー

法の404条が要求する承認プロセスに関するものである。これらの所見は、当社の財務報告に関する

内部統制の重大な弱みを見出した。これは、まず、繰延税資産を認識するプロセスに関する統制、

次に、米国における収益認識プロセスに関する統制である。

また、2014年と2015年向けの内部監査部門の年次報告書に加え、2015年と

2016年向けの内部監査計画も受け取った。社内外の監査人の報告書の見直しを行った。委員会は、

2015年3月13日の会合にて、エンタープライズリスクマネジメント(ERM)プロセスについても見直し

を行った。

最後に委員会は、法定監査人の報告書を審査し、法定監査人報酬の決定に参加した。委員会の2014

年と2015年に設定されたコンプライアンス・プログラム、および2016年に設定された目標につい

て、最高コンプライアンス責任者が簡単に説明した。

(e.2)　コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会

コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会は、2015年度は5回の開催で平均出席率は92%であり、

2016年度初頭は3回の開催で平均出席率は73%であった。

役割
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取締役会内規の定義に則り、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会の役割は、以下のとおり

である。

-　取締役会およびその委員会の構成、組織および運営に関する事項を審査する。

-　取締役の役職を保持し、委員会の職務に当たる要件を満たしている個人を特定し、取締役会に提案

する。

-　当社に適用される一連のコーポレート・ガバナンス原則を策定し、取締役会に勧告する。

-　取締役会およびその委員会の評価を監督する。

-　監査および財務委員会とのジョイントセッションでコンプライアンスの事柄を調査する。

-　報酬委員会とのジョイントセッションで、人事管理方針、およびグループの企業の社会的責任

(CSR)方針の様々な要素を審査する。

-　最高経営責任者のための継承プランを見直す。

2015年および 2016年前半における委員会の取り組み

内規に従い、委員会は2015年度から2016年初頭の間に起こった数多くの事柄を担当したが、主とし

て、ミシェル・コンブ氏退任後の経営陣の変更、取締役会の構成、修正された委員会の構成、およ

び取締役会の年次評価に関するものである。

取締役の一部の委任更新に際し、委員会は、在任期間が2015年5月26日の株主総会終了時に切れる各

取締役の状況を調査し、提案を行った。次の通り提案を行った。(i)スチュワート・E・アイゼンス

タット氏、ルイ・R・ヒューズ氏、オリヴィエ・ピウ氏の在任期間の更新、(ii)ヴェロニク・モラリ

氏、フランチェスコ・カイオ氏の3年の取締役としての任命。これは、2017年12月31日を期末とする

事業年度の財務諸表の承認にあたって招集される株主総会の終了時点で任期切れとなる。委員会

は、FCP 2AL（旧称FCP AN）が提案した、取締役会立会人についての候補者のプロフィールについて

も見直しを行った。この結果、ローラン・ドゥ・ムーザ氏を取締役会立会人としての3年間の期間で

任命することが提案された。これは、2017年12月31日を期末とする事業年度の財務諸表の承認にあ

たって招集される株主総会の終了時点で任期切れとなる。

優先購入権が付いていない増資について、2014年5月28日の株主総会で承認された制限額全額の使用

を検討すれば、取締役会は、財務決議を早期に更新し、全ての財務決議が最新の法律・規制の進展

に準拠できるようにすることを提案した。

これらの代表任命の更新により、2014年3月29日の「フロランジュ法」第2014-384号の規定も考慮で

きるようになった。これは、実体経済を再補足することを目的としており、会社の株式の公開オ

ファー中の経営母体の中立原則の必須適用を終わらせるものである。この変更に関係なく、取締役

会は、当社株式の公開オファー中は、経営母体の中立原則を維持することを決定した。この結果、

取締役会は、株主総会の事前承認なくして、公開オファー期間中は、財務代表任命を使用すること

はできない。

委員会はまた、AFEP-MEDEF法の規定に照らし、取締役の独立性を審査した（「(a)コーポレート・ガ

バナンスの原則」を参照のこと）。

ミシェル・コンブ氏が最高経営責任者としての役職を辞任するにあたって、委員会は、同氏の離職

条件、および、ノキアが公表した公開交換オファー後までの暫定の経営陣の擁立について、報酬委

員会と共同で見直しを行った。委員会は、ミシェル・コンブ氏と非競争契約を締結することを推奨

した。これは、フィリップ・

カミュ氏の会長兼CEOとしての地位を統合し、ジャン＝シリル・スピネッタ氏を主導取締役として任

命するものである。

ノキアのオファーの一環として、委員会は、フィリップ・カミュ氏の、取締役会会長就任から辞任

までの間に付与または取得されたアルカテル・ルーセント株式に対する義務についても分析した。

2015年12月1日、委員会は、フィリップ・カミュ氏の、アルカテル・ルーセント株式の維持義務を排

除し、ノキアのオファーで株式を買い付けできるようにすることを推奨した。

委員会は、マンデートが無効になるまでの追加の出席料に関して購入する株式を維持する義務につ

いても取締役の状況を分析した。委員会は、辞任する取締役は、辞任後、インサイダー情報がない
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限り、再開されたノキアのオファーに対応する株式を買い付けることができることを発見した。3名

の残る取締役に関しては、委員会は、追加の出席料で購入した株式を維持する義務を維持すること

を推奨した。

ノキアのオファーに関して、委員会は、AFEP MEDEF規範とNYSEのコーポレート・ガバナンス規則に

遵守できるよう実行されているガバナンスメカニズムの見直しを行う一方で、ユーロネクスト・パ

リとNYSEに上場されているアルカテル・ルーセントの株式とADSについて、少数株主の利益を守れる

ようにした。委員会は、特に、独立基準や社外取締役委員会の確立の強化について推奨した。社外

取締役委員会の主な責任は、利害衝突の回避である。さらに、委員会は、アルカテル・ルーセント

とノキアとの間でマスターサービス契約を実施することで、2社の統合を可能にしながら少数株主の

利益を尊重できるようにする。

ノキアのオファーが完了した後、委員会は、2016年1月8日、ノキアが提案した候補者のステータス

について、辞任する取締役に関して取締役としてコオプテーションすることについても検討した。

委員会は、新しい取締役のスキルの多様性について触れたうえで、任命を推奨した。取締役会を構

成する取締役全員の独立性について見直しを行った。

最後に、2016年に、コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会は、マーク・ルアンヌ氏を新たな

取締役会会長に、またオリヴィエ・デュラン氏を新たな最高経営責任者に任命するよう、勧告し

た。

(e.3)　報酬委員会

報酬委員会は、2015年度は7回の開催で出席率は88%であり、2016年初頭は4回の開催で出席率は100%

であった。

役割

取締役会内規の定義に則り、報酬委員会の役割は、以下のとおりである。

-　取締役、会長、最高経営責任者、および経営委員会の主要役員とメンバーの報酬について、提案事

項を策定し、取締役会に提案を行うこと

-　上席執行役員の長期報酬に関する提案を審査すること。特に、アルカテル-ルーセント・グループ

の従業員と上席役員への会社の株価にリンクされた業績連動株式の付与、ストック・オプションの

付与、および他の利益分配のスキームを含む

-　制度の導入を取締役会に提案し、これらの長期証券の条件（権利確定条件、出席、および業績）に

関する勧告を行う

-　実施した長期報酬証券の業績を審査し、委員会に状況の最新情報を伝える

-　当社が従業員に保留している増資に対するすべての提案の見直しを行うこと

-　コーポレート・ガバナンスおよび指名委員会とのジョイントセッションで、人事管理方針、および

アルカテル-ルーセント・グループのCSR方針の様々な部分を審査する

2015年および 2016年前半における委員会の取り組み

委員会は、会社の長期報酬方針（業績連動株式とストック・オプションの付与を含む）の構成要素

を審査した。以前の業績連動株式およびストック・オプション制度に適用される業績基準を審査し

た。2015年5月26日の株主総会で、早期更新を推奨し、草稿版の法律が提供する柔軟性を成長と活動

に向けて活用できるよう、業績連動株式の発行を推奨した。これは、その後採用された（経済機会

の成長、活動、公平性について2015年8月6日の法律第2015-990号）。2015年7月、3,745名に業績連

動株式を付与する制度の実施を承認した。

また委員会は、2015年度の当社の新しい変動報酬制度（達成ボーナス計画- ABP）に関係する基準と

目標を承認した。当社のリーダーシップの定めによる。委員会は、セグメントの営業キャッシュフ

ローに基づく当社の2015年全体の業績レベルと、顧客満足度調査を通じて測った顧客満足度レベル

について見直し、承認を行った。
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ノキアのオファーについては、委員会は、まだ権利確定や利用可能になっていないストック・オプ

ションや業績連動株式の受益者のための繰上と流動性メカニズムを推奨した。また、2014年に承認

され、株式付与プランが実行されていないストック・オプションプランの置き換えについても推奨

した。ノキアのオファー後のアルカテル・ルーセント株式に影響を与える可能性がある流動性の減

少について、委員会は、フィリップ・カミュ氏の義務の放棄と、リーダーシップ・チームのメン

バーがアルカテル・ルーセント株式を保有することの義務の放棄を推奨した。

委員会は、2014年と2015年度の取締役会会長と最高経営責任者の報酬の構成要素を審査した。特

に、最高経営責任者の変動報酬、およびその業績連動株式の権利確定を条件付ける業績基準に関わ

る部分を確認した。特に、2014年に取締役会会長に割り当てられた業績連動株式のための業績基準

の2年間という評価の権利確定期間の終了まで延期することを推奨した。

アルカテル・ルーセントとノキアとの統合について、グループの従業員にとってメリットとなる長

期報酬の金融商品に対して行われる修正を考慮したうえで、報酬委員会は、ミシェル・コンブ氏の

報酬の一定部分、特に、業績連動株式と2014年ストック・オプションプランの変更（実行できな

かったもの）を、「(4.1.5) ノキアのオファーに関する長期報酬金融商品に関して実施されている

メカニズム」および「(2.4) 最高経営責任者（2015年8月31日まで）」に記載されている、従業員に

適用される原則に従い、修正を行うことを推奨した。ミシェル・コンブ氏が最高経営責任者を辞任

するという意思決定を受けて、委員会は、非競争契約に署名することを推奨し、同氏の年金権は、

業績の見直しを条件とし、退職手当が満たされていないという支払条件についても認識してもらう

ということを知らせた。

2016年1月8日、当社とのノキアとの間の戦略的統合でフィリップ・カミュ氏が達成した実績、特

に、新しい経営陣への移行についての尽力について、委員会は、フィリップ・カミュ氏に対して、

AFEP-MEDEF法の第23.2.3条に記載されている「非常に例外的事情」をベースにした例外的報酬を同

氏に付与することを推奨した。ノキアのオファーの成功を経て、取締役会は、フィリップ・カミュ

氏の会長兼CEOとしての役職を確認し、会社のガバナンスの修正の結果として、フィリップ・カミュ

氏の報酬構造を修正した。「(2.3)取締役会会長および最高経営責任者（2016年1月8日から2016年6

月21日まで）」に記載されている。

同委員会は、報酬グループレベルの人事関連事項を分析したほか、コーポレート・ガバナンスおよ

び指名委員会とのジョイントセッションでは、主要社員の能力開発戦略、および専門的かつ報酬の

公平性に関わる方針に注目した。

委員会は、本文書でかかる情報が公表される前に、執行役員の報酬に関する情報も分析した（「4.-

(2) 執行取締役および役員の状況」）。

最後に、同委員会は、マーク・ルアンヌ氏が取締役会会長としての新たな職務について出席料、長

期奨励報酬または退職手当を含む一切の報酬を受取らないことを勧告した。報酬委員会はまた、

デュラン氏の報酬を比例的に支払われる年間総額900,000ユーロの固定額に設定すること、およびオ

リヴィエ・デュラン氏は最高経営責任者としての職務に関していかなる変動報酬も長期奨励報酬も

受け取らないことを提案した。

(e.4)　技術委員会

技術委員会は、2015年度は4回の開催で出席率は90%であった。

役割

取締役会内規の定義に則り、当委員会の役割は、以下のとおりである。

-　研究開発業務(R&D)の基準、および新製品発売における主な技術上のオプションを審査する。

-　委員会に対しては、アルカテル-ルーセントが学会や研究団体と連携して行う科学的、技術的共同

プロジェクトの進捗状況について常に情報が提供される。

-　　R&D費用、R&Dプログラムに関連するリスクとリスク緩和制度、技術の傾向、および破壊をもたら

す脅威または機会について審査する。

-　競合他社のベンチマークを行い、当グループのR&Dの効率とコストを評価する。
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委員会は次の点について取締役会に勧告を行う。

-　製品戦略および業績（市場占有率、サービス品質、およびアクションプラン）

-　プログラム管理

-　研究開発資金の配分

-　長期の技術戦略および改革の機会

2015年における委員会の取り組み

会合のなかで、委員会は、アルカテル・ルーセントのための戦略的ビジョンについて話し合った。

例えば、IPやクラウドにおける可能性のある加速やギャップ、ノキアとの取引発表後の業界ダイナ

ミクスなどである。また、アルカテル・ルーセントの製品ポートフォリオや年間品質プログラムを

審査した。特に、公共データに関する主要なテクノロジーのトピックに関して、ノキアとの統合や

分離について注意が注がれた。同委員会は、パートナーシップ戦略、クラウドコンピューティング

分野の成長、おおよびネットワークの仮想化など、アルカテル・ルーセントの主要プロジェクトの

一部を詳細に審査した。最後に委員会は、一連のプロファイル審査、および一部の競合他社の戦略

的な位置付けの審査を実施した。

(e.5)　社外取締役委員会

社外取締役委員会は、2016年1月8日の取締役会の意思決定で設立された。ここでは、構成、任期、

ミッションについて確率した。

社外取締役委員会は、設立から6回の会合を行い、出席率は100%だった。

役割

取締役会内規の定義に則り、社外取締役委員会のミッションは、以下のとおりである。

-　全体的な経営組織の選択の審査、コーポレート・ガバナンスの規則の適用の変更の見直し、取締役

会の機能の評価の準備、倫理的問題の見直し、ガバナンス機関の適切な機能についての確認、特

に、社外取締役が要求する情報の伝達

-　取締役会会長に依頼し、特定の議題や既にスケジュールされている取締役会会合の議題に記載され

ている追加事項について、いかなる時でも、ミッションに関連して招集を依頼できる

-　ガバナンスに関して株主が行った要求を見直し、回答を株主に必ず提供すること

-　取締役会の議決の前に、取締役会内規第2条 (8) および (9) に従い、取締役会の承認を条件とす

る意思決定について、合理的に必要な情報を全て受け取ること

-　取締役会の推奨の前に、取締役会内規第2条 (8) および (9) に従い、取締役会の承認を条件とす

る意思決定について、合理的に必要な情報を全て提出すること

-　利害衝突に関して、取締役全員の認識を問う予防的役割を果たすこと。目的

は、認識される可能性があり、実際の利害衝突またはその可能性を特定し、回避するため、それを

停止すること、取締役に対して、実際の利害衝突またはその可能性について、執行役員や取締役会

メンバーに知らせ、推奨を取締役会の行うこと

-　ノキアと当社が締結したマスターサービス契約の実行に関連した一切の情報を要求してもよい

-　ノキアと当社が締結したマスターサービス契約の実行を監督することを担当する運営委員会の会合

の議事録を提供される

-　規約に従い、マスターサービス契約に基づき確立された運営委員会がエスカレートした一切の紛争

の調停を行う

-　自身の活動について、取締役会の決定した日に、毎年報告を行う

そのためにも、委員会は、当社のその他のあらゆる委員会のメンバーに対し利益相反、関連する当

事者の契約、当社と関連会社との間の契約で、委員会の事前確認を条件するものに関連したことに

ついて相談できる。
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委員会は助言と推奨を行い、取締役会に報告を行う。取締役会は、提出された事柄に対する意思決

定について単独権限を持っている。

2016年前半における委員会の取り組み

ノキアとアルカテル・ルーセントとの戦略的統合の実行について、社外取締役委員会は、ノキアと

アルカテル・ルーセントが締結する予定の将来のサービス契約を管轄するマスターサービス契約と

フレームワーク契約の承認に関して、特定の推奨を発行した。マスターサービス契約は、関連する

当事者の取引に関するもので、フレームワーク契約は、関連しない当事者の取引に関するものであ

る。そのためにも、社外取締役委員会は草稿版契約の見直しを行った。委員会は、関連する当事者

の取引に関して、当社、もっと広く言えば、アルカテル・ルーセント・グループにとってのマス

ターサービス契約の利益を認識した。これは、「4.-(3)規制対象の契約」に記載されている承認手

順を条件とし、関連しない当事者の取引に関してはフレームワーク契約の利益を認識する。これ

は、この手順を条件としない。特に、委員会は、両方の契約の財務条件が、当社、そして、適用さ

れる場合は子会社にとって公平で合理的になるように検討した。この結果、委員会は、これらの契

約の規約を承認し、取締役会に対して、当社と子会社にとっての両方の契約の利益を認識し、その

規約を承認した。

さらに、委員会は、ノキア・コーポレーションがアルカテル・ルーセントUSAインクに対して、2017

年と2020年の優先債の償還の資金調達のためのリボルビング流動性サポート枠や、アルカテル・

ルーセント・グループと子会社の一般的目的について見直しを行った。委員会は、この枠の条件

は、アルカテル・ルーセント・グループの会社利益に一致していると検討した。この結果、委員会

は、取締役会が新しいリボルビング枠を承認することを推奨した。

最後に、委員会は、ノキア・コーポレーションとアルカテル・ルーセント・パーティシペーション

ズが締結したリボルビング信用枠の主な条件の見直しを行った。このリボルビング融資枠は、アル

カテル・ルーセント・パーティシペイションズの一般的な目的で利用できる。委員会は、このリボ

ルビング融資枠は、アルカテル・ルーセント・パーティシペイションズ、およびもっと広範にはア

ルカテル・ルーセント・グループの会社利益に合っていると考えた。この結果、委員会は、取締役

会がリボルビング融資枠を承認することを推奨した。
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(2)　【監査報酬の内容等】

2014年およびvd2015年における法定監査人の報酬および国際ネットワークは以下のとおりである。

（パーセントを除き、
単位は千ユーロ）

デロイト・アソシエ
（デロイト・トゥシェ・トーマツ・

ネットワーク）

アーンスト・アンド・ヤング
（アーンスト・アンド・ヤング・

ネットワーク）

2014年 2015年 2014年 2015年

1.監査

監査報酬（法定監査、連結財務諸表の
監査および認証） 7,372 81% 8,544 75% 6,795 78% 7,256 74%

証券発行企業 2,438 27% 2,877 25% 2,398 28% 2,822 29%

連結事業体 4,934 54% 5,667 50% 4,397 50% 4,434 45%

監査関連報酬 1,638 18% 2,331 21% 1,723 20% 1,614 17%

証券発行企業 140 2% 2,268 20% 1,289 15% 1,322 14%

連結事業体 1,498 16% 63 1% 434 5% 292 3%

小計 9,010 99% 10,875 96% 8,518 98% 8,870 91%

2.その他のサービス（非監査関
連）

税務サービス 123 1% 195 2% 122 1% 36 0%

その他サービス 25 0% 299 3% 98 1% 865 9%

小計 148 1% 494 4% 220 2% 901 9%

合計 9,158 100% 11,369 100% 8,738 100% 9,771 100%

上表は、2014年および2015年に関する、当グループの連結企業におけるアルカテル-ルーセントの独立監

査人の報酬および国際ネットワークを示している。

独立監査人の独立性をめぐる米国の規制要件に従って、監査および財務委員会は、当社の独立監査人が提

供する、特定の監査および容認可能な非監査サービスの事前承認に関する方針を導入した。当社の独立監査人

は、これらのサービスが監査および財務委員会により事前に承認されたサービスの一覧に含まれていることを

確認した後にのみ、かかるサービスを提供する委託が可能となる。禁止されていないが事前に承認されたサー

ビスには含まれていないサービスは、監査および財務委員会による個別の承認を得なければならない。

注記1　監査報酬（法定監査、連結財務諸表の監査および認証）

この項目には、適用ある法律または規則により課せられるサービスが含まれている。より具体的には、第

2、第5、および第6章の専門基準に関するCNCC指針において想定されるサービスが含まれている。監査報

酬は、当グループの連結財務諸表およびすべての連結企業（フランスおよび国外）の法定計算書類の年次

監査について請求された報酬で構成されている。これらにはまた、SECへの提出書類、およびサーベンス-

オクスリー法第404条に従った内部統制に関する手続きを含む文書の審査が含まれる。

注記2　監査関連報酬

監査関連報酬は、独立監査人あたり、または当社（またはその関連会社）の財務諸表の監査を実施するこ

とに合理的に関連するサービスに関わるそのネットワークあたりに請求される報酬で構成されている。か

かるサービスは、IFAC（国際会計士連盟）倫理規範の第10条、第23条、および第24条にそれぞれ該当する

ものである。かかる手続きまたはサービスは一般に非経常的であり、独立監査人のみが合理的に提供し得

る。

注記3　その他のサービス（非監査関連）

非監査関連のサービスとは、独立監査人によって提供されるサービスである。これらのサービスはIFAC倫

理規範の第24条に従って実施される。監査以外のサービスには、税務サービスおよび多くの場合コンサル

ティングとして分類されるその他のサービスが含まれる。

注記4　税務サービス
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税務サービスには、税務コンプライアンス、税務助言、および税務計画が含まれる。これらには国外居住

者へのサービス全般を含めることができる。かかるサービスは一般に非経常的である。

注記5　その他サービス

その他のサービスは、当社の独立監査人が提供するすべてのサービスで、上記の個別の分類に該当しない

ものである。かかるサービスはほとんどが個別的および非経常的である。
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第６【経理の状況】

(a)　本書記載のアルカテル-ルーセント（以下「アルカテル-ルーセント」または「当社」とい

う）とその連結子会社（以下併せて「当グループ」という）の原文の連結財務諸表は、欧

州連合が承認した国際会計基準（以下「IFRS」という）に準拠して作成されている。ま

た、本書記載の親会社財務書類は、フランスにおける諸法令及び一般に公正妥当と認めら

れる会計原則に準拠して作成されている。邦文の連結財務諸表および親会社財務諸表（以

下、併せて「邦文の財務諸表」という）は、原文の連結財務諸表および親会社財務諸表

（以下、併せて「原文の財務諸表」という）を翻訳したものである。当グループの財務諸

表の日本における開示については、「財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規

則」（昭和38年大蔵省令第59号）第131条第1項の規定が適用されている。

なお、日本とIFRS、および日本とフランスとの一般に認められた会計および報告原則の主

要な差異については、「第6 - 4. IFRSと日本の会計原則の差異、およびフランスと日本で

適用される会計原則の差異」に記載されている。

(b)　原文の財務諸表は、フランスの独立監査人であるアーンスト・アンド・ヤング・エ・オト

ルおよびデロイト・アソシエの監査を受けている。独立監査人の報告書原文、およびその

訳文は、本年次有価証券報告書に掲載されている。

なお当社および当グループの財務諸表には、金融商品取引法施行令（昭和40年政令 第321

号）第35条の規定に基づく「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（昭和32年大蔵省

令 第12号）第1条の3の規定が適用されるため、日本の公認会計士または監査法人による監

査は必要とされていない。

(c)　邦文の財務諸表には、原文の財務諸表中のユーロ表示の金額のうち主要なものについて円

換算額が併記されている。日本円は、1ユーロ = 119.11円の為替レートでユーロの金額か

ら換算されている。日本円への換算には2016年6月16日現在の東京外国為替市場における対

顧客電信直物売買相場の仲値の為替レートが使用されている。

(d)　日本円および第6の2.から4.までの事項は原文の財務書類には記載されておらず、当該事項

における原文の財務書類への参照事項を除き、上記(b)の監査の対象になっていない。
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1【財務書類】

(1)【連結損益計算書】

 

（単位：1株当りの金額を除き、百万） 注記 2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

収益 (5) & (6) €　14,275 €　13,178 €　13,813

売上原価
 

(9,132) (8,770) (9,491)

売上総利益
 

5,143 4,408 4,322

(十億円) 612 525 515

一般管理費および販売費
 

(1,761) (1,621) (1,862)

研究開発費
 

(2,378) (2,215) (2,268)

再編費用、訴訟、取引関連費用、連結持分売却益／

（損）、資産の減損および退職後給付制度の

改訂計上前営業活動からの利益（損失） (5) 1,004 572 192

(十億円) 120 68 23

リストラクチャリング費用 (25) (401) (574) (518)

訴訟
 

(31) 7 (2)

連結持分売却益／（損）
 

(1) 20 2

取引関連費用 (3) (104) - -

資産の減損 (11) (193) - (548)

退職後給付制度の改定 (23) 404 112 135

営業活動からの利益（損失）
 

678 137 (739)

(十億円) 81 16 (88)

金融費用 (7) (269) (291) (392)

その他の金融収益（損失） (7) (136) (211) (318)

関連会社および合弁企業の純利益（損失）持分
 

2 15 7

所得税および廃止事業計上前利益（損失）
 

275 (350) (1,442)

法人所得税損益 (8) (24) 327 106

継続事業の利益（損失）
 

251 (23) (1,336)

廃止事業からの（利益）損失 (9) (16) (49) (25)

純利益（損失）
 

235 (72) (1,361)

(十億円) 28 (6) (162)

うち以下に帰属する分     

・　親会社の株主
 

206 (107) (1,371)

・　非支配株主持分
 

29 35 10

1株当たり利益（損失）（ユーロ） (10)
   

・　基本的1株当たり利益（損失）     

-　継続事業
 

0.08 (0.02) (0.55)

(円) 9 (2) (66)

-　廃止事業
 

(0.01) (0.02) (0.01)

(円) (1) (2) (1)

-　親会社の持分保有者に帰属
 

0.07 (0.04) (0.56)

(円) (8) (5) (67)

・　希薄化後1株当たり利益（損失）：     

-　継続事業
 

0.08 (0.02) (0.55)
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(円) 10 (2) (66)

-　廃止事業
 

(0.01) (0.02) (0.01)

(円) (1) (2) (1)

-　親会社の持分保有者に帰属
 

0.07 (0.04) (0.56)

(円) (8) (5) (67)

(1) 2013年および2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

(2)【連結包括利益計算書】

 

（単位：百万ユーロ） 注記 2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

当年純利益（損失）
 

€　235 €　(72) €　(1,361)

(十億円)

それ以降損益計算書に再分類される項目
 

419 551 (242)

売却可能金融資産 (15) 2 8 11

為替換算差額
 

417 544 (253)

キャッシュ・フロー・ヘッジ (26b/iii) - (1) -

自己資本に直接認識された項目に係る税金 (8) - - -

後に損益計算書に再分類されない項目
 

922 (1,817) 1,584

保険数理上の（損）益および資産制限ならびにIFRIC

14号による調整 (23c) 933 (1,822) 1,667

自己資本に直接認識された項目に係る税金 (8) (11) 5 (83)

当年度その他の包括損益合計
 

1,330 (1,266) 1,342

当年度の包括損益合計
 

1,576 (1,338) (19)

(十億円) 188 (159) (2)

うち以下に帰属する分     

・　親会社の株主
 

1,493 (1,453) (14)

・　非支配株主持分
 

83 115 (5)

(1) 2013年および2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

(3)【連結財政状態計算書】

 

（単位：百万ユーロ）

資産 注記

2015年

12月31日

2014年

12月31日
(1)

2013年

12月31日
(1)

非流動資産：     

のれん (11) €　3,215 €3,181 €3,156

無形資産、純額 (12) 1,435 1,011 1,001

のれんおよび無形資産、純額
 

4,650 4,192 4,157

有形固定資産、純額 (13) 1,382 1,132 1,075

関連会社およびジョイント・ベンチャーへの投資 (14) 20 51 35

その他の非流動金融資産、純額 (15) 361 406 322

繰延税金資産 (8) 2,334 2,061 1,742

前払年金費用 (23) 2,935 2,636 3,150

その他の非流動資産 (21) 509 429 413
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非流動資産計
 

12,191 10,907 10,894

(十億円) 1,452 1,299 1,298

流動資産：     

棚卸資産および仕掛品、純額 (17) & (18) 1,600 1,971 1,935

営業債権およびその他の債権、純額 (17) & (19) 2,535 2,528 2,482

前渡金および未成工事支出金 (17) 45 43 46

その他の流動資産 (21) 778 877 751

当期法人所得税
 

64 64 33

市場性のある有価証券、純額 (15) & (24) 1,626 1,672 2,259

現金および現金同等物 (16) & (24) 4,905 3,878 4,096

売却目的で保有する資産を除く流動資産
 

11,553 11,033 11,602

売却目的で保有する資産および売却目的で保有する処分グループに含まれる資産 (9) 39 65 142

流動資産計
 

11,592 11,098 11,744

(十億円) 1,381 1,322 1,399

資産合計
 

23,783 22,005 22,638

(十億円) 2,833 2,621 2,696

 

（単位：百万ユーロ）

自己資本および負債 注記

2015年

12月31日

2014年

12月31日
(1)

2013年

12月31日
(1)

自己資本：     

資本金
 

€　152 €　141 €　140

株式払込剰余金
 

21,232 20,869 20,855

控除自己株式（原価）
 

(1,084) (1,084) (1,428)

累積赤字、利益剰余金、公正価値およびその他の準備金
 

(16,281) (17,043) (13,931)

自己資本に直接認識されたその他の項目
 

34 (24) 218

為替換算差額
 

17 (345) (808)

親会社の所有者に帰属する純利益（損失）
 

206 (107) (1,371)

親会社の持分保有者に帰属する持分
 

4,276 2,406 3,675

非支配株主持分 (14d) 904 833 730

自己資本合計 (22) 5,180 3,239 4,405

(十億円) 617 386 525

非流動負債：     

年金、退職金およびその他の退職後給付 (23) 4,506 5,163 3,854

（転換社債およびその他の社債－1年超） (24) 4,394 4,696 4,711

その他の長期債務 (24) 238 179 211

繰延税金債務 (8) 946 872 990

その他の非流動負債 (21) 561 175 188

非流動負債計
 

10,645 11,085 9,954

(十億円) 1,268 1,279 1,186

流動負債：     

引当金 (25) 1,139 1,364 1,416

長期および短期債務－1年内返済予定 (24) 579 402 1,240

前受金 (17) & (19) 794 810 681

営業債務およびその他の債務 (17) 3,578 3,571 3,518

当期法人所得税負債
 

65 73 93
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その他の流動負債 (21) 1,789 1,429 1,237

売却目的で保有する処分グループに関連する当期負債
 

7,933 7,649 8,185

売却目的で保有する処分グループに関連する負債 (9) 14 32 94

流動負債計
 

7,958 7,681 8,279

(十億円) 948 915 986

自己資本および負債合計
 

23,783 22,005 22,638

(十億円) 2,833 2,621 2,696

(1)2013年および2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

 

（単位：百万ユーロ） 注記 2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

親会社の所有者に帰属する純利益（損失）
 

€　206 €　(107) €　(1,371)

非支配株主持分
 

29 35 10

調整 (27) 780 681 1,546

運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動によるキャッ

シュ・フロー (27) 1,015 609 185

流動資産および流動負債の純増減（財務活動を除く）：     

棚卸資産および仕掛品 (17) 342 (72) (216)

営業債権およびその他の債権 (17) 93 18 138

前渡金および未成工事支出金 (17) 5 4 5

営業債務およびその他の債務 (17) (227) (167) 25

前受金 (17) (53) 88 (19)

その他の流動資産および負債
 

275 (35) 34

利息および税金計上前営業活動によるキャッシュ・フロー
 

1,450 445 152

利息受取額
 

66 65 66

支払利息
 

(264) (290) (362)

税金(支払)／受取
 

(75) (93) (77)

営業活動によるキャッシュ・フロー
 

1,177 127 (221)

(十億円) 140 15 (26)

投資活動によるキャッシュ・フロー：     

有形・無形資産売却収入
 

77 92 36

設備投資
 

(580) (556) (463)

貸付金およびその他の非流動金融資産の減少（増加）
 

26 19 19

連結会社または持分法適用会社の支配権取得のための現金支出 (27) (109) (14) -

連結会社の支配権喪失による現金収益 (27) (1) 84 -

従前の連結会社および非連結会社の売却収入
 

34 (7) 3

市場性のある有価証券取得の売却による現金収益

（取得のための現金支出）  
68 617 (723)

投資活動によるキャッシュ・フロー
 

(485) 235 (1,128)

(十億円) (58) 28 (134)

財務活動によるキャッシュ・フロー：     

短期借入金の発行／(返済)
 

(73) 117 (643)
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長期債務の発行
 

85 1,143 4,087

長期債務の返済／買戻
 

(270) (2,575) (2,062)

支配権喪失を伴わない連結会社の持分変動に関連する現金収益

（支出）  
- - -

通貨換算を伴う借入金の為替レート変動の影響、純額
 

(23) (86) 9

増資
(2)

 
82 30 965

支払配当金
 

(12) (12) (6)

財務活動によるキャッシュ・フロー
 

(211) (1,383) 2,350

(十億円) (25) (165) 280

廃止事業の営業活動によるキャッシュ・フロー (9) 11 34 65

廃止事業の投資活動によるキャッシュ・フロー (9) 30 71 (64)

廃止事業の財務活動によるキャッシュ・フロー (9) - 65 (15)

為替レートの変動の影響、純額
 

505 633 (292)

現金および現金同等物の純増加（減少）
 

1,027 (218) 695

現金および現金同等物の期首残高
 

3,878 4,096 3,401

(十億円) 462 488 405

現金および現金同等物の期末／年末残高
(3)

 
4,905 3,878 4,096

(十億円) 584 462 488

売却目的で保有する資産に分類された現金および現金同等物の

期末残高  
- - -

(十億円) - - -

売却目的で保有する現金および現金同等物と分類された

現金および現金同等物の期末残高  
4,905 3,878 4,096

(十億円) 584 462 488

(1)2013年および 2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

(2)そのうち82百万ユーロ、15百万ユーロ、16百万ユーロは、それぞれ2015年、2014年、2013年に行使されたストックオプション関連（注

記22cを参照）。

(3)この金額には、為替管理規制のある国において保有する現金および現金同等物が、2015年12月31日時点で1,505百万ユーロ（2014年12

月31時点で1,019百万ユーロ、2013年12月31日時点で756百万ユーロ）が含まれている。

(5)【連結自己資本変動計算書】

 

（株式数以外は

百万ユーロ） 株式数
(1)

資本金

追加払込

剰余金

累積赤字、

利益剰余金

およびその

他の準備金

自己資本に

直接認識さ

れたその他

の項目

自己

株式

為替

換算

差額

純利益

（損失）

親会社の

保有者帰

属分

少数

株主

持分 合計

利益処分後　2012

年12月31日現在、

以前に報告した通

り 2,268,383,604 4,653 15,352 (15,963) 34 (1,567) (571) - 1,938 745 2,683

調整（注記4を参照

のこと） - - - 657 - - - - 657 - 657

利益処分後　2012

年12月31日現在、

以前に報告した通

り 2,268,383,604 4,653 15,352 (15,306) 34 (1,567) (571) - 2,595 745 3,340

2013年における自己

資本変動 - - - - - - - - - - -
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2013年包括損益合計

(2) - - - 1,410 184 - (237) (1,371) (14) (5) (19)

減資 - (4,542) 4,542 - - - - - - - -

増資 455,568,488 23 903 - - - - - 926 - 926

OCEANE 2015の転換 15,658,262 1 47 (1) - - - - 47 - 47

その他の変動 10,763,621 5 11  - - - - 16 - 16

株式報酬 - - - 19 - - - - 19 - 19

自己株式 6,285,811 - - (116) - 139 - - 23 - 23

配当金 - - -  - - - - - (10) (10)

2013年発行のOceane

2018の

資本部分、税抜き - - - 66 - - - - 66 - 66

その他の調整 - - - (3) - - - - (3) - (3)

繰入 - - - (1,371) - - - 1,371 - - -

利益処分後　2013

年12月31日現在、

以前に報告した通

り 2,756,659,786 140 20,855 (15,302) 218 (1,428) (808) - 3,675 730 4,405

(十億円) 17 2,484 (1,823) 26 (170) (96) - 438 87 525

2014年における

自己資本変動 - - - - - - - - - - -

2014年包括損益

合計
(2)

- - - (1,566) (242) - 462 (107) (1,453) 115 (1,338)

その他の変動 11,878,073 1 14  - - - - 15 - 15

株式報酬 - - - 16 - - - - 16 - 16

自己株式 11,774,084 - - (314) - 344 - - 30 - 30

2014年発行の

Oceane 2019

および2020の資

本部分、

税抜き - - - 121 - - - - 121  121

配当金 - - - - - - - - - (12) (12)

その他の調整 - - - 2 - - - - 2 - 2

繰入 - - - (107) - - - 107 - - -

利益処分後　

2014年12月31

日現在、以前

に報告した通

り 2,780,311,943 141 20,869 (17,150) (24) (1,084) (345) - 2,406 833 3,239

(十億円) 17 2,486 (2,043) 3 (129) (41) - 287 99 386

2015年における

自己資本変動 - - - - - - - - - - -

2015年包括損益

合計
(2)

- - - 866 58 - 362 206 1,493 83 1,576

その他の変動
(3)

42,831,440 2 80 - - - - - 82 - 82

自己株式 4,627 - - - - - - - - - -

OCEANE 2018の転換

(4) 147,958,658 7 204 (15) - - - - 196 - 196
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OCEANE 2019の転換

(5) 15,220,628 1 48 (3) - - - - 46 - 46

OCEANE 2020の転換
 

(6) 9,894,363 1 31 (4) - - - - 28 - 28

株式報酬 - - - 26 - - - - 26  26

配当金 - - -  - - - - - (12) (12)

その他の調整 - - - (1) - - - - (1) - (1)

利益処分前 2015

年

12月31日現在 2,996,221,659 152 21,232 (16,281) 34 (1,084) 17 206 4,276 904 5,180

(十億円) 18 2,529 (1,939) 4 (129) 2 25 509 108 617

利益処分（案） - - - 206 - -  (206) - - -

利益処分後2015年

12月31日現在 2,996,221,659 152 21,232 (16,075) 34 (1,084) 17 - 4,276 904 5,180

(十億円) 18 2,529 (1,945) 4 (129) 2 - 509 108 617

(1)注記22を参照のこと。

(2)連結包括利益計算書を参照のこと。

(3)オプションの行使と業績連動株の権利確定を主要因とし、42,831,440株が発行された（注記22を参照のこと）。

(4)2018年に満期の到来するOCEANE転換社債の発行済み分の転換の結果、147,958,658株が発行された（注記22を参照のこと）。

(5)2019年に満期の到来するOCEANE転換社債の発行済み分の転換の結果、15,220,628株が発行された（注記22を参照のこと）。

(6)2020年に満期の到来するOCEANE転換社債の発行済み分の転換の結果、9,894,363株が発行された（注記22を参照のこと）。
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(6)【連結財務書類注記】

 
アルカテル・ルーセントS.A.（「アルカテル・ルーセント」）は、フランス商法およびフランスにおける事業会社が準拠すべき全ての法

的要請の適用を受けるフランスの公開有限責任会社である。アルカテル-ルーセントは1898年6月18日に設立され、2086年6月30日に解散す

る予定だが、株主の決議によって期限が延長または短縮される可能性もある。アルカテル-ルーセントは、主に、パリおよびニューヨーク

証券取引所に上場している。

本連結財務諸表は、アルカテル-ルーセントおよびその子会社（「グループ」）ならびに関連会社（「持分法適用会社」）および合弁会社

への投資損益および財政状態を反映したものである。本財務諸表はユーロで表示されており、百万ユーロ単位未満は四捨五入されてい

る。

グループは、テクノロジー、アプリケーションおよびサービスを開発・統合して、革新的でグローバルなコミュニケーション・ソリュー

ションを提供している。

2016年2月10日、アルカテル-ルーセントの取締役会は、2015年12月31日現在の予備連結財務書類の公表を承認した。

注記1　会計方針の概要

 

アルカテル-ルーセントの有価証券がユーロネクスト・パリに上場されているため、また、欧州連合の2002年7月19日付の規則1606/2002号

に従って、グループの連結財務書類は、当社の取締役会の連結財務書類の公表承認日現在で欧州連合（「EU」）が採用しているIFRS（国

際財務報告基準）に準拠して作成されている。

IFRS は以下で閲覧できる。http://ec.europa.eu/finance/accounting/index_en.htm。

IFRSには、国際会計基準審議会（「IASB」）が承認した基準である国際会計基準（「IAS」）、およびIFRS解釈指針委員会 (IFRIC) ない

しその前身の解釈指針委員会 (SIC) が公表した会計解釈指針が含まれる。

2015年12月31日現在、IASBが公表したIFRSおよび義務付けられているIFRSはすべて、以下の二点を除き、EUから承認されているもの、お

よびEUで義務付けられているものと同じである。

・IAS 39号「金融商品：認識と測定」（2003年12月改訂）。EU では部分的にしか採用されていない。EUが採用していない部分は、アルカ

テル-ルーセントの財務書類に影響はない。

従って、グループの連結財務諸表は、IASBが公表する国際財務報告基準に準拠している。

2015年12月31日時点の、同日締め要約中間連結財務諸表において採用されている会計方針ならびに測定の原則は、2014年フォーム20-F

（「2014年監査済み連結財務諸表」）上の年次報告書に含まれる、2014年12月31日時点の同日年度締めの監査済み連結財務諸表で使用さ

れているものと同一である。但し、EUが課している、2014年7月1日以降に開始される年度に必須となっているIFRSへのそれ以降の修正や

改善で、アルカテル・ルーセントの財務状態に影響がないものは既に適用されている。

・改訂IAS第19号「確定拠出制度：従業員拠出金」（2013年11月公表）

・IFRSの年次改善（2010～2012年）（2011～2013年）（2013年12月公表）

2014年第1四半期、IASBは以下のIFRSを公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認はまだ行われておらず、実施

後もグループの財務諸表に影響を与えるものではない。この暫定基準は、グループの財務諸表に影響を与えるものではない。

・IFRS第14号「規制繰延勘定」（2014年1月公表）。

2014年第2四半期、IASBは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を公表し、2015年7月に明確事項を提案した。2015年9月、IASBは

IFRS第15号への修正を公表し、発効日を1年間遅らせて2018年1月1日とした。この新しいIFRSには、顧客との契約に適用される5段階の認

識モデルが含まれており、収益が、顧客に移送される商品やサービスに対して認識されることを要求するものである。この基準は全ての

現行のIFRS収益認識ガイダンスに取って代わる。現時点では、不ループの連結財務諸表へのこの新しいIFRSによる効果は決定しておら

ず、現在、報告手順やシステムが、将来の発効日に備えて適用・準備できるよう、影響について評価しているところである。EUはこの基

準をまだ承認していない。

2014年第2四半期、IASBは既存IFRS改訂を2点公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認はまだ行われておら

ず、実施後もグループの財務諸表に重大な影響を与えるものではないと予測される：

・IFRS第11号「共同営業事業における持分取得の会計処理」の改訂（2014年5月公表）。

・IAS第16号およびIAS第38号「減価償却及び償却の許容される方法の明確化」の改訂（2014年5月公表）

IAS第38号の改訂に関して、グループは現在、(a) ある製品の現在の総収益がその製品の現在および将来の予想総収益の合計に占める割合

を使用して計算した金額と (b) その製品の見積残りの経済的有効期間にわたる定額法により計算した金額とのいずれか大きい方として、

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

144/425



資産計上されたソフトウェア開発費を償却している。但しこの改訂には、無形資産の使用を含む事業活動によって生まれた利益に基づく

償却方法が適切ではない覆えしうる推定が存在する。この方法の使用は限定されており、償却方法の変更がグループの財務諸表に重大な

影響を与えることはないと考えている。

2014年第3四半期、IASBは以下のIFRSを公表した。これは、2018年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認はまだ行われておらず、実施

後はグループが報告する資産、負債および利益の金額および時期に影響を与える可能性がある。影響の範囲は現時点では不明であり、合

理的な推測はできない段階にある：

・IFRS第9号「金融商品」（2014年7月公表）。

2014年第3四半期、IASBは既存IFRS改訂を2点公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認が行われており、実施

後もグループの財務諸表に重大な影響を与えるものではないと予測される：

・IAS第27号「個別財務諸表における持分法」の改訂（2014年8月公表）。

・IFRSの年次改善（2012～2014年）（2014年9月公表）。

2014年第4四半期、IASBは既存IFRS改訂を公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認が行われており、実施後も

グループの財務諸表に重大な影響を与えるものではないと予測される：

・IAS第1号「開示イニシアティブ」の改訂（2014年12月公表）。

2014年第4四半期、IASBは既存IFRS改訂を公表した。これは、2016年1月1日以降にのみ適用され、EUによる承認がまだ行われておらず、実

施後もグループの財務諸表に重大な影響を与えるものではないと予測される：

・IFRS第10号、IFRS第12号およびIAS第28号「投資事業体：連結の例外の適用」の改訂（2014年12月公表）

a/ 作成の基準

連結財務諸表は、IFRSに準拠して取得原価主義に基づき作成されている。ただし、一定の種類の資産および負債については、例外とされ

ている。例外とされた種類については、以下の注記に詳細が記載されている。

b/ 連結方法と持分変動

グループが単独で支配している子会社は、全部連結法により連結されている。

IFRS第11号「共同協定」に基づき、グループが共同で支配している会社は、共同経営または合弁企業のいずれかとして計上されることに

なっている。当グループが共同で支配している場合、契約から生じる個別の資産、負債、相当する収益や費用を考慮している。合弁企業

への投資はIAS第28号に基づいて会計処理が行われた。

IAS第28号「関連会社および合弁企業への投資」に従い、その他グループが重要な影響力を有する会社（「関連会社」への投資または持分

法適用会社）は、持分法により会計処理されている。グループによる議決権の所有割合が20% 以上である場合には重要な影響力があると

推測される。

IFRS第10号「連結財務諸表」に従って、仕組企業は、仕組企業がグループによって支配されていることがグループと仕組企業との関係の

実体によって示されている場合に、連結対象となる。グループ内取引および配当金によって発生するグループ内の残高、取引、未実現損

益は、全額除外されている。

支配権の喪失には至らないアルカテル-ルーセントの子会社持分変動は、自己資本に計上される。アルカテル-ルーセントが子会社の支配

権を喪失した場合、前子会社の資産（のれんを含む）、負債、関連する自己資本、および非支配株主持分の帳簿価額については認識を中

止する。その子会社に関連するその他の包括利益において以前に認識された利益または損失およびあらゆる金額は、損益において認識さ

れる。前子会社に関連する投資があれば、支配権を喪失した日付時点の公正価値で測定する。

c/ 企業結合

IFRS第3号に基づき、企業結合はパーチェス法により会計処理されている。ある目標以上の支配を獲得すると、その資産、負債および債務

は、IFRSに準拠して、取得日現在の公正価値により測定される。IFRS第3号（改定）では、対象に対する支配権を取得する場合、非支配株

主持分は、公正価格あるいは対象の正味識別可能資産のいずれかで測定する。現在までに記録されているすべての企業結合は、IFRS 3号

（改定）の発効日である2010年1月1日以前に発生したものであるため、当グループが公正価格で支配権を取得した対象の少数株主持株分

の測定は現時点ではまだ行っていない。旧IFRS 3号では、少数株主持分は常に、対象の正味識別可能資産の正味公正価格の割合に基づい

て評価される。従って当グループでは、対象の正味識別可能資産の持分に基づいてすべての非支配株主持分を測定している。企業結合の

費用とグループが取得した純資産の公正価値のグループ持分との間の差額は、のれんとして認識される（有形および無形資産を参照）。
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企業結合が発効した会計年度の末日までに企業結合の当初の会計処理が完了できない場合には、当初の会計処理は取得日から12カ月以内

に完了しなければならない。買収に帰属する取引費用は経費勘定として処理される。ただし、企業結合に関連する債券または持分金融商

品の発行費用は除外となり、これらは商品の帳簿価額に含まれる。

企業結合に関連する繰延税金の会計処理については、以下の注記1lに記載されている。

企業結合に関連して取得した会社のストック・オプションの会計処理は、以下の注記1sに記載されている。

d/ 外貨表示財務書類の計算

ユーロ以外を機能通貨とする連結子会社の財政状態計算書は、期末日現在の為替レート（財政状態計算書日のスポット・レート）で、ま

た当該連結子会社の損益計算書、包括利益計算書およびキャッシュ・フロー計算書は期中平均為替レートでユーロに換算される。その結

果生ずる為替換算差額は、自己資本の「為替換算差額」に計上される。

在外事業体の取得から生じたのれんおよび公正価値修正は、その事業体の資産および負債とみなされる。それゆえ、これらは、その事業

体の機能通貨により計上され、期末日現在の為替レートによりユーロに換算される。

e/ 外貨建取引の換算

外貨建取引は、取引時の為替レートで換算される。期末における外貨建貨幣性資産および負債は、同日現在の為替レートで換算される。

その結果生ずる差額は、損益計算書のその他の金融収益（損失）に計上される。

取得原価で評価される外貨建非貨幣性資産および負債は、取引日時点の為替レートを使って換算される。公正価格で評価される外貨建非

貨幣性資産および負債は、公正価格が決定された日の為替レートを使って換算される。

機能通貨がユーロではない在外子会社への純投資に対する経済的ヘッジである外貨建金融商品にかかる換算差額は、その投資の売却時ま

で、自己資本の「為替換算差額」に表示される。

f/ 研究開発費および資産計上開発費

研究開発費は、以下を除き、IAS 38号「無形資産」に従って、発生年度に費用計上される。

・開発費：次の基準を満たす場合には、無形資産として資産計上される。

－ 当該プロジェクトが明確に定義されており、コストが個別に識別され、正確に測定されている。

－ 当該プロジェクトの技術的実現可能性が論証されている。

－ プロジェクトにおいて完成した製品を使用あるいは販売するための能力が実証されている。

－ 当該プロジェクトを完了し、プロジェクトにおいて完成した製品を使用または販売する意図がある。

－ 当該プロジェクトにより完成した製品の潜在市場があるか、社内利用の場合には、その有用性が明らかになっている。当該プロジェ

クトが、将来的に経済的利点をもたらし得ると信じる根拠がある。

－ 当該プロジェクトを完成させるために十分な技術および財源が利用できる。

これらの開発費は、関連するプロジェクトまたはそれが具体化された製品の見積有効期間にわたって償却される。資産計上された開発費

の償却は、関連する製品の発売などの直後から開始する。

特にソフトウェアについては、有効期間は以下のように決定される。

・社内利用される場合は、使用見込年数による

・外部で利用される場合は、販売、賃貸またはその他の全ての流通手段における予測に基づく。

資産計上されたソフトウェア開発費は、プログラミング、コーディングおよびテストの段階で発生した原価である。設計および企画、製

品の定義書および仕様書の段階で発生した原価は、費用として会計処理される。

資産計上されたソフトウェア開発費の報告期間中の償却費は、(a) ある製品の現在の総収益がその製品の現在および将来の予想総収益の

合計に占める割合を使用して計算した金額と (b) その製品の見積残りの経済的有効期間にわたる定額法により計算した金額とのいずれか

大きい方とする。

社内利用ソフトウェアの資産計上された開発費の償却は、恩恵を受ける機能に応じて機能別に会計処理される。

・顧客設計エンジニアリング費（顧客との契約条件に基づき請求可能な費用）は、工事契約にかかる仕掛品に含まれる。

企業結合に関して、アルカテル-ルーセントは重要と見込まれる研究開発中プロジェクトに取得原価の一部を配分している。かかる企業結

合の分析過程で、アルカテル-ルーセントは未商業化技術について、内部開発ではなく、購入という決定をすることがある。こうした決定
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に際しては、アルカテル-ルーセントが電気通信／データ・ネットワーキング産業における急速な技術進歩の最先端にとどまるための既存

の機会を考慮している。

企業結合により取得された研究開発中プロジェクトの公正価値は、収益の現在価値の計算、プロジェクトの進捗状況の分析、プロジェク

トの全体的な貢献の評価およびプロジェクトのリスク、市場参加者が使用するであろう仮定を示す情報に基づき評価される。

研究開発中プロジェクトの評価に使用される予測収益は、市場の規模および成長要因、技術進歩の動向およびアルカテル-ルーセントとそ

の競争企業による新製品の性質と時期に関する予測に基づいている。これらのプロジェクトの純将来キャッシュ・フローは、プロジェク

トに関連した売上原価、営業費用および税金の影響についての経営陣による見積に基づいている。

購入した研究開発中プロジェクトに配分された価額はまた、進捗段階、その段階までの仕事の複雑性、その後の開発の困難性、既に発生

した費用、およびプロジェクト完成までの見込費用を考慮して修正される。

この価額は、純キャッシュ・フローを現在価値に割引計算して決定される。割引率は、アルカテル-ルーセントの加重平均資本コストに開

発ライフサイクルに内在する追加的リスクを考慮した上で選択されている。

資産とみなされる資産計上された開発費（社内で発生して資産計上されたものまたは企業結合の取得価額に反映される資産のいずれか）

は、通常3年ないし10年の期間にわたり償却される。

減損テストは、注記1gに記載の方法を用いて実施される。

g/ のれん、無形資産と有形固定資産

IAS16号「有形固定資産」およびIAS38号「無形資産」に従って、原価が信頼性をもって測定でき、かつ将来の経済的便益がグループに流

入すると見込まれるものだけが、資産として認識される。

IAS 36号「資産の減損」に従って、一定の事象または市場環境の変化によって無形資産および有形固定資産に減損のリスクがある場合に

は必ず、かかる資産の正味帳簿価額が回収可能価額（公正価値（売却費用控除後）と使用価値のいずれか高い方の価額として定義され

る）を下回っているかどうかを判断するために、詳細な検討が行われる。使用価値は、資産の継続的な使用およびその最終的な処分によ

る見積将来キャッシュ・フローを割引いて測定される。有効期間が無限である無形資産（商標権等）については、最低年に1回減損テスト

が行われる。

回収可能価額が正味帳簿価額を下回る場合には、これら2つの金額の差額が減損損失として計上される。有形固定資産または無形資産の減

損損失は、回収可能価額が正味帳簿価額を上回る場合には戻入が認められる（ただし、当初計上された損失を上限とする）。

のれん

企業結合によって発生するのれんは、支払われる対価の合計と、企業結合後に未払いとして残る非支配株主持分、該当する場合は取得企

業が被取得企業において以前保有していた株式持分の買収日時点での公正価値の差額から、買収日時点での取得した識別可能資産と負債

を差し引いたものに相当する。こののれんは、連結財政状態計算書の資産で認識される。

のれんについては、最低年に1回、当年の第4四半期中に減損テストを行う。減損テストは、グループの資金生成単位 (CGU)（減損テスト

が実施されるレベルの製品部門または製品部門のグループとして考えられる）の回収可能価額と各製品部門の純資産（のれんを含む）の

帳簿価額との比較に基づいて行われる。すべてののれんはCGUに割り当てられる。アルカテル-ルーセントの報告体系上、製品部門は、2つ

の報告セグメント（中核ネットワーク、接続事業）の二階層下に位置するものである。かかる回収可能価額は、主として、今後5年間の割

引キャッシュ・フローと割引後の残りの価値を用いて決定される。

CGUの回収可能価額の潜在的な減少を示す事象が発生した時点で、追加的な減損テストも実施される（注記2cおよび注記11参照）。のれん

の減損損失は、戻入れることができない。

持分法適用会社ののれんは、関連会社の関連する投資額とあわせて計上される。関連会社への純投資に関して減損損失の認識が必要かど

うかを判断するにあたっては、IAS第39号の規定が適用される。減損損失はIAS 36号の規定に準拠して計算される。

のれんが配分された一つ以上のCGUの構成が変わるような報告体系の見直しが行われた場合には、基礎となるCGUに変動があったのれんに

ついては、新たに減損テストが行われる。2013年1月1日、事業体がCGU内の業務を処分する場合に使用するのと同様の相対価値アプローチ

を用いてこうした再配分が行われた。

無形資産

無形資産は、物理的な実体のない金銭以外の識別可能資産を指す。無形資産は、価額から償却累計額と減損損失の累計額を差し引いて計

上される。資産に起因する予測される将来の経済的利点がグループにもたされる可能性があり、資産の価額が信頼性の高い形で計測可能

な場合にのみ計上される。

無形資産は、主に、資産計上された開発費および主として取得技術または顧客との関係など企業結合において取得された資産を含む。特

定の商標権を除く無形資産は、通常、定額法により3年ないし10年の見積耐用年数にわたって償却される。売上原価、研究開発費（取得技

術、進行中の研究開発費（IPR&D等）または一般管理費および販売費（顧客関係）の範囲で、資産割当に応じて償却が考慮される。減損損
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失は上記の科目またはリストラクチャリング計画の一部であればリストラクチャリング費用として会計処理され、非常に重要であれば区

分掲記される場合もある（注記1n を参照）。資産計上された開発費の償却は、関連する製品の発売などの直後から開始する。商標権は無

限の有効期間を持つ可能性があり、それゆえ償却されない。

無形資産の売却に係るキャピタル・ゲイン（ロス）は通常、原資産に応じて、損益計算書において、対応する費用項目（売上原価、一般

管理費および販売費または研究開発費）のもとで会計処理される。
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有形固定資産

有形固定資産は、グループにとっての取得原価で評価され、減価償却累計額および減損損失累計額が控除される。減価償却費は、一般に

以下の耐用年数にわたり計算される。

 

建物および建物改造費 5～50年

インフラストラクチャー設備 5～20年

施設および機械装置 1～10年

減価償却費は定額法により計算される。

ファイナンス・リース契約または長期レンタル契約を通じて取得した固定資産で、資産の所有に付随する事実上すべてのリスクおよび便

益がグループ（テナントとして）に移転するものは、資産計上される。

残余価値が重要とみなされる場合には、減価償却費の計算にあたり考慮される。有形固定資産は、それぞれの構成要素の見積耐用年数に

大きな差がある場合には、構成要素ごとに別途計上され、これに従って減価償却される。

減価償却費および減損損失は、損益計算書上、対象資産の性質に応じて、売上原価、研究開発費ないし一般管理費および販売費として、

会計処理される（注記1n参照）。

さらに、有形固定資産の売却に係るキャピタル・ゲイン（ロス）は通常、原資産に応じて、損益計算書において、対応する費用項目（売

上原価、一般管理費および販売費、研究開発費またはリストラクチャリング費用）のもとで会計処理される。

h/ 棚卸資産および仕掛品

IAS第2号「棚卸資産」に従い、棚卸資産および仕掛品は、取得原価（適用ある場合には製造間接費を含む）と正味実現可能価額のいずれ

か低い方の価額で評価される。価額は、資本加重平均コスト計算式、または先入先出法 (FIFO) コスト計算式を使って割り出される。

正味実現可能価額は、正常な事業期間における見積販売収益から販売に要する見積費および完成に要する見積費を控除した金額である。

i/ 自己株式

アルカテル-ルーセントまたはその子会社が所有する自己株式は、取得原価で評価され、自己資本から控除される。かかる株式の売却収入

は、自己資本に直接計上される。

j/ 年金および退職給付債務ならびにその他の従業員および退職後給付債務

アルカテル-ルーセントが設立されている各国の法律および慣行に従って、グループは従業員給付制度に加入している。

確定拠出型制度に関しては、グループは、拠出期限到来時に拠出額を費用として計上する。グループは拠出額を超える部分については、

かかる制度に関する法的ないしは擬制的債務を負っていないため、引当ては行っていない。確定給付型制度およびその他の長期従業員給

付制度のための引当金は、以下の方法により決定される。予測単位給付積増方式（退職時の予測給与に基づく）を用いて、勤続期間毎に

追加の給付単位受給権が与えられ、それぞれの単位が別々に測定されて最終的な債務が計算される。死亡率、従業員離職率および将来の

給与水準の予測等の保険数理上の仮定が債務の計算に使用される。保険数理上の仮定の変更は、財政状態計算書の持分において認識され

る。

勤務費用は「営業活動からの利益」において認識され、利息費用および制度資産の期待収益は、「金融収益(損失)」において認識され

る。制度改訂の影響は、重要であれば、損益計算書の特定の項目において表示される（注記1nを参照）。

生命保険や健康保険（特に米国）などのその他一定の退職後給付または長期勤続メダル（特にフランスおよびドイツの会社において従業

員の長期勤続に対して与えられるボーナス）もまた、引当金として認識される。これらについては、退職給付引当金に使用されるものに

類似した保険数理計算によって決定される。

従業員株式オプションの会計処理については、以下の注記1sに詳述されている。

k/ リストラクチャリング引当金およびリストラクチャリング費用

IAS第37号「偶発債務および偶発資産」に従い、リストラクチャリング準備金の識別基準は、(i) 当社が財政状態計算書の日付時点で第三

者に対して負債を負っている場合、(ii) 負債（返済を遂行するための将来的な流出）が発生している可能性が（50%を超える確率で）あ

る場合、および (iii) この負債が妥当な方法で推測できる場合、である。

かかる基準を満たすためにリストラクチャリング活動費用を準備するにあたり、当社では適切なレベルの経営幹部が、特にリストラク

チャリング活動の実施を特定するために、リストラクチャリング計画を承認し、財政状態計算書の作成日までに発表を行わなければなら
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ないものとしている（例えば、対象となる従業員の数、各従業員の職種、担当業務、勤務地など）。財政状態計算書の作成日より前に、

従業員が自分が受け取ることになる給付の種類や金額を十分に予測できるような形で、計画の詳しい内容を従業員に伝えなければならな

い。また、実行が求められるその他の関連リストラクチャリング活動は、変更の可能性なしで、比較的短期間（一般的には1年未満）で実

現できるよう見積もる必要がある。

リストラクチャリング費用は、主に解雇退職金、早期退職、役務提供のない解雇通知期間における費用、退職する従業員の訓練費用、設

備閉鎖または製品ラインの廃止に関連する費用、およびグループが行う事業の範囲または事業の方法に重要な変更をもたらす計画に起因

する費用である。

その他の費用（移転費用、移転する従業員の訓練費用等）ならびにリストラクチャリングのための措置に直接関係する固定資産、棚卸資

産および仕掛品その他の資産の除却費用もまた、損益計算書においてリストラクチャリング費用に含まれる。

リストラクチャリング計画に関連する解雇退職金の支払見込額に対する引当金は、その支払日が会社の正常営業循環を超える場合で、か

つ貨幣の時間的価値が重要であるとみなされる場合には、現在価値により評価される。時間経過が支払額の現在価値に与える影響は「そ

の他の金融収益（損失）」に計上される。

l/ 税

当期法人所得税

当期所得税の資産および負債は、税務当局から回収する、あるいは税務当局に支払うことが予測される金額に基づいて算出され、財政状

態計算書に反映される。金額を算出するために使用する税率や税法は、当グループが事業を行い、課税所得を生み出す国において、報告

日時点で制定されているもの、あるいは実質的に制定されているものである。

株式に直接認識された項目に関連する当期法人税またはその他の包括利益はそれぞれ、損益計算書ではなく、株式またはその他の包括利

益において認識される。解釈が適用される税規制の影響を受ける状況に関して、経営幹部が定期的にグループの納税を考慮した上で状況

を評価し、必要に応じて規定を定める。

繰延税金

繰延税金は、資産および負債の課税基礎とその帳簿価額との間に生じるすべての一時差異に対して、負債法により計算される。この計算

には、もっぱら税務目的で計上された子会社の個別財務諸表上の仕訳の振戻しが含まれる。税率の変更から生じる金額はすべて税率変更

が決定された期の自己資本、純利益（損失）、またはその他の包括利益に反映される。

繰延税金資産は、将来において税額還付が実現する可能性が高い場合に、連結財政状態計算書に計上される。繰延税金資産および負債に

対して割引は行われない。

グループの繰延税金資産の回収可能性を評価するために、以下の要素が勘案される。

・課税所得を生じさせるか、取崩しにより税控除を減らすことが予想される繰延税金負債の存在。

・将来の課税所得の予測。

・近年の利益ないしは損失に含まれるが、今後は発生しないと見込まれる一時的な費用の影響。

・過去の課税所得に関する実績データ。

・必要に応じ、帳簿価額よりも価値の高い資産の売却計画などのタックス・プランニング。

企業結合の結果、取得企業が、企業結合前に認識していなかった繰延税金資産を回収する可能性が高いと考える場合がある。例えば、取

得企業は、その企業の未使用の税務上の損失の潜在的な税金軽減効果を被取得企業の将来の課税所得に対して使用することができる。そ

うした場合には、取得企業は繰延税金資産を認識するが、それについては、企業結合の会計処理の一部には含めず、そのため、のれん、

または、被取得企業の識別可能資産、負債および偶発債務の正味の公正価値に対する取得企業の持分が企業結合原価を超過する額の決定

に当たり、考慮されていない。

企業結合の当初の会計処理時には、被取得企業の税務上の繰越欠損金またはその他の繰延税金資産による潜在的な税金軽減効果が修正

IFRS第3号の区分認識の要件を満たさなかったが、事後的に実現した場合には、取得企業は、その結果生じる繰延税金利益を損益計算書上

で認識する。ルーセントとの企業結合に関連する繰延税金資産が、結合後企業の将来の財務諸表上で認識される場合には、その影響は、

（旧アルカテルおよびルーセント両社の事業体に関連する未認識の税務上の損失について）損益計算書上で会計処理される。

納税請求に関して認識された罰金は、損益計算書上の「法人所得税（費用）収益」に計上される。

m/ 収益

収益には、付加価値税 (VAT) 控除後のグループの主要な事業活動における物品、設備およびサービスの純売上高、ならびにライセンス手

数料および収益補助金による収入が含まれる。
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顧客との合意についての説得力のある証拠が存在し、引渡しが行われ、製品の所有に付随する重要なリスクと便益が顧客に移転し、収益

の金額が信頼性をもって測定でき、当該取引に関連する経済的な便益がグループに移転する可能性が高いときに、物品および設備の販売

にかかる収益の大部分がIAS第18号「収益」で認識される。物品、設備、サービスないしはソフトウェアの正式の実質的な受入れに関する

顧客の特別な指定がある契約については、その受入れ基準をすべて満足する現在まで、収益は認識されない。

製品のリベートやボリューム・ディスカウントは、販促活動により無償で配布される製品を含め、収益から控除される。

収益は、一般に、受け取ったか受け取ることになる対価の公正価値で測定される。延べ払いが公正価値の計算に重大な影響を与える場合

には、将来の支払額を割り引いて会計処理される。

回収可能性の評価は収益または費用が認識されるべきかどうかを判断するにあたり重要である。収益認識過程の一環として、グループ

は、取引に伴う経済的な便益がグループに流入する可能性が高いかどうかを評価する。グループに経済的な便益が流入するかどうかが不

確実であれば、収益は繰延べられ、現金主義で認識される。しかし、既に収益に計上されている金額の回収可能性に疑義が生じた場合に

は、回収可能性が高くなくなった金額については、費用計上され、「売上原価」に含められる。

据え付けおよび統合サービスを伴う製品を含む契約のような、複数の契約要素からなる契約による収益は、内部または第三者による市場

価格の分析、または引渡未済要素の公正価値の繰延によって決定された各会計単位の相対的な公正価値に基づき、各会計単位の収益が稼

得されるに応じて、認識される。引渡済みの要素は、顧客にとって単独でも価値があり、引渡未済の要素の引渡または履行がほぼ確実

で、実質的にグループの管理下にあるとみなされる場合には、独立した会計単位とみなされる。これらの基準を満たさない場合には、そ

の契約による収益は全体として、前段落に記載された基準に準拠して、単一の会計単位として会計処理される。

残りの収益は、IAS 11号「工事契約」に基づき、工事契約で認識される。工事契約は、単一の資産または設計、技術および機能またはそ

の最終的な使用目的について相互に密接に関連しているかもしくは相互に依存している資産（主として顧客仕様のネットワーク・ソ

リューションおよび2四半期を超える期間にわたるネットワークの構築）の組合せの工事について特別に取決められた契約として定義され

ている。工事契約から生じる収益については、グループは、上記基準の適用にあたって、特定の条件が満たされた場合には、契約上定め

られたマイルストーンの達成または総見積原価に対する発生原価のいずれかに基づく工事進行基準を採用している。工事契約に基づく損

失が見込まれる場合には、直ちに売上原価として認識される。顧客の受入れが不確実である場合または契約期間が比較的短期の場合に

は、発生原価のうち回収可能な部分を限度として収益を認識するか、または工事完成時に認識する。工事契約原価は、工事契約の成果を

確実に見積もることができない場合には、発生時に認識される。こうした状況下では、発生原価のうち回収可能と見込まれる範囲までを

収益として認識する。工事契約に基づく仕掛品（未成工事支出金）は、製造原価で計上されており、一般管理費および販売費は含まれて

いない。遅延賠償金ないし契約履行上の瑕疵に対する引当金の繰入額は収益に含められ、売上原価に計上されることはない。

工事契約に関連して、実施前の業務について受取った前受額は、前受金に計上される。その段階までに発生した費用に認識済利益を加算

し認識済損失（契約損失引当金の場合）と中間請求額の合計を控除した金額が契約毎に決定される。この金額が正の値であれば、「工事

契約に係る顧客債権」の資産として注記17に開示される。この金額が負の値であれば、「工事契約に係る顧客債務」の負債として注記17

に開示される。

ソフトウェアがグループのハードウェアに組み込まれ、ソフトウェアおよびハードウェアがともに機能して製品の重要な機能を引き渡す

場合、当該取引はハードウェア取引とみなされ、IAS第18号が適用される。ソフトウェア・ソリューションのライセンス供与、販売その他

の市場化から生ずる収益については、グループもIAS第18号の指針を適用するが、複数のソフトウェア要素を区別するには、複数のソフト

ウェア要素が必要である。この場合、グループは、販売者特有の客観的証拠 (VSOE) が必要である。さらに、こうした取引の引渡未済の

要素が引渡済要素の機能に不可欠である場合には、当該要素が引き渡されるか、または最後の要素が引き渡されるまで収益を繰り延べ

る。最後の引渡未済の要素がサービスである場合は、当該取引の収益はサービス期間にわたり比例的に認識される。

サービスのみを販売する契約については、トレーニングないしコンサルティング・サービスからの収益は、サービス提供時に認識され

る。販売後の顧客サポートを含む保守管理サービス収益は、繰延べられ、サービス契約期間にわたり比例的に認識される。その他のサー

ビスからの収益は、通常、サービス提供時に認識される。

小売業者や流通業者を経由して行われる製品販売については、他のすべての収益認識基準が満たされている場合には、そうした売上がそ

の製品を流通業者が第三者に販売することを条件としておらず、販売契約が返品権を定めていなければ、収益は流通経路への出荷現在で

認識される。そうでない場合には、収益は、再販業者または流通業者が製品をエンド・ユーザーに販売した現在で認識する。

リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度

の改訂計上前営業活動からの利益（損失）

アルカテル-ルーセントは、グループの財務業績理解のために、損益計算書上で営業活動からの利益（損失）中に小計を表示することが適

切であると考えている。

この「リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度改正計上前営業活動からの利益

（損失）」という小計には、その性質、発生頻度および／または重要性の観点から予測価値がないと考えられる要素が除かれている。

そうした要素は、以下の2つの類型に分けることができる。
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・発生が稀で金額が大きい要素。例えば、資産の多額の減損、投資の売却、重要な影響のある訴訟の解決または年金もしくはその他の退

職後給付制度の重要な改訂など。

・その性質から、重要な場合に、その重要性および／または発生頻度を予測できない要素。アルカテル-ルーセントは、その金額をその期

の営業活動からの利益（損失）とだけ比較するのではなく、その項目の過去の推移との関係で評価すべきだと考えている。例えば、リ

ストラクチャリング費用は期間によって大きく変動する。

営業活動からの利益（損失）には売上総利益、一般管理費および販売費、研究開発費（注記1f を参照）ならびに特に、年金費用（財務項

目を除く、注記1jを参照）、従業員利益分配、債権にかかる評価引当金（注記1qに記載された2種類の顧客への資金供与を含む）ならびに

無形資産および有形固定資産の処分によるキャピタル・ゲイン（ロス）、その他のすべての営業費用または収益が、性質、発生頻度およ

び／または重要性の観点からの予測価値の有無にかかわらず、含まれる。

「営業活動からの利益（損失）」は、「金融収益」および「その他の金融収益（損失）」（これには退職給付費用の財務項目、金融費用

および金融資産（非連結会社または持分法により連結された会社における持分およびその他の非流動金融資産、純額）の処分によるキャ

ピタル・ゲイン（ロス）が含まれる）計上前、かつ、持分法適用会社純利益（損失）持分および廃止事業からの法人所得税損益および利

益（損失）計上前で算出されている。

o/ 金融費用およびその他の金融収益（損失）

金融費用には、社債、OCEANEおよびその他の転換社債などの複合金融商品の負債部分、その他の長期借入金（ファイナンス・リース債務

を含む）、すべての現金および現金類似項目（現金、現金同等物および市場性のある有価証券）の受取利息、ならびに公正価値で損益計

上される市場性のある有価証券の公正価値変動からなる連結純債務にかかる支払利息が含まれる。

資産の取得、建設または製造に直接対応する借入費用は、その資産の原価の一部として資産計上される。

税法によって法人所得税の支払不足（過払）に係る利息の支払（受取）が必要な場合には、当該利息は損益計算書上の「その他の金融収

益（費用）」に計上される。

p/ 連結財政状態計算書の構造

様々な事業セグメントにおけるグループの事業活動のほとんどは、営業循環が長期であり、流動資産および流動負債には1年超の特定要素

が含まれている。

q/ 金融商品

i. 金融資産および負債

金融資産には、売却可能および満期保有目的として分類される資産、損益計上を通じて公正価値で測定される資産、資産デリバティブ商

品、貸付、債権、現金、現金同等物が含まれる。

金融負債には、借入、その他の資金調達および銀行の当座借越、負債デリバティブ商品、債務が含まれる。

金融資産および金融負債の認識および測定は、IAS第39号に基づく。

当グループは、初期認識に基づいて自社の金融資産および金融負債の分類を決定する。財政状態計算書では、金融資産は「その他の非流

動金融資産、純額」、「市場性有価証券」および「その他の流動負債および非流動資産」に分類され、金融負債は「転換社債およびその

他の社債-長期」、「その他の長期債務」、「その他の流動および非流動負債」および「長期および短期債務－1年内返済予定」に分類さ

れる。

公正価値で損益計上される金融資産および負債

損益計上を通じて公正価値で測定される金融資産および金融負債には、取引資産および金融資産向けに保有される金融資産および金融負

債、初期認識において損益計上を通じて公正価値で指定された金融資産および金融負債が含まれる。金融資産および金融負債は、今後短

期間に売却または再購入目的で取得される場合、取引目的保有として分類される。デリバティブもまた、IAS第39号で定める有効なヘッジ

商品として指定されていない限り、取引用に保持しているものとして分類される。

損益計上を通じて公正価値で測定される金融資産および金融負債は、損益計算書で金融費用として認識された公正価値の変動と併せて、

公正価値で財政状態計算書に記録される。

貸付金、債権、および借入金

初期測定後、貸付、債権および借入は、実効利率法 (EIR) を用いて償却原価で測定される。減損がある場合は差し引く。償却原価は、買

収における割引や割増、取引の不可欠な要素となる料金や費用を考慮した上で算出される。EIRを用いて算出された償却は、損益計算書の
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金融費用に含まれる。正味帳簿価額と回収可能価額との差額によって示される貸付と債権の減損は、損益計算書上で認識され、将来にお

いて回収可能額が増加した場合には戻入れが可能である。

金融負債の一部となる金融商品のなかには、負債部分と資本部分の双方を含むものがあり、これには新株ないし発行済株式へ転換または

交換することができる社債、新株ないし発行済株式で強制償還可能な債券が含まれる。複合金融商品の異なる構成要素は、IAS 32号「金

融商品：表示」に定められたように、その分類に応じて、自己資本および社債として会計処理される。

IAS32号のAG33号およびAG34号に従って、複合金融商品の期限前償還に関して支払われる対価は、当初用いられた方法と同じ配分方法で、

償還日に債務部分と資本部分とに配分される。負債部分に関連した損益の額は、「その他の金融収益（損失）」において認識され、資本

部分に関連する対価の額は自己資本において認識される。

満期保有投資

当グループは、2015年12月31日、2014年12月31日および2013年12月31日に終了する年度中、満期保有目的投資を保有していなかった。

売却可能な金融資産

売却可能金融資産には、非連結会社における投資が含まれ、取引費用を含む買収時点の原価で計上される。

初期測定後、売却可能金融資産は公正価値で測定される。活発に取引されている市場における上場有価証券の公正価値はその市場価格で

ある。信頼できる公正価値が確立できない場合には、有価証券は原価で評価される。公正価値の変動はその他の包括利益に直接計上され

る。その他の包括利益において売却可能な金融資産の公正価値の減損が見られる場合、および減損について客観的な証拠がある場合（例

えば、資産の価値に重大なまたは長期的な減価が見られる場合）には、損益計算書において戻入れできない減損損失が計上される。この

損失は、関連する有価証券が売却された場合にのみ戻入れされる。

非連結有価証券およびその他金融資産のポートフォリオについては、四半期末ごとに減損に関する客観的な証拠があるかどうかを検討す

る。

金融資産の認識中止：

IAS第32号「金融商品：開示および表示」で定義される金融資産は、グループが今後それによるキャッシュ・フローの生成がないと考え、

これに付随する実質的にすべてのリスクと便益を移転する場合、完全に認識を中止する（財政状態計算書から除去する）。

営業債権については、債務者によるデフォルトに際して遡及権のない譲渡は、所有権に伴う実質的にすべてのリスクと便益の移転とみな

される。これにより、支払遅延のリスクはほとんどないと見込まれるため、IAS第39号「金融商品：認識と測定」に基づき、かかる債権は

認識中心の要件を満たすことになる。ただし、「実質的なリスクと便益の移転」という概念をより限定的に解釈すると、採用された会計

処理が問題となる可能性がある。遡及権なしで売却された債権金額については注記20に記載されている。

金融商品の相殺

現時点で認識済み金額を相殺する強制的な法律上の権利がある場合で、資産を換金し、同時に負債を相殺するために、純額ベースで相殺

する意図がある場合は、金融資産および金融負債は相殺され、純額が連結財政状態計算書に計上される。

ii. 金融商品の公正価値

各報告日時点において活発な市場で取引されている金融商品の公正価値は、取引費用を差し引くことなく、参考市場価格または販売業者

の見積価格（買い持ちの場合は入札価格、売り持ちの場合は売り呼値）を参考にして決定される。

活発な市場で取引されていない金融商品については、公正価値は適切な評価法を用いて決定される。評価方法には以下が含まれる。

・最近のアームズ・レングスの市場取引を使用する

・実質的に同等な他の商品の最新公正価値を参照する

・割引キャッシュ・フロー分析またはその他の評価モデル

金融商品の公正価値に関する分析、およびこれらの測定方法に関する詳細は注記26に記載されている。

金融商品の公正価値は、3レベルの公正価値の階層に分類される。レベルは金融商品の評価に使われるインプットによって異なる。

レベル1：同等の資産または負債に対する、活発な市場における最終取引価格（未修正）

レベル2：レベル1に含まれる最終取引価格以外のインプット。直接的（すなわち、価格通り）あるいは間接的（すなわち、価格から得ら

れるもの）に資産または負債を観測できる。

レベル3：観測可能な市場データに基づいていない資産または負債のインプット（観測不可能なインプット）。
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iii. 現金および現金同等物

IAS第7号「キャッシュ・フロー計算書」に準拠して、連結キャッシュ・フロー計算書における現金および現金同等物は、現金（現金資

金）および現金同等物（定期預金、および流動性が非常に高く容易に一定の金額に換金可能であり、価格変動のリスクがほとんどない短

期投資）を含む。キャッシュ・フロー計算書上の現金および現金同等物は、上場有価証券、当初の満期日が3カ月超で期限前償還条項のな

い投資、または特定の国や業界セクターに適用される規制に基づく制限（外国為替の管理等）以外の使用制限を付された銀行預金を含ま

ない。

銀行の当座借越はファイナンス債務とみなされ、現金および現金同等物から除かれる。

連結財政状態計算書の現金および現金同等物は、上記の定義に相当するものである。

iv. デリバティブ金融商品およびヘッジ会計

グループは、外国為替レートや金利の変動リスクを回避するために、先物通貨契約や金利スワップなどのデリバティブ金融商品を利用し

ている。このようなデリバティブ金融商品は、デリバティブ契約を交わした日付における公正価値ではじめに認識され、その後公正価値

で測定される。デリバティブは、公正価値が高い場合は金融資産として、公正価値が低い場合は金融負債として計上される。

デリバティブの公正価値の変動によって生じる損益は、損益計算書に直接反映される。ただし、その他の包括利益として認識される

キャッシュ・フロー・ヘッジの有効な部分は除外される。

ヘッジ会計の目的上、ヘッジは以下として分類される。

・公正価値ヘッジ：認識されている資産や負債の公正価値の変動に対するエクスポージャーをヘッジする場合

・キャッシュ・フロー・ヘッジ：認識されている資産や負債に関連する特定のリスク、または可能性の非常に高い予定取引に起因する

キャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーをヘッジする場合

・海外事業における純投資のヘッジ

 

当グループは、2015年12月31日、2014年12月31日および2013年12月31日に終了する年度中、海外事業における純投資のヘッジとしての条

件を満たすデリバティブを保有していなかった。

ヘッジの開始時において、当グループは、ヘッジ会計を適用したいヘッジ関係、およびヘッジの実施についての企業のリスク管理目的お

よび戦略の正式な指定および文書化を行う。その文書には、ヘッジ手段の特定、ヘッジの対象となる項目または取引、ヘッジされるリス

クの性質、およびヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の公正価値またはキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相

殺するに際してのヘッジ手段の有効性について、企業がどのように評価するかが含まれる。このようなヘッジは、公正価値またはキャッ

シュ・フローの変動を相殺するに際し、きわめて有効であると見込まれ、指定されていた財務報告期間を通じて、実際に極めて有効で

あったと判断するために継続的に評価される。

ヘッジ会計に関する厳しい条件を満たすヘッジとは、以下を指す。

公正価値のヘッジ

ヘッジ・デリバティブの公正価値の変動は、損益計算書で認識される。ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象項目の公正価値の変動

は、ヘッジ対象項目の帳簿価額の一部として記録され、これもまた損益計算書で認識される。

償却原価で記録される対象に関連した公正価値ヘッジについて、帳簿価額に調整がある場合は、実効金利 (EIR) 方式を使用して残りの

ヘッジ期間にわたり損益計算書で償却される。EIR償却は、調整が発生した時点ですぐに開始され、ヘッジされたリスクに起因する公正価

値の変動によって調整を行うためにヘッジ対象項目が終了された時点で終了する。

ヘッジ対象項目が再認識されると、ヘッジ商品の未償却の公正価値が損益計算書において即座に認識される。

詳細は注記26を参照のこと。

キャッシュ・フロー・ヘッジ

ヘッジ手段の損益の有効な部分は、自己資本（キャッシュ・フロー・ヘッジのための準備金におけるその他の包括利益）で直接的に認識

され、その他の無効な部分は損益計算書の「その他の金融収益（損失）」において即座に認識される。

その他の包括利益として認識される金額は、ヘッジ対象となる金融収益や金融損失が認識される場合や予定販売が発生する場合など、

ヘッジ対象取引が損益に影響を及ぼす場合、損益計算書に移行される。
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予定取引や確定約定の発生が見込まれない場合は、自己資本において以前認識された累計損益が損益計算書に移行される。ヘッジ手段が

交換や繰越なしで失効、売却、終結または行使された場合、あるいはヘッジとしての指定が無効になった場合、以前その他の包括利益で

認識されていたすべての損益の累計額は、予定取引または確定約定が損益に影響を及ぼすまで、その他の包括利益に残す。

詳細は注記26を参照のこと。

r/ 顧客への資金供与。

グループは、顧客に対して2種類の資金供与を行っている。

・営業循環に関係するものでかつ実際の契約に直接関係する資金供与。

・顧客への融資、非支配株主持分投資ないしは他の資金供与形態による長期的な（営業循環を超える）資金供与。

上記2つの資金供与分類は両方とも「その他の流動資産または非流動資産、純額」として会計処理される。

これら2つの分類の資産の変動は、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローに表示されている。

これらに加えて、グループは顧客への資金供与に関連して銀行に対する保証を行うことができる。これらは、財政状態計算書には記載さ

れない確約に含まれる。

s/ ストック・オプション

IFRS第2号「株式報酬」に則り、従業員に付与されるストック・オプションは、以下の原則を用いて財務書類に計上される。ストック・オ

プションの公正価値は、オプションの対価として従業員が提供したサービスの公正価値を反映すると考えられるものであり、付与日現在

で決定される。これは付与日現在で累積赤字（貸方）として会計処理され、相手勘定は繰延報酬（借方）である。繰延報酬は、権利確定

期間にわたり償却され、経費として損益計算書に計上される。

ストック・オプションの公正価値は、付与日（すなわち、取締役会が制度を承認した日）に、コックス・ロス・ルビンシュタインの二項

モデルを用いて計算される。このモデルによれば、行使価格および満期日といったオプションの特性、無リスク証券の金利、株価、付与

日現在の予測ボラティリティおよび予想配当といった発行日現在の市場データならびに期限前行使の可能性などの受益者の行動傾向など

を考慮に入れることができる。受益者は潜在的利得が行使価格の50% 超になるとオプションを行使するものと仮定されている。

IFRS第2号の採用が純利益（損失）に与える影響は、受益者の機能に応じて、損益計算書上の「売上原価」、「研究開発費」または「一般

管理費および販売費」中で会計処理される。

 

企業結合によりアルカテル-ルーセントが取得した会社の取得日現在におけるストック・オプションの残高は、通常、ターゲット会社の取

得された株式に対する交換比率と同率で、アルカテル-ルーセント株式購入オプションに転換される。IFRS第3号「企業結合」およびIFRS2

号「株式報酬」の要件に従って、買収に際して取得されたストック・オプションの公正価値は、事業結合費用を考慮して会計処理され

る。

t/ 売却目的で保有する資産および廃止事業

IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産および廃止事業」には、廃止事業に伴う売却対象となる保有資産、表示および開示に関する要

件に適用される会計処理が定められている。

売却予定の非流動資産または処分グループ（複数の資産の組合せもしくは一つの資金生成単位）は、その帳簿価額が継続使用ではなく売

却取引により回収される場合には、売却目的での保有とみなされる。これに該当するには、その資産が売却可能であり、売却の可能性が

非常に高くなければならない。売却目的保有に分類される資産または処分グループは、帳簿価額と売却費用控除後の公正価値のいずれか

低い方により測定される。

廃止事業とは、売却が進行中であるか売却目的で保有するグループの区分された主要な事業部門または地域の業務である。こうした廃止

事業に関連する純利益（損失）およびキャッシュ・フロー計算書の要素は、すべての表示期間の連結財務諸表上、特別の項目中に表示さ

れる。

有形固定資産および無形資産は、売却目的保有として分類されると、償還または償却されない。

u/ 1株当たり利益

基本的1株当たり利益は、連結子会社が所有する株式の加重平均株式数を控除し、期中に発行された株式の影響を加重した発行済株式数に

基づいて算出されている。
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ストック・オプション制度および株式購入制度による希薄化効果は、「自己株方式」を用いて算出されている。この方式は、オプション

行使および株式購入による払込金を、まず、市場価格で株式を購入することに使用すると仮定することを定めている。転換社債の希薄化

効果は、社債が体系的に株式に転換されるという仮定にもとづき計算されている（「転換仮定方式」）。

希薄化後1株当たり利益は、連結子会社が所有する株式同等物の加重平均数量を控除後の希薄化効果のある株式同等物を考慮しているが、

希薄化効果のない株式同等物は考慮していない。純利益（損失）は、転換社債に係る税引後支払利息について修正されている。

 

注記2　見積りの使用に関連する主要な不確実性

 

IFRSに準拠した連結財務諸表の作成にあたり、グループは、現実的かつ合理的と考えられる見積りおよび仮定を多数行う必要がある。現

在の世界経済環境の背景を鑑みると、2015年12月31日現在、一定のボラティリティや見通しの不透明性が非常に顕著である。ただし、新

たな事実や状況が生じると、これらの見積りないし仮定が変更され、グループの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローに影響を

与える可能性がある。

a/ 棚卸資産および仕掛品の評価引当金（注記18参照）

棚卸資産および仕掛品は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い方で測定される。棚卸資産および仕掛品の評価引当金は、棚卸資

産および仕掛品の陳腐化ないし過剰を判断することを目的として、需要、技術または市場の予測可能な変化の分析に基づき計算される。

b/ 顧客債権の減損（注記19参照）

将来の受取額の期待現在値が帳簿価額を下回る顧客債権に対しては、減損損失が計上される。減損損失の金額は、顧客の債務支払能力と

その債務の発生時期の両者を反映する。予測を上回るデフォルト率または当社の主要顧客の信用度の悪化により、当社の将来の損益がマ

イナスの影響を受ける可能性がある。

c/ のれん、その他の無形資産および資産計上された開発費

のれん（注記11参照）

純額のれんは、必要に応じて、アルカテル-ルーセントの報告体系において、製品部門または製品部門のグループに相当する資金生成単位

に割り当てられる。製品部門は当社の2つの報告セグメントから2レベル下である。のれんを減損の対象にすべきかどうかを評価するにあ

たり、各資金生成単位の帳簿価額を回収可能価額と比較する。回収可能価額は、使用価値または公正価値から売却費用を差し引いた値の

いずれか大きい方の値である。

各資金生成単位の使用価値は、5年後の正規化キャッシュ・フローの永久分の資産計上に応じ、5年間の割引キャッシュ・フローと割引後

の残存価値に基づき計算する。

上記のゴードン・シャピロ法の加重平均と以下の二つの方法に基づき、公正価値から各資金生成単位の売却費用を差し引いた値を確定

し、これを市場参加者が使用するであろう仮定を示す情報とする。

・5年間の割引キャッシュ・フロー分析と売上倍数（企業価値／売上）から割引残存価値を求める

・5年間の割引キャッシュ・フロー分析と営業利益マルチプル（企業価値／税引前利益に支払利息と減価償却費を加算したもの (EBITDA)

）から割引残存価値を求める。

年次減損テストで使用された割引率は、当グループの資本加重平均コスト（「WACC」）に基づく。キャッシュ・フローの決定に特定の製

品または市場に固有のリスクが反映されていることを基準として、単一の割引率が使用されている。

使用される成長率および継続成長率は、予測される市場傾向に基づく。

その他の無形資産（注記12参照）

市場傾向または新しい技術によって無形資産の価値の潜在的な減少を示す事象が発生した場合、減損テストが実施される。回収可能価額

は、割引後の将来キャッシュ・フローまたは関連資産の公正価値に基づく。

資産計上された開発費（注記12参照）

グループは費用が資産計上される開発プロジェクトの営業的および技術的実現可能性を評価し、プロジェクトの成果である製品の有効期

間を見積もる。評価したとおりの製品が出来上がらなければ、将来、グループは、資産計上した開発費の減損を求められる可能性があ

る。
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d/ 製品保証費用およびその他の製品販売関連引当金（注記25参照）

これらの引当金は、過去の返品率や計上された製品保証費用ならびに見積りを基に計算される。実際に支払われる費用や賠償金は当初の

引当額とは大きく異なる可能性があり、それにより、将来の損益に重要な影響を及ぼす場合もある。

e/ 訴訟引当金（注記25および31参照）

一部の訴訟手続が保留になっており、その内容は多岐にわたる。訴訟の固有の性質により、示談の結果や費用は見積りとは大幅に異なる

可能性がある。

f/ 繰延税金資産（注記8参照）

当グループが税務上の繰越欠損金を利用する能力の評価は、重要な判断に依存している。グループは、過去の事象、ならびに近い将来当

社の事業に影響を与える可能性のある特定の経済的要素を分析して、税務上の繰越欠損金を将来利用できるかどうかを判断する。この分

析は、主に米国内の各税務管轄地において定期的に行われ、重大な繰延税金資産は記録される。

 

将来の課税所得が繰延税金資産計上の根拠となる予測と大きく異なれば、グループは、繰延税金資産の金額を下方修正または上方修正す

る必要が生じる。それにより、当社の財務実績に多大な影響が及ぶ可能性がある。

g/ 年金および退職給付債務ならびにその他の従業員および退職後給付債務（注記23参照）

保険数理上の仮定

アルカテル-ルーセントの業績には、保険数理上の評価を使用して測定された重要な年金および退職後給付の影響が含まれる。これらの評

価に内在する主要な仮定には、退職金給付制度および医療給付制度の割引率に関するものが含まれる。この仮定は、毎年、期首現在で更

新される。ただし、重要な事象が発生した場合には、より頻繁に更新される。加えて、割引率は、仮定の変更が当社の財務に重要な影響

を与える可能性のある制度については、四半期毎に見直される。

割引率

当社の米国年金制度の割引率は、AA格に格付けされた社債をベースにしたシティグループ年金割引曲線 (CitiGroup Pension Discount

Curve) の「原文」で公表された値を用いて決定される。今後の各年の予想給付支払はシティグループ曲線に記載されている適用年の割引

率で割り引かれる。当社が予想給付支払のあるシティグループ曲線に記載されている昨年以降の年に対しては、曲線に記載されている昨

年の割引率を適用する。今後の給付すべてに割引率を適用した後、単一の割引率を計算すると、個々の割引率を適用した場合と同じ次期

の金利負担が生じる。米国外におけるアルカテル・ルーセントの年金制度の割引率は、2012年12月31日までブルームバーグAA 企業の利回

りに基づいて決定された。ブルームバーグがこの利回りの公表を中止したため、米国外におけるアルカテルアルカテル-ルーセントの年金

制度の割引率は、2013年1月1日以降、Iboxx AA企業の利回りに基づいて決定される。

他の仮定をすべて一定とした場合、割引率の0.5% の上昇（ないし0.5% の低下）により、2015年の年金および退職後給付純額（改訂IAS第

19号「従業員給付」）は、70百万ユーロ増加（ (38) 百万ユーロ減少）していた。

医療費の傾向

当社の米国の制度の医療費の傾向については、一部退職者への保険料の払い戻しにあたり、アルカテル-ルーセントの外部の保険数理士

が、多数の医療機関の期待費用傾向、最近の医療の発達、医療サービスの活用およびメディケア・アンド・メディケード・サービス・セ

ンター (CMS) 発表の医療保険料率を、毎年再調査している。保険数理士は勧告書の作成にあたって、当社の米国退職後医療給付制度に特

化した規定および経験の調査結果を適用する。仮定を決定する際、当社は保険数理士の勧告と併せ当社の最近の経験を評価する。

退職後医療給付制度への予想加入率

当社の米国退職後医療給付制度では、加入者は毎年、補償から脱退することが可能で、随時加入し直すことができる。仮定は、今後毎

年、当グループの制度に加入する有資格者の数について作成される。保険数理士は、退職者の当グループのアメリカの制度への加入から

期待される支払費用増加および最近の加入履歴に基づいて勧告書を作成する。当グループは毎年、加入期間終了後に本勧告書を再検討

し、必要に応じて更新する。

死亡率の仮定
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2014年9月30日までは、米国保険数理基準AA協会 (U.S. Society of Actuaries Scale AA) に基づく世代予測を組み入れたRP-2000死亡率

表を使用していた。2014年10月27日、米国アクチュアリー会 (SOA) が新しい死亡率表を発行した。2014年12月31日以降、当社はこれらの

仮定を、経営上の記録のための改善された死亡率 (MP-2014) を記載したRP-2014ホワイトカラー表、従業員の記録のための改善された死

亡率 (MP-2014) を記載したRP-2014ブルーカラー表に変更した。これらの変更により、米国制度の給付債務に26億米ドルのマイナス影響

が生じた。この影響は2014年の包括損益計算書で認識された。

2015年10月8日、米国SOAは、死亡率改良前提：scale MP-2015の一連の最新版を公開した。この新しい死亡率改良スケールは、MP-2014の

死亡率改良の進展以降、社会保障庁が公開した2年分の追加データを表している。これらの2年分の追加データは、過去よりも死亡率改良

の程度が低くなっていることを示している。スケールMP-2015への変更により、米国のプランの2億1,800万ドルの負債が削減された。この

影響は2015年の包括損益計算書で認識された。

制度資産の投資

制度資産は、多種多様な資産分類（例えば現金、株式、債券、不動産、未公開株式等）で投資されている。制度資産公正価値の四半期毎

の最新情報では、およそ84%が決算日の公正価値に基づくものであり、16% が1ヶ月から3ヶ月遅れた数値となっている。これは、未公開株

式、ベンチャー・キャピタル、不動産および絶対収益投資の公正価値を短期間で確認することができないからであり、投資運用業界では

標準的な慣行である。2015年12月31日に、未公開株式、ベンチャー・キャピタル、不動産および絶対収益投資の実質公正価値が、2015年

12月31日現在で会計目的で使用されている実質公正価値より10% 低いと1カ月から3カ月の遅れの後に確認され、米国経営幹部向け年金制

度はこれらの投資クラスで大規模な投資を行っているため（以下の資産計上額の上限は本制度には適用されない）、自己資本に約344百万

ユーロのマイナス影響が及ぶものと考えられる。

資産計上額の上限

米国通信労働者組合と国際電工労働組合の代表を務めた退職者については、現行の退職後医療費および団体生命保険給付を米国停職年金

制度の歳入法第420条に基づく振替でまかなう予定である。米国内国歳入法第420条は、確定給付年金制度による年金制度資産剰余分の一

部を、退職後医療給付金の支払いを目的に開設された退職後医療給付、および退職後の生命保険給付の支払いを目的に開設された団体生

命保険の口座に振り替える作業について規定している。これは、資産上限を設定する際は年金制度からの引き出しとみなされる。

第420条の種類に応じて、積立債務の120% または125% のいずれかを超える資産を振り替えることができる。積立目的の制度資産および制

度債務の評価用に選択した方式を使用して（注記23参照）、当社は2015年12月31日時点で制度債務120% を超える過剰資産は11億米ドル

（10億ユーロ）、制度債務125% を超える過剰資産は9億米ドル（8億ユーロ）であると見積もった。
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h/ 収益の認識（注記6参照）

グループの売上の大部分は、特に複数の契約要素からなる関連サービスを伴う物品および設備の販売、工事契約ならびにソフトウェアを

含む契約において、重要な収益認識の判断を要する複雑な契約上の取決めから生じている。対応する債権の回収可能性の評価においても

また判断が必要とされる。

工事契約からの収益および費用については、グループは、特定の条件が充足された場合には、契約上に定められたマイルストーンの達成

ないし総見積原価に対する発生原価にもとづく進行基準を採用している。進行状況および認識すべき収益の決定は、発生原価および実績

に基づく様々な見積りに依存する。ただし、契約期間中に当初見積りへの修正が発生する可能性があり、それにより財務状況が大きく影

響を受ける場合がある。

工事契約に内在する見積りには不確実性が伴うものの、経営陣が工事契約の成果について信頼性をもって見積ることができない状況があ

る。こうした状況は、実績がないことに起因して契約の初期段階に発生したり、追加費用、クレームおよび特に新技術に関する履行義務

に関連して重要な不確実性が増大する場合には契約全体を通して発生したりする可能性がある。

 

複数の契約要素から成る契約には、例えばハードウェア製品、スタンドアロンのソフトウェア、インストールや統合サービス、保証延長

サービス、製品ロードマップなどが含まれる場合がある。各会計単位の収益は、内部または第三者による市場価格の分析により決定され

た各会計単位の相対的な公正価値に基づき、各会計単位の収益が稼得されるに応じて、認識される。各会計単位に契約の配慮を行い、当

該契約が単一の会計単位か複数の会計単位かを判別するには、重要な判断が必要となる。こうした判断が行わる方法によっては、認識さ

れたタイミングおよび認識される収益額は明らかに異なるであろう。

主にソフトウェア・ソリューションのライセンス供与、販売その他の市場化に基づく複数の契約要素については、こうした契約がIAS第18

号またはIAS第11号に基づいて会計処理されているか否かについて、判断が必要となる。重大な生産、修正、カスタマイズを必要とするソ

フトの契約については、IAS第11号に基づき工事契約として記載されている。その他のソフトウェア契約はすべて、IAS第18号に基づいて

会計処理される。この環境に適用するのに最適な会計モデルを特定し、複数のソフトウェア要素を分離できる公正価値のある VSOEが存在

するかどうかを決定するには、確かな判断力が必要とされる。

流通業者を経由して行われる製品販売については、契約債務と過去の販売統計に基づいて見積られた返品が売上高の控除項目として認識

される。これについても、実際の返品が見積りと大きく違えば、それにより、純利益（損失）が重要な影響を受ける可能性がある。

i/ レストラクチャリング費用とのれんの回収可能価額への影響（注記11参照）

2013年6月19日、当社はシフト計画の立ち上げを発表した。この計画と残りのパフォーマンス・プログラムを通じて、当社では、(i) 直接

チャネルを通じた事業運営の採用、販売費および一般管理費機能の追加的統合、研究開発能力への再注力により、固定費を2012年との比

較で950百万ユーロ削減すること、(ii) 2015年中に中核ネットワーク事業において、収益70億ユーロ以上、営業利益率12.5% 以上を達成

すること、(iii) 2015年末までに接続事業において、200百万ユーロ以上のセグメント営業キャッシュフローを実現することをめざしてい

る。

シフト計画に関連する再編費用は、2013年から2015年に予想される行動すべてについて950百万ユーロという予測から、実際は944百万

ユーロになった。2015年12月31日現在のリストラクチャリング経費は、358百万ユーロであった。このうち、306百万ユーロが使用され

た。シフト計画に関連する残りのリストラクチャリング経費は、今後の四半期に使用される。

IAS第36号「資産の減損」の第44条および第45条に従い、当社は経費をまかなえないリストラクチャリングプログラムは実施していないは

ずであるという点を鑑みて、年次のれん減損テストで使用価値を決定する際に、費用処理されていない場合は、将来のリストラクチャリ

ング費用（およびそれに伴うコスト削減）は除外する。一方、当社は、注記2cに記載されている方法に従い、繰越税金資産の回収可能性

の評価、および資金生成単位 (CGU) を売却するにあたっての費用を差し引いた公正価値の決定において、これらの将来の資金収入および

支出を十分に考慮した。3つの割引キャッシュ・フロー・アプローチ（3つのうち2つは、それぞれ売上倍数および営業利益倍数に基づく割

引残存価値を使用するもの）の加重平均に基づき、CGU売却のための経費を差し引いた公正価値を算出し、CGUの価格決定に際して市場参

加者が使用するであろう仮定を反映させた公正価値を算出した。

注記3 買収および分割

 

2015年

アルカテル・ルーセントの有価証券のノキアへの公開交換オファー（「ノキアのオファー」）

2015年4月15日、ノキアとアルカテル-ルーセントは、次世代テクノロジーとIPで接続された世界のためのサービスにおけるイノベーショ

ンリーダーとなるべく、統合する意思を発表した。両社は覚書を締結した。覚書には、ノキアがアルカテル-ルーセントの発行分の持分証

券全てについて、フランスと米国の公開交換オファーを通じて提案を行い、これは一定の条件に従い、アルカテル-ルーセントの株式1株

について新しいノキアの株式0.55とする。全て株式による取引はアルカテル-ルーセントを希薄化後で15.6億ユーロとして評価しており、
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完全希薄化プレミアムの34%（1株あたり4.48ユーロ相当）、および、28% の株主に対するプレミアム（1株あたり4.27ユーロ相当）に対応

している。これは、アルカテル-ルーセントの発表の3カ月前の加重平均株価を基準とする。これは、2015年4月13日時点のノキアの終値で

ある7.77ユーロに基づいている。各会社の取締役会が、予定されている取引の条件を承認した。

2015年11月18日、AMFによるノキアのオファーに関する通過決定後、ノキアはアルカテル・ルーセントの発行済み株式、アメリカ預託証

券、OCEANEについて公開交換オファーを開始した。アルカテル・ルーセントの株式とOCEANEの入札引受の締切は2015年12月23日であっ

た。

ストック・オプションと業績連動株

また、2015年第2四半期中、アルカテル・ルーセントは従業員に対し、アルカテル・ルーセントの株式を、ノキアが提示する将来の株式交

換プロジェクトに寄与することに従業員が同意する場合、従業員に与えられるストックオプションや業績連動株式プランに付随する条件

について、取得日時点で、全ての権利確定と業績条件が満足行くものとなるよう知らせた。予定されているノキアのオファーを元に作成

されたこれらの修正以降、2015年12月31日時点で、IFRS第2号による関連する財務上の影響は考慮されていない。

ノキアのオファー終了時点での特定の株式パッケージについても、2015年9月1日までグループのCEOを務めたミシェル・コンブ氏に与えら

れた。2015年9月10日、取締役会は、最初の株式パッケージを修正し、以下の決定を行った。

・業績連動株式：2013年と2014年のプランに基づく2013年と2014年の業績連動基準は既に評価されており、権利確定済み業績連動ユニッ

トの1,025,649ユニットを占める。2015年の達成度は2016年初頭に取締役会が評価し、2015年にミシェル・コンブ氏が勤務していた期間

(2/3) について比例配分方式でユニット数が付与され、これは最高で444,444株の業績連動株式となる。

・ストック・オプション：ミシェル・コンブ氏に対して700,000株のストック・オプションを付与するという2014年3月の契約は、在任と

業績基準に基づき、アルカテル・ルーセントの株式を最高で350,000株を受け取る権利に変更された。2015年の達成度は2016年初頭に取

締役会が評価し、2015年にミシェル・コンブ氏が勤務していた期間 (2/3) について比例配分方式でユニット数が付与され、これは最高

で58,333株の株式となる。

業績連動株式とストック・オプションのいずれも、2016年初頭の業績基準の評価後1カ月以内に現金で決済された。

2015年7月29日、取締役会は、報酬委員会とコーポレート・ガバナンス＆任命委員会の推薦を受け、会社の事業を今後進めていくうえで、

ミシェル・コンブ氏に対して非競合契約を実行することを要求した。

2015年9月10日、取締役会は、非競合契約の主条件を維持するのもの、支払については310万ユーロに減額した。これは、3回に分割で支払

われ、2015年11月に最初の支払が行われた。給与税を含め、410万ユーロの経費が、「取引関連費用」の項目として2015年9月30日付で記

録された。

2015年の取引関連費用は104百万ユーロであった。

その他の変動

2015年3月18日、当社の海底通信ケーブル業務においてLouis Dreyfus Armateurs (LDA) と新たなパートナーシップ契約を締結した。当社

子会社のアルカテル・ルーセント・サブマリン・ネットワークスは、以前にLDAが保有していた、アルダ・マリンの株式を49%、76百万

ユーロの現金で取得した。LDAは依然として当社の戦略的海底通信パートナーである。アルダ・マリンに対する以前の51%の当社持分の再

評価に対応する102百万ユーロのキャピタル・ゲインは、当社の損益計算書の「その他の金融収益（損失）」項目内に認識された。また、

アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスは、ケーブル船「Ile d’Aix」を26百万ユーロで取得した。

アルダ・マリンはこの買収以降、完全に連結された。対応するのれんは多額ではなかった。

2015年中、この他には連結会社に重大な変更は発生しなかった。

2014年

2014年3月31日、アルカテル・ルーセントは、売却益1億1,000万米ドル（81百万ユーロ）（すべての運転資本の調整を考慮した後の金額）

で、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、CoVantを含む米国拠点の企業に当社子会社であるLGSイ

ノベーションズLLCを売却した。この契約には、2014年度の業績にも基づく最高1億米ドルのアーンアウトが含まれるが、多額の金額を受

け取ることはない。区分科目「連結会社の売却益／（損）」において、11百万ユーロの損失が認識された。

2014年9月30日、アルカテル-ルーセントは、売却益205百万ユーロで、China Huaxinにエンタープライズ事業の85% を売却した。そのう

ち、61百万ユーロは締結時に支払われ、141百万ユーロは2014年10月9日に支払われた（注記9参照）。

2014年12月31日、アルカテル-ルーセントは、売却益41百万ユーロ（通常の運転資金の調整後の金額）で、サイバーセキュリティ・サービ

スおよびソリューションと通信セキュリティ事業をタレスに売却した。区分科目「連結会社の売却益／（損）」において、39百万ユーロ

の損失が認識された。

2014年中、この他には連結会社に重大な変更は発生しなかった。

2013年
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2013年度中、2013年12月20日に当社子会社のLGSイノベーションズLLCの売却に関する契約を締結した以外は、連結会社には重大な変更は

なかった（上記参照）。

注記4　会計処理および会計提示の変更

 

2015年、当社はIAS第12号「所得税」、特に、2014年5月のIAS第12号「所得税：項目が損失となっている場合の繰延税資産の認識と計測」

に関する2014年5月のIFRS解釈指針委員会の最近の公表に基づき、特定の繰延資産の認識について会計処理の変更をおこないました。

以前は、課税可能な一時的な差異の特定の種類については、繰延税資産の認識をサポートする課税収益の適切な源泉として考慮しなかっ

た。特に、アメリカおよびベルギーにおける余剰年金や雇用後の給付プランに関連する課税可能な一時的な差異については、繰延税資産

の認識については無視された。この理由は、期限日がない損失先送りがある場合でも、戻入のタイミングの予想が難しいことや、将来的

な戻入の非常に長期的プロフィールが難しいことが原因である。従って、繰延税資産は、こういった繰延税負債を根拠に、繰延税資産は

認識されなかった。

2015年、繰延税資産は (i) 未使用の税損失がこれらの課税可能な一時的な差異が未使用の税損失を可能にする程度まで未使用の税損失の

先送り、(ii) 控除される差異として同じ期間で戻入される適切なタイプの既存の課税可能な一時的な差異に十分な限り、控除可能な一時

的な差異、について、認識されるようになった。この処理は、エンティティの将来の税損失予想に関係なく適用される。

IAS第8号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」に従い、当社はこの会計処理を遡及的に適用し、以前に公表した、関連注記を含

めた連結財務諸表の再提示を行った。

 

この修正の影響を以下に提示する。

 

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年 2013年1月1日

公表した自己資本 2,694 3,663 2,683

調整 545 742 657

再提示した自己資本 3,239 4,405 3,340

 

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年

公表した繰延税金資産 1,516 1,000

調整 545 742

再提示した繰延税金資産 2,061 1,742

 

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年

公表した当期包括損益合計 (1,141) (104)

調整 (197) 85

再提示した当期包括損益合計 (1,338) (19)

 

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年

公表した法人所得税 316 173

調整 11 (67)

再提示した法人所得税（損失） 327 106

 

（単位：百万ユーロ） 2014年 2013年

公表した純利益(損失) (83) (1,294)

調整 11 (67)

再提示した純利益(損失) (72) (1,361)
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（ユーロ） 2014年 2013年

公表した親会社の保有者に帰属する1株当たり利益（損失） (0.04) (0.54)

調整 - (0.02)

再提示した親会社の保有者に帰属する1株当たり利益（損失） (0.04) (0.56)
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注記5　事業セグメント別および地域セグメント別の情報

 

IFRS第8号「事業セグメント」に従って、事業セグメント別の情報がアルカテル-ルーセントの事業組織および活動から得られている。

2013年6月19日に発表されたシフト計画の一環として、新組織は2013年7月1日から有効である。この新組織は3つの報告可能なセグメント

であった。3つの報告可能なセグメントで構成されている。LGSイノベーションズの売却が原因で、当社の政府事業は2014年3月に、エン

タープライズ事業の売却は2014年9月に、「その他」セグメントには入っていない。この「その他」のセグメントは「その他および未割当

金額」に含まれていた。当社の報告可能なセグメントは次のように構成されている。

・「中核ネットワーク」は、IPルーティング、地上光通信、ワイヤレス送電、海底通信とネットワークビルドおよびインプリメンテー

ションIP、プラットフォームおよびプラットフォーム・プロフェッショナル・サービス、戦略産業で構成されている。

・「接続事業」は、ワイヤレスおよびネットワークビルド＆インプリメンテーションIPワイヤレス、RFS（高周波システム）、固定アクセ

スおよびネットワークビルド & インプリメンテーション固定、マルチベンダー型保守作業、ライセンス供与、マネージド・サービスで

構成されている。

2014年と2013年の比較期間はこれに従い再提示された。

報告可能なセグメント別の情報は、これらの連結財務書類に適用され記載された会計方針と同じ会計方針に基づいている。

すべてのセグメント間の営業上の関係は、物品およびサービス提供に際しての第三者に対する取引条件を基にした公正なものである。

a/ 報告可能なセグメント別の情報

 

（単位：百万ユーロ）

2015年

中核

ネットワーク 接続事業

報告可能な

セグメント

合計

その他および

未割当金額
(1)

合計

PPA

調整
(2)

連結

合計

外部顧客からの収益 6,780 7,482 14,262 13 14,275 - 14,275

他の報告可能なセグメン

トとの取引による収益 - - - - - - -

報告可能なセグメントか

らの収益 6,780 7,482 14,262 13 14,275 - 14,275

営業利益（損失）
(3)

678 423 1,101 (72) 1,029 (25) 1,004

営業利益（損失）に

含まれる金額        

・　減価償却費および

償却費 328 260 588 1 589 26 615

・　減価償却費および

償却費以外の重要な

非現金項目 - - - - - - -

(1)報告可能なセグメントに分配されていない非コア事業の収益および17百万ユーロの株式報酬に関する報酬費用を含む。

(2)ルーセントの事業統合に関連する取得価格の配分調整（構造改革費および資産の減損を除く）を示す。

(3)営業利益（損失）とは、再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利

益（損失）を表している。

 

（単位：百万ユーロ）

2014年

中核

ネットワーク 接続事業

報告可能な

セグメント

合計

その他および

未割当金額
(1)

合計

PPA

調整
(2)

連結

合計

外部顧客からの収益 5,959 7,151 13,110 68 13,178 - 13,178

他の報告可能なセグメン

トとの取引による収益 7 6 13 (13) - - -

報告可能なセグメントか

らの収益 5,966 7,157 13,123 55 13,178 - 13,178

営業利益（損失）
(3)

630 42 672 (49) 623 (51) 572
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営業利益（損失）に

含まれる金額    
 

 
 

 

・　減価償却費および

償却費 290 204 494 1 495 50 545

・　減価償却費および

償却費以外の重要な

非現金項目 - - - - - - -

(1)報告可能なセグメントに分配されていない非コア事業の収益41百万ユーロおよび 21百万ユーロの株式報酬に関する報酬費用を含む。

(2)ルーセントの事業統合に関連する取得価格の配分調整（構造改革費および資産の減損を除く）を示す。

(3)営業利益（損失）とは、再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利

益（損失）を表している。

 

（単位：百万ユーロ）

2013年

中核

ネットワーク 接続事業

報告可能な

セグメント

合計

その他および

未割当金額
(1)

合計

PPA

調整
(2)

連結

合計

外部顧客からの収益 6,130 7,437 13,567 246 13,813 - 13,813

他の報告可能なセグメン

トとの取引による収益 21 10 31 (31) - - -

報告可能なセグメントか

らの収益 6,151 7,447 13,598 215 13,813 - 13,813

営業利益（損失）
(3)

479 (85) 394 (116) 278 (86) 192

営業利益（損失）に

含まれる金額  
 

 
 

 
 

 

・　減価償却費および

償却費 293 208 501 15 516 84 600

・　減価償却費および

償却費以外の

重要な非現金項目 - - - - - - -

(1)報告可能なセグメントに分配されていない非コア事業の収益210百万ユーロおよび26百万ユーロの株式報酬に関する報酬費用を含む。

(2)ルーセントの事業統合に関連する取得価格の配分調整（構造改革費および資産の減損を除く）を示す。

(3)営業利益（損失）とは、再編費用、訴訟、連結持分売却益／（損）、資産の減損および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利

益（損失）を表している。

d/ 地域セグメント別情報

 

（単位：百万ユーロ） フランス

その他

西欧

その他

欧州 中国

その他

アジア

太平洋地域 米国

その他

北南米

その他

諸国

連結

2015年          

顧客所在地別収益 817 2,101 281 1,459 1,499 5,913 1,192 1,013 14,275

非流動資産
(1)

872 193 25 292 43 1,321 60 11 2,817

2014年          

顧客所在地別収益 771 1,929 282 1,342 1,289 5,488 1,009 1,068 13,178

非流動資産
(1)

315 202 24 266 47 1,222 56 11 2,143

2013          

顧客所在地別収益 798 2,125 361 1,097 1,230 5,986 1,209 1,007 13,813

非流動資産
(1)

280 215 28 213 45 1,137 51 14 1,983

(1)無形資産および有形資産を示す。
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e/ 集中度

少数の大手サービス・プロバイダーに対する収益が当グループの収益の大部分を占めている。2015年、ベライゾン、AT&T、スプリントが

それぞれ、当社収益の15%、14%、5% をそれぞれ占めている（2014年はそれぞれ14%、11%、10%、2013年はそれぞれ12%、11%、10%）。

注記6　収益

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

工事契約収益 2,060 2,314 2,643

その他製品収益 7,743 7,440 6,922

その他のサービス収益 4,305 3,234 4,087

ライセンス収益 22 22 41

貸借収益およびその他の収益 145 168 120

総収益 14,275 13,178 13,813

注記7　金融収益（損失）

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

総金融負債にかかる金利 (327) (359) (462)

現金および市場性有価証券の利息受取額 58 68 70

金融費用（純額） (269) (291) (392)

金融資産の減損損失の戻入れ (4) 15 (3)

為替差益（差損） 7 2 (24)

年金および退職後給付費用の財務項目 (121) (44) (84)

金融資産（持分法適用会社持分または非連結有価証券および金融債権）および市場性

のある有価証券にかかるキャピタル・ゲイン（ロス）
(1)

131 - 3

その他
(2)

(149) (184) (210)

その他の金融収益（損失） (136) (211) (318)

金融収益（損失）合計 (405) (502) (710)

(1)2015年：アルダ・マリンに対する以前の51%の当社持分の再評価に対応する102百万ユーロのキャピタル・ゲイン、および、アルカテル

-ルーセント・サブマリン・ネットワークスが保有するジョイントベンチャーへの持ち分40% の売却によるキャポタル・ゲイン26百万

ユーロは、当社の損益計算書の「その他の金融収益（損失）」項目内に認識された。

(2)2015年：主に、特定の株式に対するプット・オプションの公正価格への変更21百万ユーロ、2020年に満期が到来する優先債の一部買戻

しに関連した損失25百万ユーロ、特定のライセンス契約に基づくクアルコムとの負債の現在価値の再評価から生じる29百万ユーロから

構成される。

2014年：主に2016年満期の優先債券の一部買戻しに関連する30百万ユーロの損失（注記24参照）および2014年8月19日に償還した優先

信用融資契約の再評価の影響に関連する101百万ユーロが含まれる。

2013年：うち、転換社債と社債の買戻しの純損失に関連する134百万ユーロ（2013年第2四半期は26百万ユーロ、2013年第3四半期は87

百万ユーロ、2013年第4四半期は21百万ユーロ）、2013年における米アルカテル-ルーセント・インクの資産売却の返済に起因する未払

い費用の繰り上げ償却に関連した24百万ユーロの損失、米アルカテル-ルーセント・インクのユーロ建ての担保付優先債契約の返済に

関連する未払い費用の繰り上げ償却に関連した21百万ユーロの損失、2013年第4四半期中の債務返済目的で行った取消不能契約を原因

とするルーセント・テクノロジーズ・キャピタル・トラストIの7.75% のトラスト型転換優先証券に関する予想キャッシュフローの変

更に関連した39百万ユーロ（52百万米ドル）の損失に関連するもの（注記24aを参照のこと）。
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注記8　法人所得税

a/ 法人所得税損益の分析

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

当期法人所得税（費用）収益 (82) (61) (56)

一時差異の繰延税金 3 (6) 43

認識された繰延税金／（戻入れ） 54 394 119

繰延法人所得税収益（費用）、純額 57 388 162

法人所得税損益 (24) 327 106

(1)2013年および2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

2015年の認識された繰延税金／（戻入れ）は主に、前年の純営業損失の回収可能性の再評価、そして一部には前年の損金控除可能な一時

差異の再評価に基づくものである。

b/ その他の包括利益の各構成要素に関する税効果の公開

 

2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

（単位：百万ユーロ）

税引き

前価額

税

（費用）

収益

税引き

後価額

税引き

前価額

税

（費用）

収益

額面

抜額

税引き

前価額

税

（費用）

収益

税引き後

価額

売却可能金融資産 2 - 2 8 - 8 11 - 11

為替換算差額 417 - 417 544 - 544 (253) - (253)

キャッシュ・フロー・

ヘッジ - - - (1) - (1) - - -

保険数理上の（損）益 933 (11) 922 (1,822) 5 (1,817) 1,667 (83) 1,584

その他 - - - - - - - - -

その他の包括利益 1,352 (11) 1,341 (1,271) 5 (1,266) 1,425 (83) 1,342

(1)2013年および2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。
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c/ 実効所得税率

実効税率は以下の通り分析される。

 

（単位：パーセンテージを除き、百万ユーロ） 2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

所得税および廃止事業計上前利益（損失） 275 (350) (1,442)

法人所得税率（フランス） 38% 38% 38%

予想税（費用）収益 (105) 133 548

税（費用）収益の影響    

・　税率の差
(2)

24 35 20

・　特定収益の課税軽減 9 ̶ 8

・　資産の減損
(73)

(3)
̶ (209)

・　永久差異および未認識の税務上の損失の使用
215

(4)
230 136

・　過年度の当期課税額の調整 (23) (14) 11

・　未認識の繰延税金資産の認識
539

(5)
395 162

・　認識されていない繰延税金資産
(73)

(6)
7 (76)

・　不承認の税損失
(536)

(7)
(519) (506)

・　税額控除 19 41 25

・　その他 (20) 19 (13)

実質税（費用）収益 (24) 327 106

実効税率 (8)% 93% 7%

(1)2013年および2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

(2)アルカテル-ルーセントは、税率がフランスの法定税率とは異なる管轄地域でも事業を展開しているため、税の金額に差が生じる。

(3)海底通信部門ののれんの減損に関連する。

(4)主に米国の税損失と税消却に関連。

(5)米国（Alcatel-Lucent USA Inc）における繰延税金資産の回収可能性の再評価に関連する。2015年末時点で、米国の改善された収益履

歴と更新した5カ年事業計画（2016年～2020年）に基づき、繰延税資産の認識に関する税計画について、予想を3年間から5年間に修正

した（損失先送り）。複合的効果の結果として、2015年に追加の97百万ユーロを認識し、この結果、2015年12月31日時点で1,526百万

ユーロになった。これについて、スタンドアローンベースで、グループには、未使用の税損失を5年間の期間にわたって活用できる十

分な課税収益があるという説得力のある証拠が欠けていると考えた。特に、グループの、ワイヤレス事業における現在の市場シェアと

今後の5Gにおけるスケールとキャパシティが限定されていることを考えれば、ワイヤレスからの収益ストリームレベルが米国における

当社事業の鍵となり、2020年以降は不透明性が高い。

(6)主に、アルカテル・ルーセント海底通信ネットワークスUKの繰延税金資産の戻入に関係している。

(7)主にフランス税グループ関連。

d/ 繰延税金残高

 

（単位：百万ユーロ）

残高 2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

繰延税金資産：    

・　認識された繰延税金資産 13,936 13,758 12,460

・　うち、認識されていないもの (11,602) (11,697) (10,718)

認識された純繰延税金資産 2,334 2,061 1,742

繰延税金債務 (946) (872) (990)

純繰延税資産（債務） 1,388 1,189 752
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(1)2013年および2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

 

期間中の変更

 

（単位：百万ユーロ）

2014年

12月31日
(1)

法人所得税

損益

為替換算

差額 その他
 

2015年

12月31日

認識された繰延税金資産 2,061 24 192 57 2,334

繰延税金債務 (872) 33 (55) (52) (946)

純繰延税資産（債務） 1,189 57 137 5 1,388

(1)2014年の金額は、廃止事業の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

一時的な差異別の、繰延税金資産と負債の分析

 

（単位：百万ユーロ）

2014年

12月31日
(1)

純利益

（損失）

の影響 為替換算差額

組替および

その他

2015年

12月31日

企業結合による税金資産および

債務の公正価値の調整 (300) 68 (35) - (267)

引当金 265 (17) 5 (3) 250

年金引当金 1,578 (36) 156 (323) 1,375

前払年金 (983) (35) (79) 4 (1,093)

有形固定資産および無形資産 588 (174) 47 1 462

その他の財務状況報告書から生じる一時差異 271 (139) 11 18 161

財務上の繰越欠損金および税額控除 11,467 84 560 (9) 12,102

繰越税資産（負債）、総額 12,886 (249) 665 (312) 12,990

認識されていない繰延税金資産 (11,697) 306 (528) 317 (11,602)

純繰延税資産（債務） 1,189 57 137 5 1,388

(1)2014年の金額は、廃止事業の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

 

（単位：百万ユーロ）

認識された繰延税金資産

12月31日

2015年

12月31日

2014年
 (1)

12月31日

2013年
 (1)

米国関連 1,870 1,549 1,254

その他の税務管轄関連 464 512 488

合計 2,334 2,061 1,742

(1)2013年および2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

 

子会社、持分法適用会社および合弁会社の投資における一時差異に関係する、認識されていない繰延税金は、2015年12月31日、2014年12

月31日、2013年12月31日時点でゼロであった。

e/ 税務上の繰越欠損金および一時差異

税務上の繰越欠損金

税務上の繰越欠損金総額は、2015年12月31日現在で12,102百万ユーロ（2014年12月31日現在で11,467百万ユーロ、2013年12月31日現在で

10,618百万ユーロ）節税した可能性があることを示している。2014年から2015年にかけての税務繰越欠損金の増加は、新しい税務上の損

失（未認識）によるもので、フランス税グループでは523百万ユーロが発生し、その内一部は主に米国税グループにおいて、従前に認識さ

れた損失または認識されていな損失の使用によって417百万ユーロが相殺された。以前は無限として報告したドイツの税損失620百万ユー

ロは、2016年について以下の表に示す通りである。米国に関する2014年から2015年にかけての税務上の損失への為替レートの影響によ

り、税務上の繰越欠損金が505百万ユーロ増加した。税務繰越欠損金に関する節税の可能性の期限は以下の通りである。
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（単位：百万ユーロ）

年度 認識済み 未認識 合計

2016年 39 632 671

2017年 136 22 158

2018年 152 15 167

2019年 275 3 278

2020年 147 15 162

2021年以降 880 3,025 3,905

無限 292 6,469 6,761

合計 1,921 10,181 12,102

一時差異

 

（単位：百万ユーロ） 認識済み 未認識 合計

2013年12月31日時点 263 589 852

2014年12月31日時点 (295) 1,714 1,419

2015年12月31日時点 (533) 1,421 888

2015年の認識済みの課税対象となる533百万ユーロの一時差異は主に、OCEANEの前払いされた年金、取得価格の分配調整、資本部分に関す

る繰延税金負債に関連するものである。

次へ
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注記9　廃止事業、売却目的で保有する資産および売却目的で保有する処分グループに関連

する負債
 

2015年、2014年および2013年の廃止事業は以下の通りである。

・2015年：追加的なエンタープライズのカーブアウト費用に関連する。

・2014年：2014年2月6日、アルカテル-ルーセントは、中国のアルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベル (ASB) 合併事業の既存パート

ナーであるChina Huaxinからエンタープライズ・ビジネスの85% を売却するためのバインディング・オファーを受けたことを発表し

た。必要となる承認を得た後、2014年9月30日に契約が締結され、エンタープライズ事業の大部分が振り替えられた。振り替えられたエ

ンタープライズ事業は、連結損益計算書およびキャッシュ・フロー計算書で提示した全期間について廃止事業として提示されている。

・2013年：当期より前に処分した事業とジェネシス事業の処分に関連して終了後の購入価格の調整に関連した訴訟解決。

 

（単位：百万ユーロ）

廃止事業の損益計算書 2015年 2014年 2013年

収益 5 437 623

売上原価 (5) (222) (302)

売上総利益 - 216 321

一般管理費および販売費 (2) (169) (203)

研究開発費 - (33) (106)

再編費用、訴訟、取引関連費用、連結持分売却益／（損）、資産の減損

および退職後給付制度の改訂計上前営業活動からの利益（損失） (2) 14 12

リストラクチャリング費用 - (1) (20)

連結持分売却益／（損） - - -

退職後給付制度の改定 - - 2

営業活動からの利益（損失） (2) 12 (6)

金融収益（損失） - (3) (1)

法人所得税損益 - (1) (2)

キャピタル・ゲイン（ロス）前の廃止事業からの利益（損失） (2) 8 (9)

廃止事業の売却にかかるキャピタル・ゲイン（ロス）、純額 (14) 1 (17)

関連費用および税金抜きのエンタープライズ事業売却におけるキャピタル・ゲイン - (58) -

関連費用および税金抜きのジェネシス売却におけるキャピタル・ゲイン - - 1

廃止事業からの（利益）損失 (16) (49) (25)

 

売却目的で保有する資産

 

2013年については、グループが売却目的で保有していた資産と負債には、(i) E-Plusマネージド・サービスのZTEへの譲渡を背景として

2014年1月7日に完了したアルカテル-ルーセント・ネットワークス・サービスGmbHの売却と (ii) LGSイノベーションズ（下記）が含まれ

ている。

2013年12月20日、当社は、マディソン・ディアボーン・パートナーズが率いる投資家グループが所有し、CoVantを含む米国拠点の企業に

対し、当社子会社であるLGSイノベーションズLLC売却について正式契約を締結した。2014年3月31日、売却益1億1,100万米ドル（81百万

ユーロ）（すべての運転資本の調整を考慮した後の金額）で売却を完了した。この契約には、2014年度の業績にも基づく最高1億米ドルの

アーンアウトが含まれるが、多額の金額を受け取ることはないものと予想する。

売却目的で保有されるその他の資産は、2015年12月31日、2014年12月31日、および2013年12月31日現在で処分した不動産売却に関するも

のである。

2014年12月31日時点で、売却目的で保有する処分グループの資産と負債には、残りのまだ振り替えられていないエンタープライズ事業の

資産と負債のみが含まれ、これらは契約の締結日（2014年9月30日）から1年以内に振り替えられる見込みである。2013年12月31日時点の

売却目的で保有する資産および負債に記載されていたアルカテル-ルーセント・ネットワークス・サービスGmbHおよびLGSイノベーション

ズはそれぞれ、2014年1月7日と2014年3月31日に売却された。
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（単位：百万ユーロ）

財政状態計算書

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

のれん - - -

無形資産および有形資産 - 2 21

営業運転資金
(1)

- 13 38

現金 - - -

年金引当金 - - (7)

その他の資産および負債 (14) (20) (13)

売却目的で保有する処分グループの資産および負債 (14) (5) 39

売却目的で保有する処分グループに関連する資産 (A) - 20 133

売却目的で保有する処分グループに関連する負債 (B) (14) (25) (94)

売却目的で保有する不動産およびその他資産 (C) 39 45 9

売却目的で保有するその他の負債 (D) - (7) -

売却目的で保有する資産および売却目的で保有する処分グループに含まれる資産合計

(A) + (C) 39 65 142

売却目的で保有する処分グループに関連する負債合計 (B) + (D) (14) (32) (94)

(1)注記17にて定義。

廃止事業のキャッシュ・フローは以下の通りであった。

（単位：百万ユーロ）

2015年

12月31日

終了年度

2014年

12月31日

終了年度

2013年

12月31日

終了年度

廃止事業からの純利益（損失） (16) (49) (25)

運転資本の増減計上前営業活動による純キャッシュ・フロー 11 11 60

営業活動による純キャッシュのその他の増加（減少） - 23 5

営業活動によるキャッシュ・フロー (A) 11 34 65

設備投資 (B) - (48) (65)

フリー・キャッシュ・フロー：(A) + (B) 11 (14) -

投資活動によるキャッシュ・フロー（設備投資を除く）(C) 30 119 1

財務活動によるキャッシュ・フロー (D) - 65 (15)

合計(A)+ (B)+ (C)+ (D) 41 170 (14)

注記10　1株当たり利益

以下の表は、開示された会計期間の基本的1株当たり利益から希薄化後1株当たり利益への調整に使用された要素を表わしている。

 

株式数 2015年 2014年 2013

発行済普通株式数（株式資本） 3,036,337,359 2,820,432,270 2,808,554,197

自己株式 (40,115,700) (40,120,327) (51,894,411)

社外流通株式数 2,996,221,659 2,780,311,943 2,756,659,786

発行株式の加重効果（うち、ストック・オプションの行使にかかるもの） (187,611,934) (3,867,299) (317,578,166)

自己株式の加重効果 (1,059) (9,418,294) (7,912,902)

加重平均発行済み株式数 - 基本的1株当たり利益の計算に使用される基本

株式数 2,808,608,666 2,767,026,349 2,431,168,718

希薄化効果：    

・ 株式制度（ストック・オプション、RSU） 44,064,974 - -
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・ 2003年6月12日および2009年9月10日発行のアルカテル-ルーセントの転

換社債 (OCEANE) - - -

・ 2013年7月3日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債 (OCEANE) - - -

・ 2014年6月10日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債 (OCEANE)第一

および第二期間 - - -

・ 7.75%トラスト型転換優先証券 - - -

・ 2.875% シリーズA転換証券 - - -

・ 2.875% シリーズB転換証券 - - -

加重平均発行済み株式数－希薄化 2,852,673,640 2,767,026,349 2,431,168,718

2013年と2014年の正味結果が損失であったことを受け、ストック・オプションと業績連動株式の計画に逆希薄化効果が及んだ。そのた

め、これらの商品に関連付けられている潜在株式は、希薄化後加重平均株式数または希薄化後1株当たり利益（損失）の計算では考慮され

なかった。また、転換社債に逆希薄化効果が及んだ。そのため、これらの商品に関連付けられている潜在株式は、希薄化後加重平均株式

数または希薄化後1株当たり利益（損失）の計算では考慮されなかった。

 

（単位：百万ユーロ）

純利益（損失） 2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

親会社の所有者に帰属する純利益（損失）－ 基本 206 (107) (1,371)

純利益に対して希薄化効果のある有価証券についての調整：

転換証券に関連した支払利息 - - -

純利益（損失）－希薄化後 206 (107) (1,371)

(1)2013年および2014年の金額は、廃止事業の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

 

以下の表は、逆希薄化効果があるために希薄化後1株当たり利益の計算において考慮されていない潜在普通株式の数を要約したものであ

る。

 

 2015年 2014年 2013

株式制度（ストック・オプション、RSU） - 48,335,993 25,156,350

2003年6月12日および2009年9月10日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債

(OCEANE) - - -

2013年7月3日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債 (OCEANE) 245,905,350 370,378,501 370,379,561

2014年6月10日発行のアルカテル-ルーセントの転換社債 (OCEANE)

第一および第二期間 262,378,907 281,999,995 -

7.75%トラスト型転換優先証券 - - 37,557,287

2.875％シリーズA転換証券 - - -

2.875％シリーズB転換証券 - - -

注記11　のれんおよび減損損失

a/ のれん

 

（単位：百万ユーロ） 純

2012年12月31日時点ののれん 3,820

追加 -

売却および廃棄事業 -

のれん配分期間の変更 -

当該期間の減損損失 (568)

為替レートの変動の影響、純額 (99)

その他の変動 3

2013年12月31日時点ののれん 3,156
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追加 10

売却および廃棄事業 (222)

のれん配分期間の変更 -

当該期間の減損損失 -

為替レートの変動の影響、純額 237

その他の変動 -

2014年12月31日時点ののれん 3,181

追加 9

売却および廃棄事業 -

のれん配分期間の変更 -

当該期間の減損損失 (193)

為替レートの変動の影響、純額 218

その他の変動 -

2015年12月31日現在ののれん 3,215

以下の年度に会計処理された主な変更点

・2015年：193百万ユーロの減損損失は、2015年第3四半期に行った減損テスト後のアルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス

に関連している。

・2014年：222百万ユーロの増加はエンタープライズ事業の売却に関連するものである。10百万ユーロの増加はノルウェーの会社であるオ

プトプランの買収によるものである。

・2013年：2013年中、合計568百万ユーロの減損損失が計上された。

回収可能価値を決定する上で使用された主要な想定

 

CGUの回収可能価額は、連結財務書類に大きな影響を及ぼした可能性がある主要な想定に基づくものである。主要な想定は以下の通りであ

る。

 

 2015年 2014年 2013年

出典

事業計画

事業計画

シフト計画

事業計画

シフト計画

回収可能価額の基準
公正価値

(1)
および

使用価値 公正価値
(1)

公正価値
(1)

割引率 (WACC) 9.5% 9.8% 11%

継続成長率
(2)

0%～2.0% 0%～2.0% 0%～2.5%

(1)売却のための経費を差し引いた公正価値

(2)注記2cに記載のとおり、キャッシュフロー分析に使用した成長率はグループの予算に使用された率であり、その後の期間については業

界の率である。残存価値の計算に使用された継続成長率は、当グループの CGUに応じて、0％から +2.5% の範囲である。

 

回収可能価額を決定する上で使用された方法は注記2cに説明されている。

2015年年次減損テスト

使用された年次減損テストの想定は、5年間の事業計画に由来するものであった。

 

2015年年次減損テストの結果、のれんの減損損失は計上されなかった。2015年第3四半期に行った減損テストの結果、サブマリンCGUに関

する193百万ユーロののれんに関する減損損失が認識された。

重要なのれんのある資金生成単位（注記1g）において、のれんの減損テストに使用されるデータおよび具体的な想定は以下のとおりであ

る。
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（単位：百万ユーロ）

のれんの

帳簿価額、

純額

2015年12月31日

回収可能価額と

帳簿価額の差額 (A)

純資産 (B)

(A) － (B)

継続

成長率

IPルーティング 903 4,762 1.5%

固定ネットワーク 758 2,157 1.0%

海底通信 422 31 1.5%

IPプラットフォーム 588 1,132 1.0%

IPトランスポート 323 416 1.5%

その他のCGU 221
 

0%～2.0%

合計、純額 3,215
  

 

感応度分析

他の仮定をすべて一定とした場合、割引率の0.5% の上昇または低下により、2015年ののれんおよび無形資産を含むCGUまたはCGUのグルー

プの回収可能価額がそれぞれ606百万ユーロおよび681百万ユーロ増減していた可能性がある。割引率が0.5% 上昇した場合、減損損失を引

き起こした可能性があると考えられる。

サブマリンCGUに関する他の仮定をすべて一定とした場合、

・割引率0.7% の上昇により、回収可能価額がそれぞれの帳簿価額と同等になっていた可能性がある。

・継続成長率の0.5% の低下により、回収可能価額が10百万ユーロ低下していた可能性がある。

・継続成長率の5% の上昇により、フリーキャッシュフローが10百万ユーロ上昇または低下していた可能性がある。

2015年9月30日時点のアルカテル・ルーセント海底通信ネットワークの減損テスト

アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスを完全子会社として保持し、開始された売却プロセスを停止するという決断の結

果、2015年第3四半期に、関連した全ての事情を考慮したサブマリンの現金生成ユニットの減損テストを実行した。この減損テストの結

果、相当する罰金と193百万ユーロののれんの減損が生じた。

サブマリン現金生成ユニットの回復可能価値は、コア報告セグメントも含め、公正価値から売却手法のコストを引いて評価された。以下

の主要な想定が用いられた。

・更新版事業計画、ほとんどがサブマリン事業の周期性を表した通常年度の更新版に関連するもの

・9.8%（税引後）の割引率

・1.5% の継続成長率、2014年の年次減損テストに使用した継続成長率は2%

2014年年次減損テスト

2014年年次減損テスト年年次のれん減損テストでは、減損損失は発生しなかった。使用された年次減損テストの想定は、シフト計画に由

来するものであった。光通信製品の波長分割多重方式 (WDM) 収益の大幅な増大もまた、IPトランスポートの主要な想定として使用され

た。

2013年年次減損テスト

2013年年次のれん減損テスでは、2013年6月に実施した選択減損テストから生じた568百万ユーロに加えて減損損失は発生しなかった（以

下を参照）。

年間減損テストで当社が使用した前提は2013年6月に開始したシフト計画（詳細は注記2iを参照）に基づくもので、特定のCGUの回収可能

価額を決定するにあたって使用する5年間のキャッシュ・フロー予測や終価の修正に7反映された。

また、ITトランスポート CGUの回収可能価額に関連する以下の主要な想定も適用した。(i) 1.5% の継続成長率、(i) 今後数年間における

WDM収益の大幅な増大。

2013年7月1日付けで組織が発足するため（注記5参照）、のれんはCGUに対応して、この日に新しい製品部門または製品部門のグループに

再配分され、この段階でのれんは減損に関して監視され、テストされる。
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2013年6月30日締め半期の選択的追加減損テスト

2013年6月19日の、シフト計画に記載された当グループの新たな戦略に関する報告は、追加の再編費用につながる。こういった追加費用

が、特定のCGU、主としてワイヤレス製品部門における当社ののれんの回収可能価額にマイナスの影響を及ぼし、また及ぼす可能性があ

る。

ワイヤレス製品部門における全てののれんと無形資産のかなりの割合が2012年第4四半期中に行われる年次のれん減損テスト時点で減損さ

れたものの、2013年1月1日からの新組織の結果として、さらに詳しく言えば、以前は別の製品部門であった新しい製品部門の保守活動を

含めた結果、新しいワイヤレス製品部門にのれんのかなりの量を割り当てている。2013年7月1日以降、シフト計画はさらに組織構造を調

整したが、製品部門間の保守活動の配分については変更しなかった。

特定のCGUの回収可能価額に関するシフト計画の予想インパクトに基づき、3つの製品部門（ワイヤレス、光学地上波、エンタープライ

ズ）に関する2013年6月30日時点の選択的減損テストを実行することが決定された。2012年12月に実施した2012年年次減損テストで採用し

た前提は、シフト計画で考慮した前提に基づき更新した。

この追加的な選択的減損テストの結果、ワイヤレス製品部門に関連する全てののれんは減損され、減損損失は568百万ユーロに上った。

b/ 減損損失

 

2015年 （単位：百万ユーロ）

中核

ネットワーク 接続事業 その他 割当なし

グループ

合計

のれんの減損損失 (193) - - - (193)

資産計上された開発費の減損損失 - - - - -

無形資産の減損損失 - - - - -

有形固定資産の減損損失 - - - - -

合計、純額 (193) - - - (193)

うち、減損損失の戻入れ - - - - -

 

2014年 （単位：百万ユーロ）

中核

ネットワーク 接続事業 その他 割当なし

グループ

合計

のれんの減損損失 - - - - -

資産計上された開発費の減損損失 - - - - -

無形資産の減損損失 - - - - -

有形固定資産の減損損失 - - - - -

合計、純額 - - - - -

うち、減損損失の戻入れ - - - - -

 

2013年（単位：百万ユーロ）

中核

ネットワーク 接続事業 その他 割当なし

グループ

合計

のれんの減損損失 - (568) - - (568)

資産計上された開発費の減損損失 - - - - -

無形資産の減損損失 - 4 - - 4

有形固定資産の減損損失 - 18 - (2) 16

合計、純額 - (546) - (2) (548)

うち、減損損失の戻入れ - 22 - - 22

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

175/425



注記12　無形資産

a/ 無形資産

 

（単位：百万ユーロ）

資産計上された

開発費

その他の

無形資産 合計

2013年12月31日時点    

原価または評価 2,380 5,358 7,738

割賦償却と減損 (2,002) (4,735) (6,737)

純帳簿価額 378 623 1,001

2014年12月31日時点    

原価または評価 2,370 6,048 8,418

割賦償却と減損 (2,041) (5,366) (7,407)

純帳簿価額 329 682 1,011

2015年12月31日時点    

原価または評価 2,630 7,061 9,691

割賦償却と減損 (2,239) (6,017) (8,256)

純帳簿価額 391 1,044 1,435

その他の無形資産には、企業結合で取得した主な無形資産（取得技術、進行中の研究開発および顧客との関係）、特許、商標およびライ

センスが含まれる。

b/ 無形資産の変動、純額

 

（単位：百万ユーロ）

資産計上された

開発費

その他の

無形資産 合計

2012年12月31日時点 421 754 1,175

資産計上 189 32 221

追加 - 7 7

償却 (223) (148) (371)

減損損失 - 4 4

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 - (2) (2)

為替レートの変動の影響、純額 (9) (27) (36)

その他の変動 - 3 3

2013年12月31日時点 378 623 1,001

資産計上 162 73 235

追加 - 5 5

償却 (164) (97) (261)

減損損失 - - -

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 (77) (3) (80)

為替レートの変動の影響、純額 30 74 104

その他の変動 - 7 7

2014年12月31日時点 329 682 1,011

資産計上 203 55 258

追加
(1)

- 354 354

償却 (172) (113) (285)
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減損損失 - - -

売却目的で保有する資産、廃止事業および売却 - 2 2

為替レートの変動の影響、純額 25 69 94

その他の変動 6 (5) 1

2015年12月31日 391 1,044 1,435

(1)2015年4月1日、当社は、既存の一部のライセンス契約を終了し、クアルコム社との新しい2件のライセンス契約を締結した。金額は335

百万ユーロで、無形資産を考慮し、四半期決済される。

注記13　有形固定資産

a/ 有形固定資産

 

（単位：百万ユーロ） 土地

建物および

船舶

工場、

機器

およびツール その他 合計

2013年12月31日時点      

原価または評価 90 931 2,716 768 4,505

割賦償却と減損 (10) (558) (2,277) (585) (3,430)

純帳簿価額 80 373 439 183 1,075

2014年12月31日時点      

原価または評価 88 943 2,867 709 4,607

割賦償却と減損 (11) (545) (2,362) (557) (3,475)

純帳簿価額 77 398 505 152 1,132

2015年12月31日時点      

原価または評価 79 1,247 3,027 728 5,081

割賦償却と減損 (12) (616) (2,507) (564) (3,699)

純帳簿価額 67 631 520 164 1,382

b/ 有形固定資産の変動、純額

 

（単位：百万ユーロ） 土地

建物および

船舶

工場、機器

およびツール その他 合計

2012年12月31日時点 107 427 456 143 1,133

追加 - 13 90 220 323

償却費 (1) (51) (206) (37) (295)

減損損失
(1)

(4) - (1) - (5)

無形資産の戻入
(1)

4 2 12 - 18

売却目的で保有する資産、廃止事業および

売却 (28) (15) (8) - (51)

連結グループの変動 - - - (2) (2)

為替レートの変動の影響、純額 (4) (13) (13) (5) (35)

その他の変動 6 10 109 (136) (11)

2013年12月31日時点 80 373 439 183 1,075

追加 - 32 96 199 327

償却費 (1) (49) (208) (36) (294)
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減損損失
(1)

- - - - -

無形資産の戻入
(1)

- - - - -

売却目的で保有する資産、廃止事業および

売却 (9) (20) (20) (11) (60)

連結グループの変動 - - - - -

為替レートの変動の影響、純額 9 33 35 7 84

その他の変動 (2) 29 163 (190) -

2014年12月31日時点 77 398 505 152 1,132

追加 - 24 87 213 324

償却費 (1) (59) (232) (38) (330)

減損損失
(1)

- - - - -

無形資産の戻入
(1)

- - - - -

売却目的で保有する資産、廃止事業および

売却 (19) 9 56 (2) 44

連結グループの変動 - 223 (1) (1) 221

為替レートの変動の影響、純額 7 30 27 8 72

その他の変動 3 5 80 (168) (80)

2015年12月31日 67 631 520 164 1,382

(1)注記11bを参照。

c/ ファイナンス・リース

ファイナンス・リースの有形固定資産の正味帳簿価額は、2015年12月31日現在41百万ユーロである（2014年12月31日現在では45百万ユー

ロ、2013年12月31日現在では51百万ユーロ）。こうしたファイナンス・リースは、主にヒューレット・パッカードとの共同部品調達契約

（注記28参照）に伴って、売却および貸借した情報システム機器やIT機器に関するものである。

解約不能なファイナンス・リースに基づいた、将来の最低リース支払額は注記28a「オフバランス債務」に表示している。

 

注記14　関連会社、合併会社および子会社の株主持ち分への投資

a/ 関連会社および合併会社への投資

 

 額面

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

アルカテル-ルーセント・シャンハイ・ベルの持分法適用会社 9 9 9

アルダ・マリン
(1)

- 16 13

AMIRIB
(1)

- 12 7

Tetron 10 8 5

その他（各5百万ユーロ未満） 1 6 1

関連会社および合併会社への投資 20 51 35

(1)アルダ・マリンとAMIRIBは2015年3月18日付で完全連結された（注記3を参照のこと）。

b/ 関連会社および合併会社への投資における変動

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年
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1月1日時点の帳簿価額 51 35 29

持分法により会計処理された持分法適用会社における変更
(1)

(34) - -

純利益（損失）持分
 2 15 7

為替レートの変動の影響、純額 1 1 -

その他の変動 - - (1)

12月31日時点の帳簿価額 20 51 35

(1)アルダ・マリンの完全連結に関連する（注記3を参照のこと）。

c/ 関連会社および合併会社の財務情報の概要

100% 連結されたと仮定した場合の関連会社および合併会社の総合財務情報

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

資産合計 230 305 234

負債（持分を除く） 177 186 148

自己資本 53 119 86

収益 63 118 107

親会社の持分保有者に帰属する純利益（損失） (3) 24 19

d/ 子会社の株主持ち分

 

当グループは、重要な非完全所有子会社アルカテル-ルーセント・上海ベル・カンパニー・リミテッドを所有しており、同社は重要な非支

配株主持分を所有している（50% - 1の株式）。アルカテル-ルーセント・上海ベル・カンパニー・リミテッドおよびRFSグループを含め、

中国その他世界各国にある同社の子会社は、「アルカテル-ルーセント・上海ベル・グループ」を形成している。非支配株主持分の重要性

は、アルカテル-ルーセント上海ベルグループの収益、財政状態計算書、同グループの財務書類の重要性に基づいて決定された。その他子

会社における非支配株主持分は個別で見れば重要ではない。

 

（単位：百万ユーロ）

うち、アルカテル-ルーセント・上海ベルグループ

非支配

株主持分 純拠出金 消去

グループ

間消去前

2012年12月31日時点の残高 745 666 - -

2013年の収益における非支配株主持分 10 2 (4) 6

その他の変動
(1)

(25) (13) - -

2013年12月31日時点の残高 730 655 - -

2014年の収益における非支配株主持分 35 18 5 13

その他の変動
(1)

68 75 - -

2014年12月31日時点の残高 833 748 - -

2015年の収益における非支配株主持分 29 16 1 15

その他の変動
(1)

42 53 - -

2015年12月31日時点の残高 904 816 - -

(1)この金額は主に、少数株主持分に帰属する自己資本に直接計上された純利益（損失）、支払配当金、為替換算の影響に関連するもので

ある。

アルカテル-ルーセント・上海ベルグループ - 要約財務情報
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（単位：百万ユーロ）

2015年

  

グループ間消去前の金額 2014年 2013年

損益計算書    

収益 2,486 2,949 2,130

営業活動からの利益（損失） 4 35 (8)

純利益（損失） 30 26 3

うち以下に帰属する分    

・ 親会社の株主 15 13 (3)

・ 被支配株主持分 15 13 6

財政状態計算書    

非流動資産 552 517 430

非流動負債 (35) (127) (115)

営業運転資金
(1)

(214) 76 (10)

現金および現金同等物
(2) (4)

1,648 1,217 1,139

金融負債 (134) (142) (44)

キャッシュ・フロー計算書    

営業活動によるキャッシュ・フロー 446 (30) 101

フリー・キャッシュ・フロー
 (3)

351 (139) 19

投資活動によるキャッシュ・フロー (137) 28 (28)

財務活動によるキャッシュ・フロー 8 83 (76)

うち非支配株主持分に対する支払配当金 - - -

(1)注記17にて定義。

(2)注記24にて定義。

(3)注記27bにて定義。

(4)この金額には、為替管理規制のある国において保有する現金および現金同等物が、2015年12月31日時点で1,505百万ユーロ（2014年12

月31時点で988百万ユーロ、2013年12月31日時点で652百万ユーロ）が含まれている。

注記15　金融資産

 

 
2015年12月31日 2014年12月31日 2013年12月31日

（単位：百万ユーロ）

その他非流動金

融資産、純額

(1)

市場性のある

有価証券
(2)

合計

その他非流動

金融資産、純

額
(1)

市場性のある

有価証券
(2)

合計

その他非流動

金融資産、純

額
(1)

市場性のある

有価証券
(2)

合計

売却可能金融資産 228 159 387 226 167 393 172 158 330

損益計上を通じて

公正価値で測定さ

れる金融資産 103 1,467 1,570 100 1,505 1,605 91 2,101 2,192

償却原価で測定

される金融資産
 (3)

30 - 30 80 - 80 59 - 59

合計 361 1,626 1,987 406 1,672 2,078 322 2,259 2,581

(1)うち、18百万ユーロは2015年12月31日時点で満期まで1年以内のもの（2014年12月31日時点で22百万ユーロ、2013年12月31日時点で22

百万ユーロ）。

(2)すべて、2015年、2014年、2013年12月31日時点で最新のものである。

(3)うち、32百万ユーロは、2015年に返済された2014年12月31日時点の旧エンタープライズ事業への貸付に関連するものである。それぞれ

2013年12月31日時点で7百万ユーロ、2012年12月31日時点で24百万ユーロを示していたアルダ・マリンとAMIRIBへの貸付は、2014年に

弁済された。
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満期まで保有している金融資産は考慮されていない。

売却可能金融資産の累積公正価値の変動は、2015年12月31日現在の潜在的利得で、自己資本に計上された50百万ユーロである（2014年12

月31日時点では48百万ユーロ、2013年12月31日時点では40百万ユーロ）。

a/ 売却可能金融資産

 

 
2015年12月31日 2014年12月31日 2013年12月31日

（単位：百万ユーロ）

その他の

非流動

金融資産

市場性のある

有価証券 合計

その他の

非流動

金融資産

市場性のある

有価証券 合計

その他の

非流動

金融資産

市場性のある

有価証券 合計

1月1日 時点の

正味帳簿価額 226 167 393 172 158 330 181 146 327

追加／（売却） (3) (10) (13) 43 - 43 (3) - (3)

公正価値の変動 (1) 2 1 (1) 9 8 (1) 12 11

減損損失
 (1)

(1) - (1) (1) - (1) (1) - (1)

連結グループの変動 - - - - - - - - -

その他の変動 7 - 7 13 - 13 (4) - (4)

12月31日時点の

正味帳簿価額 228 159 387 226 167 393 172 158 330

内訳：          

・公正価値
 (2)

8 159 167 9 167 176 7 158 165

・原価 220 - 220 217 - 217 165 - 165

(1)注記11bで報告された金額に含まれる。

(2)公正価値の階層は、注記1-q-iiと26-cに表示されている。

売却可能な金融資産は、信頼できる公正価値が存在しない場合は、非上場株式の金融資産以外は償却原価による公正価値で提示する。

 

（単位：百万ユーロ）公正価値変動： 2015年 2014年 2013年

その他の包括利益で直接認識された公正価値の変動 2 8 11

以前はその他の包括利益で認識されていたが、

現在は売却によって純利益（損失）で認識されている損益から生じる変動 - - -

合計 2 8 11
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b/ 損益計上を通じて公正価値で測定される金融資産

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

1月1日時点の正味帳簿価額 1,605 2,192 1,480

追加／（売却） (63) (626) 715

公正価値の変動 - 6 6

その他の変動（CTA評価） 28 33 (9)

12月31日時点の正味帳簿価額 1,570 1,605 2,192

c/ 償却原価で測定される金融資産

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

1月1日時点の正味帳簿価額 80 59 62

追加／（売却） (45) 23 (16)

減損損失
(1)

(2) 16 (2)

連結グループの変動 - - -

その他の変動（組替） (3) (18) 15

12月31日時点の正味帳簿価額 30 80 59

(1)注記11bで報告された金額に含まれる。

注記16　現金および現金同等物

現金および現金同等物

（単位：百万ユーロ）

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

現金 3,355 2,399 2,473

現金および同等物 1,550 1,479 1,623

うち、短期金融資産投資信託 1,170 1,096 1,476

うち、その他（定期預金証券、財務省短期証券など） 380 383 147

現金および現金同等物 - 廃止事業を除く 4,905 3,878 4,096

廃止事業における現金 - - -

現金および現金同等物 - 廃止事業を含む 4,905 3,878 4,096

為替管理規制のある国において（主に中国）、2015年12月31日現在1,505百万ユーロの現金および現金同等物を保有している（2014年12月

31日時点で1,019百万ユーロ、2013年12月31日時点で756百万ユーロ）。

注記17　営業運転資金

a/ 営業運転資金

営業運転資金は、以下に記載するとおり、流動営業資産および負債から生じた運転資金を示す。営業運転資金は、その他の流動資産およ

びその他の流動負債を除外することで定義する。

 

（単位：百万ユーロ）

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

棚卸資産および仕掛品、純額 1,600 1,971 1,935
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営業債権およびその他の債権、純額
(1)

2,535 2,528 2,482

前渡金および未成工事支出金 45 43 46

前受金 (794) (810) (681)

営業債務およびその他の債務 (3,578) (3,571) (3,518)

営業運転資金、純額 (192) 161 264

(1)遡及権なしで売却された営業債権の金額、およびこれらの譲渡がキャッシュ・フローに及ぼす影響については、注記20に詳細が記載さ

れている。

（単位：百万ユーロ）

12月31日

2014年

キャッシュ・フ

ロー

連結

グループの

変動
(1)

為替相場

およびその他

2015年

12月31日

棚卸資産および仕掛品 2,366 (342) 10 (41) 1,993

営業債権およびその他の債権
(2)

2,721 (93) 7 68 2,703

前渡金および未成工事支出金 43 (5) 4 3 45

前受金 (810) 53 - (37) (794)

営業債務およびその他の債務 (3,571) 227 (2) (232) (3,578)

営業運転資金、総額 749 (160) 19 (239) 369

評価引当金 (588) - (3) 30 (561)

営業運転資金、純額 161 (160) 16 (209) (192)

(1)主に、2013年12月31日現在で「廃止事業」に再分類されたエンタープライズ事業に関連する（注記9を参照）。

(2)遡及権なしで売却された営業債権の金額、およびこれらの譲渡がキャッシュ・フローに及ぼす影響については、注記20に詳細が記載さ

れている。

b/ 工事契約を交わす顧客の債権と債務

 

（単位：百万ユーロ）

工事契約にかかる顧客債権／顧客債務金額の分析

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

工事契約にかかる顧客に対する債権 382 613 757

工事契約にかかる顧客に対する債務 (75) (96) (82)

合計 307 517 675

工事契約にかかる仕掛品、総額 314 499 487

工事契約にかかる仕掛品、減価償却費 (3) (7) (2)

工事契約にかかる未払収益 87 117 270

製品売上引当金－工事契約 (91) (92) (80)

合計 308 517 675

注記18　棚卸資産および仕掛品

a/ 正味価値の分析

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

原材料および物品 184 231 265

工事契約を除く仕掛品 728 842 817

工事契約にかかる仕掛品、総額 314 499 487

完成品 767 794 761

粗価値 1,993 2,366 2,330
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評価引当金 (393) (395) (395)

合計、純額 1,600 1,971 1,935

b/ 評価引当金の変動

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

1月1日時点 (395) (395) (448)

（追加）／戻入 (144) (139) (106)

使用 28 54 45

連結グループの変動 (3) 9 9

為替レートおよびその他の変動の影響、純額 121 76 105

12月31日時点 (393) (395) (395)

注記19　営業債務および関連勘定

a/ 営業債権およびその他の債権、純額

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

金利が生じる債権 5 1 5

その他の営業債権 2,698 2,720 2,634

粗価値 2,703 2,721 2,639

減損損失累計額 (168) (193) (157)

合計、純額 2,535 2,528 2,482

うち、1年後に支払われる金額の純額 99 108 39

b/ 前受金

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

工事契約に関する前受金 63 57 68

顧客から受け取ったその他前受金 731 753 613

前受金合計 794 810 681

内訳：    

・1年以内に期日を迎える分 742 767 640

・1年先以降に期日を迎える分 52 43 41

注記20　振替金融資産

a/ 遡及権なしで売却された営業債権

残高

 

（単位：百万ユーロ）

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

遡及権なしで売却された流動債権
 (1)

1,978 1,678 1,343
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(1)債務者による支払不履行があった場合に遡及権がない。当グループには、全額の承認が取り消されない遡及権なしで売却された債権に

関し、継続して深く関与しているものはない。

遡及権なしで売却された債権の増減

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013

営業活動によるキャッシュ・フローへの影響 300 335 232

b/ 全額が取り消されない振り替え対象の債権

フランスの研究開発費の税額控除に伴う債権（「Crédits d’Impôt Recherche」）は、銀行に売却されたものの、これらの債権関連のリ

スクや便益をすべて多額に保持しているため、財政状態計算書から取り消されていない。これは、特定の状況下で購入者が販売を遡及し

て取り消す能力と、契約満期（3年）前後の債権の償還時に売却価格調整が存在することに起因する。

これは、金融負債（その他の金融負債）に含まれる2015年12月31日現在の金額230百万ユーロ（2014年12月31日時点で233百万ユーロ、

2013年12月31日時点で248百万ユーロ）を表している。

 

注記21　その他の資産および負債

 

（単位：百万ユーロ）

その他の資産

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

その他の流動資産 778 877 751

その他の非流動資産 509 429 413

合計 1,287 1,306 1,164

内訳：    

・ 通貨デリバティブ 174 149 18

・ 金利デリバティブ－ヘッジ 4 2 11

・ 金利デリバティブ－その他 - - -

・ 商品デリバティブ - - -

・ その他の税金債権 716 730 747

・ その他の流動負債および非流動資産 393 425 388

 

（単位：百万ユーロ）

その他負債

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

その他の流動負債 (1,789) (1,429) (1,237)

その他の非流動負債 (561) (175) (188)

合計 (2,350) (1,604) (1,425)

内訳：    

・ 通貨デリバティブ (108) (51) (54)

・ 金利デリバティブ－ヘッジ - - (21)

・ 金利デリバティブ－その他 (11) (9) -

・ 商品デリバティブ - - -

・ その他の税債務
(1)

(434) (352) (287)

・ 未払給与および社会保障費 (1,092) (850) (794)

・ その他の流動および非流動負債 (705) (343) (269)

(1)フランス税当局のVATによる2015年12月31日時点の131百万ユーロ、2014年12月31日時点の64百万ユーロは宣言されていません。支払遅

延金利の条項は2015年12月31日時点で6百万ユーロと記録された。
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注記22　持分

a/ 資本金および株式払込剰余金

2015年12月31日に、資本金は額面価格0.05ユーロの普通株式3,036,337,359株から構成されていた（2014年12月31日時点では額面価格0.05

ユーロの普通株式2,820,432,270株、2013年12月31日時点では額面価格0.05ユーロの普通株式2,808,554,197株）。

2015年、資本金の純増加および株式払込剰余金は374百万ユーロに達した。この純増加は以下の取引によるものである。

・オプションおよび業績連動株式の行使によって、42,831,440株を82百万ユーロで発行（80百万ユーロの株式払込剰余金を含む）。

・発行済の2018年に満期が到来するOCEANE転換社債147,958,658口をアルカテル-ルーセント株に転換して211百万ユーロの増資を生成

（204百万ユーロの株式支払剰余金を含む）。

・発行済の2019年に満期が到来するOCEANE転換社債15,220,628口をアルカテル-ルーセント株に転換して48百万ユーロの増資を生成（48百

万ユーロの株式支払剰余金を含む）。

・発行済の2020年に満期が到来するOCEANE転換社債9,894,363口をアルカテル-ルーセント株に転換して32百万ユーロの増資を生成（31百

万ユーロの株式支払剰余金を含む）。

2014年は資本金を増加し株式払込剰余金は15百万ユーロに達した。この純増加は以下の取引によるものである。

・オプションおよび業績連動株式の行使によって、11,878,073株を15百万ユーロで発行（14百万ユーロの株式払込剰余金を含む）。

 

2013年、資本金の純増加および株式払込剰余金は990百万ユーロに達した。この増加は以下の取引によるものである。

・455,568,488株を926百万ユーロで発行（903百万ユーロの株式払込剰余金を含む）。

・オプションおよび業績連動株式の行使によって、10,763,621株を16百万ユーロで発行（11百万の株式払込剰余金を含む）。

・発行済の2015年に満期が到来するOCEANE転換社債15,658,262口をアルカテル-ルーセント株に転換して48百万ユーロの増資を生成（47百

万ユーロの株式支払剰余金を含む）。

・株価の名目価値を1株当たり2から1.95ユーロに減資し、0.05ユーロの減資により株主 資本の名目価額が4,542百万ユーロ減、株式払込

剰余金が4,542百万ユーロ増。

資本構成の維持および調整のため、グループは株主に支払われる配当金の金額を調整し（注記22d参照）、自社の持分を買い戻し（注記

22c参照）、新株または転換社債および類似商品を発行することができる。

グループは、追加株式の発行を制限する契約当事者ではない。

b/ ストック・オプション、業績連動株および株式報酬

株式報酬

権利確定期間中、報酬費用の決定にあたり、付与された株式報酬については5% の見積年間失効率が適用されている。見積失効率は最終的

に実績値に調整されている。

 

権利確定期間後に取消された株式報酬および行使されなかった株式報酬については、従前に認識された費用の修正はない。

ストックオプション制度、株式購入制度、制限付株式および制限付現金ユニットによる株式報酬が営業活動からの利益（損

失）に与えた影響

株式報酬に関してIFRS 2号に準拠して認識された報酬費用の内訳は以下のとおりである。

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

株式報酬に関する報酬費用 30 23 27

うち、株式による決済
 (1)

26 16 19

うち、現金による決済
 (2)

4 7 8

(1)うち、11百万ユーロは、損益計算書の「取引関連費用」に分類される保有プランに関連する。

(2)ファントム株の付与、および2008年1月1日以降付与されたストック・オプション、制限付株式ユニット、および業績連動株式に対し、

アルカテル-ルーセントが付与日時点で支払ったフランスの税金を含む。
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現金決済商品の準備金は、2015年12月31日現在で14百万ユーロ（2014年12月31日時点では12百万ユーロ、2013年12月31日時点では6百万

ユーロ）。

ストック・オプション

2015年12月31日時点でのストック・オプションの詳細は以下の通りである。

 

付与日 行使期間

行使

価格
(1)

付与された
ストック・

オプションの数
 (1)

残存する
ストック・

オプションの数
 (1)

権利確定
ストック・

オプションの数
 (1)

3/25/08 3/25/09～3/24/16 € 3.596 49,601,042 18,024,133 18,024,133

7/1/08 7/1/09～6/30/16 € 4.164 229,515 69,703 69,703

12/31/08 12/31/09～12/30/16 € 1.893 2,099,746 26,686 26,686

3/18/09 3/18/10～3/17/17 € 1.893 54,344,640 15,359,749 15,359,749

7/1/09 7/1/10～6/30/17 € 1.893 458,597 15,370 15,370

10/1/09 10/1/10～9/30/17 € 2.744 287,390 27,479 27,479

12/1/09 12/1/10～11/30/17 € 2.366 110,985 19,024 19,024

3/17/10 3/17/11～3/16/18 € 2.271 19,492,023 3,055,705 3,055,705

7/1/10 7/1/11～6/30/18 € 2.082 739,569 23,781 23,781

10/1/10 10/1/11～9/30/18 € 2.176 892,366 259,968 259,968

12/9/10 12/9/11～12/8/18 € 2.082 130,655 21,667 21,667

3/1/11 3/1/12～2/28/19 € 3.028 635,597 86,488 86,488

3/16/11 3/16/12～3/15/19 € 3.501 11,738,649 5,582,778 5,582,778

6/1/11 6/1/12～5/31/19 € 3.974 427,713 151,175 151,175

9/1/11 9/1/12～8/31/19 € 2.366 178,297 71,670 71,670

12/1/11 12/1/12～11/30/19 € 1.893 152,467 42,808 42,808

3/14/12 3/14/13～3/13/20 € 1.893 11,286,981 4,415,051 2,763,011

8/13/12 8/13/13～8/12/20 € 1.893 399,202 76,101 51,784

12/17/12 12/17/13～12/16/20 € 1.893 99,628 24,581 17,438

7/12/13 7/12/14～7/11/21 € 1.419 23,655,950 12,283,090 3,078,771

(1)増資を反映するよう価値は最新のものに更新されている。
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決済方法

旧アルカテルまたは旧ルーセント（それぞれ事業統合以前）またはアルカテル-ルーセントにより付与されたストック・オプションはすべ

て、株式のみにより決済される。但し、上記注記3に記載されている、オファー後に加速される権利確定は除く。

 

ノキアのオファー後も発行済みとなっているアルカテル・ルーセントのストックオプションについては、オプションはノキアの株式で決

済され、以下の権利確定条件が条件となる。

IFRS 2の対象となる制度の権利確定条件

 

権利確定

2010年5月以前に付与さ

れたオプションの権利

（全従業員に対して

2009年3月に付与された

もの、および経営委員

会委員に対して2008年5

月以降に付与されたオ

プションを除く）

経営委員会委員に対し

て2008年5月以降、およ

び2010年12月以前に付

与されたオプション

経営委員会に対して

2011年1月以降に付与さ

れたオプション

全従業員に対して2009

年3月に付与されたオプ

ション

従業員に対して2010年6

月以降に付与されたオ

プション（経営委員会

委員は除く）

勤労条件 4年間にわたる連続した

期間：12カ月後にオプ

ションの25% の権利が

確定し、勤続1年目以降

に毎月48分の1のオプ

ションの権利が確定す

る。

フランスの雇用契約を

有する従業員の場合：

4年間にわたる連続した

期間：勤続2年で50%、

勤続3年で25%、勤続4年

で25% の権利が確定す

る。

その他の従業員の場

合：4年間にわたり定額

（年に25％）。

フランスの雇用契約を

有する従業員の場合：

4年間にわたる連続した

期間：勤続2年で50%、

勤続3年で25%、勤続4年

で25% の権利が確定す

る。

その他の従業員の場

合：4年間にわたり定額

（年に25％）。

2回連続で、2年間で毎

年50%ずつ権利が確定す

る。

フランスの雇用契約を

有する従業員の場合：

4年間にわたる連続した

期間：勤続2年で50%、

勤続3年で25%、勤続4年

で25% の権利が確定す

る。

その他の従業員の場

合：4年間にわたり定額

（年に25%）。

業績 該当なし 付与の50% に対して適

用される。

アルカテル-ルーセント

の株価は、通信機器セ

クターのソリューショ

ンおよびサービスプロ

バイダー14社の同業グ

ループ企業の代表サン

プルに関連し、毎年定

められる。権利確定

は、同業企業と比較し

た上でのアルカテル-

ルーセントの順位に

よって決まる。

付与の50% に対して適

用される。

業績条件は、「フ

リー・キャッシュ・フ

ロー」に基づく財務条

件と関連付けられる。

各期間末に、達成した

業績レベルに応じて、

100%、75%、50%、20%

または0% の係数を用い

て、当該期間中に権利

が確定される株式数を

算出する。

該当なし 該当なし

 

オプションの数および行使価格

ストップ・オプションの数と行使価格に関する情報は、以下の通りである。

 

 すべての制度

 

ストック・

オプション数

加重平均行使価格

(ユーロ)

2012年1月時点 175,879,780 5.58

付与 11,255,155 2.00

行使 (46,596) 0.76

失効 (10,926,218) 4.91

期限切れ (12,437,061) 13.20

2012年12月31日時点 163,725,060 4.80
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2013年12月9日まで付与 22,417,900 1.50

2013年12月9日までに行使 (5,396,922) 2.06

2013年12月9日までに執行 (18,274,115) 4.46

2013年12月9日までに期限切れ (12,636,462) 9.76

増資前の2013年12月9日現在 149,835,461 4.03

増資効果 8,553,374 (0.22)

増資後の2013年12月9日現在 158,388,835 3.81

2013年12月10日から2013年12月31日までに行使切れ (2,537,051) 1.97

2013年12月10日から2013年12月31日までに失効 (1,693,337) 4.68

2013年12月10日から2013年12月31日までに期限切れ (1,422) 1.19

2013年12月31日時点 154,157,025 3.83

行使 (7,500,665) 1.96

失効 (12,631,995) 3.91

期限切れ (9,568,388) 10.99

2014年12月31日現在残高 124,455,977 3.38

行使 (38,595,366) 2.13

失効 (6,295,635) 2.98

期限切れ (19,927,969) 8.61

2015年12月31日現在残高 59,637,007 2.49

公正価額

ストック・オプションの公正価値は、付与日現在で、コックス-ロス-ルビンシュタインによる二項モデルを用いて測定される。このモデ

ルによれば、ストック・オプション行使行動傾向を考慮に入れて、行使期間末までにすべてのオプションが例外なく行使されるとは限ら

ないと考えることも可能である。予測ボラティリティは、付与日現在のインプライド・ボラティリティであるとして決定される。

主な制度の仮定および公正価格は以下の通りである。

 

制度 付与日

付与日時点

での株価（ユーロ）

予測

ボラティリティ

リスクフリー・

レート

将来

利益の

配当率

公正価値

（ユーロ）

2009年3月 2009/03/18 1.228 64% 3.00% 0.8% ／年間 0.49

2009年3月

すべての従業員 2009/03/18 1.228 64% 3.00% 0.8% ／年間 0.46

2010年3月 2010/03/17 2.400 45% 3.00% 0.8% ／年間 0.95

2011年3月 2011/03/16 3.700 40% 3.00% 0.8% ／年間 1.40

2012年3月 2012/03/14 1.800 60% 1.50% 0.8% ／年間 0.82

2013年7月 2013/07/12 1.500 58% 1.50% 0.8% ／年間 0.68

その他の制度の公正価値は0.28ユーロから2.13ユーロの間であり、加重平均公正価値は1.04ユーロである。

取得企業に関する制度

企業結合において取得した会社の制度の一部は、旧アルカテルまたはアルカテル-ルーセントの申込みストック・オプション制度または株

式購入制度に転換された。取得された会社の制度については、当初の制度の権利確定条件およびオプションの期間に変更はない。

アルカテルの取得企業のオプション制度では、アルカテル-ルーセント株またはADSを発行し、かかる制度のもとで付与されたオプション

を行使して、取得に用いた転換比率を取得企業の株式数に適用して金額を決定し、付与する。以上がオプションの内容である。

行使時に、アルカテル-ルーセントは新規ADS（および結果的に株式）を発行する。
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業績連動株式

決済方法

アルカテル・ルーセントが付与する業績連動株式は、アルカテル・ルーセントがこのような業績連動株式のサービスや業績条件を放棄す

ることと引き換えにオファーを行うことに合意した従業員に対して、ノキアのオファーの終了時点で現金で決済される。それ以外の場

合、業績連動株式は、流動性契約に従って決済される。

アルカテル-ルーセントが2009年および2010年に付与したすべての業績連動株式制度に対し、以下の規則が適用される。

・勤労条件：登記上本社がフランスにある当グループ内企業の従業員あるいは役員である受益者の場合、その業績連動株式は2年間の権利

確定期間末に権利が確定される。当該業績連動株式は、2年間の保有期間終了後に利用可能となる。登記上本社がフランス国外にある当

グループ内企業の従業員あるいは役員である受益者の場合、権利確定期間は4年であり、追加の保有期間はない。

・業績条件：グループの業績評価は、グローバル年間報奨計画で用いられるものと同じ基準に基づくものでなければならない。各基準に

ついて、当該会計年度の年初に数量目標を定める。2年あるいは4年の権利確定期間末に、受益者が2年間当グループの従業員であった場

合に限り（一部例外あり）、権利確定される業績連動株式数は、平均に基づき、2年間ないし4年間について取締役会が定めた年間グ

ループ業績目標の達成度に左右されることになる。

2011年に付与された業績連動株式の権利確定条件

アルカテル-ルーセントが2011年に付与したすべての業績連動株式制度に対し、以下の規則が適用される。

・勤労条件：登記上本社がフランスにある当グループ内企業の従業員あるいは役員である受益者の場合、その業績連動株式は2年間の権利

確定期間末に権利が確定される。当該業績連動株式は、2年間の保有期間終了後に利用可能となる。登記上本社がフランス国外にある当

グループ内企業の従業員あるいは役員である受益者の場合、権利確定期間は4年であり、追加の保有期間はない。

・業績条件：アルカテル-ルーセントの株価の業績に基づき、他の通信機器セクターのソリューションおよびサービスプロバイダー12社の

代表サンプルと照らし合わせて、2年間にわたって測定される。以下の企業に対するアルカテル-ルーセントの順位を確認するため、サ

ンプルを選定した：（F5 Networks、Ciena、Juniper、ZTE、Tellabs、Arris、Cisco、ADTRAN、Comverse、Nokia、Ericsson、および

Motorola Solutions）。これらサンプル・プロバイダーは、該当企業の状況変化（合併や破産等）に応じて変更される場合がある。参

考株価は、1年間の各期間に先立つ20取引日を対象に、ユーロネクスト・パリ取引所におけるアルカテル-ルーセント株式の始値に基づ

いて計算される。サンプルのアルカテル-ルーセントと他社の株価変動は、2回にわたる1年間の参照期間末に測定され、それぞれ付与さ

れる権利の50%を占める。アルカテル-ルーセントの株価の業績に応じて、異なる係数を用いて、各期間中取得される権利の数を算出す

る。係数は、100%、70%、50%、20% または0% である。0% は、アルカテル-ルーセントが最下位となった場合に適用される。2回目の期

間に用いられる係数は、1回目の期間に取得されなかった残りの権利に対して適用される。権利確定期間の期限が切れる時点での権利確

定業績連動株の最終的な数を決定するために、フランス国外に登記事務所を構えるグループ企業については、当社および代表サンプル

を構成する他社の株価の業績は、付与日の4年後の応答日に再度算出するものとする。当社と他社の4年間全体の株価の業績に基づき、

各社の順位を決定するために、付与日時点でのすべての企業の参照株価を、4年間の権利付与期間中、付与日の各応答日に決定されるす

べての企業の参照株価の平均と照らし合わせるものとする。当社が最下位に位置付けられない場合、2回目の期間末に決定される業績連

動株式数は最終的に、権利確定期間末に権利が確定する。

2014年および2015年に付与した業績連動株式の権利確定条件

・勤労条件：業績連動株の50% は2年間の権利確定期間末に権利が確定され、残りの50% は4年間の権利確定期間末に確定される。

・業績条件：本条件は、通信機器セクターのソリューションおよびサービス・プロバイダー10社の代表サンプルと照らし合わせて、2年間

および4年間の期間にわたり測定されたアルカテル-ルーセントの株価の推移に基づいている。以下のグループの平均株価と比較した場

合のアルカテル-ルーセントの株価の推移を確認するため、サンプルを選定したADTRAN、Amdocs、Arris、Ciena、Cisco、CommScope、

Ericsson、Juniper、Nokia、ZTE。当該サンプルは、これらの企業の上場に影響する企業構造に関する取引の場合には、特にかかる企業

の変更内容に基づいて改定される場合がある。各期間は付与された権利の50% を占める。

- 第1期間1年目から2年目までの2年間：アルカテル-ルーセントの株価の推移に応じて、0から100% の範囲の、同じグループの平均と比

較した場合のアルカテル-ルーセントの株価の推移の順位に基づく係数は、第1期間中の権利確定株式数の計算に使用される。

- 第2期間1年目から4年目までの4年間：アルカテル-ルーセントの株価の推移に応じて、0から100% の範囲の、同じグループの平均と比

較した場合のアルカテル-ルーセントの株価の推移の順位に基づく係数は、第2期間中の権利確定株式数の計算に使用される。権利確

定期間末に権利が確定される株価の最終的な数を決定するにあたり、次の最低条件が考慮される：アルカテル-ルーセントの業績連

動株式が同一グループの60% に満たない場合、第1期間末に取得できるはずであったものであっても、権利は確定されない。また、

第2期間末の業績条件の達成レベルが、第1期間よりも優れている場合、第2期間末の業績条件の達成レベルが業績連動株式の権利確

定全体に適用されるものとする。 
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付与された業績連動株式数および業績連動株式数の変動

業績連動株式数の変動は以下のとおりである。

 

（業績連動株式数）

付与日 03/18/09 03/17/10 03/16/11 03/14/12 07/12/13 09/15/14 07/29/15

2012年12月31日現在残高 5,222,867 5,448,012 9,245,341 10,289,863 - - -

2013年12月9日まで付与 - - - - 2,368,500 - -

2013年12月9日までに取得 (1,880,603) (3,716) (988,790) (10,350) - - -

2013年12月9日までに執行 (3,342,264) (17,496) (1,085,897) (1,227,938) - - -

増資前の2013年12月9日現在 - 5,426,800 7,170,654 9,051,575 2,368,500 - -

増資効果 - 312,876 410,201 517,299 134,497 - -

増資後の2013年12月9日現在 - 5,739,676 7,580,855 9,568,874 2,502,997 - -

2013年12月10日から

2013年12月31日までに取得 - - - - - - -

2013年12月10日から

2013年12月31日までに失効 - (2,617) (1,639) (194,254) (84,544) - -

2013年12月31日現在残高 - 5,737,059 7,579,216 9,374,620 2,418,453 - -

付与 - - - - - 10,466,473 -

取得 - (2,393,947) (1,797) (2,041,408) - - -

失効 - (3,343,112) (13,022) (364,375) (126,813) (96,865) -

2014年12月31日現在残高 - - 7,564,397 6,968,837 2,291,640 10,369,608 -

付与 - - - - - - 9,807,615

取得 - - (3,771,623) (4,598) (464,977) - -

失効 - - (3,792,774) (22,781) (314,921) (666,628) -

2015年12月31日現在残高 - - - 6,941,458 1,511,742 9,702,980 9,807,615

アルカテル-ルーセントによって付与される業績連動株式の公正価値

勤労条件のみが付いた業績連動株式の公正価値は、年率0.8%で設定される将来利益の予定配当率によって割り引かれたアルカテル-ルーセ

ントの株価として、付与日に定められる。その他の業績連動株式の公正価値は、付与日現在で、確率論的モデルを用いて測定される。

この仮定に基づく、株式報酬に関する報酬費用の計算に用いられたアルカテル-ルーセント業績連動株式の公正価値は、以下の通りであ

る。

・2009年3月18日の計画：公正価値は1.19ユーロ

・2010年3月17日の計画：公正価値は2.40ユーロ

・2011年3月16日の計画：公正価値は3.05ユーロ

・2012年3月14日の計画：公正価値は1.41ユーロ

・2013年7月12日の計画：公正価値は1.09ユーロ

・2014年9月15日の計画：公正価値は1.82ユーロ

・2015年7月29日の計画：公正価値は2.61ユーロ

c/ 自己株式

アルカテル-ルーセントは、普通株式の買い戻しプログラムを構築し、2013年5月7日に開催された株主総会で更新されたが、これは、法で

定められた条項の下でグループの従業員に株式を配分し、当社の資本に対する権利を与え、有価証券を発行することによって生じる責任

に敬意を払うこと、または取得の際に交換や支払いとして使用することが目的であった。購入は資本金の10%を上限として制限され、授権

は直近の株主通常総会から18カ月で期限切れとなる。同プログラムの一環として2015年12月31日までに購入された株式はなかった（2014

年または2013年も購入された株式はなかった）。
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グループが所有するアルカテル-ルーセント株の帳簿価額は、2015年12月31日現在で1,084百万ユーロであった（2014年12月31日時点で

1,084百万ユーロ、2013年12月31日時点で1,428百万ユーロ）。これらは取得原価で利益剰余金から控除される。

次へ
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注記23　年金、退職金およびその他の退職後給付債務

 

各国の法律および通関制度に従い、グループは企業年金制度、特定の医療保険および医療費の払戻しを行っている。制度は、各国の法

律、当該子会社の事業および従来の慣行によって異なる。

公的制度

西欧の特定の国では、グループは、国および業界レベルで組織された社会保障制度に強制加入し、その公的機関等への保険金に相当する

額を負担している。こうした制度は確定拠出制度とみなされている。しかし、一部の国では、年金制度に関連する社会保険負担の支払を

明確に識別できない。

その他の確定拠出制度

給付額は、単に制度に支払った拠出金の金額および拠出から生じた投資収益の金額によって異なる。グループの債務は支払った拠出金の

金額に限定される。

2015年に確定拠出制度（国または業界レベルで組織された強制社会保障制度を除く）に支払った拠出金は、55百万ユーロであった（2014

年が58百万ユーロ、2013年が103百万ユーロ）。

確定拠出制度

以下に記載する国での年金とその他の退職後給付制度は、2015年12月31日時点で当社の給付債務の99%を占めている。

給付債務合計の79% が退職者に関するものである。従って、当社の計画は非常に高度であり、死亡リスクや割引率の変化にさらされやす

い。寿命が1年伸びた場合、2015年12月31日時点の給付債務は (27,370) 百万ユーロから (28,414) 百万ユーロに増加する。さらに、割引

率が50ベーシスポイント増減した場合、2015年12月31日時点の給付債務はそれぞれ、1,311百万ユーロ増加、1,440百万ユーロ減少とな

る。

年金および退職の債務は、注記1j に示す会計方針に従って決定される。

米国

旧ルーセント・グループの従業員については、アルカテル-ルーセントは、従業員および退職者に対する確定給付年金制度を維持してお

り、その大半は米国で実施されている。さらに、米国の退職者向けに向けて、医療・歯科給付および生命保険をはじめとするその他の退

職後給付も維持している。これらの年金制度は、従来のサービスベースのプログラムだけでなく、キャッシュ・バランス型プログラムを

特徴としている。キャッシュ・バランス型プログラムは1998年12月31日以降に採用された米国の管理職従業員用の確定給付年金制度に加

えられた。従来のプログラムからキャッシュ・バランス型プログラムに移行した従業員はいなかった。さらに、キャッシュ・バランス型

プログラムの対象となる従業員は、企業給付の退職後医療およびグループの生活給付金を受ける資格はない。2001年6月30日時点で勤続15

年未満の米国経営幹部従業員は、退職後グループ生活給付金ならびに医療給付金を受ける資格はない。2008年1月1日以降、米国の経営幹

部向け確定給付年金制度への新規加入者は認められていない。2009年10月21日、米国アルカテル・ルーセント・インクは、米国の経営幹

部向け確定給付年金制度および2010年1月1日発効の米国追加年金制度を凍結した。グループで勤務し続ける制度加入者に関しては、2009

年12月31日以降、これらの制度における追加の給付は発生しない。2014年1月1日以降、米国の経営幹部向けに新しい現金残高プログラム

を適用した。

ドイツ

いくつかの例外を除き、従来の計画は全て（最終給与ベースの計画やキャリア平均給与ベース計画）は2012年12月31日時点で凍結され、

現金残高計画に置き換えられた。これは、拠出金が給与の0.75%であり、以下の保証を提供し、上限は3.0%である。給付金は退職時に一括

で支払われ、金額は、個別の口座と保証された利息で徴収された年金額に等しい。

オランダ

2011年12月31日以降、キャリア平均給与ベースの制度は凍結され、現金残高プログラムと置き換えられた。これは、拠出金が保険会社に

支払われ、年金はインフレに対して指数化されるものである。2014年から、このプランは規定拠出金プランに変更された。この制度は既

に保全されておらず、年間拠出金は連結損益計算書に認識されている。

ベルギー

現職の従業員は最終的な給与ベースの年金制度の恩恵を受け、この制度では、給付は退職時に一括で支払われる。
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フランス

定年退職実費給付補償型制度に加え、当社では、フランスで法人化されているグループ企業の経営陣全員に対してプライベートな年金制

度（AUXAD制度）を提供している。この年金制度は、年間社会保障年金上限の8倍を超える利益部分について、フランスのAGIRC（管理職年

金制度連合会）のもとで給付を補完するものである。ただし、これを超える額に関しては、法的なまたは契約に基づく年金制度はない。

AUXAD制度のシステムおよび計算方法は、AGIRC制度と類似している。AUXADでは、退職時に同社に在職することを受給者に義務付けていな

い。

英国

英国、アルカテル年金制度、ルーセント・テクノロジーズ退職給付制度で提供されている給付年金には2つの定義された制度がある。いず

れの制度も2002年と2001年の新制度導入で終了したが、現職の従業員は依然として給付を受けている。これらの計画はいずれも給与を

ベースとしたプログラムである。

a/ 保険数理上の仮定

保険数理上の評価を決定するため、保険数理士は国ごとに、または企業ごとの特定の仮定（従業員退職率、給与昇給）によって一般的な

仮定を決定した。2015年、2014年および2013年の仮定は以下の通りである（表示レートは加重平均利益率）。

 

 2015年 2014年 2012年

割引率 3.56% 3.31% 4.07%

将来の昇給 2.49% 2.56% 3.36%

退職後費用の趨勢率 6.00% から4.90% 6.60% から4.90% 5.90% から4.90%

 

上記レートは、2015年、2014年および2013年の地域セグメントによって、以下の通り分類される。

 

 2015年 2014年 2013年

割引率 将来の昇給 割引率 将来の昇給 割引率 将来の昇給

フランス 2.00% 2.00% 1.75% 1.99% 3.25% 2.00%

ベルギー 2.00% 3.00% 1.75% 3.00% 3.25% 3.25%

英国 3.75% 4.50% 3.42% 4.27% 4.50% 4.56%

ドイツ 2.00% 3.00% 1.75% 3.00% 3.25% 3.00%

その他欧州 1.57% 0.43% 1.48% 0.35% 2.94% 2.45%

米国 3.78% 2.11% 3.49% 2.12% 4.53% 2.67%

その他 4.04% 3.72% 4.35% 3.92% 5.63% 4.22%

 

割引率は、各国で当該制度に匹敵する満期日を持つ高格付債（AAまたはAAAの政府および優良企業）の市場利回りを参照して得たものであ

る。

ユーロ地域と英国についてはブルームバーグ・コーポレートAA格が割引率として用いられており、米国については、「オリジナル」のシ

ティグループ年金割引曲線が用いられている。これらのレファレンスはIAS第19号の要件に従っており、当社が2012年12月31日まで継続的

に使用してきた。ブルームバーグが2013年からこの利回りの公表を中止したため、ユーロ圏と英国におけるアルカテル・ルーセントの年

金制度の割引率は、Iboxx AA企業の利回りに基づいて決定される。

b/ 退職後給付金の定期費用純額の内訳
 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

勤務費用と過去勤務費用 (112) (100) (68)

実績の調整に関する金利費用 (1,067) (1,026) (927)

一般管理費控除後の制度資産金利収入 989 1,037 886

未認識剰余金の金利費用 (43) (55) (43)
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制度縮小および決済の影響 (69) (44) (19)

制度修正 396 112 133

期間給付（費用）の純額 94 (76) (38)

内訳：    

・リストラクチャリング費用、訴訟、連結持分売却益／（損）および

退職後給付制度の改定計上前営業活動からの利益（損失）において認識済み (112) (99) (68)

・リストラクチャリング費用で計上 (69) (44) (19)

・退職後給付制度の改定 396 112 133

・その他の金融収益（損失）で計上 (121) (44) (84)

・廃止事業からの利益（損失）において認識済み - (1) -

c/ 財政状態計算書に計上される債務の変動
 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

給付債務の増減    

1月1日時点の給付債務 (31,570) (25,398) (30,104)

勤務費用 (112) (100) (68)

実績の調整に関する金利費用 (1,067) (1,026) (927)

制度加入者の拠出金 (151) (138) (150)

改定 (23) 112 133

企業結合 - - (8)

売却 6 46 7

制度縮小 (12) (14) 6

決済 5,184 43 28

特別な契約解除による給付 (57) (29) (24)

財務予想の変更に伴う保険数理上の（損）益 896 (2,276) 2,092

地域予想の変更に伴う保険数理上の（損）益 184 (1,905) (29)

保険数理上の（損）益 - その他 (187) (10) 221

制度資産からの給付支払 2,614 2,304 2,329

雇用主からの給付支払 60 73 86

メディケア・パートD補助金 (20) - (19)

外貨の換算およびその他 (3,116) (3,252) 1,029

12月31日時点の給付債務 (27,370) (31,570) (25,398)

将来的な昇給の影響を除外した給付債務 (27,136) (31,331) (25,148)

将来的な昇給の影響 (234) (239) (250)

給付債務 (27,370) (31,570) (25,398)

退職金積立制度に関するもの (24,127) (28,583) (22,766)

その他退職後制度に対するもの (3,243) (2,987) (2,632)

 

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

制度資産の増減    

1月1日時点の制度資産の公正価額 30,220 25,944 28,796

一般管理費控除後の制度資産金利収入 989 1,037 886

保険数理上の（損）益 (982) 2,113 (596)
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雇用主の拠出金 82 118 120

制度加入者の拠出金 151 138 150

改定 - - -

企業結合 - - -

売却 - (6) -

制度縮小 - - -

決済 (4,765) (42) (27)

支払済み給付金／特別解雇給付 (2,614) (2,304) (2,329)

外貨の換算およびその他 (3,022) 3,222 (1,056)

12月31日時点の制度資産の公正価額 26,099 30,220 25,944

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

未認識剰余金（資産上限とIFRIC第14号の適用による）    

1月1日時点で未認識の剰余金 (1,177) (1,250) (1,233)

未認識剰余金の金利費用 (43) (55) (43)

未認識剰余金の変更 1,023 256 (21)

外貨の換算 (103) (128) 47

12月31日時点で未認識の剰余金 (300) (1,177) (1,250)

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

全体的または部分的に積み立てられた確定給付債務の現在価値 (25,893) (29,971) (23,979)

制度資産の公正価値 26,099 30,220 25,944

全体的または部分的に積み立てられた確定給付債務の積立（未積立）状況 206 249 1,965

全額が積立てられていない確定給付債務の現在価額 (1,477) (1,599) (1,419)

積立（資金不足）状況 (1,271) (1,350) 546

未認識剰余金（資産上限とIFRIC第14号の適用による） (300) (1,177) (1,250)

認識済み純額 (1,571) (2,527) (704)

内訳：    

・前払年金費用 2,935 2,636 3,150

・年金、退職金およびその他の退職後給付債務 (4,506) (5,163) (3,854)

 

認識された年金および退職後制度純資産（負債）の変動：

 
 

 2015年12月31日 2014年12月31日 2013年12月31日

（単位：百万ユーロ）

年金

給付

退職後

給付 合計

年金

給付

退職後

給付 合計

年金

給付

退職後

給付 合計

当期首に認識された純資産

（負債） (132) (2,395) (2,527) 1,392 (2,096) (704) 95 (2,636) (2,541)

運営費用 (111) (1) (112) (97) (2) (99) (66) (2) (68)

金融収益 (28) (93) (121) 39 (83) (44) (3) (81) (84)

制度縮小
(1)

(65) (4) (69) (41) (3) (44) (18) (1) (19)

年金および医療制度の改定

(2) 395 1 396 7 105 112 78 55 133

廃棄事業（ジェネシス事

業） - - - (1) - (1) - - -
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利益（損失）認識額合計 191 (97) 94 (93) 17 (76) (9) (29) (38)

当期の保険数理上損（益） (31) (59) (90) (1,870) (208) (2,078) 1,417 271 1,688

資産上限およびIFRIC 14

号の影響 1,023 - 1,023 256 - 256 (21) - (21)

包括利益計算書にて

認識された総額
(3) 992 (59) 933 (1,614) (208) (1,822) 1,396 271 1,667

拠出金および給付支払 120 2 122 182 10 192 177 12 189

歳入法第420条の振替 (180) 180 - (169) 169 - (196) 196 -

連結範囲の変更 6 - 6 40 - 40 7 - 7

その他（組替および

為替変動の変動） 96 (295) (199) 130 (287) (157) (78) 90 12

当期末に認識された純資産

（負債） 1,073 (2,644) (1,571) (132) (2,395) (2,527) 1,392 (2,096) (704)

内訳：          

・前払年金費用 2,935 - 2,935 2,636 - 2,636 3,150 - 3,150

・年金、退職金および

退職後給付債務 (1,862) (2,644) (4,506) (2,768) (2,395) (5,163) (1,758) (2,096) (3,854)

(1)リストラクチャリング費用として会計処理された。

(2)損益計算書上の区分科目「退職後給付制度の改訂」として会計処理された。

(3)上記表の包括利益計算書にて直接認識された金額は、上記一覧から除かれている廃止事業に関連する金額があるため、包括利益計算書

において開示されている金額とは異なる。

積立要件は通常、年金制度別に決定されるため、積立超過となった年金制度の資産余剰分を積立不足の年金制度に用いることはできな

い。当社の主な積立不足の制度は、当社の米国の退職後給付と、フランスとドイツの年金制度である。給付債務の積立は、各国の法的要

件および拠出金による税控除に基づいて決定される。フランスとドイツでは、年金債務の積み立ては主に確定拠出制度に依存しており、

その他の資金調達手段の構築は一般的ではない。さらにドイツでは、倒産時に従業員が手にする給付は、類似制度に加入するすべての企

業を対象に、共通の相互保険システムを通じて保証される。米国年金制度の情報については、以下の注記23fを参照のこと。

 

当年および前年度以前に生成された給付債務、制度資産の公正価値および保険数理上の（損）益は、以下の通りである。

 

（百万ユーロ） 給付債務 制度資産

積立

（資金不足）

状況

給付債務によって生じる

実績の調整

制度資産によって生じる

実績の調整

金額 給付債務の割合 金額 制度資産の割合

2013 (25,398) 25,944 546 221 0.87% (596) 2.30%

2014年 (31,570) 30,220 (1,350) (10) 0.03% 2,113 6.99%

2015年 (27,370) 26,099 (1,271) (172) 0.63% (982) 3.76%

医療制度に関しては、仮定した医療費が1パーセントポイント変動すると以下の影響がある。

（単位：百万ユーロ） 1% 増加 1% 減少

現在の勤務費用および金利の影響 4 (3)

給付債務の影響 95 (85)

退職制度の制度資産は、以下に投資されている。 

（単位：百万ユーロ）     

2015年12月31日時点の資産配分 レベル1 レベル2 レベル3 合計
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株式（米国市場） 891 128 - 1,019

株式（その他市場） 1,138 138 - 1,276

国債と長期債券 4,407 1,466 - 5,873

社債 382 10,056 12 10,450

不動産（物件） 16 - 984 1,000

不動産（投資） 414 - - 414

現金および現金同等物 443 816 - 1,259

オルタナティブ（未公開株） - - 1,716 1,716

オルタナティブ（絶対リターン及びその他） 10 335 1,185 1,530

保険会社の商品 55 797 710 1,562

2015年12月31日現在の制度資産の公正価値 7,756 13,736 4,607 26,099

レベル1 - 企業が測定日時点でアクセスできる、同等の資産または負債に対する、活発な市場における最終取引価格（未修正）

レベル2 - アクティブまたは金融商品とみなされない、市場（全ての入力値が観測できる）での価格は、直接的であれ間接的であれ（入

力値にはアクティブな市場における同様の資産や負債の相場価格、金利、イールドカーブ、信用リスク評価などが含まれる）、いずれも

みなされる。

レベル3 - 資産や負債に関する重大な観測できない入力値

 

（単位：百万ユーロ）
    

2014年12月31日時点の資産配分 レベル1 レベル2 レベル3 合計

株式（米国市場） 910 124 - 1,034

株式（その他市場） 1,218 156 - 1,374

国債と長期債券 4,373 2,405 - 6,778

社債 499 10,710 17 11,226

不動産（物件） 16 - 911 927

不動産（投資） 427 - - 427

現金および現金同等物 395 3,515 - 3,910

オルタナティブ（未公開株） - - 1,700 1,700

オルタナティブ（絶対リターン及びその他） 31 320 1,007 1,358

保険会社の商品 116 1,040 330 1,486

2014年12月31日現在の制度資産の公正価値 7,985 18,270 3,965 30,220

 

（単位：百万ユーロ）
    

2013年12月31日時点の資産配分 レベル1 レベル2 レベル3 合計

株式（米国市場） 864 135 - 999

株式（その他市場） 1,259 171 - 1,430

国債と長期債券 4,438 2,759 - 7,197

社債 427 9,049 43 9,519

不動産（物件） 13 - 1,089 1,102

不動産（投資） 408 - - 408

現金および現金同等物 329 933 - 1,262

オルタナティブ（未公開株） - - 1,503 1,503

オルタナティブ（絶対リターン及びその他） 1 268 867 1,136

保険会社の商品 141 947 300 1,388

2013年12月31日現在の制度資産の公正価値 7,880 14,262 3,802 25,944
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旧アルカテルについては、グループ内の年金資産制度に関する投資方針は、現地の慣行によって異なる。いかなる場合においても、株式

の比率が制度資産の80% を超過してはならず、個々の株式が制度の株式総額の5% 超を占めてはならない。制度が保有する株式は、認定さ

れた証券取引所に上場している必要がある。制度が保有する社債は、スタンダード・アンド・プアーズまたはムーディーズの格付基準に

従って、最低でも「A」格でなければならない。

グループが2016年に退職者に直接支払うと見込まれる拠出金と給付金は、年金給付制度およびその他退職後給付制度に対して145百万ユー

ロとなっている。

 

2025年までの確定給付制度から受益者に給付される予想給付額は、以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ）

合計

予想給付

支払

2016年 2,127

2017年 1,993

2018年 1,942

2019年 1,903

2020年 1,882

2021年から2025年 8,657

 

d/ 積立（資金不足）状況

 

（単位：百万ユーロ）

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

給付債務 (27,370) (31,570) (25,398)

制度資産の公正価値 26,099 30,220 25,944

積立（資金不足）状況 (1,271) (1,350) 546

未認識の過去勤務債務および剰余金

（資産上限およびIFRIC14号の適用による） (300) (1,177) (1,250)

期末現在純負債認識額 (1,571) (2,527) (704)

国別の積立状況

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

米国
(1)

(1,023) (990) 823

ベルギー 890 866 842

英国 236 225 137

ドイツ (1,050) (1,124) (979)

その他 (324) (327) (277)

積立（資金不足）状況合計 (1,271) (1,350) 546

(1)制度別の詳しい情報については、注記23fを参照。

e/ 年金制度および医療制度の改訂

2015年の一括払い

2015年6月26日、アルカテル-ルーセントは以前の従業員およそ85,000名に対し書簡の送付を開始し、現在、US Management Pension Plan

またはU.S. Inactive Occupational Pension Planのいずれかのもと、月次年金支払いを受けている受益者に対し、現在の月次年金支払を
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一括払いに変更するための一度きりの機会に関する情報を知らせた。この申し出はアルカテル-ルーセント退職者一括払いウィンドウプロ

グラムと呼ばれ、正式には2015年7月20日に開始され、2015年9月25日に終了した。プログラムは完全に自主的なものであった。合計で、

およそ26,000名の資格を満たす個人、全社員の約30% が、既存の年金給付について一括支払いを受けるよう変更することを選択した。こ

れは、総支払額のうち48億ユーロとなった。支払は2015年11月2日と2015年12月1日に行われ、既存のプラン資産から全て支払われた。支

払は、このオファーを選択した個人に関して、当社の年金債務の完全な決済とみなされる。48億ユーロの給付債務に対応するものは52億

ユーロである。この制度修正の差額4億50万ユーロは2015年監査済み損益計算書の「退職後給付制度の改訂」項目に計上された。

2014年の過去の米国経営幹部向け医療制度改定

アルカテル・ルーセントの米国団体交渉合意は、いくつかの項目の中で特に元幹部退職者向けの退職後医療給付を2016年12月31日まで提

供するものである。2014年7月31日に、アルカテル・ルーセントと同社組合は、退職後医療給付について、2019年12月31日まで3年間延長

することに合意した。ただし、年間上限額が適用される退職者向けの当グループ負担金については、2017年が30百万ユーロ分、2018年が

30百万ユーロ分、2019年が30百万ユーロ分の上限がある。この既存負担金の減額は連結損益計算書の「退職後給付制度の改定」項目に会

計計上され、金額は81百万ユーロであった。

2014年米国経営幹部向け医療制度改訂

アルカテル・ルーセントは現在、以前の経営陣の退職者で、1990年3月1日前後に退職し、65歳未満の人物について、退職者医療給付の補

助を行っている。2015年1月1日以降、アルカテル・ルーセントは、補助を停止することになり、これは25百万ユーロ増となる。この制度

修正は2014年監査済み損益計算書の「退職後給付制度の改訂」項目に計上された。

2014年のオランダの制度改定

2014年、アルカテル・ルーセントは現在在籍している従業員に対する既定の給付年金プランを、規定の拠出金年金プランに転換した。新

しいプランでは、アルカテル・ルーセントは年金の増額は保証しない。この制度修正は2014年監査済み損益計算書の「退職後給付制度の

改訂」項目に計上された。計上額は7百万ユーロとなった。

2013年のフランスのAUXAD制度改定

年間のフランス社会保障年金上限の8倍を超える利益部分について、当グループのフランスの子会社の役員全員の適用される個人年金制が

フランスの補足年金（AUXAD制度）である。これを超える額に関しては、法的なまたは契約に基づく年金制度はない。2013年1月1日以降、

この制度は改訂され、フランスのAGIRC（幹部職員退職年金制度総連合会）スキームの条件に完全に合致するようになった。この変更に

は、一定数の子供を持つ受益者に対する年金、一定の専門的要素、そして、退職年齢に対する拠出率の変更が含まれる。2013年中、この

制度改定は損益計算書の「退職後給付制度の改定」項目に会計計上され、41百万ユーロの収益となった。

2013年のドイツの年金制度改定

当社のドイツの現職の従業員のほとんどは従来の年金制度を離れ、新しい現金残高制度に移行した。これは、以前の制度よりも給付が低

い。この制度改定は損益計算書の「退職後給付制度の改定」項目に会計計上され、35百万ユーロの収益となった。

2013年米国経営幹部向け医療制度改定

アルカテル・ルーセントの2004年米国団体交渉合意は、いくつかの項目の中で特に元幹部退職者向けの退職後医療給付を提供するもので

ある。当該団体交渉合意は2014年5月24日に期限を迎えた。2013年2月15日に、アルカテル・ルーセントと同社組合は、退職後医療給付に

ついて、2016年12月31日まで2年間延長することに合意した。ただし、年間上限額が適用される退職者向けの当グループ負担金について

は、2015年が30百万ユーロ分、2016年が30百万ユーロ分減額された。この既存負担金の減額は連結損益計算書の「退職後給付制度の改

定」項目に会計計上され、金額は55百万ユーロであった。

f/ 米国アルカテル・ルーセントの年金債務および退職後債務（補足情報）

以下の表や情報は全て、米国の年金および退職後給付プランにのみ関連するものである。これらのデータはすべて、注記23a、b、cおよび

dに連結ベースで表示される数字に含まれている。ドル表記である。
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主要な仮定

 

決定に用いられる仮定 2015年12月 2014年12月 2013年12月

給付債務 － 割引率    

年金 3.79% 3.49% 4.19%

退職後医療給付等 3.44% 3.21% 3.72%

退職後団体生活給付 4.02% 3.69% 4.49%

報酬率の増加 2.11% 2.12% 2.44%

純給付費用または戻入 － 割引率    

年金 3.49% 4.19% 3.30%

退職後医療給付等 3.21% 3.72% 2.84%

退職後団体生活給付 3.69% 4.49% 3.60%

 

 

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

仮定された医療費の趨勢率    

来年仮定される医療費の趨勢率 5.90% 6.50% 5.80%

来年仮定される医療費の趨勢率（退職後歯科給付を除く） 6.00% 6.60% 5.90%

費用の趨勢率の漸減率 4.90% 4.90% 4.90%

維持すべく仮定した趨勢率に達する年度 2028年 2024年 2024年

仮定した医療費の趨勢率は、報告した金額に重大な影響を与える。仮定した医療費の趨勢率に1% の変動が生じると、以下の影響がある。

 

（単位：百万米ドル）

1パーセント分

増加 減少

勤務費用および金利の構成要素の合計に与える影響 4 (3)

退職後給付債務に与える影響 103 (92)

 

アルカテル-ルーセントの米国年金制度の割引率は、AA-格に格付けされた社債をベースにしたシティグループ年金割引曲線 (CitiGroup

Pension Discount Curve) の「原文」で公表された値を用いて決定される。今後、各年の予想給付支払はシティグループ・カーブに記載

の相当する値で割り引かれる。シティグループ・カーブに記載されていない年については、カーブの最終年を超えると予想される給付支

払を記載した、最新年の値を用いる。その後、1つの割引率を選択すると個々の割引率が適用されるため、次期の金利負担と同一となる。

割引率は主な制度ごとに設定され、このプロセスで非常に小規模な一部制度がグループ化される。アルカテル-ルーセントの主な年金債務

および退職後医療債務の平均期間は、2015年12月31日現在でそれぞれ10.06年と7.70年であった（2014年12月31日時点でそれぞれ10.43年

と7.96年、2013年12月31日時点でそれぞれ9.30年と7.09年）。

2014年9月30日までは、米国保険数理基準AA協会 (U.S. Society of Actuaries Scale AA) に基づく世代予測を組み入れたRP-2000死亡率

表を使用していた。2014年10月27日、米国アクチュアリー会 (SOA) が新しい死亡率表を発行した。2014年12月31日以降、当社はこれらの

仮定を、経営上の記録のための改善された死亡率 (MP-2014) を記載したRP-2014ホワイトカラー表、従業員の記録のための改善された死

亡率 (MP-2014) を記載したRP-2014ブルーカラー表に変更した。これらの変更により、米国制度の給付債務に26億米ドルのマイナス影響

が生じた。この影響は2014年の包括損益計算書で認識された。

2015年10月8日、米国SOAは、死亡率改良前提：scale MP-2015の一連の最新版を公開した。この新しい死亡率改良スケールは、MP-2014の

死亡率改良の進展以降、社会保障庁が公開した2年分の追加データを表している。これらの2年分の追加データは、過去よりも死亡率改良

の程度が低くなっていることを示している。スケールMP-2015への変更により、米国のプランの2 億1,800万ドルの負債が削減された。こ

の影響は2015年の包括損益計算書で認識された。

 

 

退職後期間純給付費の純額の構成要素
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（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

年金戻入／退職後給付（費用） 2015年 2014年 2013年 2015年 2014年 2013年

勤務費用 (77) (77) (9) (1) (2) (3)

実績の調整に関する金利費用 (960) (1,058) (949) (125) (137) (125)

制度資産金利収入 980 1,188 1,018 21 26 18

未認識剰余金の金利費用 (36) (53) (41) - - -

小計 (92) - 19 (105) (113) (110)

特別な契約解除による給付 (55) (36)  (8) (3)  

制度縮小 (17) (53) (22) 4 (2) 3

決済 465 - (27) - - (5)

年金戻入／退職後給付（費用） 300 (89) (30) (109) (118) (112)

制度修正 (26)  - 1 140 73

年金戻入／退職後給付（費用） 274 (89) (30) (108) 22 (39)

財政状態計算書に計上される債務の変動

以下の表は、米国アルカテル-ルーセント年金および退職後の給付制度における給付債務、制度資産および積立状況だけでなく、主要な仮

定を含め、期間給付費の純額の構成要素もまとめたものである。制度資産および負債の測定日は2015年12月31日、2014年12月31日および

2013年12月31日であった。

 

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

給付債務の増減 2015年 2014年 2013年 2015年 2014年 2013年

1月1日時点の給付債務 (29,512) (26,166) (29,973) (3,627) (3,630) (4,150)

勤務費用 (77) (77) (9) (1) (2) (3)

実績の調整に関する金利費用 (960) (1,058) (949) (125) (137) (125)

制度加入者の拠出金 - - - (166) (182) (192)

改定 (26) - - 1 140 73

企業結合 - - - - - (9)

売却 - - - - - -

制度縮小 (17) (53) (22) 4 (2) 3

決済 5,745 - - - - -

特別な契約解除による給付 (55) (36) (27) (8) (3) (5)

財務予想の変更に伴う

保険数理上の（損）益 743 (1,910) 2,237 107 (245) 311

地域予想の変更に伴う

保険数理上の（損）益 201 (2,505) (37) 17 (38) -

保険数理上の（損）益 - その他 (15) (154) 169 (165) 1 (9)

制度資産からの給付支払 2,287 2,415 2,412 455 494 502

雇用主からの給付支払 - 32 33 - - -

メディケア・パートD補助金 - - - (22) (23) (26)

外貨の換算およびその他 - - - - - -

12月31日時点の給付債務 (21,686) (29,512) (26,166) (3,530) (3,627) (3,630)

 

 

 

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付
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制度資産の増減 2015年 2014年 2013年 2015年 2014年 2013年

1月1日時点の制度資産の

公正価額 31,218 30,192 32,705 719 739 672

一般管理費控除後の

制度資産金利収入 980 1,188 1,018 21 26 18

保険数理上の（損）益 (1,013) 2,476 (861) (23) 5 58

雇用主の拠出金 33 2 2 24 36 41

制度加入者の拠出金 - - - 166 182 192

改定 - - - - - -

企業結合 - - - - - -

売却 - - - - - -

制度縮小 - - - - - -

決済 (5,280) - - - - -

支払済み給付金／特別解雇給付 (2,287) (2,415) (2,412) (455) (494) (502)

歳入法第420条の振替 (200) (225) (260) 200 225 260

その他（社外譲渡および

為替変動の変動） - - - - - -

12月31日時点の制度資産の公正価額 23,451 31,218 30,192 652 719 739

 

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

未認識剰余金（資産上限と

IFRIC第14号の適用による） 2015年 2014年 2013 年 2015年 2014年 2013 年

1月1日時点で未認識の剰余金 (1,044) (1,260) (1,250) - - -

未認識剰余金の金利費用 (36) (53) (41) - - -

未認識剰余金の変更 1,080 269 31 - - -

外貨の換算 - - - - - -

12月31日時点で未認識の剰余金 - (1,044) (1,260) - - -

 

（単位：百万米ドル） 年金給付 退職後給付

未認識剰余金（資産上限と

IFRIC第14号の適用による） 2015年 2014年 2013 年 2015年 2014年 2013 年

積立（資金不足）状況 1,765 1,706 4,026 (2,878) (2,908) (2,891)

未認識剰余金（資産上限と

IFRIC第14号の適用による） - (1,044) (1,260) - - -

認識済み純額 1,765 662 2,766 (2,878) (2,908) (2,891)

内訳：       

前払年金費用 2,225 2,146 3,176 - - -

年金、退職金および

その他の退職後給付債務 (460) (1,484) (410) (2,878) (2,908) (2,891)

 

 

追加情報

 

（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日 債務 資産 積立状況

年金給付    
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米国経営幹部向け
(1)

(17,246) 17,587 341

米国企業年金制度
(1)

(4,007) 5,864 1,857

追加年金制度 (433) - (433)

年金給付総額 (21,686) 23,451 1,765

退職後給付    

非労組幹部向け医療制度 (187) - (187)

元幹部向け医療制度 (1,681) 300 (1,381)

非労組幹部グループ生涯給付 (1,060) 259 (801)

元労組幹部グループ生涯給付 (601) 93 (508)

その他 (1) - (1)

退職後給付総額 (3,530) 652 (2,878)

(1) 2015年12月1日、当グループは20,000人の受益者を米国企業年金制度から米国経営幹部向け年金制度に移した。IFRSに則り確定された

資産約2億864百万米ドル、債務1億773百万米ドルを振り替えた。

 

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日 債務 資産 積立状況

年金給付    

米国経営幹部向け年金制度 (21,095) 20,111 (984)

米国企業年金制度 (7,952) 11,107 3,155

追加年金制度 (465) - (465)

年金給付総額 (29,512) 31,218 1,706

退職後給付    

非労組幹部向け医療制度 (259) - (259)

元幹部向け医療制度 (1,764) 322 (1,442)

非労組幹部グループ生涯給付 (979) 301 (678)

元労組幹部グループ生涯給付 (624) 96 (528)

その他 (1) - (1)

退職後給付総額 (3,627) 719 (2,908)

 

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日 債務 資産 積立状況

年金給付    

米国経営幹部向け
(1)

(18,296) 19,287 991

米国企業年金制度
(1)

(7,475) 10,905 3,430

追加年金制度 (395) - (395)

年金給付総額 (26,166) 30,192 4,026

退職後給付    

非労組幹部向け医療制度 (276) - (276)

元幹部向け医療制度 (1,765) 327 (1,438)

非労組幹部グループ生涯給付 (987) 321 (666)

元労組幹部グループ生涯給付 (600) 91 (509)

その他 (2) - (2)

退職後給付総額 (3,630) 739 (2,891)
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(1)2013年12月1日、当グループは30,000人の受益者を米国企業年金制度から米国経営幹部向け年金制度に移した。IFRSに則り確定された

資産約1,813百万米ドル、債務1,173百万米ドルを振り替えた。

制度資産

以下の表は、対象資産の配分範囲および、当社の年金および退職後信託の実際の配分をまとめたものである。

 

 

年金の目標

配分範囲

年金制度

資産の割合

退職後の

目標配分

退職後

制度資産の割合

2013年12月31日     

資産分類     

持分証券 7% - 13% 9% 46% 46%

確定利付証券 62% - 85% 74% 16% 16%

不動産 4% -  8% 7% - -

未公開株等 7% - 13% 10% - -

現金 - - 38% 38%

合計  100%  100%

2014年12月31日     

資産分類     

持分証券 7% - 13% 8% 46% 46%

確定利付証券 64% - 84% 67% 15% 15%

不動産 4% -  8% 5% - -

未公開株等 7% - 13% 10% - -

現金 - 10% 39% 39%

合計  100%  100%

2015年12月31日     

資産分類     

持分証券 7% -  13% 8% 45% 45%

確定利付証券 62% -  83% 73% 15% 15%

不動産 5% -   9% 7% - -

未公開株等 8% -  15% 12% - -

現金 - -% 40% 40%

合計  100%  100%

 

米国アルカテル-ルーセントの年金制度資産の多くは、マスター・ペンション・トラストが保有している。米国アルカテル・ルーセントの

退職後制度資産は、退職者医療のマスター・ペンション・トラストの積立金に加え、2つの別々のトラストが保有している。制度資産は、

剰余金リスクを慎重に抑えながら剰余金収益を最大化するために、独立した投資アドバイザーが管理する。アルカテル-ルーセントは将来

の給付債務に対応するため、最良の資産配分を確実に維持しようと、定期的に資産負債について研究している。取締役会は、社外アドバ

イザーおよび社内投資管理者による調査を完了し、2～3年ごとに目標配分範囲を正式に承認する。年金制度資産のポートフォリオ全体

が、株式（この目的に関してはオルタナティブ投資を含む）および確定利付証券との、およそ27.0/73.0という投資分割の収支を反映して

いる。制度資産を管理する投資アドバイザーは、市場リスクを管理するため、先物取引、先物契約、オプションおよび金利割賦などのデ

リバティブ金融商品を用いる可能性がある。

年金制度資産には、2015年12月31日現在、アルカテル-ルーセント普通株式0.0百万米ドルおよびアルカテル-ルーセント社債8.5百万米ド

ルが含まれていた（2014年12月31日時点と2013年12月31日時点で、アルカテル-ルーセント普通株式はそれぞれ0.0百万米ドルと8.1百万米

ドル、アルカテル-ルーセント社債はそれぞれ0.0百万ドルと7.8百万ドル）。

拠出金
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アルカテル-ルーセントは、制度加入者および信託基金による貸付先行給付への給付支払を行うため、年金および退職後給付制度に拠出し

ている。米国アルカテル-ルーセントの年金制度については、積立方針は、従業員給付規定および税法に記載されている最低積立要件を満

たすのに十分な金額に加え、アルカテル-ルーセントが適切だと判断する追加金額を拠出することである。給付制度への拠出は、制度加入

者の給付のためだけに行われる。

米国年金制度積立方法

当社の主要な米国年金制度の積立要件は、適用法、すなわち、1974年の退職者所得保障法（「ERISA」）と1986年の内国歳入法（「歳入

法」）、および米国内国歳入庁（「IRS」）により公表される規則によって決定される。2006年の年金保護法（「PPA」）では、必要な拠

出を決定するための積立目標を積立債務の90% から100% に引き上げた。2008年から開始して、毎年1月1日 の評価日に2% ずつ引き上げ、

2011年1月1日には4% 引き上げて完了する。PPAは、2008年の労働者、退職者、雇用主回復法 (WRERA) によって改訂され、積立債務および

制度資産価値を決定する追加的な代替方法を提供したが、これには24ヶ月までのルックバック・アベレージ期間も盛り込まれた。IRSは制

度資産を評価する際、および割引率を決定する際に使用する方法をいくつか提示している。制度資産の評価には、評価日時点での公正価

格か資産の平滑化公正価格のいずれかを選択することができる（評価日を過年度の最終日とする最高2年間のいずれかの過年度に基づ

く）。割引率の決定には、評価日時点でのスポット割引率（実質的には評価日以前の月の1日当たりの率の平均イールド・カーブ）または

各期間枠の24ヶ月間の平均率（24ヶ月間の最終日が評価日から5ヶ月以上前にならなければ、どの期間でも認められる）のいずれかを選択

することができる。2012年7月6日に施行された世紀法 (MAP-21) における今後の進展は、規制上で求められる資金を満たすうえでのプラ

ンの責任のための金利を採用している。このようなプランについては、2012年以降、MAP-21ではこのような金利について25年間の平均値

での「コリドー」を設立している。MAP-21はグループの米国での経営と現在有効となっている年金制度に適用されるものであり、ここで

は規制上求められる資金プランについて時間セグメントの金利を採用しているが、2013年（2012年については）から始まる年金制度につ

いてはこの目的のためイールドカーブを採用している。2014年8月8日に施行された高速道路および交通機関資金法 (HATFA) では、金利

「コリドー」を修正・延長している。2015年11月2日に施行された超党派予算法 (BBA) は、金利安定をさらに3年間延長した。米国の経営

と現在有効な年金制度については、HATFA /BBAが修正・延長し、MAP-21は規制で求められる資金目的のために金利の増加を行うことが求

められている。これら制度の当社による評価によれば、HATFA /BBAが修正・延長し、MAP-21は規制で2017年までに求められる資金目的の

ために金利の増加を行うことが求められている。MAP-21/HATFA/BBAは現在グループの年金制度には適用されていないものの、その制度に

関して、規制の資金目的での負債と比較した場合の資産を考慮すると、グループでは拠出金の必要性を感じていない。

米国歳入法第420条の振替

PPAに先立ち、歳入法第420条は、年金制度の退職加入者の医療費に使用される年金制度積立債務の125% を上回る年金資産の振替について

規定している（「歳入法第420条の振替」）。歳入法は、課税年度1年度中に振替を1回のみ認めており、振替金額は振替年度中にすべて使

用する。歳入法は、退職者に対して振替年度から5年間（費用積立期間）は、振替年度直前の2年間のいずれかの年に経験した従業員1人当

たりの費用の最高額で、医療給付を継続することを企業に求めている。制限付きで、5年間のうちに、退職者人口の最大20% まで給付を削

減するか、退職者人口の100% について最大20% まで給付を減額することができる。2007年、米軍整備、退役軍人支援、ハリケーン・カト

リーナ復興支援、委託責任予算法により改正されたPPA 法では、振替の種類が拡大され、積立義務の120% を超える資産を1年超カバーす

る振替も含まれるようになった。また、費用積立期間が振替期間後4年間まで延長され、積立状況は振替期間の1月1日評価日ごとに最低

120% を維持することが定められた。このPPAは、単年度および複数年度の団体交渉振替を規定し、強制力のある労働協約が費用積立期間

の代わりとして機能している。2012年7月6日、歳入法第420条の規定は、（医療費に加えて）生命保険給付にまで範囲が拡大され、期間も

2021年12月31日まで延長された。2015年7月31日、歳入法第420条の規定は、2025年12月31日まで延長された。

2015年12月2日、アルカテル-ルーセントは、2015年12月1日から2016年11月30日の間と2015年12月1日から2016年12月30日の間に米国通信

労働者組合と国際電工労働組合の幹部を務めた退職者の医療給付を積み立てるため、米国企業年金制度からの余剰資産200百万米ドルの、

歳入法第420条に基づく「団体交渉振替」を行った。2016年度中の米国通信労働者組合と国際電工労働組合の幹部を務めた退職者について

は、2016年の残りと2017年の始めの9ヶ月にかけて、現行の退職後医療費および団体生命保険給付を米国停職年金制度の歳入法に基づく振

替でまかなう予定である。

拠出金

以下の表は、2025暦年のアルカテル-ルーセントの各種米国年金および退職後制度（メディケアパートDの補助金は除く）の予想される給

付支払をまとめたものである。アルカテル-ルーセントは、2015暦年中は、適格な米国企業年金制度に対して拠出金を行う必要はなかっ

た。2015年12月31日現在の未公開株および不動産価値などの一部データ、および2016年1月1日 の国勢調査データは、2016年第2四半期ま

で終了せず、2018年初めまでに必要な拠出金を予想できない。アルカテル-ルーセントは、2018暦年については、従業員向けの適格な米国

企業年金制度（経営＆職務上の年金制度）に対して予想される拠出金の信頼できる予想を行っていない。実際の拠出金は予想拠出金と異

なる場合があり、これは、制度資産の業績、金利、将来的な法制変更といった様々な要因によるものである。以下の表は、元経営幹部退

職者の2016年から2021年まで（2015年、歳入法第420条の規定は2025年12月31日まで延長された）の医療費と団体生命保険給付を積み立て

る制度資産の剰余分の用途を示すものである。

 

 年金 退職後給付
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（単位：百万米ドル）

非適格の

企業年金

元労組代表

退職者向け

医療制度
 (1)

非経営幹部

退職者向け

医療給付制度

その他の

給付制度
(2)

2016年 30 (21) 14 3

2017年 30 (21) 15 3

2018年 30 (20) 15 3

2019年 29 (19) 16 3

2020年 29 (19) 17 3

2021年から2025年 139 (83) 84 203

(1)2025年12月31日（現行の歳入法第420条の期限）までの医療費に歳入法第420条に基づく振替が行われることを考慮した上での予測。こ

れらの予測は、メディケア・パートD補助金の正味金額である。

(2)2025年12月31日（現行の歳入法第420条の期限）までの団体生命保険給付に歳入法第420条に基づく振替が行われることを考慮した上で

の予測。

 

年金制度積立が必要かどうかを判断するために用いられる保険数理上の仮定は、予測し難い市場で重要になるという意味で、会計を目的

として用いられたものとは異なる。いずれの場合の割引率も作成の基本となるのは社債利回りであり、会計上、現暦年12月の最終営業日

終了現在、当社はシティグループが作成したイールド・カーブを使用しているが、一方でPPAは12月1ヶ月分は1日平均イールド・カーブま

たは2年平均のイールド・カーブを許可している。12月の最終営業日終了現在、資産の平均公正価値は会計目的に使用されるが、PPAは、

制限付き期待収益率を用いる2年間の平均公正価値は、アベレージングに含まれているという「アセット・スムージング」オプションを規

定している。この2つのオプションは、予測し難い使用において資産価値と社債利回りが急変した場合の影響を最小限に抑える。規制積立

評価のための米国経営幹部者向け年金制度の積立状況の予備的評価は、この制度が2015年度末には100% 以上の積立になっていると示して

いる。さらに、PPAの移行対象ルールでは、積立率が100% を下回る場合のみこの制度に積み立てる必要が生じる。

 

医療給付に関しては、経営幹部と元労組幹部退職者の給付のどちらも、1990年2月28日以降の退職者について上限がある点に留意する必要

がある（この退職者グループに関する給付債務は、2015年12月31日現在の米国退職者医療債務の約46% を占める）。メディケアは、65歳

以上でその大半が上限のない退職者である人々に対する一次支払者（最初に支払う）である。

給付支払

以下の表は、2025暦年のアルカテル-ルーセントの各種米国年金および退職後制度の予想される給付支払をまとめたものである。実際の給

付支払は予想された給付支払と異なる可能性がある。これらの金額は、予想される制度加入者の正味拠出金およびメディケア・パートD補

助金の約24百万米ドルを示している。

 

 年金 退職後給付

（単位：百万米ドル）

適格な米国

経営幹部向け

年金制度

適格な

米国企業

年金制度

非適格の

企業年金

元労組代表

退職者向け

医療制度

非経営幹部

退職者向け

医療給付制度

その他の

給付制度

2016年 1,410 400 30 169 14 89

2017年 1,329 347 30 158 15 90

2018年 1,297 334 30 140 15 91

2019年 1,265 321 29 132 16 92

2020年 1,231 307 29 162 17 93

2021年から2025年 5,632 1,336 139 656 84 478

 

注記24　金融負債

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013 年

市場性のある有価証券－短期、純額 1,626 1,672 2,259

現金および現金同等物 4,905 3,878 4,096
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現金および現金同等物ならびに市場性のある有価証券 6,531 5,550 6,355

転換社債およびその他の社債－長期 (4,394) (4,696) (4,711)

その他の長期債務 (238) (179) (211)

長期および短期債務－1年内返済予定 (579) (402) (1,240)

うち（社債および信用供与 - 短期分） (190) - (964)

（長期および短期債務 - 1年内返済予定） (389) (402) (276)

金融債務、総額 (5,211) (5,277) (6,162)

金利デリバティブ商品 - その他の流動および非流動資産 4 1 11

金利デリバティブ商品－その他の流動および非流動負債 - - (21)

合弁事業への貸付金－金融資産（共同ベンチャーへの貸付） - - 7

外国為替デリバティブ計上前の現金(金融負債)、純額 1,325 274 190

金融負債のデリバティブ外国為替商品 - その他の流動および非流動資産
(1)

158 123 5

金融負債のデリバティブ外国為替商品 - その他の流動および非流動負債
(1)

(20) (4) (46)

デリバティブ商品の信用補完契約に関して支払われた／

（受け取った）純額 - その他の流動資産／負債 (54) (67) -

現金（金融負債）、純額 - 廃止事業を除く 1,409 326 149

現金（金融負債）、純額 - 売却目的で保有する資産 - - -

現金（金融負債）、純額 - 廃止事業を含む 1,409 326 149

(1)外国為替（FX）デリバティブは、企業間融資に関連する外国為替スワップ（主に米ドル／ユーロ）である。

a/ 満期時の社債および信用供与の名目価値

 

（単位：百万ユーロ）
  

2015年12月31日

時点の帳簿価額

株式部分

および

公正価値調整

満期時の名目価値

2015年

12月31日

2014年

12月31日

8.50% 優先債権
(1)

190百万ユーロ 2016年1月 190 - 190 192

4.625% 優先債権
(2)

650百万米ドル 2017年7月 595 3 598 535

4.25% OCEANE 417百万ユーロ 2018年7月 372 45 417 629

0.00% OCEANE 640百万ユーロ 2019年1月 568 72 640 688

0.125% OCEANE 429百万ユーロ 2020年1月 362 67 429 460

8.875% 優先債権
(2)

500百万米ドル 2020年1月 451 8 459 412

6.75% 優先債権
 (2)(3)

700百万米ドル 2020年11月 636 7 643 824

6.50% 優先債権
(2)

300百万米ドル 2028年1月 255 19 274 247

6.45% 優先債権 1,360百万米ドル 2029年3月 1,156 94 1,250 1,120

社債合計   
4,585 315 4,900 5,108

ASN 融資枠
(4)

86百万ユーロ 2022年3月 80 1 4 -

社債および

信用供与合計   
4,665 316 4,904 5,108

(1)米アルカテル-ルーセント・インクとアルカテル-ルーセントの一部の子会社による保証。

(2)この優先債券は2014年7月および2015年9月の公開買付の対象となった。以下を参照。

(3)アルカテル-ルーセントとその一部の子会社が保証している。

(4)この枠には2022年3月まで四半期毎の償還が必要。
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2015年における変動

2015年12月 - OCEANE 2015の転換

ノキアのオファーの一環として、2018年に満期を迎えるOCEANE 117,427,511件、2019年に満期を迎えるOCEANE 11,891,116件、2020年に満

期を迎える7,729,972件が転換され、合計額は291百万ユーロとなった。

2015年7月 - 2020年満期の優先債券の公開買付

2015年8月の公開買い付け募集要項に従い、2015年9月4日、現金総額324百万ドル（289百万ユーロ）にて6.75% の2020年満期の優先債の名

目価額総額300百万ドル（268百万ユーロ）の購入を行うことに同意した。公開買付に出された債券は取り消された。

2014年における変動

2014年11月／12月 - 2016年優先債券の部分買戻し

同様に2014年第4四半期に3百万ユーロの2016年優先債券が買い戻され、3百万ユーロに相当する現金が取り消された。

2014年8月 - 担保付き優先信用融資の償還

OCEANE 2019 および2020の発行による収入は2014年8月19日に始まる優先担保付枠の発行済み金額の返済に全額が使用される。名目価額は

1,724百万米ドルである。この枠の簿価は既にIAS第39号 §AG 8要件に従い、この予想される返済を考慮するため、2014年6月末に既に調

整された。従って、2014年8月19日、この枠の名目価値は簿価と等しくなった。2014年第2四半期中の見積変更は、101百万ユーロ（133百

万ドル、注記7参照）の「その他金融損失」として表れ、金融負債の帳簿価額がその分増加した。

2014年7月 - 2016年優先債券の公開買付

2014年6月24日に開始した公開買付に関連し、2014年7月4日、額面価210百万ユーロの2016年優先債券の、現金総額235百万ユーロで購入に

同意した。公開買付に出された債券は取り消された。

2014年第2四半期中、額面価額19百万ユーロの2016年優先債券が買い戻され、現金22百万ユーロ相当分が償却された（未払利息を除く）。

2014年6月 - 2019年と2020年のOCEANEの発行および担保付き優先信用融資枠の予定支払い

2014年6月10日、アルカテル-ルーセントは転換社債 (OCEANE) を2つのトランシェで発行した。内容は以下の通りである。

ཉトランシェ1　額面価額688百万ユーロ　2019年1月30日満期

 

ཉトランシェ2　額面価額460 百万ユーロ　2020年1月30日満期

社債の金利は年率はそれぞれ0.00%と0.125%であり、毎年1月30日と7月30日に年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの開始は2015年1

月30日である。アルカテル-ルーセントの裁量により、社債は一定条件下で早期償還される場合がある。

発行日の負債部分の帳簿価額はそれぞれ576百万ユーロと364百万ユーロであった。発行日の額面および負債部分の帳簿価格の差異は、208

百万ユーロに相当し、負債の残りの期間にかかる金融費用の範囲内で償却される。

2014年4月 - 6.375% の優先債券の返済

2014年4月7日、アルカテル-ルーセントは満期日に、6.375%の優先債券につき残額274百万ユーロを返済した。

2014年2月 - 担保付き優先信用融資の修正

2013年12月20日、米アルカテル-ルーセント・インクは1,750百万ドルの担保付き優先信用融資を修正し、2014年2月18日を発効日として、

クレジットスプレッドを4.75% から3.50% に下げることを決めた。この結果、Libor 1% のフロアを考慮し、適用される金利は5.75% から

4.50% に減少した。IAS 39号に従い、担保付き優先信用融資の条件に対するこの修正は、元々の融資にかなりの変更を記録することにつ

ながるものではない。この理由は、金利の変化は元々の融資の条件の大きな修正にならないからである。

2014年1月 - 7.75％トラスト型転換優先証券（優先証券を発行している信託子会社に対する債務）の返済
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2014年1月13日、当社は931百万米ドルの元本と発行済みの7.75% の2017年満期のトラスト型転換優先証券を全額返済した。2013年12月31

日時点で、この債務の帳簿価額は既に名目価額（2013年監査済み連結財務諸表の注記25を参照）と等しくなっていた。この理由は、2013

年12月12日時点から既に債務は全額返済されると予想していたからである。

2013年における変動

2020年11月15日満期の6.75%優先債

2013年11月15日と12月4日、米アルカテル-ルーセント・インクは2020年11月15日を満期とする優先債を、それぞれの日に、750百万米ド

ル、250百万米ドル発行した。債券の金利は年率6.75% であり、毎年5月15日と11月15日に年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの開

始は2014年5月15日である。これらはアルカテル-ルーセントとその一部の子会社が保証している。

この発行による収入は、次に挙げる債務の返済と償還に使用された。

・2.875%シリーズA転換社債：

- 発行済買戻社債の額面価額：95百万米ドル

- 当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：95百万米ドル

・2.875% シリーズ B転換社債：

- 発行済買戻社債の額面価額：1百万米ドル

- 当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：1百万米ドル

・2013年1月30日に締結した担保付優先債298百万ユーロ （下記参照）：

- 返済した発行済買戻社債の額面価額：298百万ユーロ

- 当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：298百万ユーロ

2013年12月27日、14,772,054口のOCEANE 2015の債券の名目価額は一口あたり3.23ユーロであり、総額名目価額の48百万ユーロは

15,658,262株のアルカテル-ルーセントの新しい普通株式に転換された。株式に対する影響は45百万ユーロであり、転換直前（損益の影響

は考慮されていない）の債務部分の帳簿価額に対応している。2013年12月27日、転換後の11百万ユーロの名目価額の発行済債務の全て

が、現金11百万ユーロで返済された（未払利息なし）。

これらの買戻しに伴う42百万ユーロの純損失（シリーズA転換社債に20百万ユーロ、ユーロ建ての 担保付優先債に21百万ユーロ、2015年

を満期とするOCEANEに1百万ユーロ）が、2013年第4四半期に「その他の金融収益（損失）」に計上された（注記7参照）。

2017年7月1日満期の4.625% 優先債

2013年12月12日、アルカテル-ルーセントは2017年7月1日満期の優先債券を、額面総額650百万米ドルで発行した。債券の金利は年率

4.625% であり、毎年1月1日と7月1日に年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの開始は2014年7月1日である。当社は2014年1月13日時

点でこの発行の正味受取額を使用して、利用可能な現金とともに、2017年を満期とする7.75% のトラスト型転換優先証券の発行済み分の

元本を総額931百万米ドルの返済を行った。

担保付き優先信用融資の修正

2013年12月20日、米アルカテル-ルーセント・インクは1,750百万ドルの担保付き優先信用融資を修正し、2014年2月を発効日として、クレ

ジットスプレッドを4.75% から3.50% に下げることを決めた。この結果、Libor 1% のフロアを考慮し、適用される金利は5.75% から

4.50% に減少した。

2020年1月1日満期の8.875% 優先債

2013年8月7日、アルカテル-ルーセントは2020年1月1日満期の優先債券を、額面総額500百万米ドルで発行した。債券の金利は年率8.875%

であり、毎年1月1日と7月1日に年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの開始は2014年1月1日である。これらはアルカテル-ルーセン

トとその一部の子会社が保証している。この発行による収入は2013年1月30日（下記参照）に契約した500百万米ドルの資産売却契約の返

済と停止に使用され、これには505百万米ドルの現金での決済が伴った。2013年第3四半期中のその他の金融収益（損失）には、発行済み

の未償却の資産売却枠の発行費用が残高に記載され、これは24百万ユーロの損失である（注記7を参照のこと）。

担保付き優先信用融資の修正

2013年8月16日、米アルカテル-ルーセント・インクは、2013年1月30日に契約した担保付き優先信用融資を修正した。この修正には融資枠

を統括する一部の契約を変更するものであり、特に、制限された資産の売却や資産売却の場合に必須の返済、2019年を満期とする1,750百
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万米ドルの担保付き優先信用融資のスプレッドを6.25% から4.75% に引き下げ（合計金利は5.75% に引き下げ）、300百万ユーロの担保付

き優先信用融資のスプレッドを6.50% から5.25% に引き下げるものだった。

OCEANE 2018年

2013年7月3日、アルカテル・ルーセントは2018年7月1日を満期とする転換／交換可能債券 (OCEANE) を名目価額629百万ユーロで発行し

た。社債の金利は年率4.25%であり、毎年1月1日と7月1日に年2回の割合で金利が支払われ、金利支払いの開始は2014年1月1日である。ア

ルカテル-ルーセントの裁量により、社債は一定条件下で早期償還される場合がある。発行日の負債部分の帳簿価額は505百万ユーロで

あった。発行日の額面および負債部分の帳簿価格の差異は、124百万ユーロに相当し、負債の残りの期間にかかる金融費用の範囲内で償却

される。

2015年1月に満期を迎える額面価格748百万ユーロのOCEANE 5.00%（帳簿価額691百万ユーロ）が、現金780百万ユーロ（未払利息を除く）

で買戻しが行われた。損益計算書へのマイナスの影響は、2013年第3四半期中のその他の金融収益（損失）に表記され、87百万ユーロの損

失となる見込みである（注記8を参照のこと）。

2.875% シリーズ B転換社債義務的公開買い付け

社債保有者の任意で、ルーセント2.875% シリーズB転換社債は、元本100％に2013年6月15日の初回任意償還日時点の未払い利息を加算し

た額で、償還可能であった。

 

2.875%シリーズB転換社債の発行済み額面金額は、2013年6月15日直前の段階で765百万米ドルだった。この日付時点で、額面金額764百万

米ドルの社債が、764百万米ドルの現金に未払い利息を加算した額で償還・失効された。

2012年第2四半期に適用された新たな会計処理（注記2i - フォーム20-Fに関するアニュアルレポートの一部として提出された2013年12月

31日を期末とする年度の連結財務諸表）参照）により、ルーセントの2.875%シリーズB転換社債の帳簿価額は、2013年6月15日現在の額面

金額と等しくなった。従って、一部償還に伴う損益は計上されなかった。

債務の買戻し

2013年5月21日、以下の社債が一部買戻しと償却が行われた。

・アルカテル-ルーセントが発行した2014年4月を満期とする6.375% の債券：

－買戻社債の額面価額：172百万ユーロ

－当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：180百万ユーロ

当社が発行した2014年4月を満期とする6.375% の社債は2013 年第2 四半期と第3 四半期を通じて追加的に買戻しが行われ、その名目価額

は16百万ユーロであり、これは当社が支払った現金金額である（未払利息を除く）17百万ユーロである。さらに、社債買戻しの一環とし

てのヘッジ取引である金利スワップは償還され、現金収入7百万ユーロが生じた。

・アルカテル-ルーセントが発行した5.00% OCEANE 2015：

－買戻社債の額面価額：193百万ユーロ

－当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：196百万ユーロ

転換社債の期限前償還に関して支払われる対価は、当初用いられた方法と同じ配分方法で、償還日に債務部分と資本部分とに配分され

る。負債部分に関連した損益の額は、「その他の金融収益（損失）」において認識され、資本部分に関連する対価の額は自己資本におい

て認識される。

追加の名目価額748百万ユーロは2013年8月に買戻しが行われた（上記参照）。

・2016年1月満期アルカテル・ルーセント発行による8.50%優先債：

－買戻社債の額面価額：75百万ユーロ

－当社が支払った現金金額（未払利息を除く）：80百万ユーロ

これらの買戻しに伴う26百万ユーロの純損失が、2013年第2四半期に「その他の金融収益（損失）」に計上された（注記7参照）。

担保付き優先信用融資

2013年1月30日、当グループの一部の子会社（特にアルカテル-ルーセント）を米アルカテル-ルーセント・インクの義務の保証者として、

以下で構成される担保付き優先信用融資枠契約を交わした（2013年1月に共同融資枠とされた）。
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・Liborの利付き優先債券（1.00% を下限とする）に525ベーシス・ポイント、およびABR（一部調整後、最大のクレディスイス・プライム

レート、フェデラル・ファンド実効レートに0.5% および1カ月のLibor 1% を追加）に425ベーシス・ポイント（借手は一定の間隔を置

いて選択）を加えた2016年8月に満期を迎える合計額面金額500百万米ドルの資産売却枠

・Liborの利付き優先債券（1.00% を下限とする）に625ベーシス・ポイント未満、ABRに525ベーシス・ポイント（借手は一定の間隔を置

いて選択）を加えた2019年1月に満期を迎える合計額面金額1,750百万米ドルの融資枠（四半期毎の名目価額の0.25% の債務返済付き）

・Liborの利付き優先債券（1.00% を下限とする）に650ベーシス・ポイントを加えた2019年1月に満期を迎える合計額面金額300百万ユー

ロの融資枠（四半期毎の名目価額の0.25% の債務返済付き）

これらの融資枠は、(i) 米アルカテル-ルーセント・ホールディングス・インクおよびほぼすべてがその子会社で構成されるその他の保証

者が保有する株式持分、(ii) 米アルカテル-ルーセント・インク、アルカテル-ルーセントおよびその他の保証者の実質上すべての特許お

よびその他の知的財産権、(iii) 米アルカテル-ルーセント・インク、アルカテル-ルーセント・ホールディングス・インクおよびその他

の保証者が支払うべき実質上すべての企業間融資、(iv) 米アルカテル-ルーセント・インクおよび米国内の保証者の実質上すべてのその

他の有形および無形動産を最優先担保として保証される。

この融資枠には、維持財務制限条項（通常、四半期ごとに負債返済能力の審査と測定が実施され、それに基づいて算出が行われる制限条

項）は含まれないが、特に当グループが以下を行うことができないよう制限する約款が含まれる。(i) 追加負債を負ったり保証したり、

あるいは優先株を発行したりすること、(ii) 一定の先取特権を生成すること、(iii) 資産を売却したり特許を収益化すること、(iv) 配

当金支払い、持分買戻し、投資を行うことこと、(v) 融資の担保となっているグループの資産を処分したり譲渡したりすること。

IAS 39号に従い、これらの与信に対する変動金利へのフロアの条件は、組込デリバティブとして検討され、ホスト契約（与信）とは分け

られている。3つのフロアの開始時点での公正価額は、500百万ドル資産売却ファシリティが10百万ドル、1,750百万ドルの与信が46百万ド

ル、300百万ユーロの与信が7百万ユーロとなっている。これらの公正価額は、与信の名目価額から差し引かれ、金利デリバティブとして

記録され、上記で定義・公開の通り、純負債現金に含まれる。2013年12月31日終了会計年度における26百万ユーロと言うこれらの公正価

額の変動は、「その他の金融収益（損失）」に記録されている。

 

さらに、これらの与信発行に関連した手数料についても名目価額から差し引かれ、以下に挙げる帳簿価額になる。500百万ドル資産売却

ファシリティが470百万ドル、1,750百万ドルの与信が1,633百万ドル、300百万ユーロの与信が283百万ユーロとなっている。2013年12月31

日終了会計年度の純現金受取額については、キャッシュフロー計算書の「長期債務の発行」の項目に報告され、総額は1,917百万ユーロで

ある。発行日時点の当該債券の額面と帳簿価格の差異は社債の残存期間にかかる金融費用の範囲内で償却される。

b/ 金融負債（総額）のタイプ別分析

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

転換社債 1,302 1,498 1,191

その他の債券 3,283 3,198 4,485

全額が取り消されない振り替え対象の債権
(1)

230 233 248

銀行借入、当座借越およびその他の金融負債 279 239 119

ファイナンス・リース債務 28 18 24

未払利息 89 91 95

金融負債、総額 5,211 5,277 6,162

(1)注記20「振替金融資産」を参照。

c/ 償還日およびレート別の分析

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

一年以内返済予定長期負債 190 - 1,054

短期借入金
(1)

389 402 186

1年以内に期日を迎える金融債務
 (3)

579 402 1,240

内訳：    

・ 3ヶ月以内 463 274 791
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・ 3ヶ月から6ヶ月 92 104 406

・ 6ヶ月から9ヶ月 12 12 22

・ 9ヶ月より先 12 11 21

2015年 - - 114

2016年 - 280 515

2017年 675 604 494

2018年 435 539 401

2019年 588 588 1,154

2020年 1,450 1,589 1,068

2021年以降 1,484 1,275 1,176

1年以降に期日を迎える金融債務
(2)(3)

4,632 4,875 4,922

合計 5,211 5,277 6,162

(1)2015年12月31日現在の額には、89百万ユーロの未払い利息が含まれる（2014年12月31日時点で91百万ユーロ、2013年12月31日時点で95

百万ユーロ）。

(2)転換証券は早期償還あるいは買い戻しオプションに基づき早期に償却される可能性がある。債券の契約満期以前に発生する任意償還期

間/日の場合、契約満期以前の償還の可能性により、支払見積額に変動が生ずる可能性がある。IAS 39号で規定される通り、確実な新

規見積に基づき事業体が支払見積額を修正する場合、修正された見積りキャッシュ・フローを反映させるため、金融負債の元の実効金

利で残りのキャッシュ・フローの現在価値を計算し、商品の帳簿価額を調整しなければならない。調整分は、損益における収支として

認識される。

(3)金融債務の契約キャッシュ・フローは注記28において開示する。

d/ 金利による負債分析

 

（単位：百万ユーロ） 金額 実効金利 ヘッジ後の金利

2013年    

転換社債 1,191 9.50% 9.50%

その他の債券 4,485 7.50% 7.28%

銀行借入、当座借越およびファイナンス・リース負債 391 2.66% 2.66%

未払利息 95 該当なし 該当なし

金融負債、総額 6,162 7.58% 7.42%

2014年    

転換社債 1,498 5.83% 5.83%

その他の債券 3,198 7.27% 7.27%

銀行借入、当座借越およびファイナンス・リース負債 490 2.02% 2.02%

未払利息 91 該当なし 該当なし

金融負債、総額 5,277 6.36% 6.36%

2015年    

転換社債 1,302 5.46% 5.46%

その他の債券 3,283 7.27% 7.27%

銀行借入、当座借越およびファイナンス・リース負債 537 2.01% 2.01%

未払利息 89 該当なし 該当なし

金融負債、総額 5,211 6.26% 6.26%
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e/ 金利の種類別の負債分析

 

 2015年 2014年 2013年

（単位：百万ユーロ） ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後

固定金利負債の合計 5,207 5,207 5,269 5,269 6,154 5,880

変動金利負債の合計 4 4 8 8 8 282

合計 5,211 5,211 5,277 5,277 6,162 6,162

f/ 通貨別の負債分析

 

 2015年 2014年 2013年

（単位：百万ユーロ） ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後 ヘッジ前 ヘッジ後

ユーロ 1,827 2,286 1,976 2,388 1,544 1,544

米ドル 3,242 2,783 3,150 2,738 4,608 4,608

その他 142 142 151 151 10 10

合計 5,211 5,211 5,277 5,277 6,162 6,162

g/ 負債の公正価値

アルカテル-ルーセントの負債の公正価値は、グループの信用レートリスクで調整された、負債利回りに相当する割引率で、将来キャッ

シュフローを割引くことによって、各借入に対して決定される。変動金利における負債および当座借越の公正価値は、ほぼ正味帳簿価額

に近い。負債をヘッジする金融商品の公正価値は、将来キャッシュ・フローの正味現在価値に基づき、同じ方法に従って計算される。

・2015年12月31日現在、ヘッジ前の負債の公正価値（信用格差を含む）は、6,405百万ユーロで、ヘッジ後の公正価値（信用格差を含む）

は、6,401百万ユーロであった。

・2014年12月31日現在、ヘッジ前の負債の公正価値（信用格差を含む）は、6,299百万ユーロで、ヘッジ後の公正価値（信用格差を含む）

は、6,297百万ユーロであった。

 

・2013年12月31日現在、ヘッジ前の社債の公正価値（信用格差を含む）は、7,221百万ユーロで、ヘッジ後の公正価値（信用格差を含む）

は、7,231百万ユーロであった。

h/ 信用格付

アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSAインクの信用格付

2015年12月31日現在のアルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSAインクの信用格付は以下のとおりである。

 

格付機関

コーポレート・

ファミリー格付 長期債 短期債 見通し

CFR／債券格付け

最終更新日

見通しの

直近の更新

ムーディーズ：       

アルカテル-ルーセント

S.A.

B2
B2/B3

 (1) 投資不適格 アップグレードの

レビュー

2015年8月28日 2015年4月20日

米アルカテル-

ルーセント・インク

該当なし
B2

 (2) 該当なし アップグレードの

レビュー

2015年8月28日 2015年4月20日

スタンダード &

プアーズ：

      

アルカテル-ルーセント

S.A.

B+ B+ B Cr. ウォッチ・

ポジティブ

2015年8月5日 2015年4月17日

米アルカテル-

ルーセント・インク

B+ B+ 該当なし Cr. ウォッチ・

ポジティブ

2015年8月5日 2015年4月17日

(1)OCEANE 2018およびOCEANE 2019と2020はB3と格付けされている。アルカテルが発行したその他全ての長期債はB2格付けされている。
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(2)8.875%の優先債、6.75% の優先債、4.625% の優先債はそれぞれB2と格付けされている。アルカテル-ルーセントの2028年満期の 6.50%

の社債と2029年満期の6.45%の社債は2012年1月20日に撤回された。

 

ムーディーズ：2015年8月28日、ムーディーズはアルカテル・ルーセントのコーポレート・ファミリー格付をB3からB2に、転換社債

(OCEANE) 格付をCaa1からB3に、優先無担保格付をB3からB2に引き上げた。格付けは全てアップグレードのレビューがなされている。

2015年4月20日、ムーディーズはアルカテル・ルーセントの全てのアップグレードのレビューを行った。

2014年11月17日、ムーディーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・インクの格付けの見通しを「ポジティブ」

から「安定的」へと変更し、B3格付けとして確認した。

2013年12月19日、ムーディーズはアルカテル・ルーセントが発行した2016年に満期を迎える8.50% の優先債の格付けをCaa1からB3に引き

上げた。

2013年11月7日、ムーディーズはアルカテル・ルーセントの社債のB3親会社格付見通しをネガティブから安定的に変更し、グループの債券

の既存の格付けを確認した。

2013年8月23日、ムーディーズは米アルカテル-ルーセント・インクが発行した2020年に満期の到来する8.875% の優先債のB3格付けを確認

し、アルカテル・ルーセントの親会社格付をB3とした。

2013年6月26日、ムーディーズはアルカテル-ルーセントが発行した新しいOCEANE転換社債について暫定的にCaa1の格付けを行い、2018年

に米アルカテル-ルーセント・インクが締結した3件の担保付き優先信用融資に関する暫定的B1格付けを、決定的なものとしてB1格付けに

変更を行った。

ムーディーズの格付グリッドは、最高格付のAAA格から最低格付のC格に分けられている。アルカテル・ルーセントの親会社の格付け、ア

ルカテル・ルーセントの長期債（OCEANE 2018および2019/2020を除く）、米アルカテル・ルーセント・インクの長期債はBカテゴリ内のB3

と格付けされており、このカテゴリにはB1とB2の格付けも含まれる。

 

ムーディーズは、B格カテゴリーについて以下のように定義している。「Bに格付けされた債務は投機的とみなされ、高信用リスクの対象

となる。」

スタンダード＆プアーズ：2015年8月5日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSA

インクの長期発行体格付の見通しをBからB+ に引き上げた。格付けは全てCreditWatchにポジティブなインプリケーションとなっている。

2015年4月17日、スタンダード＆プアーズはアルカテル・ルーセントの格付についてCreditWatchにポジティブなインプリケーションを与

えた。

2014年8月18日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米国アルカテル-ルーセント・インクの発行体格付の

見通しを B- から B に引き上げた。グループが発行した無担保社債も CCC+/B-からBにに引上げられた。同日、格上げにより、見通し

は、ポジティブから安定的に変更された。

2013年11月7日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSAインクの見通しを、「安

定的」から「ポジティブ」に修正し、両社ともに社債格付けをB-とした。2013年11月7日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテ

ル-ルーセントの短期債の格付けをBとした。

2013年9月3日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSAインクが発行した優先無担

保証券の格付けをCCCからCCC+ に引き上げた。

2013年6月26日、スタンダード・アンド・プアーズはアルカテル-ルーセントが同日発行した新しい2018年OCEANE転換社債について、CCCの

信用格付けを行った。

2013年6月21日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-ルーセントUSAインクの長期発行体格付

の見通しをBからB- に引き下げた。スタンダード・アンド・プアーズはアルカテル-ルーセントの短期債に対する格付けをBと再確認し、

上位信用供与に対する格付けをBB- からB+ へと引き下げ、また、グループの長期無担保債の格付けをCCC+からCCCへと引き下げた。ルー

セント・テクノロジーズ・キャピタル・トラストが発行した信託優先証券の格付は、CCCから CCC-に引き下げられた。

2013年2月18日、スタンダード・アンド・プアーズは、アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・インクに対するすべての

発行済み信用格付をB長期信用格付とし、ネガティブな見方を示した上でクレジット・ウォッチから排除した。ネガティブの見通しが確認

された。同時に、当グループの担保付き優先信用融資枠の発行済み格付BB- 格が確認された。その他の格付についても確認が行われた。

スタンダード・アンド・プアーズの格付グリッドは、AAA格（最高格付）からD格（最低格付）に分けられている。

アルカテル・ルーセント及びアルカテル・ルーセントの親会社の格付けと長期負債はB+ に格付けされ、B格カテゴリーに属している。

スタンダード・アンド・プアーズは、Bカテゴリーについて以下のように定義している。「B格」の債務は、「BB格」の債務よりも不払い

に対して脆弱であるが、現在のところ債務者は債務に対する財務的確約を満たす能力を備えている。事業、財務あるいは景気環境の悪化

により、債務に対する財務的確約を満たす債務者の能力あるいは意欲が損なわれる可能性がある。」
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2015年12月31日現在のアルカテル-ルーセントおよび米国アルカテル-ルーセントの債務に影響を与える格付条

項

当社の現行の短期格付けや、フランスのコマーシャル・ペーパー／「billets de trésorerie」市場の流動性の欠如を考慮し、アルカテ

ル・ルーセントはしばらく同市場には参入しないことを決定した。

 

アルカテル-ルーセントと米アルカテル-ルーセント・インクの既発債には、それぞれの信用格付が引下げられた場合に繰上げ償還事由が

発生することを定めたトリガー条項は含まれていない。
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i/ 銀行与信契約

アルカテル-ルーセント銀行共同融資枠

2013年12月17日、アルカテル-ルーセントは国際銀行12社からなるシンジケートとともに、3年間の504百万ユーロのリボルビング融資枠を

設けることで合意した。共同融資枠が利用できるかどうかは、アルカテル-ルーセントの信用格付に左右されることはない。この融資枠の

可用性については、アルカテル-ルーセントが、金利費用をカバーできるかどうかという能力にかかっている。2015年12月31日時点で、融

資枠は撤退していない。

2007年4月5日に締結されたシンジケートの銀行枠は、2013年1月の担保付優先債の終了を受けて停止された。

2015年3月 - 融資枠契約

2015年3月18日、当社の合弁事業パートナーが保有するアルダ・マリンに対するエクイティの取得に関連し、アルカテル-ルーセント・サ

ブマリン・ネットワークス (ASN) は7年満期の86百万ユーロの融資枠に合意した。3 船は融資枠の元、モーゲージを条件とする。

次へ
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注記25　引当金

a/ 決算時残高

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

製品売上引当金 376 387 402

リストラクチャリング引当金 291 439 433

訴訟引当金 106 122 122

その他の引当金 366 416 459

合計
(1) 1,139 1,364 1,416

(1) うち、1年内使用見込額 897 959 966

1年超使用見込額 242 405 450

 

b/ 2015年中の変動

 

（単位：百万ユーロ）

2014年

12月31日 繰入 使用 戻入

連結企業

の変動 その他

2015年

12月31日

製品売上引当金 387 393 (361) (41) - (2) 376

リストラクチャリング引

当金 439 170 (298) (31) 1 10 291

訴訟引当金 122 45 (30) (16) - (15) 106

その他の引当金 416 206 (212) (63) - 19 366

合計 1,364 814 (901) (151) 1 12 1,139

損益計算書への影響：
       

- リストラクチャリング費用、

訴訟、連結持分売却益／

（損）および

退職後給付制度の改訂計上前

営業活動からの利益（損失）  (602)  106   (496)

- リストラクチャリング費用  (164)  25   (139)

- 訴訟  (32)  1   (31)

- 連結持分売却益／（損）  -  -   -

- 退職後給付制度の改訂  -  -   -

- その他の金融収益（損失）  (10)  6   (4)

- 法人所得税  (5)  13   8

- 廃止事業からの利益（損失）  (1)  -   (1)

合計  (814)  151   (663)

 

年末時点で、係属中の税務争議や訴訟に関し偶発債務が存在している。これらの訴訟のいずれかについて不利な判決があった場合の財務

的な影響や現金支払いの時期については、現時点で予測することはできない。したがって、2015年12月31日時点では引当金を計上してい

ない。

特に、2006年の鉄道信号事業のタレスの出資による税金への影響に関し、ドイツの税務当局の見解を確認するために、2012年末に当社は

税務監査を受けた。これにより、140百万ユーロ（利息および罰金差引前）のマイナス影響が及ぶ可能性があった（利息及び罰金差引後で

は2015年12月31日時点で194百万ユーロ）。これらの税金を支払わなくて済むというよりも、一切何も確保することができない可能性が高

い。もし当社が今後、この税務訴訟に関連して何かを維持できたとしたら、それは2006年に発生した基本的取引として、廃止事業に分類

されることになる。税金が支払われるべきであると最終的に決定された場合、債務に対して利息が発生することになるが、適用法に則

り、当社は支払いを拒否している。これにより、当社のキャッシュフロー計算書は影響を受けていない。
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c/ リストラクチャリング引当金の分析

 

（単位：百万ユーロ）

2015年

12月31日

2014年

12月31日

2013年

12月31日

期首残高 439 433 456

当期使用 (298) (364) (522)

リストラクチャリング費用（社会的費用とその他金銭的費用） 139 373 473

割引影響の戻入（金融損失） 1 1 1

連結子会社の取得（売却）の影響 - (16) -

為替換算差額およびその他の費用 10 12 25

決済残高 291 439 433

d/ リストラクチャリング費用

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

社会的費用 － リストラクチャリング引当金 (121) (245) (302)

その他金銭的費用 － リストラクチャリング引当金 (18) (128) (171)

その他の金銭的費用 － 支払 (172) (156) (25)

その他の金銭的費用 - 年金準備金 (69) (32) (19)

評価引当金または資産の評価減およびその他 (21) (13) (1)

リストラクチャリング総費用 (401) (574) (518)

e/ 訴訟引当金の分析

 

（単位：百万ユーロ）

2014年

12月31日 繰入 使用 戻入

連結企業

の変動 その他

2015年

12月31日

パセーイク・リバー訴訟 - 18 - - - - 18

フォックス・リバー訴訟 7 - (3) (1) - 1 4

その他 - 14 (1) - - - 13

小計 － 重大な訴訟
(1)

7 32 (4) (1) - 1 35

その他の引当金 115 13 (26) (15) - (16) 71

合計 122 45 (30) (16) - (15) 106

(1)フォックス・リバー訴訟は2012年監査済み連結財務諸表の注記33（「ルーセントの分離契約」）に記載される通りである。

注記26　市場関連エクスポージャー

 

当グループは、金利リスク、為替リスクおよび取引先リスクを含めた市場リスクに対するグループのエクスポージャーを最小限に抑える

ため、集中資金管理方式を採っている。グループは、金利、外国為替レートの変動リスクを管理し軽減するために、デリバティブ金融商

品を利用している。

アルカテル-ルーセントの社債はユーロ建ておよび米ドル建てで発行されている。金利デリバティブは主に固定金利債務から変動金利債務

への転換に使用される。

 

見積将来キャッシュ・フロー（例えば、企業の商取引または営業上のオファー）は、先物為替取引によりヘッジされる。
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a/ 金利リスク

2015年12月31日に保有したデリバティブ金融商品は、負債コストの軽減と、金利リスクのヘッジを意図したものである。2015年、2014

年、2013年の12月31日現在、未払いの金利デリバティブには以下の特徴がある。

i. 12月31日現在の未払いの金利デリバティブ

種類および償還日別の分析

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

 名目元本契約償還日       

 

1年

未満

1年から

5年

5年後

以降 合計

市場

価値 合計

市場

価値 合計

市場

価値

金利スワップ          

固定金利支払 - 459 4 463 - 416 - 9 -

変動金利支払 - 462 - 462 (7) 416 (6) 272 11

フロア          

買い - - - - - - - - -

売り - - - - - - - 1,256 (21)

米ドルLiborの金利スワップのオプ

ション          

買い - - - - - - - - -

売り - - - - - - - - -

市場価値の総額     (7)  (6)  (10)

会計分類別の分析

 

（単位：百万ユーロ） 市場価値

 2015年 2014年 2013年

公正価値のヘッジ (7) 2 11

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

ヘッジ会計に不適切な商品 - (8) (21)

合計 (7) (6) (10)

市場価値および償還日別の分析

 

（単位：百万ユーロ） 満期日  

 1年未満 1年から5年 5年後以降 合計

資産としてのデリバティブの市場価値     

公正価値のヘッジ - - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - - -

ヘッジ会計に不適切な商品 - - - -

合計 - - - -

 

（単位：百万ユーロ） 満期日  

 1年未満 1年から5年 5年後以降 合計
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負債としてのデリバティブの市場価値     

公正価値のヘッジ - (7) - (7)

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - - -

ヘッジ会計に不適切な商品 - - - -

合計 - (7) - (7)

ii. 金利感応性
 

財務費用における金利感応性

1% の金利が急激に上昇すると、金融負債に当てはまり、その影響はヘッジ商品を考慮に入れてから損益計算書に計上されるが、2015年の

場合、支払利息に大きな変更はない（2014年、2013年も影響はない）。

1% の金利が急激に上昇すると、金融資産に当てはまり、その影響はヘッジ商品を考慮に入れてから損益計算書に計上されるが、2015年の

場合、支払利息が62百万ユーロ減少することになる（2014年の場合は52百万ユーロ、2013年の場合は59百万ユーロ）。

金融資産は主に短期のものであり、同種の資産に再投資されると仮定している。

 

時価における金利感応性

金利カーブが1% 上昇すると、市場性のある株式に適用され、その影響はヘッジ商品を考慮に入れてから自己資本に計上されるが、2015年

の場合、自己資本を5百万ユーロ増加させることになる（2014年の場合は4百万ユーロ増加、2013年の場合は2百万ユーロ減少）。

金利カーブが1% 上昇すると、市場性のある株式に適用され、その影響はヘッジ商品を考慮に入れてから自己資本に計上されるが、2015年

の場合、1百万ユーロのマイナス影響を与えることになる（2014年は2百万ユーロ、2013年は4百万ユーロ）。

金利カーブが1% 上昇し公正価値のヘッジとなる金利デリバティブに適用されると、2015年の場合、115百万ユーロのプラス影響を与える

ことになる（2014年は13百万ユーロのプラス影響、2013年は1百万ユーロのマイナス影響）。

 

（単位：

百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

 

帳簿

価値

公正

価値

公正

価値

金利が

下降し

た場合

の変動

1%
(1)

公正

価値

金利が

上昇し

た場合

の変動

1%

帳簿

価値

公正

価値

公正

価値

金利が

下降し

た場合

の変動

1%
(1)

公正

価値

金利が上

昇した場

合の変動

1%

帳簿

価値

公正

価値

金利が

1%低下

した場

合の公

正価値

の変動

 (1)

金利が

1%上昇

した場

合の公

正

価値

資産          

市場性のある有価証

券 1,626 1,626 (4) 4 1,672 1,672 (2) 2 2,259 2,259 6 (6)

現金および現金

同等物
(2)

4,905 4,905 - - 3,878 3,878 - - 4,096 4,096 - -

小計 6,531 6,531 (4) 4 5,550 5,550 (2) 2 6,355 6,355 6 (6)

負債           

転換社債 (1,302) (2,270) (32) 31 (1,498) (2,346) (55) 53 (1,191) (1,988) (21) 20

非転換社債 (3,283) (3,509) (218) 196 (3,198) (3,372) (229) 205 (4,485) (4,745) (269) 244

その他金融債務 (626) (625) - - (581) (581) - - (486) (486) - -

小計 (5,211) (6,404) (250) 227 (5,277) (6,299) (284) 258 (6,162) (7,219) (290) 264
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金利デリバティブ商

品

－その他の流動およ

び

非流動資産 4 4 93 115 1 1 37 13 11 11 - (1)

金利デリバティブ商

品

－その他の流動およ

び

非流動負債 - - - - - - - - (21) (21) (3) 17

共同ベンチャー企業

への

貸付金 - 金融資産 - - - - - - - - 7 7 - -

デリバティブ外国為

替前の（負債）／現

金の状態 1,325 131 (161) 346 274 (748) (249) 273 190 (867) (287) 274

金融負債のデリバ

ティブ

外国為替商品－その

他の

流動および非流動資

産 158 158 - - 123 123 - - 5 5 - -

金融負債のデリバ

ティブ

外国為替商品－その

他の

流動および非流動負

債 (74) (74) - - (71) (71) - - (46) (46) - -

（負債）／現金の状

態 1,409 217 (161) 346 326 (696) (249) 273 149 (908) (287) 274

(1)1% の金利下降で金利がマイナスとなる場合、金利感応性は金利0%で計算する。

(2)現金および現金同等物の場合、帳簿価額は公正価値の十分な見積りとしてみなされる。

 

金利カーブが1% 上昇し公正価値のヘッジとなるヘッジ負債に適用されると、2015年の場合5百万ユーロのマイナス影響を与えることにな

る（2014年は13百万ユーロのマイナス影響、2013年は1百万ユーロのマイナス影響）。

損益計算書に与える影響はゼロである。

金利カーブが1% 上昇し公正価値のヘッジとなる金利デリバティブに適用されないと、2015年の場合、9百万ユーロのプラス影響を与える

ことになる（2014年は18百万ユーロのマイナス影響、2013年は13百万ユーロのマイナス影響）。

 

金利カーブが1% 上昇し、ヘッジ商品を考慮に入れた上で金融債務に適用されると、2015年の市場価格で346百万ユーロのプラス影響が生

じる（2014年は273百万ユーロ、2013年は263百万ユーロ）。しかし、負債はヘッジされる場合のみ公正価値を再評価されるため、この影

響は計上されない。その結果、損益計算書にも自己資本にも影響を与えないことになる。

b/ 通貨リスク

i. 12月31日時点の通貨デリバティブの残高

種類および通貨別の分析

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

 米国ドル 英ポンド その他 合計

市場

価値 合計

市場

価値 合計

市場

価値

外貨の購入／貸付          
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先物為替契約 238 157 153 548 1 963 10 222 (5)

短期為替スワップ 3,370 639 211 4,220 22 2,866 63 4,614 (42)

クロス・カレンシー・

スワップ 459 - - 459 108 412 56 - -

通貨オプション取引：          

・ コール買い - - - - - - - - -

・ プット売り - - - - - - - - -

合計 4,067 796 364 5,227 131 4,241 129 4,836 (47)

外貨の売却/借用          

先物為替契約 298 135 160 593 (1) 366 (15) 350 2

短期為替スワップ 771 112 188 1,071 (58) 944 (16) 1,214 9

クロス・カレンシー・

スワップ - - - - - - - - -

通貨オプション取引：          

・ コール売り - - - - - - - - -

・ プット買い - - - - - 39 - - -

合計 1,069 247 348 1,664 (59) 1,349 (31) 1,564 11

市場価値の総額     
72

 
98

 
(36)

種類および満期別の分析

 

（単位：百万ユーロ） 満期日  

 1年未満 1年から5年 5年後以降 合計

購入／貸付     

先物為替契約 548 - - 548

短期為替スワップ 4,220 - - 4,220

クロス・カレンシー・スワップ - 459 - 459

通貨オプション取引：     

・ コール買い - - - -

・ プット売り - - - -

合計 4,768 459 - 5,227

 

（単位：百万ユーロ） 満期日  

 1年未満 1年から5年 5年後以降 合計

売却／借用     

先物為替契約 593 - - 593

短期為替スワップ 1,071 - - 1,071

クロス・カレンシー・スワップ - - - -

通貨オプション取引：     

・ コール買い - - - -

・ プット売り - - - -

合計 1,664 - - 1,664

市場価値および償還日別の分析
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 満期日

合計（単位：百万ユーロ） 1年未満 1年から5年 5年後以降

資産としてのデリバティブの市場価値の合計 - 119 - 119

 満期日  

（単位：百万ユーロ） 1年未満 1年から5年 5年後以降 合計

資産としてのデリバティブの市場価値の合計 (58) - - (58)

会計分類別の分析

 

市場価値

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

公正価値のヘッジ 119 112 (39)

キャッシュ・フロー・ヘッジ (12) 1 (1)

ヘッジ会計に不適切な商品 (46) (15) 4

合計 61 98 (36)

 

ii. 為替レートにおける金利感応性

当グループで最もよく使われるクロス・カレンシーは、米ドル対ユーロ、英国ポンド対ユーロ、英国ポンド対米ドルである。金利感応性

は米ドルの価値をその他の通貨に対して6% 増減させることによって計算される。

外国通貨為替レートがユーロに対して6%高いと、外国為替デリバティブに適用され、2015年の場合173百万ユーロのプラス影響を与えるこ

とになる（2014年は101百万ユーロ、2013年は201百万ユーロ）。この影響は外国為替デリバティブの損益計算書に影響を及ぼすが、ヘッ

ジ会計の対象とはならない。

 

正価値のヘッジにふさわしい外国為替デリバティブについては、外国通貨為替レートが6% 増加すると、2015年の場合185百万ユーロのプ

ラス影響を与えることになる（2014年は138百万ユーロ、2013年は245百万ユーロ）。しかし、このプラス影響は、基本項目の再評価によ

るマイナスの影響によって相殺される。損益計算書に与える影響はゼロである。

キャッシュ・フローのヘッジ対象となる外国為替デリバティブについては、外国為替レートが6% 上昇すると、2015年の場合、19百万ユー

ロのマイナス影響を与えることになる（2014年は1百万ユーロのプラス、2013年は1百万ユーロのマイナス）。

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

 

公正

価値

公正

価値の

変動

米ドル

低下6%

公正

価値の

変動

米ドル

上昇6%

公正

価値

公正

価値の

変動

米ドル

低下6%

公正

価値の

変動

米ドル

上昇6%

公正

価値

公正

価値の

変動

米ドル

低下6%

公正

価値の

変動

米ドル

上昇6%

外国為替デリバティブの残

高          

公正価値のヘッジ 119 (182) 185 112 (135) 138 (39) (244) 245

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ (12) 19 (19) 1 (1) 1 (1) 1 (1)

ヘッジ会計に不適切

なデリバティブ (46) (8) 7 (15) 39 (38) 4 44 (43)

デリバティブの残高合計 61 (171) 173 98 (97) 101 (36) (199) 201

デリバティブの残高による

業績への影響 (46) 7 (8) (15) 39 (38) 4 44 (43)
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デリバティブ残高に

よる営業活動から

の収益（損失）への

影響 - - - - - - - - -

デリバティブの残高による

自己資本への影響 (12) 19 (19) 1 (1) 1 (1) 1 (1)

iii. 自己資本に当初から認識されていたヘッジ取引における、収益または損失の損益計算書の再分類

 

（単位：百万ユーロ）
 

2012年12月31日時点で自己資本に計上されていたキャッシュ・フロー・ヘッジ 1

公正価値の変動 (1)

損益計算書への収益または損失の再分類
(1)

1

2013年12月31日時点で自己資本に計上されていたキャッシュ・フロー・ヘッジ 1

公正価値の変動 (1)

損益計算書への収益または損失の再分類
(1)

-

2014年12月31日時点で自己資本に計上されていたキャッシュ・フロー・ヘッジ -

公正価値の変動 (11)

損益計算書への収益または損失の再分類
(1)

8

2015年12月31日時点で自己資本に計上されていたキャッシュ・フロー・ヘッジ (3)

(1)この表で示され、自己資本で直接認識された金額は、上記表で除外されている廃止事業および商品デリバティブに関する金額により、

包括利益計算書に開示されている額とは異なる。

c/ 公正価値の階層

 2015年 2014年 2013

（単位：

百万ユーロ） レベル1 レベル2

レベル

3 合計 レベル1 レベル2

レベル

3 合計 レベル1 レベル2

レベル

3 合計

資産             

- 159 7 166 3 167 6 176 - 158 7 165

損益計上を通じ

て公正価値で測

定される金融資

産
(1)

- 1,570 - 1,570 - 1,605 - 1,605 - 2,192 - 2,192

通貨

デリバティブ
(2) - 175 - 175 - 149 - 149 - 18 - 18

金利

デリバティブ－

ヘッジ
 (2) - 4 - 4 - 2 - 2 - 11 - 11

金利

デリバティブ －

その他
(2) - - - - - - - - - - - -

現金同等物
(3) 1,170 380 - 1,550 1,096 383 - 1,479 1,476 147 - 1,623

合計 1,170 2,288 7 3,464 1,099 2,306 6 3,411 1,476 2,526 7 4,009

負債             

通貨

デリバティブ
(2) - (108) - (108) - (51) - (51) - (54) - (54)
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金利

デリバティブ－

ヘッジ
 (2) - - - - - - - - - (21) - (21)

金利

デリバティブ －

その他
(2)

- (11) - (11) - (9) - (9) - - - -

合計 - (119) - (119) - (60) - (60) - (75) - (75)

(1)注記15を参照のこと。

(2)注記21を参照のこと。

(3)注記16を参照のこと。取引が活発な金融市場のファンドは、ファンドの純資産価値で測定され、レベル1に分類される。当グループの

残りの現金同等物はレベル2に分類され、償却原価で測定される。これは、商品の購入から予定されている現金化までの期間が短いこ

とを考慮すると、妥当な予測公正価値である。

 

レベル2に分類される公正価額での売却可能な金融資産に含まれる、利益もしくは損失と市場性のある有価証券を通じた公正価額での金融

資産は、同様の金融商品の市場価格もしくは観察可能な市場データで裏付けられる拘束力のない市場価格で価格が付けられる。当グルー

プでは、市場価格、独立した価格提供業者、その他の情報源から入手可能な実際の売買データ、指標銘柄利回り、ブローカーの呼値、そ

の他同様のデータといった値を使用して、これらの資産の最終的な公正価額を決定している。

 

当グループのデリバティブ商品についてはレベル2に分類される。理由は、活発に取引がなされておらず、観察可能な市場データ（為替

レート、ボラティリティ指標、金利）を使用した価格モデルで価値が決定されているからである。

2014年と2015年、および2013年と2014年に定期的に行われた資産と負債の測定における公正価値の階層については、レベル1とレベル2の

間では移行はなかった。

公正価値の階層のレベル3に分類される金融資産は、連結前の企業に対する投資に対応している。危機に瀕した金額については重大なほど

大きくない。

（単位：百万ユーロ）
 

2013年12月31日時点のレベル3の額 7

追加／（売却） -

株主資本の公正価値の変動 (1)

減損損失 -

連結グループの変動 -

その他の変動 -

2014年12月31日時点のレベル3の額 6

追加／（売却） -

株主資本の公正価値の変動 1

減損損失 -

連結グループの変動 -

その他の変動 -

2015年12月31日時点のレベル3の額 7

 

不定期に公正価値で測定される資産および負債：

不定期に公正価値で再測定される資産および負債には次のものが含まれる。

・売却目的で保有されている場合に公正価値に削減されたローンや固定資産

・以前は連結対象であった子会社（当社で支配持ち分を売却したものの、非支配持ち分は保有し、結果として子会社が連結非対象となっ

た）で保有されている投資の再測定

・事業統合による認識可能な有形・無形資産および負債（のれんを除く）

2015年12月31日、2014年12月31日、2013年12月31日の時点では、不定期に公正価値で測定される資産および負債で当グループにはその資

産と負債はなかった。
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d/ 株式市場リスク

アルカテル-ルーセントおよびその子会社は、株式市場において投機的な取引は行わない。アルカテル-ルーセントの承認に従って、子会

社は優良企業に株式投資を行う。

e/ 信用リスク

i. 信用リスクの最大エクスポージャー

当グループは、エクスポージャーは以下の通りであると考えている。

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

営業債権およびその他の債権
(1)

2,535 2,528 2,482

市場性のある有価証券
(2)

1,626 1,672 2,259

現金および現金同等物
(3)

4,905 3,878 4,096

その他の金融資産
(2)

361 406 322

外国為替デリバティブ資産
(4)

174 149 18

金利デリバティブ資産
(4)

4 2 11

その他の資産
(4)

1,106 1,120 1,135

金融保証およびオフバランス債務
(5)

2 2 8

信用リスクに対する最大エクスポージャー 10,713 9,757 10,331

(1)注記19を参照のこと。

(2)注記15を参照のこと。

(3)注記16を参照のこと。

(4)注記21を参照のこと。

(5)注記28を参照のこと。

 

 

 

ii. 信用リスクの集中

顧客の多様化および地理的分散により、経営幹部は、重大な信用リスクの集中はないと考えている。上位5番目までの顧客の信用リスク

は、取引債権の30%を超えない。

iii. 正常な金融資産の残高

 

（単位：

百万ユーロ）

2015年

12月31日

時点の

帳簿価額

うち、

未払い

でも減損

でもない価額

決算日時点で減損ではないが未払の金額  

1ヶ月未満

1ヶ月から

6ヶ月以内

6ヶ月

から

1年以内 1年超 合計

営業債権および

その他の債権        

金利が生じる債権 5 5 - - - - -

その他の営業債権 2,703 2,262 75 106 56 37 274

粗価値 2,708 - - - - - -

評価引当金 (168) - - - - - -

正味価値 2,541 2,267 75 106 56 37 274
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（単位：

百万ユーロ）

2014年

12月31日

時点の

帳簿価額

うち、

未払い

でも減損

でもない価額

決算日時点で減損ではないが未払の金額  

1ヶ月未満

1ヶ月から

6ヶ月以内

6ヶ月

から

1年以内 1年超 合計

営業債権および

その他の債権        

金利が生じる債権 1 1 - - - - -

その他の営業債権 2,720 2,144 109 154 72 49 384

粗価値 2,721 - - - - - -

評価引当金 (193) - - - - - -

正味価値 2,528 2,145 109 154 72 49 384

 

（単位：

百万ユーロ）

2013年

12月31日

時点の

帳簿価額

うち、

未払い

でも減損

でもない価額

決算日時点で減損ではないが未払の金額  

1ヶ月未満

1ヶ月から

6ヶ月以内

6ヶ月から

1年以内 1年超 合計

営業債権および

その他の債権        

金利が生じる債権 5 5 - - - - -

その他の営業債権 2,634 2,190 82 130 45 30 287

粗価値 2,639 - - - - - -

評価引当金 (157) - - - - - -

純額 2,482 2,195 82 130 45 30 287

未払いだが減損ではないその他の金融資産については考慮しない。

 

iv. 営業債権評価引当額の変動

 

（単位：百万ユーロ） 金額

2012年12月31日時点の評価引当額 (120)

正味財務結果の影響 (62)

償却 20

為替換算差額 4

その他の変動 1

2013年12月31日時点の評価引当額 (157)

正味財務結果の影響 (24)

償却 4

為替換算差額 (8)

その他の変動 (8)

2014年12月31日時点の評価引当額 (193)

正味財務結果の影響 20

償却 33

為替換算差額 (2)

その他の変動 (26)
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2015年12月31日時点の評価引当額 (168)

 
v. 市場性のある有価証券、現金、現金同等物および金融デリバティブ商品の信用リスク

相手方が債務の履行を怠った場合、当グループは、市場性のある有価証券、現金、現金同等物および金融デリバティブ商品の信用リスク

にさらされる。当グループは、信用リスクを抑えるために相手方を分散している。相手方の格付に基づいた厳格な制限によって、日々リ

スクを監視している。相手方の95% 以上は、2015年12月31日、2014年12月31日および2013年12月31日時点で投資グレード・カテゴリーに

分類される。各相手方に関しては、エクスポージャーは、市場性のある有価証券、現金、現金同等物および金融デリバティブ商品の公正

価値を考慮に入れて計算されている。

f/ 流動性リスク

i. 金融債務の流動性リスク

2015年12月31日現在、当グループは、利用可能な市場性有価証券、現金および現金同等物、利用可能な共同銀行融資枠（注記24を参照）

が業務経費ならびに資本経費をまかない、そして今後12ヶ月間の金融債務要件に対応するのに十分なものであると考えている。

ii. 外国為替デリバティブの流動性リスク

外国為替デリバティブの値洗いにより（第b／部第i項「12月31日時点の通貨デリバティブ残高」を参照のこと）、流動性リスクを適切に

移す。

外国為替デリバティブに関連する資産と負債については、注記21「その他の資産および負債」に記載されている。

iii. 保証およびオフバランス債務の流動性リスク

注記28「契約債務およびオフバランス債務に関連する開示」を参照のこと。

 

  

注記27　連結キャッシュ・フロー計算書に対する注記

a/ 運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動によるキャッシュ・フロー

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年
 (1)

2013年
 (1)

親会社の所有者に帰属する純利益（損失） 206 (107) (1,371)

非支配株主持分 29 35 10

調整：    

・ 有形・無形資産の減価償却費および償却費 615 545 600

うち資産計上された開発費の影響 172 164 163

・ 資産の減損 193 - 548

・ 退職後給付制度の改訂 (404) (112) (135)

・ 年金およびその他の退職後給付債務の増減、純額 119 (50) (38)

・ 引当金、その他の減損損失および公正価値の変動 107 252 53

・ 転換社債に関連する見積りの変動および社債買戻し
(2)

- 132 226

・ 資産売却損益純額 (176) (88) (31)

・ 持分法適用会社純利益（損失）持分（受取配当金控除後） (2) (15) (6)

・ 廃止事業からの（利益）損失 16 49 25

・ 税務訴訟における金融費用および金利 273 279 391

・ 株式報酬 15 16 19

・ 法人所得税 24 (327) (106)

調整額小計 780 681 1,546
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運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動による純キャッシュ・フロー 1,015 609 185

(1)2013年および 2014年の金額は、会計処理変更の影響を反映して再提示されている（注記4を参照のこと）。

(2)注記7および 24を参照。

b/ フリー・キャッシュ・フロー

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

運転資本の増減、利息および税金計上前営業活動によるキャッシュ・フロー 1,015 609 185

営業運転資金の変動
(1)

160 (129) (67)

その他の流動資産および負債
(2)

275 (35) 34

利息および税金計上前営業活動による正味現金 1,450 445 152

うち    

－ リストラクチャリング現金支出 (424) (463) (511)

－ 年金およびその他の退職後給付で支払った拠出金と給付支払 (122) (192) (189)

受取（支払）利息 (198) (225) (296)

受取（支払）税金 (75) (93) (77)

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,177 127 (221)

設備投資 (580) (556) (463)

知的財産の破棄 29 9 27

フリー・キャッシュ・フロー - 廃止事業を除く
(3)

626 (420) (657)

廃止事業からのフリー・キャッシュ・フロー 11 10 9

フリー・キャッシュ・フロー 637 (410) (648)

(1)割引受取債権から得られる金額を含む（注記20参照）。

(2)注記20に開示されたフランスの研究開発売却の税額控除（「crédits d’impôt recherche」）から得られる金額を含む。

(3)2015年、取引関連費用前のフリー・キャッシュ・フローは660百万ユーロだった。

c/ 連結企業体の支配権取得／喪失による現金（支出）収益／発行収益

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

連結企業体の支配権取得    

新規連結企業体の取得における現金（経費） (109) (14) -

新規連結企業体の現金と現金同等物 - - -

合計 － 支配権取得によるキャッシュ・フローへの正味影響
(1)

(109) (14) -

連結企業体の支配権喪失 -
  

前連結企業体の売却による売却益 - 113 -

前連結企業体の現金と現金同等物 (1) (29) -

合計 － 支配権喪失によるキャッシュ・フローへの正味影響 (1) 84 -

(1)2015年は、当社の合弁事業パートナーであるLouis Dreyfus Armateurs (LDA) が所有するアルダ・マリンおよびケーブル船Ile d’Aix

の持ち分の買収金額76百万ユーロ、および、2015年3月18日に締結した新しいパートナーシップ契約の一部としての26百万ユーロ（注

記3を参照のこと）の設備に関連するもの。
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注記28　契約債務およびオフバランス債務

a/ 契約債務

 

以下の表は、2015年12月31日現在、契約および確定契約によりグループが将来支払わなければならない最低額を示している。金融負債、

ファイナンス・リース債務ならびに転換社債のエクイティ部分に関連した金額の全額は、当社の連結財務諸表にすべて反映されている。

 

（単位：百万ユーロ） 支払期日  

契約支払債務

2016年

12月31日

以前

2017年

-2018年

2019年

-2020年 2021年以降 合計

金融負債（ファイナンス・リースを除

く） 559 1,103 2,037 1,484 5,183

ファイナンス・リース債務 20 8 - - 28

転換社債の資本部分 - 46 139 - 185

確定購入義務
(1)

27 94 173 53 347

小計 - 財政状態計算書に計上 606 1,251 2,349 1,537 5,743

金融負債にかかる金融費用 241 396 276 2 915

オペレーティング・リース 151 200 138 135 624

固定資産購入契約 33 - - - 33

確定購入義務
(2)

737 566 290 110 1,703

小計 - 財政状態計算書に

計上されていない契約債務 1,162 1,162 704 247 3,275

契約債務合計
(3)

1,768 2,413 3,053 1,784 9,018

(1)2015年4月1日、当社は、一部のライセンス契約を終了し、クアルコム社との新しい2件のライセンス契約を締結した。この契約期間は6

年から10年と様々である。2015年12月31日現在、合計契約額の残余額は347百万ユーロであった。

(2)うち425百万ユーロが販売協力契約に従ってHPに行われた契約に関連するものであり。438百万ユーロが、以下の「アウトソーシング取

引」の記述にあるように、HPと締結した販売協力契約およびITアウトソーシング取引に準じたHPとの二社間の約定である。その他の確

定購入義務は、主として、第三者への事業売却に伴う複数年の供給契約に基づく購入義務によるものである。

(3)企業年金、退職後の医療・福利厚生給付、ならびに退職後給付に関連した債務は、上記表には含まれていない（注記23を参照のこ

と）。

解約不能なオペレーティング・サブリースで、将来受け取ると予想される最低サブリース貸借収益は、2015年12月31日現在で101百万ユー

ロである（2014年12月31日現在で97百万ユーロ、2013年12月31日現在で81百万ユーロ）。うち、21百万ユーロは財務状態に記載してい

る。

 

損益計算書で費用と認識されるオペレーション・リースの正味リース支払額を、以下で分析している。

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

リース支払額 － 最低 181 204 232

リース支払額 － 条件付き 6 4 2

サブリース貸借収益 (35) (30) (26)

損益計算書で認識された合計額 152 178 208
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b/ オフバランス債務 － 付与した契約債務

グループのオブバランス債務は主に、グループの顧客に対する特定の契約履行保証に関連するものである（金融機関が発行した、履行保

証および前受金にかかる保証など）。アルカテル-ルーセントは、これらのリスクを連結から除外する目的で特別目的事業体を利用しては

いない。

 

グループの通常の事業において付与される保証は以下のとおりである。契約履行に対して付与される保証については、金融機関による保

証を裏づけするために当グループが発行した保証についてのみ以下に示す。

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

グループ契約に関する保証 1,368 1,637 1,180

割引手形
(1)

- - -

その他の偶発債務
(2)

688 737 671

小計 ̶ 偶発債務 2,056 2,374 1,851

担保付借入
(3)

- 2 8

合計
(4) 2,056 2,376 1,859

(1)この項目に計上されている額は、遡及権のある債権の割引のみに関するものである。遡及権なしで売却された債権金額については注記

20に記載されている。

(2)以下に記載のあるルイ・ドレフュス・アーマチュアズ（「LDA」）に付与された保証は除外する。

(3)特定の社債に関して以下に記載のある劣後保証は除外する。

(4)企業年金、退職後の医療・福利厚生給付、ならびに退職後給付に関連した債務は、上の表には含まれていない。これらの給付制度に対

して予想される資金拠出の要約については、注記23を参照。

2015年12月31日現在の偶発債務

 

（単位：百万ユーロ） 満期日

合計偶発債務 1年未満 2年から3年 4年から5年 5年後

グループ契約に対する保証
 934 95 33 288 1,350

第三者契約に対する保証 13 4 - 1 18

割引債その他 - - - - -

その他の偶発債務
(1)

68 215 208 197 688

合計 1,015 314 241 486 2,056

付与されたカウンター保証 23 34 31 10 98

(1)財政状態計算書への計上分：68百万ユーロ

 

上記の表に示契約で付与された保証す金額は、グループが付与した現在の保証に基づいて履行を要求され得る将来支払の最大見込額（割

引前）を示している。将来支払う可能性のある最大額は、効果的に支払われ得る最大の額の、割り引かれていない信頼に足る最適な見積

額を反映するものとする。これは、こうした支払いが発生する可能性はごくわずかだとしても、遡及権の行使や担保保証条項によって可

能な回収に関するいかなる減額も考慮しない。このような信頼できる最適な見積りが利用できない場合には、公表する金額は、その他の

性質をすべて同じままで、グループが支払いを要求しうる最大の額とする。また、顧客のために提供された親会社保証および契約履行保

証の大部分には、保険が付されている。従って、上記の表に記載された保証に関連したエクスポージャーの見積額は、請求があった場合

に当社が受け取ることのある保険金によって減額される可能性がある。

 

製品保証ならびに年金給付および退職後給付に関連した契約債務は、上記の表には含まれていない。これらの契約債務は、連結財務書類

に全額計上されている。訴訟、調停、または規制当局の措置から生じる偶発債務も、当社の長期契約について付与された保証に関連した

ものを除き、上記の表に含まれていない。偶発債務について詳しくは、注記31を参照のこと。

長期契約に付与される保証は、金融機関から顧客に対して発行された履行契約保証、そして顧客から受領した前受金を担保するために付

与された銀行保証で構成される（本注記の下表「2015年12月31日時点で付与された、負債、受領前受金、偶発債務および先取特権に対す

る保証」に記載される先取特権と制限付き現金は除く）。アルカテル・ルーセントは、顧客から受領した前受金や支払に関連する保証を
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付与し、請負業者が契約条項に則り契約を履行しない場合は顧客に補償を行うことを約束している。引渡しの遅延や基本的契約不履行に

伴う訴訟等の状況が発生した場合は、アルカテル・ルーセントが当該保証についての責任を負うことになる可能性が高い。見込まれるリ

スクについては、連結財政状態計算書の「引当金」（注記25を参照のこと）または棚卸資産引当金の科目において引当金が計上されてい

る。当該金額は、前記表の特記「 (1) 財政状態計算書への計上分」に記載されている。

顧客の債務不履行または破産を原因として解約され、または中断された契約に関連した契約債務は、法的な保証の免除が得られない限

り、上記の「グループに関する保証」に含まれている。

第三者の工事契約に対する保証により、当グループは、非連結会社による契約の不履行を根拠に被保証当事者に対する支払を要求される

おそれがある。これらの偶発債務の公正価値は、保証を発行するために保証人が受領する保証料に相当し2015年12月31日現在では約0

（2014年12月31日時点では0、2013年12月31日時点では0）であった。

アルカテル-ルーセントは顧客に対し、ソフトウェアの使用許諾、ならびに知的財産の使用権を付与している。これにより、特許、著作権

または商標権侵害に関する第三者の申立てによって生ずる法的責任について被許諾者を補償することになる可能性もある。侵害が申し立

てられるまで、侵害申立ての性質や範囲について十分な情報が得られない場合が多いため、アルカテル-ルーセントは、この種の補償に

よってアルカテル-ルーセントが被る可能性のある最高額を算定することはできない。

取締役や役員としての信任義務違反に関する第三者からの申立てにつき、アルカテル-ルーセントは取締役、そして一部の現役員および元

役員を補償する。かかる補償を提供するために発生する特定費用は、各種保険契約でカバーされる場合がある。これらのエクスポー

ジャーには上限がなく、各契約に伴う債務には条件的な性質があり、独自の事実および状況があるため、アルカテル-ルーセントは、これ

らの取り決めに則り支払う必要が生ずる可能性のある最高額を適切に見積もることができない。これまで、これらの契約に則り行われた

支払いは、アルカテル-ルーセントの事業、財政状態、業績あるいはキャッシュ・フローに対して甚大な影響を及ぼすことはなかった。

 

2015年12月31日時点で付与された、負債、受領前受金、偶発債務および先取特権に対する保証

 

（単位：百万ユーロ） 満期日  
財政状態

報告書の

合計

財政状態

報告書の割

合

借入金および

受領前受金に対する保証 1年未満

2年から

3年以内

4年から

5年以内 5年後 合計

付与された先取特権 - - - - -   

付与されたその他保証 - - - - -   

合計 - - - - -   

保証で付与された資産の純帳簿価

額：        

・ 無形資産 - - - - - 1,435 0.00%

・ 有形資産 - - - - - 1,381 0.00%

・ 金融資産 - - - - - 361 0.00%

・ 棚卸資産および仕掛品 - - - - - 1,600 0.00%

合計 - - - - - 4,777  

アウトソーシング取引

2015年に契約された重要なアウトソーシング契約はない。

アクセンチュアとのアウトソーシング取引

2014年2月28日、シフト計画のコスト削減目標に関連して当社は、会計機能のアウトソーシングを含め、金融機能の事業転換に関連して、

アクセンチュアと7年間のサービス実施契約を締結した。この契約は、人事および情報技術に関する同様のサービス契約を補完するもので

ある。Accentureとの契約により、契約期間中に当社が業務を行う国において、財務のデータ処理サービス（バックオフィス）、経理、人

事、およびITサービス、ITアプリケーションのサポートや保守のコスト削減およびカバーが実現されると予想されている。

全体として、当社は2020年までに、約757百万ユーロ分のAccenture製品およびサービスを購入することを約束した。この契約債務の2015

年12月31日時点での残高438百万ユーロは、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入義務」の欄に記載されている。

HCLテクノロジーズとのアウトソーシング取引

2014年7月1日、シフト計画のコスト削減目標に関連してアルカテル-ルーセントは、一部の旧技術の研究開発部門の一部の移転に関連し、

HCLテクノロジーズ・リミテッドとの7年間のマスター・サービス契約を締結した。この契約により、契約期間中に以下を対象とするコス
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ト削減を実現することが見込まれる。最初の3年間の移行および転換段階の一環として、アルカテル-ルーセントはこれらの活動を構造改

革することに尽力しており、そのコストは40百万ユーロと予測される。

全体として、アルカテル-ルーセントは約276百万ユーロ分のHCLのサービスを2021年までに購入することを確約している。うち186百万

ユーロは2015年12月31日までの購入に残り、残高は、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入義務」の欄に記載されている。

ヒューレット・パッカードとのアウトソーシング取引

2009年10月29日、アルカテル-ルーセントは2009年12月1日を発効日として、ヒューレット・パッカード・カンパニー (HP) と重要なITア

ウトソーシング取引を締結し、同時に10年間の販売協力契約を締結した。

IT外部委託取引契約では、HPがアルカテル-ルーセントのITインフラの大半を転換し管理することを定めている。最初の移行および転換段

階（「T&T段階」と言う）の一環として、HPは自社の資源を投じアルカテル-ルーセントのグローバルIT/ISプラットフォームを転換する計

画である。その結果、アルカテル-ルーセントは2010年から2015年の間におおよそ263百万ユーロを投じてIT/IS事業を構造改革することに

尽力している。パフォーマンス・プログラムは2015年末日までに完了する予定である。

 

経営資源移行の一環として、当社はHPに対し、売却およびファイナンス・リースバック協定に則り、ITインフラストラクチャー資産を売

却した。これは、上記の契約上の支払義務の表に記載された「ファイナンス・リース債務」に含まれる支払義務であり、2015年12月31日

時点のファイナンス・リース債務総額は10百万ユーロにのぼる（2014年12月31日時点で3百万ユーロ、2013年12月31日時点で10百万ユー

ロ）。

さらにHPとの全体的な取り決めの一環として、アルカテル・ルーセントは、約514百万ユーロ分のHP製品およびサービスを購入することを

約束した。グループは2014年末までのこの約束を果たした。

また、全体の契約の一部として、以下のがHPとの協定に含まれていた。

・アルカテル-ルーセントがHPまたはHP関連会社から10年間にわたり購入あるいは調達するIT 管理サービスの額に関する最低額契約、総

額1,422百万ユーロ（以前は1,408万ユーロ）（2015年12月31日時点の契約債務残高は411百万ユーロである）。

・専任のチームを結成するなど、販売協力協定に準じて販売拡大を目指した特定の商業的な取り組みを行う義務として、投資を行うこと

（2015年12月31日時点の契約債務残高は14百万ユーロ）。

これらの2つの契約債務の2015年12月31日時点での残高は、上記の契約支払債務に関する表の「確定購入義務」の欄に記載されている。

その他の契約債務－委託製造業者／電子機器受託製造サービス (EMS) 業者。

アルカテル-ルーセントは、製造業務の多くの部分を限定された電子機器受託製造サービス（EMS）業者に外部委託している。EMS製造業者

は、アルカテル-ルーセントの設計仕様を使用して製品を製造し、アルカテル-ルーセントが確立した品質保証プログラムおよび基準に

沿ってプラットフォームをテストする。アルカテル-ルーセントが承認するサプライヤ・リストにあるサプライヤから、EMSは、アルカテ

ル-ルーセントの需要予測に基づいて製品の製造に使用する部品および部分組立品を調達する必要がある。

一般に、アルカテル-ルーセントはEMSが購入する部品および部分組立品を所有していないほか、製品の所有権は、通常は納入時にEMS業者

からアルカテル-ルーセントに移転される。アルカテル-ルーセントは、EMSからのアルカテル-ルーセントへの所有権の移転時に在庫購入

を記録する。アルカテル-ルーセントは、過去の傾向や将来見込まれる需要に基づき、過剰在庫や陳腐化在庫に関する規定を確立する。こ

の分析に含める在庫は、アルカテル-ルーセントの代行製造業者であるEMSが所有する過剰在庫と陳腐化在庫、ならびにアルカテル-ルーセ

ント製品に統合される予定の部品に対してEMSのサプライヤを使用してEMSが持っている、取り消し不可で、返品不可の（「NCNR」）部品

および部分組立品の注文から成る過剰在庫と陳腐化在庫である。当社は、2015年にEMS業者の持つ過剰在庫の契約債務を3百万ユーロ、そ

して2014年に32百万ユーロを記録した（2013年は26百万ユーロの費用であった）。

通常、アルカテル-ルーセントはEMS業者との委託製造関係において最低購入義務を有していない。そのため、上述の「契約債務」に示さ

れる契約支払債務表には、EMS業者に関連する契約債務は含まれていない。

アルカテル-ルーセントおよび米アルカテル-ルーセント・インク一部公債に関して付与された保

証

アルカテル・ルーセント2014年満期 6.375% 公募社債に関する米国アルカテル・ルーセントの劣後保証

この6.375% 公募社債に関連する保証は、2014年4月にこれらの社債の全額償還の一環として解除された。

アルカテル・ルーセント2016年満期 8.50% 公募社債に関する米国アルカテル・ルーセントの優先保証

2013年11月15日、米アルカテル-ルーセント・インクは、アルカテル・ルーセントの他の子会社とともに、アルカテル-ルーセントの2016

年満期8.50% 優先債（2015年12月31日現在の元本金額は190百万ユーロ）に関して、完全かつ無条件の保証を行った。保証は優先無担保を
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ベースとして行われ、既存および将来の米アルカテル-ルーセント・インクの優先負債額の支払いという理由で、また、保証によって明示

される既存および将来の負債額という理由で、パリパス条項として順位が付けられる。保証は米アルカテル-ルーセント・インクの資産に

よって保証された全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後される。

アルカテル-ルーセントの公募社債にかかるアルカテル-ルーセントUSAインクの優先保証

2013年12月17日、米アルカテル-ルーセント・インクは、アルカテル・ルーセントの他の子会社とともに、アルカテル-ルーセントの504百

万ユーロのリボルビング融資枠（2015年12月31日現在）に関して、完全かつ無条件の保証を行った。保証は優先無担保をベースとして行

われ、既存および将来の米アルカテル-ルーセント・インクの優先負債額の支払いという理由で、また、保証によって明示される既存およ

び将来の負債額という理由で、パリパス 条項として順位が付けられる。保証は米アルカテル-ルーセント・インクの資産によって保証さ

れた全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後される。

特定の米アルカテル-ルーセント・インクの優先債に関するアルカテル-ルーセントの優先保証

アルカテル-ルーセントUSAインクは当社の (i) 2013年8月発行の2020年1月1日満期8.875% 利付社債（2015年12月31日現在の元本金額は

459百万ユーロ）、(ii) 2013年11月発行の2020年11月15日満期6.750% 利付社債（2015年12月31日現在の元本金額は643百万ユーロ）、な

らびに (iii) 2013年12月発行の2017年7月1日満期4.625% 利付転換および／または交換社債（2015年12月31日現在の元本金額は598百万

ユーロ）に関して、完全かつ無条件の保証を行った。これらの債券は完全に、かつ無条件で、アルカテル-ルーセントおよびアルカテル-

ルーセントのその他の子会社により、優先無担保ベースで保証が行われている。保証は、既存および将来のアルカテル-ルーセントの優先

負債額の支払いという理由で、また、保証によって明示される既存および将来の負債額という理由で、パリパス条項として順位が付けら

れる。保証はアルカテル-ルーセントの資産によって保証された全ての債務への支払いという理由で、効果的に劣後される。

特定の契約債務

アルカテル-ルーセントUSA Inc. の分離契約

米アルカテル-ルーセント・インクは、AT&T、アバイア、LSIコーポレーション（2007年4月にLSIコーポレーションに合併されるまでの旧

アギア・システムズ）ならびにNCR コーポレーションを含むかつての関連会社との分離に関連して締結された各種契約の当事者である。

これらの契約に従い、米アルカテル-ルーセント・インクとかつての関連会社は相互の事業に関連する債務の一部を配分することに合意す

るとともに、一定の配分割合と基準額に基づいて債務を分担することに合意した。米アルカテル-ルーセント・インクは、米国ウィスコン

シン州のフォックス・リバーの環境清掃に伴うNCRコーポレーションの債務に関して同社が申し立てた請求に対し、2015年12月31日付で2

百万ユーロの引当金を計上した。フォックス・リバー請求の今後の進展次第では、既存の引当金をさらに調整する場合もある。当社は、

米アルカテル-ルーセント・インクのかつての関連会社に対する分離契約締結に伴う重大な債務については、2015年の連結財務諸表に表示

されているものを除き、認識していない。上記にかかわらず、かつての関連会社が一義的な責任を負う潜在的な債務に対し、米アルカテ

ル-ルーセント・インクは現在の引当額を超える資金を拠出する可能性がある。

米国アルカテル・ルーセントの保証および補償契約

米アルカテル-ルーセント・インクは、第三者である購入者への売却と共通の株主に対する事業のスピンオフを通じて、一部の事業と資産

を売却した。このような取引に関連し、買い手企業または売却された企業と取引を行っているそれ以外の第三者に対して、直接または間

接的に一定の補償が提供された。このような補償には、売却された企業に割り当てられた不動産と設備のリース取引の一部に対する二次

的賠償責任、ならびに法律上および環境上の一定の偶発事象に対する一定の特定補償のほか、ベンダー供給契約債務が含まれている。こ

のような補償の期間は様々ではあるが、この種の取引では一般的なものである。

米アルカテル-ルーセント・インクは、2015年12月31日現在、アバイア、LSIコーポレーション、および売却された他の事業の購入者に譲

渡された約7百万米ドルのリース債務（2014年12月31日時点で7百万米ドル、2013年12月31日時点で23百万米ドル）について、引き続き二

次的賠償責任を負っている。譲渡されたリース取引とそれに対応する保証の残存期間は、1カ月から8年に及んでいる。譲渡されたリース

取引の主たる債務者は、本来の満期日前にリースを解約または更改し、それにより米アルカテル-ルーセント・インクの二次的賠償責任を

免除することができる。一般的に、米アルカテル-ルーセント・インクには譲受人から補償または払戻しを受ける権利が付与されており、

この種の保証に基づく損失に対する引当金を計上していない。

米アルカテル-ルーセント・インクはAT&Tを補償する租税分担契約の当事者で、事業部門に帰属する租税調整額とAT&Tから分離される前の

期間における他の特定の分担租税調整額の一部について責任を負っている。米アルカテル-ルーセント・インクはアバイア及びLSIコーポ

レーションと同様の契約を行っている。提案または評価されている一定の租税調整額は、これらの租税分担契約に従ったものである。こ

れらのその他事項の帰結によって当社の連結経営成績、連結財政状態、あるいは短期の流動性が重大な悪影響を受けることはないと予想

される。

ルイ・ドレフュス・アーマチュアズのための補償状。

2011年上半期中に、当グループは、当社と共同で支配するアルダ・マリンの共同ベンチャー企業であるルイ・ドレフュス・アーマチュア

ズ（「LDA」）のために補償状（「LOI」）を提供した。これは、LDAが管理する船舶を使用する必要があった、2011年第2四半期に当グ
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ループが行った海底ケーブルシステムの修繕に伴い、船舶の乗組員が東京電力福島第一原子力発電所からの放射線に被曝したことによる

損失を補償することで合意したものである。

このLOIに則り発生する可能性のある債務は、LDAが乗組員に付与する給与の (i) 5%あるいは (ii) 給与再評価の率のいずれか低い方で毎

年増加することから、総額で50百万ユーロを超えることはないものと考えられる。LOIは2081年4月15日に失効する。

修繕作業中に測定された放射線レベルは、IRSN（フランス放射線防護原子力安全研究所）が定める臨界値を常に下回っていたため、2015

年12月31日現在、補償に則る支払いリスクは迫っていないものと考えられる。

c/ オフバランス債務 － 付与された契約債務

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

付与された保証あるいは貸付に際し付与された先取特権 - - 46

契約で付与した保証に対して付与されたカウンター保証 1 1 1

付与されたその他の契約債務
(1) 97 90 94

合計 98 91 141

(1)主に将来のサブリース貸借収益（注記28aを参照のこと）。
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注記29　関連会社取引
 

主な関連当事者は以下のとおりである。

・アルカテル-ルーセント株主

・共同支配の事業体（持分法により会計処理）

・関連会社への投資（持分法により会計処理）

・非連結企業

・主要経営陣

当グループが把握する限り、2015年12月31日現在で親会社の株式資本のうち5%以上を保有している株主はオデッセイ・アセット・マネジ

メントLLP、キャピタル・グループ・カンパニー・インク、ブラックロック・インクのみである。

 

2015年、2014年および2013年中に行われた関連当事者との取引（IAS 24号「関連当事者の開示」によって定義される）は、以下のとおり

である。

 

（単位：百万ユーロ）

収益 2015年 2014年 2013年

非連結関連会社 - 5 15

共同展開 6 9 5

合弁企業 - - -

持分関連会社 19 2 9

売上原価    

非連結関連会社 (7) (32) (48)

共同展開 (4) (7) (5)

合弁企業 - - -

持分関連会社 (46) (98) (104)

 

2015年、2014年および2013年12月31日時点における関連当事者取引の未決済残高は、以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ）

その他の資産 2015年 2014年 2013年

非連結関連会社 4 6 7

共同展開 5 2 -

合弁企業 - - -

持分関連会社
 (1)

9 11 21

その他負債    

非連結関連会社 (4) (5) (10)

共同展開 (18) (6) -

合弁企業 - - -

持分関連会社
 (1)

(1) (22) (17)

現金（金融債務）、純額    

非連結関連会社 - - -

共同展開 3 - (2)

合弁企業 - - -

持分関連会社 - - -

(1)2014年に返済を受けた共同ベンチャー企業への貸付（注記15および24を参照のこと）。
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取締役会およびグループの執行役員委員会メンバーは、当年中に在任し、年次報告書のコーポレート・ガバナンスのセクションに記載さ

れている者である。2015年、2014年および2013年の取締役会および執行役員委員会メンバー（以下「主要経営陣」という）に対する報

酬、給付、社会保障給付は、以下のとおりである。
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当年中に主要経営陣に帰属した報酬および関連給付に関する計上費用

 

（単位：百万ユーロ）

短期給付 2015年 2014年 2013年
 (1)

定額報酬 4 4 5

変動報酬
 (2)

5 3 2

役員報酬 1 1 1

雇用主の社会保障拠出金 7 2 2

退職手当と退職金
(3)

14 - 3

その他給付    

退職後給付 2 1 (1)
 (4)

株式報酬 1 5 8

合計 34 16 20

(1)2013年のフランスの、1百万ユーロを上回る個人に対する例外追加的個人所得税は、2013年損益計算書の営業経費として計上された

（上記の数字にはこれらの例外税の将来的影響は含まれない）。

(2)残留特別手当を含む。

(3)競合しないボーナスとコントロール条項を含まない。

(4)プラスの効果は主としてフランスのAUXAD年金制度の修正によるものである（注記23eを参照）。

 

注記30　従業員給付経費と査報報酬

a/ 従業員給付経費
 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

賃金と給与
(1) 4,388 4,148 4,630

リストラクチャリング費用
 (2) 121 245 302

退職後給付制度改訂
(3) (396) (112) (133)

年金および退職後給付費用の財務項目
 (4) 121 44 84

従業員給付経費純額 4,234 4,325 4,883

(1)社会保障経費と運営年金経費を含む。リストラクチャリング費用、資産の減損、取引関連費用、連結持分売却益／（損）および退職後

給付制度の改定計上前営業活動からの利益（損失）にて計上されている。

(2)注記25dを参照。

(3)注記23eを参照。

(4)注記7を参照。

b/ 監査報酬

 

 デロイト・エ・アソシエ アーンスト・アンド・ヤング

 

（デロイト・トウシュ・

トーマツ・ネットワーク）

（アーンスト・アンド・

ヤング・ネットワーク）

（単位：千ユーロ） 2015年 2014年 2013 2015年 2014年 2013年

1. 監査             

監査報酬（法定監

査、

連結財務諸表の監査

および認証） 8,544 74% 7,372 81% 7,270 63% 7,272 74% 6,795 78% 7,121 7%,
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証券発行企業 2,827 24% 2,438 27% 2,365 20% 2,822 29% 2,398 28% 2,445 25%,

連結事業体 5,717 49% 4,934 54% 4,905 42% 4,450 45% 4,397 50% 4,676 48%,

監査関連報酬 2,402 21% 1,638 18% 3,874 33% 1,637 17% 1,723 20% 2,447 25%,

証券発行企業 2,383 21% 140 2% 578 5% 1,322 13% 1,289 15% 2,123 22%,

連結事業体 19 0% 1,498 16% 3,296 28% 315 3% 434 5% 324 3%,

小計 10,946 95% 9,010 99% 11,144 96% 8,909 91% 8,518 98% 9,568 97%,

2. その他のサービス

（非監査関連）             

税務サービス 132 1% 123 1% 101 1% 36 0% 122 1% 64 1%,

その他サービス 487 4% 25 0% 325 3% 865 9% 98 1% 212 2%,

小計 619 5% 148 1% 426 4% 901 9% 220 2% 276 3%,

合計 11,565 100% 9,158 100% 11,570 100% 9,810 100% 8,738 100% 9,844 100%,

             

注記31　偶発債務

 

アルカテル-ルーセントは、財務書類上十分な引き当てがなされておりグループにとって重大な損失とはならないと経営陣が考える（注記

25e参照）、通常の事業活動に伴って生じる一部訴訟（フランスおよび米国における雇用に関する集団訴訟を含む）の他、以下の訴訟手続

にも関与している。

a/ 政府に対する訴訟および捜査

コスタリカ訴訟

2004年10月の初旬、アルカテル-ルーセントは、コスタリカにおいて、フランスの子会社であるアルカテルCIT (CIT)（現社名アルカテル-

ルーセント・フランス）による、国有電話会社Instituto Costarricense de Electricidad (ICE) からのネットワーク機器およびサービ

スに関する数件の契約獲得に関連して、CITまたは他のアルカテルの子会社のためにコンサルタントが行ったとされた、コスタリカの多数

の公務員、コスタリカの2つの政党およびICEの代表者に対する支払に関して、コスタリカの検事と国会による捜査が始まったことを把握

した。

アルカテル-ルーセントは、CITが約10百万米ドルを支払う代わりに、司法当局の社会的損害賠償請求について和解した。

2015年6月30日、アルカテル-ルーセント、アルカテル-ルーセント・インターナショナル（以前のアルカテル-ルーセント・フランス）、

アルカテル-ルーセント・トレード・インターナショナルAGはInstituto Costarricense de Electricidad (ICE) と和解契約、および、当

事者間での訴訟の最終決着について締結した。より具体的には次に挙げる訴訟手続である。

・2004年の収賄の疑いの結果として、複数のコスタリカの個人に対する刑事訴訟を背景とした、ICEがアルカテル-ルーセント・インター

ナショナルに対して起こした民事訴訟

・ICEのCITが400,000 GSM携帯電話線を設置する（「400KL GSM契約」）の終了に関して2008年10月にICEに対してアルカテル-ルーセン

ト・インターナショナルが起こした請求

・コスタリカ当局及び米国当局が調査・解決を行った腐敗問題に基づく損害について、アルカテル-ルーセント、アルカテル-ルーセン

ト・インターナショナル及びアルカテル-ルーセント・トレード・インターナショナルAGに対して2012年5月に起こされた民事訴訟。

和解契約の一環として、アルカテル-ルーセント・インターナショナルは、現金決済と特定の受取勘定の相殺の組み合わせを通じ、合計で

10百万米ドルをICEに支払うことで合意した。ICEおよびアルカテル・ルーセントは、複数のコスタリカの裁判所に対し、3件の事件の解任

を求めて共同で要求を提出した。

当事者は、また、400KL GSMの契約上請求を裁判所が処理し、アルカテル-ルーセント・インターナショナルが行った15百万米ドルのデポ

ジットを解放し、資金を移行させることを要求した。この金額は2015年8月に全額、アルカテル・ルーセント・インターナショナルに支払

われている。3件全てが個々の裁判所に却下されている。コスタリカおよび世界のその他の地域におけるICEに関する2004年の贈収賄疑惑

に関してあらゆる係争中の訴訟がなくなることになる。

フランスにおける調査と手続
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フランス当局は、コスタリカおよびフランス領ポリネシアのアルカテル-ルーセント子会社による特定の行為に関して、捜査を行ってい

る。

コスタリカに関しては、フランス当局は、2004年以前の汚職の疑いについて調査を行っている（コスタリカとアメリカ合衆国の両国での

犯罪手続に沿う同じイベントは2012年以前に解決された）。

フランス領ポリネシアに関する捜査は、アルカテル-ルーセントの海底通信ケーブル子会社であるアルカテル-ルーセント・サブマリン・

ネットワークス (ASN) と一部のアルカテル-ルーセント元社員の行為に関するものである。その行為とは、フランス領ポリネシアの国有

通信企業 (OPT) から2007年にASNが受注したタヒチ－ハワイ間の海底通信ケーブルプロジェクトに関するものであった。2009年9月23日、

元従業員のうちの4名が、OPTからの公的調達プロジェクトの受注に関する便宜供与および教唆の罪で告訴された。2009年11月23日、ASN

は、便宜供与の疑いに関して公的調査の対象となった。2011年3月、フランス領ポリネシアの一部の現職公務員と元公務員が便宜供与およ

び教唆の罪で告訴された。2014年2月6日付けの判決により、裁判官は、便宜により利益を受けたとされる訴えに対して、ASNは裁判を受け

る必要があるという判決を下した。これは2016年2月初頭に起こった。判決は2016年3月末までには予想される。

ASNが犯罪行為で有罪判決を受けた場合、フランス裁判所はまずASNに罰金を科し、フランス公的調達契約への参加を一定期間禁ずる可能

性がある。2015年、ASNがフランスの公的調達契約から生み出した収益は8百万ユーロであった。従って、アルカテル-ルーセントは、禁止

令による事業損失がアルカテル-ルーセントグループ全体に及ぼす影響は大きくはないと確信している。

ナイジェリアにおける捜査

2013年2月21日、当社は、ナイジェリアの汚職防止当局より、National Rural Telephonyプロジェクトの不正管理とアルカテル-ルーセン

ト・ナイジェリア社（「ALUナイジェリア」）及びその他のベンダーの同プロジェクトへの関与に関する疑惑について捜査を開始した旨の

通知を受けた。当社の中国の合弁事業であるアルカテル-ルーセント上海ベル (ASB) が2002年6月5日にナイジェリア政府と第1段階の契約

を締結した。2003年4月4日付の改正により、この契約はASBと国営の中国のエンジニアリング会社中国機械設備進出口総公司 (CMEC) を含

むコンソーシアムに割り当てられた。ALUナイジェリアはこのコンソーシアムの当事者ではなかったものの、プロジェクトの下請け関係に

あった。当プロジェクトの第1段階はナイジェリア政府が承認した。2006年12月27日、ASBとCMECはナイジェリア政府と第2段階の契約を締

結し、契約に関する当社の部分は2007年2月1日にCMECに割り当てられた。当プロジェクトの第2段階は、金銭的問題により、実行されるこ

とがなかった。本件の不正管理の疑惑については、当社では詳細情報がない。この調査に関して当社は協力しており、これに関して社内

見直しを行った。

b/ その他の手続

オランダにおける年金基金の法的手続

2011年12月31日にオランダのアルカテル-ルーセントの従業員向けの年金資金に関連する管理契約を終了したことに伴い、この年金資金は

ハーグの裁判所に対して、この取消に伴い、最高で182百万ユーロの損害賠償を求めた。2012年10月11日、裁判所は完全に請求を棄却し

た。年金基金は2013年1月8日にハーグの裁判所に異議を申立て、元本の請求金額を最高で276百万ユーロにするよう申し立て、低い金額に

ついては最低で14百万ユーロと他の請求も行った。2014年9月9日、裁判所は地方裁判所の裁判を棄却する決定を上告した。2014年12月9

日、年金基金はオランダ最高会議に無効を要求した（決定を控えること）。最高会議による決定は2016年第2四半期に行われる。この件に

関して進展はない。

c/ 各種訴訟手続きの影響

政府による捜査および訴訟手続きは不確実性を伴い、その結果を予測することは困難である。そのためアルカテル-ルーセントは、これら

の事項に関連する金銭負債の額または財務上の影響の最終的な総額を見積ることはできない。政府の調査および法的手続きには不確実性

が伴うため、これらの事項の1つ以上により、最終的にアルカテルが、注31に記載した各種和解契約に則り支払う額を超える多額の金銭的

支払を行わざるを得ない事態が生ずる可能性がある。

これらの政府による捜査や訴訟手続き、そして上記の予想される結果を除き、本書公開日時点で、当社は、当グループの財務状況や収益

性に重大な影響を及ぼし得るアルカテル-ルーセントおよびその子会社に対する訴訟手続きや政府による捜査に関して（保留中あるいは切

迫した状況にある訴訟）一切関知していない。

2015年12月31日以降、新たに始まった重要な訴訟はない。

 

 

注記32　連結財政状態計算書の作成日以降の事象

 

2016年1月4日、フランスの金融当局である金融市場監視局（Autorité des marchés financiers「AMF」）は、ノキアが開始した全てのア

ルカテル・ルーセントの発行済み株式、ADS、OCEANE転換社債をノキアの株式またはノキアの米国預託証券に交換するという公開交換オ

ファー（「ノキアのオファー」）についての暫定結果を公開し、ノキアのオファーが成功したことを宣言した。
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2016年1月7日、ノキアはフランスとイギリスにおけるアルカテル・ルーセント証券の公開交換オファーがクローズされたことを発表し、

新しい株式はフィンランド商業登記に記載され、ノキアがCAC 40指数に採用されたことを発表した。

2016年1月8日、新しく構成されたアルカテル・ルーセントの取締役会は、初回のノキアのオファーを受け、ADSのためのアルカテル・ルー

セントのプログラムの停止を決定し、再開したオファーのクローズを受け、アルカテル・ルーセントのADSをニューヨーク証券取引所から

上場停止を求めることを決定した。

2016年1月11日、アルカテル・ルーセントはアルカテル・ルーセントUSA・インクがオプションを行使し、2020年に満期が到来する6.750%

優先債権の元本の発行済み全額700百万米ドル、2020年に満期が到来する8.875% 優先債権の元本の発行済み全額500百万米ドル、および、

2017年に満期が到来する4.625% 優先債権の元本の発行済み全額650百万米ドルを償還することを発表した。この債権は2016年2月10日に、

「期限前」償還価格で償還される。「期限前」償還価格は110百万ユーロ（120百万米ドル）である。ノキアは債権の償還と同時に、アル

カテル・ルーセントに対してリボルビングクレジット流動性サポート枠を提供する。

2016年1月15日、アルカテル-ルーセントは満期日に、発行済の8.50%の優先債券につき残額190百万ユーロを返済した。

2016年2月3日、ノキア・コーポレーションとアルカテル・ルーセントUSAインクは、以下の3件のトランシェに分けて、20米ドルのリボル

ビング流動性サポート枠を締結した。枠A：満期日を2017年6月30日を満期日とする686百万米ドル、枠B：満期日を2019年12月31日を満期

日とする546百万米ドル、枠C：2020年11月15日を満期日とする768百万米ドル。適用される利率は引き出し金額に対して年率2.40%であ

る。手数料は引き出されていない金額の2.40% の30% である。

2016年2月4日、2013年12月17日に契約した504百万ユーロのリボルビング融資枠について停止通知を送付した。

2016年2月4日、クアルコムは当社に対し、権利を行使して当社の2件のライセンス契約（2015年4月1日に契約したもの）を、ノキアのオ

ファー終了と同時に停止することを通知してきた。ライセンス契約に従い、クアルコムは、管轄権の変更に際してライセンス契約を数量

する権利が与えられていた。停止により、未払いの毎四半期のロイヤルティ支払全額278百万ユーロ（302.5百万ドル）をクアルコムに停

止から30日以内に支払うことになった。「その他無形資産」で認識された特許権の簿価全額は、2016年3月31日を期末とする第1四半期に

287百万ユーロで減損される。これで、ノキアとクアルコムとの間で有効となるライセンス契約に縛られることとなる。

2016年2月10日、AMFはフランスと米国において再開したアルカテル・ルーセントの証券のノキアのオファーの結果を公開した。アルカテ

ル・ルーセント普通株式426,695,572株、ADS 52,286,499株、OCEANE 2018転換社債4,795,096株、OCEANE 2019転換社債19,971,720株、

OCEANE 2020転換社債56,644,832株が、フランスや米国においてノキアのオファーで再開された。この再開されたノキアのオファーは2016

年2月12日に行われた。ノキアがアルカテル・ルーセントの株式資本91.25%と最低91.17% の議決権、99.62% の発行済みOCEANE 2018転換

社債、37.18% の発行済みOCEANE 2019転換社債、68.17% の発行済みOCEANE 2020転換社債、株式資本の88.07%（完全希薄化ベース）を保

有することで生じた、最初に発表した数字は、その後修正された。この結果、以下の再開されたノキアのオファーの清算直後、ノキアは

アルカテル・ルーセントの株式資本90.34% と最低90.25% の議決権、株式資本の87.33%（完全希薄化ベース）を保有することとなった。

2016年3月21日、残りの発行済みの421,910株のOCEANE 2018が全額償還された。

2016年3月22日、フランス領ポリネシアの懸念に関して、パペーテの裁判所は、非合法な活動の存在に関して、証拠が欠けている全ての被

告を放免した。検察は決定に対する控訴を行った。

 

再開されたノキアのオファーに関して、207,585,358株のOCEANE 2018、46,274,021株のOCEANE 2019、22,899,206株のOCEANE 2020が転換

または償還された。2016年3月31日時点で、残りの発行済みOCEANE 2019は367百万ユーロにのぼり、残りの発行済みOCEANE 2020は109百万

ユーロにのぼっている。

2016年4月13日、ノキア・コーポレーションとアルカテル-ルーセント・パーティシペイションズは10億ユーロの2年間のリボルビングクレ

ジット枠を締結した。適用される利率は引き出し金額に対してEURIBOR +0.95% マージンである。枠の使用レベルに応じて、年率0.10%、

0.20%、または0.40% の使用料も適用される。手数料は引き出されていない金額の2.40% の35%である。

 

注記33　主要連結会社

 

企業 国名 持分（％） 連結方法

アルカテル-ルーセント
(2) (3) フランス

 
親会社

事業会社
 (1)

   

アルカテル-ルーセント・オーストラリア・リミテッド オーストラリア
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・オーストリアAG オーストリア
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・ベルNV ベルギー
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・ブラジルS/A ブラジル
 

完全連結
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アルカテル-ルーセント・カナダ・インク カナダ
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・ドイチェランドAG ドイツ
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・エスパーニャS.A. スペイン
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・インディア・リミテッド インド
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・インターナショナル フランス
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・イタリアS.p.A. イタリア
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・メキシコS.A.de C.V. メキシコ
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・ネーデルラントB.V. オランダ
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・ポルスカSp Z.o.o. ポーランド
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・ポルトガルS.A. ポルトガル
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・シュヴァイツAG スイス
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・上海ベル・カンパニー・リミテッド 中国 50 完全連結
 (4)

アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス フランス
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・テレコム・リミテッド 英国
 

完全連結

米アルカテル-ルーセント・インク 米国
 

完全連結

持ち株
   

金融持ち株    

アルカテル-ルーセント・ホールディングス・インク 米国
 

完全連結

アルカテル-ルーセント・パーティシペイションズ フランス
 

完全連結

フロレレック フランス
 

完全連結

金融サービス    

エレクトロ・バンク フランス
 

完全連結

エレクトロ・リー ルクセンブルク
 

完全連結

(1)別途記載がない限り、持分率は100%である。

(2)株式公開。

(3)親会社であるアルカテル-ルーセントの事業は、「その他」の事業セグメントに記載される。

(4)グループが 50% + 1の株式を保有するグループ完全支配企業。 
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(7)【親会社の年次法定会計】

2015年12月31日現在のアルカテル-ルーセントSAの法定会計

 

主要な数値

前年の純損失が890.1百万ユーロであったのに対し、2015年12月31日に終了した年の財務書類には、純収益

794.9百万ユーロが計上されている。

純利益の処分および配当

親会社であるアルカテル-ルーセントの2015年の純収益は、総額794,896,527.00ユーロであった。

2015年会計の承認を行う年次株主総会には、配当金は提案されない。

 

従って、以下の利益処分が、2015年会計の承認を行う年次株主総会に提案される予定である。

 

配当金として利用可能な金額 (ユーロ)

当年度利益（損失） 794,896,527.00

繰越利益剰余金 (12,306,827,303.36)

合計 (11,511,930,776.36)

繰入  

法的準備金への移行 -

提案される配当金 -

利益剰余金 (11,511,930,776.36)

合計 (11,511,930,776.36)

フランスの法的要件に従い、過去3年間の1株当たりの配当金の詳細を以下の表に示す。

 

 2015年（案） 2014年 2013年 2012年

配当金に適格な株式の数 3,036,337,359 2,820,432,270 2,808,554,197 2,326,563,826

額面 0.05 0.05 0.05 2.00

1株当たりの純配当金 - - - -

(8)【親会社の損益計算書】

（単位：百万ユーロ） 注記 2015年 2014年 2013年

純売上高
 

556.3 370.5 348.7

その他収益
 

76.4 39.7 57.5

営業利益
 

632.7 410.2 406.2

サービス購入やその他支出
 

(672.9) (406.1) (401.1)

税等の支払（所得税を除く）
 

(1.7) (4.3) (2.2)

人件費
 

(15.8) (33.6) (15.2)

営業経費
 

(690.4) (444.0) (418.5)

営業利益（損失） (3) (57.7) (33.8) (12.3)

(十億円) (6.9) (4.0) (1.5)
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子会社や関連会社への投資による収益 (4) 11.8 412.0 12.0

利息収益および同様の収益
 

382.7 334.4 205.2

利息経費および同様の経費
 

(204.3) (229.9) (283.8)

財務準備金および社債発行プレミアム償却の純変化 (3) 7,727.4 459.8 2,095.1

その他の金融収益（損失）
 

0.2 11.6 6.5

金融収益（損失） (3) 7,917.8 987.9 2,035.0

(十億円) 943.1 117.7 242.4

臨時科目や所得税前の収益（損失） (3) 7,860.1 954.1 2,022.7

経常外利益
 

1,691.4 1.0 7.6

経常外経費
 

(8,785.9) (111.2) (145.7)

臨時収益（損失） (3) (7,094.5) (110.2) (138.1)

法人所得税 (3)/(5) 29.3 46.2 25.0

税引後純利益（損失）
 

794.9 890.1 1,909.6

(十億円) 94.7 106.0 227.5

(9)【12月31日付 親会社貸借対照表】

 
注記 2015年 2014年 2013年

資産（単位：百万ユーロ）
 粗価値 減価償却 純額 純額 純額

無形資産 (7) 523.3 (203.1) 320.2 16.5 16.5

子会社や関連会社への投資 (8) 30,741.7 (22,455.9) 8,285.8 9,275.5 8,888.9

子会社や関連会社からの受取債権 (9) 0.6 (0.6) - - -

その他金融資産 (9) 11,135.4 (216.6) 10,918.8 8,476.0 9,044.3

投資およびその他非流動資産
 

41,877.7 (22,673.1) 19,204.6 17,751.5 17,933.2

非流動資産計
 

42,401 (22,876.2) 19,524.8 17,768.0 17,949.7

(十億円) 5,050.4 (2,724.8) 2,325.6 2,116.3 2,138.0

受取勘定およびその他流動資産 (15)/(16) 695.7 - 695.7 685.7 690.2

市場性のある有価証券 (10) 1,179.9 - 1,179.9 1,070.4 1,679.4

現金 (10) 2,938.6 - 2,938.6 2,543.0 2,643.0

流動資産計
 

4,814.2 - 4,814.2 4,299.1 5,012.6

(十億円) 573.4 - 573.4 512.1 597.1

前払費用および繰延費用
 

20.2 - 20.2 39.9 41.3

資産合計 (6) 47,235.4 (22,876.2) 24,359.2 22,107.0 23,003.6

(十億円) 5,626.2 (2,724.8) 2,901,4 2,633.2 2,740.0

 
注記 2015年 2014年 2013年

負債および自己資本

（単位：百万ユーロ）
 

利益

処分前

利益

処分後(1)

利益

処分後

利益

処分後

資本金
 

151.8 151.8 141.0 140.4

株式払込剰余金
 

21,290.9 21,290.9 20,928.1 20,914.0

準備金
 

2,237.9 2,237.9 2,237.9 2,237.9

利益剰余金
 

(12,306.8) (11,511.9) (12,306.8) (13,196.9)

当年純利益（損失）
 

794.9 - - -

自己資本 (12) 12,168.7 12,168.7 11,000.2 10,095.4

(十億円) 1,449.4 1,449.4 1,310.2 1,202.5

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

245/425



負債および費用の準備金 (13)/(19) 35.2 35.2 38.2 59.5

新規または既存株式に転換可能な社債 (OCEANE) (14)/(15)/(16) 1,486.3 1,486.3 1,777.7 628.9

その他発行済み社債および債券 (14)/(15)/(16) 190.4 190.4 192.1 698.5

銀行借入と当座貸越 (15)/(16) 2.5 2.5 3.8 -

その他借入 (15)/(16) 1,226.6 1,226.6 1,414.1 1,310.3

金融負債
 

2,905.8 2,905.8 3,387.7 2,637.7

(十億円) 346.1 346.1 403.5 314.2

税および社会保障 (15)/(16) 12.9 12.9 8.2 11.0

その他負債 (15)/(16) 9,222.7 9,222.7 7,669.1 10,191.4

負債
 

9,235.6 9,235.6 7,677.3 10,202.4

(十億円) 1,100.0 1,100.0 914.4 1,215.2

未実現為替差益
 

13.9 13.9 3.6 8.6

負債および自己資本合計
 

24,359.2 24,359.2 22,107.0 23,003.6

(十億円) 2,901.4 2,901.4 2,633.2 2,740.0

(1) 提案済み。

(10)【親会社の資金収支表（2015年純利益の利益処分案調整後）】

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年 2013年

資金源
   

純利益（損失） 794.9 890.1 1,909.6

減価償却と割賦償却 43.1 - 0.2

評価引当金およびその他準備金の増減（純額）（注記8、9および13） (7,730.1) (481.5) (2,129.9)

非流動資産売却損益（純額）
(1) 7,059.0 83.3 97.2

営業活動による資金流入（流出） 166.9 491.9 (122.9)

(十億円) 19.9 58.6 (14.6)

株主資本の増加（注記12） 373.6 14.7 989.8

その他社債の増加 （注記14） - 1,148.8 628.9

長期債務の増加（注記15） - 121.3 702.4

売却済み有形固定資産 23.8 - -

売却済み投資
(1) 1,667.6 15.9 18.2

その他資金源 - - -

資金源合計 2,231.9 1,792.6 2,216.4

(十億円) 265.8 213.5 264.0

資金の使途    

有形固定資産および無形固形資産の増加 346.8 - -

投資の増加 20.0 - -

未払配当金 - - -

社債の株式転換 291.4 - 47.7

その他資金使途 2,481.9 (32.9) 3,121.8

使途合計 3,140.1 (32.9) 3,169.5

(十億円) 374.0 (3.9) 377.5

運転資金の増減に関する分析    

受取勘定およびその他流動資産 (78.2) (4.3) (60.8)
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その他負債 (453.9) (8.0) (114.4)

現金および現金同等物：    

・　短期負債
(2)

(904.9) 2,546.7 (2,277.6)

・　現金 419.3 (99.9) 1,190.4

・　市場性のある有価証券 109.5 (609.9) 309.3

運転資金の増減 (908.2) 1,825.5 (953.1)

(十億円) (108.2) 217.4 (113.5)

(1) 売却された投資は基本的にこらレックの株式。

(2) 子会社とのグループ財務慣例 (1,104.4) 百万ユーロ。
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(11)【年次法定会計に関する注記】

注記1　会計方針
 

年次財務書類は、フランスの会計規則および原則に準拠して作成された（フランス個別会計基準、会計規制委員会 (CRC) 規則第99-03号

に準拠 。 以下に説明する会計原則が適用されている。以下に説明する会計原則が適用されている。

a/ 無形資産

無形資産は取得原価に計上され、主に完全償却のれんと買収後の5年間で償却される知的所有権が含まれる。現在価値が総帳簿価額を下回

る場合、減損損失が認識される。

b/ 金融資産

b1 子会社・関連会社への投資

子会社・関連会社への投資は取得原価（付随費用は除く）で計上されるが、フランス法に基づき再評価の対象となる場合がある。

当該投資の繰越簿価額が総帳簿価額を下回る場合、差額に対して評価引当金が設定される。

繰越簿価額は以下の規定に基づく。

・長期間保有する子会社・関連会社に対する投資の使用価値。投資の使用価値は、原資産の回収可能価額、純資産の再評価、推定市場

評価額、および上場企業の場合は株式市場価額に基づき、個別に決定される。

・市況が有利であると判明した場合に売却される可能性のある関連会社については、市場評価額および上場企業については、会計期間

の最終月の平均株価に基づく推定市場評価額。

必要に応じ、投資の帳簿価額が負数となる場合、評価引当金の設定以外にその他の資産の減価償却を行い、必要に応じ一般リスク引当金

を計上する。

b2/ 長期投資債権

当社が直接的または間接的に保有する会社に対し供与される長期貸付金である。額面価額で計上され、日常的な現金管理に使用される子

会社との間の貸借勘定とは区別される。回復できないリスクが発生した場合、減損損失が認識される。

b3/ 自己株式

親会社が保有するアルカテル-ルーセント株式は特定の分類基準を満たすものではないため、貸借対照表のその他金融資産に計上される。

繰越簿価額は会計期間の最終月における平均株価に基づいて年度末に算出される。必要な場合は評価引当金が計上される。

c/ 市場性のある有価証券

市場性証券は、取得原価と正味実現価額のいずれか低い方の額で計上される（当該期間の最終月における平均市場価格、期末の売却価

格、または推定市場価格）。

d/ 外貨取引

外貨建収益および費用は、取引日におけるユーロ相当額で計上される。外貨建ての現金、短期金融資産および負債、ならびに関連するオ

フ・バランスシート金融商品は、期末時点の為替レートに基づき換算される。為替換算の調整結果は、損益計算書に記載する。未実現為

替差益と相殺されない未実現為替差損に対して、為替差損引当金を設定する。ただし、ヘッジ機能を有し、満期に大幅な損失を発生させ

ない関連金融商品を使用する場合はこの限りではない。

e/ 金利デリバティブ

これらの契約に基づく損益は、ヘッジされた負債の収益および費用の認識に合わせて、計算、認識される。

f/ 債務の報告

負債会計に関する2000年12月7日付け「Comité de Réglementation Comptable」のCRC規制第2000-06号に則り、アルカテル-ルーセント

は、第三者に対する債務を示す場合、また少なくとも資源の等価流入を相殺することなく当該債務の結果として債務の流出が生じる事態
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が見込まれる場合あるいは確実である場合に限り負債を計上する。引当金を認識するためには、当期末に債務が存在していなければなら

ない。

g/ 発行済み社債

社債の割増発行、または割増償還型社債の発行の場合、割増金を含む総額が負債の部に計上される。当該プレミアムの逆計上は、貸借対

照表の資産の部に計上される。割増金は該当社債の期間の全体にわたり、定額法で償却される。発行済み社債の一部買戻しの場合は、こ

の償却が繰り上げられる。

社債発行に関わる手数料および費用は、対応社債期間全体にわたって定額法で損益計算書に計上される。

h/ 税金

アルカテル-ルーセントと、アルカテル-ルーセントが95% 超を直接または間接的に保有する子会社は、フランス一般税法第223 A条の定義

に則り税務グループを形成する。本フランス税グループに属する各企業は、当年度の自社の税務計算の結果に基づき、所得税額を計算す

る。フランス税グループの親会社であるアルカテル-ルーセントは、税務グループの税務計算の結果を決定する際に、自社の税務計算の結

果および連結税務項目を考慮する。

アルカテル-ルーセントの損益計算書に計上される所得税額または所得は、以下の項目で構成される。

・税金の還付を受ける子会社（租税損金繰越の相殺を含め、課税所得が単独ベースで決定される子会社）による前年度の未収還付所得

税と、アルカテル-ルーセントが率いるフランス税グループが支払う前年度の所得税に関し財務省を相手方として計上される未払金

との差額

・前年までの課税額に対して見込まれる調整

・税リスクに対する準備金

i/ 年金

2004年1月1日以降、アルカテル-ルーセントは、年金およびその他長期給付金に関する国家会計審議会規制第2003-R01号を適用している。

 

2004年7月22日付国家会計審議会のプレスリリースにて許可された通り、実績による調整および2003年12月31日時点で存在していた数理計

算上の仮定の変更の影響に基づく数理計算上の損益は、株主資本に繰り入れられる。

2004年1月1日から2006年12月31日までの間に計算された数理計算上の損益は、「回廊」方式で計上された。その結果、これらの数理計算

上の損益は年金積立金に対する調整として計上され、一定の額を超えた場合には償却されることとなった。2007年以降、すべての数理計

算上の損益は発生時の会計年度に関連する損益計算書で認識されている。

フランス会計原則当局が2013年11月7日に導入した2013-02勧告を適用し、2013年1月からの会計年度に先行適用した。初年度の適用に伴う

変更は、会計方法の変更に関する基準に従って取り扱われた。この勧告を適用すると、修正が発生した期間における損益計算書上で即時

認識される。資産価値に関する予定支出は現在、資産の期待収益率ではなく割引率を使用して算出されている。また、アルカテルは、損

益計算書上における数理計算上の損益の即時認識を適用したことを確認した。この会計方針の変更は、以前の会計期間の開始には影響し

ない。

注記2　2015年の主要事象
 

アルカテル-ルーセントは当グループの親会社としての活動を遂行しており、2015年は以下の項目が特徴的であった。

・アルカテル・ルーセントの有価証券のノキアへの公開交換オファー（「ノキアのオファー」）

2015年4月15日、ノキアとアルカテル-ルーセントは、次世代テクノロジーとIPで接続された世界のためのサービスにおけるイノベーショ

ンリーダーとなるべく、統合する意思を発表した。両社は覚書を締結した。覚書には、ノキアがアルカテル-ルーセントの発行分の持分証

券全てについて、フランスと米国の公開交換オファーを通じて提案を行い、これは一定の条件に従い、アルカテル-ルーセントの株式1株

について新しいノキアの株式0.55とする。全て株式による取引はアルカテル-ルーセントを希薄化後で15.6億ユーロとして評価しており、

完全希薄化プレミアムの34%（1株あたり4.48ユーロ相当）、および、28%の株主に対するプレミアム（1株あたり4.27ユーロ相当）に対応

している。これは、アルカテル-ルーセントの発表の3カ月前の加重平均株価を基準とする。これは、2015年4月13日時点のノキアの終値で

ある7.77ユーロに基づいている。

 

各会社の取締役会が、予定されている取引の条件を承認した。

2015年6月17日、ノキアとアルカテル・ルーセントは、米国司法省が、ノキアとアルカテル・ルーセントの意図的な結合に対する独占禁止

法の待機期間の早期終了を許可したことを発表した。
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2015年10月19日、ノキアは、中華人民共和国商務省から許可を受けた。

2015年10月21日、提案された取引を承認するフランス経済産業省からの決定を受けて、ノキアは、必要な全ての規制機関の承認を受けた

ことを発表し、公開交換オファーの提出を進めると発表した。

2015年11月18日、AMFによるノキアのオファーに関する通過決定後、ノキアはアルカテル・ルーセントの発行済み株式、アメリカ預託証

券、OCEANEについて公開交換オファーを開始した。アルカテル・ルーセントの株式とOCEANEの入札引受の締切は2015年12月23日であっ

た。

2015年12月2日、ノキアの株主は、特別株主総会にて、アルカテル・ルーセントの提案されている買収に関連する決議を承認した。

また、2015年第2四半期中、アルカテル・ルーセントは従業員に対し、アルカテル・ルーセントの株式を、ノキアが提示する将来の株式交

換プロジェクトに寄与することに従業員が同意する場合、従業員に与えられるストックオプションや業績連動株式プランに付随する条件

について、取得日時点で、全ての権利確定と業績条件が満足行くものとなるよう知らせた。

ノキアのオファー終了時点での特定の株式パッケージについても、2015年9月1日までグループのCEOを務めたミシェル・コンブ氏に与えら

れた。2015年9月10日、取締役会は、最初の株式パッケージを修正し、以下の決定を行った。

- 業績連動株式：2013年と2014年のプランに基づく2013年と2014年の業績連動基準は既に評価されており、権利確定済み業績連動ユ

ニットの1,025,649ユニットを占める。2015年の達成度は2016年初頭に取締役会が評価し、2015年にミシェル・コンブ氏が勤務し

ていた期間 (2/3) について比例配分方式でユニット数が付与され、これは最高で444,444株の業績連動株式となる。

- ストック・オプション：ミシェル・コンブ氏に対して700,000株のストック・オプションを付与するという2014年3月の契約は、ア

ルカテル・ルーセントの株式を最高で350,000株を受け取る権利に変更された。2015年の達成度は2016年初頭に取締役会が評価

し、2015年にミシェル・コンブ氏が勤務していた期間 (2/3) について比例配分方式でユニット数が付与され、これは最高で

58,333株の業績連動株式となる。

業績連動株式とストック・オプションのいずれも、2016年初頭の業績基準の評価後1カ月以内に現金で決済された。

2015年7月29日、取締役会は、報酬委員会とコーポレート・ガバナンス＆任命委員会の推薦を受け、会社の事業を今後進めていくうえで、

ミシェル・コンブ氏に対して非競合契約を実行することを要求した。

2015年9月10日、取締役会は、非競合契約の主条件を維持するのもの、支払については310万ユーロに減額した。これは、3回に分割で支払

われ、2015年10月30日に最初の支払が行われた。給与税を含め、410万ユーロの経費が記録された。

・ライセンス契約

2015年4月1日、当社は、一部のライセンス契約を終了し、クアルコム社との新しいライセンス契約を締結した。この契約期間は6年から10

年と様々である。全額は400百万米ドルにのぼった（注記7を参照のこと）。

・コラレック株式の処分

コラレック株式をアルカテル・ルーセント・パーティシペーションに処分した（注記8を参照のこと）。

注記3　損益計算書分析

純損失について以下の通り分析する。

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年

営業利益
632.7 410.2

営業経費 (690.4) (444.0)

営業利益（損失） (57.7) (33.8)

金融収益（損失） 7,917.8 987.9

臨時科目や所得税前の収益（損失） 7,860.1 954.1

臨時科目 (7,094.5) (110.2)

法人所得税 29.3 46.2

税引後純利益（損失） 794.9 890.1

 

営業活動

売上高は186百万ユーロ増加し、556.3百万ユーロ（2014年は370.5百万ユーロ）であった。この増加の主な要因は、コスト共有契約の一環

として研究開発費を再請求したことである。

営業利益は633百万ユーロとなった。これには、ノキアが開始した交換オファーを経常外経費に移行させた特別費用が含まれている。
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営業経費が246百万ユーロ増となった主な要因は、受け取った研究開発費（182百万ユーロ）と公開交換オファーに関連して特別費用が関

係している。

 

金融収益（損失） － 臨時科目

金融収益は2014年が987.9百万ユーロであったのに対し、2015年は7,917.8百万ユーロであった。これは主に、子会社における受取利子お

よび投資の評価額変更によるものである。

臨時損失が7,094.5百万ユーロとなったのは、主に、コラレック株式を当社の完全子会社であるアルカテル-ルーセント・パーティシペイ

ションズに処分したことに関連している。関連する準備金は7,078.6百万ユーロとなった。

財務準備金と償却の純増減

財務準備金と償却の純増減により、2014年は459.8百万ユーロの収益であったのに対し、2015年は7,727.4百万ユーロの収益であった。

 

  
2015年 2014年

（単位：百万ユーロ）
 （増加） 再記載 純増減 （増加） 再記載 純増減

子会社や関連会社への投資の償却 （注記8） 323.7 (8,040.7) (7,717.0) (316.8) 703.4 386.6

その他金融投資やその他金融資産の償

却 （注記9） - (10.2) (10.2) - 73.6 73.6

市場性のある有価証券の償却
    

- - -

金融リスク準備金
 

- (0.2) (0.2) (0.4) - (0.4)

その他流動資産の償却 （注記15） - - - - - -

減価償却長期借入 （注記9） - - - - - -

その他のリスク （注記13） - - - (0.2) - (0.2)

金利リスクおよびその他 （注記13） - (0.2) (0.2) (0.2) - (0.2)

社債プレミアムの償却
 

- - - - - -

合計
 

323.7 (8,051.1) (7,727.4) (317.2) 777.0 459.8

子会社への投資の償却

2015年の純利益は、各投資の棚卸評価額の再評価とコラレック株の放出によるものである。（注記8の評価の解説を参照）。

その他金融投資の償却

その他金融投資の10.2百万ユーロの減少は主に、12月の終値の株価で記録した自己株式の評価の減価に関連している。

市場性のある有価証券の償却

2015年に計上された動きはない。

金融リスク準備金

2015年12月31日時点で米ドル建での債権の評価に関して0.2百万ユーロを計上した。

配当金

子会社から受け取った配当金は、2014年の412.0百万ユーロから2015年には11.8百万ユーロに増加した（注記4参照）。

金融利息

金融商品および利息による純収益は、2014年が104.5百万ユーロの損失であったのに対して、178.4百万ユーロの収益となった。これは、

主に以下による。

・債務整理による有益な効果（16百万ユーロ）

・子会社の預金の変化

- アルカテル・ルーセント・パーティシペーションに対する融資の金利の増加分（+25.6百万ユーロ）

- アルカテル・ルーセントUSAからの預金に対する金利の減少分（25.9百万ユーロ）
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法人所得税

法人所得税は以下により、29.3百万ユーロの純益であった。その内訳は、2015年フランス税グループから生じた法人所得税収益20.0百万

ユーロ、調査研究控除9.3百万ユーロである（注記5参照）。

注記4　子会社や関連会社への投資による収益

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年

子会社   

エレクトロ・バンク 10.6 410.8

アルカテル-ルーセント・ノルウェー 1.2 1.2

合計 11.8 412.0

注記5　法人所得税

フランス税グループ

2015年12月31日、属したフランスの子会社は12社（注記23参照）。

税制上の優遇措置（費用）内訳

税制上の優遇措置に関する分析は以下の通りである。

 
2015年 2014年

（単位：百万ユーロ） 税引前金額

税優遇措置

（費用） 税引前金額

税優遇措置

（費用）

営業利益（損失） (57.7) 9.3 (33.8) 9.0

金融収益（損失） 7,917.8
 

987.9 -

臨時科目や所得税前の収益（損失） 7,860.1 9.3 954.1 9.0

臨時科目 (7,094.5)
 

(110.2) 15.3

フランス税グループ
 

20.0 - 21.9

税制上の優遇措置（費用）総額 29.3 29.3 46.2 46.2

税引後純利益（損失） 794.9 - 890.1 -

注記：フランス一般税法の第39.4条に定義される控除対象外費用は、2015年には26.3千ユーロで、税金費用は10千ユーロであった。

注記6　貸借対照表

総資産は、2015年末の子会社における投資の評価後、24,359百万ユーロに増加した。

注記7　無形資産

  粗価値  

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 増加
(1)

減少 2015/12/31

のれん 39.6 - - 39.6

特許、商標、知的所有権
(1)

136.9 346.7 - 483.7

無形資産 176.5 346.7 - 523.3

(1) 2015年4月1日、アルカテル・ルーセントは、既存の一部のライセンス契約を終了し、クアルコム社との新しい2件のライセンス契約を

締結した。金額は335百万ユーロで、無形資産を考慮する。

  割賦償却と減価償却  
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（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 減少 増加 2015/12/31

のれん (25.1) - - (25.1)

特許、商標、知的所有権
(1)

(134.9) - (43.1) (178.0)

無形資産 (160.0) - (43.1) (203.1)

(1) クアルコムからのライセンスの消却。

  純額  

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 増加 減少 2015/12/31

のれん 14.5 - - 14.5

特許、商標、知的所有権 2.0 346.7 (43.1) 305.7

無形資産 16.5 346.7 (43.1) 320.2

注記8　子会社や関連会社への投資

 
粗価値  

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 増加 減少 2015/12/31

子会社 39,072.7 - (8,726.7) 30,346.0

関連会社 375.7 20.0 - 295.7

合計 39,448.4 20.0 (8,726.7) 30,741.7

 
減価償却  

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 減少 増加 2015/12/31

子会社 (29,799.3) 8,040.7 (303.0) (22,061.6)

関連会社 (373.6) - (20.7) (394.3)

合計 (30,172.9) 8,040.7 (323.7) (22,455.9)

 
純額  

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 増加 減少 2015/12/31

子会社 9,273.4 8,040.7 (9,029.7) 8,284.4

関連会社 2.1 20.0 (20.7) 1.4

合計 9,275.5 8,060.7 (9,050.4) 8,285.8

粗価値

8,727百万ユーロの減少はエコラレック株のアルカテル・ルーセント・パーティシペイションへの売却に関連するものである。

減価償却準備金

当年の子会社および関連会社に対する投資減価償却準備金の増減の主な要因は、以下の通りであった。

主にアルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス（296百万ユーロ）、エレクトロ・バンク（7百万ユーロ）、およびアルカテル

-ルーセント・ホールディング GmbH（20百万ユーロ）に関連する減価償却準備金の増加。アルカテル-ルーセント・パーティシペイション

ズ（962.0百万ユーロ）に関連する減価償却の発表。アルカテル-ルーセント・パーティシペーションズ、アルカテル-ルーセント・サブマ

リン・ネットワークスに関連する減価償却準備金は、アルカテル-ルーセント・グループの回収可能価額に基づいたものであり、各事業部

門の企業価額に基づき見積もりを行った。この方法では、2016年から2020年までの割引後将来キャッシュフローと2020年の割引最終価額

に基づき、負債と税金を除く公正値を部門毎に計算する。9.50%（2014年は9.80%）という割引率は、グループの加重平均資本コストに基

づくものである。税資産や負債、金融資産、その他営業外資産や負債等、連結正味現金およびその他の貸借対照表項目を調整した後の回

収可能価額の合計が、グループの公正価値となる。

企業価値は、アルカテル-ルーセント・パーティシペーションズの参加持分と、アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークスの

その他の子会社の主な投資に割り当てられる。各法人が取得した価額を各投資の過去の帳簿価額と比較し、必要に応じて減価償却準備金

を計上する。
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その結果生じる事態や状況により、各事業部門の回収可能価額算定に用いた見積りに変動が生じ、結果として投資ポートフォリオ評価も

変更される可能性がある。

注記9　子会社や関連会社からの受取資産と金融資産

当年の増減は以下の通りである。

 

 
粗価値  

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 増加 減少 2015/12/31

アルカテル-ルーセント保有株式 259.8 - - 259.8

子会社への長期貸付金 8,438.8 2,432.6 - 10,871.4

その他金融資産 4.9 - - 4.9

合計 8,703.5 2,432.6 - 11,136.1

 

 
減価償却  

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 減少 増加 2015/12/31

アルカテル-ルーセント保有株式 (222.7) 10.2 - (212.5)

子会社への長期貸付金 - - - -

その他金融資産 (4.8) - - (4.8)

合計 (227.5) 10.2 - (217.3)

 

 
純額  

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 増加 減少 2015/12/31

アルカテル-ルーセント保有株式 37.1 10.2 - 47.3

子会社への長期貸付金 8,438.8 2,432.6 - 10,871.4

その他金融資産 0.1 - - 0.1

合計 8,476.0 2,442.8 - 10,918.8

 

子会社への長期貸付金

当会計年度中、アルカテル-ルーセント・パーティシペイションズに供与された貸付は、2,406百万ユーロ増加した。

自己株式

2015年12月の平均株価に基づくアルカテル-ルーセント所有自社株の時価は47.3百万ユーロであった（2014年12月31日時点では37.1百万

ユーロ）。

注記10　市場性のある有価証券、現金および短期金融債務

短期金融資産と負債の純額（貸借対照表の「受取債権およびその他流動性資産」または「その他負債」に記載される、グループ財務慣例

に基づく子会社との間の短期前受金を含む）は以下の通りであった。

 

（単位：百万ユーロ） 2015年 2014年

現金 2,938.6 2,543.0

子会社とのグループ財務慣例（注記15を参照のこと） 335.7 389.6

現金総額および現金同等物
(1) 3,274.3 2,932.6

市場性のある有価証券
(2) 1,179.9 1,070.4

短期社債 - -

短期金融資産合計 4,454.2 4,003.0

短期社債 - -
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短期銀行借入と当座貸越 - -

その他短期金融債務 (24.7) (31.5)

子会社とのグループ財務慣例（注記15を参照のこと） (8,337.9) (7,233.5)

短期金融債務合計
(3) (8,362.6) (7,265.1)

合計 (3,908.4) (3,262.1)

(1) 銀行預金、およびグループ財務慣例による子会社への短期前受金を含む。

(2) 通貨UCITSを含む

(3) 銀行融資、借越および預金、およびグループ財務慣例による子会社の短期前受金を含む。

アルカテル-ルーセントの短期金融資産と負債の増減は、子会社を代表して親会社が引き受けた取引量が多かったことを反映している。

注記11　市場関連エクスポージャー

通貨リスクと金利リスクの分析は以下の通りである。

通貨リスク

2015年12月31日現在、ヘッジ目的で保有するオフバランスシート金融商品は以下の通りであった。

 

 
買主／貸手

 
元本金額  

（単位：百万ユーロ） 1年以内 1年から5年 5年超 公正価値

先物為替契約 1,022.9 - - (1.2)

先物為替スワップ 5,310.4 - - 80.9

クロス・カレンシー・スワップ - 459.3 - 108.5

通貨オプション取引：     

・　コール - - - -

・　プット - - - -

 

 
売主/借手

 
元本金額  

（単位：百万ユーロ） 1年以内 1年から5年 5年超 公正価値

先物為替契約 (1,044.7) - - 0,1

先物為替スワップ (1,571.6) - - (44,7)

クロス・カレンシー・スワップ - - - -

通貨オプション取引：     

・　コール - - - -

・　プット - - - -

金利リスク

2015年12月31日時点で、金利リスク管理のために保有するオフバランスシート金融商品は以下の通りである。

 

 
元本金額

（単位：百万ユーロ） 1年以内 1年から5年 5年超 公正価値

金利スワップ：

固定金利支払 - - - -

変動金利支払 - - - -

流動性リスクと信用格付

2015年12月31日現在のアルカテル-ルーセントの信用格付は以下の通りである。
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格付機関

コーポレート・

ファミリー格付 長期債務 短期債務 見通し

CFR／債券の

最終更新

見通しの

直近の更新

ムーディーズ
B2 B2/B3 

(1)
投資不適格 アップグレードのレビュー 2015年8月28日 2015年4月20日

スタンダード＆プアーズ B+ B+ B アップグレードのレビュー 2015年8月5日 2015年4月17日

(1) OCEANE 2018およびOCEANE 2019とOCEANE 2020はB3と格付けされている。アルカテル・ルーセントが発行したその他全ての長期債はB2

格付けされている。

 

2015年12月31日現在でアルカテル債務に影響を与える格付条項

当社の現在の短期信用格付や、フランスのコマーシャル・ペーパー（「billets de trésorerie」）市場における流動性の欠如を考慮し、

アルカテル-ルーセントは当面同市場には参入しないことを決定した。

アルカテル-ルーセントの未償還社債には、信用格付下落時の早期償還トリガー条項は付されていない。

金融債務の流動性リスク

2015年12月31日現在、当グループは、利用可能な市場性を有する有価証券、現金および現金同等物、利用可能な共同銀行融資枠が営業費

用ならびに資本支出をまかない、今後12か月における金融債務返済に対応するのに十分なものであると考えている。

アルカテル-ルーセント銀行共同融資枠

2013年12月17日、アルカテル-ルーセントは12社の国際銀行のシンジケートとともに、3年間の504百万ユーロのリボルビング融資枠を終了

した。本融資枠の利用は、アルカテル-ルーセントの信用格付に依存しない。この融資枠の可用性については、アルカテル-ルーセント

が、金利費用をカバーできるかどうかという能力にかかっている。2015年12月31日時点で、融資枠は撤退していない。

2007年4月5日に締結された銀行シンジケートの融資枠は、2013年1月における米アルカテル-ルーセントの担保付優先債の終了を受けて停

止された。

注記12　自己資本

2015年中の自己資本の増減は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ）

残高

株式数 期末

株式払込

剰余金

法定

準備金

法定

準備金

その他の

準備金

利益

剰余金

純期間の

純利益

合計

自己資本

利益処分前2014年

12月31日現在 2,820,432,270 141.0 20,928,1 369.6 1,673.3 195.0 (13,196.9) 890.1 11,000.2

純利益（損失）の処分 - - - - - - 890.1 (890.1) -

増資：          

・ 転換社債の転換 173,073,649 8.7 282.6 - - - - - 291.3

・ 応募 4,236,071 0.2 (0.2) - - - - - -

・ ストック・オプショ

ン行使分 38,595,369 1.9 80.4 - - - - - 82.3

当年純利益（損失） - - - - - - - 794.9 794.9

利益処分前2015年

12月31日現在 3,036,337,359 151.8 21,290.9 369.6 1,673.3 195.0 (12,306.8) 794.9 12,168.7

純利益（損失）の

利益処分（案） - - - - - - 794.9 (794.9) -

2015年に分配される

予定配当金（案） - - - - - - - - -

利益処分後2015年

12月31日現在（案） 3,036,337,359 151.8 21,290.9 369.6 1,673.3 195.0 (11,511.9) - 12,168.7

 

額面価額0.05ユーロの普通株3,036,357,359株で構成される資本金は、2015年末時点で151.8百万ユーロであった。

分配可能収益は、当年の純利益から繰越損失、そして準備金に対する法的あるいは法定利益処分を差し引き、プラスの利益剰余金を加え

た額である。さらに、利用可能な準備金の分配と株式支払剰余金について株主総会で決定することができる。しかしながら、法的準備
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金、法の執行あるいは企業の付随定款によって利用できない準備金そして再評価準備金は、分配することができない。上記の2015年利益

処分案を考慮すると、分配可能準備金の額は11,647.3百万ユーロとなる。

注記13　負債および費用の準備金

2015年の負債および費用に対する準備金の増減は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ）
 2014/12/31 増加 （再記載） （使用） 2015/12/31

未実現為替差損の準備金  0.3 - (0.2) - 0.1

金融リスク準備金 （注記4） - - - - -

訴訟、売却投資に対する保証の準備金およびその他

準備金  4.4
(1)

0.4 (1.0) - 3.8

年金および退職金の準備金 （注17） 33.5 2.1 (4.3) - 31.3

子会社に関するリスクの準備金  - - - - -

合計  38.2 2.5 (5.5) - 35.2

損益計算書への影響：       

・　営業利益（損失）   2.5 (5.3) -  

・　金融収益（損失）   - (0.2) -  

・　臨時収益（損失）   - - - -

(1) 2015年12月31日時点で、訴訟準備金3.7百万ユーロ、サフト負債保証の投資売却やその他の準備金保証からなる3.4百万ユーロ。
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注記14　社債

アルカテル-ルーセントの発行済み社債は、2015年12月31日時点は1,676.7百万ユーロであったのに対し、2014年12月31日時点では1,969.8

百万ユーロであった。これらの金額は次の通り分析される。

 

（単位：百万ユーロ） 2014/12/31 社債の株式転換 償還 新規発行 2015/12/31

転換社債
     

・　 2016年1月満期優先債券 8.50% -

195百万ユーロ
(1)

192.1 - (1.7) - 190.4

・　 2018年7月満期 OCEANE 4.25% -

629百万ユーロ
(2)

628.9 (211.4) - - 417.5

・　 OCEANE 0.00% - 688百万ユーロ

2019年満期
(3)

688.5 (48.9) - - 639.6

・　 OCEANE 0.125% - 460百万ユーロ

2020年満期
(4)

460.3 (31.1) - - 429.2

合計
1,969.8 (291.4) (1.7) - 1,676.7

(1) 米アルカテル-ルーセント・インクとアルカテル-ルーセントの一部の子会社による保証。

(2) ノキアが開始した交換オファーの一環として117,427,501の債券を株式に転換。

(3) ノキアが開始した交換オファーの一環として11,891,116の債券を株式に転換。

(4) ノキアが開始した交換オファーの一環として7,729,972の債券を株式に転換。

注記15　受取債権およびその他流動資産の償還日分析
 

（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日

時点の価額 1年未満 1～5年 5年後以降 うち見越し額

金融負債
     

・　転換社債 (OCEANE)
1,486.3 - 1,486.3 - -

・　その他社債
190.4 190.4 - - -

・　銀行借入と当座貸越
2.5 2.5 - - -

・　その他金融債務
1,226.6 583.6 - 643.0 24.7

税および社会債務 12.9 12.9 - - 12.9

その他の負債（利益処分後） 9,222.7 8,900.9 321.8 - 208.1

負債合計 12,141.4 9,690.3 1,808.1 643.0 245.7

2015年12月31日時点のその他の負債に関する分析

 

（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日

時点の価額

2014年12月31日

時点の価額

子会社からの前受金－グループ財務慣例 8,337.9 7,233.5

支払勘定
(1)

171.3 102.1

その他 713.5 333.5
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合計 9,222.7 7,669.1

(1) 外部ベンダーの合計額は、30日間で18％を支払い、30日間で82％を支払う。

 

（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日

時点の価額 1年未満 1～5年 5年後以降 見越し額

債権
     

税および社会的受取債権 31.9 24.1 7.8 - -

その他受取勘定およびその他流動資産 663.8 563.0 100.8 - 166.5

合計 695.7 587.1 108.6 - 166.5
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2015年12月31日時点のその他の受取勘定およびその他の流動資産の分析
 

 

（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日

時点の価額

2014/12/31

時点の価額

子会社への前受金－グループ財務慣例 335.7 389.6

債権 49.6 109.7

その他 278.5 164.6

合計 663.8 663.9

注記16　関連会社取引

関連会社取引によって生じた2015年12月31日時点の未決済残高は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ） 貸借対照表純額

連結企業

または関連企業分

投資およびその他非流動資産   

・　子会社や関連会社への投資 8,285.8 8,285.8

・　子会社や関連会社からの受取債権 - -

・　その他の金融資産
(1)

10,871.4 10,864.7

・　その他投資 47.4 47.2

受取勘定 695.7 507.5

市場性のある有価証券/現金 4,118.5 -

金融負債   

・　転換社債とその他社債 1,676.7 -

・　銀行借入と当座貸越 2.5 -

・　その他金融債務 1,226.6 1,210.1

税および社会債務 9,051.3 8,607.2

その他の負債（利益処分後） - -

(1) うち、10,218.6百万ユーロの借入金がアルカテル-ルーセント・パーティシペイションズに付与された。

当期の関連会社取引の内容は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ）

損益計算書

純額

連結企業

または関連企業分

金融収益（損失）
  

・　子会社や関連会社への投資による収益 11.8 11.8

・　利息収益および同様の収益 382.7 329.1

・　利息経費および同様の経費 (204.3) (114.1)

・　その他の金融収益（損失） 7,727.6 7,727.1

通常市況外の関連会社取引は成立しなかった。

EDINET提出書類

アルカテル・ルーセント(E05781)

有価証券報告書

260/425



注記17　年金および退職金
 

2015年12月31日時点で、アルカテル-ルーセントの年金および退職金債務は準備金が引き当てられているか（準備金額は31.3百万ユーロ。

注記13参照）、または保険契約で担保されていた。

フランス会計原則当局が2013年11月7日に導入した2013-02勧告を適用し、2013年1月からの会計年度に先行適用した。初年度の適用に伴う

変更は、会計方法の変更に関する基準に従って取り扱われた。この勧告を適用すると、修正が発生した会計期間における損益計算書上で

当該修正が即時認識される。資産価値に関する予定支出は現在、資産の期待収益率ではなく割引率を使用して算出されている。アルカテ

ル-ルーセントは、損益計算書における数理計算上の損益の即時認識を適用したことを確認した。この会計方針の変更は、以前の会計期間

の開始には影響しなかった。

 

数理計算上の仮定は以下の通りである。

 

割引率 2,00%

インフレ率を含めた将来の昇給（年齢別）

 

・　44歳未満 ： 10,00%

・　40歳～44歳 ： 9,00%

・　45歳～49歳 ： 6,00%

・　50歳～54歳 ： 5,00%

・　55歳～59歳 ： 3,50%

・　59歳超 ： 0,00%

 

償還日が類似する質の高い社債（政府およびプライム格付け企業 － AAまたはAAA）の市場利回りを参照することにより、使用する割引率

を求める。

 

退職後給付制度の定期給付金純額（費用）の内訳は以下の通りである。

 

（単位：百万ユーロ）
 

勤務費用 (1.6)

金利費用 (1.5)

受取利息 0.9

改定 -

数理計算上の認識損益 4.3

削減の影響 -

清算の影響 -

純資産に対する調整の影響 -

定期給付金（費用）純額 2.1

貸借対照表に計上された負債の増減は以下の通りであった。

 

（単位：百万ユーロ）  

給付債務の増減  

1月1日時点の給付債務 (86.6)

勤務費用 (1.6)

金利費用 (1.5)

制度加入者の拠出金 -

改定 -

制度縮小 -

決済 3.5
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特別な契約解除による給付 -

数理計算上の損（益） 4.6

給付支払 -

12月31日時点の給付債務 (81.5)

将来的な昇給の影響を除外した給付債務 (80.6)

将来的な昇給の影響 (0.9)

12月31日時点の給付債務 (81.5)

制度資産の増減  

1月1日時点の制度資産の公正価額 53.1

受取利息 0.9

保険数理上の（損）益 (0.3)

従業員の拠出金 -

制度加入者の拠出金 -

改定 -

制度縮小 -

決済 (3.5)

支払済み給付金/特別解雇給付 -

12月31日時点の制度資産の公正価額 50.2

全額あるいは一部が積立てられている確定給付債務の現在価額 (81.5)

制度資産の公正価値 50.2

全額あるいは一部が積立てられている確定給付債務の拠出状況 (31.3)

全額が積立てられていない確定給付債務の現在価額 -

積立状況 (31.3)

認識済み純額 (31.3)

退職制度の制度資産は、以下に投資された。

 

（単位：百万ユーロおよびパーセント） 市場価値 %

社債 43.2 86%

持分証券 1.7 3%

短期投資 1.8 4%

固定資産 3.5 7%

合計 50.2 100%
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注記18　契約債務およびオフバランス債務に関連する開示

以下の資金調達契約債務に記載される内容は、会計原則に基づく重要なオフバランス債務の存在を排除するものではない。

その他の契約債務

アルカテル-ルーセントは、グループの一般業務に関し以下の保証も付与している。

 

（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日

時点の価額 1年未満 1～5年 5年後以降

子会社やその他グループ会社に対して付与された保証 - - - -

アルカテル-ルーセントの金融債務の保証担保資産 - - - -

以下に対する保証：     

・　商業契約 1,663.4 827.0 198.9 637.5

・　借入 1,791.1 - 1,791.1 -

・　その他 483.1 26.4 403.2 53.5

合計 3,937.6 853.4 2,393.2 691.0

商業契約に対して付与された保証（1,663.4百万ユーロ）には、タレス社に売却あるいは譲渡された事業（46.9百万ユーロ）に対する保証

が含まれ、これに対してアルカテル-ルーセントは購入者よりカウンター保証を受けている。

付与された保証

 

（単位：百万ユーロ）

2015年12月31日

時点の価額 1年未満 1～5年 5年後以降

融資枠 - - - -

合計 - - - -

注記19　偶発債務
 

アルカテル-ルーセントは、財務書類上適切な引当てがなされている（連結財務諸表については注記25eを参照）、またはグループにとっ

て重大な損失とはならないと経営陣が考えうる、通常の事業活動に伴って生じる法的訴訟（フランスおよび米国における雇用に関する集

団訴訟を含む）に加えて、以下の訴訟に関与している。

a/ 政府に対する訴訟および捜査

コスタリカ訴訟

2004年10月の初旬、アルカテル-ルーセントは、コスタリカにおいて、フランスの子会社であるアルカテルCIT (CIT)（現社名アルカテル-

ルーセント・フランス）による、国有電話会社Instituto Costarricense de Electricidad (ICE) からのネットワーク機器およびサービ

スに関する数件の契約獲得に関連して、CITまたは他のアルカテルの子会社のためにコンサルタントが行ったとされた、コスタリカの多数

の公務員、コスタリカの2つの政党およびICEの代表者に対する支払に関して、コスタリカの検事と国会による捜査が始まったことを把握

した。

 

アルカテル-ルーセントは、CITが約10百万米ドルを支払う代わりに、司法当局の社会的損害賠償請求について和解した。

2015年6月30日、アルカテル-ルーセント、アルカテル-ルーセント・インターナショナル（以前のアルカテル-ルーセント・フランス）、

アルカテル-ルーセント・トレード・インターナショナルAGはInstituto Costarricense de Electricidad (ICE) と和解契約、および、当

事者間での訴訟の最終決着について締結した。より具体的には次に挙げる訴訟手続である。

・ 2004年の収賄の疑いの結果として、複数のコスタリカの個人に対する刑事訴訟を背景とした、ICEがアルカテル-ルーセント・イン

ターナショナルに対して起こした民事訴訟

・ ICEのCITが400,000 GSM携帯電話線を設置する（「400KL GSM契約」）の終了に関して2008年10月にICEに対してアルカテル-ルーセ

ント・インターナショナルが起こした請求
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・ コスタリカ当局及び米国当局が調査・解決を行った腐敗問題に基づく損害について、アルカテル-ルーセント、アルカテル-ルーセ

ント・インターナショナル及びアルカテル-ルーセント・トレード・インターナショナルAGに対して2012年5月に起こされた民事訴

訟。

 

和解契約の一環として、アルカテル-ルーセント・インターナショナルは、現金決済と特定の受取勘定の相殺の組み合わせを通じ、合計で

10百万米ドルをICEに支払うことで合意した。ICEおよびアルカテル・ルーセントは、複数のコスタリカの裁判所に対し、3件の事件の解任

を求めて共同で要求を提出した。

当事者は、また、400KL GSMの契約上請求を裁判所が処理し、アルカテル-ルーセント・インターナショナルが行った15百万米ドルのデポ

ジットを解放し、資金を移行させることを要求した。この金額は2015年8月に全額、アルカテル・ルーセント・インターナショナルに支払

われている。3件全てが個々の裁判所に却下されている。コスタリカおよび世界のその他の地域におけるICEに関する2004年の贈収賄疑惑

に関してあらゆる係争中の訴訟がなくなることになる。
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フランスにおける調査と手続

フランス当局は、コスタリカおよびフランス領ポリネシアのアルカテル-ルーセント子会社による特定の行為に関して、捜査を行ってい

る。

コスタリカに関しては、フランス当局は、2004年以前の汚職の疑いについて調査を行っている（コスタリカとアメリカ合衆国の両国での

犯罪手続に沿う同じイベントは2012年以前に解決された）。

フランス領ポリネシアに関する捜査は、アルカテル-ルーセントの海底通信ケーブル子会社であるアルカテル-ルーセント・サブマリン・

ネットワークス(ASN) と一部のアルカテル-ルーセント元社員の行為に関するものである。その行為とは、フランス領ポリネシアの国有通

信企業 (OPT) から2007年にASNが受注したタヒチ－ハワイ間の海底通信ケーブルプロジェクトに関するものであった。2009年9月23日、元

従業員のうちの4名が、OPTからの公的調達プロジェクトの受注に関する便宜供与および教唆の罪で告訴された。2009年11月23日、ASNは、

便宜供与の疑いに関して公的調査の対象となった。2011年3月、フランス領ポリネシアの一部の現職公務員と元公務員が便宜供与および教

唆の罪で告訴された。2014年2月6日付けの判決により、裁判官は、便宜により利益を受けたとされる訴えに対して、ASNは裁判を受ける必

要があるという判決を下した。これは2016年2月初頭に起こった。判決は2016年3月末までには予想される。

ASNが犯罪行為で有罪判決を受けた場合、フランス裁判所はまずASNに罰金を科し、フランス公的調達契約への参加を一定期間禁ずる可能

性がある。2015年、ASNがフランスの公的調達契約から生み出した収益は8百万ユーロであった。従って、アルカテル-ルーセントは、禁止

令による事業損失がアルカテル-ルーセントグループ全体に及ぼす影響は大きくはないと確信している。

ナイジェリアにおける捜査

2013年2月21日、当社は、ナイジェリアの汚職防止当局より、National Rural Telephonyプロジェクトの不正管理とアルカテル-ルーセン

ト・ナイジェリア社（「ALUナイジェリア」）及びその他のベンダーの同プロジェクトへの関与に関する疑惑について捜査を開始した旨の

通知を受けた。当社の中国の合弁事業であるアルカテル-ルーセント上海ベル (ASB) が2002年6月5日にナイジェリア政府と第1段階の契約

を締結した。2003年4月4日付の改正により、この契約はASBと国営の中国のエンジニアリング会社中国機械設備進出口総公司 (CMEC) を含

むコンソーシアムに割り当てられた。ALUナイジェリアはこのコンソーシアムの当事者ではなかったものの、プロジェクトの下請け関係に

あった。当プロジェクトの第1段階はナイジェリア政府が承認した。2006年12月27日、ASBとCMECはナイジェリア政府と第2段階の契約を締

結し、契約に関する当社の部分は2007年2月1日にCMECに割り当てられた。当プロジェクトの第2段階は、金銭的問題により、実行されるこ

とがなかった。本件の不正管理の疑惑については、当社では詳細情報がない。この調査に関して当社は協力しており、これに関して社内

見直しを行った。

b/ その他の手続

オランダにおける年金基金の法的手続

2011年12月31日にオランダのアルカテル-ルーセントの従業員向けの年金資金に関連する管理契約を終了したことに伴い、この年金資金は

ハーグの裁判所に対して、この取消に伴い、最高で182百万ユーロの損害賠償を求めた。2012年10月11日、裁判所は完全に請求を棄却し

た。年金基金は2013年1月8日にハーグの裁判所に異議を申立て、元本の請求金額を最高で276百万ユーロにするよう申し立て、低い金額に

ついては最低で14百万ユーロと他の請求も行った。2014年9月9日、裁判所は地方裁判所の裁判を棄却する決定を上告した。2014年12月9

日、年金基金はオランダ最高会議に無効を要求した（決定を控えること）。最高会議による決定は2016年第2四半期に行われる。この件に

関して進展はない。

c/ 各種訴訟手続きの影響

政府による捜査および訴訟手続きは不確実性を伴い、その結果を予測することは困難である。そのためアルカテル-ルーセントは、これら

の事項に関連する金銭負債の額または財務上の影響の最終的な総額を見積ることはできない。政府による調査および法的手続きには不確

実性が伴うため、これらのうち1つあるいは複数の事件で、最終的にアルカテル・ルーセントが、本注記記載の各種和解契約に基づく支払

額を超える多額の金銭的支払を余儀なくされるる可能性がある。

これらの政府による捜査や訴訟手続き、そして上記の予想される結果を除き、本書公開日時点で、当社は、当グループの財務状況や収益

性に重大な影響を及ぼし得るアルカテル-ルーセントおよびその子会社に対する訴訟手続きや政府による捜査に関して（保留中あるいは切

迫した状況にある訴訟）一切関知していない。

2015年12月31日以降、新たに始まった重要な訴訟はない。

注記20　役員および幹部報酬
 

2015年の役員報酬は1.1百万ユーロであった。

2015年にアルカテル-ルーセントが幹部に支払った額は2.8百万ユーロである。
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注記21　法定監査人の報酬
 

2015年12月31日に終了する会計年度に対し法定監査人に支払った報酬額は、親会社法定会計に対する注記に含まれていない。しかし、監

査報酬の未監査金額は、20-Fのセクション11.1.3に開示されており、www.alcatel-lucent.comで閲覧可能である。
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注記22　財政状態計算書の作成日以降の事象
 

2016年1月4日、フランスの金融当局である金融市場監視局（Autorité des marchés financiers「AMF」）は、ノキアが開始した全てのア

ルカテル・ルーセントの発行済み株式、ADS、OCEANE転換社債をノキアの株式またはノキアの米国預託証券に交換するという公開交換オ

ファー（「ノキアのオファー」）についての暫定結果を公開し、ノキアのオファーが成功したことを宣言した。

2016年1月7日、ノキアはフランスとイギリスにおけるアルカテル・ルーセント証券の公開交換オファーがクローズされたことを発表し、

新しい株式はフィンランド商業登記に記載され、ノキアがCAC 40指数に採用されたことを発表した。

2016年1月8日、新しく構成されたアルカテル・ルーセントの取締役会は、初回のノキアのオファーを受け、ADSのためのアルカテル・ルー

セントのプログラムの停止を決定し、再開したオファーのクローズを受け、アルカテル・ルーセントのADSをニューヨーク証券取引所から

上場停止を求めることを決定した。

2016年1月11日、アルカテル・ルーセントはアルカテル・ルーセントUSA・インクがオプションを行使し、2020年に満期が到来する6.750%

優先債権の元本の発行済み全額700百万米ドル、2020年に満期が到来する8.875% 優先債権の元本の発行済み全額500百万米ドル、および、

2017年に満期が到来する4.625% 優先債権の元本の発行済み全額650百万米ドルを償還することを発表した。この債権は2016年2月10日に、

「期限前」償還価格で償還される。「期限前」償還価格は110百万ユーロ（120百万米ドル）である。ノキアは債権の償還と同時に、アル

カテル・ルーセントに対してリボルビングクレジット流動性サポート枠を提供する。

2016年1月15日、アルカテル-ルーセントは満期日に、発行済の8.50% の優先債券につき残額190百万ユーロを返済した。

2016年2月3日、ノキア・コーポレーションとアルカテル・ルーセントUSAインクは、以下の3件のトランシェに分けて、20米ドルのリボル

ビング流動性サポート枠を締結した。枠A：満期日を2017年6月30日を満期日とする686百万米ドル、枠B：満期日を2019年12月31日を満期

日とする546百万米ドル、枠C：2020年11月15日を満期日とする768百万米ドル。適用される利率は引き出し金額に対して年率2.40%であ

る。手数料は引き出されていない金額の2.40% の30%である。

2016年2月4日、2013年12月17日に契約した504百万ユーロのリボルビング融資枠について停止通知を送付した。

2016年2月4日、クアルコムは当社に対し、権利を行使して当社の2件のライセンス契約（2015年4月1日に契約したもの）を、ノキアのオ

ファー終了と同時に停止することを通知してきた。ライセンス契約に従い、クアルコムは、管轄権の変更に際してライセンス契約を数量

する権利が与えられていた。停止により、未払いの毎四半期のロイヤルティ支払全額278百万ユーロ（302.5百万ドル）をクアルコムに停

止から30日以内に支払うことになった。「その他無形資産」で認識された特許権の簿価全額は、2016年3月31日を期末とする第1四半期に

287百万ユーロで減損される。これで、ノキアとクアルコムとの間で有効となるライセンス契約に縛られることとなる。

2016年2月10日、AMFはフランスと米国において再開したアルカテル・ルーセントの証券のノキアのオファーの結果を公開した。アルカテ

ル・ルーセント普通株式426,695,572株、ADS 52,286,499株、OCEANE 2018転換社債4,795,096株、OCEANE 2019転換社債19,971,720株、

OCEANE 2020転換社債56,644,832株が、フランスや米国においてノキアのオファーで再開された。この再開されたノキアのオファーは2016

年2月12日に行われた。ノキアがアルカテル・ルーセントの株式資本91.25% と最低91.17% の議決権、99.62% の発行済みOCEANE 2018転換

社債、37.18%の発行済みOCEANE 2019 転換社債、68.17% の発行済みOCEANE 2020転換社債、株式資本の88.07%（完全希薄化ベース）を保

有することで生じた、最初に発表した数字は、その後修正された。この結果、以下の再開されたノキアのオファーの清算直後、ノキアは

アルカテル・ルーセントの株式資本90.34% と最低90.25% の議決権、株式資本の87.33%（完全希薄化ベース）を保有することとなった。

2016年3月21日、残りの発行済みの421,910株のOCEANE 2018が全額償還された。

2016年3月22日、フランス領ポリネシアの懸念に関して、パペーテの裁判所は、非合法な活動の存在に関して、証拠が欠けている全ての被

告を放免した。検察は決定に対する控訴を行った。

再開されたノキアのオファーに関して、207,585,358株のOCEANE 2018、46,274,021株のOCEANE 2019、22,899,206株のOCEANE 2020が転換

または償還された。2016年3月31日時点で、残りの発行済みOCEANE 2019は367百万ユーロにのぼり、残りの発行済みOCEANE 2020は109百万

ユーロにのぼっている。

2016年4月13日、ノキア・コーポレーションとアルカテル-ルーセント・パーティシペイションズは10億ユーロの2年間のリボルビングクレ

ジット枠を締結した。適用される利率は引き出し金額に対してEURIBOR+0.95%マージンである。枠の使用レベルに応じて、年率0.10%、

0.20%、または0.40% の使用料も適用される。手数料は引き出されていない金額の2.40% の35% である。
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注記23　子会社や関連会社に関する情報
 

（単位：百万ユーロ）

期末

現在

資本金

資本金以外の

自己資本内訳

(1)

アルカテル

-ルーセン

ト保有率

(%)

投資粗

価値

保有

投資の

純帳簿

価額

借入と

前受金

残高 保証

純売上高

(1)

純利益（損

失）
(1)

配当金

2014年に

アルカテ

ル-ルーセ

ントが受

領

帳簿価額がアルカテル-ルーセント資本金の1% を超える子会社および関連会社に関する詳細情報

子会社（アルカテル-ルーセントが50% 以上の資本を保有）

エレクトロ・バンク -

92100ブローニュ・ビヤン

クール、ルート・ドゥ・

ラ・レーヌ148/152

（148/152 route de la

Reine 92100 Boulogne-

Billancourt） 106.0 162.0 100.0 581.7 287.0 - - 18.5 9.2 10.6

アルカテル-ルーセント・

サブマリン・ネットワー

クス - 92100ブロー

ニュ・ビヤンクール、

ルート・ドゥ・ラ・レー

ヌ148/152 (148/152

route de la Reine 92100

Boulogne-Billancourt) 112.0 274.5 100.0 1,338.6 901.0 - - 351.6 5.3 -

アルカテル-ルーセント・

パーティシペーションズ

- 92100ブローニュ・ビヤ

ンクール、ルート・

ドゥ・ラ・レーヌ148/152

(148/152 route de la

Reine 92100 Boulogne-

Billancourt) 1,800.6 4,234.8 100.0 28,251.4 7,073.0 10,219.0 - 1.8 278.2 -

アルカテル-ルーセント・

ノルウェーAS

Martin Linges vei 25

1367 SNAROYA(Nw) 1.0 0.3 100.0 168.9 18.0 - - 23.7 0.5 1.3

(1) 監査済の前会計年度（2014年）

 

（単位：千ユーロ）
 持株数

純帳簿

価額

アルカテル-

ルーセント

保有率

アルカテル-

ルーセント

グループ

保有率

I － 子会社や関連会社への投資
     

アルカテル-ルーセント・インターナショナル (TG) 625,000 - 0.2 100.0

エレクトロ・バンク (TG) 10,600,422 287,000 100.0 100.0

アルカテル-ルーセント・ホールディングGmbH（ドイツ）  1 - 25.0 100.0

アルカテル-ルーセント・サブマリン・ネットワークス (TG) 37,337,826 901,000 100.0 100.0

アルカテル-ルーセント・ノルウェー  1,600,000 18,000 100.0 100.0

アルカテル-ルーセント・パーティシペイションズ (TG) 120,036,232 7,073,000 100.0 100.0

エレクトロ・レー  7,000 5,368 100.0 100.0

その他  - 168 - -

II － その他金融投資
     

アルカテル-ルーセント  13,005,087 47,213 0.4 0.9
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III － 不動産会社への投資
 - - - -

(TG) フランス税グループに属する子会社。

 

5年間の財務データ概要

 

 2015年 2014年 2013年 2012年 2011年

期末現在資本金

a) 資本金（単位：千ユーロ） 151,817 141,022 140,428 4,653,128 4,650,767

b) 株式数 3,036,337,359 2,820,432,270 2,808,554,197 2,326,563,826 2,325,383,328

c) 社債転換により発行される新規株式数 628,147,574 652,378,496 408,912,938 459,636,084 467,543,871

業績（単位：千ユーロ）      

a) 子会社および関連会社に対する

投資からの収益 11,900 411,956 11,994 69,753 59,043

b) 税金、減価償却費、償却費および

引当金計上前利益（損失） (6,851,613) 383,973 (212,927) 93,403 (2,452,870)

c) 法人所得税 29,363 46,200 24,950 28,082 41,193

d) 従業員利益分配 - - - - -

e) 税金、減価償却費、償却費および

引当金計上後利益（損失） 794,896 890,086 1,909,568 (2,894,686) (1,316,134)

f) 配当金（分配税を含む） (1) - - - -

一株当たり利益（ユーロ）      

a) 税引き後、ただし減価償却費、償却費および引

当金計上前の利益（損失） (2.25) 0.15 (0.07) 0.05 (1.04)

b) 税金、減価償却費、償却費および

引当金計上後利益（損失） 0.26 0.32 0.68 (1.24) (0.57)

c) 額面0.05ユーロの普通株式に

帰属する配当 - - - - -

人事関連      

a) 期中平均従業員数 7 9 8 9 9

b) 給与（単位：千ユーロ） 11,992 7,861 11,931 4,786 6,579

c) 社会保障費および従業員給付

（単位：千ユーロ） 3,844 25,727 3,244 1,106 2,273

(1) 提案済み。
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２【主な資産・負債および収支の内容】

「連結財務諸表注記」および「親会社財務諸表注記」を参照。

３【その他】

　　(1)　後発事象

最近の事象

ノキアの取引と関連事項の更新情報

当初と再開されたノキアのオファー。上記の「第3 - 1. - (1) 2015年中の取引のハイ

ライト」に記載されたノキアの取引に関する情報の更新情報として、2016年1月5日、

AMFは、ノキアがアルカテル・ルーセントの全ての発行済み普通株式、アメリカ預託証

券(ADS)、OCEANE転換社債（総称して「アルカテル・ルーセントの証券」）について開

始した、ノキアの株式またはノキアの米国預託証券と交換する、当初の公開交換オ

ファーに関する最終結果を公表した。詳細については、上記の「第3 - 1. - (1) 2015

年中の取引のハイライト」に記載されている（当社では、この当初交換オファーを、

以下の再開されたオファーとともに、「ノキアのオファー」と呼ぶ）。アルカテル・

ルーセントの発行済み株式の50%以上（完全希薄化ベース）について当初のオファーに

応募があったため、交換オファーを実現するためにノキアが満たすべき条件は満たさ

れたことが宣言された。2016年1月7日、ノキアのオファーの当初期間中にアルカテ

ル・ルーセントの証券をノキアの株式と交換する手続が完了した。2016年1月14日、ノ

キアはフランス法に従って、すべての発行済みアルカテル・ルーセントの証券につい

てフランスおよび米国において公開交換オファーを再開した。かかる再開された公開

交換オファーの結果、ノキアは、3,229,781,374株のアルカテル・ルーセント株式を保

有することとなった。ノキアと当社は、統合企業として2016年1月14日に業務を開始し

た。

2016年3月8日、ノキアは、相対取引により、アルカテル・ルーセント株式1株につきノ

キア株式0.5500株と交換し、11,820,932株のアルカテル・ルーセント株式を取得し

た。

2016年3月16日、ノキアは、JPモルガン・チェース・バンク、N.A.（以下「預託機関」

という。）、アルカテル・ルーセントおよびその時々のアルカテル・ルーセントADSの

保有者全員との間の2013年1月10日付の預託契約に基づき、預託機関との間で株式買取

契約（以下「株式買取契約」という。）を締結した。

2016年5月9日、ノキアは株式買取契約に従って、アルカテル・ルーセント株式１株に

つきノキア株式0.5500株と交換し、107,775,949株のアルカテル・ルーセント株式を取

得した。

2016年5月16日、ノキアは、相対取引を通じて、72,994,133個の2019年OCEANEおよび

19,943,533個の2020年OCEANEを、総額418,949,438.33ユーロの現金対価で取得した。
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2016年5月9日から2016年5月26日までの期間中に、ノキアは、アルカテル・ルーセント

従業員向けに提供した流動性制度を通じて、アルカテル・ルーセント株式1株につきノ

キア株式0.5500株と交換し、アルカテル・ルーセント株式74,123株を取得した。

2016年5月16日から2016年6月14日までの期間中に、ノキアは、相対取引を通じて、

24,392,270株のアルカテル・ルーセント株式、9,614,661個の2019年OCEANEおよび

2,290,001個の2020年OCEANEを、アルカテル・ルーセント株式については総額

85,372,945ユーロ（アルカテル・ルーセント株式1株につき単価3.50ユーロに相当す

る。）ならびにOCEANEについては総額53,667,125.61ユーロ（2019年OCEANE 1個につき

単価4.51ユーロ、2020年OCEANE 1個につき単価4.50ユーロに相当する。）の現金対価

で取得した。

ノキアは、AMFの一般規則に従って、2016年第3四半期中に、残存するアルカテル・

ルーセント株式およびOCEANEの現金による公開買付およびそれに続くスクイーズ・ア

ウト（「公開買付」という。）について、AMFに届出を行う意向である。公開買付は、

AMFの検討および承認を条件とする。

公開買付の価格は、2016年8月4日に予定されているアルカテル・ルーセントの2016年

第2四半期の業績発表後に、適用ある諸規則に従ってノキアが公開買付に関して任命し

た条件提示銀行であるSociété Généraleによる評価作業を受けて、ノキアにより決定

される予定である。バリュエーションは、とりわけ、アルカテル・ルーセントの最新

の事業計画ならびにアルカテル・ルーセント株式1株につき3.50ユーロ、2019年OCEANE

1個につき4.51ユーロおよび2020年OCEANE 1個につき4.50ユーロの、ノキアが取得に際

して支払う価格を反映した、複数基準アプローチに基づいて行われる。公開買付価格

は、AMF一般規則第261-1条に従ってアルカテル・ルーセントの取締役会が任命する独

立の専門家の査定も受けることとなっている。独立の専門家は、提案された公開買付

価格についてフェアネス・オピニオンを提出する予定である。

　　(2)　訴訟

「連結財務諸表注記」の注記31および「親会社財務諸表注記」の注記19を参照。
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４【IFRSと日本の会計原則の差異、およびフランスと日本で適用される会計原則の差異】

(A)　連結財務諸表

本書記載の連結財務諸表は、欧州連合により承認された国際会計基準（以下「IFRS」

という）に準拠して作成されている。IFRSは、日本において一般に公正妥当と認められる

会計原則とは若干の点で相違がある。その主要な相違を要約すると次のとおりである。

　(a)　在外子会社の会計方針の統一

IFRSでは、連結財務諸表は、同様の状況における類似する取引およびその他の事象に

関し、統一の会計方針を用いて作成しなければならない。

日本の会計原則では、所在地国の会計原則ではなく、在外子会社の財務諸表がIFRSま

たは米国会計基準に準拠して作成されている場合は、一定の項目の修正（のれんの償

却、退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処

理など）を条件に、これを連結決算手続上利用できることと規定された。

　(b)　企業結合およびのれん

IFRSでは、企業結合はパーチェス法により会計処理されている。のれんは償却され

ず、定期的な減損テストの対象となる。

日本では「企業結合に関する会計基準」のもと、すべての企業結合に対してパーチェ

ス法が適用されている。ただし、共同管理事業体の創設等については例外とする。の

れんは20年以下の期間で割賦償却される。

　(c)　資産の減損

IFRSでは、詳細な減損レビューの結果、一定の資産（のれんを含む）の回収可能価額

が正味帳簿価額を下回る場合には、IAS 36号「資産の減損」に従ってその差額を減損

損失として計上する。当該資産の回収可能価額の算定に用いられた見積りに変更が

あった場合には、のれんの減損を除き、減損損失の戻入が要求される。

日本の会計原則では、減損の兆候が認められ、かつ割引前の見積将来キャッシュ・フ

ロー（20年以内の合理的な期間に基づく）が帳簿価額を下回る場合に、「固定資産の

減損に係る会計基準」に従って回収可能価額と帳簿価額の差額につき減損損失を計上

する。減損損失の戻入は認められない。

　(d)　ヘッジ会計

IFRSでは、公正価値ヘッジとして扱われるデリバティブについては、公正価値の変動

は損益計算書に計上され、その損益計算書上でヘッジ対象の資産、負債および確定約

定の公正価値の変動を相殺する。キャッシュ・フロー・ヘッジとして扱われるデリバ
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ティブについては、公正価値の変動は自己資本に計上され、その後、ヘッジ対象の収

益が計上された時点で損益に組み替えられる。

日本の会計原則では、ヘッジ手段に係る損益は、原則として、ヘッジ対象に係る損益

が認識されるまで、純資産の部において繰り延べられる（繰延ヘッジ会計）。ヘッジ

対象に係る相場変動等を損益に反映させることができる場合には、時価ヘッジ会計も

認められる。

　(e)　研究開発費

IFRSでは、開発費は一定の基準を厳密に満たす場合には資産計上しなければならな

い。

日本の会計原則では、すべての研究開発支出は発生時に費用計上しなければならな

い。

　(f)　ファイナンス・リース

IFRSでは、資産の所有に伴うリスクと便益を実質的にすべて借手に移転するファイナ

ンス・リース契約または長期レンタル契約による固定資産は資産計上され、対応する

負債が貸手に対する債務として計上される。

日本の会計原則では、所有権が借手に移転しないファイナンス・リースについても、

通常の売買取引に係る方法に準じて、リース物件およびこれに係る債務をリース資産

およびリース負債として財務諸表に計上することが義務付けられている。

　(g)　複合金融商品

IFRSでは、負債部分と資本部分の両者を含む転換社債等の金融商品については、異な

る部分が、その分類に応じて自己資本および負債として会計処理される。

日本の会計原則では、そうした金融商品は発行形態に従って会計処理され、転換社債

は負債に計上される。

　(h)　金融費用の資産計上

IFRSでは、資産の取得、建設ないし製造に直接対応する借入費用は、その資産の原価

の一部として資産計上される。

日本の会計原則では、支払利息の資産計上は、一定の要件を満たす不動産開発に係る

借入についてのみ認められる。

　(i)　株式報酬
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IFRSでは、株式報酬付与の対価として受取った従業員勤務サービスの公正価値を、当

該付与の権利確定期間にわたり費用として認識する。

日本の会計原則でも、「ストック・オプション等に関する会計基準」に基づき、2006

年5月1日以後に付与されたストック・オプションについては、ストック・オプション

の付与日から権利確定日までの期間にわたり、付与日現在のストック・オプションの

公正価額に基づいて報酬費用が認識され、対応する金額は純資産の部に独立の項目と

して計上される。2006年5月1日より前に付与されたストック・オプション等について

は特定の会計基準がなく、報酬費用の認識は要求されていない。

　(j)　売却目的で保有する資産および廃止事業

IFRSでは、売却目的保有に分類される資産ないし処分グループは、区分して開示さ

れ、帳簿価額または売却費用控除後の公正価値のいずれか低い方により計上される。

廃止事業に関連する純利益（損失）、貸借対照表およびキャッシュ・フロー計算書の

要素は、すべての表示期間の連結財務書類上、特別の項目中に表示される。

日本の会計原則では、売却目的で保有する資産および廃止事業に関する整理された会

計基準はなく、一般に、これらは通常の減損手続の対象となる。

　(k)　退職給付

IFRSでは、確定給付型制度に係る保険数理上の損益は、「回廊方式」（確定給付債務

の現在価値の10%と制度資産の公正価値の10%のいずれか大きい方を超える保険数理上

の累積純損益を予測平均残存勤務期間にわたり収益ないし費用として償却する）に

よって、収益ないし費用として認識される。また、正味年金およびその他の退職後給

付債務の変動の結果生ずる費用は、その基礎になる債務の性質に応じて、営業活動か

らの利益ないし金融損益に計上される。

しかしながら、2007年1月1日に当社は、IAS第19号（改訂）「退職給付－数理計算上

の損益、グループ制度及び開示」の選択肢を適用した（2005年1月1日現在で遡及適用

している）。当該選択肢では数理計算上の損益及び資産を超過して生じた修正額は、

全額発生した期に損益計算書外で認識収益・費用計算書に税効果考慮後の金額で直ち

に認識する。

日本の会計原則では、確定給付型年金制度について、過去勤務債務、数理計算上の差

異及び会計基準変更時差異の遅延認識が認められているため、退職給付債務に未認識

過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した

額を退職給付に係る負債として計上する。なお、当該未認識項目について一括して損

益処理することも選択可能である。退職給付に係る費用は、数理計算上の損益も含

め、すべて営業費用として損益計算書に計上される。

日本においては、保険数理上の損益の認識に関して、前述のようなコリドー・アプ

ローチは採用されていない。
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　(l)　金融資産の認識中止

IFRSでは、金融資産の所有に係るリスクと経済価値をどの程度保持しているかの評価

に基づき、金融資産の認識の中止を行う。

日本の会計原則では、構成要素ごとに支配の移転の有無を判断し、認識の中止を行

う。

　(m)　工事契約

IFRSでは、工事契約の成果を確実に見積もることができる場合、工事契約に関連する

工事収益及び工事原価は、報告期間末に契約上の完成度合により収益及び費用に認識

される（工事進行基準）。

工事契約の成果を確実に見積もることができない場合、

(a) 収益は、工事原価が発生した範囲で回収可能な部分まで認識する。

(b) 工事原価は、発生した期間の費用として認識する。

工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高い場合、見込まれる損失を費用と

して直ちに認識する。

日本の会計原則では、たとえ工事が進行中であっても工事契約の結果の信頼性が認識

され得る場合、進行基準が適用されるものと規定している。進行状況に基づき工事契

約の結果をプロジェクト進行中に確実に予測できない場合は、完了基準が適用され

る。この場合、工事契約プロジェクトの完了時点においてすべての契約収益と費用が

認識される。工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高い場合、見込まれる

損失を費用として直ちに認識する。

(B)　親会社財務諸表

本書記載の親会社財務書類は、フランスにおいて一般に公正妥当と認められる会計原

則に準拠して作成されている。かかる会計原則は、日本において一般に公正妥当と認めら

れる会計原則とはある点において相違がある。その主要な相違を要約すると次のとおりで

ある。

　(a)　貸借対照表の固定性配列法表示

フランスでは、貸借対照表は資産項目と負債項目（自己資本を含む）に分類される。

貸借対照表項目の表示は流動性に従ったものではない。

日本の会計原則では、一般的には流動性配列法が採用されている。

　(b)　有価証券の評価

フランスにおいては、市場性のある有価証券は低価法と正味実現価額で計上される。
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日本においては、原則としてすべての業種において、所有する有価証券の評価は以下

のように行わなければならない。

1)　売買目的（トレーディング）有価証券は、公正価値で、直接利益に未実現損益

を含めて計上する。

2)　満期保有目的の債券は償却原価法による。

3)　子会社株式および関連会社株式は取得原価で計上される。

4)　その他有価証券は、時価の有無により時価または取得原価により計上され、時

価評価された場合の評価差額は資本の部に計上される。

　(c)　資産の減損

フランスにおいては、必要な減損審査の結果、一定の資産の公正価値が簿価を下回る

ことが示唆された場合、これらの資産の簿価を、主に割引後の将来キャッシュ・フ

ローまたは市場価値のいずれか適切な方を利用して決定される公正価値に減額するた

めに、資産引当金が計上される。当該資産の回収可能価額の算定に用いられた見積り

に変更があった場合には、のれんの減損を除き、減損損失の戻入が要求される。

日本の会計原則では、減損の兆候が認められ、かつ割引前の見積将来キャッシュ・フ

ロー（20年以内の合理的な期間に基づく）が帳簿価額を下回る場合に、回収可能価額

と帳簿価額の差額につき減損損失を計上する。減損損失の戻入は認められない。

　(d)　研究開発費

フランスにおいては、開発費は、一定の基準を厳密に満たす場合には資産計上が認め

られる。

日本においては、すべての研究開発支出は発生時に費用計上しなければならない。

　(e)　自己株式

フランスにおいては、自己株式は貸借対照表上、「その他の金融資産」に含まれてい

る。その年度末の帳簿価額は会計期間の最終月の株式市場における平均価格に基づい

て算出される。必要な場合は評価引当金が計上される。

日本においては、取得した自己株式は、取得原価をもって純資産の部の株主資本から

控除する。

　(f)　年金

フランスにおいては、保険数理上の損益は「コリドー・アプローチ」を適用して計上

していたが、2007年度より当社は、保険数理上の損益全額発生時に損益計算書に認識

する会計処理を適用することとなった。
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日本の会計原則では、確定給付型年金制度について、過去勤務債務、数理計算上の差

異及び会計基準変更時差異の遅延認識が認められているため、退職給付債務に未認識

過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した

額を退職給付に係る負債として計上する。なお、当該未認識項目について一括して損

益処理することも選択可能である。退職給付に係る費用は、数理計算上の損益も含

め、すべて営業費用として損益計算書に計上される。

日本においては、保険数理上の損益の認識に関して、前述のようなコリドー・アプ

ローチは採用されていない。

　(g)　法人所得税の会計処理

フランスでは、親会社単体の法定財務書類では繰延税金を認識しない。

日本の会計原則では、税金費用は税引前利益に基づいて計上され、個別財務諸表と連

結財務諸表の両方において繰延税金の計上が行なわれる。
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第７【外国為替相場の推移】

１【直近5年間の事業年度別為替相場の推移】

　ユーロと当社の財務諸表の開示に使用される通貨、および日本円の外国為替レートは、当社の

過去5年間の総務を報道する2紙以上の日刊新聞において発表されたため、本セクションにおいて

必要となる情報は省略されている。

２【最近６月間の月別最高・最低為替相場】

同様の理由により省略する。

３【最近日の為替相場】

同様の理由により省略する。
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

アルカテル-ルーセントは、1988年12月20日に東京証券取引所（以下「取引所」という）に普

通株式（以下「株式」という）を上場し、2008年12月19日に同取引所から株式の上場を廃止し

た。上場廃止以降の日本における株式事務の概要は、以下に示すとおりである。

1　日本における株式事務等の概要

(1)　株式の名義書換取扱場所および名義書換代理人

日本においては当社株式の名義書換のための取扱場所ないし代理人は存在しない。

各実質株主は、株式口座を設けている証券会社（以下「関連証券会社」という）との間で外国

証券取引口座詳細契約書を締結している。この契約に則り、実質株主の名の下に外国証券取引口

座（以下「取引口座」という）が開設される。取引、売買価格決済、証券保管、および株式に関

連するその他取引に関するすべての事柄は、取引口座を通じて処理されることとする。当該実質

株主は、取引口座の開設と維持のために年間手数料の支払いを義務付けられている。

株式は一般的に、フランス国内の保管機関の名義（以下「現地保管機関」という）または関連

証券会社を代理する被任命者の名義で、アルカテル-ルーセントの株主名簿に登録される。株券

は現地保管機関が保管する。

関連証券会社を通じ間接的に配当金や議決権を受ける権利等の権利を行使する際に実質株主に

とって役立つよう、株式事務に関する概要が定められている。

(2)　株主に対する特典

該当なし。

(3)　株式の譲渡制限

株式の譲渡制限なし。

(4)　その他の株式事務に関する事項

(a)　決算期

当社の会計年度は毎年、1月1日を開始日とし、12月31日を終了日とする。

(b)　年次総会
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通常総会を少なくとも毎年1回会計年度末から6ヶ月以内に開催し、財務諸表を承認する

必要がある。会計年度終了後6ヶ月以内に決算書類承認のため当社の本店または取締役会が

指定する場所で通常総会が開かれる。

(c)　基準日

当社から配当金を受け取る権利を有する株主とは、最初の配当金支払日時点で当社の株

主である者である。

(d)　株券の種類

株券は発行されない。

2.　日本における実質株主の権利行使に関する手続

(1)　実質株主の議決権行使に関する手続

日本における当社株式の実質株主は、関連証券会社に指示することにより議決権を行使するこ

とができる。実質株主の指示がない場合には、当該株式にかかる議決権は行使されない。

(2)　配当請求等に関する手続

配当率、配当金支払日ならびにその他関連情報について現地保管機関やその被任命者から通知

を受けた関連証券会社は、基準日時点の実質株主口座明細に基づき実質株主にそれらの情報を通

知する。

関連証券会社は現地保管機関から配当金を受け取り、代わりに実質株主に対して当該配当金を

支払う。

実質株主から別途要請がない限り、関連証券会社に代わり、現地保管機関または被任命者は株

式配当金と株式分割を売却する。関連証券会社が売却益総額を受け取り、実質株主に支払う。

新株引受権はフランスで売却され、関連証券会社は現地保管機関または被任命者から売却益を

受け取る。関連証券会社は取引口座を通じて実質株主に当該金額を支払う。

(3)　株式の譲渡に関する手続

フランスにおいては当社株式の譲渡は、当社または承認仲介機関の株主名簿への登録により

なされる。

日本においては、実質株主は当社株式の株券を保有せず、代わりに関連証券会社から領収書の

発行を受ける。当該領収書を譲渡することはできない。通常、実質株主は当該株式をフランス市

場に売り戻すことにより株式を売却する。

(4)　本邦における配当等に関する課税上の取扱い
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(a)　配当金

日本の実質株主に支払われる配当金は、原則として、配当金収入の20%（15%の国税、5%

の地方税）が源泉徴収税の対象となる。

当該源泉徴収税の対象となる配当所得の非申告特別措置が講じられる場合、当該所得額

にかかわらず源泉徴収税により納税が完了する。申告分離課税が選択された場合、一定の

条件に基づき、上場株式などに発生したキャピタルロスに対する相殺が利用可能である。

日本の法人である実質株主の場合には、当該株主が受領した配当金は収益に含まれ、日

本の税法に則り課税対象となる。日本の支払仲介業者によって配当金が提供される場合に

課せられる源泉徴収税額は、日本の税法に則り、税額控除申請の対象となる。

(b)　キャピタル・ゲイン／ロス

日本国居住者である実質株主が株式の名義書換を行った場合、これに伴うキャピタルゲ

インは申告分離課税の対象となる。株式の譲渡には20%の税率が適用される（国税の所得税

15%、地方税5%）。現在の税務申告年度のキャピタル・ゲイン・ロスについては、一定の条

件を満たすという条件付きで、該当する年度の上場株式に関連する配当金、売買損益など

について相殺が許可されている。さらに、一定の条件に基づき、相殺できない全ての損失

に関しては、3年間にわたって繰り越し可能である。

日本企業である実質株主が株式の名義書換を行った場合、これに伴うキャピタル・ゲイ

ン／ロスは課税所得の計算に含まれる。

東日本大震災からの復興対策の実施に必要となる財源確保のための特別措置に関する法

律により、2013年1月1日から2037年12月31日までの期間中、上記の各所得税率の対象とな

る所得税の金額には、上記に加え、2.1%の復興特別所得税が課せられる。

(c)　相続税

相続または遺贈によって本株式を取得した日本に居住の個人である実質株主には、日本

の相続税法によって相続税が課される。ただし、一定の場合には外国税額控除を受けるこ

とができる。

詳しい課税上の取扱いについては、各自の税務アドバイザーにご確認ください。

(5)　その他の諸通知報告

日本における当社株式の実質株主に対して年次株主総会の議案等に関する通知が行われる場合

には、株式事務取扱機関がまず一括してこれを当社より受領し、然るべき後に所定の基準日現在

における実質株主明細表に記載されている実質株主にこれを交付するか、所定の方法により公告

を行う。
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第９【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

該当なし。

２【その他の参考情報】

当会計年度の期首から有価証券報告書提出日までの間に、当社は金融商品取引法第25条第1項

に規定する次の書類を関東財務局長に提出している。

参考情報 提出日

1. 有価証券報告書およびその添付書類 2015年6月29日

2. 臨時報告書（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

2項第9号に基づく）およびその添付書類

2015年9月28日

3. 半期報告書およびその添付書類 2015年9月30日

4. 臨時報告書（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

2項第9号に基づく）およびその添付書類

2016年6月28日

5. 臨時報告書（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

2項第3号に基づく）およびその添付書類

2016年6月29日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

第１【保証会社情報】

　該当なし。

第２【保証会社以外の会社の情報】

　該当なし。

第３【指数等の情報】

　該当なし。
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連結財務書類に対する会計監査人の報告書

株主各位

私どもは、株主総会での委任に従い、2015年12月31日に終了した事業年度に関して、以下の点につき報告す

る。

•　本報告書に添付のアルカテル・ルーセントの連結財務書類の監査。

•　弊社アセスの証明。

•　フランス法により要求される特定の検証および情報。

これらの連結財務書類は取締役会の承認を受けている。私どもの責任は、私どもの監査に基づいて、これらの

財務書類について意見を表明することにある。

I. 連結財務書類に対する意見

私どもはフランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して監査を実施した。この基準は、連結財務書類に

重要な記載誤りがないかどうかについて合理的確証を得るために、私どもが監査を計画し実施することを要求

している。監査は、財務書類上の金額および開示事項の基礎となった証拠をサンプリングによる試査またはそ

の他の抽出方法により検証することを含んでいる。監査はまた、財務書類の作成に係る会計方針および重要な

見積ならびに財務書類全体の表示の検討をも含んでいる。私どもは、私どもが意見を表明するために入手した

証拠が十分かつ適切であると確信している。

私どもは、上記連結財務書類は、欧州連合が採用したIFRSに準拠して、適正かつ厳正なものであり、グループ

の資産、負債、財政状態および経営成績について、真実かつ公正な概観を与えていると認める。

上記で表明した意見を再検討することなく、一部の繰延税金資産の評価に関する会計処理の変更について説明

している連結財務書類の注記２にご注意願いたい。

II. 評価の正当性

私どもの評価の正当性に関して、商法L.832-9条の規定の適用により、以下の内容を提供する。

・　連結財務書類の注記2に記載されているように、御社の経営陣は、財務書類およびそれに対する注記中で表

示された金額に影響を与える見積や仮定を用いている。こうした仮定は、元来、不確実なものであり、実際

の結果とは異なる可能性がある。重要な会計上の見積もりの影響を受ける項目は、注記２において開示され

るものであり、主にのれん（3,215百万ユーロ） 、無形固定資産（1,435百万ユーロ）、引当金（1,139百万

ユーロ、うち製品販売準備金376百万ユーロ ）、繰延税金資産 （2,234百万ユーロ）、退職金およびその他

退職後給付に関する資産および債務（それぞれ2,935百万ユーロおよび4,506百万ユーロ）である。

・　のれん、無形固定資産について、私どもは、減損テストの実施に用いられた方法を評価し、用いられた情

報や財務情報および仮定を検証した。連結決算書類注記11に記載されるように、2015年第4四半期に行われ

た年次減損テストの主な仮定は、とりわけ、使用された割引率、最終価値計算に使用された永久成長率であ

る。私どもは、これらの仮定に基づいて、御社が行った計算を見直し、連結財務書類注記1f)、1g)、2c)、

2i)、11、12が適切な情報を提供していることを確認した。

・　無形固定資産について、認識の基準が適切であることを評価し、その減価償却費の測定および回収可能価

額の確認のために用いられた方法を検証した。私どもは、連結財務書類注記1f)、1g)、2c)および࿏࿎にお

いて開示されている財務情報の適正性を確認した。

・　引当金について、私どもは、引当金の会計処理の基準について評価し、これらの見積についての会社の経

営陣の承認手続きを検証し、かかる見積が合理的であることを確認するためにこの関係で作成された関連文

書を検討した。私どもはまた、連結財務書類注記1k)、 2d)、2e)、25および31が適切な情報を提供している

ことを確認した。
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・　退職金およびその他退職後給付金に関連する資産および負債について、私どもは、使用された財務情報を

吟味し、使用された仮定を評価し、実施された計算を検討し、連結財務書類注記1j)、2g)および23において

開示されている情報が適切であることを確認した。

・　繰延税金資産について、私どもは、転記基準が満たされていることを確認し、課税対象利益の基礎となる

仮定、将来加算一時差異の戻入れ、ならびにその結果としての繰延税金資産の利用について検証した。ま

た、私どもは連結財務書類注記1l)、2f)、4および8が適切な情報を提供していることを確認した。

・　連結財務書類注記4に記載された一部の繰延税金資産についての会計処理の変更については、当報告書の第

I部に記載したとおり、私どもは開示されている過去の期間すべての財務報告書の再処理が正しく行われた

こと、ならびに当該注記の提示した情報を検証した。

・　最後に、企業が実施する内部監査およびリスク管理の方法に関する商法L.225-37条に規定される取締役会

会長の報告書に示されているように、アメリカ子会社の売上高の認定に関して重大な欠陥（「material

weakness」）が特定された。この状況から、私どもは、売上高ならびに御社の実施した監査手順に関して、

取引のかなりの部分について、とくに大きな金額の取引について、内容に踏み込んだ詳細な調査を行うこと

となった。

上記の評価は、連結財務書類全体に関する私どもの監査の一環であり、よってこの報告書の冒頭部分において

表明されている意見の形成に寄与している。

III. 特定の検証

さらに私どもは、フランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して、グループの経営報告書の中で提供さ

れている情報について、フランス法により要求される特定の検証を行った。

それらの情報の適正性および連結財務書類との整合性について、私どもが特に指摘すべき事項はない。

2016年4月27日、ヌイイ・シュール・セーヌおよびパリ、ラ・デファンス

会計監査人

 

DELOITTE & ASSOCIES

デロイト・エ・アソシエ

ERNST & YOUNG et Autres

アーンスト・アンド・ヤング・エ・オトル

Bertrand Boisselier

ベルトラン・ボワスリエ

Frédéric Martineau

フレデリック・マルティノー
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Rapport des Commissaires aux comptes sur les comptes

consolidés

Aux Actionnaires,

En exécution de la mission qui nous a été confiée par votre assemblée générale, nous vous présentons notre rapport relatif à l’

exercice clos le 31 décembre 2015, sur:

・　le contrôle des comptes consolidés de la société Alcatel Lucent, tels qu’ils sont joints au présent rapport;

・　la justification de nos appréciations;

・　la vérification spécifique prévue par la loi.

Les comptes consolidés ont été arrêtés par le conseil d’administration. Il nous appartient, sur la base de notre audit, d’exprimer

une opinion sur ces comptes.

I. Opinion sur les comptes consolidés

Nous avons effectué notre audit selon les normes d’exercice professionnel applicables en France ; ces normes requièrent la mise

en œuvre de diligences permettant d’obtenir l’assurance raisonnable que les comptes consolidés ne comportent pas d’anomalies

significatives. Un audit consiste à vérifier, par sondages ou au moyen d’autres méthodes de sélection, les éléments justifiant des

montants et informations figurant dans les comptes consolidés. Il consiste également à apprécier les principes comptables suivis,

les estimations significatives retenues et la présentation d’ensemble des comptes. Nous estimons que les éléments que nous

avons collectés sont suffisants et appropriés pour fonder notre opinion.

Nous certifions que les comptes consolidés de l’exercice sont, au regard du référentiel IFRS tel qu’adopté dans l’Union

européenne, réguliers et sincères et donnent une image fidèle du patrimoine, de la situation financière, ainsi que du résultat de l’

ensemble constitué par les personnes et entités comprises dans la consolidation.

Sans remettre en cause l’opinion exprimée ci-dessus, nous attirons votre attention sur la Note 4 aux états financiers consolidés

qui expose un changement de traitement comptable relatif à la reconnaissance de certains actifs d’impôt différé.

II. Justification des appréciations

En application des dispositions de l’article L. 823-9 du Code de commerce relatives à la justification de nos appréciations, nous

portons à votre connaissance les éléments suivants :

・　Comme mentionné dans la Note 2 aux états financiers consolidés, la direction de votre société est conduite à effectuer des

estimations et à formuler des hypothèses qui affectent les montants figurant dans ses états financiers et les notes qui les

accompagnent. Ces hypothèses ayant un caractère incertain, les réalisations pourraient s’écarter de ces estimations. Les

comptes sujets à des estimations comptables significatives sont décrits dans la Note 2 et sont principalement les goodwill pour

3 215 millions d’euros, les immobilisations incorporelles pour 1 435 millions d’euros, les provisions pour 1 139 millions d’euros

(dont les provisions sur affaires pour 376 millions d’euros), les impôts différés actifs pour 2 334 millions d’euros, les actifs et

passifs associés aux retraites et autres avantages postérieurs à l’emploi pour respectivement 2 935 millions d’euros et 4 506

millions d’euros;

・　S’agissant des goodwill et des immobilisations incorporelles, nous avons examiné les modalités de mise en œuvre des tests

de dépréciation, ainsi que les données et les hypothèses utilisées. Comme indiqué dans la Note 11 aux états financiers

consolidés, les hypothèses clés du test de dépréciation annuel réalisé au cours du quatrième trimestre 2015 sont notamment

le taux d’actualisation utilisé et les taux de croissance à l’infini utilisés pour le calcul des valeurs terminales. Nous avons revu

les calculs effectués par votre société sur la base de ces hypothèses et avons vérifié que les Notes 1f), 1g), 2c), 2i), 11 et 12

aux états financiers consolidés donnent une information appropriée;

・　S’agissant des immobilisations incorporelles, nous avons notamment vérifié que les critères de comptabilisation étaient

satisfaits, et avons examiné les modalités retenues pour leur amortissement et pour la vérification de leur valeur recouvrable.

Nous avons également vérifié le caractère approprié des informations financières présentées dans les Notes 1f), 1g), 2c) et 12

aux états financiers consolidés;

・　S’agissant des provisions, nous avons apprécié les bases sur lesquelles ces provisions ont été constituées, avons examiné

les procédures d’approbation de ces estimations par la direction et revu la documentation préparée dans ce cadre afin de

vérifier le caractère raisonnable de ces estimations. Nous avons également vérifié que les Notes 1k), 2d), 2e), 25 et 31 aux

états financiers consolidés donnent une information appropriée;
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・　S’agissant des actifs et passifs associés aux retraites et autres avantages postérieurs à l’emploi, nos travaux ont consisté à

examiner les données utilisées, à apprécier les hypothèses retenues, à revoir les calculs effectués et à vérifier que les Notes

1j), 2g) et 23 aux états financiers consolidés donnent une information appropriée.

・　S’agissant des impôts différés actifs, nous avons vérifié que les critères de comptabilisation étaient satisfaits et nous avons

apprécié les hypothèses sous-tendant les prévisions de bénéfices imposables, les retournements de différences temporelles

imposables et les consommations d’impôts différés actifs en résultant. Nous avons également vérifié que les Notes 1l), 2f), 4

et 8 aux états financiers consolidés donnent une information appropriée;

・　S’agissant du changement de traitement comptable de certains actifs d’impôt différé décrit dans la Note 4 aux états financiers

consolidés, comme mentionné dans la première partie du présent rapport, nos travaux ont consisté à examiner le correct

retraitement des états financiers pour l’ensemble des périodes antérieures présentées et l’information donnée à ce titre dans

ladite note.

・　Enfin, comme indiqué dans le rapport du Président du Conseil d’administration prévu par l’article L.225-37 du code de

commerce concernant les procédures de contrôle interne et de gestion des risques mises en place par la société, une

déficience significative (≪ material weakness ≫) concernant la reconnaissance du chiffre d’affaires dans la filiale américaine a

été identifiée. Cette situation nous a conduits à mettre en œuvre des contrôles de substance étendus sur le chiffre d’affaires,

en plus des procédures de contrôle effectuées par la société, sur une part substantielle des transactions et en particulier sur

les transactions portant sur les montants les plus significatifs.

Les appréciations ainsi portées s’inscrivent dans le cadre de notre démarche d’audit des comptes consolidés, pris dans leur

ensemble, et ont donc contribué à la formation de notre opinion exprimée dans la première partie de ce rapport.

III. Vérification spécifique

Nous avons également procédé, conformément aux normes d’exercice professionnel applicables en France, à la vérification

spécifique prévue par la loi des informations relatives au groupe, données dans le rapport de gestion.

Nous n’avons pas d’observation à formuler sur leur sincérité et leur concordance avec les comptes consolidés.

Neuilly-sur-Seine et Paris-La Défense, le 27 avril 2016

Les Commissaires aux Comptes

 

DELOITTE & ASSOCIES ERNST & YOUNG et Autres

Bertrand Boisselier Frédéric Martineau
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年次財務書類に関する法定監査人報告

株主各位

株主総会で委任された任務に則り、2015年12月31日に終了した年度について下記の事項をご報告申し上げま

す。

・アルカテル-ルーセントの添付年次財務書類の監査

・評価の正当化

・法律で義務付けられる特定の検証および情報

年次財務書類は取締役会の承認を受けています。監査内容に基づき、財務書類に関する意見を提示することが

私ども法定監査人の役割です。

I ̶ 財務書類に関する意見

弊社はフランスで適用される専門基準に則り監査を実施しました。これらの基準では、財務書類に重大な虚偽

記載がないかどうか合理的な確信を得るために監査を計画し実行することが義務付けられています。監査に

は、財務諸表の金額や開示について監査の証拠を入手するため、サンプリング技術やその他の選択方法を使用

して手続きが実施されます。監査には、使用されている会計方針の適切性や、行われた会計予測の合理性、そ

れだけでなく、財務諸表全体についても評価を行います。入手した監査証拠は、弊社の意見の根拠を提示する

上で十分かつ適切なものであると確信しています。

連結財務書類には、2015年12月31日時点におけるグループの資産と負債、および同社の財務状況、ならびに年

間業績が、フランス会計原則の採用する国際財務報告基準に則り正確かつ適正に提示されていると弊社は考え

ます。

II ̶ 評価の正当化

評価の正当化に関するフランス商法 (Code de Commerce) 第823-9条の要件に則り、以下を指摘します。

・重大な会計見積りの対象となる勘定は、2015年12月31日の貸借対照表の資産の部に記載される総額

8,285.8百万ユーロの投資の帳簿価額です。

投資の帳簿価額は明らかに、さまざまな製品部門の回収可能価額に基づいて作成されたアルカテル-ルー

セント・グループの評価額から得たものです。この方法では、2016年～2020年の割引フリー・キャッ

シュ・フローに基づいた負債と税金、および2020年度末の割引最終価額を部門ごとに見積もります。

弊社は財務書類の注記1.b1と8で開示される方法の妥当性を評価し、その実施時に使用されたデータや想

定内容を検討しました。その結果、これらの見積りが妥当であると判断しました。

これらの評価は連結財務書類全体に対する監査の一環として行われたものであり、本報告書巻頭で示した意見

の形成に寄与するものであります。

III ̶ 特定検証と情報

弊社は、専門業務基準に則りフランス法で義務付けられる特定検証も実施しました。

取締役会報告書において、また財務状況や財務書類に関する株主向け文書において示された情報の公正な提示およ

び財務書類との一貫性について、報告すべき事柄はありません。

役員に支払われた報酬と手当および役員にとって有利な契約について、フランス商法 (Code de commerce) 第L.225-

102-1条に則り、財務書類、および財務書類作成にあたり使用したデータ、そして必要に応じ、御社の親会社や御社を親

会社とする会社から収集した情報との一貫性について検証しました。この作業に基づき、この情報の正確性と公正表記

について証明します。
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フランス法に則り、主要株主と議決権保有者の氏名に関する必要情報が経営報告書で適切に開示されていることを保証

します。

ヌイイ・シュール・セーヌとパリ、ラ・デファンス、2016年4月27日

法定監査人

 

デロイト・エ・アソシエ アーンスト・アンド・ヤング・エ・オトル

ベルトラン・ボワセリエ フレデリック・マルチノー
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Rapport des Commissaires aux comptes sur les comptes

annuels
Aux Actionnaires,

En exécution de la mission qui nous a été confiée par votre Assemblée générale, nous vous présentons notre rapport relatif à l’
exercice clos le 31 décembre 2015, sur:

－ le contrôle des comptes annuels de la société Alcatel Lucent, tels qu’ils sont joints au présent rapport;

－ la justification de nos appréciations;

－ les vérifications et informations spécifiques prévues par la loi.

Les comptes annuels ont été arrêtés par le Conseil d’administration. Il nous appartient, sur la base de notre audit, d’exprimer une
opinion sur ces comptes.

I. Opinion sur les comptes annuels

Nous avons effectué notre audit selon les normes d’exercice professionnel applicables en France; ces normes requièrent la mise
en œuvre de diligences permettant d’obtenir l’assurance raisonnable que les comptes annuels ne comportent pas d’anomalies
significatives. Un audit consiste à vérifier, par sondages ou au moyen d’autres méthodes de sélection, les éléments justifiant des
montants et informations figurant dans les comptes annuels. Il consiste également à apprécier les principes comptables suivis,
les estimations significatives retenues et la présentation d’ensemble des comptes. Nous estimons que les éléments que nous
avons collectés sont suffisants et appropriés pour fonder notre opinion.

Nous certifions que les comptes annuels sont, au regard des règles et principes comptables français, réguliers et sincères et
donnent une image fidèle du résultat des opérations de l’exercice écoulé ainsi que de la situation financière et du patrimoine de la
société à la fin de cet exercice.

II. Justification des appréciations

En application des dispositions de l’article L. 823-9 du Code de commerce relatives à la justification de nos appréciations, nous
portons à votre connaissance les éléments suivants:

－　La valeur d’inventaire des titres de participation présentés à l’actif du bilan de votre société s’élève à 8 285,8 millions d’euros

au 31 décembre 2015.

Cette valeur d’inventaire repose notamment sur une valorisation du Groupe Alcatel Lucent, basée sur la valeur recouvrable
des différentes divisions opérationnelles. La démarche consiste à estimer, pour chaque division opérationnelle, une valeur

hors dette et impôt à partir des flux de trésorerie prévisionnels actualisés de 2016 à 2020 et d’une valeur terminale en 2020

également actualisée.

Nous avons apprécié le caractère approprié de la méthodologie décrite en notes 1.b1 et 8 de l’annexe et examiné les
données et les hypothèses utilisées pour sa mise en œuvre. Nous avons, sur cette base, procédé à l’appréciation du
caractère raisonnable de ces estimations.

L’appréciation ainsi portée s’inscrit dans le cadre de notre démarche d’audit des comptes annuels, pris dans leur ensemble, et a
donc contribué à la formation de notre opinion exprimée dans la première partie de ce rapport.

III. Vérifications et informations spécifiques

Nous avons également procédé, conformément aux normes d’exercice professionnel applicables en France, aux vérifications
spécifiques prévues par la loi.

Nous n’avons pas d’observation à formuler sur la sincérité et la concordance avec les comptes annuels des informations
données dans le rapport de gestion du Conseil d’administration et dans les documents adressés aux actionnaires sur la situation
financière et les comptes annuels.

Concernant les informations fournies en application des dispositions de l’article L. 225-102-1 du Code de commerce sur les
rémunérations et avantages versés aux mandataires sociaux ainsi que sur les engagements consentis en leur faveur, nous
avons vérifié leur concordance avec les comptes ou avec les données ayant servi à l’établissement de ces comptes et, le cas
échéant, avec les éléments recueillis par votre société auprès des sociétés contrôlant votre société ou contrôlées par elle. Sur la
base de ces travaux, nous attestons l’exactitude et la sincérité de ces informations.
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En application de la loi, nous nous sommes assurés que les diverses informations relatives à l’identité des détenteurs du capital
et des droits de vote vous ont été communiquées dans le rapport de gestion.

Neuilly-sur-Seine et Paris-La Défense, le 27 avril 2016

Les Commissaires aux comptes

DELOITTE & ASSOCIES ERNST & YOUNG et Autres

Bertrand Boisselier Frederic Martineau
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連結財務書類に対する会計監査人の報告書

株主各位

私どもは、株主総会での委任に従い、2014年12月31日に終了した事業年度に関して、以下の点につき報告す

る。

•　本報告書に添付のアルカテル・ルーセントの連結財務書類の監査

•　弊社アセスの証明;

•　フランス法により要求される特定の検証および情報

これらの連結財務書類は取締役会の承認を受けている。私どもの責任は、私どもの監査に基づいて、これらの

財務書類について意見を表明することにある。

I. 連結財務書類に対する意見  

私どもはフランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して監査を実施した。この基準は、連結財務書類に

重要な記載誤りがないかどうかについて合理的確証を得るために、私どもが監査を計画し実施することを要求

している。監査は、財務書類上の金額および開示事項の基礎となった証拠をサンプリングによる試査またはそ

の他の抽出方法により検証することを含んでいる。監査はまた、財務書類の作成に係る会計方針および重要な

見積ならびに財務書類全体の表示の検討をも含んでいる。私どもは、私どもが意見を表明するために入手した

証拠が十分かつ適切であると確信している。

私どもは、上記連結財務書類は、欧州連合が採用したIFRSに準拠して、適正かつ厳正なものであり、グループ

の資産、負債、財政状態および経営成績について、真実かつ公正な概観を与えていると認める。

II. 評価の正当性

商業規則L.832-9の当方評価の有効性の定めによって、以下の資料を提供する：

・　連結財務書類の注記2に記載されているように、会社の経営陣は、財務書類およびそれに対する注記中で表

示された金額に影響を与える見積や仮定を用いている。こうした仮定は、元来、不確実なものであり、実

際の結果とは異なる可能性がある。重要な会計上の見積もりの影響を受ける項目は、注記２において開示

されるものであり、主にのれん（3,181百万ユーロ）、無形資産（1,011百万ユーロ）、引当金（1,364百

万ユーロ、うち製品販売準備金387百万ユーロ）、繰延税金資産（1,516百万ユーロ）、退職金およびその

他退職後給付に関する資産および債務（それぞれ2,636百万ユーロおよび5,163百万ユーロ）である。

・　のれん、有形資産について、私どもは、減損テストの実施に用いられた方法を評価し、用いられた情報や

財務情報および仮定を検証した。連結決算書類注記11に記載されるように、2014年第4四半期に行われた

年次減損テストの主な仮定は、とりわけ、使用された割引率、最終価値計算に使用された永久成長率であ

る。私どもは、これらの仮定に基づいて、会社が行う計算を見直し、連結財務書類注記1f)、1g)、2c)、

2i)、11、12が適切な情報を提供していることを確認した。

・　無形資産について、認識の基準が適切であることを評価し、その減価償却費の測定および回収可能価額の

確認のために用いられた方法を検証した。私どもは、連結財務書類注記1f)、1g)、2c)および12において

開示されている財務情報の適正性を確認した。

・　引当金について、私どもは、引当金の会計処理の基準について評価し、これらの見積についての会社の経

営陣の承認手続きを検証し、かかる見積が合理的であることを確認するためにこの関係で作成された関連

文書を検討した。私どもはまた、連結財務書類注記25および31が適切な情報を提供していることを確認し

た。

・　繰延税金資産について、私どもは、認識基準に合致しているかどうかを確認し、予想法人税の基礎となる

仮定および結果としての繰延税金資産の利用について検証した。最後に、私どもは連結財務書類注記

1l)、2f)および8が適切な情報を提供していることを確認した。
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・　退職金およびその他退職後給付金に関連する資産および負債について、私どもは、使用された財務情報を

吟味し、使用された仮定を評価し、実施された計算を検討し、連結財務書類注記1j)、2g)および23におい

て開示されている情報が適切であることを確認した。

上記の評価は、連結財務書類全体に関する私どもの監査の一環であり、よってこの報告書の冒頭部分において

表明されている意見の形成に寄与している。

III. 特定の検証

さらに私どもは、フランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して、グループの経営報告書の中で提供さ

れている情報について、フランス法により要求される特定の検証を行った。

それらの情報の適正性および連結財務書類との整合性について、私どもが特に指摘すべき事項はない。

2015年3月19日、ヌイイ・シュール・セーヌとパリ、ラ・デファンス

会計監査人

デロイト・エ・アソシエ アーンスト・アンド・ヤング・エ・オトル

ジャン・ピエール・アガジ ジャン・フランソワ・ジニ
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Rapport des Commissaires aux comptes sur les comptes

consolides
Aux Actionnaires,

En execution de la mission qui nous a ete confiee par votre assemblee generale, nous vous presentons notre rapport relatif a
l'exercice clos le 31 decembre 2014, sur:

・    le controle des comptes consolides de la societe Alcatel Lucent, tels qu'ils sont joints au present rapport ;

・    la justification de nos appreciations ;

・    la verification specifique prevue par la loi.

Les comptes consolides ont ete arretes par le conseil d'administration. Il nous appartient, sur la base de notre audit, d'exprimer
une opinion sur ces comptes.

I. Opinion sur les comptes consolides

Nous avons effectue notre audit selon les normes d'exercice professionnel applicables en France ; ces normes requierent la mise
en oeuvre de diligences permettant d'obtenir l'assurance raisonnable que les comptes consolides ne comportent pas d'anomalies
significatives. Un audit consiste a verifier, par sondages ou au moyen d'autres methodes de selection, les elements justifiant des
montants et informations figurant dans les comptes consolides. Il consiste egalement a apprecier les principes comptables suivis,
les estimations significatives retenues et la presentation d'ensemble des comptes. Nous estimons que les elements que nous
avons collectes sont suffisants et appropries pour fonder notre opinion.

Nous certifions que les comptes consolides de l'exercice sont, au regard du referentiel IFRS tel qu'adopte dans l'Union
europeenne, reguliers et sinceres et donnent une image fidele du patrimoine, de la situation financiere, ainsi que du resultat de
l'ensemble constitue par les personnes et entites comprises dans la consolidation.

II. Justification des appreciations

En application des dispositions de l'article L. 823-9 du Code de commerce relatives a la justification de nos appreciations, nous
portons a votre connaissance les elements suivants:

・    　Comme mentionne dans la Note 2 aux etats financiers consolides, la direction de votre societe est conduite a effectuer
des estimations et a formuler des hypotheses qui affectent les montants figurant dans ses etats financiers et les notes qui
les accompagnent. Ces hypotheses ayant un caractere incertain, les realisations pourraient s'ecarter de ces estimations.
Les comptes sujets a des estimations comptables significatives sont decrits dans la Note 2 et sont principalement les
goodwill pour 3 181 millions d'euros, les immobilisations incorporelles pour 1 011 millions d'euros, les provisions pour 1
364 millions d'euros (dont les provisions sur affaires pour 387 millions d'euros), les impots differes actifs pour 1 516
millions d'euros, les actifs et passifs associes aux retraites et autres avantages posterieurs a l'emploi pour respectivement
2 636 millions d'euros et 5 163 millions d'euros;

・    　S'agissant des goodwill et des immobilisations incorporelles, nous avons examine les modalites de mise en oeuvre des
tests de depreciation, ainsi que les donnees et les hypotheses utilisees. Comme indique dans la Note 11 aux etats
financiers consolides, les hypotheses cles du test de depreciation annuel realise au cours du quatrieme trimestre 2014 sont
notamment le taux d'actualisation utilise et les taux de croissance a l'infini utilises pour le calcul des valeurs terminales.
Nous avons revu les calculs effectues par votre societe sur la base de ces hypotheses et avons verifie que les Notes 1f),
1g), 2c), 2i), 11 et 12 aux etats financiers consolides donnent une information appropriee;

・    　S'agissant des immobilisations incorporelles, nous avons notamment verifie que les criteres de comptabilisation etaient
satisfaits, et avons examine les modalites retenues pour leur amortissement et pour la verification de leur valeur
recouvrable. Nous avons egalement verifie le caractere approprie des informations financieres presentees dans les Notes
1f), 1g), 2c) et 12 aux etats financiers consolides;

・    　S'agissant des provisions, nous avons apprecie les bases sur lesquelles ces provisions ont ete constituees, avons
examine les procedures d'approbation de ces estimations par la direction et revu la documentation preparee dans ce cadre
afin de verifier le caractere raisonnable de ces estimations. Nous avons egalement verifie que les Notes 25 et 31 aux etats
financiers consolides donnent une information appropriee;

・    　S'agissant des impots differes actifs, nous avons verifie que les criteres de comptabilisation etaient satisfaits et nous
avons apprecie les hypotheses sous-tendant les previsions de benefices imposables et les consommations d'impots
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differes actifs en resultant. Enfin, nous avons verifie que les Notes 1l), 2f), et 8 aux etats financiers consolides donnent une
information appropriee ;

・    　S'agissant des actifs et passifs associes aux retraites et autres avantages posterieurs a l'emploi, nos travaux ont consiste
a examiner les donnees utilisees, a apprecier les hypotheses retenues, a revoir les calculs effectues et a verifier que les
Notes 1j), 2g) et 23 aux etats financiers consolides donnent une information appropriee;

Les appreciations ainsi portees s'inscrivent dans le cadre de notre demarche d'audit des comptes consolides, pris dans leur
ensemble, et ont donc contribue a la formation de notre opinion exprimee dans la premiere partie de ce rapport.

III. Verification specifique

Nous avons egalement procede, conformement aux normes d'exercice professionnel applicables en France, a la verification
specifique prevue par la loi des informations donnees dans le rapport sur la gestion du groupe.

Nous n'avons pas d'observation a formuler sur leur sincerite et leur concordance avec les comptes consolides.

Neuilly-sur-Seine et Paris-La Defense, le 19 mars 2015

Les Commissaires aux Comptes

DELOITTE & ASSOCIES ERNST & YOUNG et Autres

Jean-Pierre Agazzi Jean-Francois Ginies
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年次財務書類に対する会計監査人の報告書

株主各位

私どもは、株主総会での委任に従い、2014年12月31日に終了した事業年度に関して、以下の点につき報告す

る。

－　本報告書に添付のアルカテル・ルーセントの年次 財務書類の監査

－　私どもの評価の正当性

－　フランス法により要求される特定の検証および情報

これらの年次財務書類は取締役会の承認を受けている。私どもの責任は、私どもの監査に基づいて、これらの

財務書類について意見を表明することにある。

I. 年次財務書類に対する意見

私どもはフランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して監査を実施した。この基準は、年次財務書類に

重要な記載誤りがないかどうかについて合理的確証を得るために、私どもが監査を計画し実施することを要求

している。監査は、財務書類上の金額および開示事項の基礎となった証拠をサンプリングによる試査またはそ

の他の抽出方法により検証することを含んでいる。監査はまた、財務書類の作成に係る会計方針および重要な

見積ならびに財務書類全体の表示の検討をも含んでいる。私どもは、私どもが意見を表明するために入手した

証拠が十分かつ適切であると確信している。

私どもの意見では、上記年次財務書類は、フランスにおいて適用されている会計規則および原則に準拠

して、適正かつ厳正であり、2014年12月31日現在の会社の財政状態および同日に終了した年度の経営成績を適

正に表示している。

II. 評価の正当性

商業規則L.832-9の当方評価の有効性の定めによって、以下の資料を提供する:

－　会社の貸借対照表の資産の部に計上されている投資の実質価値であり、2014年12月31日に終了した年度

について、その金額は減価引当金およびその他の準備金の変動控除後で92 億7,550万ユーロである。

当該資産はアルカテル・ルーセントグループの評価に基づいたものであり、またこの数字は各営業部門で

回収できる資金額をベースとしている。アプローチは、各事業部門について、2015年から2019年に実現さ

れる予測キャッシュフローから負債と税金を除いた価値と、実現される2019年の最終価値を見積ることで

ある。

私どもは、財務書類注記1bおよび8に記載されている方法の適切性を評価し、それを適用する場合に使用

された情報および仮定を検討し、見積もりの合理性を評価した。私どもは、これに基づいて、見積もりの

合理性を評価した。

上記の評価は、年次財務書類全体に関する私どもの監査の一環であり、よってこの報告書の冒頭部分において

表明されている意見の形成に寄与している。

III. 特定の検証および情報

さらに私どもは、フランスにおいて適用される職業上の基準に準拠して、フランス法により要求される特定の

検証を行った。

取締役会の経営報告書や株主宛の財政状態および年次財務書類についての資料の中で提示されている情報の適

正性および財務書類との整合性について、私どもが特に指摘すべき事項はない。

フランス商法L.225-102-1条の適用により提示される会社役員に付与された報酬および給付に関連して、また、

該当する会社役員のために行った何らかのその他のコミットメントに関する情報について、私どもは、年次財
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務書類またはこれら書類の作成に用いられたデータ、あるいは会社の支配会社または被支配会社から会社が収

集した証拠との整合性があることを確認した。こうした作業に依拠し、私どもはこうした情報が正確かつ適正

であると認める。

フランス法に従って、私どもは、議決権の保有者の氏名に関して要求される情報が取締役会報告書中で適切に

開示されていることを確認した。

2015年3月19日、ヌイイ・シュール・セーヌとパリ、ラ・デファンス

会計監査人

デロイト・エ・アソシエ アーンスト・アンド・ヤング・エ・オトル

ジャン・ピエール・アガジ ジャン・フランソワ・ジニ

次へ
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Rapport des Commissaires aux comptes sur les comptes

annuels
Aux Actionnaires,

En execution de la mission qui nous a ete confiee par votre Assemblee generale, nous vous presentons notre rapport relatif a
l'exercice clos le 31 decembre 2014, sur :

・    le controle des comptes annuels de la societe Alcatel Lucent, tels qu'ils sont joints au present rapport ;

・    la justification de nos appreciations ;

・    les verifications et informations specifiques prevues par la loi.

Les comptes annuels ont ete arretes par le Conseil d'administration. Il nous appartient, sur la base de notre audit, d'exprimer une
opinion sur ces comptes.

I. Opinion sur les comptes annuels

Nous avons effectue notre audit selon les normes d'exercice professionnel applicables en France ; ces normes requierent la mise
en oeuvre de diligences permettant d'obtenir l'assurance raisonnable que les comptes annuels ne comportent pas d'anomalies
significatives. Un audit consiste a verifier, par sondages ou au moyen d'autres methodes de selection, les elements justifiant des
montants et informations figurant dans les comptes annuels. Il consiste egalement a apprecier les principes comptables suivis,
les estimations significatives retenues et la presentation d'ensemble des comptes. Nous estimons que les elements que nous
avons collectes sont suffisants et appropries pour fonder notre opinion.

Nous certifions que les comptes annuels sont, au regard des regles et principes comptables francais, reguliers et sinceres et
donnent une image fidele du resultat des operations de l'exercice ecoule ainsi que de la situation financiere et du patrimoine de la
societe a la fin de cet exercice.

II. Justification des appreciations

En application des dispositions de l'article L. 823-9 du Code de commerce relatives a la justification de nos appreciations, nous
portons a votre connaissance les elements suivants:

・    La valeur d'inventaire des titres de participation presentes a l'actif du bilan de votre societe s'eleve a 9 275,5 millions d'euros
au 31 decembre 2014.

Cette valeur d'inventaire repose notamment sur une valorisation du Groupe Alcatel Lucent, basee sur la valeur recouvrable
des differentes divisions operationnelles. La demarche consiste a estimer, pour chaque division operationnelle, une valeur
hors dette et impot a partir des flux de tresorerie previsionnels actualises de 2015 a 2019 et d'une valeur terminale en 2019
egalement actualisee.

Nous avons apprecie le caractere approprie de la methodologie decrite en Notes 1.b1 et 8 de l'annexe et examine les
donnees et les hypotheses utilisees pour sa mise en oeuvre. Nous avons, sur cette base, procede a l'appreciation du
caractere raisonnable de ces estimations.

L'appreciation ainsi portee s'inscrit dans le cadre de notre demarche d'audit des comptes annuels, pris dans leur ensemble, et ont
donc contribue a la formation de notre opinion exprimee dans la premiere partie de ce rapport.

III. Verifications et informations specifiques

Nous avons egalement procede, conformement aux normes d'exercice professionnel applicables en France, aux verifications
specifiques prevues par la loi.

Nous n'avons pas d'observation a formuler sur la sincerite et la concordance avec les comptes annuels des informations donnees
dans le rapport de gestion du Conseil d'administration et dans les documents adresses aux actionnaires sur la situation financiere
et les comptes annuels.

Concernant les informations fournies en application des dispositions de l'article L. 225-102-1 du Code de commerce sur les
remunerations et avantages verses aux mandataires sociaux ainsi que sur les engagements consentis en leur faveur, nous
avons verifie leur concordance avec les comptes ou avec les donnees ayant servi a l'etablissement de ces comptes et, le cas
echeant, avec les elements recueillis par votre societe aupres des societes controlant votre societe ou controlees par elle. Sur la
base de ces travaux, nous attestons l'exactitude et la sincerite de ces informations.
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En application de la loi, nous nous sommes assures que les diverses informations relatives a l'identite des detenteurs du capital
et des droits de vote vous ont ete communiquees dans le rapport de gestion.

Neuilly-sur-Seine et Paris-La Defense, le 19 mars 2015

Les Commissaires aux comptes

DELOITTE & ASSOCIES ERNST & YOUNG et Autres

Jean-Pierre Agazzi Jean-Francois Ginies
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